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行政評価の取組結果 

 （平成２９年度実績） 

平成３０年８月 

北九州市総務局 



１ 行政評価の概要 

本市では、市の基本構想・基本計画として「元気発進！北九州」プランを策定してお

り、プランを着実に推進する仕組みの一つとして、平成２２年度から「行政評価システ

ム」を導入している。これは、「計画(Plan)→ 実行(Do)→ 評価(Check)→ 改善

(Action)」のＰＤＣＡサイクルに沿って、行政自ら事業等を検証し、不断の見直しを

行うものである。

本報告書は、平成２９年度に実施した事業について、ＰＤＣＡサイクルに沿って評価

した結果を総括的に示している。 

また、本報告書は「元気発進！北九州」プランの体系に沿って、施策の指標、評価、

評価理由等を取りまとめるとともに、プランの進捗状況も併せて示すものでもある。 

２ 事業評価、施策評価の対象 

「元気発進！北九州」プランに基づき、平成２９年度に実施した事業のうち「主要施

策」を構成する主な５１９事業について、事業を所管する担当課において事業の成果等

の検証を実施するとともに、プランに掲げる２１８の「主要施策」について、事業を所

管する局ごとに施策の評価を実施した。 

主要施策

２１８

主要施策を推進する

主な事業

５１９

取組みの方針
６７

大項目
２３

柱

７

「元気発進！北九州」プラン

の柱 
大項目 

取り組み 

の方針 
主要施策 事 業 

Ⅰ 人を育てる ３ １０ ３７ １０６ 

Ⅱ きずなを結ぶ ３ １１ ４１ １２２ 

Ⅲ 暮らしを彩る ３ ９ ２９ ７７ 

Ⅳ いきいきと働く ４ １１ ３９ ８９ 

Ⅴ 街を支える ３ ９ ２４ ４６ 

Ⅵ 環境を未来に引き継ぐ ４ ９ ２８ ５１ 

Ⅶ アジアの中で成長する ３ ８ ２０ ２８ 

合 計 ２３ ６７ ２１８ ５１９ 

「元気発進！北九州」プラン

の政策体系
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３ 評価の進め方 

（１）事業評価 

    プランを推進する主な事業について、事業の成果や進捗を示す指標を踏まえ、事業

が目指すべき「成果」に対する達成状況や進捗状況を「大変順調、順調、やや遅れ、

遅れ」の４段階で各事業所管課が自己評価を行った。 

（２）施策評価 

各局において、施策の成果指標の達成状況や構成事業の評価結果などを踏まえ、施

策の達成状況について、「大変順調、順調、やや遅れ、遅れ」の４段階で自己評価を行

った。また、評価を受けての平成３１年度予算に向けた施策の方向性も合わせて掲載

した。 

（３）評価担当部署の内部チェック 

   各局の検証結果について、評価担当部署として内部チェックを行っている。 

４ 事業・施策評価結果 

（１）事業（５１９事業）   

・成果の状況

評価 事業数 

大変順調 ５３事業 

順調 ４４０事業 

やや遅れ ２４事業 

遅れ ２事業 

（２）主要施策（２１８施策 ※） 

 評価 施策数 

大変順調 ２７施策 

順調  ２４８施策 

やや遅れ ９施策 

 遅れ １施策 

※ プランに掲げる２１８の「主要施策」について、複数の局が所管する施策が一部あり、結果と

して２８５の評価となった。

2



危機管理室

平成29年度　行政評価の取組結果（危機管理室）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

3,000 人 3,000 人
課
長

0.20 人

実
績

4,476 人 4,529 人
係
長

0.50 人

達
成
率

149.2 ％ 151.0 ％
職
員

0.50 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

3
校
区

13
校
区

実
績

3
校
区

7
校
区

達
成
率

100.0 ％ 53.8 ％

目
標

60 人 60 人

実
績

81 人 77 人

達
成
率

135.0 ％ 128.3 ％

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【評価理由】
　防災行政無線については適
切に運用されていること、ま
た、校区数は目標に届かな
かったものの「みんな de
Bousai まちづくり推進事
業」により、地域防災を担う
人材の育成や自助・共助の意
識づくりが着実に進められて
いるため「順調」と判断。

【課題】
　平成28年2月に福岡県から
津波浸水想定が公表されたこ
とにより、既存の防災スピー
カーでは包含できない箇所が
発生した。
　「地域ぐるみの防災ネット
ワークを構築した校区数」の
増加に向けて、より多くの地
域が主体性をもって取り組め
るよう、積極的な事業PRを継
続していく必要がある。

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

3,000人
（毎年
度）

防災情
報を迅
速かつ
的確に
伝達で
きる状

態

9,556

9,103

23,293

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

防災情報を迅
速かつ的確に
伝達できる状

態

10,929

5,815

10,619 11,170

事業・取組概要
H28年度

防災情報を迅
速かつ的確に
伝達できる状

態

順調

8,050
係
長 順調

大変
順調

人

防災訓練参加人数

12,000

4校区
(H26年
度)

0.20

防災情報を迅
速かつ的確に
伝達できる状

態

67人
(H26年
度)

H29年度

No.

1

防災行政無線

主要事業
所管課名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

防災訓練の実施

　風水害、地震等の大
規模災害時における防
災体制について万全を
期すため、災害に対す
る各種訓練を実施す
る。

Ⅱ-1-
(4)-②
災害に関
する情報
提供と自
助、共助
の意識づ
くり

　過去の大規模災害で
は、自助・共助の力を
向上させることが「減
災」対策を推進する上
でも必要不可欠である
ことが証明された。
　また、「北九州市地
域防災計画見直し検討
会」の中でも、地域コ
ミュニティが持つ防災
力＝「地域防災力」の
重要性が指摘された。
　これらのことから、
市民が自ら「命を守り
ぬく」ことができる自
助・共助の力を向上さ
せるとともに、地域防
災力の育成及び活性化
を推進する。

危機
管理
課

みんな de
Bousai まちづく
り推進事業

施策番号
・施策名

Ⅱ-1-
(4)-① 
危機管理
対応能力
の向上

危機
管理
課

3

危機
管理
課

2

　災害時における避難
勧告などの防災情報
は、テレビやラジオ、
ホームページ、登録制
防災メール・緊急速報
メール、Twitter、市
民防災会の連絡網など
により市民の皆さんへ
伝達している。
津波情報等を効果的に
伝達するために、地域
住民に一斉に通報が可
能で、災害に強い情報
伝達手段である同報系
防災行政無線（住民に
災害情報などの放送を
行う防災スピーカー）
を運用する。

住民に津波情報や
避難勧告等の防災
情報を迅速かつ的
確に伝達できる状
態

2,738人
(H26年
度)

24,554

10校区
（H30年
度から
毎年
度）

―

―

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

5,400

H28年度 人件費（目安）

人数

　既存の防災スピーカーで包
含出来ない地域（小倉北区・
若松区・八幡西区・戸畑区）
の沿岸部等に、新たな防災ス
ピーカーを追加整備する。
　また、「みんなde Bousai
まちづくり推進事業」の取り
組みを継続して実施する。
　このうち、地域ぐるみの防
災ネットワークの構築につい
ては、平成29年度の課題等を
踏まえながら実施方法等を検
討し、より多くの地域で地区
防災計画を策定し、自助・共
助による地域防災力の向上を
図る。

 「地域ぐるみの防災ネット
ワークを構築した校区数」
は、事業募集の際、地域への
説明を丁寧に行なうなど積極
的なPRを行ったものの、地域
の自主性を重視し、地域から
の手上げ方式をとっているた
め、目標の13校区に対して7
校区での実施となった。一方
で、「地域防災の新たな担い
手を育成した人数」について
は、目標数を上回る結果と
なっており、事業全体の評価
としては、「順調」と判断。

　危機管理対応能力を向上さ
せるため、多様な防災訓練を
継続して、実施する。

【評価理由】
　防災訓練が順調に実施され
ていること、また、市民アン
ケート調査でも、市の防災・
減災対策が以前より「進んで
いる」「少し進んでいる」と
評価した市民が43.0%、「進
んでいない」が5.0％と、一
定の評価が得られていると考
え「大変順調」と判断。

【課題】
　引き続き防災訓練等により
危機管理対応能力を向上させ
ることが必要

大変
順調

　各区の災害特性に応じた訓
練を実施したほか、市総合防
災訓練では、17機関　約220
人が参加し、市内で大規模地
震が発生した場合を想定し、
救援物資の搬入から緊急物資
集配センターでの荷捌き、避
難所への配送までの一連の流
れを訓練し、各関係部局・機
関相互の連携強化を図った。
　当初の目的は達成できてい
るため「大変順調」と判断。

　平成26年9月1日の運用開始
以降、システム的なトラブル
もなく運用できている。
　また、自治会等での防災訓
練でも活用しており、当初の
目的は概ね達成できているた
め「順調」と判断。

順調

11,050

人

0.20
課
長

職
員

0.50 人

60人
（毎年
度）

防災情報を迅
速かつ的確に
伝達できる状

態

地域防災の新たな
担い手を育成した
人数

地域ぐるみの防災
ネットワークを構
築した校区数

―
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広報室

平成29年度　行政評価の取組結果（広報室）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

実
績

達
成
率

目
標

90.0 ％ 90.0 ％

実
績

94.3 ％ 95.4 ％

達
成
率

104.8 ％ 106.0 ％

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

意見交換、アン
ケート等による市
民の意見の把握及
び市民の市政への
参画意識の向上

90%以上
(毎年度）

事業・取組概要

市民の市政への関
心・理解度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

施策番号
・施策名

―

No.

意見交換、
アンケート
等による市
民の意見の
把握及び市
民の市政へ
の参画意識

の向上

―

Ⅲ-3-
(3)-① 
市民参画
と協働の
ための仕
組みづく
り

1
タウンミーティ
ング開催事業

H28年度事業評価の成果指標（目標・実績） 人件費（目安）

H28年度

広報
課

60%
(H26年
度)

　様々な政策課題につ
いて、市民と直接対話
するタウンミーティン
グや地域ふれあいトー
クを開催し、市民の意
見を伺うとともに、市
民が市政への理解を深
めることで市民と市と
の協働によるまちづく
りを進めることを目的
とする。

―

4,476

―

―

4,621

―
　今後もタウンミーティング
を通じて、政策課題について
市民との意見交換を行うこと
により、協働のまちづくりに
取り組みたい。

順調

【評価理由】
　市民との協働によるまちづ
くりを進めるため、市政の重
要テーマについて、市民と市
長が直接対話することができ
たため、「順調」と判断。

【課題】
　タウンミーティングのテー
マにかかわらず、参加者の固
定化が見られる。

0.06 人

0.15 人 順調

―

H29年度

　タウンミーティングの参加
者数は目標値1,350人を上回
る1,459人であり、多くの意
見を聞くことができた。意見
交換後のアンケートでは、
「理解できた」「ある程度理
解できた」と回答した人が9
割を超え、市政への理解を深
めることができたため、「順
調」と判断。

0.15
職
員

課
長

係
長3,732

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度

3,315

人
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技術監理局

平成29年度　行政評価の取組結果（技術監理局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

70 ％ 75 ％
課
長

0.10 人

実
績

87 ％ 89 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

124.3 ％ 118.7 ％
職
員

0.30 人

目
標

実
績

27 ％ 27 ％

達
成
率

117.4 ％ 100.0 ％

目
標

実
績

38 ％ 49 ％

達
成
率

100.0 ％ 128.9 ％

目
標

14
件
以
下

14
件
以
下

課
長

0.10 人

実
績

25 件 30 件
係
長

1.00 人

達
成
率

21.4 ％
職
員

2.00 人

目
標

98.0 ％ 98.0 ％
課
長

― 人

実
績

99.9 ％ 99.9 ％
係
長

― 人

達
成
率

101.9 ％ 101.9 ％
職
員

― 人

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

No.

―

H29年度

―

職
員

870

－

1,9242,154

H28年度

H28年度

課
長

― ―

38％
(H28年
度）

前年度
（23％）

並み

前年度
（38％）

並み

前年度
（38％）
並み

係
長

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

―

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度

28％
(H32年
度）

2,520

27%
(H28年
度）

前年度
（27％）
並み

97%
(H27年
度）

建設業に対する関
心度（イベント参
加者アンケートに
よる）

75%以上
(毎年）

検査
課

39％
(H31年
度）

1,171

【施策の指標】
本市の物品等供給
契約入札参加資格
業者総数に対する
評価対象事業者数
の割合

24件
(H26年
度)

【施策の指標】
本市の建設工事入
札参加資格業者総
数に対する評価対
象事業者数の割合

Ⅰ-2-
(3)-② 
技術・技
能を継承
する人材
の育成

1
技術
企画
課

契約
制度
課

【施策の内容】
　本市の物品等供給契
約や建設工事における
競争入札参加資格にお
いて、地元企業の地域
での社会貢献活動（子
育て支援、男女共同参
画、障害者雇用、環境
配慮、防災活動など）
を評価し、格付けの際
に加点することによ
り、契約制度の面から
も本市重要施策の推進
を図る。

Ⅴ-3-
(1)-① 
都市基
盤・施設
の適正な
整備

明日の公共事業
を支える人材確
保・育成事業

　建設業の若年就業者
の減少により、インフ
ラの維持管理に関する
担い手不足が懸念され
るなか、建設技術の魅
力を発信し、公共事業
への理解をより深める
ことで、将来にわたる
建設業の人材確保・育
成を図る。

Ⅲ-3-
(3)-③
企業の地
域活動へ
の参画促
進

2

【施策評価のみ】
競争入札参加資
格業者に対する
加点制度

3

　市が実施する公共工
事の安全対策強化のた
め、安全指導を専門と
する公共工事パトロー
ル隊を設置し、事故の
抑制を図る。

公共工事安全対
策強化事業

―

839

14件
(H30年
度)

―

99.9％
(H28年
度)

26,150
やや
遅れ

【施策の指標】
建設廃棄物の再資
源化率

市発注工事におけ
る事故件数

― ―

Ⅵ-3-
(3)-②
建設リサ
イクルの
推進

【施策評価のみ】
建設リサイクル
の推進

技術
企画
課

4

【施策の内容】
　北九州市発注の公共
工事を対象に、建設副
産物の発生抑制や建設
廃棄物の再資源化の徹
底、再資源化された建
設リサイクル資材の利
用促進に取り組む。

―
98.0%
(H30年
度）

―

　引き続き、建設廃棄物の再
資源化率の目標達成を目指
す。

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

順調

【評価理由】
　前年度に引き続き目標を達
成しており「順調」と判断。

【課題】
　平成33年度目標値設定を今
年度決定するにあたり、関係
機関との調整が必要。

【評価理由】
　市発注工事における事故
が、目標よりも多く発生した
ため、「やや遅れ」と判断。

【課題】
　建設工事従事者の「確認不
足」や「不注意」、「作業手
順の省略」などが事故の主な
発生原因であり、工事に従事
する一人一人の安全意識の向
上が課題である。

やや
遅れ

　引き続き加点制度を実施す
る。

【評価理由】
  目標値または目標値を上回
る数字であるため、「順調」
と判断。

順調

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

　建設業の魅力アップに向
け、引き続き、建設業に関す
るイベントを通じて建設業の
魅力を伝える地道な広報活動
が必要であり、平成31年度も
継続して実施。

人件費（目安）

5,400

　公共工事における重大な労
働災害や公衆災害の発生を抑
制し、市民及び建設工事従事
者の安全と健康を確保するた
め、平成31年度も継続して実
施する。

　安全パトロールの実施件数
を平成28年度の673件から平
成29年度819件と大幅に増や
し、墜落防止措置等の指導・
指摘を積極的に行った。
　さらに、監督員等より「と
ても有意義であった」と、高
評価を受けている出前講演や
研修等を実施し、安全意識の
向上が図れたが、市発注工事
における事故が、目標よりも
多く発生したため、「やや遅
れ」と判断。

人

― 人

人数

【評価理由】
　建設業に対する関心度は目
標を上回り、建設業の人材確
保・育成に貢献できたため、
「順調」であると判断。

【課題】
　将来にわたる建設業の人材
確保・育成は、短期的な活動
で達成できるものではないた
め、継続して、イベントなど
を通じた建設業の魅力を伝え
る地道な広報活動が必要であ
る。

順調順調

　イベント参加者の89％の方
に建設業について興味を持っ
ていただくことができ、事業
は「順調」であると判断。

― ―

人―

5



企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

7 件 7 件

実
績

9 件 8 件

達
成
率

128.6 ％ 114.3 ％

目
標

5 件 5 件

実
績

5 件 4 件

達
成
率

100.0 ％ 80.0 ％

　平成29年度に係る公立大学
法人北九州市立大学評価委員
会の評価結果は、「Ａ（計画
どおり）」との評価を得てお
り、平成29年度の目標を達成
したため、「順調」と判断。

2,540,939 2,473,074 2,608,7621
公立大学法人北
九州市立大学運
営事業

企画
課

　公立大学法人の設置
者として、地方独立行
政法人法第42条に基づ
き、業務運営に必要な
経費を交付し、法人の
業務運営の健全性を確
保する。

順調

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

企画
課

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度

研究、社会貢
献、管理運営分
野：Ａ（計画ど

おり）
教育分野：Ｂ

（概ね計画どお
り）

Ａ
(毎年度)

4,400

13,200

人数

人

0.90

人

係
長

0.30
課
長

人
職
員

課
長

　調査研究助成金について
は、助成実績では目標を達成
した。また、対象事業の成果
報告会を開催する等、成果に
ついて客観的な評価を行って
いる。
　大学連携促進助成金の申請
実績は目標に達成していない
が、適正に審査を行って交付
しており、大学連携の促進に
寄与していると判断されるた
め、「順調」と判断。

0.10

【評価の理由】
　公立大学法人北九州市立大
学の評価について、計画どお
りとの評価を得ている。
　また、「調査研究助成金の
助成実績」、｢大学連携促進
助成金の助成実績」共に着実
に実績をあげていることから
「順調」と判断。

【課題】
　引き続き大学の取組を注視
するとともに、助成金につい
ては、効果的な調査研究活動
の支援に努めていく必要があ
る。

0.30 人

―

―

　市内の教育研究機能
の充実を図るため、市
内の大学などに所属す
る教員等が行う「アジ
アや北九州市の社会経
済等の問題」及び「地
域の公共政策」に関す
る調査・研究に対する
助成を行う。

Ａ
（計画どおり）

Ａ
（計画どおり）

　引き続き公立大学法人北九
州市立大学の健全な業務運営
と教育研究の高度化、地域へ
の貢献などを支援するととも
に、助成金については、ニー
ズに応じた効果的な調査研究
活動の支援に努めていく。

順調

―

Ａ
(H34年度)

0.30

Ⅰ-2-
(1)-② 
大学など
の教育研
究機能の
充実

Ａ
(H28年度)

公立大学法人北九
州市立大学評価委
員会における中期
目標期間に係る業
務に対する評価

2

公立大学法人北九
州市立大学評価委
員会における各事
業年度に係る業務
に対する評価

学術・研究振興
事業

社会貢献分野：
S（非常に優れ

ている）
　教育、研究、
管理運営分野：
A（良好であ

る）

Ａ
(計画どおり)

10件
(H26年度)

― ―

Ａ
(H28年度)

単年度の
目標設定

なし

単年度の
目標設定
なし

調査研究助成金の
助成実績

7件
(H30年度)

大学連携促進助成
金の助成申請実績

4件
(H26年度)

25件
(H27～31
年度)

7,9868,707
係
長

職
員

8,506 順調0.10 人

人

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

6



企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

5 本 5 本

実
績

9 本 8 本

達
成
率

180.0 ％ 160.0 ％

目
標

6 件 6 件

実
績

3 件 4 件

達
成
率

50.0 ％ 66.7 ％

順調

　平成29年度に係る公立大学
法人北九州市立大学評価委員
会の評価結果は、「Ａ（計画
どおり）」との評価を得てお
り、平成29年度の目標を達成
したため、「順調」と判断。

2,540,939 2,473,074 2,608,762 人3
公立大学法人北
九州市立大学運
営事業

企画
課

　北九州市立大学地域
戦略研究所での地域研
究プロジェクト、受託
調査を通じて、地域研
究の高度化を推進す
る。

　引き続き公立大学法人北九
州市立大学の健全な業務運営
と教育研究の高度化、地域へ
の貢献などを支援する。アジ
ア成長研究所については、平
成26～28年度の三年間の総合
評価を行った結果、一定の成
果が得られたことから現状の
体制を維持することとした。
今後も地域の政策課題や企業
活動等への貢献に重点を置い
た活動に努める。

人

係
長

0.20 人

職
員

0.20 人

【評価理由】
　公立大学法人北九州市立大
学の評価について、計画どお
りとの評価を得ている。アジ
ア成長研究所については、
「著名な学術雑誌への論文掲
載数」、「市民・企業・行政
向け講座等の開催数」におい
ては目標を上回っており、国
際的評価のランキングでも高
い評価を受けていることから
「順調」と判断。

【課題】
　アジア成長研究所について
は、今後も地域の政策課題や
企業活動等への貢献に重点を
置いて活動するとともに、引
き続き、研究活動については
外部資金を獲得するなど、不
断の努力を行う。

順調

順調

　外部資金獲得数では目標を
下回っているものの、著名な
学術雑誌への論文掲載数は目
標を上回るなど高いレベルの
研究活動を進めた結果、国際
的評価（RePEc）のランキン
グで国内機関10％以内の13位
に位置している。また、市
民・企業・行政向け講座等を
目標の10回を上回る17回開催
し、研究成果の地域への還元
にも努めているため、「順
調」と判断。

0.30

人0.10

―

　本市がアジアの中核
的な産業都市として持
続的な成長を実現する
ため、国際水準の知的
基盤の強化と地域への
知的貢献を目的とする
活動を行う（公財）ア
ジア成長研究所に補助
金を交付する。

―

6件
(毎年
度)

13,200 0.30

職
員

課
長

人0.90

Ａ
(H34年度)

―

研究、社会貢
献、管理運営分
野：Ａ（計画ど

おり）
教育分野：Ｂ

（概ね計画どお
り）

Ａ
（計画どおり）

Ａ
(毎年度)

―

Ａ
(計画どおり)

150,000

公立大学法人北九
州市立大学評価委
員会における各事
業年度に係る業務
に対する評価

係
長

Ａ
(H28年度)

Ａ
（計画どおり）

5本
(毎年
度)

―

単年度の目
標設定なし

Ⅰ-2-
(1)-④
シンクタ
ンクを活
用した調
査・研究
機能の強
化

―

公立大学法人北九
州市立大学評価委
員会における中期
目標期間に係る業
務に対する評価

―

著名な学術雑誌へ
の論文掲載数

社会貢献分野：
S（非常に優れ

ている）
　教育、研究、
管理運営分野：
A（良好であ

る）

4

Ａ
(H28年度)

単年度の目
標設定なし

（公財）アジア
成長研究所補助
金

科学研究費を含む
外部資金獲得数

国際
政策
課

140,665 149,017 4,650

課
長
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企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

35.0 %

実
績

20.9 ％

達
成
率

59.7 ％

目
標

実
績

達
成
率

公立大学法人北
九州市立大学運
営事業

企画
課

　公立大学法人の設置
者として、地方独立行
政法人法第42条に基づ
き、業務運営に必要な
経費を交付し、法人の
業務運営の健全性を確
保する。

6
国際ブリッジ人
材支援事業

―

社会貢献分野：
S（非常に優れ

ている）
　教育、研究、
管理運営分野：
A（良好であ

る）

―

単年度の
目標設定
なし

572

2,608,7622,473,074

―

―

留学生と地元企業の相
互理解
留学生等高度人材活用
の向上（企業との相互
理解が進んだ状態＝留
学生が市内企業の情報
を4社以上知ってい
る）

単年度の
目標設定

なし

―

―

単年度目標
設定なし

Ａ
(H28年度)

―

ニーズ
把握

ニーズ
把握

Ａ
(H34年度)

Ａ
（計画どおり）

1,578

人0.30

0.20

係
長

職
員

Ａ
(毎年度)

公立大学法人北九
州市立大学評価委
員会における各事
業年度に係る業務
に対する評価

Ａ
(計画どおり)

研究、社会貢
献、管理運営分
野：Ａ（計画ど

おり）
教育分野：Ｂ

（概ね計画どお
り）

Ａ
（計画どおり）

Ａ
(H28年度)

課
長

2,540,939

課
長

職
員

7,550

人

13,200

0.30 人
係
長

人

人

【評価理由】
　公立大学法人北九州市立大
学の評価について、計画どお
りとの評価を得ている。
　留学生等と地元企業の相互
理解の促進については、さら
なる支援が必要であるが、
「北九州市留学生支援ネット
ワーク」により情報共有・連
携が図れたことや、就職支援
施策に係るニーズ把握も行っ
たことから、「順調」と判
断。

【課題】
　国際ブリッジ人材の支援に
ついては、引き続き、ネット
ワークを通じた情報共有や相
互理解を促す取組みを推進し
ていく中で、積極的な地元定
着促進に向けた課題の把握と
支援施策の検討が必要であ
る。

引き続き公立大学法人北九
州市立大学の健全な業務運営
と教育研究の高度化、地域への
貢献などを支援する。国際ブリッ
ジ人材の支援については、引き
続き、ネットワークを通じた情報
共有や相互理解を促す取組み
を推進していく中で、市関係部署
と連携し、地元定着促進に伴う
課題をしっかり把握し、施策につ
なげていく必要がある。

やや
遅れ

留学生に対する就
職支援施策に係る
ニーズの把握

―

ニーズ
把握

Ⅰ-2-(2)-
③ 
アジアなど
との架け
橋となる
人材の育
成

国際
政策
課

　留学生等の国際ブ
リッジ人材の受入（入
学）促進、学業・生活
支援及び地元企業就職
促進を体系的、効果的
に推進する「プラット
ホーム」を関係機関、
民間団体とともに設立
し、地域のグローバル
化や地域企業の国際競
争力アップを図る。

5

公立大学法人北九
州市立大学評価委
員会における中期
目標期間に係る業
務に対する評価

―

　「北九州市留学生支援ネッ
トワーク」の事務局として留
学生支援に関する情報を会員
間で随時共有すると共に企画
検討会2回、全体会を1回開催
した。また留学生実態調査を
実施し、結果を本ネットワー
ク全体会で報告し、留学生支
援に関するニーズを支援関係
機関と共有することができ
た。
　さらに、他局主催のイン
ターンシップ事業に留学生が
参加し地元企業と留学生の相
互理解が進んだ。
　しかしながら留学生の市内
企業の認知度が目標より低
かったため、「やや遅れ」と
判断。

順調

0.30

人

0.30

0.90

順調

　平成29年度に係る公立大学
法人北九州市立大学評価委員
会の評価結果は、「Ａ（計画
どおり）」との評価を得てお
り、平成29年度の目標を達成
したため、「順調」と判断。

35.0％
(H31年
度)

―

ニーズ
把握

―

―

5,712

8



企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

50 ％ 50 ％
課
長

0.05 人

実
績

49.9 ％ 51.8 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

99.8 ％ 103.6 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

実
績

達
成
率

目
標

100 件 100 件

実
績

114 件 151 件

達
成
率

114.0 ％ 151.0 ％

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.10 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.10 人

　様々な機会を通じて聴取し
た外国人市民が抱える生活上
の不安等を、日本人市民も含
め広く知ってもらうことが、
多文化共生理解（多文化共生
の認知度向上）へもつながっ
ていくため、多文化共生意識
啓発の取組みと連携しなが
ら、効果的な事業実施に努め
ていく。
　また、多文化共生の担い手
としての外国人市民の育成も
促進していく。

単年度目標
設定なし

―

7
多文化共生推進
事業

国際
政策
課

　外国人市民が安心し
て暮らすことができる
多文化共生のまちづく
りを推進するため、外
国人市民が抱える生活
上の諸問題や支援に対
するニーズの把握を行
うと共に、本市施策の
課題等について意見を
聞くための会議を、年
2回程度開催する。

人0.05

人

2,325

3,075 順調

　昨年度実施した多文化共生
ディスカッションに換えて、
留学生向けバスツアーを2回
開催し、留学生から地元への
愛着と地元情報発信をテーマ
に意見を聞くことができた。
また、「多文化共生」という
言葉の認知度が向上したた
め、「順調」と判断。

8,000

―

4,367

8,000

80％
(H31年
度)

―

108件
（H26年
度）

―

―

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

―

市民の「多文化共
生」という言葉の
認知度

43％
(H25年
度)

単年度目標
設定なし

外国人市民の生活
環境の向上
（多文化共生の現
状調査で暮らしや
すいと回答）

単年度目標
設定なし

――

―

―

3,313

50％以上
（H27年度

～）

4,413

国際
政策
課

79.7％
(H26年
度)

200件
（H31年
度）

2,325

2,325

順調

0.10
係
長

4,3674,413 3,313

13,186

48,489 49,450

80％
(H31年
度)

職
員

人0.10

48,489

大変
順調

Ⅱ-3-
(3)-② 
外国人市
民の生活
環境の充
実

9
（公財）北九州
国際交流協会補
助金

10

多文化共生によ
る地域コミュニ
ティ・エンパワ
メント創生事業

　日本語の不得手な外
国人市民へのサポート
として、行政機関や医
療機関（健康診査）に
通訳ボランティアを派
遣するとともに、災害
時通訳も含めた通訳ス
タッフのスキル向上を
図る。
　また、多言語等でわ
かりやすい生活情報の
提供をすることによ
り、外国人市民の安
全・安心な生活環境の
整備を推進する。

　外国人にとって、住
みやすい・住みたくな
る環境の整備を進める
ため、ニーズに対応し
た生活支援及び自立を
促し、多文化共生の担
い手として外国人自ら
活躍することにより本
市全体の活力を向上さ
せる。

国際
政策
課

8

外国人市民の生活
環境の向上
（多文化共生の現
状調査で暮らしや
すいと回答）

79.7％
(H26年
度)

　日本語が不得手な外
国人市民に対して、地
域生活において必要と
なる情報を多言語で
様々な媒体により提供
するとともに、地域社
会で孤立することなく
日本人と共生できるよ
う支援を行う。

行政・医療通訳の
派遣件数

多文化共生推進
事業

国際
政策
課

Ⅱ-3-
(3)-① 
多文化共
生社会の
実現に向
けた体制
の構築

79.7％
(H26年
度)

80％
(H31年
度)

―

単年度目標
設定なし

外国人市民の生活
環境の向上
（多文化共生の現
状調査で暮らしや
すいと回答）

【評価理由】
　外国人市民から直接意見を
聞く場を目標どおり2回開催
し、市民の「多文化共生」と
いう言葉の認知度ともに目標
を達成していることから「順
調」と判断。

【課題】
　様々な機会を通じて外国人
市民からのニーズを把握し、
外国人市民の生活支援や各種
施策につなげていくと共に、
支援を受ける側から、支援を
する側への人材の育成を図っ
ていく必要がある。

大変
順調

　留学生をはじめとする外国
人市民が増加する中、北九州
国際交流協会が開設する外国
人インフォメーションセン
ターにおいて、在留資格や戸
籍、住まい等に関する相談が
増えており、関係機関との連
絡会議等を開催するなど、連
携を密にしながら、効率的に
対応を行っている。相談人
数、相談件数（目標650人、
実績810人）とも昨年に引き
続き高水準で推移しているた
め、「大変順調」と判断。

【評価理由】
　北九州国際交流協会と関係
機関（保健師、学校、外国人
支援関係機関）との綿密な連
携や、外国人インフォメー
ションセンターの外国人市民
への認知の高まりなどが、行
政・医療通訳派遣の大幅な実
績向上につながっているた
め、「大変順調」と判断。

【課題】
　日本の生活に不安を抱える
外国人市民への支援は引き続
き必要であるが、次のステッ
プとして、外国人市民の自
助・共助を促すとともに、地
域コミュニティを支える力、
多文化共生の担い手として育
成、活躍支援をさらに推進し
ていく必要がある。

　行政通訳派遣は、事業委託
している北九州国際交流協会
と、市保健師や学校及び外国
人支援関係機関との連携によ
り、子育て関連を中心に大幅
に増加した。
　医療通訳派遣は、登録病院
制度創設により地域の小規模
医療機関への派遣が可能とな
り、派遣件数が大幅に増加し
ている。
　また、行政通訳、医療通訳
ともに、専門分野の外部講師
を招聘し、研修によるボラン
ティアのスキルアップに努め
ているため、「大変順調」と
判断。

　今後も北九州国際交流協会
と連携し、効率的・効果的な
外国人支援施策を進めてい
く。

　既存の地域生涯学習事業や
協会の子育て支援事業と連携
し、国際交流や多文化共生を
テーマとした事業内容とする
ことで、多文化共生の担い手
研修会としても位置づけられ
るよう開催の効率化を図って
いる。特に平成29年度は、専
任の地域連携コーディネー
ターを配置して取り組んだ結
果、外国人による講師派遣依
頼が大幅に増加したため、
「順調」と判断。

―

大変
順調

順調

9



企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

50 ％ 50 ％
課
長

0.10 人

実
績

49.9 ％ 51.8 ％
係
長

0.30 人

達
成
率

99.8 ％ 103.6 ％
職
員

0.20 人

目
標

50 ％ 50 ％
課
長

0.05 人

実
績

49.9 ％ 51.8 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

99.8 ％ 103.6 ％
職
員

0.10 人

目
標

70 %
課
長

0.05 人

実
績

95 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

135.7 ％
職
員

0.20 人

目
標

48 人 100 人

実
績

△ 198 人 △ 229 人

達
成
率

目
標 20 件 50 件

実
績

55 件 108 件

達
成
率

275.0 ％ 216.0 ％

48,489

　昨年度に引き続き、FMラジ
オ局を通じ、多言語により外
国人支援窓口の紹介を行うと
共に、番組の１コーナーを活
用し、多文化共生の活動者か
ら、市内での活動の紹介等を
広く伝えることができた。
　また、地域での多文化共生
理解を深める行事の後援事業
の増加し、市民向けの出前講
演により多文化共生について
認知度を高めているため、
「順調」と判断。

市民の「多文化共
生」という言葉の
認知度

48,489
50％以上
（H27年度

～）

順調

順調

36,500

2,325

46,657
係
長

2.00

448人
（H28～
H32年
度）

55,500

4,413

49,450

4,367
50％以上
（H27年度

～）

50歳以上の「北九
州市すまいるクラ
ブ」登録件数

　北九州市まち・ひ
と・しごと創生総合戦
略に人口減少対策の重
要な柱の１つとして位
置づける「定住・移住
の促進」を図るため、
首都圏におけるＰＲや
「北九州市版生涯活躍
のまち」の推進等に向
けて取り組むもの。

地方
創生
推進
室

国際
政策
課

　「多文化を受け入
れ、世界に開かれた魅
力ある地域づくりと人
づくり」というビジョ
ンのもと、多文化共生
の社会づくりを推進す
るとともに、幅広い市
民による国際交流活動
を促進して諸外国との
相互理解や友好親善を
深め、国際平和に寄与
する開かれたまちづく
りを推進する。

43％
(H25年
度)

北九州市への50歳
以上の転入者前年
度比増加数

43％
(H25年
度)

市民の「多文化共
生」という言葉の
認知度

人

人

やや
遅れ

―
Ⅲ-1-
(1)-②
定住促進
や地域活
性化のた
めの環境
づくり

14
定住・移住促進
事業

31件
（H28年
12月）

220件
（H32年
度）

0人
（H27年
度）

　移住希望者会員登録制度
「北九州市すまいるクラブ」
会員数は、順調に増加してお
り、首都圏等での移住セミ
ナーなど積極的な情報発信や
移住支援体制の構築などを実
施している。
　一方、北九州市への50歳以
上の転入者は増加にならな
かったため、「やや遅れ」と
判断。

やや
遅れ

職
員

1.00

人

1.00

課
長

52,843

1,925 ―1,900

3,313

80%以上
(H31年
度)

5,650

国際
政策
課

Ⅱ-3-
(3)-③ 
市民の国
際理解の
促進

　本市への定住・移住促進に
向けて、本市の住みやすさや
魅力などの情報発信に取り組
むとともに、移住支援体制を
よりいっそう充実させてい
く。

【評価理由】
　移住希望者の会員登録など
が増加しており、また情報発
信に積極的に取り組んでいる
が、本市への50歳以上の転入
者の増加には至らなかったこ
とから「やや遅れ」と判断。

【課題】
　情報発信や移住支援体制を
充実させ、今後の実際の転入
者増加につなげていく必要が
ある。

　多文化共生の理解者の広が
りや担い手の育成につなげて
いくため、多文化共生の取組
みを積極的かつ効果的に広報
していく。

【評価理由】
　九州の北部・中部をエリア
とするFM放送を活用し、広く
北九州市の多文化共生の取り
組みを紹介できたこと、多文
化共生をテーマにした地域事
業が増えたことが、多文化共
生の認知度を高めた要因と考
えられる。
　青少年国際理解推進事業に
おいては、参加者から国際理
解が進んだとの回答が多く寄
せられたことから「順調」と
判断。

【課題】
　多文化共生の取組みを積極
的に広報することで、啓発事
業への参加を促し、多文化共
生の理解者の広がりを図る必
要がある。
　協会職員の減員により地域
連携コーディネーターが兼任
職となったため、今後のマン
パワーの維持も課題である。

　国際交流団体や市民を幅広
く巻き込んだ啓発に努め、多
文化共生の意識付けを行って
いる。また、国際交流員の派
遣については、依頼先に広が
りが見られる。
　また、地域連携コーディ
ネーターの配置によって、新
たな視点の多文化共生イベン
トを数多く開催することがで
きたため、「順調」と判断。

順調

3,075
大変
順調

　ホストファミリーのアン
ケート結果によると、「国際
理解が進んだ」の回答が目標
を大きく上回ったため、「大
変順調」と判断。

多文化共生推進
事業

11

13
青少年国際理解
推進事業

　日本人市民に対し
て、多文化共生に関す
る意識啓発や国際交流
の機会や場の提供を行
うことで、外国人を受
け入れる地域づくりを
目指すとともに、すべ
ての市民が安心して暮
らし、自己の能力を発
揮できる「多文化共生
先進都市」としてのま
ちづくりを推進する。

　米国姉妹都市からの
訪問団受入など、異文
化交流体験を通じて、
青少年の国際感覚を醸
成し、国際理解を推進
する事業の実施によ
り、多文化共生の意識
啓発とともにグローバ
ル人材の育成を目指
す。

国際
政策
課

12
（公財）北九州
国際交流協会補
助金

参加者の国際理解
の推進（アンケー
ト結果）

―

―
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企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

3万 人 5万 人
課
長

0.30 人

実
績

2万8千 人 2万2千 人
係
長

0.30 人

達
成
率

93.3 ％ 44.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.30 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

3万 人 5万 人

実
績 2万8千 人 2万2千 人

達
成
率

93.3 ％ 44.0 ％

目
標

3,640
万
人

3,645
万
人

実
績

3,553
万
人

達
成
率

97.6 ％

目
標

177
万
人

178
万
人

実
績

218
万
人

達
成
率

123.2 ％

―

20万人
（H28～
31年
度）

診断の実施

22,583

課
長

北九州都市圏域内
への観光客数

旧本事務所眺望ス
ペースの来場者数

世界
遺産
課

世界
遺産
課

旧本事務所眺望ス
ペースの来場者数

―

　国や関係自治体、所
有者等との連携のも
と、遺産価値の保全に
つとめる。

資産の耐震
診断の実施

集計中

集計中

現状把握
のための
調査継続

3,640万人
(H27年度)

0.30

16
世界遺産登録資
産保全活用事業

Ⅲ-2-
(1)-①
近代化遺
産などの
文化財の
保存・継
承

15
世界遺産推進事
業

保全計画
策定

（H31年
度）

31,917

8,068

26,200

8,100

やや
遅れ

12,600

8,700

11,355 995

20万人
（H28～
31年
度）

33,503

―

順調8,700 人

8,700

職
員

0.30 人

人

0.30
係
長17

世界遺産関連連
携事業

　本市の特色を活かし
ながら、世界遺産を含
む北九州市の取組みを
効果的に発信できる
ツールの開発や機会を
増やし、幅広い世代・
地域の来訪者を呼び込
む。

世界
遺産
課

3,658万人
（H31年
度）

178.6万人
(H31年度)

　子供向けイベントの実施や地
域の祭への参加（出展）など、
世界遺産の理解促進に努めた。
また課題であったトイレや駐車
場を確保し、眺望スペースに行
きやすい環境づくりも進んだも
のの、眺望スペースの来場者数
は目標に達しなかったため、
「やや遅れ」と判断。

順調

順調

　眺望スペースの来場者数は
目標に達しなかったが、新た
な試みとして市内外の学校へ
の社会見学や修学旅行誘致に
取り組んだこと、新観光ツー
ルとしてVR体験サービスを開
始するなど、集客増に向けた
土台作りが進んだため、「順
調」と判断。

　予定していた旧鍛冶工場、
修繕工場の耐震診断を実施し
たため、「順調」と判断。

　世界遺産登録された構成資
産の保全を行っていくと共
に、関係機関と連携してイン
タープリテーション（理解増
進・情報発信）の取組みを推
進し、観光資源としての魅力
向上を図っていく。

【評価理由】
　世界遺産登録後、資産保全
に向けた調査を計画通り進め
ると共に、理解促進・集客増
に向け、市内外の学校への働
きかけやVR導入、トイレ・駐
車場の確保等を行い、観光資
源としての付加価値向上が進
んだことから「順調」と判
断。

【課題】
　登録後2年が経過している
ことから、世界遺産の魅力を
伝えるための更なる情報発信
の強化が必要。また、社会見
学や修学旅行等のモデルコー
スとなり得る市内各所への周
遊促進など市内への長時間滞
在に繋げていく必要がある。

177万人
（H27年度）

　ユネスコ世界遺産に
登録された官営八幡製
鐵所関連施設につい
て、その価値の理解増
進のため、来訪者受入
れ環境の整備はもとよ
り、市内外へ向けた広
報・ＰＲ活動を展開す
る。

登録資産の保全 資産の建物
調査の実施

―

北九州都市圏域内
の宿泊者数

調査の実施

―

―
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企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

35.0 ％

実
績

20.9 ％

達
成
率

59.7 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

300 件
課
長

0.50 人

実
績

301 件
係
長

0.60 人

達
成
率

100.3 ％
職
員

1.50 人

目
標

1,000 人
課
長

0.30 人

実
績

2,457 人
係
長

1.50 人

達
成
率

245.7 ％
職
員

0.30 人

―

1,578
　国際ブリッジ人材の支援に
ついては、引き続き、ネット
ワークを通じた情報共有や相
互理解を促す取組みを推進し
ていく中で、市関係部署と連
携し、地元定着促進に伴う課
題をしっかり把握し、施策に
つなげていく必要がある。
　北九州市未来人材支援事業
（奨学金返還支援事業）につ
いては、初年度から実績が上
がっていることから、平成31
年度は市内企業への就職、定
住する人がさらに増えるよう
事業の周知に努める。

係
長

0.30

0.30 人

順調

18
国際ブリッジ人
材支援事業

国際
政策
課

　留学生等の国際ブ
リッジ人材の受入（入
学）促進、学業・生活
支援及び地元企業就職
促進を体系的、効果的
に推進する「プラット
ホーム」を関係機関、
民間団体とともに設立
し、地域のグローバル
化や地域企業の国際競
争力アップを図る。

Ⅳ-3-
(1)-② 
地域企業
のニーズ
に沿った
人材育
成・確保
の促進

ニーズ
把握

35.0％
(H31年
度)

ニーズ
把握

―
企画
課

―

0.20 人

ニーズ
把握

―

単年度目
標設定な

し

職
員

課
長

7,550572

留学生に対する就
職支援施策に係る
ニーズの把握

－

Ⅳ-3-
(2)-① 
若年者の
就業意識
の啓発や
能力開
発・就職
活動への
支援

20
東京
事務
所

大変
順調

【評価理由】
　若年者の就業意識の啓発や
能力開発・就職活動への支援
のためのイベントを実施する
とともに、イベントを契機と
したネットワーク登録者数が
目標を大幅に上回ったことか
ら「大変順調」と判断。

【課題】
　交流人口の拡大、U・Ｉ
ターン就職を推進するため、
ネットワーク登録者に対し、
今後も効果的な情報を継続的
に提供する必要がある。

大変
順調

　東京から北九州市へ
の交流人口の拡大（観
光客の増）、U・Iター
ン就職や移住など地方
創生を推進するため、
首都圏における新たな
シティプロモーション
の取組みとして、北九
州市の魅力発信イベン
ト「KitaQフェス」を
実施するもの。

KitaQフェス（学
園祭）開催事業

5,712

245,000

人
やや
遅れ

　「北九州市留学生支援ネッ
トワーク」の事務局として留
学生支援に関する情報を会員
間で随時共有すると共に企画
検討会2回、全体会を1回開催
した。また留学生実態調査を
実施し、結果を本ネットワー
ク全体会で報告し、留学生支
援に関するニーズを支援関係
機関と共有することができ
た。
　さらに、他局主催のイン
ターンシップ事業に留学生が
参加し地元企業と留学生の相
互理解が進んだ。
　しかしながら留学生の市内
企業の認知度が目標より低
かったため、「やや遅れ」と
判断。

　イベントを契機としたネッ
トワーク登録者数の実績が目
標を大きく上回ったため、
「大変順調」と判断。

20,000 20,000

－ 順調23,000260,000

イベントを契機と
したネットワーク
の構築

ニーズ
把握

留学生と地元企業の相
互理解
留学生等高度人材活用
の向上（企業との相互
理解が進んだ状態＝留
学生が市内企業の情報
を4社以上知ってい
る）

20,700

交付候補者申請件
数

0人
（H28年
度）

　北九州市内の企業で
中長期的に活躍し、本
市の産業を担う人材を
全国から確保・育成す
ることを目的に、市内
企業への就職と定住を
条件に新卒者の奨学金
返還を支援する。

19
北九州市未来人
材支援事業

900件
(H29～31
年度)

―

累計
2,000人

　北九州市未来人材支援事業
（奨学金返還支援事業）につ
いて学生に周知し、目標を上
回る交付候補者の申請があっ
たため、「順調」と判断。
　今後は、市内の認定企業に
就職した交付対象者に対し
て、交付の準備を行う。

【評価理由】
　北九州市未来人材支援事業
（奨学金返還支援事業）につ
いては目標を上回る交付候補
者の申請があり、また国際ブ
リッジ人材の支援については
留学生等と地元企業の相互理
解の促進のためさらなる支援
が必要であるが、「北九州市
留学生支援ネットワーク」に
より情報共有・連携が図れた
ことや、就職支援施策に係る
ニーズ把握も行ったことか
ら、「順調」と判断。

【課題】
　国際ブリッジ人材の支援に
ついては、引き続き、ネット
ワークを通じた情報共有や相
互理解を促す取組みを推進し
ていく中で、積極的な地元定
着促進に向けた課題の把握と
支援施策の検討が必要であ
る。

　「KitaQフェス」の実施を通し
て、東京から北九州市への交流
人口の拡大、U・Ｉターン就職や
移住などを推進していく。

―

― ―
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企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

90.0 ％ 90.0 ％

実
績

80.9 ％ 82.4 ％

達
成
率

89.9 ％ 91.6 ％

目
標

90.0 ％ 90.0 ％

実
績

84.8 ％ 86.1 ％

達
成
率

94.2 ％ 95.7 ％

目
標

90.0 ％ 90.0 ％

実
績

80.9 ％ 82.4 ％

達
成
率

89.9 ％ 91.6 ％

目
標

90.0 ％ 90.0 ％

実
績

84.8 ％ 86.1 ％

達
成
率

94.2 ％ 95.7 ％

　市民自らがまちの魅
力を発信するウェブサ
イト「北九州市　時と
風の博物館」を通じ
て、本市の魅力を発
掘・再発見し、さらに
情報の共有や補足等を
行うことで、地域資源
を磨きあげ、効果的な
情報発信を展開する。
　また、日頃本市行政
へ協力的な主に市外居
住者の方に対し、本市
への一層の愛着と誇り
を共有し、活動への感
謝と今後のさらなる取
り組みをお願いする場
として「北九州市応援
団の集い」を開催す
る。

21

　市民自らがまちの魅
力を発信するウェブサ
イト「北九州市　時と
風の博物館」を通じ
て、本市の魅力を発
掘・再発見し、さらに
情報の共有や補足等を
行うことで、地域資源
を磨きあげ、効果的な
情報発信を展開する。
　また、日頃本市行政
へ協力的な主に市外居
住者の方に対し、本市
への一層の愛着と誇り
を共有し、活動への感
謝と今後のさらなる取
り組みをお願いする場
として「北九州市応援
団の集い」を開催す
る。

90.0%
(H31年
度)

12,353 8,700 人0.3011,301

0.3011,301

課
長

13,766

13,766 順調

順調

人

8,700

職
員

0.30

係
長

　「本市への愛着がある」
「本市が好きだ」と答えた市
民の割合は、目標値は下回っ
たものの、実績は前年値を上
回っているため、「順調」と
判断。

課
長

係
長

職
員

人

人

人0.30

　「本市への愛着がある」
「本市が好きだ」と答えた市
民の割合は、目標値は下回っ
たものの、実績は前年値を上
回っているため、「順調」と
判断。

順調

Ⅳ-4-
(2)-①
戦略的な
シティプ
ロモー
ションの
展開

22
北九州市魅力発
信事業

地方
創生
推進
室

Ⅳ-4-
(1)-① 
北九州の
魅力づく
り

地方
創生
推進
室

北九州市魅力発
信事業

90.0%
(H31年
度)

0.30

12,353 順調

人

0.30

79.3%
(H25年
度)

本市への愛着があ
ると答えた（肯定
的な回答をした）
市民の割合

78.5%
(H25年
度)

79.3%
(H25年
度)

本市が好きだと答
えた（肯定的な回
答をした）市民の
割合

78.5%
(H25年
度)

90.0%
(H31年
度)

本市が好きだと答
えた（肯定的な回
答をした）市民の
割合

90.0%
(H31年
度)

【評価理由】
　北九州市の魅力づくりのた
めに、「北九州市　時と風の
博物館」が、一定の成果を収
めていることから「順調」と
判断。

【課題】
　若い世代を視野に入れた、
全体的に広がりのある、より
多くの市民を巻き込むような
取り組みを展開する必要があ
る。

【評価理由】
　北九州市の魅力を戦略的に
プロモートしていくために、
「北九州市　時と風の博物
館」が、一定の成果を収めて
いることから「順調」と判
断。

【課題】
　幅広い世代に向けて、より
多くの市民を巻き込むような
取り組みを展開する必要があ
る。

　北九州市民や市出身者が自
ら北九州市の魅力を発信して
いく輪を広げ、北九州市への
愛着・自信・誇りを高めてい
くために、ウェブサイト「北
九州市　時と風の博物館」を
通じて、特に20歳以下の若い
世代に対して、シビックプラ
イドの向上や地域情報の効果
的な浸透を図る。

　北九州市の魅力について、
市民や市出身者だけでなく、
首都圏や福岡市の住民や若者
世代もターゲットに、「情報
発信・取材協力事業」とも連
携して、統一的かつ効果的な
シティプロモーションを図
る。

本市への愛着があ
ると答えた（肯定
的な回答をした）
市民の割合
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企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

90.0 ％ 90.0 ％

実
績

84.8 ％ 86.1 ％

達
成
率

94.2 ％ 95.7 ％

目
標

実
績

57.4 ％

達
成
率

目
標

5.0 ％ 5.0 ％

実
績

8.0 ％ 8.6 ％

達
成
率

40.0 ％ 28.0 ％

目
標

実
績

2,931 件 1,667 件

達
成
率

72.1 ％ 56.9 ％

目
標

実
績

約6,600
万
円

約3,600
万
円

達
成
率

85.7 ％ 54.5 ％

16.8%
(H23年
度)

8,700
北九州市魅力発
信事業

　市民自らがまちの魅
力を発信するウェブサ
イト「北九州市　時と
風の博物館」を通じ
て、本市の魅力を発
掘・再発見し、さらに
情報の共有や補足等を
行うことで、地域資源
を磨きあげ、効果的な
情報発信を展開する。
　また、日頃本市行政
へ協力的な主に市外居
住者の方に対し、本市
への一層の愛着と誇り
を共有し、活動への感
謝と今後のさらなる取
り組みをお願いする場
として「北九州市応援
団の集い」を開催す
る。

―

75.0%
（H30年
度）

5.0％
(H31年
度)

係
長

0.30

0.30
課
長

職
員

順調

人

12,353 11,301 人

　「市外からの来訪者に対
し、北九州市の魅力をいくつ
伝えることが出来ますか」と
の質問に対し「思いつかな
い」「無回答」と答えた市民
の割合は悪化したものの、
「本市が好きだ」と答えた市
民の割合が前年度を上回って
いる。
　また、「北九州市応援団員
の数」は、1,069人であり、
目標値1,200人は下回ったも
のの、前年比達成率は1.3％
増となったため、「順調」と
判断。

人

0.30

本市が好きだと答
えた（肯定的な回
答をした）市民の
割合

78.5%
(H25年
度)

―

前年度比増

市外からの来訪者
に対し、「北九州
市の魅力をいくつ
伝えることができ
ますか」との質問
に対し、「思いつ
かない」「無回
答」と答えた市民
の割合

本市への誇りや自信
があると答えた（肯
定的な回答をした）
市民の割合

寄附金額

人

職
員

人0.05
係
長

課
長

人

0.01

0.20

やや
遅れ

やや
遅れ

　「北九州市が好き」「北九
州市が誇り」「北九州市と関
わりたい」と思い、市民や市
出身者が自ら北九州市の魅力
を発信していく輪を広げ、北
九州市への愛着・自信・誇り
を高めていくために「北九州
市応援団の集い」の開催や北
九州市応援団への戦略的な情
報発信等を通して、本市の魅
力を市内外で共有し、口コミ
などを活用したシティプロ
モーションを図る。
　ふるさと寄附金について
は、平成30年度は、返礼品の
調達方法の見直しや様々なPR
媒体を活用するなどの対策を
行い、寄附件数の増加を図る
こととする。今後は主に首都
圏在住者への効果的なPRを実
施し寄附金額の増加を図る。

　返礼品数の増加など魅力向
上に努めたが、他自治体の影
響を受け、寄附件数、金額と
もに前年を下回ったため、
「やや遅れ」と判断。

【評価理由】
　「北九州市応援団」への情
報発信活動や会員募集につい
て、また「北九州市　時と風
の博物館」の登録点数につい
て、一定の成果を収めてはい
るが、未だ目標に達していな
い。
　ふるさと寄附金については
平成28年度に比べ、返礼品メ
ニュー数は増加しているが、
寄附件数及び寄附金額は減少
している。
　以上のことから「やや遅
れ」と判断。

【課題】
　北九州市の都市ブランド推
進に向け、更に市民の意識を
高め、「北九州市応援団」に
対して情報発信するべく、更
なる本市の魅力づくりや戦略
的な情報発信を行う必要があ
る。
　ふるさと寄附金について
は、返礼品の内容や種類を工
夫するほか、ホームページ等
のインターネットやマスコミ
を活用した効果的なPRを行う
必要がある。

寄附件数

前年度
（4,068件）

比増

前年度比増

14,894

13,766

90.0%
(H31年
度)

Ⅳ-4-
(2)-②
北九州を
応援する
人のネッ
トワーク
による情
報発信

34,500

約450万円
（H24年
度）

56.7%
(H25年
度)

23

地方
創生
推進
室

24

　「ふるさと北九州市
応援寄附金」について
ＰＲし、寄附件数及び
寄附金額の増加を図
る。
　また、寄附金の使い
道を寄附者が選択でき
る仕組みと一定額以上
の寄附者に対する地元
特産品等の贈呈を通
じ、本市の魅力を全国
に発信する。

地方
創生
推進
室

2,11528,433

46件
（H24年
度）

ふるさと寄附金
促進事業

前年度（約
7,700万円）

比増

―

14



企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

実
績

18 位 19 位

達
成
率

目
標

実
績

12 位 17 位

達
成
率

目
標

課
長

2.00 人

実
績

係
長

3.00 人

達
成
率

職
員

3.00 人

全公共施設
（H26年
度）

順調

 「北九州市公共施設マネジ
メント実行計画」の着実な推
進を図るため、「公共施設マ
ネジメント5ヶ年行動計画」
に基づき、PDCAサイクルで評
価・見直しを行い、概ね計画
どおり実施した。
　また、門司区の門司港地域
と大里地域は、特に老朽化が
進んでいる公共施設が集中し
ていることから、実行計画の
基本方針や施設分野別実行計
画等に基づく公共施設の再配
置をモデルプロジェクトとし
て進めている。
　門司港地域では集約先の検
討調整を進めるとともに、大
里地域では基本計画を策定す
るなど、計画の実現に向けた
具体的な取り組みが進んでい
るため、「順調」と判断。

人

Ⅴ-3-
(2)-② 
公共施設
の転活用
などの検
討

26
公共施設マネジ
メント推進事業

都市
マネ
ジメ
ント
政策
課

　「公共施設マネジメ
ント実行計画」に基づ
き、公共施設に関する
将来的な財政負担を軽
減するための取り組み
を進める。

課
長

0.30

10,282

職
員

係
長

0.30

―

人30,000 10,950

0.60

北九州市の認知度
（地域ブランド調
査によるもの）

19位
(H25年
度)

人

12位以内 10位以内

―

32,400

Ⅳ-4-
(2)-③ 
都市イ
メージの
向上

25
情報発信・取材
協力事業

地方
創生
推進
室

10位以内
(毎年度)

―

　本市の認知度と都市
イメージの向上を図る
ため、新聞、雑誌、テ
レビ、インターネット
等のマスメディアを通
じた本市のＰＲに取り
組む。

10位以内
(毎年度)

36,000

12位以内 10位以内

28,922
やや
遅れ

―

公共施設保有量の
縮減

15位
(H25年
度)

約20％削減
（H67年
度）

―

―

―

―

19,059

― ―

北九州市の情報接
触度
（地域ブランド調
査によるもの）

75,500

【評価理由】
　マスコミによる情報発信件
数は増加しているが、地域ブ
ランド調査における順位は落
としたことから「やや遅れ」
と判断。

【課題】
　新たな層への情報発信方法
を検討し、露出の増加を図
る。

　ビジネス誌など、これまで
行ってきた情報発信に加えて
インターネット等の新たな媒
体、方法での情報発信を行
う。

　雑誌・新聞やテレビ・ラジ
オ等のマスコミによる情報発
信件数は増加しているが、地
域ブランド調査による認知
度、情報接触度ともに順位を
落としたため、「やや遅れ」
と判断。

順調

　計画の推進にあたっては、
今後も「公共施設マネジメン
ト5ヶ年行動計画」により進
捗状況の的確な把握及び評価
を行い、公共施設マネジメン
トの取り組みを継続的に進め
ていくとともに、モデルプロ
ジェクトに関しては、再配置
計画の具体化に向けた検討・
調整等を進めていく。

やや
遅れ

【評価理由】
　予定どおり事業を実施する
ことができたことから「順
調」と判断。

【課題】
　課題の進捗状況を的確に把
握し、評価を行いながら進め
ていくなどの実効性の確保が
必要。
　計画の推進にあたって、市
民説明や市民意見の把握に努
めるなど、丁寧な取り組みを
進める必要がある。

15



企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

3万 人 5万 人
課
長

0.30 人

実
績

2万8千 人 2万2千 人
係
長

0.30 人

達
成
率

93.3 ％ 44.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.30 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

3万 人 5万 人

実
績

2万8千 人 2万2千 人

達
成
率

93.3 ％ 44.0 ％

目
標

3,640
万
人

3,645
万
人

実
績

3,553
万
人

達
成
率

97.6 ％

目
標

177
万
人

178
万
人

実
績

218
万
人

達
成
率

123.2 ％

集計中

―

集計中

―

資産の耐震
診断の実施

資産の建物
調査の実施

― ―

保全計画
策定

（H31年
度）

―

北九州都市圏域内
への観光客数

3,640万人
(H27年度)

8,068 33,503

12,600

現状把握
のための
調査継続

診断の実施

20万人
（H28～
31年
度）

北九州都市圏域内
の宿泊者数

177万人
（H27年度）

旧本事務所眺望ス
ペースの来場者数

世界遺産登録資
産保全活用事業

　国や関係自治体、所
有者等との連携のも
と、遺産価値の保全に
つとめる。

28

調査の実施

―

登録資産の保全 8,100

26,200

旧本事務所眺望ス
ペースの来場者数

0.30

0.30

職
員

3,658万人
（H31年
度）

11,355
係
長

課
長

8,700

178.6万人
(H31年度)

20万人
（H28～
31年
度）

29
世界遺産関連連
携事業

Ⅴ-3-
(2)-③
近代化遺
産などの
文化財の
活用

995 8,700 人0.30

　眺望スペースの来場者数は
目標に達しなかったが、新た
な試みとして市内外の学校へ
の社会見学や修学旅行誘致に
取り組んだこと、新観光ツー
ルとしてVR体験サービスを開
始するなど、集客増に向けた
土台作りが進んだため、「順
調」と判断。

　子供向けイベントの実施や地
域の祭への参加（出展）など、
世界遺産の理解促進に努めた。
また課題であったトイレや駐車
場を確保し、眺望スペースに行
きやすい環境づくりも進んだも
のの、眺望スペースの来場者数
は目標に達しなかったため「や
や遅れ」と判断。

　予定していた旧鍛冶工場、
修繕工場の耐震診断を実施し
たため、「順調」と判断。

順調

人

人

順調

やや
遅れ

世界
遺産
課

　本市の特色を活かし
ながら、世界遺産を含
む北九州市の取組みを
効果的に発信できる
ツールの開発や機会を
増やし、幅広い世代・
地域の来訪者を呼び込
む。

世界
遺産
課

世界
遺産
課

　ユネスコ世界遺産に
登録された官営八幡製
鐵所関連施設につい
て、その価値の理解増
進のため、来訪者受入
れ環境の整備はもとよ
り、市内外へ向けた広
報・ＰＲ活動を展開す
る。

8,70031,917
世界遺産推進事
業

27

【評価理由】
　世界遺産登録後、資産保全
に向けた調査を計画通り進め
ると共に、理解促進・集客増
に向け、市内外の学校への働
きかけやVR導入、トイレ・駐
車場の確保等を行い、観光資
源としての付加価値向上が進
んだことから「順調」と判
断。

【課題】
　登録後2年が経過している
ことから、世界遺産の魅力を
伝えるための更なる情報発信
の強化が必要。また、社会見
学や修学旅行等のモデルコー
スとなり得る市内各所への周
遊促進など市内への長時間滞
在に繋げていく必要がある。

順調

　世界遺産登録された構成資
産の保全を行っていくと共
に、関係機関と連携してイン
タープリテーション（理解増
進・情報発信）の取組みを推
進し、観光資源としての魅力
向上を図っていく。

22,583

16



企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

4 件 4 件

実
績

4 件 3 件

達
成
率

100.0 ％ 75.0 ％

目
標

5 件 5 件

実
績

4 件 4 件

達
成
率

80.0 ％ 80.0 ％

目
標

330 人 330 人
課
長

0.30 人

実
績

304 人 392 人
係
長

0.40 人

達
成
率

92.1 ％ 118.8 ％
職
員

1.00 人

目
標

110 人 110 人
課
長

0.18 人

実
績

123 人 361 人
係
長

0.30 人

達
成
率

111.8 ％ 328.2 ％
職
員

0.50 人

目
標

20 人 20 人
課
長

0.17 人

実
績

14 人 17 人
係
長

0.30 人

達
成
率

70.0 ％ 85.0 ％
職
員

0.40 人

330人以上
（毎年
度）

カンボジア及びア
セアン新規交流都
市との交流事業参
加者延べ人数

会員都市間ネット
ワークの活用によ
る共同プロジェク
トの件数

5,140

2,458

14,950

906

2,707

1,671

8,080

110人以上
（毎年
度）

20人以上
（毎年
度）

―

4件以上
（毎年
度）

東アジア経済交流
推進機構における
会議数

アジ
ア交
流課

　発展著しいアセアン
地域において、都市間
連携、経済交流の推
進・強化のため、カン
ボジア・プノンペン都
との都市間連携強化を
行うとともに、その他
の都市との新規交流可
能性を検討する。

　姉妹・友好都市を中
心とした海外諸都市と
の様々な分野での交流
推進を図るため、訪問
団の受入れや本市から
の訪問団派遣等の交流
事業を行う。

　平成16年11月に、日
中韓10都市により｢東
アジア経済交流推進機
構｣を設立（現在11都
市）。
　｢国際ビジネス｣、｢
環境｣、｢観光｣、｢ロジ
スティクス｣の４部会
を設けて経済交流活動
を行っている。
　本市は、本機構の事
務局を構成し、機構活
動の円滑化と活性化に
貢献するとともに、本
市企業の国際ビジネス
拡大に資する活動を実
施する。

30

ASEAN新都市間連
携促進事業

Ⅶ-1-
(1)-① 
「東アジ
ア経済交
流推進機
構」事業
の推進

アジ
ア交
流課

21件
（H27～
31年
度）

東アジア経済交
流推進機構推進
事業

135人
（H26年
度）

4件
（H26年
度）

0.50

人

順調

　ロジスティクス部会は、平
成29年度は開催の必要がなく
目標より少なくなったこと
や、大連市で開催予定であっ
た観光部会の共同プロジェク
トの実施が延期となったこと
から、目標達成とならなかっ
たが、環境部会や国際ビジネ
ス部会等の部会会議について
はほぼ計画通りの実施となっ
たため、「順調」と判断。

　カンボジアフェスティバル
に小倉祇園太鼓の派遣を行っ
て「北九州市」をPRし、交流
事業件数において目標を達成
したほか、交流人数において
は目標数より少なくなった
が、姉妹都市実務者会議の実
施や、安倍総理主催晩餐会に
プノンペン都の姉妹都市とし
て地方自治体で唯一招待を受
け市長が出席する等、都市間
のネットワーク強化に結びつ
く交流があったため、「順
調」と判断。

343人
（H26年
度）

順調

0.50

8,298
係
長

人7,325

課
長

0.20 人

職
員

11,050

Ⅶ-1-
(1)-② 
都市間交
流・連携
の推進

国際交流事業

姉妹・友好都市を
中心とした海外諸
都市との交流事業
参加者延べ人数

32
アジ
ア交
流課

33

　アセアン諸国などア
ジアの新興国との経済
交流やシティプロモー
ションを進める。

アジ
ア交
流課

― 7,955

【評価理由】
　ASEAN新都市間連携促進に
ついては、参加のべ人数が目
標に達しなかったものの、事
業数では目標を達成している
こと、また、国際交流事業及
び、アジアゲートウェイ推進
事業については、実施件数、
参加延べ人数ともに目標に達
していることから「順調」と
判断。

【課題】
　姉妹・友好都市との着実な
交流の推進に加え、アセアン
諸国等のアジア新興国との交
流によるシティプロモーショ
ンを進める。

　交流事業の実施件数（目
標：7件、実績：13件）、交
流事業参加者延べ人数ともに
目標数を超えているため、
「大変順調」と判断。

順調

　交流事業の実施件数（目
標：30件、実績：37件）、交
流事業参加者延べ人数ともに
目標数に達しているため、
「順調」と判断。

アジアゲート
ウェイ推進事業

31

3,554
大変
順調

順調

順調3,000

5,265

アセアン諸国など
アジアの新興国と
の交流事業参加者
延べ人数

8,820

1,714

　平成28年度に行った第三者
評価委員会からの提言等をも
とに、機構の活動の改革を行
い、活性化及び効率化を図
る。

　姉妹・友好都市、アセアン
諸国等のアジア新興国との交
流・連携をいっそう強化して
いく。

【評価理由】
　部会が開催された3部会で
は会員都市が参加し、都市間
ネットワークが強化された。
特に「環境部会」では、企業
との新規契約を得るなど、一
定の成果があることから「順
調」と判断。

【課題】
　商工会議所の積極的な参加
を促し、そこから各会員都市
に所在する企業を機構活動に
取り込むことにより機構活動
の活性化が求められる。
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企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

目
標

70 ％ 70 ％

実
績

87.2 ％ 86.8 ％

達
成
率

124.6 ％ 124.0 ％

目
標

300 社 300 社

実
績

466 社 449 社

達
成
率

155.3 ％ 149.7 ％

目
標

50 ％ 50 ％
課
長

0.05 人

実
績

49.9 ％ 51.8 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

99.8 ％ 103.6 ％
職
員

0.10 人

目
標

50 ％ 50 ％
課
長

0.10 人

実
績

49.9 ％ 51.8 ％
係
長

0.30 人

達
成
率

99.8 ％ 103.6 ％
職
員

0.20 人

　昨年度に引き続き、FMラジ
オ局を通じ、多言語により外
国人支援窓口の紹介を行うと
共に、番組の１コーナーを活
用し、多文化共生の活動者か
ら、市内での活動の紹介等を
広く伝えることができた。
　また、地域での多文化共生
理解を深める行事の後援事業
の増加、市民向けの出前講演
により多文化共生について認
知度を高めているため、「順
調」と判断。

2,325

5,650 順調37
多文化共生推進
事業

36
（公財）北九州
国際交流協会補
助金

50％以上
（H27年度

～）

50％以上
（H27年度

～）

43％
(H25年
度)

3,313 4,367

48,489 49,45048,489

4,413

―

市民の「多文化共
生」という言葉の
認知度

43％
(H25年
度)

85％
（H26年
度）

3,075

課
長

　国際交流団体や市民を幅広
く巻き込んだ啓発に努め、多
文化共生の意識付けを行って
いる。また、国際交流員の派
遣については、依頼先に広が
りが見られる。
　また、地域連携コーディ
ネーターの配置によって、新
たな視点の多文化共生イベン
トを数多く開催することがで
きたため、「順調」と判断。

順調

―

―

―

―

―

―

―

【施策の内容】
　文化や芸術、スポー
ツを通じた国際交流に
より、多くの市民と外
国の方々が触れ合える
環境を整え、異文化へ
の理解促進を図る。

　日本人市民に対し
て、多文化共生に関す
る意識啓発や国際交流
の機会や場の提供を行
うことで、外国人を受
け入れる地域づくりを
目指すとともに、すべ
ての市民が安心して暮
らし、自己の能力を発
揮できる「多文化共生
先進都市」としてのま
ちづくりを推進する。

アジ
ア交
流課

海外事務所の本市
地域企業への貢献
度

国際
政策
課

Ⅶ-1-
(2)-②
文化・ス
ポーツ交
流の拡大

34

【施策評価のみ】
文化や芸術、ス
ポーツを通じた
国際交流の推進

－― ―― 順調――

Ⅶ-2-
(2)-② 
海外の経
済事務所
の活用

35
中国ビジネスサ
ポート拠点整備
事業

アジ
ア交
流課

　駐大連北九州市経済
事務所及び駐上海北九
州市経済事務所を設
置・運営し、地元企業
のビジネスサポートや
進出支援を行うととも
に、本市と中国の都市
とのネットワークを形
成・強化する。

―

大変
順調

　海外事務所を利用した企業
数及び地域企業への貢献度と
もに目標を大きく上回ってい
るため、「大変順調」と判
断。

【評価理由】
　文化・スポーツ両面で国際
交流に取り組んでいることか
ら「順調」と判断。

【課題】
　今後も文化・スポーツでの
交流を通じた国際交流によ
り、多くの市民と外国の方々
が触れ合える環境を整え、異
文化への理解促進を図る必要
がある。

大変
順調

人

人

職
員

0.20

0.05

59,11659,953
係
長

0.10 人

海外事務所を利用
した企業数

61,738

―

70％以上
（H26年度

～）

380社
（H31年
度）

Ⅶ-2-
(3)-② 
国際都市
にふさわ
しいまち
づくり

国際
政策
課

　「多文化を受け入
れ、世界に開かれた魅
力ある地域づくりと人
づくり」というビジョ
ンのもと、多文化共生
の社会づくりを推進す
るとともに、幅広い市
民による国際交流活動
を促進して諸外国との
相互理解や友好親善を
深め、国際平和に寄与
する開かれたまちづく
りを推進する。

市民の「多文化共
生」という言葉の
認知度

　引続き、文化・スポーツで
の国際交流を進めていく。

　地元企業のビジネスサポー
トに取り組むとともに、中国
企業の本市誘致、環境分野に
おける市内企業のビジネス
マッチング、インバウンド対
策・強化等に取り組む。
　大連事務所は、平成31年に
友好都市締結40周年を迎える
ため、記念行事の準備を進め
る。

順調

【評価理由】
　九州の北部・中部をエリア
とするFM放送を活用し、広く
北九州市の多文化共生の取り
組みを紹介できたこと、ま
た、多文化共生をテーマにし
た地域事業が増えたことが、
多文化共生の認知度を高めた
要因と考えられることから
「順調」と判断。

【課題】
　多文化共生の取組みを積極
的に広報することで、啓発事
業への参加を促し、多文化共
生の理解者の広がりを図る必
要がある。
　協会職員の減員により地域
連携コーディネーターが兼任
職となったため、今後のマン
パワーの維持も課題である。

　多文化共生の理解者の広が
りや担い手の育成につなげて
いくため、多文化共生の取組
みを積極的かつ効果的に広報
していく。

【評価理由】
　海外事務所を利用した企業
数及び地域企業への貢献度と
もに目標を大きく超えている
ことから「大変順調」と判
断。

【課題】
　地元企業の中国進出支援・
地元産品の販路開拓などのビ
ジネスサポートに加え、増大
するインバウンド需要の積極
的な取り込みや、環境国際協
力事業を通じた中国での都市
ブランド確立が必要である。
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企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

16
市
町

実
績

16
市
町

達
成
率

100.0 ％

目
標

80 %

実
績

90 %

達
成
率

112.5 %

目
標

実
績

達
成
率

目
標

3,640
万
人

3,645
万
人

実
績

3,553
万
人

達
成
率

97.6 ％

目
標

177
万
人

178
万
人

実
績

218
万
人

達
成
率

123.2 ％

集計中

集計中
178.6万人
(H31年度)

0.10

0.20

1.30

課
長

16市町
と連携
協約の
締結

（H28年
度）

関門地域経済戦
略会議における
取組の協議・検

討

関門地域の活性
化に資する連携
会議等での取組
の協議・検討

―

本市と下関市両市
の企画部門等で会
議を開催し、両市
の経済成長に繋が
る取り組みについ
て協議・検討

関門地域連携戦
略会議について
は、地方創生推
進交付金を活用
した事業を協
議・検討する関
門地域連携推進
協議会に発展。

関門地域連携推
進協議会とそれ
に伴う両市企画
部門等の会議の

開催

69%
(H28年度)

―

―

90%
（H31年
度）

「連携中枢都市圏
ビジョン」掲載の
事業のうち、事業
を実施した割合
（一部実施含む）

―

　本市と近隣自治体
（福岡県北東部の16市
町）で形成された、連
携中枢都市圏「北九州
都市圏域」のブラン
ディング、プロモー
ション事業を行う。

北九州都市圏域内
の宿泊者数

177万人
（H27年度）

北九州都市圏域内
への観光客数

3,640万人
(H27年度)

人22,500

3,658万人
（H31年
度）

21,843

―

職
員

3,500

【評価理由】
　北九州地域連携懇談会等の
開催件数が目標を下回ってい
るものの、連携中枢都市圏ビ
ジョン掲載事業の実施割合や
近隣自治体との会議数は目標
に達していることから「順
調」と判断。

【課題】
　今後も県内周辺市町村との
連携を一層強化していく必要
がある。

人

人

人

順調

人

順調

順調

0.6533,991

職
員

13,300

課
長

17,400

　成果指標について、平成29
年度実績は集計中であるが、
平成28年度実績において観光
客数は目標を下回ったもの
の、宿泊者数では中期目標を
超える結果となったため、
「順調」と判断。

係
長

0.801,278 2,438

　地域連携懇談会等は圏域と
しての将来的な方向性を議論
する場である。その中で議論
のあったプロモーション事業
等の個別事業については、
「北九州地域連携懇談会プロ
モーション部会」などの場
で、より具体的な協議を行っ
た。地域連携懇談会等の開催
実績は目標の50％ではある
が、これは地域連携懇談会等
のほか、様々な場で協議を行
う体制が構築されたことによ
るものである。また、成果指
標であるビジョン掲載事業の
実施割合は目標どおり達成し
ている。
　また、下関市についても関
門地域連携推進協議会及び担
当部門会議を開催すること
で、連携を強化し、取組みを
深化させることができたた
め、「順調」と判断。

係
長

0.40

人

　国の進める「連携中
枢都市圏構想」に基づ
き、近隣16市町と連携
中枢都市圏「北九州都
市圏域」を形成した。
圏域の成長戦略として
策定した「都市圏ビ
ジョン」の推進を図
る。
　また、下関市との連
携については、県境を
越えた連携中枢都市同
士の連携の可能性を検
討していくものであ
る。

39
北九州都市圏域
連携事業

近隣市町との連携
協約の締結数

Ⅶ-3-
(1)-① 
県内周辺
市町村と
の広域連
携

38
新たな広域連携
推進事業

政策
調整
課

政策
調整
課

　今後も県内周辺市町村との
連携を一層強化していく。

―

―
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企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

16
市
町

実
績

16
市
町

達
成
率

100.0 ％

目
標

80 %

実
績

90 %

達
成
率

112.5 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

832,400
千
円

2,227,750
千
円

課
長

0.50 人

実
績

5,590,000
千
円

係
長

0.90 人

達
成
率

671.6 ％
職
員

0.80 人

集計中
9,505,405千円
（H28～H31年

度）

職
員

宿泊者数、日帰り
観光客数の増加に
伴う観光消費額の
増加額

―

―

41 22,000 20,459

69%
(H28年度)

―

順調

　地域連携懇談会等は圏域と
しての将来的な方向性を議論
する場である。その中で議論
のあったプロモーション事業
等の個別事業については、
「北九州地域連携懇談会プロ
モーション部会」などの場
で、より具体的な協議を行っ
た。地域連携懇談会等の開催
実績は目標の50％ではある
が、これは地域連携懇談会等
のほか、様々な場で協議を行
う体制が構築されたことによ
るものである。また、成果指
標であるビジョン掲載事業の
実施割合は目標どおり達成し
ている。
　また、下関市についても関
門地域連携推進協議会及び担
当部門会議を開催すること
で、連携を強化し、取組みを
深化させることができたた
め、「順調」と判断。

係
長

0.80 人

0.20 人

0.40

課
長

人

【評価理由】
　北九州地域連携懇談会等の
開催件数が目標を下回ってい
るものの、下関市との会議・
協議の開催件数や、連携中枢
都市圏ビジョン掲載事業の実
施割合は目標に達しているこ
とから「順調」と判断。

【課題】
　今後も近隣都市との連携を
一層強化していく必要があ
る。

90%
（Ｈ31
年度）

　観光消費額の増加額につい
ては集計中であるが、地元ス
テークホルダーの参画を得る
とともに、WEB閲覧数が増加
し、認知度が向上しているた
め、「順調」と判断。

2,438

順調

順調

61,570 20,750

13,3001,278

―

16市町
と連携
協約の
締結

（H28年
度）

関門地域連携推
進協議会とそれ
に伴う両市企画
部門等の会議の

開催

Ⅶ-3-
(1)-②
近隣主要
都市との
都市間連
携

40
新たな広域連携
推進事業

政策
調整
課

　国の進める「連携中
枢都市圏構想」に基づ
き、近隣16市町と連携
中枢都市圏「北九州都
市圏域」を形成した。
圏域の成長戦略として
策定した「都市圏ビ
ジョン」の推進を図
る。
　また、下関市との連
携については、県境を
越えた連携中枢都市同
士の連携の可能性を検
討していくものであ
る。

関門地域魅力向
上事業

政策
調整
課

都市
マネ
ジメ
ント
政策
課

　下関市と連携して、
関門地域の魅力を官民
協働でブランド化し、
関門ファンや宿泊型滞
在観光客の増加を図
る。

本市と下関市両市
の企画部門等で会
議を開催し、両市
の経済成長に繋が
る取り組みについ
て協議・検討

―

関門地域の活性
化に資する連携
会議等での取組
の協議・検討

関門地域連携戦
略会議について
は、地方創生推
進交付金を活用
した事業を協

議・検討する関
門地域連携推進
協議会に発展。

「連携中枢都市圏
ビジョン」掲載の
事業のうち、事業
を実施した割合
（一部実施含む）

関門地域経済戦
略会議における
取組の協議・検

討

―

近隣市町との連携
協約の締結数

3,500

―

　今後も近隣都市との連携を
一層強化していく。
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企画調整局

平成29年度　行政評価の取組結果（企画調整局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

H28年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

26
都
市

26
都
市

実
績

26
都
市

26
都
市

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

1 回 1 回

実
績

1 回 1 回

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

1 回 1 回

実
績

1 回 1 回

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

3,600

人

人

―

課
長

【評価理由】
　九州地域などにおける交流
連携都市数や、西九州軸及び
東九州軸での連携事業実施回
数が目標に達していることか
ら「順調」と判断。

【課題】
　今後も九州の各地域との連
携を一層強化していく必要が
ある。

3,075 順調
　東西九州軸における連携事
業を予定どおり実施したた
め、「順調」と判断。

0.10 人 順調
係
長

0.05

職
員

連携事業の実施
（東九州軸での活
動）

―

―
26都市
（H31年
度）

5,7154,949

0.20

― ―

Ⅶ-3-
(2)-② 
九州各地
域などと
の連携

42
広域行政推進事
業

政策
調整
課

連携事業の実施
（西九州軸での活
動）

【西九州軸連携】
　九州と本州の結節点
である地の利点を活か
しながら、鹿児島県南
九州市との都市間交流
の推進や、九州新幹線
沿線自治体（鹿児島
市、熊本市、福岡市）
との四都市連携により
九州の一体的な発展と
アジアの巨大都市と対
等に渡り合うため、西
九州軸の広域連携の強
化を図るものである。

【東九州軸連携】
　東九州軸では東九州
自動車道全線開通を見
据え、京築地域や大
分・宮崎・鹿児島の都
市との連携構築に取り
組む。

九州地域などにお
ける交流・連携都
市数（累計）

　今後も九州の各地域との連
携を一層強化していく。
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総務局

平成29年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

課
長

0.30 人

実
績

49.0 ％ 53.4 ％
係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

0.30 人

　子育て中の労働者で仕事と
生活の両立が図られていると
感じる人の割合が、今後もさ
らに上昇していくよう、各種
支援を通じて、企業の「ワー
ク・ライフ・バランスの推
進」に対する意識改革を一層
推進していく。

【評価理由】
　女性活躍・ワークライフバ
ランス表彰の実施やワーク・
ライフ・バランス推進に関す
る企業へのアドバイザー等の
派遣、各種セミナーの開催等
により、子育て中の労働者で
仕事と生活の両立が図られて
いると感じる人の割合が上昇
傾向にある。以上により「順
調」と判断。

【課題】
　誰もが多様な働き方や生き
方を選択でき、活力ある豊か
な社会の実現を目指すには、
企業の意識改革が重要であ
り、企業における「ワーク・
ライフ・バランスの推進」に
対する支援を継続して実施す
る必要がある。

順調

Ⅰ-1-
(1)-① 
仕事と子
育ての両
立支援

1
ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

順調

女性
活躍
推進
課

　誰もが多様な働き方
や生き方を選択でき、
活力ある豊かな社会を
実現するため、「北九
州市女性活躍・ワーク
ライフバランス推進協
議会」を中心に、企業
等の取組み支援などを
行うとともに、企業や
地域での様々な活動と
連携しながら仕事と生
活の調和（ワーク・ラ
イフ・バランス）の推
進を図る。

子育て中の労働者
で仕事と生活の両
立が図られている
と感じる人の割合

 ※「現状値」及び
「中期目標」は、
「元気発進！子ど
もプラン（第２次
計画）（H27～H31
年度）」掲載内容

H28年度H29年度

10,700

H29年度

41.0％
（H25年度）

単年度目標
なし

　女性活躍・ワークライフバ
ランス表彰の実施やワーク・
ライフ・バランス推進に関す
る企業へのアドバイザー等の
派遣、各種セミナーの開催等
により、子育て中の労働者で
仕事と生活の両立が図られて
いると感じる人の割合が、上
昇傾向にあることから「順
調」と判断。

10,519 9,369

人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

―

H25年度
（41.0％）の
水準より増加
（H31年度）

単年度目標
なし

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績）

7,232

H28年度

―
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総務局

平成29年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度H28年度H29年度

H29年度 人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

目
標

実
績

17.9 % 18.3 %

達
成
率

目
標

実
績

14.5 % 14.8 %

達
成
率

目
標

実
績

93.4 % 94.0 %

達
成
率

目
標

実
績

13.2 % 15.4 %

達
成
率

目
標

実
績

69.7 ％

達
成
率

目
標

実
績

26.7 ％

達
成
率

131.0 ％

【評価理由】
　市職員向けの取組みとして
は、各種研修の機会等を通じ
た女性職員の能力開発やキャ
リア形成支援により、女性役
職者・管理者比率は年々上昇
している。
　また、働き方改革やワー
ク・ライフ・バランスの推
進、イクボスマネジメントの
実践により、男性職員も育休
を取得できる組織風土を醸成
し、指標の達成に向け順調に
推移している。
　市民向けの取組みとして
は、男女共同参画センター及
び勤労婦人センターにおい
て、男女共同参画社会の形成
の推進に向けたイベントや講
座の開催、就業・キャリア
アップ支援、相談等を実施し
ている。参加者数等は同程度
で推移している。
　実施主体である団体それぞ
れが工夫しながら広報啓発等
の課題に取り組んでおり、参
加者数等、前年度比同程度で
推移している。
　以上のことから、「順調」
と判断。

【課題】
　女性職員が抱える「係長と
しての資質・能力不安」の軽
減や払拭、仕事と家庭の両立
に向けた職場や職員の意識改
革に継続して取り組む必要が
ある。また、テレワークの利
用人数の一層の増加や働き方
見直し実践部署コンサルティ
ングの成果の横展開等によ
り、効率的な働き方の加速を
図る必要がある。
　男女共同参画社会の形成を
一層推進するため、より多く
の方が関心を持って参加でき
るイベントや講座となるよう
継続的にテーマや事業手法を
見直す必要がある。また、地
域向けの広報啓発事業の実施
等に継続して取り組む必要が
ある。

　女性活躍アクションプラン
を着実に実施し、女性職員の
能力開発やキャリア形成支援
を推進していくとともに、多
様な人材を活かす組織のた
め、ダイバーシティ推進プロ
グラムを着実に実施する必要
がある。
　また、男女共同社会の形成
の推進に向けた効果的な取組
みを実施するため、他の類似
事業を取り扱う施設等との役
割分担、連携、事業内容の見
直しなどに取組み、地域の
ニーズに即した公募制の広報
啓発事業などを通じて、男女
共同参画社会の形成の推進に
向けた広報活動を効率的・効
果的に実施する。

順調

　男女共同参画社会の形成の
推進に向けたイベントや講座
の開催、就業・キャリアアッ
プ支援、相談事業などを事業
計画に基づき実施している。
　事業内容の見直しなどに取
り組んでおり、講座等の参加
者数及び講座数は同程度で推
移している。また、平成29年
度に実施した調査で、固定的
性別役割分担意識に肯定的な
人の割合が減少しているた
め、「順調」と判断。

0.40

順調

順調

順調

人3,300

人

0.50

係
長

人

20%
(H31年
度）

人

課
長

0.10

職
員

3,709

8,800

0.20

0.10

　テレワークの試行実施や働
き方見直し実践部署コンサル
ティングの実施等で効率的な
働き方の実現を図った。ま
た、イクボスの実践、男性職
員も育児に関わりやすい職場
風土の醸成を図ったことか
ら、いずれの指標も上昇して
いるため、「順調」と判断。

　女性職員キャリア研修やメ
ンター研修の実施など、女性
職員の能力開発、キャリア形
成支援にかかる取組みを進
め、女性役職者・管理職比率
が順調に上昇しているため、
「順調」と判断。

人

0.20

329,051 327,126 8,950

0.20

0.40

係
長

0.30
課
長

性別による固定的
役割分担意識に肯
定的な人の割合

―

38.7%
(H23年
度)

80%
(H30年
度)

H23年度
(38.7％)の水
準より減少
(H30年度)

人

人

人

人

　男女共同参画セン
ター・ムーブ及び勤労
婦人センター・レディ
ス（もじ・やはた）に
おいて、施設の運営を
はじめ、地域に根ざし
た男女共同参画推進、
女性リーダー育成、就
職・再就職に向けた就
業・キャリアアップ支
援、あるいは相談事業
など、様々な事業を展
開し、男女共同参画社
会の形成を推進する。

男女共同参画セ
ンター及び勤労
婦人センター管
理運営事業

Ⅱ-3-
(2)-① 
政策・方
針決定過
程への男
女共同参
画の推進

4

　国における「まち・
ひと・しごと創生総合
戦略」の策定や「女性
の職業生活における活
躍の推進に関する法
律」施行など、多様な
人材を活かすダイバー
シティマネジメントや
ワーク・ライフ・バラ
ンス（働き方改革）を
推進するための取組の
加速などの動きを踏ま
え、テレワークの実施
や職場単位の業務改善
など、多様な働き方の
実現により、簡素で効
率的な組織・人員体制
をもって、更なる市民
サービスの向上を図
る。

「女性活躍推進
アクションプラ
ン」実施及び市
職員次世代育成
支援事業

男女
共同
参画
推進
課

3

2

ダイバーシティ
推進事業

女性
活躍
推進
課

　性別にかかわらず職
員が能力を発揮し、い
きいきと活躍できる職
場づくりを実現するた
め、「女性活躍推進ア
クションプラン第２期
計画」（計画期間：
H26～30年度）に基づ
き、職員のキャリア形
成支援やワーク・ライ
フ・バランスの推進に
向けた取組みを実施す
る。

女性
活躍
推進
課

単年度目標
なし

単年度目標
なし

H23年度
(38.7％)の
水準より減

少

68.9%
(H23年
度)

―

―

―

―

2.5%
（H20年
度）

―

男女共同参画社会
という言葉の認知
度

男性職員の育児休
業等取得率

―

―

―

女性管理職（課長
級以上）比率

12.0%
（H25年
度）

15.6%
（H25年
度）

単年度目標
なし

女性役職者（係長
級以上）比率

部課長級の多面評
価「イクボス10か
条を実践できてい
る管理職の割合」

2,872

職
員

単年度目標
なし

単年度目標
なし

―

―

―

―

―

係
長

職
員

課
長

5,9002,756

単年度目標
なし

90%
(H31年
度）

単年度目標
なし

―

15％
（H30年

度)

―

20%
(H30年
度）

単年度目標
なし

4,578

329,177

1,666

―
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総務局

平成29年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度H28年度H29年度

H29年度 人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

目
標

課
長

0.20 人

実
績

69.7 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.10 人

5,050 順調

　実施回数及び１回あたりの
費用が制限されているが、実
施する団体それぞれが工夫を
加えながら、効果的な広報啓
発促進等の課題に取組んでい
る。イベント内容や参加対象
の幅を広げる工夫をしてお
り、参加者の感想も良い。
　「男女共同参画フォーラム
in北九州」及び「男女共同参
画に関する広報啓発事業」の
回数、参加人数ともに前年度
比同レベルで推移しており、
「順調」と判断。

―

3,710

80%
(H30年
度)

男女共同参画社会
という言葉の認知
度

68.9%
(H23年
度)

　地域における男女共
同参画の推進を図るた
め、地域で活動してい
る団体・グループ等が
企画・実施する広報啓
発活動を支援し、男女
共同参画に関する理解
を深める。

5

地域における男
女共同参画推進
啓発事業【男女
共同参画広報・
啓発事業】

男女
共同
参画
推進
課

―

――

3,243 3,060

―
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総務局

平成29年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度H28年度H29年度

H29年度 人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

目
標

課
長

0.30 人

実
績

49.0 ％ 53.4 ％
係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

実
績

72.4 % 70.8 %

達
成
率

目
標

実
績

72.4 %

達
成
率

目
標

実
績

13.2 % 15.4 %

達
成
率

目
標

実
績

93.4 % 94.0 %

達
成
率

目
標

実
績

13.2 % 15.4 %

達
成
率

　子育て中の労働者で仕事と
生活の両立が図られていると
感じる人の割合が、今後もさ
らに上昇していくよう、各種
支援を通じて、企業の「ワー
ク・ライフ・バランスの推
進」に対する意識改革を一層
推進していく。
　また、ワーク・ライフ・バ
ランスが取れていると感じる
職員の割合が更に上昇するよ
う、仕事のやり方の見直しや
男性職員の育児参加の推進等
へ積極的に取組み、多様な人
材を活かす組織のためのダイ
バーシティ推進プログラムを
着実に実施していく。

1,666

H25年度
（41.0％）の
水準より増加
（H31年度）

20%
(H31年
度）

0.404,5782,756

―

75%
（H31年
度）

男性職員の育児休
業等取得率

男性職員の育児休
業等取得率

2.5%
（H20年
度）

「女性活躍推進
アクションプラ
ン」実施及び市
職員次世代育成
支援事業

部課長級の多面評
価「イクボス10か
条を実践できてい
る管理職の割合」

　誰もが多様な働き方
や生き方を選択でき、
活力ある豊かな社会を
実現するため、「北九
州市女性活躍・ワーク
ライフバランス推進協
議会」を中心に、企業
等の取組み支援などを
行うとともに、企業や
地域での様々な活動と
連携しながら仕事と生
活の調和（ワーク・ラ
イフ・バランス）の推
進を図る。

　職員のワーク・ライ
フ・バランスを更に推
進するため、「第三期
特定事業主行動計画」
（H27年度より実施）
に基づき、各種研修や
啓発活動等による職員
の意識改革、仕事の見
直し・改善、仕事と子
育ての両立支援等に取
り組む。

子育て中の労働者で仕
事と生活の両立が図ら
れていると感じる人の
割合

※「現状値」及び「中
期目標」は、「元気発
進！子どもプラン（第
２次計画）（H27～H31
年度）」掲載内容

ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業

―

単年度目標
なし

単年度目標
なし

85%
(H30年
度）

女性
活躍
推進
課

―

―

単年度目標
なし

―

順調

順調

人

人

　テレワークの試行実施や働
き方見直し実践部署コンサル
ティングの実施等で効率的な
働き方の実現を図った。ま
た、イクボスの実践、男性職
員も育児に関わりやすい職場
風土の醸成を図ったことか
ら、いずれの指標も上昇して
いるため、「順調」と判断。

順調

　計画に基づく取組みの実施
により、数値が横ばいの指標
があるものの、男性職員の育
児休業等取得率などの指標は
順調に推移していることから
「順調」と判断。

【評価理由】
　女性活躍・ワークライフバ
ランス表彰の実施やワーク・
ライフ・バランス推進に関す
る企業へのアドバイザー等の
派遣、各種セミナーの開催等
により、子育て中の労働者で
仕事と生活の両立が図られて
いると感じる人の割合が上昇
傾向にある。
　また、働き方改革や職員の
ワーク・ライフ・バランスの
推進を着実に実施し、イクボ
スマネジメントの実践によ
り、男性職員も育休を取得で
きる組織風土を醸成し、指標
の達成に向け順調に推移して
いることから「順調」と判
断。

【課題】
　誰もが多様な働き方や生き
方を選択でき、活力ある豊か
な社会の実現を目指すには、
企業の意識改革が重要であ
り、企業における「ワーク・
ライフ・バランスの推進」に
対する支援を継続して実施す
る必要がある。
　また、職員がワーク・ライ
フ・バランスが取れていると
実感するには、男性職員の育
休等の取得を更に推進するな
ど、男性の育児・家事への参
加を促すほか、仕事のやり方
の見直しを進めるなど、仕事
と私生活の両立を図る必要が
ある。
　その他、テレワークの利用
人数の一層の増加や働き方見
直し実践部署コンサルティン
グの成果の横展開等により、
効率的な働き方の加速を図る
必要がある。

人

人

人

20%
(H31年
度）

8,800
係
長

課
長

90%
(H31年
度）

0.10

職
員

順調

　女性活躍・ワークライフバ
ランス表彰の実施やワーク・
ライフ・バランス推進に関す
る企業へのアドバイザー等の
派遣、各種セミナーの開催等
により、子育て中の労働者で
仕事と生活の両立が図られて
いると感じる人の割合が、上
昇傾向にあることから「順
調」と判断。

0.20

0.20

0.50

―

単年度目標
なし

単年度目標
なし

単年度目標
なし

単年度目標
なし

―

単年度目標
なし

―

単年度目標
なし

―7

8

女性
活躍
推進
課

Ⅱ-3-
(2)-② 
ワーク・
ライフ・
バランス
（仕事と
生活の調
和）の推
進

女性
活躍
推進
課

6

単年度目標
なし

単年度目標
なし

69.9%
（H26年
度）

41.0％
（H25年度）

71.6%
（H25年
度）

2.5%
（H20年
度）

9,3697,232

2,872

―

単年度目標
なし

―

ワーク・ライフ・
バランスが取れて
いると感じる職員
の割合

※本指標は「女性
活躍アクションプ
ラン第2期計画
（H26～H30年
度）」掲載内容

両立しながら新た
な業務等にチャレ
ンジしたいと思う
職員の割合

※本指標は「北九
州市職員ダイバー
シティ推進プログ
ラム(H27～H31年
度）」掲載内容

　国における「まち・
ひと・しごと創生総合
戦略」の策定や「女性
の職業生活における活
躍の推進に関する法
律」施行など、多様な
人材を活かすダイバー
シティマネジメントや
ワーク・ライフ・バラ
ンス（働き方改革）を
推進するための取組の
加速などの動きを踏ま
え、テレワークの実施
や職場単位の業務改善
など、多様な働き方の
実現により、簡素で効
率的な組織・人員体制
をもって、更なる市民
サービスの向上を図
る。

ダイバーシティ
推進事業

10,519

3,709

3,300

5,900

10,700

係
長

0.10

職
員

―

―

課
長

―

人
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総務局

平成29年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度H28年度H29年度

H29年度 人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

目
標

課
長

0.20 人

実
績

71.1 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.10 人

70%
(H30年
度)

―

順調

　若年層からの取組みは重要
であり、男女共同参画に関す
る副読本を用いた子どものこ
ろからの男女共同参画への意
識の醸成を図る取組みや、高
校・大学などでのDV予防教室
などを継続していく。

順調

【評価理由】
　高校や大学等でのデートDV
予防教室の実施や連絡会議の
開催による情報共有等、能動
的な活動を定期的に行ってい
ることから「順調」と判断。

【課題】
　配偶者や恋人等、親しい関
係にある人からの暴力は重大
な人権侵害であることを誰も
が認識し、暴力を容認しない
意識の醸成のため、積極的な
広報・啓発活動を継続して実
施する必要がある。

　専門的な知見を持つNPO等
と連携して、高校・大学等で
デートDV予防教室を23回行っ
た。また、警察等関係機関と
の連絡会議の開催・参加など
による情報の共有・交換を定
期的に行っている。
　DV・デートDVの予防啓発に
関する取組みは、回数は減少
したものの、平成29年度に実
施した調査で、「平手で打
つ」について暴力と認識する
人の割合が71.1％と目標値と
同程度になっており、「順
調」と判断。

4,547 5,0505,433

―

―

55.2%
(H23年
度)

―

配偶者等との間に
おける「平手で打
つ」について、暴
力と認識する人の
割合

Ⅱ-3-
(2)-③ 
性別によ
る人権侵
害行為の
根絶

男女共同参画基
本計画推進事業
【配偶者等から
の暴力対策事
業】

9

　配偶者や恋人等、親
しい関係にある人から
の暴力は、重大な人権
侵害であることを誰も
が認識し、暴力を容認
しない意識の醸成のた
めの広報・啓発を行
う。

男女
共同
参画
推進
課

7,673

―
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総務局

平成29年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度H28年度H29年度

H29年度 人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

目
標

実
績

17.9 % 18.3 %

達
成
率

目
標

実
績

14.5 % 14.8 %

達
成
率

目
標

実
績

93.4 % 94.0 %

達
成
率

目
標

実
績

13.2 % 15.4 %

達
成
率

目
標

実
績

70.0 %

達
成
率

目
標

実
績

929 社 1,106 社

達
成
率

ダイバーシティ行
動宣言等登録・届
出企業（累計）

男性職員の育児休
業等取得率

女性の就業率（25
～44歳）

女性役職者（係長
級以上）比率

人

―

―

―

2.5%
（H20年
度）

人0.20

人

1,200社
（H31年
度）

女性管理職（課長
級以上）比率

女性
活躍
推進
課

　女性が職場や家庭、
地域において、その個
性と能力を十分に発揮
し輝けるよう、企業へ
の働きかけや管理職研
修・ネットワーク形成
支援、創業支援などを
行う。

「女性活躍推進
アクションプラ
ン」実施及び市
職員次世代育成
支援事業

15.6%
（H25年
度）

―

12.0%
（H25年
度）

Ⅱ-3-
(2)-④ 
女性の活
躍推進

単年度目標
なし

単年度目標
なし

―

単年度目標
なし

597社
（H26年
度）

65.9%
（H22年
国勢調
査）

単年度目標
なし

単年度目標
なし

人

人

人

人

人

　女性活躍アクションプラン
を着実に実施し、女性職員の
能力開発やキャリア形成支援
を推進していくとともに、多
様な人材を活かす組織のた
め、ダイバーシティ推進プロ
グラムを着実に実施する必要
がある。
　また、女性活躍に取組む企
業への支援や、女性管理職の
スキルアップや企業横断的な
ネットワーク化に取組むほ
か、女性の職業生活の拠点と
なるよう「ウーマンワークカ
フェ北九州」や「ひなの会」
を運営し、引き続き女性が創
業しやすい環境づくりへの取
組みや就業支援等の充実を
図っていく。

　女性職員キャリア研修やメ
ンター研修の実施など、女性
職員の能力開発、キャリア形
成支援にかかる取組みを進
め、女性役職者・管理職比率
が順調に上昇しているため、
「順調」と判断。

順調

　シンポジウムや管理職研修
参加者へのアンケート結果の
満足度がそれぞれ9割を超
え、ダイバーシティ行動宣言
等登録・届出企業数も大幅に
伸びていることから「順調」
と判断。

順調

順調

順調

　テレワークの試行や働き方
見直し実践部署コンサルティ
ングの実施等で効率的な働き
方の実現を図った。また、イ
クボスの実践、男性職員も育
児に関わりやすい職場風土の
醸成を図ったことから、いず
れの指標も上昇しているた
め、「順調」と判断。

【評価理由】
　各種研修の機会等を通じた
女性職員の能力開発やキャリ
ア形成支援により、女性役職
者・管理者比率は年々上昇し
ているほか、働き方改革や
ワーク・ライフ・バランスの
推進、イクボスマネジメント
の実践により、男性職員も育
休を取得できる組織風土を醸
成し、目標の達成に向け順調
に推移している。
　また、企業支援・管理職支
援研修、シンポジウム等、参
加者の満足度も高く、成果指
標の達成状況も順調である。
　さらに、ウーマンワークカ
フェ北九州では、利用者数は
概ね目標値に達しており、女
性創業支援ひなの会において
も、女性創業者への支援が適
宜行えている。
　以上のことから「順調」と
判断。

【課題】
　女性職員が抱える「係長と
しての資質・能力不安」の軽
減や払拭、仕事と家庭の両立
に向けた職場や職員の意識改
革、またテレワークの利用人
数の一層の増加や働き方見直
し実践部署コンサルティング
の成果の横展開等による効率
的な働き方の加速について、
継続して取り組む必要があ
る。
　また、企業等でのさらなる
女性活躍に向け、変化する
ニーズに合わせた支援、ネッ
トワーク強化に取り組む必要
があり、ウーマンワークカ
フェ北九州によるフォロー体
制や、ひなの会による女性創
業者の支援などを、一層強化
していく必要がある。

職
員

課
長

2,756

課
長

1,666

90%
(H31年
度）

15,855

3,709 5,900
係
長

20%
(H30年
度）

15％
（H30年

度)

0.10

8,800

職
員

係
長

0.40

0.10

18,400

―

―

―

単年度目標
なし

単年度目標
なし

―

単年度目標
なし

―

単年度目標
なし

単年度目標
なし

―

70%
（H31年

度)

―

20%
(H31年
度）

単年度目標
なし

―

―

部課長級の多面評
価「イクボス10か
条を実践できてい
る管理職の割合」

　国における「まち・
ひと・しごと創生総合
戦略」の策定や「女性
の職業生活における活
躍の推進に関する法
律」施行など、多様な
人材を活かすダイバー
シティマネジメントや
ワーク・ライフ・バラ
ンス（働き方改革）を
推進するための取組の
加速などの動きを踏ま
え、テレワークの実施
や職場単位の業務改善
など、多様な働き方の
実現により、簡素で効
率的な組織・人員体制
をもって、更なる市民
サービスの向上を図
る。

女性
活躍
推進
課

10

女性
活躍
推進
課

12

11

女性輝き！推進
事業

ダイバーシティ
推進事業

　性別にかかわらず職
員が能力を発揮し、い
きいきと活躍できる職
場づくりを実現するた
め、「女性活躍推進ア
クションプラン第２期
計画」（計画期間：
H26～30年度）に基づ
き、職員のキャリア形
成支援やワーク・ライ
フ・バランスの推進に
向けた取組みを実施す
る。

3,300

4,578

14,202

単年度目標
なし

課
長

職
員

17,000

0.50

0.60

係
長

0.60

2,872

0.20

人

0.70

27



総務局

平成29年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度H28年度H29年度

H29年度 人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

70 %

達
成
率

目
標

2,500 人 3,300 人

実
績

3,447 人 3,276 人

達
成
率

137.9 ％ 99.3 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

30 人

達
成
率

人

人

―

H28年5月
開設

ひなの会育成メ
ニュー活用者数

「北九州女性創業
支援　ひなの会」
の創設

女性の就業率（25
～44歳）

65.9%
（H22年
国勢調
査）

―
ウーマンワークカ
フェ北九州新規利
用者数

　女性の就業・キャリ
アアップ・創業などを
ワンストップで支援す
る「ウーマンワークカ
フェ北九州」の運営を
行う。

女性創業応援団
事業

女性
活躍
推進
課

女性
活躍
推進
課

―

―

職
員

人

人

係
長

　ウーマンワークカフェ北九
州は、平成28年5月に開設
後、安定して運営できてい
る。平成29年度の新規利用者
数はおおむね目標どおりと
なったため、「順調」と判
断。

　各種講演会やビジネスプラ
ンコンテストの開催などに
よって、120名の女性創業者
等の相談を受け付けた。この
相談者に対し、女性創業塾の
開催、個別面談、専門家によ
る相談などを適宜実施したこ
とから「順調」と判断。

70%
（H31年

度)

30人
（H30年
度）

1.00

0.00

課
長

0.20

職
員

12,300

単年度目標
なし

―

―

単年度目標
なし

ウーマンワークカ
フェ北九州の早期
設置

－

ウーマンワーク
カフェ北九州運
営事業

14

13

―

創設

「北九州女
性創業支援
ひなの会」
の創設
（H29年
度）

15,000

創設

4,000人
（H31年
度）

Ｈ28年
度中

に開設

30,000

―

―

15,000

順調

人

人 順調

―

30,691

　日本一創業しやすい
まちを目指し、民間企
業等が中心となって設
立した、女性創業を応
援する団体の事業費等
の一部を支援するも
の。

0.30

43,357

課
長

0.50

11,200
係
長

0.40―
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総務局

平成29年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度H28年度H29年度

H29年度 人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

1.00 人

達
成
率

職
員

1.00 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.30 人

順調

　「嘉代子桜・親子桜」を植
樹するとともに、「青少年
ピースフォーラム」への小中
高校生の派遣や「長崎市平和
派遣事業」における親子の派
遣の実施により、若い世代が
平和の尊さを学ぶ機会を多く
提供し、平和への願いを広く
伝える事ができたため、「順
調」と判断。

―

15

市民が平和の尊さ
を理解し、共有し
ていくこと

（仮称）平和資料
館の建設

（仮称）平和資
料館建設事業

総務
課

総務
課

非核・平和推進
事業

　本市の平和に対する
基本的姿勢を示す「北
九州市非核平和都市宣
言」に込められた平和
への願いを市民に伝え
るため、また、悲惨な
戦争の記憶を風化させ
ることなく次の世代に
伝えるため、事業を実
施するもの。

　戦後71年が経過し、
悲惨な戦争の記憶の風
化が懸念され、戦争の
記憶を後世に伝えるこ
とが重要となってい
る。改めて、戦争の悲
惨さを市民に伝え、平
和の大切さ、命の尊さ
を考えるきっかけとす
るため、新たに「（仮
称）平和資料館」の建
設に向けた取組みを行
う。

Ⅱ-3-
(4)-①
平和の尊
さへの理
解の促進

16

【評価理由】
　（仮称）平和資料館につい
ては、懇話会の開催や市議会
からの意見・提案を踏まえ、
基本計画を策定し、展示の方
向性や整備方針等を示すこと
ができた。また、建設地の埋
蔵文化財発掘調査及び地質調
査を実施した。
　非核・平和推進について
は、戦後70年余りが経過した
今、若い世代が戦争について
考える機会の充実を図るた
め、長崎市が主催する「青少
年ピースフォーラム」への小
中高校生の派遣や、親子約
300名を派遣した「長崎市平
和派遣事業」の実施のほか、
「嘉代子桜・親子桜」の植
樹、長崎市と連携し「平和友
好交流バスツアーin北九州」
等を実施した。
　以上のことから「順調」と
判断。

【課題】
　「（仮称）平和資料館につ
いては、基本計画に基づき、
建築工事等に係る基本・実施
設計を着実に進めていく必要
がある。
　また、戦争を知らない世代
がほとんどとなる中、悲惨な
戦争の記憶の風化が懸念され
ており、平和事業を継続的に
実施していく必要がある。

　「（仮称）平和資料館のあ
り方を考える懇話会」を開催
し、懇話会や市議会からの意
見・提案を踏まえ、平成30年
1月に「（仮称）平和資料館
基本計画」を策定し、展示の
方向性や整備方針等を示すこ
とができた。また、建設地の
埋蔵文化財発掘調査及び地質
調査を実施するなど建設に向
けた準備が進んだことから、
「順調」と判断。

順調

順調

―43,820

懇話会開
催、基本計
画の策定

―

―

―

― ―

―

―

（仮称）平
和資料館の

建設

市民が
平和の
尊さを
理解す
ること

5,000

10,000―

29,000

6,40011,515―

　（仮称）平和資料館につい
ては、平成30年度に策定した
基本・実施設計に基づき、建
築工事等施設整備に向けた取
り組みを行っていく。
　また、引き続き「嘉代子
桜・親子桜」の植樹や、長崎
市が主催する「青少年ピース
フォーラム」への小中高校生
の派遣、親子で平和の尊さを
考えるための「長崎市平和派
遣事業」の実施、戦争体験談
の周知等に取り組み、平和へ
の願いを後世へと伝えてい
く。

7,769
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総務局

平成29年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度H28年度H29年度

H29年度 人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

121.3
163.0

％
94.0
100.0

％

人

順調

27,775

60,662

　国のスケジュールにより本
格稼動が平成29年11月になっ
たものの、それ以降安定的に
運用しており、「順調」と判
断。

順調

人

　成果指標の目標値をほぼ達
成しており、庁内GISワーキ
ンググループ及びGIS広域勉
強会の開催も予定通り行なっ
たため、「順調」と判断。

77,700

0.30

人

　社会保障・税番号制度対応
事業については、平成29年度
に導入が完了した。
　今後、運用を行いながら、
国の動向や平成30年度に策定
予定の（仮称）官民データ活
用推進計画に沿って、サービ
スの拡大に対応していく。
　全庁GISは、庁内での利用
増加に伴うデータ作成・更新
作業を確実に行うとともに、
システム障害に対応する体制
の整備や市民への周知活動に
継続して取組む。

27,451

全庁GIS（統合型
GIS）構築運用事
業

社会保障・税番
号制度対応事業

　番号法に基づき、個
人番号による他行政機
関との情報連携（平成
29年７月開始）などを
行うため、関係する業
務及び情報システムの
対応を行う。
　子育てワンストップ
サービスの利用開始に
伴い、電子申請システ
ムの機能追加を行う。
　また、パソコンを
持っていない市民がマ
イナポータルを利用で
きるよう、国が配布し
た端末を各区役所に設
置し、利便性の向上を
図る。

情報
政策
課

　庁内の各所管課が個
別に導入しているGIS
（地理情報システム）
を集約することで、庁
内全体のGIS運用経費
を削減するとともに、
庁内で情報を共有する
ことにより、業務の効
率化・高度化を図る。
　また、共有したGIS
情報のうち、公開可能
なものは積極的に市民
に公開することによ
り、市民サービスの向
上を図る。

情報
政策
課

18

Ⅲ-1-
(3)-④ 
高度情報
社会への
対応

17

人

2.00

28,450

課
長

1.30

【評価理由】
　社会保障・税番号制度対応
事業については、平成29年11
月から、安定的に運用してい
る。
　また、全庁GIS（統合型
GIS）構築運用事業について
は、庁内GISワーキンググ
ループ及びGIS広域勉強会を
ほぼ予定通り開催した。
　このため、高度情報社会へ
の対応は「順調」と判断。

【課題】
　官民データ連携など新しい
取り組みが出てきているた
め、このような動きを高度情
報社会への対応に組み込んで
いく必要がある。

障害無し 障害3日

システムの
安定運用
（H30年
度）

58,360

27,488

H31年度
庁内向けGIS
主題図数：

120
地域情報ポー
タル向け

主題図：330

継続的なシス
テム安定稼動

システムの
安定運用

個人番号を用いた
他機関との情報連
携

情報シ
ステム
の円滑
な導入
(H26年
度）

総合運用
テストの

実施

マイナ
ポータ
ルの円
滑な導

入

マイナポータル関
連業務の安定運用

―

庁内向けGIS：
94

地域情報ポータ
ルサイト：300

―

マイナポー
タルの安定

運用

―

―

安定運用

安定運用中

H28年度分
の総合運用
テストの完

了

―

安定運用中

順調
係
長

課
長

人

1.00

職
員

人

庁内向けGIS：
97

地域情報ポータ
ルサイト：326

16,050

係
長

庁内向け
GIS：60
地域情報
ポータル

サイト：98
（H26年
度）

全庁GISの安定運用

全庁GISに搭載する
主題図数

安定稼動
(H26年
度）

庁内向けGIS：
80

地域情報ポータ
ルサイト：200

安定運用

庁内向けGIS：
100

地域情報ポータ
ルサイト：300

0.40

職
員

0.20
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総務局

平成29年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度H28年度H29年度

H29年度 人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.30 人

実
績

49.0 ％ 53.4 ％
係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

0.30 人

順調

　中学生用副読本の作成・配
付、市職員への研修、大学で
の新入生に向けた講演、市民
文化スポーツ局と共催した
「地域の『ちから』報告会」
での説明実施等により、条例
に対する理解が深まっている
ものと考え、「順調」と判
断。

順調

【評価理由】
　中学生用副読本の配布、市
職員への研修の実施、「地域
の『ちから』報告会」での説
明等、条例に対する理解を深
め、市政への市民参画の重要
性について考えてもらうため
の各種取組により、市民の関
心を高めていることから、
「順調」と判断。

【課題】
　自治基本条例に対する理解
を深め、市民の市政への更な
る参画を推進する必要があ
る。

　引き続き、市民への周知活
動や職員への研修等を実施し
ていく。特に若年層への認知
度の向上を図り、自治基本条
例に対する理解と市政への市
民参画を推進していく。

【評価理由】
　女性活躍・ワークライフバ
ランス表彰の実施やワーク・
ライフ・バランス推進に関す
る企業へのアドバイザー等の
派遣、各種セミナーの開催等
により、子育て中の労働者で
仕事と生活の両立が図られて
いると感じる人の割合が上昇
傾向にある。以上により「順
調」と判断。

【課題】
　誰もが多様な働き方や生き
方を選択でき、活力ある豊か
な社会の実現を目指すには、
企業の意識改革が重要であ
り、企業における「ワーク・
ライフ・バランスの推進」に
対する支援を継続して実施す
る必要がある。

　子育て中の労働者で仕事と
生活の両立が図られていると
感じる人の割合が、今後もさ
らに上昇していくよう、各種
支援を通じて、企業の「ワー
ク・ライフ・バランスの推
進」に対する意識改革を一層
推進していく。

順調41.0％
（H25年度）

―

Ⅲ-3-
(3)-③ 
企業の地
域活動へ
の参画促
進

20
ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業

女性
活躍
推進
課

　本市の自治の基本的
ルールを定めた「北九
州市自治基本条例」
（平成22年10月１日施
行）の意義や理念など
を多くの市民に理解し
てもらうため、周知等
を行う。また、情報共
有や住民参画の視点か
ら業務を行い、条例の
目指すまちづくりがで
きるよう、職員向けの
研修を行う。

　誰もが多様な働き方
や生き方を選択でき、
活力ある豊かな社会を
実現するため、「北九
州市女性活躍・ワーク
ライフバランス推進協
議会」を中心に、企業
等の取組み支援などを
行うとともに、企業や
地域での様々な活動と
連携しながら仕事と生
活の調和（ワーク・ラ
イフ・バランス）の推
進を図る。

総務
課

Ⅲ-3-
(3)-① 
市民参画
と協働の
ための仕
組みづく
り

19
北九州市自治基
本条例推進事業

10,519

1,694

10,700

単年度目標
なし

―

― ―

―

1,727

7,232

H25年度
（41.0％）の
水準より増加
（H31年度）

市民自治
の確立

　女性活躍・ワークライフバ
ランス表彰の実施やワーク・
ライフ・バランス推進に関す
る企業へのアドバイザー等の
派遣、各種セミナーの開催等
により、子育て中の労働者で
仕事と生活の両立が図られて
いると感じる人の割合が、上
昇傾向にあることから「順
調」と判断。

順調

単年度目標
なし

―

子育て中の労働者で仕
事と生活の両立が図ら
れていると感じる人の
割合

※「現状値」及び「中
期目標」は、「元気発
進！子どもプラン（第
２次計画）（H27～H31
年度）」掲載内容

市民が主役の自治
（市民自治）の確
立

―

― ―

4,6501,396

9,369
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総務局

平成29年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度H28年度H29年度

H29年度 人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

目
標

実
績

69.7 ％

達
成
率

目
標

実
績

26.7 ％

達
成
率

131.0 ％

目
標

実
績

70.0 %

達
成
率

目
標

実
績

929 社 1,106 社

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

70 %

達
成
率

目
標

2,500 人 3,300 人

実
績

3,447 人 3,276 人

達
成
率

137.9 ％ 99.3 ％

順調

0.40 人

　シンポジウムや管理職研修
参加者へのアンケート結果の
満足度がそれぞれ9割を超
え、ダイバーシティ行動宣言
等登録・届出企業数も大幅に
伸びていることから「順調」
と判断。

人

職
員

【評価理由】
　男女共同参画センター及び
勤労婦人センターにおいて
は、男女共同参画社会の形成
の推進に向けたイベントや講
座の開催、就業・キャリア
アップ支援、相談等を実施
し、参加者数等は同程度で推
移している。
　また、企業支援・管理職支
援研修、シンポジウム等、参
加者の満足度も高く、成果指
標の達成状況も順調である。
　さらに、ウーマンワークカ
フェ北九州は、平成28年5月
に開設後、利用者数も概ね目
標に達している。
　以上のことから「順調」と
判断。

【課題】
　男女共同参画社会の形成を
一層推進するため、より多く
の方が関心を持って参加でき
るイベントや講座となるよう
継続的にテーマや事業手法を
見直す必要がある。
　また、企業等でのさらなる
女性活躍に向け、変化する
ニーズに合わせた支援、ネッ
トワーク強化に取り組む必要
があり、ウーマンワークカ
フェでは様々な利用者に対
し、きめ細かい支援を行うた
め、フォロー体制や入所機関
の連携を一層強化していく必
要がある。

　ウーマンワークカフェ北九
州は、平成28年5月に開設
後、安定して運営できてい
る。平成29年度の新規利用者
数はおおむね目標どおりと
なったため、「順調」と判
断。

順調

順調

人

人

人

係
長

職
員

課
長

係
長

女性の就業率（25
～44歳）

単年度目標
なし

―

597社
（H26年
度）

ウーマンワーク
カフェ北九州運
営事業

女性輝き！推進
事業

女性
活躍
推進
課

　女性が職場や家庭、
地域において、その個
性と能力を十分に発揮
し輝けるよう、企業へ
の働きかけや管理職研
修・ネットワーク形成
支援、創業支援などを
行う。

　女性の就業・キャリ
アアップ・創業などを
ワンストップで支援す
る「ウーマンワークカ
フェ北九州」の運営を
行う。

順調18,40014,20215,855

人

17,000

0.50

人

課
長

30,000

人

係
長

70%
（H31年

度)

Ⅳ-3-
(2)-②
女性が活
躍する産
業都市づ
くりの推
進

23

21

男女共同参画セ
ンター及び勤労
婦人センター管
理運営事業

　男女共同参画セン
ター・ムーブ及び勤労
婦人センター・レディ
ス（もじ・やはた）に
おいて、施設の運営を
はじめ、地域に根ざし
た男女共同参画推進、
女性リーダー育成、就
職・再就職に向けた就
業・キャリアアップ支
援、あるいは相談事業
など、様々な事業を展
開し、男女共同参画社
会の形成を推進する。

男女
共同
参画
推進
課

女性
活躍
推進
課

22

327,126 329,177

0.30
課
長

0.40

0.70

329,051

4,000人
（H31年
度）

70%
（H31年

度)

―

1,200社
（H31年
度）

―

Ｈ28年
度中

に開設

―

―

単年度目標
なし

ウーマンワークカ
フェ北九州新規利
用者数

30,691

―

43,357

65.9%
（H22年
国勢調
査）

―

―

―

女性の就業率（25
～44歳）

ウーマンワークカ
フェ北九州の早期
設置

単年度目標
なし

H28年5月
開設－

単年度目標
なし

―

―

単年度目標
なし

単年度目標
なし

―

H23年度
(38.7％)の水
準より減少
(H30年度)

―

80%
(H30年
度)

―

H23年度
(38.7％)の
水準より減

少

―

―

―

65.9%
（H22年
国勢調
査）

38.7%
(H23年
度)

―

―

ダイバーシティ行
動宣言等登録・届
出企業（累計）

性別による固定的
役割分担意識に肯
定的な人の割合

68.9%
(H23年
度)

男女共同参画社会
という言葉の認知
度

　男女共同社会の形成の推進
に向けた効果的な取組みを実
施するため、他の類似事業を
取り扱う施設等との役割分
担、連携、事業内容の見直し
などに取組む。
　また、女性活躍に取組む企
業への支援や、女性管理職の
スキルアップや企業横断的な
ネットワーク化に取組むほ
か、女性の職業生活の拠点と
なるよう「ウーマンワークカ
フェ北九州」を運営し、引き
続き女性が創業しやすい環境
づくりへの取組みや就業支援
等の充実を図っていく。

職
員

0.60

　男女共同参画社会の形成の
推進に向けたイベントや講座
の開催、就業・キャリアアッ
プ支援、相談事業などを事業
計画に基づき実施している。
　事業内容の見直しなどに取
り組んでおり、講座等の参加
者数及び講座数は同程度で推
移している。また、平成29年
度に実施した調査で、固定的
性別役割分担意識に肯定的な
人の割合が減少しているた
め、「順調」と判断。0.20

人

0.30

0.60

8,950

11,200
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総務局

平成29年度　行政評価の取組結果（総務局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度H28年度H29年度

H29年度 人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

30 人

達
成
率

目
標

課
長

0.20 人

実
績

69.7 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.10 人

【評価理由】
　テーマや対象を絞り込んだ
国際会議やセミナーの開催な
ど、市民の理解促進に向け改
善を加えながら実施してお
り、参加者の満足度も高いこ
とから「順調」と判断。

【課題】
　本市の男女共同参画社会の
形成の推進に向け、課題認識
や解決につながる取組みを進
めていくが、効率的・効果的
に実施するため、選択と集中
に取組む必要がある。

　本市の男女共同参画社会の
形成の推進に向け、平成28年
度に着手したフォーラム研究
部門のあり方等の検討内容を
踏まえ、事業の見直し等を行
う。

順調

　各種講演会やビジネスプラ
ンコンテストの開催などに
よって、120名の女性創業者
等の相談を受け付けた。この
相談者に対し、女性創業塾の
開催、個別面談、専門家によ
る相談などを適宜実施したこ
とから「順調」と判断。

0.00

人

　北九州市と（公財）アジア
女性交流・研究フォーラムの
共催で実施した世界の女性
リーダーが集まる国際会議
「GSW」の登壇者を招いたGSW
ポストカンファレンス（参加
者475名）、高校生のキャリ
ア形成のために開発したプロ
グラムを活用したセミナー
（参加者522名）を行うな
ど、事業内容を毎年見直し、
取組みを進めている。参加者
の満足度も高いことから「順
調」と判断。

54,258

課
長

人

順調

順調

人
職
員

―15,000

　日本一創業しやすい
まちを目指し、民間企
業等が中心となって設
立した、女性創業を応
援する団体の事業費等
の一部を支援するも
の。

―

68.9%
(H23年
度)

4,050

1.00
係
長

0.20

　「国際的な最新情報
の収集・発信」「成果
の地域還元」「フェイ
スtoフェイスの国際交
流」「あらゆる分野で
の女性のエンパワーメ
ント」「次世代育成」
「情報提供の充実」を
目指し、様々な事業を
実施する、(公財)アジ
ア女性交流・研究
フォーラムの活動を支
援する。

女性創業応援団
事業

55,000

24

Ⅶ-1-
(3)-③ 
社会制度
や社会問
題などに
関する国
際協力の
推進

25
（公財）アジア
女性交流・研究
フォーラム事業

男女
共同
参画
推進
課

女性
活躍
推進
課

15,000

30人
（H30年
度）

80%
(H30年
度)

「北九州女
性創業支援
ひなの会」
の創設
（H29年
度）

男女共同参画社会
という言葉の認知
度

ひなの会育成メ
ニュー活用者数

「北九州女性創業
支援　ひなの会」
の創設

―

―

創設

―

―

12,300

―

― 創設

56,896

―

―
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財政局

平成29年度　行政評価の取組結果（財政局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

H28年度 H29年度

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H29年度 H28年度 人件費（目安）

― ―――― ―

―

財産
活用
推進
課

【施策の内容】
　各局への未利用公共
施設の情報提供や有効
活用を調整する。

― ―

―

―

―

1

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

―

Ⅴ-3-
(2)-②
公共施設
の転活用
などの検
討

【施策評価のみ】
未利用公共施設
の有効活用

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

　今後も引き続き、未利用の
公共施設の転活用可能なもの
については、有効活用を図れ
るよう取り組むとともに、公
共施設マネジメントとも連動
した有効活用に積極的に取り
組む。

― 順調

【評価理由】
　未利用の公共施設につい
て、各局に情報提供を行うこ
とで活用の検討を促すととも
に、市有財産利用調整協議会
において活用方法の調整を
行った。
　また、未利用市有地対策検
討会においても、未利用の公
共施設を含めて検討を行っ
た。
　平成29年度は、小倉北区と
八幡西区の幼稚園を放課後児
童クラブ棟として活用するこ
とを決定し、転活用を図っ
た。
　以上のことから、「順調」
と判断。

【課題】
　活用先のニーズに合った規
模の施設が少ない。

No.

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数

―
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市民文化スポーツ局

平成29年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

1,200 団
体

1,200 団
体

実
績

1,382
団
体

1,320
団
体

達
成
率

115.2 ％ 110.0 ％

目
標

80,000 人 80,000 人

実
績

91,400 人 87,946 人

達
成
率

114.3 ％ 109.9 ％

目
標

22,000 人 22,000 人
課
長

0.50 人

実
績

24,743 人 22,536 人
係
長

0.50 人

達
成
率

112.5 ％ 102.4 ％
職
員

0.25 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.80 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.80 人

　家庭教育学級や子育
てサポーターなどの活
動を通じて、保護者の
不安を軽減するため、
関係機関や関係部局と
連携しながら、情報提
供、啓発活動を行い、
保護者が家庭教育につ
いて学ぶ機会の充実、
子どもの基本的生活習
慣定着への理解を促す
ための情報提供、啓発
活動を進める。

小：93.0％
中：91.9％
（H25年
度）

朝食を毎日「食べ
ている」「どちら
かといえば食べて
いる」と回答した
児童生徒の割合

小：94.4％
中：93.7％

7,307
小：92.4％
中：91.0％

小：94.4％
中：93.7％

小：93.0％
中：91.9％
（H25年
度）

小：92.5％
中：90.9％

小：93.3％
中：91.9％

Ⅰ-1-
(3)-② 
家庭教育
支援の充
実

3
家庭・地域・学
校パートナー
シップ事業

　家庭教育学級や子育
てサポーターなどの活
動を通じて、保護者の
不安を軽減するため、
関係機関や関係部局と
連携しながら、情報提
供、啓発活動を行い、
保護者が家庭教育につ
いて学ぶ機会の充実、
子どもの基本的生活習
慣定着への理解を促す
ための情報提供、啓発
活動を進める。

生涯
学習
課

小:98％
中:97％

Ⅰ-1-
(3)-③ 
地域全体
が教育を
支える社
会の実現

家庭・地域・学
校パートナー
シップ事業

4
生涯
学習
課

小:100％
中:100％
（H30年
度）

　博物館の理念に基づき、博
物館を第二の学校として子ど
も達の来館機会を創出し、知
的好奇心や学習意欲を高める
役割を果たすことで、学校教
育の充実に寄与していく。
　文学館についても、更なる
入館者数の増加に向けた魅力
的な企画を創出していく。

  朝食を毎日「食べている」
「どちらかといえば食べてい
る」と回答した児童生徒の割
合は前年度とほぼ同程度で推
移しているため「順調」と判
断。

順調

【評価理由】
　成果指標については概ね横
ばいで推移しており「順調」
と判断。

【課題】
　核家族世帯や共働き世帯
等、世帯構成の多様化により
家庭教育学級へ参加できない
保護者に対する学習機会及び
役立つ情報の提供方法の検討
が必要である。

【評価理由】
　博物館の学校団体誘致数、
学校関係入館者数及び文学館
の入館者数がいずれも目標を
達成しているため「順調」と
判断。

【課題】
　博物館については、北九州
市に立ち寄る修学旅行の学校
団体の減少が見込まれるた
め、さらなる誘致活動の強化
を図る必要がある。
　文学館については、更なる
子どもの来場を促す仕組みづ
くりが必要となる。

順調

人

順調

順調

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

順調

　来館実績に基づいた誘致活
動を実施した結果、学校団体
数・入館者数ともに目標を達
成したため「順調」と判断。

順調

0.05

　入館者数が目標を上回った
ため「順調」と判断。

人

人

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

1,857 1,353
係
長

職
員

18,624

80,000人
以上
（毎年
度）

18,628

H29年度

2,901

H28年度 人件費（目安）

人数

16,075

課
長

78,290人
（H24年
度）

H28年度

施策番号
・施策名

博物館セカンド
スクール事業

　博物館を第二の学校
と位置づけ、修学旅
行・社会見学など学校
教育の一環として、子
どもたちの博物館利用
の促進を図るものであ
る。

1

Ⅰ-1-
(2)-⑤ 
子どもの
特性を伸
ばす教育
の充実

No.

2
文学館普及研究
費

文学
館

自然
史・
歴史
博物
館普
及課

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

H29年度

学校団体誘致数

　北九州市ゆかりの文
学者の業績を企画展等
で紹介するとともに、
本市の文芸の振興に功
績のあった文学者を市
内外に発信する。

入館者数
(単位：人）

朝食を毎日「食べ
ている」「どちら
かといえば食べて
いる」と回答した
児童生徒の割合

22,000人
（H30年
度）

小:99％
中:99％

10,741人
（H23年
度）

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

1,116団体
（H24年
度）

1,200団体
以上
（毎年
度）

学校関係入館者数

9,473

9,1507,111

9,1507,111

小：93.3％
中：91.9％

小：92.4％
中：91.0％

小:99％
中:99％

17,668 12,625

7,307

0.50

1.40

9,473

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

順調

  朝食を毎日「食べている」
「どちらかといえば食べてい
る」と回答した児童生徒の割
合は前年度とほぼ同程度で推
移しているため「順調」と判
断。

　核家族世帯や共働き世帯の
増加等、子どもや家庭を取り
巻く環境が大きく変化したこ
とにより、事業の見直しを求
める声が出てきた。そこで、
「家庭教育支援プロジェク
ト」を立ち上げ、平成31年度
以降の事業の見直しを検討す
る。
　また、子育てサポーター養
成後、実際の活動につながる
よう、市民センターや関係局
と協議する。

小:98％
中:97％

小：92.5％
中：90.9％

小:100％
中:100％
（H30年
度）

　核家族世帯や共働き世帯の
増加等、子どもや家庭を取り
巻く環境が大きく変化してい
るため、子育てサポーター養
成後、十分な活動をするため
の接点を持てるよう、市民セ
ンターや関係局と協議してい
く。

【評価理由】
　成果指標については概ね横
ばいで推移しており「順調」
と判断。

【課題】
　子育てサポーター及び子育
てサポーターリーダーの登録
数増加と、登録後の活動場所
の展開が必要である。
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市民文化スポーツ局

平成29年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度 H28年度 人件費（目安）

人数H28年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度
事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

100,000 人 100,000 人

実
績

85,864 人 84,107 人

達
成
率

85.9 ％ 84.1 ％

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

84 ％ 87 ％

達
成
率

93.3 ％ 96.7 ％

目
標

65 % 70 %
課
長

0.10 人

実
績

51.1 % 56.2 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

78.6 ％ 80.3 ％
職
員

0.20 人

生涯学習活動促
進事業

5 　地域に根付いた活動を実施
するため、地域の実情を反映
し、地域課題の解決につなが
る講座を増やしていく。
　平成30年度に実施した計画
書・報告書等の簡素化の他、
既存事業の統合による効率化
を図っていく。
　また、生涯学習推進コー
ディネーターについては、研
修会や館長研修を通じてコー
ディネーターの必要性を館長
に周知していく。

　生涯学習推進コーディネー
ターの配置割合は目標には達
していないものの、昨年度よ
り増加している。また、研修
会の実施等により生涯学習推
進コーディネーターの質の向
上や活動の充実化を図ってお
り、「順調」と判断。

0.10 人

【評価理由】
　生涯学習市民講座参加者数
はやや減少したものの、生涯
学習推進コーディネーターの
配置割合および生涯学習活動
に関する満足度は上昇してお
り、活動内容の充実が図れて
いることから「順調」と判
断。

【課題】
　生涯学習市民講座について
は、地域課題解決や地域活動
を目指す講座を増やす必要が
ある。
　生涯学習推進コーディネー
ター配置事業については、館
長にコーディネーターの必要
性を周知し、配置を促進して
いく必要がある。

順調

0.20

　生涯学習市民講座参加者数
は前年度と比較し減少してい
るが、生涯学習活動に関する
満足度は前年度より上昇し、
ほぼ目標を達成している。
　したがって「順調」と判
断。

人

人15,463

10,705 順調

順調

0.50

3,650

90％以上
（H32年
度）

生涯
学習
課

生涯学習活動に関
する満足度

生涯
学習
課

93,589人
（H25年
度）

　各市民センター等
で、地域課題や現代的
課題等の解決を目指す
講座、心と体の健康づ
くりを目指す講座など
幅広い分野にわたる講
座を実施する。また、
それぞれの地域の特色
を生かし、家庭・地
域・学校が連携して、
子どもたちに様々な体
験活動や世代間交流の
機会を提供し、地域ぐ
るみで子どもを見守り
育てる意識を高め、地
域全体で子どもの健全
育成に取り組む機運を
醸成する。

96.3%
（H25年
度）

85％
（H32年
度）

生涯学習市民講座
参加者数

14,240

生涯学習推進コー
ディネーターの配
置割合

56.2%
（H25年
度）

100,000人
（H30年
度）

7,2566
生涯学習推進
コーディネー
ター配置事業

Ⅰ-3-
(1)-① 
多様な学
習機会や
学習情
報、学び
の場の提
供

　生涯学習の推進なら
びに市民センター等の
活性化を図るため、学
習機会や人材等、地域
に関する様々な情報の
収集や提供を行う生涯
学習コーディネーター
を、全市民センターに
配置する。

課
長

6,90014,151

職
員

係
長

7,107
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市民文化スポーツ局

平成29年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度 H28年度 人件費（目安）

人数H28年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度
事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

1,380 人 1,410 人

実
績

1,435 人 1,477 人

達
成
率

104.0 ％ 104.8 ％

目
標

95 ％ 95 ％

実
績

96 ％ 98 ％

達
成
率

101.1 ％ 103.2 ％

目
標

100,000 人 100,000 人

実
績

85,864 人 84,107 人

達
成
率

85.9 ％ 84.1 ％

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

84 ％ 87 ％

達
成
率

93.3 ％ 96.7 ％

目
標

54 %
課
長

0.10 人

実
績

30.6 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

56.7 ％
職
員

0.30 人

目
標

75
法
人

90
法
人

実
績

73
法
人

88
法
人

達
成
率

97.3 ％ 97.8 ％

目
標

24,000 人 24,500 人

実
績

24,222 人 24,338 人

達
成
率

100.9 ％ 99.3 ％

対前年度
30人増

25,000人
(H30年度)

　生涯学習市民講座参加者数
は前年度と比較し減少してい
るが、生涯学習活動に関する
満足度は前年度より上昇し、
ほぼ目標を達成している。
　したがって「順調」と判
断。

　市民活動を促進する講座の
実施や情報提供の充実を図っ
ていく。

　新規設立NPO法人数及びサ
ポートセンター利用者数が目
標を概ね達成しているため
「順調」と判断。

順調

【評価理由】
　市政モニターアンケートの
結果からは、地域活動をリー
ドする人材の増加について、
実感を伴う段階まで達してい
ないことが分かったものの、
北九州市民カレッジ事業及び
生涯学習活動促進事業につい
ての成果指標は概ね好調に推
移していることから、「順
調」と判断。

【課題】
　生涯学習市民講座におい
て、地域課題解決や地域活動
を目指す講座を増やす必要が
あり、そうした受講者の中か
ら新たに講座や地域活動を
リードする人材を発掘してい
く必要がある。

人

人

【評価理由】
　新規設立NPO法人数及びサ
ポートセンター利用者数が目
標を概ね達成しているため
「順調」と判断。

【課題】
　市民活動のさらなる促進の
ため、新たな活動参加者の掘
り起こしとともに、活発に活
動する市民活動団体を育成し
ていくことが必要である。

順調0.30

1.10

0.30

　地域活動をリードする人材
育成として、生涯学習事業を
通して地域で活躍できる人材
の育成、生涯学習推進コー
ディネーターの配置の推進や
市民センター館長等研修を実
施した。
　また、人材マッチングモデ
ル事業を、年長者研修大学校
周望学舎と連携し市民セン
ターで実施した。
　一方で、市政モニターアン
ケート結果では「地域活動を
リードする人材やボランティ
ア活動に取組む人材が増加し
ていると感じる」に肯定的な
回答をした割合が、30.6％で
目標達成しなかったため、
「やや遅れ」と判断。

0.90

20,137

　受講者数、受講者の満足度
がいずれも目標を達成してい
るため、「順調」と判断。

順調

順調

0.40

人

人

人

人

人

係
長

60%以上
（H32年
度）

100,000人
（H30年
度）

90％以上
（H32年
度）

690人
（H25年
度）

95％
（毎年
度）

14,240

―

105法人
(H30年
度)

4,165

15,463

受講者数
(H28年度から八幡
西生涯学習総合セ
ンター実施分も含
む）

37.6%
（H27年
度）

93,589人
（H25年
度）

96.3%
（H25年
度）

受講者の満足度

4,935

90％
（H25年
度）

10
NPO・市民活動促
進事業

Ⅰ-3-
(2)-② 
地域を支
えるボラ
ンティア
の育成

市民
活動
推進
課

Ⅰ-3-
(2)-① 
地域活動
をリード
する人材
の育成

8

9

7

生涯学習活動促
進事業

生涯
学習
課

　市民の多様な学習
ニーズに対応した生涯
学習機会を提供し、自
己実現の促進および
「循環型生涯学習社
会」を担う人材の育成
を図る。
　北九州市民カレッジ
の講座は、生涯学習総
合センター主催コース
(まちづくり・人材育
成系、総合・教養系の
２コース）と高等教育
機関提携コースを前
期・後期の２期で実
施。

　各市民センター等
で、地域課題や現代的
課題等の解決を目指す
講座、心と体の健康づ
くりを目指す講座など
幅広い分野にわたる講
座を実施する。また、
それぞれの地域の特色
を生かし、家庭・地
域・学校が連携して、
子どもたちに様々な体
験活動や世代間交流の
機会を提供し、地域ぐ
るみで子どもを見守り
育てる意識を高め、地
域全体で子どもの健全
育成に取り組む機運を
醸成する。

北九州市民カ
レッジ事業

　地域が主体的に地域
課題を解決することが
できるよう、地域人材
の発掘～育成～活用ま
でを体系的に支援し、
地域力アップにつなげ
る仕組みをつくる。学
んだ成果を地域に活か
す講座の開催、地域活
動をリードする人材育
成事業及びボランティ
ア（アドバイザリー）
グループによる支援事
業を実施する。

地域課題解決の
ための人材活用
支援事業

生涯
学習
課

管理
運営
課

　市民活動の促進に加
え、NPOと行政の協働
を推進するため、活動
や協働等に関する相
談・助言、情報提供、
研修・啓発等を実施す
る。

18,588

1,000

21,450

課
長

係
長

職
員

「地域活動をリー
ドする人材やボラ
ンティア活動に取
組む人材が増加し
ていると感じる」
に肯定的な回答を
した割合

サポートセンター
利用者数

生涯学習活動に関
する満足度

生涯学習市民講座
参加者数

新規設立NPO法人数
（累計）

18法人
（H24年

度)

18,362人
(H20年度)

2.00

18,445

14,151

課
長

職
員

5,400

0.50

5,668

やや
遅れ

係
長

6,900

課
長

職
員

順調

人

0.10

0.20

89

人

21,850

　住民主体の地域づくりを促
進するため、生涯学習市民講
座において、地域課題解決や
地域活動を目指す講座を充実
させていく。
　そうした地域活動をリード
する人材の発掘、育成、活用
を図るため、体系的に支援す
る仕組みをつくる。
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市民文化スポーツ局

平成29年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度 H28年度 人件費（目安）

人数H28年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度
事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

92.9 ％ 94.0 ％

達
成
率

103.2 ％ 104.4 ％

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

97 ％ 96.5 ％

達
成
率

107.8 ％ 107.2 ％

目
標

14,000 人 16,000 人

実
績

16,515 人 17,705 人

達
成
率

118.0 ％ 110.7 ％

目
標

実
績

77.9 ％ 79.0 ％

達
成
率

105.7 ％ 101.4 ％

目
標

75 校 80 校

実
績

77 校 98 校

達
成
率

102.7 ％ 122.5 ％

目
標

実
績

87 件 75 件

達
成
率

117.1 ％ 113.8 ％

目
標

課
長

0.10 人

実
績

24.1 ％ 28.8 ％
係
長

0.35 人

達
成
率

96.4 ％ 119.5 ％
職
員

1.50 人

日本トップクラ
スの安全・安心
なまちづくり関
連事業

前年度比
増（毎年
度）

90％以上
（毎年
度）

90%
(H31年
度)

15,663

　今後も効果的・効率的な啓
発活動に務め、相談窓口の周
知とともに、賢い消費者の育
成を図り、被害防止に取り組
んでいく。

順調

　安全・安心相談ダイヤルに
ついて円滑に運営出来てお
り、市民の認知度も高まって
いるため、「順調」と判断。

　性犯罪認知件数は前年度に
比べ12件減少している。ま
た、「安全セミナー」や「地
域安全マップづくり」の延べ
実施校数においても目標を達
成していることから「順調」
と判断。

　犯罪認知件数の減少に体感
治安の改善が伴うよう、引き
続き安全・安心に関する活動
の推進を図るとともに、効果
的・効率的に安全・安心なま
ちづくりに向けた情報や取組
を市内外に発信していく。
　また、安全・安心総合相談
ダイヤル事業は、市民生活の
身近な安全・安心に関する相
談を受付け、市民の相談機会
の充実と不安感解消を図るも
のであるため、継続して事業
を実施していく。

【評価理由】
　防犯パトロール活動への参
加者数や「安全セミナー」
「地域安全マップづくり」の
実施校数の増加など、犯罪予
防の活動が充実してきてい
る。結果として性犯罪認知件
数の減少や、市民が感じる治
安状況の改善に繋がっている
と考えられる。
　また安全・安心総合相談ダ
イヤルの認知度も向上してい
ることから、「順調」と判
断。

【課題】
　体感治安の更なる向上のた
め、引き続き安全・安心に関
する取組の情報発信が求めら
れる。
　また、市政に関する幅広い
知識を有する相談員を確保
し、適切な相談体制をとる必
要がある。

1,705

順調

【評価理由】
　消費生活センターの認知度
及び消費生活センター等に相
談又は相談を勧める市民の割
合がそれぞれ目標の90％を超
えて推移していることから、
「順調」と判断。

【課題】
　消費者トラブルが多発して
いる中で、消費者から最初に
連絡を受ける存在として、今
後も安定した活動を推進する
必要がある。

係
長

15,835

15,900

14,088

職
員

19,290

25,081 0.30

0.05

人

0.60

0.10

人

14

子どもと女性の
「防犯力アッ
プ」事業

安全・安心総合
相談ダイヤル事
業

13

23,541

前年度比
増

2,035

90％以上
（毎年
度）

25％以上

前年件数
（105件）

減

21,640

　市民生活の身近な安
全・安心に関する相談
を受付ける「安全・安
心総合相談ダイヤル」
を円滑に運用し、市民
の相談機会の充実と不
安感解消を図る。

安
全・
安心
相談
セン
ター

前年件数
減

安
全・
安心
推進
課

Ⅱ-1-
(3)-①
「北九州
市安全・
安心条
例」の制
定と安
全・安心
に関わる
施策の推
進

人

1.50

0.35

課
長

1.50

0.10

人

0.35

職
員

　防犯パトロール活動への参
加者数が1,190人増加し、市
民が感じる治安状況も改善し
ていることから「順調」と判
断。

順調人

人

人

　悪質化・巧妙化する
消費者被害を未然に防
止するため、法律相談
会や消費者啓発・教育
講座等、消費者自身が
危機回避や被害にあっ
た場合の適切な対処法
を身に付けるための各
種事業を実施するな
ど、啓発の推進や支援
を行う。

　子どもと女性の犯罪
被害を防止するため、
子ども自身や子どもを
見守る保護者、女性を
対象とした安全セミ
ナー等を開催し、防犯
意識や知識の向上を図
る。

「安全セミナー」
「地域安全マップ
づくり」延べ実施
校

性犯罪認知件数

消費生活センター
の認知度

消費生活センター
等に相談又は相談
を勧める市民の割
合

安
全・
安心
推進
課

前年度
（73.7％)

比増

35校
（H25年
度）

14,170人
（H27年
度）

件数減
（毎年）

20,000人
以上

(H31年度)

前年度比
増

125校
(H31年
度)

73.7%
(H27年
度)

Ⅱ-1-
(1)-② 
市民の消
費生活の
安定と向
上

消費者啓発の推
進

消費
生活
セン
ター

11

12

　警察、関係団体等と
連携し、市民等の防犯
意識の向上や自主防犯
活動の活発化、安全・
安心な環境の整備など
に取り組み、日本トッ
プクラスの安全・安心
なまちづくりを推進す
る。

順調
22％
(H27年
度)

18,872

1,900

係
長

課
長

職
員

8,075

15,900

15,900

安全・安心総合相
談ダイヤルの認知
度

91.5％
(H26年
度）

104件
(H25年)

防犯パトロール活
動への参加者数

市民が感じる治安
状況（体感治安）

92％
(H23年
度）

26,389 人

人

順調

　消費生活センターの認知度
及び、消費生活センター等に
相談又は相談を勧める市民の
割合ともに目標値を上回り、
高い数値を維持しているた
め、「順調」と判断。

順調

課
長

係
長
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市民文化スポーツ局

平成29年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度 H28年度 人件費（目安）

人数H28年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度
事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

実
績

2,734 件 2,470 件

達
成
率

126.2 ％ 109.7 ％

目
標

実
績

77.9 ％ 79.0 ％

達
成
率

105.7 ％ 101.4 ％

目
標

実
績

8,124 件 7,570 件

達
成
率

116.1 ％ 106.8 ％

目
標

実
績

77.9 ％ 79.0 ％

達
成
率

105.7 ％ 101.4 ％

目
標

実
績

8,124 件 7,570 件

達
成
率

116.1 ％ 106.8 ％

目
標

実
績

77.9 ％ 79.0 ％

達
成
率

105.7 ％ 101.4 ％

前年度
（73.7％)

比増

90%
(H31年度)

前年比減

5,212件
(H25年)

8,000件
（H31年）

73.7%
(H27年度)

前年比減

73.7%
(H27年度)

73.7%
(H27年度)

前年度比
増

前年(9,682
件)比減

前年度比
増

前年度比
増

【評価理由】
　刑法犯罪認知件数や市民が
感じる治安状況が着実に改善
し、目標を達成していること
から「順調」と判断。

【課題】
　様々な事業や取組による防
犯活動の強化が犯罪件数や体
感治安に順調に表れてきてい
るが、更なる整備事業の実施
により、防犯活動の充実を推
進を図る必要がある。

　刑法犯認知件数や市民が感
じる治安状況が目標を達成し
ていることから「順調」と判
断。

　通学路防犯灯の拡充推進を
図る。また防犯カメラの維持
管理・運用を適正に行ってい
く。
　今後もこれらの事業を警察
等と連携して推進するととも
に、地域への積極的なＰＲを
行い、安全・安心を実感でき
るまちづくりを進める。

人

順調

市民が感じる治安
状況
（体感治安）

前年度
（73.7％)

比増

6,857

係
長

10,115

職
員

0.17

順調

刑法犯認知件数

職
員

3,435

前年度
（73.7％)

比増

順調

　刑法犯認知件数や市民が感
じる治安状況が目標を達成し
ていることから「順調」と判
断。

0.17

順調

0.17

課
長

0.04

人

人

人

人

人

16

通学路防犯灯拡
充事業

防犯灯設置事業

17

地域防犯対策事
業

安
全・
安心
都市
整備
課

安
全・
安心
都市
整備
課

16,340

15

安
全・
安心
推進
課

前年比減

前年
(3,706件)

比減

前年比減街頭犯罪件数

　北九州市安全・安心
条例では、「市民等は
安全・安心に関する意
識を自ら高め、行動す
ること」「市及び市民
等は相互に連携を深
め、防犯活動を協力し
て推進すること」と定
められている。この事
業では、市民の防犯意
識を高め、地域住民の
自主防犯活動を促進
し、安全・安心を実感
できるまちの実現を図
る。

係
長

0.04

0.17

0.35

0.10

1.50

係
長

人

課
長

3,435

　夜間における犯罪の
発生を未然に防止し、
公衆の通行の安全を図
るため地域と市が協力
しながら、防犯灯を設
置。
　防犯灯の設置にあ
たっては、LED防犯灯
の設置促進を図り、町
内会等の地域の防犯灯
の設置のため費用の一
部を助成し、明るく安
心して生活できるまち
づくりを推進。

　通学路において、市
によるLED防犯灯の設
置を行い、通学路の夜
間の安全確保に取り組
む。

9,682件
（H27年)刑法犯認知件数

9,682件
（H27年)

市民が感じる治安
状況
（体感治安）

市民が感じる治安
状況
（体感治安）

前年(9,682
件)比減

95,704

31,43735,380 35,055

154,797 70,983

職
員

15,900

人

人

Ⅱ-1-
(3)-② 
防犯活動
の強化

90%
(H31年度)

90%
(H31年度)

　街頭犯罪認知件数が前年度
に比べ264件減少したことに
加え、市民が感じる治安状況
が改善し、目標を達成してい
ることから「順調」と判断。

課
長

8,000件
（H31年）
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市民文化スポーツ局

平成29年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度 H28年度 人件費（目安）

人数H28年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度
事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

実
績

230
件
減

51
件
増

達
成
率

119.4 ％ 94.7 ％

目
標

実
績

77.9 ％ 79.0 ％

達
成
率

105.7 ％ 101.4 ％

目
標

実
績

8,124 件 7,570 件

達
成
率

116.1 ％ 106.8 ％

目
標

実
績

8,124 件 7,570 件

達
成
率

116.1 ％ 106.8 ％

目
標

実
績

77.9 ％ 79.0 ％

達
成
率

105.7 ％ 101.4 ％

前年度
（73.7％)

比増

19

前年度比
増

73.7%
(H27年度)

前年比減

前年(9,682
件)比減

前年
(1,187件)

比減

前年比減

順調

　刑法犯認知件数や市民が感
じる治安状況が目標を達成し
ていることから「順調」と判
断。

順調

　刑法犯認知件数は中期目標
を達成しており、市民が感じ
る治安状況についても改善が
見られることから「順調」と
判断。

0.04

0.17

9,682件
（H27年)

市民が感じる治安
状況
（体感治安）

人

課
長

係
長

人

人

人

防犯カメラ設置
補助事業

18 防犯カメラ事業 45,711

前年度比
増

90%
(H31年度)

前年比減

安
全・
安心
都市
整備
課

前年比減
（毎年）

　安全・安心条例の施
行を機に、地域団体や
事業者が犯罪抑止を目
的として公共空間を撮
影する防犯カメラを設
置する際の経費の一部
を補助することで、安
全・安心な環境の構築
に向けたさらなる取り
組みを推進する。

安
全・
安心
都市
整備
課

前年(9,682
件)比減

73.7%
(H27年度)

市民が感じる治安
状況
（体感治安）

前年度
（73.7％)

比増

刑法犯認知件数

0.17

職
員

職
員

課
長

係
長

0.17

繁華街における刑
法犯認知件数

刑法犯認知件数

　暴力団犯罪をはじめ
街頭犯罪を抑止し、市
民生活等の安全・安心
を確保するため、人が
多く集まる繁華街や幹
線道路に既に設置して
いる防犯カメラの適正
な維持管理、運用を行
う。

小倉中央
小学校区785件
(前年比161件減

17％減)

黒崎中央
小学校区288件
(前年比5件減

1％減)

計　1,073件
(前年比166件減

13％減)
（平成26年）

44,34244,510

7,343

3,435

21,546

90%
(H31年度)

8,000件
（H31年）

9,682件
（H27年)

0.04

0.17

22,750 3,435

人

8,000件
（H31年）

人
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市民文化スポーツ局

平成29年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度 H28年度 人件費（目安）

人数H28年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度
事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

実
績

73.6 ％ 71.9 ％

達
成
率

102.2 ％ 97.7 ％

目
標

実
績

76.9 ％

達
成
率

102.5 ％

目
標

実
績

73.6 ％ 71.9 ％

達
成
率

102.2 ％ 97.7 ％

目
標

実
績

76.9 ％

達
成
率

102.5 ％

前年度比
増（毎年
度）

　暴追対策に対する市民評価
の割合については微減であっ
たものの、企業における暴力
団排除条項の規定割合につい
ては、平成27年度（73.4%）
に比べ増加しており、「順
調」と判断。

順調

0.30

0.70

人

人

　引き続き暴力団追放の取組
を進めるとともに、より細や
かな民事介入暴力相談の実施
等、内容の充実を図ってい
く。

【評価理由】
　官民一体となった暴力団追
放運動の推進に取り組んでお
り、企業における暴力団排除
条項の規定割合の増加や、市
民による暴追対策への評価が
向上してきていることから
「順調」と判断。

【課題】
　暴力団追放運動に関する機
運の醸成や研修会を継続実施
し、事業者及び市民の暴排意
識を薄れさせないことが必
要。

人

順調

0.20

職
員

課
長

職
員

27,238

前年比増
（H31年
度）

Ⅱ-1-
(3)-③ 
暴力団追
放運動の
推進

9,24216,273

前年比増
（H31年
度）

25,974

9,145
係
長

人

人

21

暴力追放の推進

民事介入暴力相
談事業

安
全・
安心
相談
セン
ター

20

安
全・
安心
相談
セン
ター

　市民生活への暴力団
等の介入を排除し、安
全・安心なまちづくり
を図るため、民事介入
暴力相談を実施。

25,853

55.8％
(H25年
度)

72％以上

前年度比
増

48％
(H25年
度)

暴追対策に対して
評価した市民の割
合

企業における暴力
団排除条項の規定
割合

72％以上

0.40

0.00

暴追対策に対して
評価した市民の割
合

55.8％
(H25年
度)

48％
(H25年
度)

企業における暴力
団排除条項の規定
割合

　社会全体で暴力団を
排除する取り組みを推
進するため、事業者・
市民の暴排意識を高め
る市民暴力追放総決起
大会や暴力追放強調月
間による集中的な啓発
活動などを実施し、官
民一体となって取り組
む。

前年度比
増

75％以上

75％以上

4,300 0.20

12,850

係
長

課
長

　暴追対策に対する市民評価
の割合については微減であっ
たものの、企業における暴力
団排除条項の規定割合につい
ては、平成27年度（73.4%）
に比べ増加しており、「順
調」と判断。

人
前年度比
増（毎年
度）

順調
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市民文化スポーツ局

平成29年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度 H28年度 人件費（目安）

人数H28年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度
事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

実
績

7,729 件 7,001 件

達
成
率

104.3 ％ 109.4 ％

目
標

実
績

16 人 22 人

達
成
率

130.4 ％ 62.5 ％

目
標

実
績

7,729 件 7,001 件

達
成
率

104.3 ％ 109.4 ％

目
標

実
績

777 件 751 件

達
成
率

108.6 ％ 103.3 ％

目
標

課
長

0.10 人

実
績

777 件 751 件
係
長

0.20 人

達
成
率

108.6 ％ 103.3 ％
職
員

0.30 人

目
標

実
績

2,734 件 2,470 件

達
成
率

126.2 ％ 109.7 ％

目
標

実
績

77.9 ％ 79.0 ％

達
成
率

105.7 ％ 101.4 ％

23

25

「自転車マナー
アップ北九州」
推進事業

安
全・
安心
都市
整備
課

交通安全推進事
業

交通安全セン
ター管理運営

Ⅱ-1-
(3)-④ 
交通安全
の推進

5,212件
(H25年）

市民が感じる治安
状況
（体感治安）

街頭犯罪件数

前年比減

前年比減

前年比減

前年
（23人）

比減

前年
（850件）

比減

前年度比
増

　犯罪認知件数の減少に体感
治安が伴うよう、引き続き安
全・安心に関する活動の推進
を図るとともに、安全・安心
に関する情報や取組を効果的
に市内外に発信していく。

順調

【評価理由】
　交通事故の発生件数、自転
車関連事故の発生件数がとも
に、着実に減少しているため
「順調」と判断。

【課題】
　より効果的に交通事故を防
止するために、高齢者や子ど
も等の交通弱者を対象とした
交通安全教育や啓発活動を実
施していく必要がある。

順調

　引き続き交通事故防止につ
いて、子どもから高齢者まで
幅広く啓発を行う。

　交通事故の発生件数が前年
比728件減少と大きく改善し
ているため「順調」と判断。

順調

0.10

順調

【評価理由】
　各種犯罪認知件数の減少と
ともに、市民が感じる治安状
況も前年度比で改善している
ため、「順調」と判断。

【課題】
　体感治安の更なる改善のた
め、引き続き安全・安心に関
する情報や取組を市内外に発
信していくことが求められ
る。

職
員

人

職
員

順調

0.60

課
長

0.20

0.309,800

5,400

73.7%
(H27年
度)

22

　第９次北九州市交通
安全計画に基づき、重
点項目について啓発を
実施。
　生涯にわたる交通安
全教育及び効果的な広
報啓発活動により、市
民に広く交通安全思想
を普及し、交通事故防
止を図るもの。

前年
（3,706
件）
比減

23人
(H26年)

8,325件
(H26年)

自転車関連事故の
発生件数（警察統
計のため暦年でカ
ウント）

前年
（8,075件）

比減

0.10

人

人

安
全・
安心
都市
整備
課

安
全・
安心
推進
課

安
全・
安心
都市
整備
課

地域防犯対策事
業

　北九州市立交通安全
センターを管理すると
ともに、交通安全教室
等を開催し、自転車の
安全運転や、交通ルー
ル・マナーの徹底を図
る。

　自転車のルール・マ
ナーアップを推進する
ため、自転車交通ルー
ル検定の実施など自転
車安全教育や啓発の更
なる推進とともに、万
が一に備えた自転車保
険の加入促進に取り組
む。

交通事故死亡者数
（警察統計のため
暦年でカウント）

人

972件
(H26年)

自転車関連事故の
発生件数（警察統
計のため暦年でカ
ウント）

Ⅱ-1-
(3)-⑤ 
非行や犯
罪を生ま
ない地域
づくり

　北九州市安全・安心
条例では、「市民等は
安全・安心に関する意
識を自ら高め、行動す
ること」「市及び市民
等は相互に連携を深
め、防犯活動を協力し
て推進すること」と定
められている。この事
業では、市民の防犯意
識を高め、地域住民の
自主防犯活動を促進
し、安全・安心を実感
できるまちの実現を図
る。

交通事故の発生件
数（警察統計のた
め暦年でカウン
ト）

972件
(H26年)

35,380

係
長

職
員

係
長

15,900

27,573

2,000

7,802

1,145

31,437

課
長

前年比減
（毎年）

交通事故の発生件
数（警察統計のた
め暦年でカウン
ト）

前年
（850件）

比減

8,325件
（H26年)

前年
（8,075件）

比減

35,055

90%
(H31年
度)

1.50 人

人

0.35

課
長

係
長

　交通事故発生件数、自転車
関連事故発生件数ともに前年
比で減少したため「順調」と
判断。

　街頭犯罪認知件数が前年度
に比べ264件減少したことに
加え、市民が感じる治安状況
が改善し、目標を達成してい
ることから「順調」と判断。

0.20

H32年まで
に

7,300件
以下

前年比減

前年比減

前年比減

前年比減

5,418

27,572 27,572

1,947

前年度
（73.7％)

比増

0.10

3,650

24

H32年まで
に

7,300件
以下

H32年まで
に

19人以下

前年比減
（毎年）

人

人

人

順調

　自転車事故発生件数は前年
比で26件減少したため「順
調」と判断。

7,335
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市民文化スポーツ局

平成29年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度 H28年度 人件費（目安）

人数H28年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度
事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

4,000 人 4,000 人 課
長

0.03 人

実
績

5,274 人 5,039 人 係
長

0.05 人

達
成
率

131.9 ％ 126.0 ％ 職
員

0.05 人

目
標

実
績

92
団
体

94
団
体

達
成
率

105.7 ％ 102.2 ％

目
標

実
績

小倉
0.16
黒崎
0.36

％

小倉
0.13
黒崎
0.29

％

達
成
率

小倉
40.0
黒崎
20.0

％

小倉
118.8
黒崎
119.4

％

目
標

実
績

92
団
体

94
団
体

達
成
率

105.7 ％ 102.2 ％

目
標

実
績

小倉
0.16
黒崎
0.36

％

小倉
0.13
黒崎
0.29

％

達
成
率

小倉
40.0
黒崎
20.0

％

小倉
118.8
黒崎
119.4

％

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

0.50 人

目
標

16
団
体

16
団
体

課
長

0.20 人

実
績

16
団
体

17
団
体

係
長

0.50 人

達
成
率

100.0 ％ 106.3 ％
職
員

0.50 人

　迷惑行為防止重点地区サイ
ン整備事業は、事業計画どお
りに実施し、平成29年度で終
了。
　今後はモラル・マナーアッ
プ関連条例推進事業につい
て、基本計画（第2次計画）
に掲げた目標達成に向けて取
り組みの充実・強化を図る。

順調

路上喫煙率（歩行
者に占める喫煙者
の割合）

【評価理由】
　迷惑行為防止に係る地域活
動団体数は前年度より増加
し、活動の裾野が広がってい
る。
　また、巡視活動及び広報啓
発活動により路上喫煙率が前
年度より減少しているため、
「順調」と判断。

【課題】
　円滑な巡視活動や活動の裾
野の拡大のため、様々な機会
を捉えた広報や周知が必要。

人

係
長

0.30
職
員

0.20

課
長

順調

0.10

28
迷惑行為防止重
点地区サイン整
備事業

モラル・マナー
アップ関連条例
推進事業

Ⅲ-1-
(1)-④ 
市民のモ
ラル・マ
ナーの向
上

Ⅲ-2-
(1)-② 
地域にお
ける伝統
文化の発
掘・継承

地域
振興
課

前年度(小
倉0.10%、
黒崎0.20%)

以下

前年度(87
団体）比増

戦時資料展示コー
ナー見学者数

人

0.40

0.10 順調

11,050

課
長

編纂
執筆

1,928 1,922

　目標値を大幅に上回ったた
め、「大変順調」と判断。

　戦争がもたらした惨禍と平
和の尊さを、多くの市民に理
解していただくため、広報活
動を通じて、戦時資料展示
コーナーの周知により一層力
を入れていく。チラシの配布
先の拡充等、PR活動を通じ
て、入場者数の増加を図る。

【評価理由】
　見学者数は昨年に引き続き、
目標値を大幅に上回ったため
「大変順調」と判断。

【課題】
　今後さらに多くの市民に来場
いただけるよう、広報活動の強
化を図り、市内文化施設や宿泊
施設等、案内チラシ配布先の拡
充に取り組む必要がある。

大変
順調

大変
順調

職
員

0.10

人6,150
係
長

迷惑行為防止に係
る地域活動団体の
増加

　伝統文化の継承者や
保存団体の活動を育
成・支援し、市内の伝
統文化を発掘し、次世
代に継承していく。

27

82団体
（H26年
度）

小倉
0.17%
黒崎
0.24%

（H26年
度）

3,647人
（H22年
度）

安
全・
安心
都市
整備
課

文化
企画
課

文化
企画
課

29
小倉祇園太鼓調
査事業

文化財保存補助

　市民からご寄贈いた
だいた戦時下の資料を
保管、展示することに
より、北九州市立埋蔵
文化財センター内に開
設した戦時資料展示
コーナーにおいて、戦
争がもたらした惨禍と
平和の尊さを多くの市
民に理解していただ
く。

　条例や基本計画に基
づき下記事業に取り組
む。
・小倉・黒崎地区（迷
惑行為防止重点地区）
での巡視活動（過料の
適用）
・地域が実施する迷惑
行為防止活動に対する
支援
・小学生を対象とした
モラル・マナーアップ
教育
・モラル・マナーアッ
プに関する広報啓発

　平成28年3月2日、小
倉祇園太鼓が国の「記
録作成等の措置を講ず
べき無形の民俗文化
財」に選択されたこと
に伴い、その文化財と
しての価値を明らかに
するべく、平成28年度
から「小倉祇園太鼓調
査委員会」を設置し、
平成30年度まで調査を
実施する。

　迷惑行為防止重点地
区内の路面標示等サイ
ン整備の充実を図るこ
とで、円滑な巡視活動
や広報・周知の取り組
み強化につなげ、市民
のモラル・マナーアッ
プを推進する。 路上喫煙率（歩行

者に占める喫煙者
の割合）

26,999

82団体
（H26年
度）

指定無形民俗文化
財保存支援団体数

調査報告書の刊行

16団体
（H26年
度）

小倉
0.17%
黒崎
0.24%

（H26年
度）

Ⅱ-3-
(4)-① 
平和の尊
さへの理
解の促進

26
戦時資料展示
コーナー管理運
営事業

安
全・
安心
都市
整備
課

迷惑行為防止に係
る地域活動団体の
増加

前年度(87
団体）比

増

前年度以
下

4,000人
（毎年
度）

前年度比増

前年度以下

前年度比
増

前年度比
増（毎年
度）

前年度比
増（毎年
度）

17団体
（H30年
度以降
毎年
度）

1,533

前年度比
増（毎年
度）

　迷惑行為防止に係る地域活
動団体の増加及び路上喫煙率
について目標を達成している
ことから、「順調」と判断。

前年度以
下（毎年
度）

29,492

　迷惑行為防止に係る地域活
動団体の増加及び路上喫煙率
について目標を達成している
ことから、「順調」と判断。

　順調に調査が進捗している
ため「順調」と判断。

人

1,0151,052 1,007

前年度(小
倉0.10%、
黒崎0.20%)

以下

編纂
執筆

10,520 8,486

4,400

1,366

27,887

1,453

―

―

2,000

1,220

11,050

人

人

　保存団体への周知と適切な
協議を行い、事業を進めるこ
とができたため「順調」と判
断。

順調30

　伝統文化の発掘や継承のた
め、今後も引き続き、文化財
保護団体の活動の活性化に資
する補助制度を継続してい
く。

順調

【評価理由】
　平成30年度で調査事業が終
了するため、調査報告書を刊
行する必要があるが、文化財
調査は順調に進んでいる。
　また、補助制度についても
文化財保存団体への周知や適
切な協議を進めることができ
たため「順調」と判断。

【課題】
　指定無形民俗文化財の保護
団体の自主的な申請に対する
補助事業については、引き続
き保護団体に対して周知して
いく必要がある。

刊行
（H30年
度）

順調

―
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市民文化スポーツ局

平成29年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度 H28年度 人件費（目安）

人数H28年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度
事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

80 ％ 80 ％

実
績

85 ％ 90 ％

達
成
率

106.3 ％ 112.5 ％

目
標

65 ％ 65 ％

実
績

60.7 ％ 62.9 ％

達
成
率

93.4 ％ 96.8 ％

目
標

85 ％ 85 ％
課
長

0.05 人

実
績

100 ％ 100 ％
係
長

0.06 人

達
成
率

117.6 ％ 117.6 ％
職
員

0.06 人

目
標

110,000
千
円

110,000
千
円

実
績

408,148
千
円

519,944
千
円

達
成
率

371.0 ％ 472.7 ％

目
標

65.0 % 75.0 %

実
績

72.6 % 88.1 %

達
成
率

111.7 ％ 117.5 ％

目
標

10万 人 9万 人
課
長

0.10 人

実
績

9万 人 8万 人
係
長

0.30 人

達
成
率

90.0 ％ 88.9 ％
職
員

0.00 人

　映画・芸能資料館
「松永文庫」における
企画展示・イベント等
の積極的な開催を通じ
て、映画文化の振興、
「映画の街・北九州」
の情報発信に取り組
む。

34

Ⅲ-2-
(2)-① 
発信力の
高い文化
芸術の振
興

32 1,625

係
長

課
長

6,500

順調

年間来館者数 89,317人
(H26年度)

　地域の音楽文化の向
上を図ることを目的
に、クラシックコン
サートを中心とした音
楽祭に助成を行うも
の。本音楽祭は、市制
25周年を記念して始ま
り、29年度で30回を数
え、本市の秋を彩る催
し物として定着してい
る。

【劇場・自主事業】
　エンターテインメン
トから芸術性の高い作
品まで舞台芸術全般を
網羅し、幅広い年代層
をターゲットに公演を
行う。また、北九州芸
術劇場オリジナルの演
劇作品等を制作し、公
演を実施。

【響ホール・自主事
業】
　室内楽専用ホールの
特性を生かした質の高
いコンサートや響ホー
ルを拠点として地元演
奏家を積極的に育てる
コンサートを行う。ま
た、響ホールからの発
信を意識した、オリジ
ナリティのある演奏会
を実施。

文化
企画
課

33

係
長

文化
企画
課

映像製作誘致強
化関連事業

31
芸術文化活性化
事業

100,000
千円

(H21年
度)

95％
（H21年
度）

北九州芸術劇場・
自主事業入場率

65％
（H30年
度）

500,000
千円

（H30年
度以降
毎年
度）

85％
（H30年
度）

10万人
／年

80％
（H30年
度）

1.80

0.05

　年間来館者数の目標は達成
できなかったが、9割程度の
実績であることから、「順
調」と判断。

大変
順調

　北九州芸術劇場について
は、幅広い年代層を対象とし
た公演が提供され、入場率も
目標値を上回った。
　響ホール事業については、
入場率の面で目標値を若干下
回ったものの、平成28年度か
ら一定の改善が見られた。ま
た、国内外で活躍する著名な
演奏家による公演のみなら
ず、声楽コンサートや子ども
も楽しめるファミリーコン
サート等、幅広いラインナッ
プをそろえ、来場者の満足度
は非常に高かった。
　以上のことから、本市の文
化振興に寄与したと判断し、
｢順調｣と判断。

　海外オーケストラや世界で
活躍する本市出身アーティス
ト等、国内外の一流の演奏家
を招いて実施された。
　入場者数も1万人を超え、
満足度も高い水準を維持して
いることから、本市の文化振
興に大きく寄与しており、｢
順調｣と判断。

　撮影隊の市内滞在に伴う地
域経済への貢献、北九州フィ
ルム･コミッションの市民へ
の認知度ともに、目標値を大
幅に上回ったことから「大変
順調」と判断。

順調

順調

職
員

人

職
員

課
長

54,331 57,280

120,53990,618

28,860

9,000 8,924

80.0%
(H30年
度）

134,851

56,388

50,000 49,395

59.8%
(H25年
度)

北九州市国際音楽
祭の満足度

北九州国際音楽
祭

　映画・テレビドラマ
等のロケ地誘致や撮影
支援を積極的に行い、
本市の知名度と都市イ
メージの向上を図る。
　また、活動成果の市
民との共有や、「映画
の街・北九州」という
新たな都市ブランドの
発信により、街のにぎ
わいの創出や市民交流
等のまちづくりにつな
げる。

文化
企画
課

文化
企画
課

36,100

4,150

3,550

地域経済への貢献
（直接経済効果）

56％
（H21年
度）

人

人

順調

人

人

　今後とも発信力の高い、ま
ちの魅力づくりにつながる事
業の実施を目指し、事業内容
を検討し、効率性の観点も加
えながら、事業規模を維持し
ていく。
　映像製作誘致強化関連事業
については、引き続きアジア
を中心とする海外作品の誘致
等に積極的に取り組み、全国
的に注目されている松永文庫
からの映画文化の発信ととも
に「映画の街・北九州」とい
う都市ブランドを国内外に広
く発信していく。

【評価理由】
　北九州芸術劇場、響ホール
は自主事業の実施により、文
化芸術を発信し概ね目標を達
成した。
　北九州市国際音楽祭は、高
い満足度を維持している。
　また「映画の街・北九州」
の認知度は年々高くなってお
り、松永文庫の「年間来館者
数」も好調である事から、施
策として「順調」と判断。

【課題】
　高い入場率につながる魅力
的な自主事業を企画していく
必要がある。また、芸術文化
の振興を街のにぎわいづくり
につなげていくことが重要で
ある。
　国内外に本市の魅力を発信
できる作品を誘致するため、
ロケ候補地の情報等を広く収
集する必要がある。

人

松永文庫企画事
業

響ホール事業・響
ホール自主事業入
場率

北九州フィルム・
コミッションの市
民への認知度

0.17

0.17

0.40

1.80

83％
（H21年
度）
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市民文化スポーツ局

平成29年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度 H28年度 人件費（目安）

人数H28年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度
事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

16
事
業

15
事
業

課
長

0.05 人

実
績

16
事
業

15
事
業

係
長

0.30 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

25 件 25 件
課
長

0.05 人

実
績

21 件 20 件
係
長

0.10 人

達
成
率

84.0 ％ 80.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

113,000 人 220,000 人

実
績

113,274 人 183,887 人

達
成
率

100.2 ％ 83.6 ％

目
標

20,000 人

実
績

32,297 人

達
成
率

161.5 ％

目
標

420,000 人 420,000 人
課
長

1.40 人

実
績

508,003 人 532,110 人
係
長

1.80 人

達
成
率

121.0 ％ 126.7 ％
職
員

5.40 人

38
博物館企画展・
特別展充実事業

　企画展･特別展は、
特定のテーマを設けて
自然史や歴史に関する
展示を行うことによっ
て、市民が楽しく学べ
る場を提供し、本市の
学術文化の発展を図る
もの。

＜平成29年度特別展＞
・春の特別展
「ホントはすごい！ど
うぶつ展｣
・夏の特別展
「大昆虫博」
・秋の特別展
「最後の戦国武将 小
倉藩主 小笠原 忠真」
・冬の特別展
「アクア・キングダ
ム」
・春の特別展
「Bones～骨、ほね、
ホネ～」

自然
史・
歴史
博物
館普
及課

37
美術館企画展充
実事業

36

　美術館本館及び分館
において、多彩で魅力
ある企画展を開催し、
本市の美術・文化の振
興を積極的に推進す
る。

11,713人
（H26年
度）

コレクション展の
観覧者数

北九州市文化振
興基金

芸術文化育成負
担金・補助金

Ⅲ-2-
(2)-③ 
市民が文
化芸術に
接する機
会の拡大

5,825

　助成制度は、市民レベルで
の活動を支えるものであり、
市の文化水準の向上や個性あ
る地域文化の振興のために
も、今後も継続的に実施して
いく。

　平成29年度は開館15周年を
迎える年であったため、11月
の開館記念日には、開館記念
式典を実施した。
　特別展・企画展について
も、15周年記念事業として
大々的にPRを行った。
　また、特別展・企画展に併
せて、15周年記念単独でも
様々な関連イベントを企画・
実施し、集客の増加を図っ
た。
　その結果、平成29年7月に
累計入館者数600万人を達成
し、年間の入館者数も前年度
を上回る結果となったため、
「大変順調」と判断。

　前年度比１団体減の15団体
に対し助成を行い、各団体の
事業は予定どおり実施され、
多数の来場があった。
　この助成制度により、地
域・市民レベルにおける文化
活動を支える一定の効果があ
ることから、｢順調｣と判断。

大変
順調

【評価理由】
　文化団体や市民の行う芸
術・文化活動等を助成し、市
民の文化芸術活動の促進に寄
与しており、｢順調｣と判断。

【課題】
　助成の内容や必要性を検討
しながら、事業を実施してい
く必要がある。

【評価理由】
　美術館、博物館ともに入館
者数は好調に推移しているた
め、「大変順調」と判断。

【課題】
　美術館については、より魅
力のある企画を実施すること
で入館者数を増加させる必要
がある。
　博物館については、隣接す
る大規模テーマパークの閉園
に伴い、修学旅行やツアー等
の団体客の減少が見込まれ
る。

順調

36,750
係
長

課
長245,420人

（H26年
度）

―
25,000人
（H30年
度）

25件
（毎年
度）

230,000人
（H30年
度）

16事業
（H30年
度）

3.65 人

0.65

0.25

　平成29年11月の美術館本館
リニューアルオープンに合わ
せて企画展及びコレクション
展を実施した。リニューアル
工事の影響もあり、美術館の
入館者については、目標値を
下回ったが、コレクション展
入館者は目標を上回ったた
め、「順調」と判断。

順調

順調

人

　市民の自主的な芸術、文化
活動の助成を行うことができ
たため、「順調」と判断。

大変
順調

52,173

36,150

人

40,334

55,600

36,350

11,190 7,682

73,496121,428126,811

8,041

450,000人
（H30年度
以降毎年

度）

美術館の入館者数

45,845
369,711人
（H24年
度）

各種文化事業の実
施

北九州市文化振興
基金奨励事業の補
助件数

博物館総入館者数

16事業
（H23年
度）

27件
（H21年
度）

美術
館普
及課

文化
企画
課

職
員

74,600

3,825

Ⅲ-2-
(2)-② 
市民の文
化芸術活
動の促進

　北九州市の文化水準
の向上と地域文化の振
興に資することを目的
として設置された北九
州市文化振興基金運用
果実により、市民の行
う芸術・文化活動等に
対し助成を行う。

　本市の文化水準の向
上及び地域文化の振興
を推進することを目的
として、積極的に文化
活動を展開している文
化団体等の事業に対し
て、助成を行う。

―

―

35

順調

　美術館については、リ
ニューアル工事を終えて、よ
り積極的な企画を実施するこ
とで集客の増加につなげてい
く。
　博物館については、次なる
開館20周年記念に向けて、効
果的な広報PRや魅力的な企画
展・特別展の開催等ソフト面
での充実を工夫して、事業展
開していく。
　また両館とも、施設の老朽
化に伴う施設改修について、
費用負担等を検討していく。

文化
企画
課

45



市民文化スポーツ局

平成29年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度 H28年度 人件費（目安）

人数H28年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度
事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

15 ％
課
長

0.10 人

実
績

14 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

93.3 ％
職
員

3.00 人

目
標

2,500 人 3,000 人
課
長

0.15 人

実
績

4,024 人 5,179 人
係
長

0.40 人

達
成
率

161.0 ％ 172.6 ％
職
員

0.40 人

目
標

6 人 6 人

実
績

5 人 5 人

達
成
率

83.3 ％ 83.3 ％

目
標

2,200 人 2,200 人

実
績

1,692 人 2,037 人

達
成
率

76.9 ％ 92.6 ％

目
標

1,000 件 1,000 件
課
長

0.20 人

実
績

1,202 件 713 件
係
長

0.40 人

達
成
率

120.2 ％ 71.3 ％
職
員

0.40 人

大変
順調

42

優れた文化・芸
術との“出会
い”創造事業

Ⅲ-2-
(2)-④
文化芸術
の担い手
の育成

41

―

順調

　市内小学校130校のうち、
八幡東区・戸畑区内の小学3
年生を対象に試行事業を実施
した。インフルエンザの流行
に伴い中止した1校を除く18
校で予定通り実施したため、
概ね「順調」と判断。

順調

　応募者の多い学校からの応
募が減ったことなどにより目
標は下回ったが、応募作品の
内容は選考委員からも一定の
評価をいただいており、「順
調」と判断。

【評価理由】
　次世代の文化芸術の担い手
となる子どもたちに対し、優
れた文化・芸術に触れる機会
を提供している。様々な分野
の事業を実施しているが、い
ずれも概ね好調に推移してい
ることから、｢順調｣と判断。

【課題】
　文化・芸術の担い手を育成
していくためには、事業を効
果的に周知するとともに、市
民が文化・芸術に触れる機会
を確保していくことが必要で
ある。

順調

8,150

職
員

9,300

0.70

0.00

人0.10
課
長

係
長

9,137

教育普及事業への
参加者数の増加

子どもノンフィ
クション文学賞

現代美術セン
ター・CCA北九州
支援事業

39

40

美術鑑賞事業
「ミュージア
ム・ツアー」

文学
館

3,000人
（H30年
度）

8,72514,450

CCA北九州事業参加
者人数

1,800人
（H32年
度）

100%
（H30年
度）

　小中学校等へのアーティス
トの派遣や、放課後児童クラ
ブでの訪問コンサートの実
施、東京藝術大学等の一流芸
術家による指導等、子どもた
ちが優れた文化や芸術に触れ
ることのできる機会を創るこ
とができた。
　参加者数も目標値を大きく
上回る結果となったことか
ら、シビックプライドの醸成
や本市の文化振興に寄与した
と判断し、｢大変順調｣と判
断。

　CCA北九州のメイン事業で
あるフェローシッププログラ
ムでは、昨年度と同様に受講
生5名を維持することができ
た。
　市民対象の公開事業につい
ては、参加者数が目標にはわ
ずかに届かなかったものの、
昨年度実績を大きく上回る結
果となった。
　以上より、若手アーティス
トの指導育成や、CCA北九州
の活動の市民への浸透に一定
の効果があったと判断し、事
業評価を「順調」と判断。

人

18,000

5人
（H32年
度）

1,000件
(H30年
度）

9,324

12,317

54,945

570件
（H27年
度）

2,122人
（H23年
度）

44,719

フェローシッププ
ログラムの受講者
数

―

応募総数

6人
（H23年
度）

2,500人
（H27年
度）

参加校の割合

　「ノンフィクショ
ン」というジャンルの
作品を書くことで、子
どもたちが人間や社会
への関心をもつ契機と
なり、思考能力や人間
としての成長を促すこ
とを目的に、全国の小
中学生を対象に創設し
た文学賞。

　CCA北九州は、現代
美術の世界的な拠点の
ひとつとなることを目
指して活動している研
究・学習機関。国内外
から集まる現代美術の
若手アーティスト等の
指導育成、招聘アー
ティストによる新作発
表のための展覧会、国
内外の第一線で活躍す
る学芸員による「キュ
レーターミーティン
グ」を開催するととも
に、CCA北九州のネッ
トワークを活かして、
その活動を広く市民に
浸透させるための文化
講座、子ども向けワー
クショップなどの事業
を行っている。
　これら事業を実施し
ているCCA北九州を支
援するもの。

　市内の小学3年生を
対象に、美術作品の鑑
賞他体験型のプログラ
ムを作成し、子どもた
ちに体験してもらうこ
とでシビックプライド
の醸成をはかる。

文化
企画
課

文化
企画
課

　将来の文化・芸術の
担い手を育成し、本市
の文化振興をさらに進
めるとともに、シビッ
クプライドの醸成につ
なげていくため、若者
や子どもたちを中心に
優れた文化・芸術と
の”出会い”の場・機
会を創造していく。

　次世代の担い手の育成は非
常に重要な課題であり、シ
ビックプライドの醸成という
観点からも、子どもたちや若
者が文化・芸術に接する機会
を拡大していくことが必要で
ある。
　今後も、学校・地域等にお
ける教育普及活動（アウト
リーチ）やホール等の文化施
設における体験活動等、子ど
もたちの文化・芸術に接する
機会の充実に向けて、事業内
容を検討していきたい。
　平成30年度と同様に、市民
対象の公開事業や地域との連
携、現代アートを紹介する場
としてのCCA北九州の浸透に
努める。
　｢街なか｣での合唱コンサー
トや子どもとシニア世代によ
る市民合唱祭に加え、高齢者
を対象とした合唱事業の実施
等、社会包摂的機能の活用を
図りながら、｢合唱の街・北
九州｣の更なる推進に向けて
事業を実施していきたい。

順調

人

5,568

12,502

25,6506,000

美術
館普
及課

45,000
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市民文化スポーツ局

平成29年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度 H28年度 人件費（目安）

人数H28年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度
事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

1,000 件 700 件
課
長

0.05 人

実
績

628 件 484 件
係
長

0.30 人

達
成
率

62.8 ％ 69.1 ％
職
員

0.30 人

目
標

1,000 人 1,200 人
課
長

0.10 人

実
績

1,304 人 976 人
係
長

0.30 人

達
成
率

130.4 ％ 81.3 ％
職
員

0.40 人

「林芙美子文学
賞」作品応募数

「合唱の街づく
り」推進事業

43

44 順調
合唱関連事業にお
ける歌い手として
の参加者

林芙美子文学賞
文学
館

　「放浪記」、「浮
雲」などの作品で知ら
れ、特に短編の名手と
して評価の高い林芙美
子の名を冠する文学
賞。
　多くの文学者、作家
を輩出した北九州市の
豊かな文化的土壌を全
国に発信するととも
に、北九州市文化振興
計画の重要な柱である
「人材育成」に寄与す
ることを目的とする。

　市民の歌声があふれ
る「合唱の街・北九
州」の実現に向けて、
子どもたちからシニア
世代まで幅広い年代の
多くの市民が、合唱す
る側や聴いて楽しむ側
として参加するまちづ
くりを進めていく。

文化
企画
課

900人
（H30年
度）

500件
(H30年
度）

5,825

　芥川賞などの選考対象とし
ても取り上げられやすいよう
原稿枚数を増加した結果、作
品応募数は減少したものの、
力量を持った書き手に絞り込
まれ、選考委員からも一定の
評価をいただいていることか
ら「順調」と判断。

順調

　合唱が盛んな本市の素地を
活かし、合唱関連の様々な事
業を行った。歌い手としての
参加者は減少したが、来場者
数は増加となったほか、高齢
者向けの合唱事業を実施する
など、新たな分野への取り組
みを進めることができた。
　これにより、本市の文化振
興に大きく寄与したと判断
し、｢順調｣と判断。

16,000 10,502 12,613

8,844

682人
（H27年
度）

1,602件
（H26年
度）

7,1509,64712,000
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市民文化スポーツ局

平成29年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度 H28年度 人件費（目安）

人数H28年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度
事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

課
長

0.50 人

実
績

8 件
係
長

0.70 人

達
成
率

職
員

0.70 人

目
標

100,000 人 100,000 人
課
長

1.00 人

実
績

100,766 人 88,277 人
係
長

1.00 人

達
成
率

100.8 ％ 88.3 ％
職
員

3.00 人

目
標

110,000
千
円

110,000
千
円

実
績

408,148
千
円

519,944
千
円

達
成
率

371.0 ％ 472.7 ％

目
標

65.0 % 75.0 %

実
績

72.6 % 88.1 %

達
成
率

111.7 ％ 117.5 ％

目
標

12,000 人
課
長

0.10 人

実
績

18,280 人
係
長

0.30 人

達
成
率

152.3 ％
職
員

0.30 人

　女性俳句の草分けで
ある杉田久女・橋本多
佳子などのPR・顕彰に
取り組むとともに、
「北九州文学サロン」
を拠点として、点在す
る文学的素材やさまざ
まな文化資源・文化的
取組みをつなげる仕組
みづくりを行う。

10万人
／年

漫画ミュージアム
年間入場者数

39,000人
（H29～31
年度）

　映画・テレビドラマ
等のロケ地誘致や撮影
支援を積極的に行い、
本市の知名度と都市イ
メージの向上を図る。
　また、活動成果の市
民との共有や、「映画
の街・北九州」という
新たな都市ブランドの
発信により、街のにぎ
わいの創出や市民交流
等のまちづくりにつな
げる。

漫画
ミュ
ージ
アム
事務
局

文化
企画
課

北九州文学サロ
ン管理運営事業
（旧・文学の
街・北九州発信
事業）

文化
企画
課

47

北九州市漫画
ミュージアム普
及事業

80.0%
(H30年
度）

―

Ⅲ-2-
(2)-⑤ 
文化芸術
によるま
ちづくり

施設開館

【評価理由】
　「文化創造都市」としての
本市の都市ブランドを発信す
るうえで、象徴的な事業であ
る「東アジア文化都市」の開
催地誘致に向けて取組を開始
した。
　様々な分野の事業を実施し
ているが、いずれも成果指標
の目標を概ね達成しているこ
とから、｢順調｣と判断。

【課題】
　2020年東京大会に向けた文
化プログラムに関する広報活
動等を強化し、認証件数を増
やしていく必要がある。
　また、来館者数の確保のた
め、魅力のある施設づくりや
企画の実施に努める必要があ
る他、それぞれの活動がまち
づくりのステージへ広がって
いく仕掛けを検討する必要が
ある。

順調

36,100

18,000

課
長

職
員

人

1.80

56,388

12,000

71,050

2020年東京大会に
向けた文化プログ
ラムの認証件数

―

係
長

0.40

1.80

　北九州市漫画ミュー
ジアムにおいて、常設
展示の充実・企画展・
イベント等の開催を通
じて漫画文化の普及を
目指す。

文化
企画
課

6,400

44,000

13,378

地域経済への貢献
（直接経済効果）

「北九州文学サロ
ン」の来館者数

100,000
千円

(H21年
度)

―

40件
（H31年
度）

46

48

創造都市推進事
業

映像製作誘致強
化関連事業

大変
順調

順調

順調

　撮影隊の市内滞在に伴う地
域経済への貢献、北九州フィ
ルム･コミッションの市民へ
の認知度ともに、目標値を大
幅に上回ったことから「大変
順調」と判断。

　年間入場者数は目標を下
回ったものの、開館5周年を
記念した本市ゆかり作家のオ
リジナル展を予定どおり実施
できたことから、「順調」と
判断。

人
大変
順調

　アーツディレクター会議を
2回開催し、東アジア文化都
市事業誘致等に向けて取り組
むことができたため「順調」
と判断。

人

　年間を通し、複数のイベン
トを計画・実施することで、
目標値を大いに上回る入館者
数を達成する事ができたた
め、「大変順調」と判断。

59,752

― 6,533

54,331

22,026

67,512

57,280

―

500,000
千円

（H30年
度以降
毎年
度）

施設開館

59.8%
(H25年
度)

北九州フィルム・
コミッションの市
民への認知度

83,161人
(H27年度)
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　国内外へ「文化創造
都市」としての本市の
都市ブランドを発信す
るため、「北九州市
アーツディレクター会
議」を開催するととも
に「東アジア文化都
市」の開催地誘致等に
取り組む。

　2020年東アジア文化都市事
業の開催に向けて、国内外へ
「文化創造都市」としての本
市の都市ブランドを発信し、
市民のシビック・プライドの
醸成につなげる。
　さらなる漫画文化の普及及
び海外との連携強化を図るた
め「北九州国際漫画大賞」の
PR強化を図る。
　映像製作誘致強化関連事業
については、引き続きアジア
を中心とする海外作品の誘致
等に積極的に取り組み、「映
画の街・北九州」という都市
ブランドを国内外に広く発信
していく。
  文学サロンについては、引
続き「文学の街・北九州」発
信するため、地元商店街や大
学生と協力して、「北九州文
化サロン」を拠点とした取り
組みを進めていく。
　松永文庫、清張記念館につ
いては、来館者目標達成に向
けて、企画を充実させる。

―
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市民文化スポーツ局

平成29年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度 H28年度 人件費（目安）

人数H28年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度
事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

10万 人 9万 人
課
長

0.10 人

実
績

9万 人 8万 人
係
長

0.30 人

達
成
率

90.0 ％ 88.9 ％
職
員

0.00 人

目
標

実
績

48,404 人 47,205 人

達
成
率

104.6 ％ 97.5 ％

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

88 ％ 85 ％

達
成
率

97.8 ％ 94.4 ％

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.30 人

人

年間来館者数49
松永文庫企画事
業

文化
企画
課

図面作成 順調

順調

4,150
10万人
／年

前年度比
増

計画策定

―

―
顕彰することを目
的とした場の整備

51

50
松本清張記念館
研究センター・
普及事業

9,000

11,930

19,600 9,967

　年間来館者数の目標は達成
できなかったが、9割程度の
実績であることから、「順
調」と判断。

　入館者数、企画展の満足度
ともに概ね目標を達成してい
るため、「順調」と判断。

　本市ゆかりの児童文学を顕
彰する場として、平成30年度
に開設する子ども図書館の一
角に、顕彰コーナーを設置す
るための図面作成を行い、計
画通り整備が進んでいること
から、「順調」と判断。

0.50

職
員

1.00

人

順調

6,400

6,5008,924

2,782

―

　本市ゆかりの児童文
学を顕彰することを目
的に、資料や情報資源
を集約した場を設けて
継続した調査・研究・
普及していく拠点とす
る。

計画策定

　映画・芸能資料館
「松永文庫」における
企画展示・イベント等
の積極的な開催を通じ
て、映画文化の振興、
「映画の街・北九州」
の情報発信に取り組
む。

89,317人
(H26年度)

90％以
上（毎
年度）

85％
（H22年
度）

文化
企画
課

完成
（H30年
度）

58,187人
（H22年
度）

前年度
(46,278
人)比増

図面作成

企画展入場者の満
足度

松本清張記念館の
入館者数

23,25013,418

児童文学の顕彰
事業

係
長

課
長

人

松本
清張
記念
館事
務局

　松本清張に関するあ
らゆる資料を収集・整
理し、松本清張の「人
と作品」を研究する調
査研究・資料収集事業
の実施や研究誌を発行
する。また、松本清張
研究者に奨励金を贈呈
する研究奨励事業を実
施する。
　さらに、企画展の開
催や講演会、読書感想
文コンクールなどの市
民文芸活動支援事業を
行う。

1.00

前年度
比増

（毎年
度）

11,761
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市民文化スポーツ局

平成29年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度 H28年度 人件費（目安）

人数H28年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度
事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

30,000 人 30,000 人
課
長

0.10 人

実
績

27,974 人 31,058 人
係
長

0.20 人

達
成
率

93.2 ％ 103.5 ％
職
員

0.20 人

目
標

12,600 人 12,600 人
課
長

0.01 人

実
績

17,280 人 18,127 人
係
長

0.05 人

達
成
率

137.1 ％ 143.9 ％
職
員

0.05 人

目
標

2,900 人 3,000 人
課
長

0.05 人

実
績

2,318 人 2,418 人
係
長

0.10 人

達
成
率

79.9 ％ 80.6 ％
職
員

0.10 人

目
標

実
績

8
種
目

10
種
目

達
成
率

160.0 % 200.0 %

目
標

400 人 450 人

実
績

826 人 1,337 人

達
成
率

206.5 % 297.1 %

目
標

実
績

達
成
率

目
標

1 位 1 位

実
績

9 位 7 位

達
成
率

各区における
ニュースポーツ及
びファミリース
ポーツ大会の参加
人数

総合型地域スポー
ツクラブの会員数

選手強化事業参加
者数

教室・強化講習会
等の実施

人

大変
順調

大変
順調

人

2.50

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

・コース：北九州市役所
前～東田地区～戸畑駅前
～東港～門司港～北九州
国際会議場前
・種目及び参加人数
マラソン：11,000名、ペ
アリレーマラソン：150
組300名、ファンラン（3
ｋｍ又は5ｋｍ）：1,000
名

ス
ポー
ツ振
興課

北九州マラソン
開催事業

―

―

―

11.5億円

集計中

毎年度5
種目以
上（H31
年度ま
で）

Ｈ32年度
までに
4,000人

課
長

0.02

　2020年の東京オリン
ピック・パラリンピッ
ク競技大会の開催を見
据え、国際・全国大会
で活躍する選手を育成
するため、ジュニア世
代がトップアスリート
や指導者から直接指導
を受ける講習会等を実
施する。

　「市民皆スポーツ」
をモットーに、スポー
ツ・レクリエーション
の普及振興を図り、市
民の健康で明るい市民
生活に寄与するため、
市内全域で各種大会や
行事を開催。

11.5億円
（H30年
度）

5種目以上

－

5種目以上

―

11.5億円

2,325

101,961

4,650

990

7,196

19,251

1位
（H31年
度）

210人
（H26年
度）

10.5億円
(H25年度)

―

1,800人
(Ｈ22年
度)

市民体育祭選手参
加者数

55
夢・スポーツ振
興事業

市民体育祭

54
総合型地域ス
ポーツクラブ育
成・支援事業

生涯スポーツ振
興事業

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

Ⅲ-2-
(3)-① 
誰もが気
軽にス
ポーツに
親しめる
環境づく
り

　生涯スポーツの普
及・振興のため、各区
においてスポーツ教
室、ニュースポーツ体
験会などを開催。

53

52

8,000

3,779

職
員

8,500

104,266

19,73220,279

8,500

5,825

3,455 3,455

8,500

人

人

順調

人

人

　「誰もが気軽にスポーツに
親しめる環境づくり」を推進
するために、市民に身近なス
ポーツ大会の開催から、プロ
アスリートの育成、生涯ス
ポーツの普及・振興など、幅
広く事業を展開していく。
　ラグビーワールドカップ
2019については、ウェールズ
代表のキャンプの成功に向け
て、ハード・ソフト両面の充
実や交流事業実施等による市
民の機運醸成を図る。
　2020年東京オリンピック・
パラリンピック競技大会につ
いては、誘致対象国へのキャ
ンプ地誘致活動を継続・強化
させるとともに、本市のホス
トタウン相手国であるタイ王
国とは、卓球とテコンドーの
キャンプが決定しており、引
き続き同国との交流事業を推
進していく。その他各種大規
模大会の誘致についても引き
続き実施していく。
　また、ミクニワールドスタ
ジアム北九州を活用するな
ど、「見る」スポーツの更な
る振興を図っていく。

　目標を上回る参加者数と
なっており、「順調」と判
断。

　強化講習会等の実施種目
（目標：5種目、実績：10種
目）、選手強化事業参加者数
が目標を大幅に上回ってお
り、「大変順調」と判断。

　各区こどもまつりと同時開
催することにより、目標を上
回る参加者数となっており、
「大変順調」と判断。

【評価理由】
　「誰もが気軽にスポーツに
親しめる環境づくり」を推進
するため、各事業において設
定した成果指標の目標を概ね
達成しており、「順調」と判
断。

【課題】
　「誰もが気軽にスポーツに
親しめる環境づくり」におい
て、目玉事業のひとつである
「北九州マラソン」を継続開
催するとともに、より満足度
の高い大会となるように工夫
をしていく必要がある。

順調

3.00

0.24

　ランナー募集の申込数は、
定員拡大後も依然定員の2倍
以上を保っている。また、78
あるランキング対象の大会の
中でベストテンを維持してい
る。
　加えて、多くのボランティ
アと途切れることのない沿道
からの応援により、大変な盛
り上がりを見せている。
　以上のことから「大変順
調」と判断。

係
長

　会員数の目標値には達して
いないが、市内の総合型地域
スポーツクラブが一堂に集ま
り、子どもから大人まで参加
する大運動会である「スポー
ツファンタジア」（H30.3.11
開催）において多くの参加者
（549名）がある等、クラブ
間の交流が図られていること
から、「順調」と判断。

大変
順調

順調

64,750

職
員

係
長

6,305

0.49

1.50

104,458

42,480人
（Ｈ28～
30年度）

28,000人
（H30年度
以降毎年

度）

30,367人
(Ｈ26年
度)

　地域住民の自主的な運
営により、身近な地域で
様々なスポーツに親しむ
ことのできる総合型地域
スポーツクラブの育成・
支援に取り組む。

マラソン大会開催
による経済波及効
果

9位
（H28年
度）

課
長

12,371人
(Ｈ26年
度)

インターネットで
のマラソン大会全
国評価ランキング
（参加者7,000人以
上の大会を対象）

56

―
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市民文化スポーツ局

平成29年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度 H28年度 人件費（目安）

人数H28年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度
事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

26 回 27 回

実
績

26 回 28 回

達
成
率

100.0 ％ 103.7 ％

目
標

3,000 人 3,000 人

実
績

3,251 人 3,051 人

達
成
率

108.4 ％ 101.7 ％

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

83 ％ 82 ％

達
成
率

92.2 ％ 91.1 ％

目
標

4,500 人 5,000 人

実
績

3,224 人 5,939 人

達
成
率

71.6 ％ 118.8 ％

目
標

40 ％ 40 ％
課
長

0.05 人

実
績

27 ％ 27 ％
係
長

0.15 人

達
成
率

67.5 ％ 67.5 ％
職
員

0.60 人

目
標

実
績

1
ケ
国

1
競
技

達
成
率

目
標

3 件 3 件

実
績

4 件 3 件

達
成
率

133.3 ％ 100.0 ％

　ギラヴァンツ北九州主催試
合の平均入場者数が目標を上
回ったため、「順調」と判
断。

順調

順調

　スポーツ観戦率は目標に届
かなかったが、ギラヴァンツ
のホームゲームでは入場者数
が平成28年度より増えている
ことや、北九州市民球場での
ソフトバンクホークス公式戦
では平均入場者数が定員の9
割超で良好に推移しているこ
とから、「順調」と判断。

順調

ホームタウン推
進事業

大規模国際大会
誘致関係事業

国際
ス
ポー
ツ大
会推
進室

ス
ポー
ツ振
興課

　市内での国際大会等
の開催により、「み
る」スポーツの機会の
拡大を図り、多くの市
民のスポーツへの関心
の向上及び個々の競技
力の向上等につなげ
る。

　生涯スポーツの振興
やまちの賑わい創りに
繋がる大規模国際大会
の試合会場、及びラグ
ビーワールドカップ
2019や2020年東京オリ
ンピック・パラリン
ピック競技大会のキャ
ンプ地を本市に誘致す
ること、並びに誘致前
後のスポーツ交流や文
化交流等へと繋げるこ
とを目的として、誘致
プロモーションの展開
や官民一体となった
「誘致委員会」による
積極的な活動を行う。

57

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

59

戦略的な誘
致プロモー
ション活動
等の実施

―

戦略的な誘
致プロモー
ション活動
等の実施

0.10

0.20

職
員

人

54,000

人

国際大会や全国大
会等の開催

定員
3,000人
（毎年
度）

30回
(H32年
度)

1ヶ国又
は1競技
以上

（H31年
度）

6,575

3,075

課
長

課
長

職
員

3,700 2,615

29回
(H26年
度)

ギラヴァンツ北
九州支援事業

60

Ⅲ-2-
(3)-② 
スポーツ
を通した
にぎわい
づくり

　本市をホームタウ
ン・準ホームタウンと
する、「ギラヴァンツ
北九州」や「堺ブレイ
ザーズ」「福岡ソフト
バンクホークス」等の
市民観戦事業や、体験
教室の開催など、市民
がスポーツに親しむ
きっかけ作りを実施。

58

国際大会・全国
大会等スポーツ
開催

　本市のシンボルチー
ムである「ギラヴァン
ツ北九州」を支援する
ため、ホームゲーム開
催経費や遠征費の一部
を補助。

課
長

29,805

3,650 3,750 順調

人

人

人

【評価理由】
　「スポーツを通したにぎわ
いづくり」のため、本市のシ
ンボルチームである「ギラ
ヴァンツ北九州」の支援や、
「ラグビーワールドカップ
2019」及び「2020年東京オリ
ンピック・パラリンピック競
技大会」のキャンプ地誘致活
動等、各種大規模大会の誘致
活動を実施しており、各事業
で設定した目標を概ね達成し
ているため、「順調」と判
断。

【課題】
　「ギラヴァンツ北九州」主
催試合の平均入場者数や「ス
ポーツ観戦率」が目標に届い
ていないことから、今後もミ
クニワールドスタジアム北九
州を活用するなど、「見る」
スポーツの更なる振興を図る
必要がある。
　また、2020年東京オリン
ピック・パラリンピック競技
大会について、国単位での
キャンプ地誘致を実現させる
ため、積極的な誘致活動を推
進する必要がある。

　ラグビーワールドカップ
2019及び2020年東京オリン
ピック・パラリンピック競技
大会のキャンプ地誘致活動を
継続・活発化させるととも
に、その他各種大規模大会の
誘致についても引き続き実施
していく。
　また、ミクニワールドスタ
ジアム北九州を活用するな
ど、「見る」スポーツの更な
る振興を図っていく。

順調

　国際・全国大会等の開催
数、大型スポーツイベント
（自主事業）の参加人数につ
いて、ともに目標を達成でき
たことから「順調」と判断。

　ラグビーワールドカップ
2019及び2020東京オリンピッ
ク・パラリンピックにおける
キャンプ地誘致数について中
期目標を達成していること、
国際大会や全国大会等の開催
件数が目標値に達しているこ
とから「順調」と判断。

2.00

人

係
長

0.05

係
長

0.20

0.10

0.01

62,680

60,000

87％
(H26年
度)

スポーツ観戦率

3,000人
(H26年
度)

3,622人
(H26年
度）

ギラヴァンツ北九
州の市民認知度

ラグビーワールド
カップ2019及び
2020東京オリン
ピック・パラリン
ピックにおける
キャンプ地誘致数

90％
(毎年
度)

－

40％
(H32年
度)

職
員

人

人

人

係
長

3.00

1.00

71,950

64,450 58,978

ギラヴァンツ北九
州主催試合の平均
入場者数

―

大型スポーツイベ
ント（自主事業）
の参加人数

４件
（H27年
度）

15件以
上

（H27～
31年
度）

62,879

60,00060,000

7,000人
(H30年
度以降
毎年度)

23％
(H26年
度)

国際・全国大会等
の開催数

51



市民文化スポーツ局

平成29年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度 H28年度 人件費（目安）

人数H28年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度
事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

100 日
課
長

0.05 人

実
績

115 日
係
長

0.09 人

達
成
率

115.0 ％
職
員

0.17 人

目
標

134
団
体

134
団
体

課
長

0.05 人

実
績

133
団
体

133
団
体

係
長

0.10 人

達
成
率

99.3 ％ 99.3 ％ 職
員

0.30 人

目
標

10
団
体

10
団
体

課
長

0.05 人

実
績

7
団
体

4
団
体

係
長

0.15 人

達
成
率

70.0 ％ 40.0 ％ 職
員

0.20 人

目
標

42
千
人

42
千
人

実
績

41
千
人

40
千
人

達
成
率

97.6 ％ 95.2 ％

目
標

2,200
千
人

2,200
千
人

実
績

2,133
千
人

2,040
千
人

達
成
率

97.0 ％ 92.7 ％

　地域カルテフォローアップ
事業は、主に前年度にカルテ
事業を実施した地域を対象と
して、課題解決に向けて主体
的に取り組んでいただく事業
であり、地域の選定にあたっ
ては、実施体制が整った地域
から順次実施することにして
いる。
　平成29年度については、カ
ルテ事業を各区隔年で実施す
るよう方針転換したため、対
象地域が減り、目標を下回っ
たことから「やや遅れ」と判
断。

　補助金の導入団体数は、概
ね目標を達成していることか
ら「順調」と判断。

順調

やや
遅れ

順調

地域総括補助金を
導入したまちづく
り協議会数

市民センター1館当
たりの利用者数

324,012

3,7223,524

順調

地域カルテフォ
ローアップ事業を
実施したまちづく
り協議会の数

Ⅲ-3-
(1)-② 
地域コ
ミュニ
ティ施設
の活用・
運営

地域
振興
課

地域
振興
課

地域総括補助金

ス
ポー
ツ振
興課

　北九州スタジアム
は、都心部に人が集
い、にぎわいあふれる
北九州市の創出を目指
し、Ｊリーグやラグ
ビートップリーグなど
の試合、小中高生の
サッカー・ラグビー大
会、グラウンド・ゴル
フ大会、子どもたちへ
の芝生開放などに加
え、まちににぎわいを
生み出すイベントの開
催など、市民に夢と感
動を提供できる施設で
ある。
　施設の適切な維持管
理・運営を実施するこ
とで、「みる」スポー
ツの機会提供の充実を
図り、スポーツを通し
たまちのにぎわいを生
み出す。

　市民センターの管理
運営を円滑・適正に行
うため、公募により多
様な人材を市民セン
ター館長として採用
し、地域の活動を担う
まちづくり協議会への
管理委託などを行う。
　また、市民センター
を拠点とした地域づく
りを推進するため、未
整備校区に市民（サ
ブ）センターを整備
し、老朽化対策やバリ
アフリー化を図り計画
的な改修を行う。

　まちづくり協議会の
活性化を図るため、地
域課題解決のアイデア
等を盛り込んだ「地域
カルテ」の作成や、地
域カルテに基づく活動
を支援するフォロー
アップ事業を行うとと
もに、「地域づくりマ
ネジメント研修」を開
催し、住民主体の地域
づくりを促進する。

地域
振興
課

　各地域団体が連携・
協力し、まちづくり協
議会を中心に地域が一
体となった地域づくり
を促進するため、これ
まで市各部局が事業ご
とに地域団体に交付し
ていた補助金を可能な
限り一本化し、まちづ
くり協議会に交付す
る。

課
長41千人

(H27年
度)

2,274,383

2,200千人
(毎年度)

2,205,624

5,726

42千人
(毎年
度)

2,087,750

3,825

64

住民主体の地域
づくりの促進

市民センターの
充実

61

Ⅲ-3-
(1)-① 
市民主体
の地域づ
くりの促
進

63

62

北九州スタジア
ム維持管理事業

341,555

　引き続き、地域が一体と
なった住民主体の地域づく
り･まちづくりを促進するた
め、まちづくり協議会や、地
域で様々な取り組みを行う各
種地域団体等に対し、「地域
総括補助金」の交付や、各種
支援事業などの地域のニーズ
に応じた施策を展開する。

順調

【評価理由】
　地域カルテフォローアップ
事業を実施したまちづくり協
議会の数は目標値に届かな
かったものの、市内全体を対
象としている地域総括補助金
の交付は前年並みに行われて
いることから、「順調」と判
断。

【課題】
　地域が抱える課題や、その
解決に向けた取り組みの内容
は様々であり統一的な施策に
よる支援が困難であるが、他
の事業局や区役所コミュニ
ティ支援課等と連携しなが
ら、地域が主体的に地域課題
を解決することができるよ
う、住民主体の地域づくりに
努める必要がある。

順調

【評価理由】
　市民センター１館あたりの
利用者数は前年度実績と同程
度であることから、引き続き
地域活動が活発に行われてお
り、「順調」と判断。

【課題】
　今後も、市民センターを市
民が安心して利用できるよ
う、老朽化対策やバリアフ
リー化などのハード面の整備
とともに、市民センター館長
や職員の能力向上など、ソフ
ト面の充実も図っていくこと
が必要である。

　引き続き、市民センターを
拠点とした地域づくりを促進
するため、老朽化対策やバリ
アフリー化等ハード面を整備
するとともに、館長及び市民
センター職員の能力向上を図
る研修や、タイムリーな情報
発信等ソフト面の充実に努
め、利用者の増加を図る。

3.30

　市民センターからの情報発
信を進めた結果、利用者数や
コミュニティ活動の参加人数
がほぼ目標を達成しているこ
とから、「順調」と判断。

　Ｊリーグやラグビートップ
リーグなどスポーツの利用に
加え、子ども達によるダンス
や芝生体験、ウォーキング大
会など様々な形での利用があ
り、にぎわい創出に寄与でき
た。
　グラウンドの年間利用日数
は目標を達成することができ
たため、「順調」と判断。

2,084千人
(H27年度)

市民センターにお
けるコミュニティ
活動の参加人数
（延べ）

―

―

住民主体
の新たな
地域づく
りが活発
に行われ
ている状

態

137団体
(H35年
度)

130団体
(H26年
度）

人

人1.00

1.00

職
員

46,250

人

2,750

係
長

3,575

―

389,826

「みる」スポーツ
の機会提供の充実
（グラウンドの年
間利用日数）

100日
（毎年
度）

95,955102,355
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平成29年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度 H28年度 人件費（目安）

人数H28年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度
事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

85 ％ 85 ％

実
績

84.4 ％ 81.0 ％

達
成
率

99.3 ％ 95.3 ％

目
標

46 % 46 %

実
績

41.7 % 39.6 %

達
成
率

90.7 ％ 86.1 ％

目
標

75
法
人

90
法
人

実
績

73
法
人

88
法
人

達
成
率

97.3 ％ 97.8 ％

目
標

24,000 人 24,500 人

実
績

24,222 人 24,338 人

達
成
率

100.9 ％ 99.3 ％

目
標

74 件 80 件

実
績

80 件 86 件

達
成
率

108.1 ％ 107.5 ％

目
標

330 人 380 人

実
績

331 人 378 人

達
成
率

100.3 ％ 99.5 ％

目
標

5 件 5 件
課
長

0.03 人

実
績

5 件 5 件
係
長

0.10 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.15 人

市民
活動
推進
課

　地域づくり活動へ肯定的な
考えの市民の割合、地域づく
り活動への参加者の割合につ
いては、双方とも昨年度実績
を下回っているが、目標値に
近い結果となっているため
「順調」と判断。

順調
NPOと企業・地域・
大学等との協働件
数

新規設立NPO法人数
（累計）

順調

職
員

0.30

18,588

補助交付事業件数
（累計）

成果発表会の参加
人数（累計）

　自治会と連携しなが
ら、加入率向上や組
織・活動の見直し及び
人材育成など新たな課
題への対応につながる
様々な事業に取り組
み、自治会･町内会の
活性化を図る。

市民
活動
推進
課

Ⅲ-3-
(1)-③ 
自治会・
町内会へ
の加入促
進

4,095

職
員

21,450

係
長

4,1102,607

人

人3,275

2,470

人0.15

0.101,845 2,035

　市民主体のまちづく
りを推進するため、市
民活動への理解を深
め、新たな担い手の参
加を促すとともに、
NPOと様々な団体間の
ネットワークづくりや
協働を支援する。

　市民活動の更なる促
進を支援するため、
NPO等が専門性を発揮
して行う活動に対し、
事業費の一部を補助す
る。

地域
振興
課

26人
（H22年

度)

46％
(毎年
度)

105法人
(H30年
度)

85％
(毎年
度)

33,16530,483

18,445

自治会･町内会活
性化の促進

68

市民
活動
推進
課

66

NPO公益活動支援
事業

67

多様な主体によ
る市民活動の輪
づくり事業

Ⅲ-3-
(2)-① 
NPO、ボ
ランティ
ア活動の
支援

Ⅲ-3-
(2)-② 
NPO、企
業、研究
機関など
との連携
の構築

65

NPO・市民活動促
進事業

40.5%
（H23年
度）

18,362人
(H20年度)

地域づくり活動へ
の参加者の割合

18法人
（H24年

度)

25,000人
(H30年度)

86件
(H30年
度)

15件
（H21年

度)

5件
（H30年

度)

430人
(H30年
度)

サポートセンター
利用者数

5件
（H28年
度）

36,872

4,698

20,137

2,489

係
長

課
長

　自治会・町内会を取り巻く
課題を解決し活性化を促進す
るために、マンション等の管
理会社等の関係者に積極的に
働きかけていくほか、引き続
き地域コミュニティの重要性
や自治会の必要性について幅
広く理解を求めることに力を
入れていく。
　また、地域でリーダーシッ
プを発揮する人材や地域活動
の担い手育成支援を積極的に
行い、自治会・町内会の加入
促進や活性化を図っていく。

順調

【評価理由】
　自治会・町内会の加入促進
や活発化に繋がる広報・研修
については、市自治会総連合
会と連携しながら継続的に取
り組んでいる。「地域づくり
活動へ肯定的な考えの市民の
割合」「地域づくり活動への
参加者の割合」は前年度実績
をそれぞれ下回っているが、
目標値に近い結果となったこ
とから「順調」と判断。

【課題】
　世代に応じた働きかけや、
マンション等の自治会加入促
進に向けた取組みなどによ
り、自治会・町内会の活性化
に努めていく必要がある。

75.4%
（H23年
度）

地域づくり活動へ
肯定的な考えの市
民の割合

　市民活動の促進に加
え、NPOと行政の協働
を推進するため、活動
や協働等に関する相
談・助言、情報提供、
研修・啓発等を実施す
る。

係
長

課
長

人

人

0.30

人

人

0.10

2.00

順調

0.10

　多様な主体による協働を推
進するため、NPO、企業等と
の交流会を引き続き実施し、
団体間の協働を支援する。

　NPOと企業・地域・大学と
の交流会等を通して、団体間
のネットワークを構築し、協
働件数が目標を達成したこと
から「順調」と判断。

　新規設立NPO法人数及びサ
ポートセンター利用者数が目
標を概ね達成しているため
「順調」と判断。

順調

【評価理由】
　協働件数が目標を達成した
ことから「順調」と判断。

【課題】
　参加団体へのフォローアッ
プ等を行い、団体間の協働事
業の立ち上げを支援する。

職
員

　市民活動を促進する講座の
実施や情報提供の充実を図っ
ていく。

【評価理由】
　新規設立NPO法人数（累
計）や補助交付事業件数（累
計）等の成果指標は概ね達成
できたため、「順調」と判
断。

【課題】
　さらなる市民活動の支援に
よってNPO・ボランティア活
動参加者の掘り起こしにつな
げていく必要がある。

順調

0.30

課
長

0.03

人

　補助交付事業件数及び成果
発表会の参加人数が目標を概
ね達成しているため「順調」
と判断。

順調

人
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市民文化スポーツ局

平成29年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度 H28年度 人件費（目安）

人数H28年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度
事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

1,000 人 1,250 人

実
績

1,275 人 1,555 人

達
成
率

127.5 ％ 124.4 ％

目
標

8
団
体

10
団
体

実
績

9
団
体

11
団
体

達
成
率

112.5 ％ 110.0 ％

目
標

5 件 5 件
課
長

0.03 人

実
績

5 件 5 件
係
長

0.10 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.15 人

目
標

75
法
人

90
法
人

実
績

73
法
人

88
法
人

達
成
率

97.3 ％ 97.8 ％

目
標

24,000 人 24,500 人

実
績

24,222 人 24,338 人

達
成
率

100.9 ％ 99.3 ％

目
標

1,000 人 1,250 人

実
績

1,275 人 1,555 人

達
成
率

127.5 ％ 124.4 ％

目
標

8
団
体

10
団
体

実
績

9
団
体

11
団
体

達
成
率

112.5 ％ 110.0 ％

市民
活動
推進
課

市民
活動
推進
課

　協働に関する理解を
深めるための研修、協
働事業を実施するため
に必要な団体運営力向
上を図るための研修を
実施する。
　また、経済的に自立
したNPOの増加を図る
ため、資金調達力や企
画力の向上を図るセミ
ナーを実施する。

1,962

1,500人
(H30年
度)

順調

課
長

0.30

0.30

NPOと企業・地域・
大学等との協働件
数

4,698

105法人
(H30年
度)

係
長

964

18,588

課
長

　NPOと企業・地域・大学と
の交流会等を通して、団体間
のネットワークを構築し、協
働件数が目標を達成したこと
から「順調」と判断。

20,137

18,362人
(H20年度)

203人
（H22年

度)

964

　NPOとの協働についての研
修への参加者数が目標を達成
しているため「順調」と判
断。

人

0.20

2.00

順調

人

NPOとの協働につい
ての研修への参加
者数（累計）

サポートセンター
利用者数

1,962

　市民主体のまちづく
りを推進するため、市
民活動への理解を深
め、新たな担い手の参
加を促すとともに、
NPOと様々な団体間の
ネットワークづくりや
協働を支援する。

市民
活動
推進
課

人

人0.20

0.30

7,5501,132

2,607

1,132

市民
活動
推進
課

新規設立NPO法人数
（累計）

収入増加団体数
（累計）

　協働に関する理解を
深めるための研修、協
働事業を実施するため
に必要な団体運営力向
上を図るための研修を
実施する。
　また、経済的に自立
したNPOの増加を図る
ため、資金調達力や企
画力の向上を図るセミ
ナーを実施する。

　市民活動の促進に加
え、NPOと行政の協働
を推進するため、活動
や協働等に関する相
談・助言、情報提供、
研修・啓発等を実施す
る。

3団体
(H26年
度)

203人
（H22年

度)

「NPOとの協働に
よるまちづく
り」人材育成事
業

「NPOとの協働に
よるまちづく
り」人材育成事
業

多様な主体によ
る市民活動の輪
づくり事業

NPO・市民活動促
進事業

72

70

69

71

Ⅲ-3-
(3)-① 
市民参画
と協働の
ための仕
組みづく
り

Ⅲ-3-
(3)-② 
市民との
協働を推
進できる
市役所づ
くり

収入増加団体数
（累計）

12団体
(H30年
度)

5件
（H28年
度）

18法人
（H24年

度)

NPOとの協働につい
ての研修への参加
者数（累計）

3団体
(H26年
度)

係
長

25,000人
(H30年度)

職
員

課
長

職
員

7,550

　NPOとの協働についての研
修への参加者数が目標を達成
しているため「順調」と判
断。

0.30

順調

　協働への理解を深めるセミ
ナーや協働事例の発信、各団
体間の自主的な協働の側面支
援に引き続き取り組んでい
く。

順調

【評価理由】
　協働についての研修の参加
者数、協働件数ともに目標を
達成したことから「順調」と
判断。

【課題】
　多様な主体による協働をさ
らに推進するため、各団体間
のネットワークをさらに構
築・拡大する必要がある。

　新規設立NPO法人数及びサ
ポートセンター利用者数が目
標を概ね達成しているため
「順調」と判断。

21,450

5件
（H30年

度)

12団体
(H30年
度)

1,500人
(H30年
度)

2,4704,110

　市民との協働を推進するた
め、協働意識向上のための研
修、セミナー等の充実、
NPO・市民活動に関する情報
提供に取り組む。

人

人

人

人

0.30
係
長

人

順調

順調

18,445

職
員

【評価理由】
　各事業の目標を概ね達成し
ており、市民との協働を推進
しているとして「順調」と判
断。

【課題】
　市民活動の担い手の育成
や、協働に対する啓発をさら
に推進する必要がある。

0.30
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市民文化スポーツ局

平成29年度　行政評価の取組結果（市民文化スポーツ局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度 H28年度 人件費（目安）

人数H28年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度
事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

25 件 31 件
課
長

0.10 人

実
績

27 件 32 件
係
長

0.10 人

達
成
率

108.0 ％ 103.2 ％
職
員

0.15 人

目
標

22,000 人 22,000 人
課
長

0.50 人

実
績

24,743 人 22,536 人
係
長

0.50 人

達
成
率

112.5 ％ 102.4 ％
職
員

0.25 人

目
標

実
績

48,404 人 47,205 人

達
成
率

104.6 ％ 97.5 ％

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

88 ％ 85 ％

達
成
率

97.8 ％ 94.4 ％

目
標

110,000
千
円

110,000
千
円

実
績

408,148
千
円

519,944
千
円

達
成
率

371.0 ％ 472.7 ％

目
標

65.0 % 75.0 %

実
績

72.6 % 88.1 %

達
成
率

111.7 ％ 117.5 ％

目
標

25 件 31 件
課
長

0.10 人

実
績

27 件 32 件
係
長

0.10 人

達
成
率

108.0 ％ 103.2 ％
職
員

0.15 人

56,388

文学館普及研究
費

前年度
(46,278
人)比増

　環境未来都市計画が
掲げる目標を達成する
ため、NPOなどの提案
団体と市が協働して取
り組む事業に経費の一
部を補助。

Ⅵ-1-
(1)-① 
市民の力
で環境力
を高める
仕組みづ
くり

77

　松本清張に関するあ
らゆる資料を収集・整
理し、松本清張の「人
と作品」を研究する調
査研究・資料収集事業
の実施や研究誌を発行
する。また、松本清張
研究者に奨励金を贈呈
する研究奨励事業を実
施する。
　さらに、企画展の開
催や講演会、読書感想
文コンクールなどの市
民文芸活動支援事業を
行う。

市民活動団体等
による環境未来
都市推進支援事
業

市民
活動
推進
課

文学
館

市民
活動
推進
課

順調

職
員

大変
順調

順調

　撮影隊の市内滞在に伴う地
域経済への貢献、北九州フィ
ルム･コミッションの市民へ
の認知度ともに、目標値を大
幅に上回ったことから「大変
順調」と判断。

　環境未来都市計画が
掲げる目標を達成する
ため、NPOなどの提案
団体と市が協働して取
り組む事業に経費の一
部を補助。

　目標を達成しており、NPO
の専門性がいかされた先進的
な事業が実施されているた
め、「順調」と判断。

1.00

1.00

0.50

順調

　北九州市ゆかりの文
学者の業績を企画展等
で紹介するとともに、
本市の文芸の振興に功
績のあった文学者を市
内外に発信する。

Ⅳ-4-
(2)-③ 
都市イ
メージの
向上

76
文化
企画
課

映像製作誘致強
化関連事業

58,187人
（H22年
度）

地域経済への貢献
（直接経済効果）

85％
（H22年
度）

松本清張記念館の
入館者数

北九州フィルム・
コミッションの市
民への認知度

0.40

1.80

【評価理由】
　NPO法人の専門性を活用し
た事業を展開しており、その
活動を支える補助交付事業の
件数が目標を達成しているた
め「順調」と判断。

【課題】
　行政と対等に協働できる
NPOが少数であること。

順調

5,206

　目標を達成しており、NPO
の専門性が活かされた先進的
な事業が実施されているた
め、「順調」と判断。

順調

順調

課
長

10,741人
（H23年
度）

前年度比
増

100,000
千円

(H21年
度)

大変
順調

【評価理由】
　補助交付件数が目標を達成
しており「順調」と判断。

【課題】
　行政と対等に協働できる
NPOが少数であること。

5,206

4,202

18,624

職
員

3,275

松本
清張
記念
館事
務局

1.80

17,668

11,930

18,628

4,780

　映画・テレビドラマ
等のロケ地誘致や撮影
支援を積極的に行い、
本市の知名度と都市イ
メージの向上を図る。
　また、活動成果の市
民との共有や、「映画
の街・北九州」という
新たな都市ブランドの
発信により、街のにぎ
わいの創出や市民交流
等のまちづくりにつな
げる。

36件
(H30年
度)

22,000人
（H30年
度）

入館者数
(単位：人）

13,418

企画展入場者の満
足度

6件
（H24年

度)

補助交付事業件数
（累計）

　協働の理解浸透を図る研修
や事例紹介を通じ、NPOによ
る環境未来都市を推進するた
めの事業を支援する。

　ソーシャルビジネスの創出
を図るための事業であり、今
後とも市との協働の理解浸透
を図りながら、NPOによる新
たなビジネス機会創出のため
の支援を継続していく。

74

市民活動団体等
による環境未来
都市推進支援事
業

Ⅳ-2-
(2)-② 
ソーシャ
ルビジネ
ス創出の
支援

73

Ⅳ-4-
(1)-② 
偉人・先
人の顕彰

松本清張記念館
研究センター・
普及事業

75

　入館者数増加に結びつくイ
ベント・企画展に取り組む。

　入館者数が目標を上回った
ため「順調」と判断。

人

　映像製作誘致強化関連事業
については、引き続きアジア
を中心とする海外作品の誘致
等に積極的に取り組み、「映
画の街・北九州」という都市
ブランドを国内外に広く発信
していく。

【評価理由】
　「北九州フィルムコミッ
ションの認知度」は年々高く
なっており、都市イメージの
向上と経済効果に繋がってい
ることから「大変順調」と判
断。

【課題】
　国内外に本市の魅力を発信
できる作品を誘致するため、
ロケ候補地の情報等を広く収
集する必要がある。

12,625

36件
(H30年
度)

6件
（H24年

度)

59.8%
(H25年
度)

4,202

係
長

人

36,100

90％以
上（毎
年度）

500,000
千円

（H30年
度以降
毎年
度）

80.0%
(H30年
度）

54,331

11,761

人

係
長23,250

人

前年度
比増

（毎年
度）

課
長

補助交付事業件数
（累計）

4,780

57,280 人

人

3,275

【評価理由】
　両館とも入館者数目標を概
ね達成していることから「順
調」と判断。

【課題】
　更なる入館者数の増加を目
指し、より集客力のあるイベ
ントや企画展を企画・開催す
る必要がある。順調

　入館者数、企画展の満足度
ともに概ね目標を達成してい
るため、「順調」と判断。
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保健福祉局

平成29年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.60 人

目
標

実
績

760
団
体

782
団
体

達
成
率

108.7 ％ 102.9 ％

目
標

実
績

24,569 人 24,676 人

達
成
率

108.1 ％ 100.4 ％

目
標

3,000 人 3,000 人
課
長

0.05 人

実
績

2,506 人 2,900 人
係
長

0.10 人

達
成
率

83.5 ％ 96.7 ％
職
員

0.10 人

目
標

13 人 16 人
課
長

0.30 人

実
績

13 人 16 人
係
長

0.80 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

1.00 人

順調
16人

(H29年
度)

Ⅰ-3-
(2)-② 
地域を支
えるボラ
ンティア
の育成

生活支援体制整
備事業（旧：地
域相談支援事
業）

地域
福祉
推進
課

　地域包括ケアシステ
ムの構築に向けて、地
域の見守り・支え合い
を強化し、住民主体の
生活支援サービス等の
創出を促進するため、
各区に地域支援コー
ディネーターを配置
し、多様な主体が協働
する場の設置・運営を
支援する。

　地域福祉の振興を図
るため、北九州市社会
福祉協議会が実施して
いるボランティアの育
成、コーディネート、
活動支援、関係機関と
の連携による情報収
集・発信等のボラン
ティア活動促進事業に
対して補助している。

社会福祉ボラン
ティア大学校運
営委託

　地域福祉活動やボラ
ンティア活動を担う人
材育成に資するため、
ボランティア・市民活
動センターと一体とな
り、市民に広く研修機
会を提供する。

2
ボランティア活
動促進事業

地域
福祉
推進
課

4

人0.05

人数

H29年度 H28年度

ボラン
ティア
登録団
体の拡

充

ボランティア登録
団体数

前年度
（699団
体）比増

31,381

ボラン
ティア
人口の
拡充

34,840

職
員

2,325

2,699,832

建築工事
の実施

人

人件費（目安）

700団体
（H27年
度）

ボランティア登録
人数

263,790

―

34,908 人

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度H28年度

新総合療育セン
ターの開所

― 2,518,500

Ⅰ-1-
(1)-⑤ 
特別な支
援を要す
る子育て
家庭への
対応

1
総合療育セン
ター再整備事業

障害
者支
援課

建築工事
の着手

―

建築工事
の実施

3

前年度
（22,722
人）比増

前年度比増

23,000人
(H27年
度）

受講者
のボラ
ンティ
ア活動
の促進

ボランティア大学
校の研修の受講者
数（単年度）

3,000人
（H27年
度）

　施設の老朽化や障害
のある子どものニーズ
の多様化、拡大等に対
応するため、北九州市
立総合療育センターを
再整備する。

建築工事
の着手

開所
(H30年
度)

前年度比増

地域
福祉
推進
課

103,000

7人
(H27年
度）

地域支援コーディ
ネーター配置数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

順調
　建築工事が着実に進んでい
ることから「順調」と判断し
た。

順調

【評価理由】
　建築工事が確実に進んでい
ることから「順調」と判断し
た。

【課題】
　建築以外の工事の進行状況
も把握して、全体的に管理し
ていく必要がある。

　総合療育センター改築工事
は平成30年度で終了するが、
外構工事のために小倉総合特
別支援学校の校舎の一部につ
いて解体工事を実施する。
　新センターの開所により、
障害のある子どもの成長及び
自立の更なる促進を図る。

順調

9,800

　研修の受講者数達成率は昨
年度より10ポイント以上増加
した。「ふくしのまちづくり
講座」の拡大開催などが受講
者の増加につながったと考え
る。地域の人材発掘や地域の
課題発見、解決などの「地域
単位での生活支援力」を高め
ることにつながっていると考
えられるため、「順調」と判
断した。

34,899

93,208

31,381

　ボランティア活動促進事業
については、地域包括ケアシ
ステムの構築に向けて、地域
の生活支援力の強化に取り組
み、関係機関・団体との協働
による情報提供やコーディ
ネート等、より効率的な活動
支援を図っていく。
　社会福祉ボランティア大学
校運営委託については、民生
委員・児童委員協議会や社会
福祉施設等と連携し、高齢
者、生活困窮者、認知症のあ
る人、引きこもり等の課題を
抱えた人たちを支援するため
に、地域コミュニティに福祉
の視点で取り組む人材の養
成・育成を目指し、研修の充
実を図る。また、企業の持つ
地域貢献の潜在的能力は高
く、多くの企業に参加を呼び
かけ、効果的な研修を実施す
ることで地域と結びつける工
夫に取り組む。
　生活支援体制整備事業
（旧：地域相談支援事業）に
ついては、校（地）区社会福
祉協議会を中心として、地域
住民団体、社会福祉事業者、
NPO、企業等、多様な主体が
協働する校区の「作戦会議」
において、平成30年度以降、
新たな支援の仕組みやサービ
スを検討・実施する校区数の
増加を図る。

　熊本地震による被災地支援
のため、ボランティア登録団
体・登録人数が伸びた平成28
年度から、登録数は減少する
ことなく微増している。平成
28年度に引き続き、多様化す
るニーズに対応するための機
能の充実や、災害時に効果的
な支援を行うための関係機関
との連携強化を図っており、
「順調」と判断した。

0.10

0.10

2,325

79,225

係
長 順調

【評価理由】
　ボランティア登録団体・登
録人数や研修受講者数が増加
したことから「順調」と判断
した。

【課題】
　社会情勢の変化と多様化す
るニーズに対応するため、研
修受講者を地域につなぐ仕組
みづくりや、地域の見守り活
動などのふれあいネットワー
ク活動の充実・強化により、
地域住民による「地域単位で
の生活支援力」を高める必要
がある。また、関係機関との
連携を視野に入れた取り組み
も行うことで、地域の人材発
掘や地域の課題発見、解決を
進めていくことが必要であ
る。

　平成27年度から地域相談支
援事業を開始し、平成29年度
までに全区に地域支援コー
ディネーターを16名配置し
た。小学校（地）区単位での
見守り・支え合い活動の支
援、サロンの開設・運営支援
などに取り組み、身近な地域
での支え手の発掘や互助活動
の支援の強化が図られたた
め、「順調」と判断した。

順調

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

課
長

18,950

31,416
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保健福祉局

平成29年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度 H28年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度H28年度

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

課
長

0.05 人

実
績

51 件 47 件
係
長

0.10 人

達
成
率

108.5 ％ 92.2 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

41.4 ％ 42.5 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

95.2 ％ 102.7 ％
職
員

0.30 人

【評価理由】
　市民後見人養成研修修了者
が成年後見活動を行うととも
に、年長者研修大学校の修了
生の地域活動への継続的な参
加が認められることから、
「順調」と判断した。

【課題】
　権利擁護・市民後見の促進
については、今後、第三者後
見人の不足が予想されるた
め、安定した成年後見制度推
進を図る必要がある。
　年長者研修大学校及び北九
州穴生ドーム運営について
は、さらなる講座の充実のた
めにアンケート結果等を活用
して、より魅力ある運営とな
るよう努める必要がある。

　多くの市民が受講すること
により（延べ利用者数
H29：64,880人）、高齢者の
生きがいづくりや社会参加の
促進が図られていると判断さ
れるため、「順調」と判断し
た。

順調

3,511

長寿
社会
対策
課

前年度
（47件）
水準を維

持

法人後見受任件数
(年度末件数)

修了生の地域活動
への参加状況

前年度比増

順調

Ⅰ-3-
(2)-③ 
団塊の世
代の活用

　年長者研修大学校
（周望学舎・穴生学
舎）及び北九州穴生
ドーム、並びに生涯現
役夢追塾の運営を行
う。

5
権利擁護・市民
後見促進事業

　弁護士・司法書士・社
会福祉士などの専門職に
よる第三者後見人が将来
不足することに備え、契
約能力の低下した認知症
高齢者等に対し、福祉
サービスの利用調整や日
常生活の見守りを中心と
した成年後見業務を担う
｢市民後見人｣を養成する
とともに、養成した後見
人を登録し、後見業務を
法人として提供する機関
に補助金を交付し、成年
後見制度の利用促進を図
る。

4,825

47件
（H27年
度）

研修修
了者の
活躍の
場の確

保

前年度
（43.5％）

比増

前年度水
準を維持

153,885

順調

　市民後見人養成研修の修了
者が後見業務を法人として提
供する機関に登録し、実際に
成年後見制度の実務の担い手
として活動を行ったため、
「順調」と判断した。

43.0％
（H26年
度）

高齢者の生
きがいづく
りや仲間づ
くり、及び
ボランティ
ア活動等の

促進

6

年長者研修大学
校及び北九州穴
生ドーム運営委
託

長寿
社会
対策
課

3,784 3,0757,720

153,885153,885

　権利擁護・市民後見促進事
業については、高齢化の加速
や認知症高齢者の増加に伴う
第三者後見人の不足に対応す
るため、成年後見制度の担い
手を育成する養成研修を引き
続き実施する。また、研修修
了者の活動の場を確保するた
め法人後見業務への補助を行
う。
　年長者研修大学校及び北九
州穴生ドーム運営について
は、地域活動の拠点としての
役割のためボランティア活動
の充実に努めるなど、高齢者
の生きがいづくりや健康づく
りを促進し、地域活動を担う
高齢者の人材育成を図る。
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保健福祉局

平成29年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度 H28年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度H28年度

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

85
団
体

110
団
体

課
長

0.30 人

実
績

81
団
体

85
団
体

係
長

16.5 人

達
成
率

95.3 ％ 77.3 ％
職
員

0.50 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.00 人

目
標

実
績

1,272
（うち廃止
425世帯）

人
1,190

（うち廃止
397世帯）

人

達
成
率

目
標

実
績

527,362
千
円

598,549
千
円

達
成
率

目
標

実
績

80,050 件 76,684 件

達
成
率

目
標

実
績

97.0 ％ 98 ％

達
成
率

　市が実施し又は所管す
る保健福祉サービスに関
する利用者及び利用希望
者からの苦情を、中立か
つ公正な第三者（保健福
祉オンブズパーソン）が
面談し、市の機関へ調査
や報告を求めてその内容
を審理。不当な点があれ
ばその是正を勧告するな
どの苦情処理を行う。
　当事業は、既存の苦情
処理制度である広聴制度
（市民のこえ、市長への
手紙）や法定救済制度
（行政不服審査制度、行
政事件訴訟制度）を補完
するもの。

　民生委員・児童委員
は、社会福祉の精神を
もって、高齢者をはじめ
生活困窮者、児童、障害
のある人など援護を必要
とする者に相談・助言を
行い、福祉事務所や社会
福祉施設などと密接に協
力しながら、地域社会の
福祉の増進を図る。その
民生委員・児童委員の委
嘱、広報、研修などを行
う。

　住民と行政の力を結集
し、地域における既存の
ネットワークや見守りの
仕組みを結び付け、セー
フティネットの網の目を
細かくすることによっ
て、高齢者のみならず、
支援を必要としている人
が社会的に孤立すること
がないよう地域全体で見
守り、必要なサービス等
につなげていく取組みで
ある。

【評価理由】
　達成していない目標もある
が、実績値は高いレベルを維
持しているため、「順調」と
判断した。

【課題】
　いのちをつなぐネットワー
ク事業については、今後も
「地域の課題を地域で考え、
地域で解決する」ための環境
整備を行い、自助・共助の取
組みを支援・啓発していくこ
とが重要である。そのために
関係団体・機関と行政の連携
体制の再構築と、市役所内部
の連携機能の強化が必要であ
ると考える。
　北九州市保健福祉オンブズ
パーソンについては、相談内
容の多くは、オンブズパーソ
ンへの申し出を望むことよ
り、区役所等の窓口での改善
を求める傾向が強い。
　生活保護受給者への自立支
援については、支援対象者が
逓減傾向にあるため、就労意
欲が乏しい等支援が難しい者
への対策を強化していく必要
がある。
　民生委員活動支援について
は、地域福祉の担い手である
民生委員・児童委員の負担が
増えており、引き続き活動環
境の整備が必要である。区全
体の相談支援体制の強化や関
連部署による情報共有の促進
等、各々の連携強化が課題と
して挙げられる。また、地域
の中で候補者を見つけるため
の方策の研究が求められる。

―

―

86,008件
(H27年
度）

順調

―

―

生活保護受給者
に対する自立支
援事業

―

協力企
業・団
体によ
るネッ
トワー
クの拡

大

1,000

9,775

保護
課

―

79団体
(H27年
度)

総務
課

―

―

―

地域
福祉
推進
課

いのちをつなぐ
ネットワーク事
業

7

10

順調

0.507,300

係
長

課
長

相談・支援件数

順調

人

人

2.40

2.40

―

―

45,450

人

順調

公正で
信頼さ
れる保
健福祉
行政の
推進

―

―

―

166,369

170,441

―

―

―

―

相談・
支援件
数の維

持
―

―

充足率

―

就職者数（人）
被保護
者の自
立促進

　相談・支援件数は減少して
いるものの充足率は増加した
ため、「順調」と判断した。

人

　いのちをつなぐネットワー
ク事業については、いのちを
つなぐネットワーク推進会議
の開催とともに、協力企業・
団体の拡大と強化を継続す
る。
　北九州市保健福祉オンブズ
パーソンについては、オンブ
ズパーソン事務局が仲介役と
なり、相談者と保健福祉サー
ビス担当者の双方の意見を聞
きながら、相談者の不満等を
解決していく方策を提案して
いく。
　生活保護受給者への自立支
援事業については、事業自体
は順調であるため、引き続き
前年度と同一水準の規模で、
事業を推進していく。
　民生委員活動支援について
は、民生委員児童委員協議会
への参加等を通じて、民生委
員との意見交換をするなどし
て地域の実態把握に努め、行
政のサポート体制を充実させ
る。今後も、福祉事務所や社
会福祉施設などど密接に協力
しながら、地域社会の福祉の
増進を図る。

172,200

―

―

　多様で複雑な問題を
抱える生活保護受給者
に対し、それらの問題
を解決し少しでも早く
生活保護から自立でき
るように、就労支援プ
ログラム等の各種自立
支援プログラムを活用
し、専門的に支援する
職員（専門員）を各区
に配置するなど、福祉
事務所における自立支
援体制を拡充し、支援
を行う。

充足率
の維持

地域
福祉
推進
課

被保護
者の自
立促進

―

―

民生委員活動支
援事業

いのちをつなぐ
ネットワーク推進
会議の参加団体数

公正で信頼される
保健福祉行政の推
進

Ⅱ-1-
(1)-①
地域で安
心して暮
らせる仕
組みづく
り

9

効果額（千円）
（保護削減額）

8
北九州市保健福
祉オンブズパー
ソン事業

　オンブズパーソンの意見書
によって、業務の改善・充実
が図られたものもあり、保健
福祉サービスの質の向上を図
ることができた。
　また、平成22年度以降、年
間150件を超える相談があ
り、苦情申立てに至らない
ケースであっても、相談内容
によって、市の担当部署に直
接状況を確認して相談者へ回
答するなど、相談者のニーズ
に対応しているため「順調」
と判断した。

6,569

0.00

6,584

人

人

順調

　事業の進展により、就職者
数は逓減傾向にあるものの、
保護費の削減に大きく寄与し
ているため、「順調」と判断
した。

係
長

4,150

課
長

164,631 167,311

154,243160,935

職
員

0.20

0.30

職
員

348

―

　地域会合への参加回数は増
加（H28:1,438回、H29 ：
1,443回）しており、いのち
をつなぐネットワーク推進会
議の参加団体数は、目標数に
は達していないが前年度より
増加したため、「順調」と判
断した。

335
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保健福祉局

平成29年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度 H28年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度H28年度

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

課
長

4.30 人

実
績

係
長

17.30 人

達
成
率

職
員

7.70 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.10 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.10 人

目
標

10 件 10 件
課
長

0.30 人

実
績

22 件 16 件
係
長

1.00 人

達
成
率

220.0 ％ 160.0 ％
職
員

1.00 人

―

Ⅱ-1-
(2)-①
医療・救
急体制の
充実

順調 【評価理由】
　急患センターの運営、テレ
フォンセンターにおける病院
紹介、輪番病院による初期救
急体制等の整備、小児救急
ネットワーク部会や小児医療
先進都市づくり会議の開催、
小児救急医療における様々な
課題の検討、医師会が主催す
る後期臨床研修や周産期医療
に関する研修への補助などを
実施することにより、救急医
療体制の維持、小児救急医療
の先進都市づくり、産婦人
科・小児科医の確保が図られ
ていると考えられる。
　在宅医療普及推進事業にお
いては管理栄養士による医師
への助言件数が目標を超えて
おり、難病患者支援体制推進
事業においても、難病相談支
援センターを開設し、相談支
援の充実を図ることができ
た。
　以上により、「順調」と判
断した。

【課題】
　救急医療体制の維持につい
て、救急医療を実施している
医療機関では、医師や医療ス
タッフなど、人的、経済的負
担が大きい。
　小児医療先進都市づくりに
ついては、ワークショップに
おいて、より小児医療関係者
のニーズに沿った内容となる
よう、関係者と協議する。
　産婦人科、小児科医師の確
保については、医師確保策と
して一定の成果は上げている
が、助成を活用する研修医の
確保に苦慮している。
　在宅医療普及推進について
は、在宅医療分野における管
理栄養士の役割について更に
周知を図るとともに、在宅医
療分野における管理栄養士の
数を増やしていく必要があ
る。
　難病患者支援体制推進事業
については、難病について理
解を広め、相談支援を充実さ
せるために、引き続き難病対
策地域協議会で当事者等から
意見を聞く必要がある。

1,727

―

救急医
療体制
の維持

産婦人
科、小
児科医
師等の
確保に
係る事
業を支

援

4,035

地域
医療
課

　産婦人科・小児科医
師の確保を支援するた
めの事業への助成を行
う。

11

―

――

地域
医療
課

順調―

1,037,243

1,150

産婦人科、
小児科医師
等の確保に
係る事業を

支援

―

9,993

大変
順調

大変
順調

大変
順調

10,000
産婦人科、小児科
医師の確保

―

救急医療体制の維
持

―

―

―

産婦人科、
小児科医師
等の確保に
係る事業を

支援

専門職
の在宅
医療へ
の参画
促進

小児医療に関
する先進的な
取組みを実施

　医師会が主催する後期臨床
研修や周産期医療に関する研
修（産婦人科医会を主催とす
る新生児蘇生法の講習等）へ
補助を実施し、医師確保の支
援を行っており、「順調」と
判断した。

　主治医への助言件数は目標
値を上回ったため「大変順
調」と判断した。

　医師会、医療機関、行政の
連携のもと、重症度に応じて
第一次から第三次までの救急
医療体制を構築し、質・量と
もに他自治体に比べても充実
した救急医療が提供されてい
るため、「大変順調」と判断
した。

 小児救急医療関連の議題を
テーマにネットワーク部会を
開催し、小児医療先進都市づ
くり会議では、これらに関す
る取り組み結果や成果につい
て報告するとともに、虐待対
応、療育医療など小児救急に
関する議題について協議を行
い、関係機関との連携を図っ
た。また、小児救急医療に携
わる医師、看護師等を対象と
し、実践的な手技手法が学べ
るワークショップは、全国か
ら175人（申込者207人）の参
加があった。この開催によ
り、関係者の技術の向上が図
られ、また、本市の小児医療
に関する取り組みについて、
市内外の医療関係者等へのア
ピールに繋がったため、「大
変順調」と判断した。

 救急医療体制の維持・確保
については、各病院の医師、
医療スタッフの負担軽減に資
する体制確保や財政的支援を
継続的に行う。
　小児医療先進都市づくり事
業では、小児医療先進都市づ
くり会議や小児救急医療ワー
クショップ等について、内容
の充実に努める。
　産婦人科・小児科医師の確
保については、課題を踏ま
え、助成制度の見直しを検討
するなど、市医師会と協議す
る。
　在宅医療分野での管理栄養
士の活用促進について、関係
団体等の協力を得ながら現実
的かつ具体的な活動モデルを
作成し、管理栄養士が活用さ
れる環境づくりを進める。
　難病患者支援体制推進事業
については、引き続き患者・
家族や市民への情報提供を推
進するとともに、相談支援の
充実を図っていく。

― ―

―

小児救急医療の先
進都市づくり

在宅医療普及推
進事業

　小児救急医療をはじ
めとする小児医療体制
のさらなる充実を図る
ことで、小児医療の先
進都市づくりを行う。

―

救急医療体制の
維持・確保

小児医療先進都
市づくり事業

地域
医療
課

12

　夜間や休日における
救急医療体制の維持・
確保。

主治医への助言件
数

産婦人科・小児
科臨床研修医支
援等事業

14

　かかりつけ医を中心
に専門職が連携し、患
者の希望に沿った在宅
医療サービスの提供が
なされるよう、地域の
専門職の参画促進や、
在宅医療の中心的な役
割を担う訪問看護の充
実強化等、在宅医療の
環境整備を推進する。

地域
医療
課

13

3,468

2,9009,993

1,450

280,200

小児医
療の充

実

―

小児医療に関
する先進的な
取組みを実施

―

―

1,079,271

2,900

20,950

1,068,287

2,963
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平成29年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
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【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
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No.
基本計画の施策を構成する
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主要事業
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H29年度H28年度

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

―

―

―

人

1.00

1.00

　難病患者支援の課題
や支援体制について協
議を行う難病対策地域
協議会を開催する。

64.4%
（H26年
度調査
複数回
答有）

49,000

課
長

―

―

―

1.00

人

人

―

順調係
長

難病患者に対する
正しい知識の普及

―

難病患
者に対
する正
しい知
識の普

及

―

　難病患者の相談支援の拠点
となる難病相談支援センター
の開設を行い、難病法におけ
る特定医療費支給事務の権限
移譲にかかる事務体制の整備
を行うなど、難病患者を支援
する体制は着実に整ってきて
いるため、「順調」と判断し
た。

職
員

―

―

39,954

難病専
門窓口
開設に
よる相
談機関
の利用
者の増

加
(H31年
度）

難病患者が相談機
関を利用した割合
（北九州市障害
児・者等実態調査
における調査よ
り）

健康
推進
課

15
難病患者支援体
制推進事業

―

―

437 29,000
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保健福祉局

平成29年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度 H28年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度H28年度

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.30 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.30 人

―

―

【評価理由】
　迅速な情報収集、情報発
信、講演会・研修会の開催、
備蓄品の確保など、健康危機
管理の整備・強化や新型イン
フルエンザ等感染症の発生に
備えた対策が図られたと考え
られるため、「大変順調」と
判断した。

【課題】
　近年では、市民にあまり馴
染みのない感染症（蚊媒介感
染症、薬剤耐性菌など）が国
際的にも問題となっているた
め、分かりやすい広報等、啓
発のためのさらなる工夫が必
要である。
　また、平成29年度における
感染性胃腸炎の集団発生は、
14件発生しており、今後も引
き続き、集団生活の場となる
施設従事者等向けの研修会等
での取り組みが必要である。
　新型インフルエンザ等の発
生時に備えた医療体制や相談
体制の整備については、必要
に応じて、医療対策専門部会
や関係機関と協議を進めるこ
とが重要である。また、新型
インフルエンザ等の発生に備
えて、十分量の防護服等の備
蓄品を確保する必要がある。

―

―

23,961

大変
順調

8,700

関係機
関との
協力、
連携
強化

必要と
なる備
蓄品の
確保・
補充

―

―

―

健康危
機管理
の整

備・強
化

大変
順調

4,400

―

　迅速に感染症に係る情報を
収集し、市民に対して、ホー
ムページや市政だより等を活
用し、タイムリーな情報発信
を行うことで、市内における
感染症の発生予防及び早期発
見を図ることができた。
　また、CRE感染症対策につ
いて、平成29年度は新たに
NPO法人との連携を通じて、
市内でのまん延状況に関する
調査を行うとともに、医療機
関に対して適切な対応を指導
するなどし、まん延防止を図
ることができた。
　このほか、医療従事者を対
象とした講演会や、各施設従
事者等を対象とした研修会を
開催し、目標の施設数（300
施設）を超える418施設の参
加があるなど、感染症対策へ
の理解を深めるとともに、大
変好評であった。
　風しんに関しては、妊娠を
希望する市民等を対象とした
無料の抗体検査を継続的に実
施するなどし、予防及び早期
発見に努めた結果、市内での
先天性風しん症候群の発生は
なく、流行することもなかっ
た。
　以上のことから、「大変順
調」と判断した。

―

大変
順調

　平成21年の新型インフルエ
ンザ発生時の経験を踏まえて
定めた「本市新型インフルエ
ンザ等対策マニュアル（医療
対応編）」に沿って、防護服
等の備蓄品の補充を計画的に
行い、新型インフルエンザ等
の発生に備えることができ
た。
　感染症発生時の関係機関の
対応力向上及び連携強化を図
るため、患者移送訓練のほ
か、平成29年度は新たに陰圧
テント設営訓練を行った。
　また、従来の市政だより、
フリーペーパー、ラジオ等に
新たに市SNSを加えた様々な
媒体を通じ、感染症の予防啓
発や情報提供を行うこともで
きたため、「大変順調」と判
断した。

― 19,21419,499

―

Ⅱ-1-
(2)-② 
健康危機
管理体制
の充実

新型インフルエ
ンザ対策事業

保健
衛生
課

17

健康危機管理の整
備・強化

新型インフルエン
ザ等感染症の発生
に備えた対策

16
感染症対策推進
事業

　感染症に係る基盤整
備、指導・相談や関係
機関との連携活動等を
行い、感染症の発生、
まん延防止の施策を行
う。

保健
衛生
課

　平成21年4月に発生
した新型インフルエン
ザ（A/N1H1）対策を踏
まえ、今後の再流行や
新たな新型インフルエ
ンザ等感染症の発生に
備えた検討などを行
い、必要な対策の充実
を図る。

13,827

医療体制や
相談体制の
整備、市民
への啓発や
情報提供な
どを行う

―

医療体制や
相談体制の
整備、市民
への啓発や
情報提供な
どを行う

11,79811,416

　感染症対策推進事業につい
ては、社会福祉施設等の従事
者を対象とした「感染症対策
研修会」および医療機関従事
者を対象とした「院内感染対
策研修会」を、引き続き開催
することにより、適切な感染
対策の推進を図っていく。
　デング熱等の蚊媒介感染症
の輸入例が報告されており、
市内でも蚊媒介感染症が発生
するリスクがある。市民への
予防啓発および市内の蚊の捕
獲調査を継続的に実施してい
く。予防啓発活動において
は、市・局の広報手段やホー
ムページ等を有効活用し、市
民への周知に努めていく。感
染症対策においては、医療機
関、施設、NPO法人等と連携
をとりながら、さらなる充実
を図っていく。
　新型インフルエンザ等対策
事業については、新型インフ
ルエンザ等感染症の発生に備
え、必要量の防護服等を継続
的に確保していく。また、訓
練を行うなど、本庁、保健
所、医療機関等の関係機関に
おける連絡体制の充実を図
る。
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保健福祉局

平成29年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度 H28年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度H28年度

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.70 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.60 人

目
標

課
長

0.01 人

実
績

係
長

0.02 人

達
成
率

―
職
員

0.05 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

41.4 ％ 42.5 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

95.2 ％ 102.7 ％
職
員

0.30 人

順調

―

43.0％
（H26年
度）

犯罪や
非行の
ない明
るい地
域社会
の実現
と罪を
犯した
人たち
の更生
につい
ての理
解促進

実施

―

順調

順調

犯罪や非行のない
明るい地域社会の
実現と罪を犯した
人たちの更生につ
いての理解促進を
図るために、社会
を明るくする運動
を実施

消費者への食品安
全に関する正しい
知識・情報の提供

641 6,825

422

　「社会を明るくする運動」
を実施することで、市民へ更
生保護への理解を促進するこ
とができたと考えられるた
め、「順調」と判断した。

順調

実施

153,885

衛生講習会や監
査指導等を行っ

た。

　多くの市民が受講すること
により（延べ利用者数
H29：64,880人）、高齢者の
生きがいづくりや社会参加の
促進が図られていると判断さ
れるため、「順調」と判断し
た。

　犯罪や非行のない明るい地
域社会の実現に向け、今後も
犯罪予防活動や広報活動等を
継続的に実施する。

衛生講習会や監
査指導等を行っ

た。

397

食品等
事業者
の衛生
意識の
向上を
図る。
(H30年
度)

　食の安全安心確保推進事業
については、今後も食品衛生
監視指導計画を毎年度策定・
公表するとともに、消費者へ
食品の安全に関する正しい情
報を提供し、リスクコミュニ
ケーションの推進を図る。
　食中毒予防総合対策事業に
ついては、食品等事業者を対
象とした講習会の開催や監視
指導、啓発を今後も継続し、
事業者の衛生意識の向上を
図っていく。

【評価理由】
　講習会の開催や監査指導の
実施により、消費者への食品
安全に対する正しい知識・情
報の提供や、食品等事業者の
衛生意識の向上が図られたと
考えられるため、「順調」と
判断した。

【課題】
　全国で食中毒や食品の混入
事件等が発生しており、消費
者の食の安全に対する関心・
不安が高まっている。
　また、衛生意識や知識の欠
如等により、一部の食品等事
業者において、食中毒等の事
故や異物混入等の事例が発生
している。

1,184

1,805 1,172―

　講習会の開催、啓発チラシ
等の配布等、食品安全に関す
る情報を提供することで、消
費者の衛生意識の向上が図ら
れ、食の安全・安心の確保に
繋がっているため、「順調」
と判断した。

順調
衛生講習会や

リーフレットの
配布等を行なっ

た。

―

153,885

継続的
に実施

―

441

―

―

―

―

前年度
（43.5％
）比増

前年度比
増

―

保健
衛生
課

総務
課

　犯罪や非行の防止と
罪を犯した人たちの更
生について理解を深
め、明るい地域社会を
築くため、法務省主唱
の社会を明るくする運
動を実施する。

18
食の安全安心確
保推進事業

19
食中毒予防総合
対策事業

保健
衛生
課

　食品の安全を確保す
ることにより住民の健
康保護を図ることを目
的に、食品衛生法に規
定するリスクコミュニ
ケーションを実施す
る。

修了生の地域活動
への参加状況

　食中毒発生時の迅速
な原因究明による健康
被害の拡大防止や流通
食品の汚染実態調査等
により、食中毒の総合
的な予防対策を実施す
る。

　年長者研修大学校
（周望学舎・穴生学
舎）及び北九州穴生
ドーム、並びに生涯現
役夢追塾の運営を行
う。

20
社会を明るくす
る運動

年長者研修大学
校及び北九州穴
生ドーム運営委
託

長寿
社会
対策
課

21

Ⅱ-1-
(2)-③
食の安
全・安心
の確保

Ⅱ-2-
(1)-① 
生涯現役
型社会の
環境づく
りの推進

Ⅱ-1-
(3)-⑤
非行や犯
罪を生ま
ない地域
づくり

4,825

衛生講習会や
リーフレットの
配布等を行っ

た。

食品等事業者の衛
生意識の向上

7,650

順調

―

消費者
へ食品
安全に
関する
正しい
知識・
情報を
提供す
る。

(H30年
度)

継続的
に実施

153,885

690

高齢者の
生きがい
づくりや
仲間づく
り、及び
ボラン

ティア活
動等の促

進

―

【評価理由】
　年長者研修大学校の修了生
の地域活動への継続的な参加
が認められることから、「順
調」と判断した。

【課題】
　さらなる講座の充実のため
にアンケート結果等を活用し
て、より魅力ある運営となる
よう努める必要がある。

【評価理由】
　法務省が主唱する社会を明
るくする運動を実施し、犯罪
や非行のない明るい地域社会
の実現と罪を犯した人達の更
生についての理解促進が図ら
れたと考えられるため、「順
調」と判断した。

【課題】
　保護司、保護観察所等関係
団体とさらに連携し、更生保
護への理解促進のため、今後
も事業を継続して実施してい
くことが必要である。

　食品等事業者の関心が高い
内容に重点を置き、講習会や
監視指導を行ったことによ
り、食品等事業者の衛生意識
の向上が図られ、食の安全・
安心の確保に繋がっているた
め、「順調」と判断した。

順調

1,504

609

　地域活動の拠点としての役
割のためボランティア活動の
充実に努めるなど、高齢者の
生きがいづくりや健康づくり
を促進し、地域活動を担う高
齢者の人材育成を図る。

62



保健福祉局

平成29年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度 H28年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度H28年度

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

課
長

0.05 人

実
績

51 件 47 件
係
長

0.10 人

達
成
率

108.5 ％ 92.2 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.50 人

実
績

78.3 ％
係
長

1.30 人

達
成
率

96.5 ％
職
員

2.40 人

順調

　市民後見人養成研修の修了
者が後見業務を法人として提
供する機関に登録し、実際に
成年後見制度の実務の担い手
として活動を行ったため、
「順調」と判断した。

順調

順調

地域包括支援セン
ター利用時の職員
対応満足度
（北九州市高齢者
等実態調査より）

565,782

前年度水
準を維持

H25年度
を維持
（H31年
度）

研修修
了者の
活躍の
場の確

保

81.1％
（H25年
度）

H25年度
（81.1％）
を維持

法人後見受任件数
(年度末件数)

36,750633,501

　イベントや研修等で積極的
にチラシを配布する等広報活
動を強化し、より幅広い層に
事業のPRを図ることができ
た。
　高齢者いきいき相談の実施
場所を市民センター以外にも
拡大するなど相談窓口の拡充
を進め、相談件数が大幅に増
加した（H28：153,354件、
H29：183,663件）ため「順
調」と判断した。

【評価理由】
　法人後見受任件数は目標を
達成しなかったが、地域包括
支援センターの相談件数は増
えていることから、「順調」
と判断した。

【課題】
　権利擁護・市民後見の促進
については、今後、第三者後
見人の不足が予想されるた
め、安定した成年後見制度推
進を図る必要がある。
　地域包括支援センター運営
事業については、平成28年10
月に始まった介護予防・生活
支援サービス事業が円滑に進
んでいるものの、市の実情に
合わせた新たなサービスにつ
いて利用者への更なる周知に
努めるとともに、自立支援・
重度化防止に向けた適切な
サービス提供のため地域ケア
会議等の充実・強化により職
員のスキルアップを図る必要
がある。

3,075

47件
（H27年
度）

3,5117,720

―

―

―

前年度
（47件）
水準を維

持

23

　地域包括支援センター
は、高齢者が住み慣れた
地域でその人らしい生活
を安心して続けることが
出来るよう、保健・医
療・福祉・介護に関する
幅広い相談に応じる「総
合相談窓口」である。
　本市では、区役所、出
張所に地域包括支援セン
ター及びバックアップ機
能としての統括支援セン
ターを配置するととも
に、市民センターに巡回
訪問するなどアウトリー
チ機能を強化し、効果
的・効率的な運営を行
う。

権利擁護・市民
後見促進事業

地域
福祉
推進
課

22

　弁護士・司法書士・
社会福祉士などの専門
職による第三者後見人
が将来不足することに
備え、契約能力の低下
した認知症高齢者等に
対し、福祉サービスの
利用調整や日常生活の
見守りを中心とした成
年後見業務を担う｢市
民後見人｣を養成する
とともに、養成した後
見人を登録し、後見業
務を法人として提供す
る機関に補助金を交付
し、成年後見制度の利
用促進を図る。

地域包括支援セ
ンター運営事業

長寿
社会
対策
課

Ⅱ-2-
(1)-②
総合的な
地域ケア
の充実

3,784

565,159

　権利擁護・市民後見促進事
業については、高齢化の加速
や認知症高齢者の増加に伴う
第三者後見人の不足に対応す
るため、成年後見制度の担い
手を育成する養成研修を引き
続き実施する。また、研修修
了者の活動の場を確保するた
め法人後見業務への補助を引
続き行う。
　地域包括支援センター運営
事業では、職員スキルアップ
のための研修及び地域ケア会
議の充実・強化を図る。ま
た、相談体制については、市
民にとっての身近な窓口とし
て気軽に立ち寄れる相談窓口
体制を検討するとともに、引
き続き地域包括支援センター
の周知に努める。
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保健福祉局

平成29年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度 H28年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度H28年度

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

32,312 人 30,799 人
課
長

1.06 人

実
績

35,292 人 32,061 人
係
長

3.70 人

達
成
率

109.2 ％ 104.1 ％
職
員

14.30 人

目
標

5,548 人

実
績

5,161 人 5,461 人

達
成
率

98.4 ％

目
標

2,451 人

実
績

2,181 人 2,280 人

達
成
率

93.0 ％

目
標

7,109 人 12,067 人
課
長

0.60 人

実
績

3,369 人 10,206 人
係
長

1.50 人

達
成
率

47.4 ％ 84.6 ％
職
員

2.50 人

目
標

13 人 16 人
課
長

0.30 人

実
績

13 人 16 人
係
長

0.80 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

1.00 人

　平成27年度から地域相談支
援事業を開始し、平成29年度
までに全区に地域支援コー
ディネーターを16名配置し
た。小学校（地）区単位での
見守り・支え合い活動の支
援、サロンの開設・運営支援
などに取り組み、身近な地域
での支え手の発掘や互助活動
の支援の強化が図られたた
め、「順調」と判断した。

　平成28年10月より移行を始
めた「介護予防・生活支援
サービス事業（予防給付型・
生活支援型）」は、全国一律
の保険給付から円滑に移行が
完了した。保健・医療の専門
職が相談・支援や機能訓練を
行う短期集中予防型について
も、検証実施において生活機
能の改善、介護予防の取組の
動機付けにつながる等成果が
見られたため、「順調」と判
断した。

　介護保険の在宅サービスの
提供については、介護が必要
な人に在宅サービスが安定的
に供給されるよう、「北九州
市いきいき長寿プラン」に
沿った支援を行う。
　介護保険施設等の公募の実
施にあたり、「北九州市いき
いき長寿プラン」を踏まえ、
特別養護老人ホームや認知症
グループホーム等の計画的な
整備を行う。
　介護予防・生活支援サービ
ス事業については、市民及び
事業者等関係者へ引続き周知
に努め、自立支援・重度化防
止に向けた適切なサービスを
提供できるよう、従事者、事
業所の確保等、環境整備を行
う。
　生活支援体制整備事業
（旧：地域相談支援事業）に
ついては、校（地）区社会福
祉協議会を中心として、地域
住民団体、社会福祉事業者、
NPO、企業等、多様な主体が
協働する校区の「作戦会議」
において、平成30年度以降、
新たな支援の仕組みやサービ
スを検討・実施する校区数の
増加を図る。

順調

人

順調

順調

順調

103,000

人

【評価理由】
　介護保険サービスの給付が
適切に行われており、「介護
予防・生活支援サービス事
業」の移行も円滑に完了した
ため、「順調」と判断した。

【課題】
　民間事業者が行う介護保険
施設等の公募の実施について
は、これまでの活動で成果が
出ているが、介護の質の確保
の点から事業者の選定が限定
される。
　介護予防・生活支援サービ
スについては、市の実状に合
わせた生活支援型サービスに
ついて、利用者の状況に応じ
て介護保険事業者だけではな
く、民間企業・ＮＰＯ法人
等、多様なサービス提供者を
確保する必要がある。
　「短期集中予防型」につい
ては、29年度の検証実施をふ
まえ本実施をする。本実施
後、利用者が主体的な介護予
防への取組みを継続できる環
境づくりが必要となる。
　生活支援体制整備事業
（旧：地域相談支援事業）に
ついては、社会情勢の変化と
多様化するニーズに対応する
ため、ボランティア大学校の
研修受講者を地域につなぐ仕
組みづくりや、地域の見守り
活動などのふれあいネット
ワーク活動の充実・強化によ
り、地域住民による「地域単
位での生活支援力」を高める
必要がある。関係機関との連
携を視野に入れた取り組みも
行うことで、地域の人材発掘
や地域の課題発見、解決を進
めていくことが必要である。

地域
福祉
推進
課/認
知症
支
援・
介護
予防
セン
ター

　要支援１・２の認定
を受けた方及び事業対
象者が利用する訪問介
護及び通所介護につい
て、高齢者が能力に応
じ自立した日常生活が
営むことができるよう
サービス提供を行う。

特別養護老人ホー
ムの定員数

介護予防・生活支
援サービス事業の
利用者数

地域支援コーディ
ネーター配置数

900,375

7人
(H27年
度）

26
介護予防・生活
支援サービス事
業

在宅サービスの利
用人数

0.50

―

2,199人
(H26年
度)

―

79,225

1.40

40,650

4.80

100,161

55,750

44,412,844

課
長

人

18,950

係
長

　利用者に対し、適切なサー
ビスが行われていることか
ら、「順調」と判断した。

―

―

順調

156,44041,457,324

5,635人
(H32年
度）

115,290

41,610,096

2,576,512

38,711人
（H32年
度）

2,027,271

92,300

2,370人
(H32年
度）

93,208

11,040 人
(H30年度)

16人
(H29年
度)

34,685人
(H27年度)

5,033人
(H26年
度)

介護
保険
課

介護
保険
課

　要介護者が、在宅生
活が困難になった場合
などにおいても可能な
限り住み慣れた地域で
生活を継続することが
できるよう、民間事業
者が行う介護保険施設
等の整備を行う。

24

介護サービス等
給付費（介護保
険サービスの提
供（在宅サービ
スの提供））

　高齢者が住み慣れた
地域で、能力に応じて
自立した日常生活を営
むことが出来るよう、
訪問介護・通所介護な
どの在宅サービス・地
域密着型サービスの提
供を行う。

25

民間老人福祉施
設整備補助事業
（特別養護老人
ホーム等の整
備）

Ⅱ-2-
(1)-③
住み慣れ
た地域で
の生活支
援

27

地域
福祉
推進
課

　地域包括ケアシステ
ムの構築に向けて、地
域の見守り・支え合い
を強化し、住民主体の
生活支援サービス等の
創出を促進するため、
各区に地域支援コー
ディネーターを配置
し、多様な主体が協働
する場の設置・運営を
支援する。

職
員

　整備目標数は達成できな
かったが、特別養護老人ホー
ムの入所待機者数が前期高齢
者支援計画（H24～26）策定
時の想定人数と比較して、約
1,000人減少しているため、
「順調」と判断した。

認知症グループ
ホームの定員数

―

生活支援体制整
備事業（旧：地
域相談支援事
業）
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保健福祉局

平成29年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度 H28年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度H28年度

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

70,000 人 70,000 人

実
績

73,201 人 80,581 人

達
成
率

104.6 ％ 115.1 ％

目
標

300 件 300 件

実
績

243 件 170 件

達
成
率

81.0 ％ 56.7 ％

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.20 人

順調

　SOSネットワークシステム
のメール配信協力者数が目標
を上回っており（目標：
3,815人、実績：4,558人）、
早期発見・早期保護体制が維
持できていると考えられるた
め、「順調」と判断した。

　認知症による徘徊行
動により行方不明と
なった高齢者の早期発
見・早期保護を図るた
め、SOSネットワーク
システムの運営や、一
時保護施設の確保、
GPSを活用した位置探
索サービスの提供によ
り、認知症高齢者の安
全確保を図る。

認知症
高齢者
の早期
発見・
早期保
護体制
の維持

認知症高齢者の早
期発見・早期保護

―

― 3,300

―

64,922人
（H27年
度）

認知症サポーター
養成講座受講者数
（累計）

―

認知症高齢者
の早期発見・
早期保護体制

の維持

認知症・介護家族
コールセンター相
談件数

【評価理由】
　コールセンター相談件数は
減少しているが、認知症サ
ポーター養成講座受講者は順
調に伸びており、SOSネット
ワークシステムによる早期発
見・早期保護体制も維持され
ているため、「順調」と判断
した。

【課題】
　認知症の人やその家族が安
心して暮らすためには、一人
ひとりが認知症を正しく理解
し、見守りや相談支援体制、
安全確保など総合的に施策を
進める必要がある。

2,361 3,0752,593

―

―

256件
（H27年
度）

認知
症支
援・
介護
予防
セン
ター

Ⅱ-2-
(1)-④
総合的な
認知症対
策

　認知症の人やその家族が安
心して暮らせるように、正し
い知識の普及や相談支援体
制、安全確保など、引き続
き、総合的に施策を継続して
いく。

順調

29
認知症高齢者等
安全確保事業

認知症の本
人や家族が
かかえる不
安や悩みな
ど相談を受
けることに
より、精神
面での効果
的な支援を
行う。

H29年度ま
でに7万人

養成

0.20 人

　認知症・介護家族コールセ
ンターの相談件数は減少して
いるが、継続的な相談体制を
維持し、認知症サポーター養
成講座受講者は目標を上回っ
ており、認知症の人やその家
族を見守り支えるという役割
を果たしていると考えられる
ため、「順調」と判断した。

順調28
認知症対策普
及・相談・支援
事業

認知
症支
援・
介護
予防
セン
ター

　認知症高齢者やその
家族が住みなれた地域
で安心して暮らせるま
ちづくりを目指し、認
知症を理解して、認知
症の方を地域で温かく
見守り、支える「認知
症サポーター」の養成
に取り組む。また、認
知症の本人や家族及び
高齢者を介護する家族
が抱える不安や悩みな
どを気軽に相談できる
コールセンターを設置
する。

10,370 9,280 9,762 3,075

課
長

0.05 人

係
長

0.10 人

職
員
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保健福祉局

平成29年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度 H28年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度H28年度

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

43,699 件
課
長

0.03 人

実
績

22,103 件 22,086 件
係
長

0.10 人

達
成
率

101.1 ％ 50.5 ％
職
員

0.20 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

74 人 82 人

達
成
率

61.7 ％ 51.3 ％

前年度
（21,870
件）比増

―

0.01

0.02

　グループホームの整備は順
調に進んでいるが、入所施設
からの地域生活移行者数は目
標値に達していないことか
ら、「やや遅れ」と判断し
た。
＜市内グループホーム設置数
の年度推移＞

H28年度　130ヶ所
H29年度　150ヶ所
H30年度　157ヶ所
※各年度4月1日時点

人

人
係
長

順調

―

生涯を
通じた
支援体
制の構

築

――

H28年度
末の施
設入所
者数か
ら127人
以上

（H32年
度末）

障害
者支
援課

2,845

障害者基幹相談支
援センターの相談
件数

12,188件
（H22年
度）

120人以上

入所施設からの地
域生活への移行者
数

生涯を通じた支援
体制の構築

―

132,432

49人
（H27年
度末）

160人以上

―

―

128,272

　支援機関等職員を対象にし
た研修会の開催件数は、前年
と同水準（H28年度：27回、
H29年度：26回）。多職種の
支援者が参加しており、順調
に関係機関の連携強化がなさ
れている。
　障害者基幹相談支援セン
ターの職員の相談スキル向上
により、障害のある人及び家
族等の悩みなどに丁寧で適切
な対応を行った結果、継続的
な相談が減少し、相談件数は
抑えられたと考えられる。
　また、広報活動や各種研修
会を開催することで知名度が
高まっており、相談しやすい
環境が整ってきていることか
ら、「順調」と判断した。

【評価理由】
　地域生活への移行について
は目標に達していないが、グ
ループホームの整備は順調で
ある。また、支援機関職員等
を対象にした研修会や発達障
害関連研修会が実施され、研
修受講者も堅調に増えたこと
から、「順調」と判断した。

【課題】
　障害者基幹相談支援セン
ターの知名度は徐々に高まっ
ているが、さらに高める必要
がある。
　地域生活移行促進事業につ
いては、地域における受け皿
づくりや相談支援体制の充実
に加え、訪問系サービスや日
中活動系サービスのより一層
の充実を引き続き図る必要が
ある。
　発達障害者総合支援事業に
ついては、発達障害者支援セ
ンター「つばさ」について、
成人期以降の方の相談のニー
ズの増加、家族の支援の充実
が必要である。

順調

やや
遅れ

0.10 人
職
員

課
長

1,065

129,204

5,3033,000 2,964

Ⅱ-2-
(2)-①
生涯を通
じ一貫し
た支援体
制の構築

（１）障害者基幹相談支
援センターを設置し、よ
ろず相談窓口として家庭
訪問を含む相談支援を行
うとともに、併せて障害
者虐待防止センターの機
能を持たせて、虐待に関
する通報の受理や養護者
への指導、啓発などを行
う。
（２）総合療育センター
地域支援室に障害のある
子どもの相談を支援する
統括者を配置し、適切な
機関・サービスにつなげ
る支援を実施する。
（３）障害者虐待相談員
（嘱託）を配置し、虐待
に関する初動対応や事実
確認などを行う。
（４）障害者基幹相談支
援センターに「総合支援
コーディネーター」を配
置して、関係機関の協力
体制整備・充実を図る。

31
地域生活移行促
進事業

　障害のある人が、施
設、病院、家庭から自
立して、グループホー
ムや単身での生活がで
きるように、障害のあ
る人の地域移行を支援
及び促進させる事業を
実施する。

30

　障害者相談支援事業につい
ては、支援機関職員等に対し
ては、引き続き研修会等を開
催し、関係機関の連携強化を
図る。広報活動をより推進
し、認知度の更なる向上を図
る。
　また、障害者及び家族の悩
みに対しては、引き続き出前
相談など丁寧な相談支援方法
をとることにより、障害のあ
る人が自立した日常生活や社
会生活を営むことができるよ
うにする。
　地域生活移行促進について
は、平成30年度に新たに創設
した地域生活を支援するため
のサービスの利用促進や地域
生活での受け皿となるグルー
プホーム充実のための助成事
業を継続する。
　発達障害者総合支援事業に
ついては、利用者のニーズに
合った事業を継続し、相談支
援・就労支援を実施する。支
援者や市民及び関係機関等に
対する普及啓発及び研修につ
いても引き続き行う。

障害
者支
援課

障害者相談支援
事業

43,699件
（H30年
度）
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保健福祉局

平成29年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度 H28年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度H28年度

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

1,120 人 1,200 人

実
績

929 人 981 人

達
成
率

82.9 ％ 81.8 ％

目
標

実
績

47 人 150 人

達
成
率

33.6 ％ 319.1 ％

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.60 人

90人
（H26年
度）

建築工事の
着手

順調

順調

建築工事
の実施

前年度比
同水準

市内全
警察署
での研
修終了
（H30年
度）

開所
(H30年
度)

―
新総合療育セン
ターの開所

263,7902,699,832

警察関係者への研
修会参加者数

前年度
（140人）

比
同水準

―

建築工事の
着手

発達障害者支援セ
ンター「つばさ」
の相談支援の実人
数

1,200人
以上

（毎年
度）

748人
（H22年
度）

45,336

　建築工事が着実に進んでい
ることから「順調」と判断し
た。

　発達障害者支援センター
「つばさ」での相談支援実人
数は前年度と比べ概ね変動は
なく、引き続き多くの利用者
の悩みや不安の解決につなげ
ることが出来たと考えられ
る。
　また、警察関係者への研修
会実施回数や参加者数は増加
している。
　例年定期的に行っている研
修に加え、市の職員を対象と
した研修や支援者を対象とし
たより専門的な研修等を実施
し、啓発の拡充及び理解の深
化を図ることができた。
　そのため、「順調」と判断
した。

2,518,500

―

建築工事の
実施

9,050

9,800

　施設の老朽化や障害
のある子どものニーズ
の多様化、拡大等に対
応するため、北九州市
立総合療育センターを
再整備する。

33

32
発達障害者総合
支援事業

（１）発達障害のある人
や家族等の相談に応じる
とともに、必要な情報提
供する。また、関係機関
と連携しながら、必要な
支援を行ったり、啓発活
動を行う。
（２）発達障害のある人
のライフステージに応じ
た適切な支援体制の整備
を行うことにより、発達
障害のある人及びその家
族等の地域における生活
の安定と福祉の向上を図
る。
（３）発達障害のある人
について、先駆的な支援
の取り組みをモデル的に
実践し、その分析・検証
を行うことで発達障害の
ある人に対する有効な支
援手法の確立を図る。
（４）家族会等が実施す
る相談支援や余暇活動の
中で、今後継続的に実施
が見込まれるものに対し
て、事業費の一部を予算
の範囲内で補助する。
（５）アセスメントツー
ルを活用した多職種チー
ム支援の試行を行う。

総合療育セン
ター再整備事業

障害
者支
援課

精神
保健
福祉
課

43,815 45,989

人

係
長

0.30 人

係
員

0.50 人

課
長

0.20
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保健福祉局

平成29年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度 H28年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度H28年度

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

90 人 90 人

実
績

92 人 88 人

達
成
率

102.2 ％ 97.8 ％

目
標

152 人

実
績

119 人 147 人

達
成
率

96.7 ％

目
標

3 人
課
長

0.20 人

実
績

0 人 3 人
係
長

0.20 人

達
成
率

100.0 ％
職
員

0.00 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

74 人 82 人

達
成
率

61.7 ％ 51.3 ％

　障害者しごとサポー
トセンターを拠点に、
障害のある人本人の能
力や特性に応じたきめ
細かな対応を行うとと
もに、新たな職場開拓
や企業の意識啓発及び
就労移行支援に対する
効果的な支援への取組
みを通じて、障害者雇
用の促進を目指す。

順調

係
長

人

0.03

やや
遅れ

0.10

　保健福祉局障害者就
労支援室内に開設した
｢障害者ワークステー
ション北九州｣におい
て、嘱託員として雇用
した知的・精神障害の
ある人が専任指導員の
もと、市役所内のデー
タ入力やラベル貼りな
どの軽易な業務に従事
し、その経験を踏ま
え、民間企業への就職
につなげるための取り
組みを推進する。

　障害のある人が、施
設、病院、家庭から自
立して、グループホー
ムや単身での生活がで
きるように、障害のあ
る人の地域移行を支援
及び促進させる事業を
実施する。

順調

0.40
係
長

職
員

課
長

人

0.01

障害
者就
労支
援室

100人
(H26年
度)

障害者ワークス
テーションで働く
障害のある人の民
間企業等への就職
者数

地域生活移行促
進事業

31,776

4人
（H30年
度）

H28年度
末の施
設入所
者数か
ら127人
以上

（H32年
度末）

1,833

88人
(H26年
度）

障害者しごとサ
ポートセンター利
用者の就職人数

障害
者支
援課

―

1,065

職
員

　グループホームの整備は順
調に進んでいるが、入所施設
からの地域生活移行者数は目
標値に達していないことか
ら、「やや遅れ」と判断し
た。
＜市内グループホーム設置数
の年度推移＞

H28年度　130ヶ所
H29年度　150ヶ所
H30年度　157ヶ所
※各年度4月1日時点

　平成30年3月末時点で3名が
一般就労し、目標を達成した
ため「順調」と判断した。

　障害者しごとサポートセン
ター利用者の就職人数は目標
をわずかに達成できなかった
が、相談・支援件数は前年度
を上回っている。（H28年
度：6,811件、H29年度：
7,153件）また福祉施設から
一般就労への移行件数も前年
度を上回っているため、「順
調」と判断した。

【評価理由】
　障害者しごとサポートセン
ター利用者の就職人数は堅調
を維持し、福祉施設から一般
就労への移行件数も前年度を
上回っている。また、「障害
者ワークステーション北九
州」から民間企業等への就職
者数も目標を達成し、地域生
活移行促進事業については目
標に達していないが、グルー
プホームの整備が順調であ
る。
　以上のことから、「順調」
と判断した。

【課題】
　障害者雇用促進法の改正に
より、平成30年度から民間企
業の法定雇用率が2.0％から
2.2％に引き上げられたこと
から、障害者しごとサポート
センターを拠点として関係機
関との連携のもと、さらなる
取組みの充実を図る必要があ
る。
　障害者ワークステーション
事業について、嘱託員として
雇用した知的・精神障害のあ
る人を「障害者ワークステー
ション北九州」での業務の経
験を踏まえ、民間企業への就
職につなげるため引き続き取
り組みを推進する必要があ
る。
　地域生活移行促進事業につ
いては、地域における受け皿
づくりや相談支援体制の充実
に加え、訪問系サービスや日
中活動系サービスのより一層
の充実を引き続き図る必要が
ある。

順調

課
長

―

120人以上

入所施設からの地
域生活への移行者
数

38,892

生涯を通じ
た支援体制

の構築

人

―

人

160人以上

生涯を通じた支援
体制の構築

― ――

49人
（H27年
度末）

―

119 566

0.00

―

福祉施設から一般
就労への移行件数

39,470

4,300

0.02 人

人

2,964

4,345

5,303

34
障害者就労支援
事業

Ⅱ-2-
(2)-②
地域にお
いて日常
生活を送
るための
基盤整備

　障害者就労支援事業につい
ては、今後も、新たな職場開
拓や企業の意識啓発及び就労
移行支援に対する効果的な支
援への取組みを通じて、障害
者の雇用促進を図るととも
に、企業向けへのセミナー等
において、採用時における就
労条件等の雇用差別の禁止
や、合理的配慮の提供義務化
などの周知を強化する。
　障害者ワークステーション
事業については、「障害者
ワークステーション北九州」
での業務の経験を踏まえ、民
間企業への就職につなげるた
め引き続き取り組みを推進す
る。
　地域生活移行促進事業につ
いては、平成30年度に新たに
創設した地域生活を支援する
サービスの利用促進や、地域
生活での受け皿となるグルー
プホーム充実のための助成事
業を継続する。

―

障害者ワークス
テーション事業

36

障害
者就
労支
援室

35

3,000

―

―

―

266人
(H32年度)

90人
(H30年度)
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保健福祉局

平成29年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度 H28年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度H28年度

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

実
績

6,521 人 7,059 人

達
成
率

128.4 ％ 108.3 ％

目
標

612 人

実
績

583 人 584 人

達
成
率

101.2 ％ 95.4 ％

目
標

実
績

212 点 211 点

達
成
率

128.5 ％ 99.5 ％

目
標

実
績

1,800 人 1,600 人

達
成
率

90.0 ％ 88.9 ％

目
標

74.4 人
課
長

0.10 人

実
績

88.2 人 83.8 人
係
長

0.30 人

達
成
率

100.1 ％ 87.4 ％
職
員

1.00 人

目
標

0.65 %

実
績

0.92 ％ 0.87 ％

達
成
率

95.5 ％ 66.2 ％

目
標

0.82 ％

実
績

1.13 ％ 1.20 ％

達
成
率

104.2 ％ 53.7 ％

0.25

4.00

0.08

人0.13

0.04
課
長

　目標値には達成していない
が、特定健診受診率は、向上
しており（H28：34.1％、
H29：34.4％）、「順調」で
あると判断した。

3,635

課
長

54,76851,441

8,133

550,992

8,626

792,785

75歳未満のがんの
年齢調整死亡率の
減少

障害
福祉
企画
課

　障害のある人のス
ポーツ大会や、各種ス
ポーツ教室等を開催、
障害者団体等によるス
ポーツ大会等への支援
を行う。

4,108人
（H24年
度）

0.98％
（H32年
度）

健康
推進
課

受診者数に対する
血糖コントロール
不良者（重度）の
割合の減少

係
長

課
長

920,235

順調

人

【評価理由】
　指標はおおむね達成できて
おり、障害のある人の社会参
加が促進できたと考えられる
ため、「順調」と判断した。

【課題】
　障害者スポーツの振興につ
いては、障害のある人のス
ポーツ活動を通じた社会参加
の促進のため、各事業の参加
者数の更なる増加を図る必要
がある。
　障害者芸術文化活動等の推
進については、障害のある人
の芸術、文化活動を通じた社
会参加の促進と障害への理解
を深めるため、参加者数、来
場者数の更なる増加を図る必
要がある。

　障害者スポーツ振興事業に
ついては、関係団体と役割分
担や連携を図るとともに、各
事業の周知や参加者の拡大を
図る。
　障害者芸術文化活動等推進
事業については、関係団体と
の連携を図り、事業の周知を
充実するとともに、関連する
イベントとの一体的な開催等
の連携を継続し、魅力的なイ
ベント内容とすることによ
り、参加者数・来場者数の拡
大を図る。

　障害のある人の芸術・文化
の発表の場として、障害者芸
術祭を関係団体や関連するイ
ベント（ふれあいフェスタ）
と連携して開催し、来場者数
は目標に届かなかったが、高
い水準を維持している。ま
た、作品展においては、過去
最高の出展であった平成28年
度とほぼ同水準の出展者数で
あったことから「順調」と判
断した。

人

人

人 順調

人

職
員

係
長 順調

　がん検診の実施及び受診率
向上に向けた普及啓発に取り
組み、75歳未満のがんの年齢
調整死亡率は前年度より減少
したため「順調」と判断し
た。

　障害者スポーツ教室等の開
催回数（目標：125回、実
績：103回）は目標に届かな
かったが高い水準を維持して
おり、参加者数は大幅に増加
している。また、障害者ス
ポーツ大会の参加者数は目標
に届かなかったが、平成28年
度同様、高い水準を維持して
いることから「順調」と判断
した。

順調

順調

H32まで
に610人
の選手
参加

534人
（H24年
度）

障害者
芸術祭
出展者
数の拡

大

584,472

障害者スポーツ教
室等参加者数

1,040

職
員

職
員

係
長

前年度比増

528,995

受診者数に対する
高血圧症該当者
（重度）の割合の
減少

1.3％
（H23年
度）

人

0.04

人

人

前年度
（576人）

比増

0.01

0.07

障害者ス
ポーツ教
室等参加
者の拡大

前年度比増

前年度比増

障害者
芸術祭
来場者
数の拡

大

74.4人
（H34年
度）

1.00

11,650

40,920

1.0％
（H23年
度）

Ⅱ-2-
(3)-①
生活習慣
病の予
防・重症
化予防

健康
推進
課

Ⅱ-2-
(2)-③
社会参加
の促進

障害者芸術文化
活動等推進事業

　「高齢者の医療の確
保に関する法律」に基
づいて、40歳～74歳の
北九州市国民健康保険
被保険者を対象にメタ
ボリックシンドローム
に着目した生活習慣病
予防のための特定健診
を実施する。また、健
診の結果、特定保健指
導やその他の保健指導
等適切な事後フォロー
を実施する。

　がんなどの生活習慣
病予防対策の一環とし
て、これらの疾患の疑
いのある者や危険因子
を持つ者をスクリーニ
ングするため、各種が
ん検診等を実施する。
　また、受診勧奨のハ
ガキの送付や健康診査
のチラシの配布、啓発
イベントなどのPR活動
を通じて、健康診査に
ついての知識を普及す
るとともに、健康診査
受診の動機づけを行う
ことで受診率の向上を
図る。

54,448

前年度
(88.3人)
比減少

受診者数に対す
る割合が前年度
(0.88％)より減

少

前年度
(2,000人)

比増

受診者数に対す
る割合が前年度
(1.18％)より減

少

92.6人
（H23年
度）

640人
（H24年
度）

前年度
（165点）

比増

0.79%
（H32年
度）

前年度
(5,079人)

比増

順調

【評価理由】
　達成していない目標もある
が、がん検診の受診者が増加
し、特定健診の受診率も向上
しているため、「順調」と判
断した。

【課題】
　健康診査の受診促進につい
て、がん検診の受診率が低い
状況にあるので、受診率向上
に向けた活動の継続が必要で
ある。
　特定健診・特定保健指導に
ついて、受診率向上及び生活
習慣病発症予防、重症化予防
に向け、健診後の適切なフォ
ロー、市医師会等医療機関と
の更なる連携強化が必要であ
る。

　健康診査受診促進事業につ
いて、受診案内の送付等、各
種受診勧奨事業を継続すると
ともに、「がんを予防するプ
ロジェクト」によるがん検診
無料クーポンの配布や企業連
携等の取り組みを推進する。
　特定健診・特定保健指導に
ついては、受診後の適切な
フォロー体制をさらに充実さ
せることで受診促進と重症化
予防の推進を図る。また、糖
尿病重症化予防として市医師
会、市薬剤師会等多職種と連
携した取り組みを実施する
等、関係機関との連携強化を
図る。

健康診査・健康
診査受診促進事
業

障害者芸術祭出展
者数

　障害のある人の芸
術・文化活動を推進す
るため、「障害者芸術
祭」などの芸術・文化
活動の発表の場を設け
るとともに、家に閉じ
こもりがちになる障害
のある人が地域社会へ
一歩踏み出し、社会の
一員として自立するた
めの支援事業を行う。

障害
福祉
企画
課

保健事業（特定
健診・特定保健
指導）

障害者スポーツ
振興事業

39

38

40

37

7,195

障害者スポーツ大
会参加者数

障害者芸術祭来場
者数

113点
（H24年
度）

783,717

69



保健福祉局

平成29年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度 H28年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度H28年度

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

実
績

76.9 ％ 79.0 ％

達
成
率

102.1 ％ 102.7 ％

目
標

実
績

63.4 ％

達
成
率

98.0 ％

目
標

課
長

0.30 人

実
績

77.9 ％
係
長

0.00 人

達
成
率

職
員

0.80 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

68.3 ％
係
長

0.40 人

達
成
率

90.2 ％
職
員

0.80 人

目
標

課
長

0.15 人

実
績

16.36 人 18.62 人
係
長

0.95 人

達
成
率

92.6 ％ 77.7 ％
職
員

1.20 人

―

19.04人
（H27
年）

20,225

1.30

課
長

人1.15

H38年ま
でにH27
年比20%
削減

（15.23
人）

98,951

H28年度比
増

（H33年
度）

71,049 65,859

15.23人以
下

―

―

毎日の食事をおい
しいと思う人の割
合（健康づくり実
態調査より）

３歳児でむし歯の
ない者の割合

24,700

職
員

107,498

　自殺死亡率は前年より増加
したものの、ゲートキーパー
養成と広報活動の取組みは目
標を上回って行ったことから
「順調」と判断した。

順調

順調

人

【評価理由】
　自殺死亡率は上昇している
が、地域における健康づく
り・介護予防の推進について
は、普及教室等の参加者数や
地域介護予防活動登録実践者
の登録者数は増加しているた
め、「順調」と判断した。

【課題】
　市民の健康づくり・介護予
防に対する意識に温度差があ
ることが課題である。
　自殺は、経済情勢、雇用問
題等様々社会的要因が関係し
ている。そのため、引き続き
行政、民間、地域団体等との
連携を強化し、総合的な対策
の施策を推進する必要があ
る。

順調

9,450

【評価理由】
　1歳6ヶ月児・3歳児歯科健
康診査を受診した者の割合が
増加し、地域食育講座等の開
催回数についても目標を達成
したため「順調」と判断し
た。

【課題】
　歯科保健の推進について
は、未受診者に対する受診勧
奨を強化するとともに医科歯
科連携を図る必要がある。
　食育の推進については、食
生活改善推進員の高齢化や会
員数減少のほか、若い世代や
無関心層の行動変容につなが
る事業が少ないことが課題で
ある。

0.30

順調

　1歳6か月児・3歳児歯科健
康診査を受診した者の割合は
増加（H28年度65.8％、H29年
度66.3 ％）しているため、
「順調」と判断した。

順調

　介護予防普及教室等には、
目標を大きく超える高齢者が
参加した。（H29年度目標：
6,200人、実績：8,509人）
　身近な地域で介護予防活動
を普及・啓発する役割を担う
実践者を増やすことができた
（H28年度末累計：2,078人、
H29年度末累計：2,137人）こ
とから、「順調」と判断し
た。

係
長

4,0488,099

H25年度
（75.7％）

比増

76.9％
（H28年
度）

人

111,380

4,703

23,48228,656

健康づくりや介護
予防のために取り
組んでいることが
あると答えた高齢
者の割合（北九州
市高齢者等実態調
査より）

食育に関心を持っ
ている人の割合

H28年度比
増

（H33年
度）

76,757

90％
(H30年
度)

H25年度比
増

(H31年度)
10,575

自殺死亡率（人口
10万人あたりの自
殺者数）
※人口動態統計

63.4％
（H28年
度）

75.3％
(H24年
度)

75.7％
（H25調査
結果）

食育の推進
健康
推進
課

41

―

健康
推進
課

―

H28年度比
増

―

15.23人以
下

―

―

―

　地域食育講座等の開催回数
は目標200回を大きく上回る
248回開催しており、情報発
信につながったと考えられ
る。「食育に関心を持ってい
る人の割合」は現状値と比較
すると若干増加しているた
め、「順調」と判断した。

　地域における健康づくり・
介護予防については、より多
くの高齢者が介護予防活動に
取り組めるよう、効果的な介
護予防プログラムを提供する
とともに、健康づくり・介護
予防の意識を高める。
　自殺対策については、引き
続き、人材育成、普及啓発、
相談対応、関係機関連携を進
める。

　歯科保健については、引き
続き、歯科疾患の早期発見・
早期対応を目的とした歯科健
診や情報提供・普及啓発を実
施することにより歯と口の健
康づくりの推進を図る。
　食育の推進については、食
生活改善推進員の育成・支援
を強化するため、養成教室の
広報に努めるほか、無関心層
（特に若い世代）を対象とし
た事業を強化するため、スー
パーや学校など無関心層の集
客が見込まれる場所を活用す
る。また、民間企業や学校、
団体等と連携した事業展開を
行う。

順調

42

歯科保健の推進

　平成31年度からスター
ト予定の「第三次北九州
市食育推進計画（平成31
年度～平成35年度）の策
定に向けて、有識者等か
ら意見を聴取するため
「北九州市食育推進懇話
会」を開催する。また、
地域における食育推進や
地域で活動する食生活改
善推進員の養成を目的と
した講座を開催する。併
せて、食育に関する情報
発信の充実や関係団体等
のネットワークづくりを
進め、お互いの情報共有
や相互連携・協力による
食育を推進する。

精神
保健
福祉
セン
ター

H27年度
（75.3％）

比増

H23年度
(64.7%)比

増

Ⅱ-2-
(3)-②
食育及び
歯と口の
健康づく
りの推進

　市民への啓発活動を
中心に、自殺者を減ら
すためのさまざまな事
業を実施する。

　歯と口の健康は、美
味しい食事や家族や仲
間との会話を楽しむ
等、生活の質の向上を
図るための重要な要素
である。
　乳幼児期から高齢者
まで生涯を通じた歯と
口の健康づくりの一環
として、歯科疾患の早
期発見・早期対応を目
的とした歯科健診や情
報提供・普及啓発を実
施することにより歯と
口の健康づくりの推進
を図る。

Ⅱ-2-
(3)-③
豊かな社
会生活を
営むため
のこころ
と体の健
康づくり

44 自殺対策事業

43
地域における健康
づくり・介護予防の
推進

　さまざまな高齢者が効
果的に介護予防に取り組
むことができるように、
心身機能の状態や程度に
合わせたプログラムを開
発・提供し、より多くの
高齢者に対して介護予防
の機能強化を図る。ま
た、ひまわり太極拳や公
園の健康遊具など介護予
防ツールの普及・指導技
術を学ぶ講座等の実施や
食生活改善推進員などに
よる訪問事業の実施、食
生活改善推進員協議会が
実施する「ふれあい昼食
交流会」への開催支援に
より、身近な地域で介護
予防活動を普及・啓発す
る役割を担う実践者を育
成・支援し、地域活動の
充実を促進する。

認知
症支
援・
介護
予防
セン
ター

―

―

17,753
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保健福祉局

平成29年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度 H28年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度H28年度

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

実
績

72.7 ％

達
成
率

90.9 ％

目
標

実
績

68.3 ％

達
成
率

90.2 ％

目
標

実
績

74.0 ％

達
成
率

98.4 ％

目
標

実
績

68.3 ％

達
成
率

90.2 ％

目
標

1,850 人 2,000 人
課
長

0.08 人

実
績

1,769 人 1,913 人
係
長

0.10 人

達
成
率

95.6 ％ 95.7 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

68.3 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

90.2 ％
職
員

0.30 人

68.3％
（H28調
査結
果）

自分の健康状態に
ついて「普通」
「まあよい」「よ
い」と考えている
高齢者の割合（北
九州市高齢者等実
態調査より）

介護
保険
課

H28年度比
増

(H31年度)

H28年度比
増

(H33年度)

H25年度比
増

(H31年度)

H28年度比
増

(H31年度)

48,754

順調

人

【評価理由】
　健康マイレージ事業参加者
数と介護支援ボランティア登
録者数は目標値に達しなかっ
たものの、堅調を維持してお
り、地域の住民主体の通いの
場等への訪問など、環境整備
は進んでいると考えられるた
め、「順調」と判断した。

【課題】
　健康マイレージについて
は、若い世代の参加拡大が必
要である。
　市民センターを拠点とした
健康づくりについては、地域
の少子高齢化が進み、事業を
継続することが困難になるこ
とが推測される。市民主体の
健康づくり活動が充実し、継
続できるように支援する必要
がある。
　介護支援ボランティアにつ
いては、ボランティア登録者
について一定の増加はあった
が、引き続き積極的な広報等
に努める必要がある。
　地域リハビリテーション活
動支援事業については、地域
の住民主体の様々な活動の中
で普及した内容を、住民が継
続して実践し、介護予防につ
いての意識醸成につながるよ
うな支援の仕組みづくりが必
要である。

　北九州市健康づくり推進プ
ランの目標値である全まち協
137団体（H29年度）の実施に
向けて、未実施団体に区役所
保健福祉課が働きかけを行っ
た。平成29年度は取組みを開
始した団体はなかったが、中
止する団体もなく、地域での
健康づくり活動が着実に根付
いていることから「順調」と
判断した。

　ボランティア登録者数につ
いて一定の増加があることか
ら、「順調」と判断した。

　平成28年度から、内容を
「運動」「栄養」「口腔ケ
ア」に増やしたことで、事業
の認知度もあがり、地域住民
主体の介護予防の場に知識・
技術の発信を進められている
ため、「順調」と判断した。

0.05

3,420

0.50

0.20

4,825

順調人

順調

0.10

0.30 人

45

健康
推進
課

46

健康
推進
課

　市民センター等を拠
点として、市民が主体
となって地域の健康課
題について話し合い、
目標の設定・計画づく
り･実践･事業評価を一
つのサイクルとした健
康づくり事業を、まち
づくり協議会が健康づ
くり推進員の会、食生
活改善推進協議会と連
携し、医師会、歯科医
師会、薬剤師会、栄養
士会、保健師等の協力
により行う。

68.3%
(H28調
査結果)

市民センターを
拠点とした健康
づくり事業

健康マイレージ
事業

　介護予防・生活習慣
改善等の取り組みや健
康診査の受診等をポイ
ント化し、そのポイン
トを景品などと交換す
ることで、健康づくり
の重要性を広く普及啓
発するとともに、市民
の自主的かつ積極的な
健康づくりへの取り組
みを促進する。
　また、さらに身近で
参加しやすい事業とな
るよう、地域が主体と
なった仕組みを展開す
る。

―

―

―

係
長

課
長

59,570

13,433

職
員

72.7%
(H28調
査結果)

H25年度
(79.96％)

比増

人
課
長

35,000 29,199

17,400

7,900

15,661

13,381

4,825
係
長

15,270

47,431

74.0％
(H28調
査結
果）

―

H25年度
(75.7％）

比増

―

人

順調

人

健康づくりや介護
予防のために取り
組んでいることが
あると答えた高齢
者の割合（北九州
市高齢者等実態調
査より）

0.30

職
員

H28年度比
増

(H31年度)

―

30,674

　健康マイレージ事業の参加
者数は昨年度比94.6％
（H28:21,750人、H29:20,573
人）であり堅調を維持してい
るため「順調」と判断した。

75.7％
(H25調
査結果)

―

―

48
地域リハビリ
テーション活動
支援事業

認知
症支
援・
介護
予防
セン
ター

　市民が介護が必要と
なる状態を防ぎ（介護
予防）、健康寿命の延
伸を図るために、高齢
者等が地域で実施して
いる介護予防教室等へ
運動・栄養・口腔分野
の専門職等が関与し、
自立支援と地域づくり
の視点から効果的な介
護予防技術の伝達や人
材の育成等を行う。ま
た、技術を普及する専
門職間の介護予防に関
する連携も強化し、よ
り効果的な介護予防の
普及・啓発を展開す
る。

―

47
介護支援ボラン
ティア事業

健康づくりや介護
予防のために取り
組んでいることが
あると答えた高齢
者の割合（北九州
市高齢者等実態調
査より）

健康づくりや介護
予防のために取り
組んでいることが
あると答えた高齢
者の割合（北九州
市高齢者等実態調
査より）

14,060

2,200人
（H32年
度）

―

―

H23年度
(75.2％）

比増

H25年度
(75.7％）

比増

―

―

―

―

―

順調 　健康マイレージ事業につい
ては、効率的、効果的な事業
運営の実施や、参加者にとっ
て魅力のあるインセンティブ
の検討を行う。
　市民センターを拠点とした
健康づくり事業については、
全まち協137団体の実施に向
けて、引き続き未実施団体へ
の働きかけを行う。
　介護支援ボランティア事業
については、今後も登録者、
受入施設の増加等に向けた取
組みを行う。
　地域リハビリテーション活
動支援事業については、関わ
る多職種の専門職が連携しな
がら、介護予防の正しい知識
や具体的な取り組み方法を啓
発し、地域での継続した活動
を定期的に支援できる仕組み
づくりを行い、更なる機能強
化を図る。

　65歳以上の高齢者が
特別養護老人ホームな
どの介護保険施設等で
ボランティア活動を
行った場合にポイント
を付与し、貯まったポ
イントを換金又は寄付
することができる事
業。

｢普段、自分は健康
だと思う」「まあ
まあ健康だと思
う」と答えた19歳
以上の市民の割合
（健康づくり実態
調査より）

介護支援ボラン
ティア登録者数

H25年度
(75.7％）

比増

Ⅱ-2-
(3)-④
個人の健
康づくり
を支える
環境の整
備
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保健福祉局

平成29年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度 H28年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度H28年度

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

すべての市民の人
権が尊重される社
会の実現

74.4%
(H27年
度)

75,249

　参加登録団体数は1,512団
体となり、前年と比べ104団
体の増となった。人権の約束
事運動に取り組む団体数は、
増加傾向にあり、市民運動と
しての裾野は拡大しつつある
ため、「順調」と判断した。

順調

職
員

2.80

人

人

人

人

人

人

1.20

0.60

順調

職
員

0.70

69,699

5,527

H27年度
比増

(H32年度)

1.40
係
長

6,066

71,212

H27年度
比増

(H32年度)

―

課
長

課
長

人権
文化
推進
課

人権の約束事運
動の推進

50

　「人権文化のまちづ
くり」の実現に向け
て、幅広い年齢層の市
民を対象に、様々な機
会を通じて、人権啓発
を推進する。

Ⅱ-3-
(1)-①
すべての
市民の人
権の尊重

49
市民への人権啓
発の推進

人権
文化
推進
課

―

―

―

―

―

　人権に関する身近な
テーマを約束事として
掲げ、その約束事を地
域や職場など団体の中
で守っていく市民運
動。団体、企業、施
設、学校など所在地が
北九州市内であれば参
加(無料)できる。
　また、参加登録団体
が実施する人権啓発活
動への支援も行ってい
る。

―

「人権文化のまち
づくり」の推進

―

―

―

―

―

北九州市民の人権
問題への関心層の
割合（人権問題に
関する意識調査よ
り）

―

74.4%
(H27年
度)

「人権文
化のまち
づくり」
の推進

―

すべての
市民の人
権が尊重
される社
会の実現

―

　市民の関心の高い人権課題
や新しい人権課題などをテー
マとして取り上げていくとと
もに、市民が啓発活動に触れ
る機会の拡大を図る。
　人権の約束事運動の推進に
ついては、未参加登録団体へ
の参加依頼を行うとともに、
参加登録済団体に対しても、
約束事運動への取り組みを促
し継続した市民運動を目指
す。

係
長

43,050
【評価理由】
　市民への人権啓発、人権の
約束事運動がともに順調に推
進されたため、「順調」と判
断した。

【課題】
　市民への人権啓発の推進に
ついて、人権問題への関心度
を上げるためには啓発事業へ
の参加人数の増加が必要であ
る。事業内容や広報の手法な
どを工夫し、多くの参加を促
す必要性がある。
　人権の約束事運動の推進に
ついて、市内には「人権の約
束事運動」に参加登録されて
いない団体がまだ多く、市民
運動となるためにはさらなる
拡がりが必要である。

　人権講演会や人権研修への
参加人数がいずれも堅調に推
移し、全体として目標を上
回ったため（目標：10,000
人、実績10,964人）、「順
調」と判断した。

順調

―

―

―

北九州市民の人権
問題への関心層の
割合（人権問題に
関する意識調査よ
り）

―

―

―

―

―

―

―

―

18,4505,326

0.30
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保健福祉局

平成29年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度 H28年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度H28年度

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

課
長

0.05 人

実
績

51 件 47 件
係
長

0.10 人

達
成
率

108.5 ％ 92.2 ％
職
員

0.20 人

目
標

70,000 人 70,000 人

実
績

73,201 人 80,581 人

達
成
率

104.6 ％ 115.1 ％

目
標

300 件 300 件

実
績

243 件 170 件

達
成
率

81.0 ％ 56.7 ％

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.20 人

　市民後見人養成研修の修了
者が後見業務を法人として提
供する機関に登録し、実際に
成年後見制度の実務の担い手
として活動を行ったため、
「順調」と判断した。

順調

順調

Ⅱ-3-
(1)-②
高齢者の
人権の尊
重

53
高齢者の虐待防
止事業

長寿
社会
対策
課

51

　弁護士・司法書士・社
会福祉士などの専門職に
よる第三者後見人が将来
不足することに備え、契
約能力の低下した認知症
高齢者等に対し、福祉
サービスの利用調整や日
常生活の見守りを中心と
した成年後見業務を担う
｢市民後見人｣を養成する
とともに、養成した後見
人を登録し、後見業務を
法人として提供する機関
に補助金を交付し、成年
後見制度の利用促進を図
る。

権利擁護・市民
後見促進事業

長寿
社会
対策
課

法人後見受任件数
(年度末件数)

47件
（H27年
度）

　権利擁護・市民後見促進事
業については、高齢化の加速
や認知症高齢者の増加に伴う
第三者後見人の不足に対応す
るため、成年後見制度の担い
手を育成する養成研修を引き
続き実施する。また、研修修
了者の活動の場を確保するた
め法人後見業務への補助を行
う。
　認知症対策普及・相談支援
事業については、認知症の人
やその家族が安心して暮らせ
るように、正しい知識の普及
や相談支援体制、安全確保な
ど、引き続き、総合的に施策
を継続していく。
　高齢者の虐待防止事業につ
いては、職員への研修内容を
見直しながらレベルアップに
努めると共に、更なる市民周
知を図る。

【評価理由】
　市民後見人養成研修修了者
の成年後見活動、認知症サ
ポーター養成講座受講者数増
加、虐待通報に対する適切な
支援の実施など、高齢者の人
権の尊重が図られていると考
えられるため、「順調」と判
断した。

【課題】
　権利擁護・市民後見の促進
については、今後第三者後見
人の不足が予想されるため、
安定した成年後見制度推進を
図る必要がある。
　認知症対策普及・相談支援
については、認知症の人やそ
の家族が安心して暮らすため
には、一人ひとりが認知症を
正しく理解し、見守りや相談
支援体制、安全確保など総合
的に施策を進める必要があ
る。
　高齢者の虐待防止について
は、虐待対応にあたる職員の
レベルアップや、虐待防止に
ついての更なる市民周知が必
要である。

  寄せられる通報毎に訪問調
査などを実施し、それぞれの
ケースに合った介護サービス
や制度、見守りなどが受けら
れるよう支援を行ったため、
「順調」と判断した。

順調

―

―
高齢者虐待防止と
権利擁護の推進

―

すべての
高齢者の
権利が尊
重され、
その人ら
しく安心
して生活
できるま
ちを目指
す。

39,900 3,075

―

23,574 21,901

　判断能力が不十分な高
齢者等に、日常的な金銭
管理や福祉サービス利用
手続きの援助(相談）、
また、成年後見制度の利
用援助(相談)を行うこと
により、住み慣れた地域
で安心して暮らせるよう
支援を行う。また、高齢
者虐待に対する社会的支
援の必要性が非常に高ま
る中で、相談窓口である
地域包括支援センター職
員を対象とした研修を毎
年実施するなど、高齢者
がその人らしく安心して
暮らしていくための虐待
予防・早期発見・援助に
必要な支援を行う。

――

―

前年度
（47件）
水準を維

持

前年度水
準を維持

64,922人
（H27年
度）

H29年度ま
でに7万人

養成

認知症対策普
及・相談・支援
事業

52

3,511

256件
（H27年
度）

7,720

認知症・介護家族
コールセンター相
談件数

認知症サポーター
養成講座受講者数
（累計）

0.20

3,075

研修修
了者の
活躍の
場の確

保

3,784

認知症の本
人や家族が
かかえる不
安や悩みな
ど相談を受
けることに
より、精神
面での効果
的な支援を

行う。

認知
症支
援・
介護
予防
セン
ター

　認知症高齢者やその
家族が住みなれた地域
で安心して暮らせるま
ちづくりを目指し、認
知症を理解して、認知
症の方を地域で温かく
見守り、支える「認知
症サポーター」の養成
に取り組む。また、認
知症の本人や家族及び
高齢者を介護する家族
が抱える不安や悩みな
どを気軽に相談できる
コールセンターを設置
する。

10,370 9,280 9,762 3,075

課
長

0.05 人

係
長

0.10 人

職
員

人

順調

　認知症・介護家族コールセ
ンターの相談件数は減少して
いるが、継続的な相談体制を
維持し、認知症サポーター養
成講座受講者は目標を上回っ
ており、認知症の人やその家
族を見守り支えるという役割
を果たしていると考えられる
ため、「順調」と判断した。
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保健福祉局

平成29年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度 H28年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度H28年度

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

課
長

0.05 人

実
績

51 件 47 件
係
長

0.10 人

達
成
率

108.5 ％ 92.2 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

1.00 人

達
成
率

職
員

1.00 人

【評価理由】
　市民後見人養成研修修了者
の成年後見活動や、通称：障
害者差別解消条例の制定に伴
う普及啓発活動の実施などに
より、障害のある人の人権の
尊重が図られたと考えられる
ため、「順調」と判断した。

【課題】
　権利擁護・市民後見の促進
については、今後、第三者後
見人の不足が予想されるた
め、安定した成年後見制度推
進を図る必要がある。
　障害者差別解消条例の制
定・施行に伴い、差別の解消
の推進に向けた啓発活動の強
化が必要である。

　権利擁護・市民後見促進事
業については、高齢化の加速
や認知症高齢者の増加に伴う
第三者後見人の不足に対応す
るため、成年後見制度の担い
手を育成する養成研修を引き
続き実施する。また、研修修
了者の活動の場を確保するた
め法人後見業務への補助を行
う。
　障害者差別解消法推進事業
については、障害及び障害の
ある人に対する関心と理解を
深めるため、障害者団体との
協働等により啓発活動を推進
していく。

　市民後見人養成研修の修了
者が後見業務を法人として提
供する機関に登録し、実際に
成年後見制度の実務の担い手
として活動を行ったため、
「順調」と判断した。

7,720

47件
（H27年
度）

―

法人後見受任件数
(年度末件数)

「障害
者差別
解消

法」啓
発活動
の実施

―

前年度水
準を維持

3,784

　弁護士・司法書士・
社会福祉士などの専門
職による第三者後見人
が将来不足することに
備え、契約能力の低下
した認知症高齢者等に
対し、福祉サービスの
利用調整や日常生活の
見守りを中心とした成
年後見業務を担う｢市
民後見人｣を養成する
とともに、養成した後
見人を登録し、後見業
務を法人として提供す
る機関に補助金を交付
し、成年後見制度の利
用促進を図る。

54
権利擁護・市民
後見促進事業

3,075

「障害者差別解消
法」に対する認識
を深め、障害者差
別の解消の推進を
図る

―

―

順調

研修修
了者の
活躍の
場の確

保

―

3,511

―

長寿
社会
対策
課

前年度
（47件）
水準を維

持

―

Ⅱ-3-
(1)-③
障害のあ
る人の人
権の尊重

障害者差別解消
法推進事業

55

障害
福祉
企画
課

　平成28年4月の「障
害者差別解消法」施行
に伴い、障害を理由と
する差別の解消を推進
するための体制整備や
普及啓発等を行う。

14,300 12,917 17,517 18,650 順調

　「障害を理由とする差別を
なくし誰もが共に生きる北九
州市づくりに関する条例」
(通称：障害者差別解消条例)
を制定(平成29年12月20日公
布・施行、一部は平成30年4
月1日施行)し、パンフレット
の作成・配布や出前講演等を
実施することにより、障害を
理由とする差別の解消に向け
て主体的に取り組み、共生社
会の実現を目指す体制整備や
普及啓発を図ることができた
ため、「順調」と判断した。

順調
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保健福祉局

平成29年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度 H28年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度H28年度

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.50 人

目
標

実
績

6,521 人 7,059 人

達
成
率

128.4 ％ 108.3 ％

目
標

612 人

実
績

583 人 584 人

達
成
率

101.2 ％ 95.4 ％

目
標

2 件 2 件

実
績

3 件 1 件

達
成
率

150.0 ％ 50.0 ％

目
標

実
績

2 件

達
成
率

―

前年度比増

順調人

6,325

職
員

課
長

　買い物応援ネットワーク推
進事業について、買い物支援
コーディネーターの地域派遣
によるフォローアップや新規
相談対応等を実施し、地域協
働による買い物支援活動の側
面支援を図る。

順調

―

　市主催の戦没者追悼
式（旧５市の単位で
５ヶ所）、原爆犠牲者
慰霊平和祈念式典、海
外における福岡県出身
戦没者の慰霊巡拝、市
内５ヶ所に設置されて
いる忠霊塔等の維持管
理等による戦没者等の
慰霊に関する事業を実
施する。

　高齢化や都市化が進
む地域の現状を踏ま
え、高齢者などが安心
して買い物できる環境
づくりを進めるため、
民間事業者と地域をつ
なぐ仕組みづくりや、
地域住民が主体となっ
た買い物支援活動の立
ち上げ支援に取り組
み、地域社会の協働に
よる買い物支援のネッ
トワークの構築を図
る。

買い物応援ネッ
トワーク推進事
業

地域
福祉
推進
課

Ⅲ-2-
(3)-① 
誰もが気
軽にス
ポーツに
親しめる
環境づく
り

Ⅱ-3-
(4)-① 
平和の尊
さへの理
解の促進

Ⅲ-1-
(1)-① 
快適な住
環境の形
成

順調

係
長

H32まで
に610人
の選手
参加

障害者ス
ポーツ教室
等参加者の

拡大

3,635

【評価理由】
　障害者スポーツ教室等の開
催回数、障害者スポーツ大会
の参加者数は目標に届いてい
ないが、高い水準にある。障
害者スポーツ教室の参加者
数、障害者スポーツ大会の参
加者数は増加していることか
ら、「順調」と判断した。

【課題】
　障害のある人のスポーツ活
動を通じた社会参加の促進の
ため、各事業の参加者数の更
なる増加を図る必要がある。

課
長

順調

1.00

人

係
長

0.30

20,95018,783

人

人

54,448 51,441

　引き続き、介護現場の負担
軽減を図るため、効果の見込
める介護ロボット等の開発・
改良を促進するとともに、機
器の導入を前提とした新たな
働き方の検討などを行う。

　障害者スポーツ教室等の開
催回数（目標：125回、実績
103回）は目標に届かなかっ
たが高い水準を維持してお
り、参加者数は大幅に増加し
ている。また、障害者スポー
ツ大会の参加者数は目標に届
かなかったが、平成28年度同
様、高い水準を維持している
ことから「順調」と判断し
た。

【評価理由】
　慰霊・援護事業について、
平和の尊さへの理解の一助と
なったと考えられるため、
「順調」と判断した。

【課題】
　関係団体と連携し、先の大
戦によって亡くなられた
方々、ご遺族の方々などに対
する援護・慰霊等を継続して
実施していくことが必要であ
る。

　障害者スポーツ振興事業に
ついて、関係団体と役割分担
や連携を図るとともに、各事
業の周知や参加者の拡大を図
る。

【評価理由】
　目標は達成していないが、
現場の課題やニーズを把握
し、ロボットの改良・開発が
着実に進んでいると考えられ
るため、「順調」と判断し
た。

【課題】
　介護現場のニーズに適った
ロボットの改良、開発を強化
すると同時に、現場でロボッ
トを使いこなす人材の育成も
進める必要がある。

順調

　いのちをつなぐネットワー
ク推進会議（買い物支援部
会）協力会員登録数は平成28
年度から1団体増加して25団
体となり、買い物支援に係る
地域活動の実施地区も1地区
増加し15地区となったため、
「順調」と判断した。

　戦没者等の慰霊に対するご
遺族の想いを重く受けとめ、
また、次世代へ戦争の悲惨さ
や平和の尊さを継承するた
め、今後も慰霊・援護事業の
質を維持し、継続的に実施す
る。

順調

順調

　介護ロボットの改良件数は
目標に達していないが、介護
現場の作業観察及び分析を行
うことにより現場の課題や
ニーズを把握でき、課題解決
に資するロボットの改良・開
発を進めることができたた
め、トータルでは「順調」と
判断した。

【評価理由】
　協力会員登録数及び買い物
支援に係る地域活動実施地区
が増加しているため、「順
調」と判断した。

【課題】
　地域住民が主体となった買
い物支援を定着させるには事
業者の協力継続や開催場所の
使用許可の継続など様々な問
題を地域で解決していく必要
がある。また、新たな取組み
を検討する地域への支援を行
う必要がある。

　慰霊・援護事業について、
質を維持しながら継続できて
おり、平和の尊さへの理解の
一助となったと考えれられる
ため、「順調」と判断した。

順調1,374

7,791

障害
福祉
企画
課

　障害のある人のス
ポーツ大会や、各種ス
ポーツ教室等を開催、
障害者団体等によるス
ポーツ大会等への支援
を行う。

56

58
障害者スポーツ
振興事業

3,075

障害者スポーツ大
会参加者数

障害者スポーツ教
室等参加者数

1,4253,172

Ⅳ-1-
(2)-② 
我が国を
リードす
るロボッ
ト産業拠
点の形成

介護ロボット等
開発・実用化推
進事業

59

先進
的介
護シ
ステ
ム推
進室

534人
（H24年
度）

市民が戦没者や原
爆の犠牲者に対す
る追悼の心を持
ち、平和の尊さを
理解し共有するた
めに、追悼式や平
和祈念式典等を実
施

57
地域協働による買
い物支援の取り組
みの推進

戦没者等慰霊事
業

　国家戦略特区の介護
ロボット実証事業にお
いて、企業や大学の開
発を支援するととも
に、ロボット普及に向
けたＰＲ等を行うも
の。 実証により北九州

で開発されたロ
ボット等の台数
（本事業による件
数）

総務
課

1.00 人13,672

人

3件
（H28～
32年
度）

15,000

―

0.25

―

市民の
戦争に
関する
記憶が
風化す
ること
なく、
また慰
霊の心
や、援
護に対
する心
を持つ

―

実施実施

―

0.04

6,393

54,768

4,108人
（H24年
度）

― 5,836

12件
（H28～
H32年
度）

地域協
働によ
る買物
支援の
取組の
推進

前年度
（5,079
人）比増

―

介護ロボットの改
良

継続的
に実施

職
員

0.13

前年度
（576人）

比増

継続的
に実施

―

―

―

―

―
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保健福祉局

平成29年度　行政評価の取組結果（保健福祉局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度 H28年度 人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度H28年度

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

4,000 人 3,700 人
課
長

0.04 人

実
績

2,485 人 2,001 人
係
長

0.10 人

達
成
率

62.1 ％ 54.1 ％
職
員

0.20 人

目
標

24 人 24 人

実
績

14 人 4 人

達
成
率

58.3 ％ 16.7 ％

目
標

実
績

25 人

達
成
率

目
標

300 人

実
績

493 人

達
成
率

164.3 ％

目
標

90 人 90 人

実
績

92 人 88 人

達
成
率

102.2 ％ 97.8 ％

目
標

152 人

実
績

119 人 147 人

達
成
率

96.7 ％

目
標

3 人
課
長

0.20 人

実
績

0 人 3 人
係
長

0.20 人

達
成
率

100.0 ％
職
員

0.00 人

―

0.20

　介護人材の育成、介護の質
の向上のため、介護の現場に
必要な要素を踏まえ、受講率
上昇が見込まれる研修内容を
検討する等、事業所の学びを
支援する。
　介護人材の確保に向けて、
高齢者をはじめ多様な人材へ
の働きかけを行い、介護事業
所への就労を支援する。
　また、介護人材の定着を図
るため、介護事業所の経営
者・管理者向けの環境改善セ
ミナーを継続的に実施し、介
護職場におけるマネジメント
力向上を支援する。

　職場環境改善セミナーは目
標値に比べ、約1.6倍と大幅
に参加者を募ることが出来
た。
　しかし、申込者のキャンセ
ルにより潜在的有資格者等就
労支援セミナーの参加者は減
少（前年比13人減の22人）。
また、セミナーへの満足度は
高いものの就職者数の増加へ
は繋がらなかったため、「や
や遅れ」と判断した。

やや
遅れ

【評価理由】
　職場環境改善セミナー参加
者数は目標を達成している
が、その他については目標を
達成していないため、「やや
遅れ」と判断した。

【課題】
　介護人材の育成・介護の質
の向上にあたっては、介護
サービス従事者研修につい
て、介護事業所のニーズや課
題に応じて研修内容を見直す
必要がある。
　介護人材の確保にあたって
は、今後は多様な人材の参入
が必要であるため、潜在的有
資格者等就労支援セミナーに
ついて、高齢者も対象とした
セミナーを開催するなど、参
加者拡大を図る必要がある。

係
長

職
員

―16,980 4,940

人

人0.30

14人
（H28年
度）

286人
（H28年
度）

福祉人材バンクに
おける就職者数

59人
（H28年
度）

潜在的有資格者等
就労支援事業参加
者の就職者数

60
介護保険適正化
事業（介護人材
の育成）

介護
保険
課

　介護サービス従事者
を対象として職種別専
門研修、全事業者に共
通する基礎的研修によ
り介護サービスの質の
向上と介護従事者のス
キルアップを図る。

Ⅳ-3-
(1)-③ 
福祉など
の分野に
おける人
材育成の
支援

61

介護のしごと
「人材定着・職
場環境改善」事
業

介護
保険
課

　高齢化の進展に伴い
必要となる介護人材の
確保及び定着を図るた
め、求人事業者と求職
者のマッチング支援や
介護事業所経営者のマ
ネジメント力向上支
援、介護事業所の積極
的な職場環境改善の取
組を顕彰する事業を実
施する。

やや
遅れ

障害者しごとサ
ポートセンター利
用者の就職人数

88人
(H26年
度）

266人
(H32年
度)

24人
(毎年
度）

90人
(H30年
度)

3,300人
（H32年
度）

566

課
長

2,960

320人
(H32年
度）

31,776

15,373
60人

（H32年
度）

　保健福祉局障害者就労
支援室内に開設した｢障
害者ワークステーション
北九州｣において、嘱託
員として雇用した知的・
精神障害のある人が専任
指導員のもと、市役所内
のデータ入力やラベル貼
りなどの軽易な業務に従
事し、その経験を踏ま
え、民間企業への就職に
つなげるための取り組み
を推進する。

　障害者しごとサポー
トセンターを拠点に、
障害のある人本人の能
力や特性に応じたきめ
細かな対応を行うとと
もに、新たな職場開拓
や企業の意識啓発及び
就労移行支援に対する
効果的な支援への取組
みを通じて、障害者雇
用の促進を目指す。

―

Ⅳ-3-
(2)-③ 
能力や意
欲を活か
した中高
年齢者や
障害のあ
る人の就
業促進

62
障害者就労支援
事業

障害
者就
労支
援室

63
障害者ワークス
テーション事業

障害
者就
労支
援室

―

100人
(H26年
度)

―

―

障害者ワークス
テーションで働く
障害のある人の民
間企業等への就職
者数

福祉施設から一般
就労への移行件数

119

―

4人
（H30年
度）

39,470

0.03

人0.00

0.40

人

人 順調

【評価理由】
　障害者しごとサポートセン
ター利用者の就職人数は堅調
を維持し、福祉施設から一般
就労への移行件数も前年度を
上回っている。また、「障害
者ワークステーション北九
州」から民間企業等への就職
者数も目標を達成しているこ
とから、「順調」と判断し
た。

【課題】
　障害者雇用促進法の改正に
より、平成30年度から民間企
業の法定雇用率が2.0％から
2.2％に引き上げられたこと
から、障害者しごとサポート
センターを拠点として関係機
関との連携のもと、さらなる
取組みの充実を図る必要があ
る。
　障害者ワークステーション
事業について、嘱託員として
雇用した知的・精神障害のあ
る人を「障害者ワークステー
ション北九州」での業務の経
験を踏まえ、民間企業への就
職につなげるため引き続き取
り組みを推進する必要があ
る。

順調

順調

1,833 4,300

職
員

係
長

課
長

人

4,34538,892

0.06

やや
遅れ

　平成30年3月末時点で3名が
一般就労し、目標を達成した
ため「順調」と判断した。

　障害者しごとサポートセン
ター利用者の就職人数は目標
をわずかに達成できなかった
が、相談・支援件数は前年度
を上回っている。（H28年
度：6,811件、H29年度：
7,153件）また福祉施設から
一般就労への移行件数も前年
度を上回っているため、「順
調」と判断した。

職場環境改善セミ
ナー参加者数

　障害者就労支援事業につい
ては、今後も、新たな職場開
拓や企業の意識啓発及び就労
移行支援に対する効果的な支
援への取組みを通じて、障害
者の雇用促進を図るととも
に、企業向けへのセミナー等
において、採用時における就
労条件等の雇用差別の禁止
や、合理的配慮の提供義務化
などの周知を強化する。
　障害者ワークステーション
事業については、「障害者
ワークステーション北九州」
での業務の経験を踏まえ、民
間企業への就職につなげるた
め引き続き取り組みを推進す
る。

　介護サービス従事者研修に
ついては、研修によって受講
率の偏りがみられ、受講者数
は前年度の受講者数を下回っ
たため、「やや遅れ」と判断
した。

13,100

2,485人
（H28年
度）

13,492 18,379
介護サービス従事
者研修受講者数
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子ども家庭局

平成29年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

0 人 0 人

実
績

0 人 36 人

達
成
率

100.0 ％

目
標

実
績

74.9 ％ 78.8 ％

達
成
率

102.0 ％ 105.2 ％

目
標

0 人 0 人

実
績

0 人 0 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

0 人 0 人

実
績

148 人 57 人

達
成
率

目
標

0 人 0 人

実
績

148 人 57 人

達
成
率

目
標

8 箇
所

17
箇
所

実
績

8 箇
所

17
箇
所

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

【評価理由】
　保育所の新設や増改築を行
い、入所定員を拡大したこと
で、保育需要に対応すること
ができ、年度当初の待機児童
ゼロを達成した。
　放課後児童クラブにおい
て、19時まで開設しているク
ラブの割合が前年度に比べ増
加した。
　施設型給付への移行を希望
する全ての私立幼稚園が認定
こども園や施設給付型の幼稚
園へ移行することができた。
　以上のことから、「順調」
と判断した。

【課題】
　放課後児童クラブに対する
満足度の向上に向け、利用者
の利便性向上のための取り組
みが必要。
　保育所は、一部地区で年度
途中から待機児童が生じてお
り、引き続き保育の量の確保
が必要。
　引き続き教育・保育施設の
利用状況や利用者の希望とと
もに、事業者の意向などを踏
まえ、認定こども園への移行
支援、普及に努めることが必
要。
　また、施設型給付への移行
を希望する全ての幼稚園が円
滑に移行することができるよ
う、必要な支援を継続するこ
とが必要。

　施設については、年度当初
に待機児童が発生したもの
の、整備を行い、希望する児
童を年内に全て受入れできて
いる。また、放課後児童クラ
ブに対する満足度は前年度を
上回った。
　以上により「順調」と判断
した。

人件費（目安）

順調

順調

課
長

順調

人

人

人

人

人

0.10

課
長

0.30

0.20

係
長

人

係
長

18,071,929

施設型給付へ移行
する私立幼稚園数

0人
(H25年度)

220人
(H25年度)

220人
(H25年度)

－

希望園の全て
が移行

(H31年度)

0人
(H31年度)

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 H28年度

H29年度

No.

H28年度

前年度
（73.4%）
比向上

前年度比
向上

事業評価の成果指標（目標・実績）

H25年度
（75.4%）比

向上
（H31年度）

0人
(H25年度)

放課後児童クラブ待機
児童数（4月）

※「現状値」及び「中
期目標」は「元気発
進！子どもプラン(第2
次計画）【H27～31年
度】」掲載内容

放課後児童クラブに対
する満足度（開所日、
開所時間）

※「現状値」及び「中
期目標」は「元気発
進！子どもプラン(第2
次計画）【H27～31年
度】」掲載内容

75.4%
(H25年度)

3園
(H27年度)

－

0人
(H31年度)

0人
(H31年度)

保育所待機児童数
(10月)

※「現状値」及び「中
期目標」は「元気発
進！子どもプラン(第2
次計画）【H27～31年
度】」掲載内容

保育所待機児童数
(４月)

※「現状値」及び「中
期目標」は「元気発
進！子どもプラン(第2
次計画）【H27～31年
度】」掲載内容

保育所待機児童数
(10月)

※「現状値」及び「中
期目標」は「元気発
進！子どもプラン(第2
次計画）【H27～31年
度】」掲載内容

子育
て支
援課

　市民ニーズに応えら
れる放課後児童クラブ
の運営内容を確保する
ため、運営団体に対す
る研修会の実施、開設
時間の標準化や延長の
推進等により、運営体
制の充実を図る。ま
た、障害のある児童や
高学年児童を含め利用
者が増加する中で、児
童への対応を充実する
ため、適切な指導員数
を配置するとともに、
研修の充実、指導員相
互の交流や情報交換、
障害のある児童などの
対応を支援するための
臨床心理士等の巡回派
遣を行い、指導員の資
質向上を図る。

　仕事と子育ての両立
支援を推進するため、
保育を必要とする子ど
もは誰でも保育所に入
所でき、多様なニーズ
に応えながら、子ども
の健やかな育成を支援
する保育サービスの実
現を図る。

保育
課

1

2 保育所運営事業

放課後児童クラ
ブの管理運営

3
幼稚園・認定こ
ども園運営事業

幼稚
園・
こど
も園
課

　私立幼稚園（新制度
対象）や認定こども園
の運営費を助成する。

Ⅰ-1-
(1)-① 
仕事と子
育ての両
立支援

0.35

　保育所新設や増改築を行
い、年度当初の入所児童数
は、定員を下回っており、市
全体では概ね保育需要に対応
できる状態にあるため、「順
調」と判断した。

人

　放課後児童クラブの施設整
備や利用内容の充実など、引
き続き運営基盤の強化を図る
とともに、クラブの活動内容
の充実を目指して、学校や地
域との連携を図り、魅力ある
クラブの運営を促進する。
　教育・保育を「北九州市子
ども・子育て支援事業計画」
に基づき、計画的に提供して
いく。
　教育・保育施設の利用状況
や利用者の希望とともに、幼
稚園、保育所事業者の意向な
どを踏まえ、幼稚園と保育所
の機能を併せ持つ認定こども
園への移行支援・普及に努め
る。

順調

　施設型給付に移行する私立
幼稚園数、並びに認定こども
園数が前年度実績を上回って
いることから、「順調」と判
断した。

0人
(H31年度)

人

5,400

職
員

人

人数

1.35

5,800

課
長

係
長

3.90

1,348,075

1,964,301

16,426,451

46,7752,139,101

17,544,081

職
員

0.20

2,273,638

1,684,037 615,142

0.20

職
員

0.20

―

―

―
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子ども家庭局

平成29年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 H28年度

H29年度

No.

H28年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数

目
標

0 人 0 人

実
績

0 人 0 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

0 人 0 人

実
績

148 人 57 人

達
成
率

目
標

55
箇
所

59
箇
所

課
長

0.10 人

実
績

39
箇
所 45

箇
所

係
長

0.20 人

達
成
率

70.9 ％ 76.3 ％
職
員

0.20 人

目
標

2
箇
所

2
箇
所

実
績

2
箇
所 2

箇
所

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

151
箇
所

154
箇
所

実
績

151
箇
所 152

箇
所

達
成
率

100.0 ％ 98.7 ％

目
標

78
箇
所

81
箇
所

実
績

78
箇
所 78

箇
所

達
成
率

100.0 ％ 96.3 ％

　一時預かり事業の実施園数
は増加しており、希望する施
設への助成は漏れなく実施で
きていることから、「順調」
と判断した。

Ⅰ-1-
(1)-②
年間を通
じた待機
児童解消
策の推進
など保育
の充実

147箇所
(H25年度)

幼稚
園・
こど
も園
課

6

5

特別保育事業補
助

保育
課

午後８時まで延長
保育を実施する保
育所の施設数

0人
(H31年度)

220人
(H25年度)

67箇所
(H25年度)

0箇所
(H25年度)

午後７時まで延長
保育を実施する施
設数

　「北九州市子ども・子育て
支援事業計画」に基づき保育
の量の確保に努めていく。
　引き続き、保育士等の人材
確保に取り組むとともに、教
育・保育の質の向上を図るた
め、体系的な研修等を通じて
幼稚園教諭、保育士等の専門
性の向上に取り組む。
　子どもの生活リズムに十分
配慮しながら、幼稚園におけ
る預かり保育や保育所におけ
る延長保育、休日保育など、
多様なニーズに対応した保育
サービスの充実を図る。

事業を実施する施
設数

28箇所
（H27年度）

0.40

一時保育事業の実
施施設数

3箇所
（H31年度）

3,650

129,308

職
員

9,300653,690

係
長

順調

順調

人

0.20

人

順調

0.10

0人
(H31年度)

158箇所
（H31年度）

78箇所
（H31年度）

86箇所
（H31年度）

－

150,000

748,531

1,559,893

0人
(H25年度)

保育所待機児童数
(４月)

※「現状値」及び「中
期目標」は「元気発
進！子どもプラン(第2
次計画）【H27～31年
度】」掲載内容

保育所待機児童数
(10月)

※「現状値」及び「中
期目標」は「元気発
進！子どもプラン(第2
次計画）【H27～31年
度】」掲載内容

　年間を通じた待機児
童の解消を図るため、
年度途中の入所が困難
な3歳未満児の保育
ニーズに対応するた
め、小規模保育事業を
実施する幼稚園、保育
所等に対し、運営費を
助成する。

保育
課

　保護者の就労形態の
多様化等に対応するた
め、保育所の保育時間
を午後7時もしくは8時
まで延長する「延長保
育」の充実を図る。ま
た、保護者のパート就
労や育児リフレッシュ
等の理由により、一時
的に家庭での保育が困
難となる児童を保育所
において保育する「一
時保育」の充実を図
る。さらに、保育所の
通常保育に加え、延長
保育や一時保育におい
ても、集団保育の可能
な障害のある児童の受
け入れを行う「障害児
保育」の充実を図る。

　「子ども・子育て支
援新制度」により実施
する一時預かり事業に
おいて、保護者のニー
ズに応じて教育時間の
終了後等に預かり保育
を実施する私立幼稚園
を支援する。

4

一時預かり事業

地域型保育給付
（小規模保育）

　小規模保育事業実施施設
は、平成29年度末までに32箇
所を開設した。（平成29年
度：10箇所開設）
　さらに、平成30年4月に9箇
所開所し、定員増加につな
がったことから、「順調」と
した。

　平成29年度は、1箇所が午
後7時までの延長保育事業を
新たに開始した。
　その結果、延長保育全体の
延べ利用児童数は16,344人で
あり、多様化する就労形態へ
の対応として高い効果があっ
たことを踏まえ、「順調」と
判断した。

人

人

【評価理由】
　小規模保育事業実施施設の
開設、認定こども園への移行
支援、一時預かり事業（幼稚
園型）などを行い、受入児童
数の拡大を図ったことによ
り、保育所待機児童（4月時
点）は0人を維持し、10月時
点の待機児童も大幅に減少し
た。
　また、保護者の働き方や地
域の実情に応じた多様な保育
を提供するため、延長保育や
一時保育、障害児保育といっ
た特別保育や、病児保育の充
実を行ったほか、保育ニーズ
の高い大規模区に保育サービ
スコンシェルジュを増員し
た。
　保育所の入所定員の増加に
伴い、保育士等の就職説明会
の開催など保育士等の確保に
努めた。
　以上のことから、「順調」
と判断した。

【課題】
　年間を通じた待機児童の解
消に向け、今後も、教育・保
育の量の確保と質の向上及び
保育士等の人材の確保が必
要。

順調

係
長

1,097,137

652,764649,181

161,346

課
長

0.40

人

人

0.20

0.10

職
員

課
長

4,650

―

78



子ども家庭局

平成29年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 H28年度

H29年度

No.

H28年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数

目
標

課
長

0.10 人

実
績

8,262 人 8,499 人
係
長

0.10 人

達
成
率

105.1 ％ 102.9 ％
職
員

0.10 人

目
標

0 人 0 人

実
績

0 人 0 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

0 人 0 人

実
績

148 人 57 人

達
成
率

目
標

0 人 0 人
課
長

0.40 人

実
績

148 人 57 人
係
長

0.60 人

達
成
率

職
員

0.60 人

164,085前年度比増
（H31年度）

　保育ニーズの高い大規模区
に1名を増員し、機能強化を
図った結果、相談件数も大き
く増加した。
　相談件数、保育所等未入所
児童に対する情報提供数とも
に目標数を達しており、保育
の利用を希望する各世帯の状
況やニーズに合った保育サー
ビスの情報提供を行う事がで
きていることから「順調」と
判断した。

0人
(H31年度)

0人
(H31年度)

順調

　新規開設の1箇所を含む12箇所
で事業を実施し、「利用のてび
き」の配布などPRに努めた。ま
た昨年度から、市ホームページ
上に利用申請書類を掲載し、保
護者が自宅でダウンロードでき
るようになっており、利便性の
向上にも努めている。
　その結果、登録者数・利用者
数・のべ利用児童数は前年度に
比べ増加しており、保護者ニー
ズは依然高く、病児保育事業の
有効性は高いと考えたことか
ら、「順調」と判断した。

順調

9 保育士等の確保

幼稚
園・
こど
も園
課・
保育
課

　待機児童の解消を図
るため、下記の事業に
より保育士等の人材確
保に取り組む。

・保育士就職支援事業
（保育士資格取得見込
の学生等を対象とした
就職説明会・保育士の
資格等を持っていて、
現在、保育士の職に就
いていない人を対象と
した研修）

・保育士・保育所支援
センター事業等（保育
士の就職支援や相談等
による離職防止）

・幼稚園教諭免許状を
有する者の保育士資格
取得支援等事業（幼稚
園教諭の保育士資格取
得支援や幼稚園への就
職支援等）

7
保育
課

病児保育事業

保育
課

　保護者の勤務の都
合、疾病、事故、出産
及び冠婚葬祭など、や
むをえない事由により
家庭での保育が困難な
病気中、病気回復期に
ある児童を医療機関併
設型の施設において保
育し、保護者の子育て
と就労の両立を支援す
る。

　保育所、幼稚園や地
域の子育て支援の事業
等の利用について、情
報の収集と提供を行う
とともに、利用にあた
り、子どもや保護者か
らの相談に応じるた
め、各区役所及び
「ウーマンワークカ
フェ」に保育サービス
コンシェルジュを配置
する。

0人
(H25年度)

　保育士や保育士資格取得予
定者への就職説明会を開催
し、参加者は前年度比で増加
となった。また、保育士指定
養成施設との懇談会では、有
意義な情報交換ができた。
　加えて、保育士等資格活用
研修では、医師会、子ども総
合センターなど関係機関から
講師を招いて講義や実技を行
い、保育所等への就職支援を
図った。
　その結果、保育士、保育所
支援センターではマッチング
件数が平成28年度を上回った
（H28:122人、H29:125人）こ
とから、「順調」と判断し
た。

161,308

人

127,742

保育所待機児童数
(４月)

※「現状値」及び「中
期目標」は「元気発
進！子どもプラン(第2
次計画）【H27～31年
度】」掲載内容

保育サービスコ
ンシェルジュ事
業

―

保育所待機児童数
(10月)

※「現状値」及び「中
期目標」は「元気発
進！子どもプラン(第2
次計画）【H27～31年
度】」掲載内容

―

220人
(H25年度)

延べ利用者数
6,508人
(H25年度)

220人
(H25年度)

保育所待機児童数
(10月)

※「現状値」及び「中
期目標」は「元気発
進！子どもプラン(第2
次計画）【H27～31年
度】」掲載内容

病児保育施設利用
者数

前年度
(7,863人）
比増加

人

人23,39427,306

0人
(H31年度)

23,856

8,285

係
長

0.10
課
長

順調

11,317 6,926

2,900

職
員

2,900

0.10

15,100

0.108

―

―

前年度
比増
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子ども家庭局

平成29年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 H28年度

H29年度

No.

H28年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数

目
標

課
長

0.01 人

実
績

94.0 ％ 91.7 ％
係
長

0.05 人

達
成
率

100.2 ％ 97.6 ％
職
員

0.40 人

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.40 人

達
成
率

職
員

0.80 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

94.0 ％ 91.7 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

100.2 ％ 97.6 ％
職
員

0.40 人

目
標

課
長

0.01 人

実
績

95.2 ％ 95.5 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

102.4 ％ 100.3 ％
職
員

0.40 人

―

―

前年度比
増加

88.9%
(H25年度)

　平成28年10月から、「小学
校就学前まで」となっていた
通院医療費の助成対象を新た
に「小学校6年生まで」に拡
充し、平成29年度も同様の助
成対象で事業を実施した。制
度を維持し、経済面における
支援を行っていることから施
策に対する効果は高いと考
え、「順調」と判断した。―

維持

助成対象
拡充

前年度比
増加

6,150

H25年度
（93.4%）比

増加
（H31年度）

93.4%
(H25年度)

前年度
(93.8%)比

増加

前年度
（93.0%）比

増加

前年度比
増加

医療費支給制度の
維持

生後４か月までの
乳児家庭全戸訪問
の達成率

※「現状値」及び
「中期目標」は
「元気発進！子ど
もプラン(第２次計
画）【H27～31年
度】」掲載内容

妊娠１１週までの
妊娠届出者の割合

※「現状値」及び
「中期目標」は
「元気発進！子ど
もプラン(第２次計
画）【H27～31年
度】」掲載内容

子育
て支
援課

子ども医療費支
給事業

子育
て支
援課

　妊婦や乳幼児の疾病ま
たは異常の発見および防
止を図り、健康を保持増
進させるため、妊婦、乳
幼児の定期的な健診の機
会を提供する。
　（妊婦健康診査、B型
肝炎母子感染防止事業、
先天性代謝異常等検査、
乳児健康診査、1歳６か
月児健康診査、３歳児健
康診査）

　母子健康手帳の交
付、妊産婦乳幼児なん
でも相談、母親学級、
両親学級、育児学級等
の母子保健教室、乳幼
児発達相談指導「わい
わい子育て相談」、乳
幼児健診未受診者フォ
ロー事業（児童虐待予
防事業）、その他母子
保健に関する事業を実
施する。

すくすく子育て
支援事業

93.4%
(H25年度)

妊娠１１週までの
妊娠届出者の割合

※「現状値」及び
「中期目標」は
「元気発進！子ど
もプラン(第２次計
画）【H27～31年
度】」掲載内容

49,023

3,154,000

45,490

22,237

H25年度
（93.4%）比

増加
（H31年度）

45,975

23,895

3,084,525維持

助成対象
拡充

前年度
（93.8%）
比増加

H25年度
（88.9%）比

増加
（H31年度）

維持

928,241898,906

2,804,812

975,600

　子育ての孤立化を防
ぎ、乳児の健全な育成環
境の確保を図るため、生
後４か月までの乳児がい
るすべての家庭を訪問す
ることで、子育て情報の
提供を行うとともに、さ
まざまな不安や悩みを聞
き、支援が必要な家庭に
対して適切な指導や支
援、サービス提供に結び
つける。また、うつ状態
等を早期に把握し、きめ
細かに支援するため、全
産婦に産後うつを早期に
発見するための質問票を
用いて、支援する。

　乳児家庭全戸訪問の達成率
は、増加しており、養育支援
を必要とする家庭への保健
師、助産師等の専門職による
訪問も継続実施している。
　また、地域支援者（主任児
童委員）による地域に住む人
ならではの情報提供や関わり
も定着してきており、専門職
と地域支援者それぞれの強み
を活かした活動が展開されて
いる。
　以上のことから「順調」と
判断した。

順調

　早期の妊娠届出を勧奨する
ことで、妊娠11週までの妊娠
届出者の割合は、平成25年度
と同水準を維持している。
　また、妊婦健診の受診率は
93.9%、3歳児健康診査の受診
率は94.0%で高水準を維持し
ている。
　以上のことから、「順調」
と判断した。

順調

【評価理由】
　妊娠11週までの届出者の割
合は、高水準を維持できてお
り、妊娠早期からの母子の健
康管理につながっている。
　医療費支給制度は、平成28
年度に拡大した助成制度を維
持し、引き続き経済面の支援
を行うことができた。
　また、乳児家庭全戸訪問
（のびのび赤ちゃん訪問事
業）やわいわい子育て相談
（乳幼児発達相談指導事業）
等を実施することで、妊娠期
から乳幼児期まで支援する仕
組みはうまく機能している。
　以上の取組により母子が健
康に生活できる環境づくりを
進めることができたと判断
し、「順調」とした。

【課題】
　子育ての孤立化を防ぎ、地
域での見守り体制を充実して
いくために、今後とも関係機
関との連携が重要である。
 「妊娠・出産・養育にかか
る相談支援事業」は、保健師
の資質向上を図ることが必要
である。

順調

順調

　今後も、関係機関とうまく
連携し、妊婦や乳幼児の疾病
または異常の早期発見・早期
支援に取り組み、子育ての孤
立化や育児不安の解消に努め
ていく。
　様々な機会を通じ、育児に
関する相談など、専門的な支
援や情報提供を行い、母子の
健康づくりに寄与していく。

順調

13
のびのび赤ちゃ
ん訪問事業

Ⅰ-1-
(1)-③ 
母子が健
康に生活
できる環
境づくり

10 母子健康診査

　子どもの健康の保持
と健やかな育成を図る
ため、保険診療にかか
る医療費の自己負担額
を助成する。

23,968

4,115

3,615

12,300

　母親学級の、開催回数を増
加させるなど希望する方への
機会の提供ができた。
　妊娠11週までの妊娠届出者
の割合は減少しているが、届
出時に全員に面接を行い、妊
娠早期からの母子の健康管理
を行った。
　母子健康手帳交付時をはじ
め、様々な機会を捉えて、育
児等に関する相談、専門的支
援や情報提供を行い、母子の
健康づくりに寄与している。
　以上のことから「順調」と
判断した。

12

子育
て支
援課

11

子育
て支
援課

80



子ども家庭局

平成29年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 H28年度

H29年度

No.

H28年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数

目
標

課
長

0.01 人

実
績

25.9 ％ 34.8 ％
係
長

0.05 人

達
成
率

91.6 ％ 65.6 ％
職
員

0.05 人

637

子育ての悩みや不
安を感じる人の割
合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び
「中期目標」は
「元気発進！子ど
もプラン(第２次計
画）【H27～31年
度】」掲載内容

前年度比
減少

44.7%
(H25年度)

前年度
(23.9%)比

減少

子育
て支
援課

4,5717,500

H25年度
（44.7%）比

減少
（H31年度）

　若年の妊婦や産後う
つなど、養育支援を必
要とする家庭に対し、
訪問指導員を派遣し、
家事を支援するととも
に、思いがけない妊娠
等に悩む女性に対する
電話相談等を実施す
る。

　「子育ての悩みや不安を感
じる人の割合」は、前年度に
比べ増加しているが、区の保
健師によるアセスメントの結
果、養育支援を必要とする妊
産婦等の全対象者(15世帯)に
対して、家事・育児支援を実
施できている。
　また、平成29年7月末より
不妊だけでなく、妊娠・出産
全般に関する相談に内容を拡
充して電話相談事業を開始し
た。ホームページやチラシ等
を作成し事業周知に努めた結
果、媒体を見た方からの相談
もあり、「順調」と判断し
た。

妊娠・出産・養
育にかかる相
談・支援事業

順調99014
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子ども家庭局

平成29年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 H28年度

H29年度

No.

H28年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.40 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

45,445 人 48,275 人
係
長

0.35 人

達
成
率

108.4 ％ 115.2 %
職
員

0.35 人

目
標

実
績

25.9 ％ 34.8 ％

達
成
率

91.6 ％ 65.6 ％

目
標

実
績

30.0 ％ 40.0 ％

達
成
率

98.0 ％ 66.7 ％

3,884

34,313

―

発行 発行の継続

親子ふれあいルー
ム利用者数（乳幼児
数）

44.7%
(H25年度)

51.7%
(H25年度)

「こそだて情報」
及び「子ども家庭
レポート」による
情報提供の実施

H25年度
（41,910

人）比増加

41,910人
（H25年度）

前年度
(23.9%)比

減少

前年度
(29.4%)比

減少

　身近な地域における子育て
を支えるネットワークづくり
など、地域社会全体で子育て
を支援する環境づくりを進め
る。
　子育てに悩みや不安を持つ
保護者が、分かりやすく利用
しやすい相談体制を整備す
る。
　子育て中の人が知りたい情
報をタイムリーに手軽に入手
できるよう、情報誌やホーム
ページなどを活用した情報提
供を行う。

34,015

【評価理由】
　「こそだて情報」による情
報提供のほか、「親子ふれあ
いルーム」の継続した運営を
行うことで、乳幼児を持つ保
護者の子育てへの不安の軽減
に寄与したと考えている。
　また、「子ども・家庭相談
コーナー」や「子育て支援サ
ロン“ぴあちぇーれ”」で
は、子育て等に関する相談に
応じ、関係機関と連携しなが
ら、必要な対応を行う等、相
談者の不安や負担感の軽減が
できていると考えている。
　以上の取組により子育ての
不安や悩みを軽減することが
できていると判断し、「順
調」とした。

【課題】
　情報提供内容の更なる充実
に努める必要がある。
　また、利用者の多様化する
ニーズに対応できるよう、研
修等により親子ふれあいルー
ムスタッフの質の向上を図る
とともに、子育ての不安や悩
みを軽減するため、子ども・
家庭相談コーナーの相談員の
資質の向上を図ることが必
要。

子育ての悩みや不安を
感じる人の割合（小学
生の保護者）

※「現状値」及び「中
期目標」は「元気発
進！子どもプラン(第
２次計画）【H27～31
年度】」掲載内容

発行
(H25年度)

―

　親子ふれあいルームの利用
者数（乳幼児数）は平成28年
度に比べ2,800人程増加して
おり、乳幼児を持つ保護者の
子育てへの不安の軽減に寄与
していると考えることから、
「順調」と判断した。

発行

4,266

44,489人
（H31年度） 36,239

子育ての悩みや不安を
感じる人の割合（就学
前児童の保護者）

※「現状値」及び「中
期目標」は「元気発
進！子どもプラン(第
２次計画）【H27～31
年度】」掲載内容

　乳幼児を持つ保護者
の子育てへの不安を軽
減するため、親子が気
軽に集い、交流、情報
交換、育児相談等がで
きるスペースを既存の
公共施設を活用しなが
ら、区役所や児童館な
どで運営する。

85,868
子育
て支
援課

総務
企画
課

　子育て中の人が、子
どもの成長に合わせた
情報をタイムリーかつ
手軽に入手できるよ
う、情報誌の内容や、
情報提供方法の充実を
図り、必要とする市民
に子育ての情報を的確
に届ける。
　また、本市が取り組
んでいる子どもの健全
育成や子育て支援につ
いての成果や課題、
データを盛り込んだ
「子ども家庭レポー
ト」を発行し、市民や
地域の担い手に周知す
ることで、地域全体で
子育てを支援する環境
づくりの一助とする。

4,320

前年度比
減少

発行

86,845

H25年度比
増加

前年度比
減少

順調

6,150

6,075

　「こそだて情報」「子ども
家庭レポート」とも内容の充
実に努めたうえ、予定どおり
に発行・配布した。
　また、冊子だけでなくイン
ターネットを介した情報発信
も行っていることから「順
調」と判断した。

順調

順調

　「子育ての悩みや不安を感
じる人の割合」は前年度に比
べ、増加しているが、基準値
と比較すると減少している。
例年と同程度の件数の相談に
対応し、関係機関と連携し、
相談内容に応じた支援・対応
を行い、相談者の不安や負担
感の軽減を図っていることか
ら「順調」と判断した。

Ⅰ-1-
(1)-④
 子育ての
不安や悩
みを軽減
する環境
づくり

H25年度
（44.7%）比

減少
（H31年度）

H25年度
（51.7%）比

減少
（H31年度）

7,275 順調

90,350

人

係
長

0.60

人

人

0.05
課
長

0.10

職
員

15

16

17

親子ふれあい
ルーム運営事業

子育てに関する
情報提供の充
実・ＰＲ

子ども・家庭相
談コーナー運営
事業

子育
て支
援課

　各区役所に「子ど
も・家庭相談コー
ナー」を設置し、子ど
もと家庭に関するあら
ゆる相談をひとつの窓
口で受け、母子家庭の
自立支援、ＤＶ被害者
対応、児童虐待等、そ
れぞれの相談に応じた
支援・対応を行うとと
もに、必要に応じて他
の機関のサービス・支
援へとつなげる。

発行
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子ども家庭局

平成29年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 H28年度

H29年度

No.

H28年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数

目
標

実
績

25.9 ％ 34.8 ％

達
成
率

91.6 ％ 65.6 ％

目
標

実
績

30.0 ％ 40.0 ％

達
成
率

98.0 ％ 66.7 ％

44.7%
(H25年度)

子育ての悩みや不安を
感じる人の割合（小学
生の保護者）

※「現状値」及び「中
期目標」は「元気発
進！子どもプラン(第
２次計画）【H27～31
年度】」掲載内容

子育ての悩みや不安を
感じる人の割合（就学
前児童の保護者）

※「現状値」及び「中
期目標」は「元気発
進！子どもプラン(第
２次計画）【H27～31
年度】」掲載内容

H27年度
(29.4%)比

減少

51.7%
(H25年度)

H27年度
(23.9%)比

減少

14,30913,715 13,714

　「子育て支援サロン
“ぴあちぇ－れ”」に
子育て支援総合コー
ディネータ－を配置
し、面接、電話やメー
ルによる子育てに関す
る相談の対応を行い、
必要な関係機関との連
携、調整等の支援を行
う。
　また、大学教授や小
児科医、保育経験者等
を講師に招き、子ども
の発達や食育、遊び等
をテーマとした育児講
座の開催や絵本の貸出
を行い、子育て支援の
充実を図る。

保育
課

子育て支援総合
コーディネー
ター事業

H28年度比
減少

H28年度比
減少

　子育てにおける不安や悩み
の相談に対し、関係機関との
連携、調整等を行い、保護者
の不安軽減に資するよう努め
た。
　また、育児講座も予定通り
に開催でき、子育て支援の充
実が図れたため「順調」と判
断した。

18

H25年度
（51.7%）比

減少
（H31年度）

0.30

0.00
職
員

順調

人

人

H25年度
（44.7%）比

減少
（H31年度）

人0.10
課
長

4,150
係
長
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子ども家庭局

平成29年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 H28年度

H29年度

No.

H28年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数

目
標

課
長

0.02 人

実
績

11,323 人 10,520 人
係
長

0.05 人

達
成
率

113.1 ％ 92.9 ％
職
員

0.10 人

目
標

課
長

0.30 人

実
績

16
箇
所 16

箇
所

係
長

0.30 人

達
成
率

106.7 ％ 100.0 ％
職
員

0.85 人

目
標

100.0 ％ 100.0 ％
課
長

0.10 人

実
績

100.0 ％ 100.0 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

918 件 1,139 件
係
長

2.00 人

達
成
率

48.5 ％ 75.9 ％
職
員

3.00 人

42,029

1,927,785

【評価理由】
　母子・父子福祉センターの
利用者数は前年度比でやや減
少したものの、ひとり親家庭
等に自立支援や就業支援等を
行うことができた。
　被虐待児等に対し、家庭的
な環境と安定した人間関係の
もとで、きめ細かなケアを提
供する、地域小規模児童養護
施設の計画や着工が進んでい
る。
　市民や関係機関の虐待通告
への意識が向上し、児童虐待
対応件数が前年度に比べ、大
幅に増加した。
　民間による子ども食堂の実
施箇所数が増加（2箇所）
し、地域や民間団体を主体と
した子ども食堂の開設、安定
運営に向けたバックアップ体
制の構築ができつつある。
　以上により、特別な支援を
要する子どもや家庭に対し、
適切に対応ができたことか
ら、「順調」と判断した。

【課題】
　特別な支援を要する子ども
や家庭が必要な支援を受ける
ことができる環境整備に引き
続き取り組み、市民や企業等
に対し周知を図る必要があ
る。

順調

順調

　小規模の落ち着いた環境の
中で入所児童が生活すること
ができており、平成29年度の
開設はなかったものの、計画
や着工が進んでいる施設が多
数あることから、「順調」と
判断した。

順調

100％
（H25年度）

前年度
（15か所）
比増加

前年度
(10,015
人）増加母子・父子福祉セ

ンターの延べ利用
者数

※「現状値」及び
「中期目標」は
「元気発進！子ど
もプラン(第２次計
画）【H27～31年
度】」掲載内容

地域小規模児童養護施
設・小規模グループケ
アの実施箇所数

※「現状値」は「元気
発進！子どもプラン
(第２次計画）【H27～
31年度】」掲載内容

11箇所
(H25年度)

10,011人
(H25年度)

前年度比
増加

23箇所
(H31年度)

　市民や関係機関職員を対象に
児童虐待問題連続講座や児童虐
待対応リーダー養成研修等の啓
発事業に取り組んだことが、虐
待通告への意識の向上につな
がった。
　虐待通告への意識の高まりな
どを背景に、児童虐待相談対応
件数は年々増加しているが、児
童の所属先や病院、警察等、関
係機関との連携強化により、支
援対象児童等の早期発見や適切
な保護を図る体制づくりは進ん
でいることから「順調」と判断
した。

2,066,803

18,33122,614

1,850

H25年度
（380件）
比減少

(H31年度)

　ひとり親家庭に対しては、
自立に必要な制度や事業を確
実に活用できるよう、情報提
供を充実するとともに、引き
続き総合的な支援を行ってい
く。
　家庭的養護を推進するため
の小規模グループケア、地域
小規模児童養護施設の設置を
進めるとともに、子どもたち
への支援をさらに充実するた
め、職員の資質の向上等を図
る。また、就職・進学に際
し、児童が希望する進路を選
択できるよう、自立に向けた
支援を行う。
　児童虐待が深刻化する前に
早期発見・早期対応に取り組
み、子どもの安全を守るため
の一時保護や被虐待児のケ
ア、家族再統合に向けた保護
者への支援等を行うことで児
童虐待の防止に努めるほか、
子どもの心のケアに重点を置
いた取り組みを強化する。
　民間を主体とした「子ども
食堂」の活動をさらに広げる
ため、引き続き取組を市民や
企業等に周知し、支援の輪を
広げていく。

54,00018,005

順調

　保育所、幼稚園、療育機関
等への移行が決定した世帯が
平成28年度より増加
(H28:64%、H29:64.3％）して
いる。
　移行支援としての結果が出
ており、実利用組数が前年度
より3組増加していることか
ら「順調」と判断した。

子ど
も総
合セ
ン
ター

H25年度
（10,011人）

比増加
（H31年度）

前年度比
減少

1,736

前年度比
増加

利用者の満足度

児童虐待対応件数

※「現状値」及び
「中期目標」は
「元気発進！子ど
もプラン(第２次計
画)【H27～31年
度】」掲載内容

　幼児期の子どもの発
達や育児に関して、不
安や孤独感を抱えてい
る保護者にとっては、
思いを共有し、気兼ね
なく安心して親子で過
ごせる場所を提供する
等、伴走型の支援が必
要である。あそびや体
験等を通じて、子育て
の楽しさや成長の喜び
を保護者が感じられる
よう保育所で継続した
支援を行い、適切な施
設への移行等の相談に
対応する。

21

22
児童虐待防止
（子どもの人権
擁護）推進事業

親子通園事業

Ⅰ-1-
(1)-⑤
特別な支
援を要す
る子育て
家庭への
対応 母子・父子福祉

センター運営事
業

4,650

　母子・父子福祉センターの
延べ利用者数は、前年度をや
や下回ったものの、中期目標
を上回っており、ひとり親家
庭等の生活の安定と福祉の向
上に寄与していることから
「順調」と判断した。

順調41,297

4,140

12,825

100%
(H31年度)

41,297

380件
(H25年度)

前年度
（606件）
比減少

2,336,800

1,480

子育
て支
援課

子育
て支
援課

　児童養護施設・乳児
院・情緒障害児短期治
療施設・自立支援施
設・自立援助ホーム・
ファミリーホーム・里
親において、保護を要
する児童に係る必要な
経費を負担し、社会的
養護が必要な子ども
が、それぞれの子ども
にあった生活環境で、
健やかに育まれ、自立
できる社会環境づくり
を推進する。

保育
課

20

　児童虐待の早期発見
及び被虐待児童の迅速
かつ適切な保護を行う
ため、関係機関との連
携強化を図り、児童虐
待の防止等のために必
要な体制を整備すると
ともに、関係機関等の
職員の研修及び広報活
動を行う。

児童養護施設等
措置費

　「母子・父子福祉セ
ンター」において、ひ
とり親家庭や寡婦の生
活上の悩みや相談を受
けたり、仕事のために
必要な知識や技能を身
につけるための講座等
を無料で実施する。そ
の他各種研修会や催し
等を行い、ひとり親家
庭等の生活の安定、福
祉の向上を目指す。

19
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子ども家庭局

平成29年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 H28年度

H29年度

No.

H28年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数

目
標

6
箇
所

課
長

0.01 人

実
績

6
箇
所

8
箇
所

係
長

1.00 人

達
成
率

100.0 ％ 133.3 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.01 人

実
績

13,437 件 13,913 件
係
長

0.10 人

達
成
率

115.3 ％ 103.5 ％
職
員

0.10 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

382
団
体

413
団
体

係
長

0.30 人

達
成
率

105.2 ％ 108.1 ％
職
員

0.30 人

目
標

420
施
設

440
施
設

課
長

0.10 人

実
績

420
施
設

424
施
設

係
長

0.10 人

達
成
率

100.0 ％ 96.4 ％
職
員

0.30 人

　出前講演や市民公開講座など
で、子ども食堂の取組を市民や
企業等への周知に努めている。
　また、開設・運営をサポート
する「子ども食堂ネットワーク
北九州」を中心に、地域や民間
団体を主体とした子ども食堂の
開設、安定運営に向けたバック
アップ体制の構築ができつつあ
り、効果的に開設機運の醸成や
支援の輪を広げる活動を行えて
いるため、「大変順調」と判断
した。

大変
順調

H28年度
（6箇所）

比増
（H31年度）

6,107 4,230

前年度比
増加

1,544

11,615

994400施設
（H31年度）

　活動件数が増加するなか、
研修や会員同士の交流会の充
実を図ることにより、安全で
質の高いサービスを提供でき
ていると考え、「順調」と判
断した。

子育
て支
援課

子育
て支
援課

H25年度
（330団体）

比増加
（H31年度）

14,789

5,2365,337

6箇所
（H28年度）

H25年度
（16,862件）

比増加
（H31年度）

【評価理由】
　ほっと子育てふれあい事業
では、平成29年度は活動件数
が増加した。
　赤ちゃんの駅登録数は順調
に増えており、子育て中の親
が安心して外出できる環境づ
くりが着実に進んでいる。
　各種団体や企業などと連携
した子育て支援の取組に広が
りを見せていることから、
「順調」と判断した。

【課題】
　引き続き、地域社会全体で
子育てを支援する環境づくり
を進めることが必要。
　赤ちゃんの駅の登録施設の
増には民間の協力が不可欠で
ある。

　赤ちゃんの駅の登録施設数
は目標に達していないが、前
年度比増となっている。
　本市発祥のシンボルマーク
を使用している自治体も3自
治体増の71自治体となった。
　以上により「順調」と判断
した。

14,677相互援助活動件数

市内子ども食堂の
実施箇所数（民
間）

　身近な地域における子育て
を支えるネットワークづくり
やお互いの助け合い、民間事
業者との連携など、地域社会
全体で子育てを支援する環境
づくりを進める。また、子育
て家庭の状況に応じて、必要
な人に必要な支援を適切に行
う環境づくりを進める。

順調

順調

　仕事の都合や子ども
の軽い病気の時に、ボ
ランティア組織「ほっ
と子育てふれあいセン
ター」の会員間で子ど
もの預かりや送迎な
ど、子育て支援サービ
スの充実を図る。

　モデル事業で得られ
た経験やノウハウを活
かし、さらなる「子ど
も食堂」の普及促進を
目指すため、コーディ
ネーターの配置や開設
補助など、民間を主体
とした「子ども食堂」
の活動を支援する。

23

25

24
ほっと子育てふ
れあい事業

子育
て支
援課

子ども食堂運営
事業

みんなの子育
て・親育ち支援
事業

総務
企画
課

26
赤ちゃんの駅登
録事業

　官民が協力して、乳
幼児を持つ保護者が外
出した際、授乳やオム
ツ替えができる施設を
「赤ちゃんの駅」とし
て登録し、子育て中の
親が安心して外出でき
る環境づくりを行う。

前年度
（363団

体）比増加

16,892件
（H25年度)

Ⅰ-1-
(1)-⑥
地域など
と行政の
連携・協
働による
子育て支
援の推進

「赤ちゃんの駅」
登録施設数

※「現状値」及び
「中期目標」は
「元気発進！子ど
もプラン(第２次計
画)【H27～31年
度】」掲載内容

　申請のあった子育てに関わ
る団体全てに補助金を交付で
きており、地域の子育て支援
のニーズに沿った事業と判断
される。
　また、市内で活動する育児
サークル等の団体数が前年度
比31団体増の413団体とな
り、親同士の交流や子どもの
遊び・体験活動、地域との交
流、子育てについての勉強会
など、自主的な活動が広まっ
ている。
　以上のことから、「順調」
と判断した。

市内で活動する育児
サークル等の団体数

※「現状値」及び「中
期目標」は「育児
サークル・フリース
ペース実態調査」に
よる数値

4,400

順調

前年度比
増加

330団体
(H25年度)

前年度
（11,658

件）比増加

353施設
(H25年度)

6,400

H28年度比
増加

7,400

14,647 順調

5,444

1,865

1,300

　乳幼児の親同士が交
流を通じて、自主的な
活動を行えるよう育児
サークルを支援する。
また、自由に参加・利
用できるフリースペー
スの活動を支援すると
ともに、地域で子育て
をしやすいシステムづ
くり、仲間づくりを支
援する。
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子ども家庭局

平成29年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 H28年度

H29年度

No.

H28年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数

目
標

課
長

0.06 人

実
績

85.4 ％ 91.4 ％
係
長

0.25 人

達
成
率

95.3 ％ 107.0 ％
職
員

0.40 人

目
標

97 ％ 97 ％
課
長

0.05 人

実
績

97 ％ 98 ％
係
長

0.35 人

達
成
率

100.0 ％ 101.0 ％
職
員

0.50 人

339,806

【評価理由】
　全私立幼稚園において幼児
教育振興助成補助金等が活用
され、また全施設において預
かり保育を実施するなど子育
て支援事業の充実が図れた。
　保幼小連携事業を実施する
施設の割合は高い水準を維持
している。
　上記の取り組みにより、幼
稚園に対する満足度は前年度
に比べ向上したことから、
「順調」と判断した。

【課題】
　本市の幼児教育のさらなる
振興を図るため、私立幼稚園
への助成制度を継続すること
が必要。
　校区により連携の内容や頻
度にばらつきが見られるた
め、連携をより組織的・体系
的に進めることが必要。

958 537

335,073

　幼児教育充実のため、引き
続き、保育所、幼稚園等と小
学校間が連携し、保育所・幼
稚園等の保育環境から、小学
校の学習環境への円滑な接続
を図る。
　特別な支援が必要な子ども
への対応の充実にも引き続き
取り組む。　保幼小連携研修会に、602

人が参加し、連携の必要性の
意識が向上しており、保幼小
連携事業を実施する保育所、
幼稚園、小学校の割合は目標
を達成したため、「順調」と
判断した。

順調

　幼児教育振興助成補助金等
を交付し、施設の設備や備品
等の購入など全私立幼稚園で
活用され、幼児教育環境の充
実に寄与している。
　また、全施設において、預
かり保育を実施するなど子育
て支援事業を実施した。さら
に各施設において、地域の保
護者のニーズに応じた子育て
支援事業を実施していること
から、「順調」と判断した。

順調

順調

27

Ⅰ-1-
(2)-① 
幼児教育
の充実

7,825

保育所、幼稚
園、小学校の連
携

幼稚
園・
こど
も園
課

28

　保育所、幼稚園の保
育環境から小学校の学
習環境への円滑な接続
を図るため、公私、保
幼小の代表者で構成す
る「保幼小連携推進連
絡協議会」を設置し、
年2回協議を行う。ま
た、保幼小連携担当者
を対象に研修会を実施
する。

幼児教育の振
興・子育て支援
機能の充実

　本市の幼児教育の振
興と子育て支援機能の
強化を図るため、私立
幼稚園での幼児教育環
境の整備（施設の設備
や備品・教材等の購入
など）や預かり保育、
子育て相談、体験保育
などの子育て支援機能
の充実に対する助成を
行う。

97%
(H25年度)

幼稚園に対する満
足度
（教育・保育の内
容）

※「現状値」及び
「中期目標」は
「元気発進！子ど
もプラン(第２次計
画)【H27～31年
度】」掲載内容

91.3%
(H25年度)

前年度比
向上

保幼小連携事業を
実施する保育所、
幼稚園、小学校の
割合

前年度
（89.6%）
比向上

H25年度
（91.3%）比

向上
(H31年度)

635

349,567 6,190

98%
(H31年度)

幼稚
園・
こど
も園
課
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子ども家庭局

平成29年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 H28年度

H29年度

No.

H28年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数

目
標

課
長

0.10 人

実
績

5,734 人 5,387 人
係
長

1.00 人

達
成
率

105.9 ％ 93.9 ％
職
員

0.00 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

69,701 人 71,514 人
係
長

0.10 人

達
成
率

131.3 ％ 102.6 ％
職
員

0.10 人

目
標

400 人
課
長

0.10 人

実
績

337 人 390 人
係
長

0.30 人

達
成
率

115.8 ％ 97.5 ％
職
員

0.30 人

目
標

実
績

6.4 人 5.4 人

達
成
率

119.0 ％ 115.6 ％

目
標

実
績

185 社 208 社

達
成
率

118.6 ％ 112.4 ％

【評価理由】
　青少年ボランティアステー
ション推進事業では、年間を
通じてボランティア活動情報
の提供や活動調整、活動支援
に努め、社会体験活動の機会
や場所の提供ができた。
　ユースステーションでは、
指定管理者による新たな主催
事業も開催され、子どもや若
者が豊かな社会性を身につ
け、自立できる力を育むため
の環境づくりを進めた。
　ひきこもり等悩みや課題を
抱える子どもや若者とその家
族等に対する総合的なサポー
トや非行防止教室の実施等青
少年の非行防止や立ち直り支
援を推進した。
　重篤化が懸念される非行事
案などに対し、警察、子ども
総合センターなどの関係機関
と情報を共有することで連携
し、迅速に対応した。
　以上により、「順調」と判
断した。

【課題】
　若者一人ひとりの状況に応
じた支援の充実が必要。

順調

　指定管理者による新たな主
催事業も開催され、「若者向
け事業への参加者数」が前年
度比1,758人増の4,569人と
なった。
　また、ユースステーション
の利用者数が前年度比増と
なったため、「順調」と判断
した。

1,740

人

順調

　毎年、「非行防止教室」の
事業対象区は輪番で決定し、
3ヶ年で市内の中学校全てで
開催できるように実施してい
る。平成29年度は、門司(7
校)、若松(6校)、戸畑(4校)
を対象に実施した。
　また、少年補導委員による
補導活動を前年同水準で実施
し、深夜はいかいを繰り返す
青少年の立ち直りを支援する
拠点施設「ドロップイン・セ
ンター」の運営や、非行歴等
のある青少年の立ち直り支援
の一つである協力雇用主によ
る就労支援など、様々な事業
に取り組むことにより、非行
者率を減少させることができ
たため、「順調」と判断し
た。

順調

順調

　青少年のボランティア体験
活動者数は前年度から若干減
少したものの、青少年に対し
て貴重な社会体験活動の機会
や場所の提供ができているこ
とから、「順調」と判断し
た。

39,950

1,740

青少
年課

少年人口1,000人あ
たりの検挙補導人
員を表す非行者率
（暦年統計）

※「現状値」及び
「中期目標」は
「元気発進！子ど
もプラン(第２次計
画)【H27～31年
度】」掲載内容

前年度
（156社）

比増

　中学生・高校生を中
心とした若者の活動拠
点となり、社会参加準
備のためのさまざまな
活動を体験することが
できる施設として
「ユースステーショ
ン」の運営を行う。

「北九州市『青
少年の非行を生
まない地域づく
り』推進本部」
運営事業

Ⅰ-1-
(4)-①
青少年の
健全育
成・非行
を生まな
い地域づ
くり

32

課
長

2.00

係
長

1.00

順調

　「YELL」来所相談者の就労
体験参加者数が前年度より増
加（H28:580人、H29:633人）
したため、「順調」と判断し
た。

人

2,900

青少
年課

31
子ども・若者応
援センター
「YELL」の運営

　不安定な雇用やニート
（若年無業者）、不登校
やひきこもり等、雇用情
勢の悪化や経済的格差の
拡大、家族や周囲との円
滑なコミュニケーション
の欠如などにより、将来
を見通せない不安の中
で、社会生活を円滑に営
む上で困難を抱えている
子ども・若者が増加して
いる。
　そのため、困難を抱え
る子どもや若者を総合的
にサポート（コーディ
ネート）していく総合相
談窓口『子ども・若者応
援センター「YELL」』に
おいて、自立を支援す
る。

　社会の構成員としての
規範意識や他者への思い
やり等の豊かな人間性を
育むとともに、社会性や
協調性等を身に付けるこ
とができるよう、青少年
が行うボランティア活動
を支援・促進する。

青少年ボラン
ティアステー
ション推進事業

青少
年課

30
「ユースステー
ション」運営費

青少
年課

29

前年度
（53,091

人）比増加

222人
(H25年度)

H25年度
（63,794人）

比増加
(H31年度)

H25年度
（6,342人）

比増加
（H31年度)

前年度
比増加

前年度
（5,415人）

比増加

北九州市協力雇用
主登録業者数

※「現状値」及び
「中期目標」は
「元気発進！子ど
もプラン(第２次計
画)【H27～31年
度】」掲載内容

81社
(H25年度)

H25年度
（81社）
比増加

(H31年度)

45,602

23,630500人
(H31年度)

青少年ボランティ
アステーションに
おけるボランティ
ア体験活動者数

※「現状値」及び
「中期目標」は
「元気発進！子ど
もプラン(第２次計
画)【H27～31年
度】」掲載内容

38,000

前年度
比同水準

11.0人
(H25年)

前年比
減少

前年（7.9
人）比減少

11,150

6,400

45,602

人

1.30

職
員

　次代を担う青少年が社会と
の関わりを自覚し、自己を確
立・向上していけるよう、引
き続き、ボランティア活動を
通じた豊富な体験活動プログ
ラムの提供と活動支援を進め
ていく。
　若者の状況に応じて、適切
な時期に的確な支援機関につ
なげられるよう、関係機関と
の連携をさらに強化してい
く。
　青少年を有害環境から守る
ため、地域と連携し、有害環
境の浄化とともに、非行防止
に取り組む。
　警察や薬剤師会、地域団体
等との連携を図り、薬物乱用
防止教室や各種キャンペーン
等を行い、危険ドラッグをは
じめとする薬物乱用の撲滅機
運を高めるための取り組みを
推進する。

34,055

23,772

33,364

1,861

24,036

45,673

　「Ⅰ非行防止対策」
「Ⅱ非行からの『立ち
直り』支援」「Ⅲ薬物
乱用の防止と啓発」
「Ⅳ地域団体・関係機
関との連携強化」の４
つの柱をたて、就労支
援の取り組みを強化す
るなど、青少年の非行
防止施策を総合的かつ
積極的に展開する。

7.0人
(H31年)

前年度
比増加

ユースステーショ
ンの利用者数

6,342人
(H25年度)

63,794人
(H25年度)

「YELL」来所相談
者の就業等実績
（累計数）

※「現状値」及び
「中期目標」は
「元気発進！子ど
もプラン(第２次計
画)【H27～31年
度】」掲載内容

前年度
（291人）
比増加
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子ども家庭局

平成29年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 H28年度

H29年度

No.

H28年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数

目
標

課
長

0.10 人

実
績

2,435 件 2,897 件
係
長

0.50 人

達
成
率

108.9 ％ 119.0 ％
職
員

0.50 人

目
標

400 人
課
長

0.10 人

実
績

337 人 390 人
係
長

0.30 人

達
成
率

115.8 ％ 97.5 ％
職
員

0.30 人

目
標

実
績

6.4 人 5.4 人

達
成
率

119.0 ％ 115.6 ％

目
標

実
績

185 社 208 社

達
成
率

118.6 ％ 112.4 ％

23,772

青少
年課

前年度
（291人）
比増加

前年比
減少

前年度
（156社）

比増

　現代の若者の悩みやトラブ
ルは複合化・複雑化してお
り、不安定な雇用やニート
（若年無業者）、ひきこもり
などに対応するためには、従
来の個別分野における対応で
は限界がある。若者が自立で
きるまで、継続性のある有効
な支援を行っていくため、教
育、福祉、保健・医療、矯
正・更生保護、雇用等の関連
機関・団体が連携し、若者を
総合的にサポートする環境づ
くりを行う。
　警察や保護司会、協力雇用
主会等、関係機関・団体との
連携を図り、非行相談や、家
庭環境等に問題を抱える青少
年の居場所づくり、非行歴等
のある青少年の就労支援等、
地域の理解を深め、非行から
の立ち直りを支えるための取
り組みを推進する。

23,630

　毎年、「非行防止教室」の
事業対象区は輪番で決定し、
3ヶ年で市内の中学校全てで
開催できるように実施してい
る。平成29年度は、門司(7
校)、若松(6校)、戸畑(4校)
を対象に実施した。
　また、少年補導委員による
補導活動を前年同水準で実施
し、深夜はいかいを繰り返す
青少年の立ち直りを支援する
拠点施設「ドロップイン・セ
ンター」の運営や、非行歴等
のある青少年の立ち直り支援
の一つである協力雇用主によ
る就労支援など、様々な事業
に取り組むことにより、非行
者率を減少させることができ
たため、「順調」と判断し
た。

24,036 順調6,400

職
員

前年度
(2,237件)
比増加

　「Ⅰ非行防止対策」
「Ⅱ非行からの『立ち
直り』支援」「Ⅲ薬物
乱用の防止と啓発」
「Ⅳ地域団体・関係機
関との連携強化」の４
つの柱をたて、就労支
援の取り組みを強化す
るなど、青少年の非行
防止施策を総合的かつ
積極的に展開する。

　不安定な雇用やニー
ト（若年無業者）、不
登校やひきこもり等、
雇用情勢の悪化や経済
的格差の拡大、家族や
周囲との円滑なコミュ
ニケーションの欠如な
どにより、将来を見通
せない不安の中で、社
会生活を円滑に営む上
で困難を抱えている子
ども・若者が増加して
いる。そこで、若者の
ための応援環境づくり
を推進する。

　若者応援センター「YELL」
の相談件数が増加したことか
ら、「順調」と判断した。

順調

順調

順調
若者のための応
援環境づくり推
進事業

子ども・若者応援
センター「YELL」
の相談件数

前年度比
増加

2,366件
(H25年度)

500人
(H31年度)

33,36434,055

北九州市協力雇用
主登録業者数

※「現状値」及び
「中期目標」は
「元気発進！子ど
もプラン(第２次計
画)【H27～31年
度】」掲載内容

少年人口1,000人あ
たりの検挙補導人
員を表す非行者率
（暦年統計）

※「現状値」及び
「中期目標」は
「元気発進！子ど
もプラン(第２次計
画)【H27～31年
度】」掲載内容

前年（7.9
人）比減少

「YELL」来所相談
者の就業等実績
（累計数）

※「現状値」及び
「中期目標」は
「元気発進！子ど
もプラン(第２次計
画)【H27～31年
度】」掲載内容

青少
年課

　不安定な雇用やニート
（若年無業者）、不登校
やひきこもり等、雇用情
勢の悪化や経済的格差の
拡大、家族や周囲との円
滑なコミュニケーション
の欠如などにより、将来
を見通せない不安の中
で、社会生活を円滑に営
む上で困難を抱えている
子ども・若者が増加して
いる。
　そのため、困難を抱え
る子どもや若者を総合的
にサポート（コーディ
ネート）していく総合相
談窓口『子ども・若者応
援センター「YELL」』に
おいて、自立を支援す
る。

2.00

H25年度
（2,366人）

比増加
(H31年度)

1,361 9,900

課
長

【評価理由】
　「子ども・若者応援セン
ター『YELL』」の相談件数、
来所相談者の就業等実績が増
加し、若者の自立が進んでい
る。よって、社会生活を円滑
に営む上で困難を抱えている
若者に対し、自立を支援する
環境づくりを進めることがで
きたことから、「順調」と判
断した。

【課題】
　社会生活を円滑に営む上
で、困難を抱えている若者の
割合が増えており、今後も、
継続的な支援が必要。

2,521

　「YELL」来所相談者の就労
体験参加者数が前年度より増
加（H28:580人、H29:633人）
したため、「順調」と判断し
た。

2,44333

Ⅰ-1-
(4)-③ 
若者の自
立支援

35

34

1.30

39,950

人

1.00
係
長

人

人

11.0人
(H25年)

38,000

前年度
比同水準

7.0人
(H31年)

H25年度
（81社）
比増加

(H31年度)

81社
(H25年度)

青少
年課

「北九州市『青
少年の非行を生
まない地域づく
り』推進本部」
運営事業

子ども・若者応
援センター
「YELL」の運営

222人
(H25年度)
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子ども家庭局

平成29年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 H28年度

H29年度

No.

H28年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数

目
標

実
績

6.4 人 5.4 人

達
成
率

119.0 ％ 115.6 ％

目
標

実
績

185 社 208 社

達
成
率

118.6 ％ 112.4 ％

目
標

課
長

1.00 人

実
績

918 件 1,139 件
係
長

2.00 人

達
成
率

48.5 ％ 75.9 ％
職
員

3.00 人

目
標

課
長

0.01 人

実
績 36 件 46 件

係
長

0.10 人

達
成
率

87.8 ％ 127.8 ％
職
員

0.15 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

918 件 1,139 件
係
長

0.10 人

達
成
率

48.5 ％ 75.9 ％
職
員

0.60 人

3,356

【評価理由】
　児童虐待の発生予防・早期発
見のため、関係職員に対する研
修会を実施するなど関係機関と
の連携強化を図った。また、児
童虐待対応向上のための教育
研修を実施し、児童虐待対応の
体制整備が進んだ。
　関係機関と連携して、それぞれ
の内容に応じた支援・対応を行
い、相談者の不安や負担感の軽
減ができていると考えている。
　以上により、「順調」と判断し
た。

【課題】
　児童虐待の早期発見、早期対
応、また発生予防に努め、迅速
かつ適切に対応することはもと
より、虐待を受けた子どもの心
のケアや虐待を行った保護者等
への再発防止策の対応が喫緊
の課題である。
　子どもと家庭に関する相談は
増加傾向にあり、またその内容
は複雑化していることから、ニー
ズに応じた研修を行い、相談員
の資質の向上を図る必要があ
る。

前年度
比増加

児童虐待相談対応
件数のうち、「医
療機関」からの件
数

前年度
比同水準

380件
(H25年度)

15件
(H25年度)

児童虐待対応件数

※「現状値」及び
「中期目標」は
「元気発進！子ど
もプラン(第２次計
画)【H27～31年
度】」掲載内容

前年比
減少

前年度
（606件）
比減少

前年度
（156社）

比増

2,192

18,331

順調

　青少年を有害環境から守る
ため、地域と連携し、有害環
境の浄化とともに、非行防止
に取り組む。
　警察や薬剤師会、地域団体
等との連携を図り、薬物乱用
防止教室や各種キャンペーン
等を行い、危険ドラッグをは
じめとする薬物乱用の撲滅機
運を高めるための取り組みを
推進する。

職
員

2.00 人

　児童虐待が深刻化する前に早
期発見・早期対応に取り組み、
子どもの安全を守るための一時
保護や被虐待児のケア、家族再
統合に向けた保護者への支援
等を行うことで児童虐待の防止
に努めるほか、子どもの心のケ
アに重点を置いた取り組みを強
化する。
　引き続き、児童虐待対応のた
めの教育研修を実施し、児童虐
待対応のためのネットワークづく
りを進める。
　事業の実施にあたり、計画的
な研修を通じ相談員の資質向上
を図るなど効率的な運営を行う。

【評価理由】
　「北九州市青少年の非行を
生まない地域づくり」推進本
部では、関係行政機関、団体
の連携が図られ、各種施策を
計画どおりに進めることがで
きた。
　また、非行者率が減少する
など、地域社会全体で青少年
を健やかに育む環境づくりを
進められたことから、「順
調」と判断した。

【課題】
　引き続き非行防止・立ち直
り支援を重点的に取り組むこ
とが必要。

順調

順調

子育
て支
援課

子育
て支
援課

　「Ⅰ非行防止対策」
「Ⅱ非行からの『立ち
直り』支援」「Ⅲ薬物
乱用の防止と啓発」
「Ⅳ地域団体・関係機
関との連携強化」の４
つの柱をたて、就労支
援の取り組みを強化す
るなど、青少年の非行
防止施策を総合的かつ
積極的に展開する。

　児童虐待の早期発
見、早期対応につなげ
るため、中核的な小児
救急病院等に児童虐待
コーディネーターを配
置し、地域の医療機関
から児童虐待対応に関
する相談への助言を行
うなど、医療機関を中
心としたネットワーク
を構築し、児童虐待対
応への必要な体制整備
を行う。

　各区役所に「子ど
も・家庭相談コー
ナー」を設置し、子ど
もと家庭に関するあら
ゆる相談をひとつの窓
口で受け、母子家庭の
自立支援、ＤＶ被害者
対応、児童虐待等、そ
れぞれの相談に応じた
支援・対応を行うとと
もに、必要に応じて他
の機関のサービス・支
援へとつなげる。

Ⅱ-3-
(1)-④
子どもの
人権の尊
重

子ども・家庭相
談コーナー運営
事業

36

39

38

Ⅱ-1-
(3)-⑤
非行や犯
罪を生ま
ない地域
づくり

児童虐待防止医
療ネットワーク
事業

　警察及び学校等からの通告
件数の増加に伴い、児童虐待
対応件数は増加傾向にある。
　子ども・家庭相談コーナー
では子ども総合センターや警
察をはじめ関係機関と連携し
ながら、相談内容に応じた支
援・対応を行っていることか
ら、「順調」と判断した。

　毎年、「非行防止教室」の
事業対象区は輪番で決定し、
3ヶ年で市内の中学校全てで
開催できるように実施してい
る。平成29年度は、門司(7
校)、若松(6校)、戸畑(4校)
を対象に実施した。
　また、少年補導委員による
補導活動を前年同水準で実施
し、深夜はいかいを繰り返す
青少年の立ち直りを支援する
拠点施設「ドロップイン・セ
ンター」の運営や、非行歴等
のある青少年の立ち直り支援
の一つである協力雇用主によ
る就労支援など、様々な事業
に取り組むことにより、非行
者率を減少させることができ
たため、「順調」と判断し
た。

　小児救急病院に児童虐待専
門コーディネーターを配置
し、拠点病院における児童虐
待対応の体制整備を進めた。
　また、児童虐待対応向上の
ため、当事業に関して、医療
関係者への講習を行うなど、
医療機関の体制整備に向けた
取組を進めた。
　しかし、虐待通告件数は
年々増加傾向であり、より適
切な対応を随時検討する必要
があるため、「順調」と判断
した。

　市民や関係機関職員を対象に
児童虐待問題連続講座や児童虐
待対応リーダー養成研修等の啓
発事業に取り組んだことが、虐
待通告への意識の向上につな
がった。
　虐待通告への意識の高まりな
どを背景に、児童虐待相談対応
件数は年々増加しているが、児
童の所属先や病院、警察等、関
係機関との連携強化により、支
援対象児童等の早期発見や適切
な保護を図る体制づくりは進ん
でいることから「順調」と判断
した。

人

順調

34,055 順調

2,240

86,845

1.30 人

前年度
比減少

7.0人
(H31年)

H25年度
（81社）
比増加

(H31年度)

4,737

85,868

H25年度
（380件）
比減少

（H31年度）

90,350

前年度
（41件）
比増加

前年度
比減少

前年（7.9
人）比減少

11.0人
(H25年)

北九州市協力雇用
主登録業者数

※「現状値」及び
「中期目標」は
「元気発進！子ど
もプラン(第２次計
画)【H27～31年
度】」掲載内容

児童虐待対応件数

※「現状値」及び
「中期目標」は
「元気発進！子ど
もプラン(第２次計
画)【H27～31年
度】」掲載内容

H25年度
（15件）
比増加

（H31年度）

22,614 18,005 54,000

38,000

6,075

1.00

課
長

少年人口1,000人あ
たりの検挙補導人
員を表す非行者率
（暦年統計）

※「現状値」及び
「中期目標」は
「元気発進！子ど
もプラン(第２次計
画)【H27～31年
度】」掲載内容

順調

39,950
係
長

37
児童虐待防止
（子どもの人権
擁護）推進事業

子ど
も総
合セ
ン
ター

　児童虐待の早期発見
及び被虐待児童の迅速
かつ適切な保護を行う
ため、関係機関との連
携強化を図り、児童虐
待の防止等のために必
要な体制を整備すると
ともに、関係機関等の
職員の研修及び広報活
動を行う。

前年度
（606件）
比減少

380件
(H25年度)

H25年度
（380件）
比減少

(H31年度)

33,364

81社
(H25年度)

青少
年課

「北九州市『青
少年の非行を生
まない地域づく
り』推進本部」
運営事業
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子ども家庭局

平成29年度　行政評価の取組結果（子ども家庭局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H29年度 H28年度

H29年度

No.

H28年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数

目
標

2
箇
所

2
箇
所

実
績

2
箇
所 2

箇
所

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

151
箇
所

154
箇
所

実
績

151
箇
所 152

箇
所

達
成
率

100.0 ％ 98.7 ％

目
標

78
箇
所

81
箇
所

実
績

78
箇
所 78

箇
所

達
成
率

100.0 ％ 96.3 ％

　子どもの生活リズムに十分
配慮しながら、幼稚園におけ
る預かり保育や保育所におけ
る延長保育、休日保育など、
多様なニーズに対応した保育
サービスの充実を図る。

652,764

【評価理由】
　保護者の働き方や地域の実
情に応じた多様な保育を提供
するため、延長保育や一時保
育、障害児保育といった特別
保育や、病児保育の充実を
図ったことから、「順調」と
判断した。

【課題】
　引き続き、多様化する保育
ニーズの対応に努めることが
必要。

順調649,181

0.20

　平成29年度は、1施設が午
後7時までの延長保育事業を
新たに開始した。
　その結果、延長保育全体の
延べ利用児童数は16,344人で
あり、多様化する就労形態へ
の対応として高い効果があっ
たことを踏まえ、「順調」と
判断した。

順調

86箇所
（H31年度）

748,531

3箇所
（H31年度）

158箇所
（H31年度）

一時保育事業の実
施施設数

0箇所
(H25年度)

午後８時まで延長
保育を実施する保
育所の施設数

午後７時まで延長
保育を実施する施
設数

40
特別保育事業補
助

保育
課

　保護者の就労形態の
多様化等に対応するた
め、保育所の保育時間
を午後7時もしくは8時
まで延長する「延長保
育」の充実を図る。ま
た、保護者のパート就
労や育児リフレッシュ
等の理由により、一時
的に家庭での保育が困
難となる児童を保育所
において保育する「一
時保育」の充実を図
る。さらに、保育所の
通常保育に加え、延長
保育や一時保育におい
ても、集団保育の可能
な障害のある児童の受
け入れを行う「障害児
保育」の充実を図る。

人0.10
係
長

67箇所
(H25年度)

Ⅳ-3-
(2)-②
女性が活
躍する産
業都市づ
くりの推
進

147箇所
(H25年度)

人
職
員

3,650

課
長

0.10 人
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環境局 

平成29年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

82.0 ％ 83.0 ％
課
長

0.10 人

実
績

68.4 ％ 65.7 ％
係
長

0.30 人

達
成
率

83.4 ％ 79.2 ％
職
員

0.40 人

目
標

360 回 360 回

実
績

345 回 358 回

達
成
率

95.8 ％ 99.4 ％

目
標

130,000 人 130,000 人

実
績

131,690 人 135,008 人

達
成
率

101.3 ％ 103.9 ％

目
標

5,500 人 5,500 人
課
長

0.15 人

実
績

3,185 人 4,320 人
係
長

0.30 人

達
成
率

57.9 ％ 78.5 ％
職
員

0.70 人

　利用者数が目標値および前
年度を上回っている。また、
環境ミュージアムスタッフと
環境学習サポーターの連携に
よるイベントや企画展の開催
件数（目標：180回、実績：
214回）、出張ミュージアム
の回数も概ね目標を達成して
いるため、「順調」と判断。

順調

順調

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

順調

順調

　環境活動を行う市民の割合
はやや減少しているものの、
エコツアーや環境学習コン
シェルジュによる情報発信等
を積極的に行っており、目標
を概ね達成しているため、
「順調」と判断。

【評価理由】
　環境ミュージアム及び北九
州エコハウス維持管理業務に
ついては、目標値を上回る利
用者が来館しており、イベン
トや企画展、出張ミュージア
ムも好評を得ている。
　また、環境人材育成事業に
ついては、10年目となった環
境首都検定の受検者数増加を
目指し、小学校を中心にパン
フレットで を行った。その
結果、小学校受検が29校から
44校に増加した。総受検者数
は目標値には届いていない
が、前年度を上回っており、
また、累計受検者数は2万人
を越え、環境人材のスキル
アップと活用に寄与している
と考えられる。
　以上のことから、「順調」
と判断。

【課題】
　環境ミュージアムスタッ
フ・環境学習サポーター・他
団体等との協働を進めるな
ど、今後もさらに活動の充実
化を図る必要がある。
　また、環境首都検定につい
ては、パンフレットを活用し
た積極的な 活動を行い、小
学校受検とともに一般受検者
も増加するよう工夫する必要
がある。

【評価理由】
　目標値には届かなかった
が、エコツアーや環境学習コ
ンシェルジュによる情報発信
等を通じて、多くの市民へ環
境学習に関する情報を提供す
ることができ、北九州環境み
らい学習システムの推進に寄
与していると考えられるた
め、「順調」と判断。

【課題】
　既存のコンテンツを利用し
た情報発信を更に充実させ、
環境学習施設間の連携を推進
するとともに、エコツアーを
含む環境学習の場を市民に提
供する必要がある。

Ⅰ-3-
(3)-② 
環境人材
のスキル
アップと
活用

3
環境人財育成事
業

環境
学習
課

　市民一人ひとりが環
境との関わりを理解
し、より良い環境・地
域づくりへの意識を
もって行動を起こすこ
とのできる環境人財を
育むため、「環境首都
検定」をはじめとする
施策に取り組む。

14,686

順調

　一般受検者数は微減した
が、小学校受検が増加するな
ど、総受検者数は前年度の実
績を上回り過去最高となった
ため、「順調」と判断。

Ⅰ-3-
(3)-① 
北九州環
境みらい
学習シス
テムの推
進

1

北九州環境みら
い学習システム
「ドコエコ！」
推進事業

環境
学習
課

　本市の恵まれた自然
や充実した環境関連施
設等を結びつけ、多世
代の市民が意欲や能力
に応じて、エコツアー
などまち全体で楽しく
環境学習が行える仕組
みづくりを行う。

　北九州市の公害克服
の歴史を伝えるととも
に、世界の環境首都を
目指して市民の環境力
を高めるための環境学
習・環境活動・環境情
報の総合拠点である
「環境ミュージアム」
及び家庭での省エネ型
のライフスタイルを提
案する「北九州エコハ
ウス」等の管理運営及
び、様々なイベント、
企画等により、環境学
習や環境活動の場を提
供するもの。

2

環境ミュージア
ム及び北九州エ
コハウス維持管
理業務

環境
学習
課

事業評価の成果指標（目標・実績）

65.7%
(H23年
度)

95.0%
(H42年
度)

H28年度 H29年度

アンケート調査に
おける環境活動を
行う市民の割合

134,124人
(H26年度)

140,000人
(H31年度)

環境ミュージアム
サポーターによる
出張ミュージアム
回数

H29年度

75,875

3,0554,680

75,910

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

80回
（H26年
度）

施策番号
・施策名

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

北九州市環境首都
検定の受検者数

13,958

360回
(H30年
度まで
毎年度)

2,424人
（H26年
度）

5,500人
（H30年
度）

75,804

環境ミュージアム
利用者数（単年
度）

2,943

9,97513,481

人数

人

7,150

0.30

課
長

人

0.15

係
長9,225

職
員

0.60 人

　現在取り組んでいる、イン
ターネット、印刷物等の様々
な媒体による情報発信をさら
に充実させ、市民に対し効果
的な学びの場を提供する。
　また、環境学習施設間の連
携を促進し、環境学習プログ
ラムの強化・促進を図る。

　環境ミュージアム及び北九
州エコハウス維持管理業務に
ついては、近隣施設との連携
や、環境ミュージアムスタッ
フと環境学習サポーター、そ
の他団体との協働等により活
動の充実を図り、地域環境の
リーダーの育成に取り組む。
　また、環境人材育成につい
ては、引き続き、企業や多く
の市民が集まる会合などで、
パンフレットを活用し、積極
的な を行い、市民全体が環
境に関心を持つきっかけとな
ることを目指す。
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環境局 

平成29年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

H28年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
施策番号
・施策名

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

人数

目
標

9.0 ％ 10.0 ％

実
績

5.9 ％ 5.2 ％

達
成
率

65.6 ％ 52.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

7 件 7 件
課
長

0.10 人

実
績

6 件 7 件
係
長

0.10 人

達
成
率

85.7 ％ 100.0 ％
職
員

0.60 人

目
標

450 人 460 人
課
長

0.10 人

実
績

1,154 人 1,047 人
係
長

0.10 人

達
成
率

256.4 ％ 227.6 ％
職
員

0.30 人

　平成29年度は、1,000人を
超える研修員等の受け入れを
実施し、国内外での研修誘致
活動も5回実施した。目標の
研修受入460人、研修誘致活
動3回を大幅に上回ったた
め、「大変順調」と判断。

やや
遅れ

　平成29年度は「まなびと
ESDステーション」を市のESD
推進拠点に位置づけ、協議会
に全体コーディネーターを1
名配置する等、新しい活動支
援体制をスタートさせた。し
かしながら、認知度は依然と
して低調に推移していること
から、「やや遅れ」と判断。

環境
学習
課

環境
国際
戦略
課

　持続可能な社会の構
築を図るため、国連な
ど世界規模で進められ
ている「持続可能な開
発のための教育
（ESD）」を、北九州
ESD協議会を中心に、
市民、企業、大学等と
連携しながら推進す
る。
　具体的には、あらゆ
る人々が地域等におけ
る様々な課題に気付
き、つながり、既に実
践している活動等に
ESDの視点を加えて、
暮らしや社会のあり方
等を変えていく人づく
り・学びあいの場づく
りを進める。

環境
国際
戦略
課

Ⅱ-3-
(4)-② 
国際協
力・交流
の推進

6

5
環境国際協力推
進事業

アジアの環境人
材育成拠点形成
事業

　アジアの途上国やそ
の都市が自らの力で環
境改善の取組を進める
ことができるよう、
JICA等国の支援や連携
により、実践的な国際
環境研修事業を推進し
ていく。
　海外からの研修員を
受け入れることによ
り、環境問題解決の一
助を担うとともに、現
地の環境改善や海外諸
都市とのネットワーク
構築、ひいては環境国
際ビジネスへの事業展
開に繋げる。

　途上国技術者を受け
入れる国際研修や経験
豊かな市内企業技術者
等を諸外国都市に派遣
し、現地で相手都市も
主体的に関わった実践
的な技術指導を実施す
る。
　また、国内外の関係
機関と協働・連携した
調査、情報収集や発信
を行うとともに、各種
都市間ネットワークを
活用したプロジェクト
を実施する。更には市
内企業や国際機関等と
密に連携して、協力対
象国や都市の「緑の成
長」にも資する環境国
際協力を目指す。

1,209人
（H26年
度）

460人
（H30年
度）

戦略的環境国際協
力事業の件数
（累計）

4.1%
（H23年

度)

――

アンケート調査に
おけるESD認知度

―

27,796

6件
（H26年
度）

アジアの環境人材
育成のための研修
員等の受講者数
（単年度）

【評価理由】
　平成29年度は「まなびと
ESDステーション」を市のESD
推進拠点に位置づけ、協議会
に全体コーディネーターを1
名配置する等、新しい活動支
援体制をスタートさせた。し
かしながら、認知度は依然と
して低調に推移していること
から、「やや遅れ」と判断。

【課題】
　ESD活動支援事業について
は、SDGs未来都市に向けた人
材育成として、ESDに対する
市民の認知を高めることはま
すます重要であり、こうした
専門用語の発信方法を整理す
る必要がある。

人0.30

人

【評価理由】
　事業件数は目標を達成し、
研修誘致活動や研修員受入な
どは、目標を大幅に上回った
ため、環境国際協力の推進と
いう観点から、「大変順調」
と判断。

【課題】
　各国・各都市の状況や新た
なニーズの把握が必要であ
る。

大変
順調

　引き続き、国や国際機関等
の補助事業を活用するととも
に、KITAやJICAなどの関係機
関との連携を図りながら事業
を推進していく。

大変
順調

やや
遅れ

　平成31年度は「北九州ESD
アクションプラン」の最終年
であり、平成28年度より段階
的にスタートした協議会の新
体制の集大成となる。
　SDGs実現という次のステー
ジに向けて、これまでの活動
をより発展させ、既存のESD
活動の継続・強化に加え、企
業への普及を積極的に展開す
る等、市民、企業等のあらゆ
る主体への働きかけを実施す
る。

0.60

市民のESD活動の認
識の向上と活動の
普及

ESD活動支援事業 15,8284

12.0%
（H31年

度)

認識の
向上と
活動の
普及

―

―

―

26,438

Ⅰ-3-
(3)-③ 
ＥＳＤの
推進

6,650

7件
（H30年
度）

―

4,400

16,950

課
長

0

人

1.00
職
員

順調

1,403

　平成29年度までの累計で7
件の協力事業を実施し、計41
回の現地派遣を実施した。
　目標（現地派遣：40回）を
達成しているため、「順調」
と判断。

1,0621,780

3,000 0

係
長
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環境局 

平成29年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

H28年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
施策番号
・施策名

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

人数

目
標

138,000 人 138,000 人

実
績

131,314 人 136,578 人

達
成
率

95.2 ％ 99.0 ％

目
標

60 ％ 60 ％

実
績

47 ％ 47 ％

達
成
率

78.3 ％ 78.3 ％

目
標

10 件 10 件
課
長

0.05 人

実
績

5 件 5 件
係
長

0.30 人

達
成
率

50.0 ％ 50.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

2 件 4 件
課
長

0.10 人

実
績

3 件 4 件
係
長

0.40 人

達
成
率

150.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.40 人

目
標

2 件 4 件
課
長

0.10 人

実
績

3 件 4 件
係
長

0.40 人

達
成
率

150.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.40 人

順調

やや
遅れ

5,825

順調

　既に取り組んでいる地域エ
ネルギー関連産業取組み案件
2件に加え、平成29年度は、
新たに地域エネルギー関連産
業の取組として、風力発電や
太陽光発電が2件設置され
た。
　計画通り進むことができ、
地域エネルギー関連産業の創
出に寄与していることから、
「順調」と判断。

【評価理由】
　地域エネルギー関連産業の
取組が計画どおりに進んでい
ることに加え、実証実験を継
続しているものについても、
事業化に向かっていることか
ら、「順調」と判断。

【課題】
　実証事業については、事業
化はもとより、市内及び近隣
地域への水平展開等も検討し
ていく必要がある。

順調

9
次世代資源・エ
ネルギーシステ
ム創生事業

Ⅴ-1-
(4)-③ 
安定・安
価で賢い
エネル
ギー網の
構築

34,695

34,695

5件
（H30年
度）

61,390

61,390

―

地域
エネ
ル
ギー
推進
課

　「低炭素で安定したエネ
ルギーを作り賢く使うまち
づくりの推進」「災害に強
いまちづくりへの寄与」
「エネルギー産業の振興」
「日本を牽引する先進的取
組の実践」といった地域エ
ネルギー政策を進める。
　特に、「風力」「バイオ
マス」といった再生可能エ
ネルギー等の推進や、「エ
ネルギーマネジメント」
「新たな再エネ事業化支
援」の取組を重点的に行
う。

　市内で生産されてい
る環境配慮型製品や環
境負荷低減に寄与する
サービスを「北九州エ
コプレミアム」として
選定し、広くPRを行う
ことにより、その販売
促進の支援を行う。

　北九州市空き缶等の
散乱の防止に関する条
例（まち美化条例）に
基づき、ポイ捨てのな
い清潔で美しいまちづ
くりを推進するため、
市民や企業、ボラン
ティア団体等と連携
し、まち美化事業を実
施する。
　市民の環境美化に対
する関心及びモラル・
マナーの向上を図り、
「世界の環境首都」に
相応しい清潔で美しい
まちづくりを推進す
る。

業務
課

10

地域
エネ
ル
ギー
推進
課

まち美化等啓発
事業

環境
産業
推進
課

新規環境産業創
出事業（北九州
エコプレミアム
産業創造事業）

9件
累計190件
(H26年度)

地域エネルギー関
連産業の創出や、
実証取組件数
（継続中含む）

―

累計240件
(H32年度)

Ⅳ-1-
(1)-④ 
地元製
品・サー
ビスの利
活用の推
進

Ⅴ-1-
(4)-②
再生可能
エネル
ギー・基
幹エネル
ギーの創
出拠点の
形成

Ⅲ-1-
(1)-③ 
まち美化
活動の拡
充

7

8

47%
(H28年
度)

131,314人
(H28年度)

138,000人
(H30年度)

まち美化ボラン
ティア清掃参加者
数（単年度）

60%
(H30年
度)

北九州エコプレミ
アム選定件数
（単年度）

アンケート調査に
おける地域でのま
ち美化清掃実行の
割合

順調

人

人

人

順調

　参加者数は目標にはわずか
に届かなかったものの、前年
度よりも多くの市民がまち美
化ボランティア清掃に参加す
るなど、一定の成果を収めて
いるため、「順調」と判断。

【評価理由】
　多くの市民がまち美化ボラ
ンティア清掃に参加するな
ど、まち美化活動が市民参加
型の事業として定着し、市民
の意識向上につながっている
と考えられるため、「順調」
と判断。

【課題】
　清掃参加者が固定化、高齢
化していることへの対策が必
要である。特に20～30代の割
合が低いため清掃参加への呼
びかけの工夫が必要である。

0.10

4,655

8,150

3,075

3,526

8,150

2,845

4,100

0.05

職
員

0.20

課
長

係
長

【評価理由】
　実証実験を継続しているも
のについては、事業化に向
かっていることから、「順
調」と判断。

【課題】
　実証事業については、事業
化はもとより、市内及び近隣
地域への水平展開等も検討し
ていく必要がある。

　既に取り組んでいる地域エ
ネルギー関連産業取組み案件
2件に加え、平成29年度は、
新たに地域エネルギー関連産
業の取組として、風力発電や
太陽光発電が2件設置され
た。
　計画通り進むことができ、
地域エネルギー関連産業の創
出に寄与していることから、
「順調」と判断。

【評価理由】
　中期目標に向けて実績を増
やしているものの、単年度と
しては目標を下回っているた
め、地元製品・サービスの利
活用の推進の観点から、「や
や遅れ」と判断。

【課題】
　効果的なPR策の検討が必要
である。

順調

やや
遅れ

　平成29年度時点で累計208
件と、中期目標に向けて着実
に選定件数を増やしているも
のの、単年度としては目標を
下回っているため、「やや遅
れ」と判断。

　低炭素で安定した賢いエネ
ルギー網を構築するため、地
域エネルギー戦略を進めCO2
削減・地域経済の成長に資す
るため、「再エネ・省エネの
推進」「災害に強いまちづく
りへの寄与」「エネルギー産
業の振興」「日本を先導する
取組の実践」を進める。

2,576

75,400

75,400

3,536

5件
（H30年
度）

次世代資源・エ
ネルギーシステ
ム創生事業

　「低炭素で安定したエネ
ルギーを作り賢く使うまち
づくりの推進」「災害に強
いまちづくりへの寄与」
「エネルギー産業の振興」
「日本を牽引する先進的取
組の実践」といった地域エ
ネルギー政策を進める。
　特に、「風力」「バイオ
マス」といった再生可能エ
ネルギー等の推進や、「エ
ネルギーマネジメント」
「新たな再エネ事業化支
援」の取組を重点的に行
う。

地域エネルギー関
連産業の創出や、
実証取組件数
（継続中含む）

　北九州エコプレミアムの知
名度向上と選定商品・サービ
スのPRに引き続き取り組む。

　誰もが地域でのまち美化清
掃を常日頃から実行するよう
意識づけるため、市民に向け
て積極的に啓発活動を行う。

　再生可能エネルギーや基幹
エネルギーの創出拠点を形成
するため、地域エネルギー戦
略を進めCO2削減・地域経済
の成長に資するため、「再エ
ネ・省エネの推進」「災害に
強いまちづくりへの寄与」
「エネルギー産業の振興」
「日本を先導する取組の実
践」を進める。
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環境局 

平成29年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

H28年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
施策番号
・施策名

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

人数

目
標

実
績

199万 人 106万 人

達
成
率

268.9 ％ 143.2 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

36.7 kg

達
成
率

目
標

137
団
体

137
団
体

実
績

134
団
体

134
団
体

達
成
率

97.8 ％ 97.8 ％

目
標

実
績

26.3 ％

達
成
率

目
標

実
績

471 ｇ

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

人

順調

人

　エコライフステージの行事
数（目標：200行事、実績：
228行事）と参加者数のどち
らも目標を上回った。また、
10月に行ったシンボルイベン
トにおいては、中学校・高
校・地域団体等の出店による
様々な世代の環境活動の情報
発信の拡充、来場者参加型イ
ベントなど、幅広い取組みが
実施できたため、「順調」と
判断。

人

順調

74万人
以上

（H30年
度）

市民・企業・
行政等の交流
によるネット
ワーク構築と

拡大

3Rの意識
の醸成

142.4万人
（H24年
度）

　市民環境力の持続的
発展を目指し、環境モ
デル都市を推進する活
動への支援や、市民・
NPO、事業者など地域
社会を構成する各主体
が、情報を共有し、新
たな取組を生み出し、
発信・啓発する北九州
エコライフステージ事
業などを行う。

環境
学習
課

Ⅵ-1-
(1)-② 
地域コ
ミュニ
ティ活動
の支援

12
古紙・古着リサ
イクル推進事業

循環
社会
推進
課

26.3%
（H26年
度）

単年度目標
設定なし

―

―

　一般廃棄物の減量
化・資源化促進のた
め、古紙・古着回収奨
励金の交付等を通じ、
市民団体による集団資
源（古紙・古着）回収
活動を支援する。

―

エコライフステー
ジ参加者数（単年
度）

市民1人一日あたり
の家庭ごみ量

―

―

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

―

― ―

―

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

集計中

単年度目標
設定なし

506g
（H21年
度）

一般廃棄物のリサ
イクル率

市民・企業・行政
等の交流による
ネットワーク構築
と拡大

74万人以上

―

―

11
市民環境力支援
事業

Ⅵ-1-
(1)-①
市民の力
で環境力
を高める
仕組みづ
くり

集計中

集計中

74万人以上

課
長

9,475

課
長

16,437

0.15

16,152 0.25

0.70

係
長

職
員

順調

【評価理由】
　市民による環境活動が、高
い水準で継続して活発に行わ
れていることから、「順調」
と判断。

【課題】
　市民による環境活動をさら
に広げるため、環境活動団体
の支援に加え、新たな取組み
を生み出す仕組みづくりが必
要である。

【評価理由】
　1人あたりの年間古紙回収
量は集計中であるが、集団資
源回収として、古紙だけでな
く古着の回収も実施している
ことから、「順調」と判断。

【課題】
　集団資源回収について更な
る周知が必要である。

【評価理由】
　成果指標である市民1人一
日あたりの家庭ごみ量の平成
29年度実績は集計中である
が、毎年減少傾向を維持して
いる。地域の自主的な環境活
動の拡大により、環境意識の
醸成及び地域コミュニティの
活性化につながっていると考
えられるため、「順調」と判
断。

【課題】
　事業参加団体の増減による
実施体制が必要である。

順調

　1人あたりの年間古紙回収
量は集計中であるが、集団資
源回収として、古紙だけでな
く古着の回収も実施している
ことから、「順調」と判断。

人

　民間企業、NPO等の協力を
得ながら、市民にエコなライ
フスタイルを浸透させる効果
的な事業のあり方を検討する
とともに、引き続き経費削減
に取り組む。

9,571

20,544

196,702

9,410

―

―

市民1人あたりの年
間古紙回収量

―

50.1kg
（H21年
度）

古紙回収に取り組
むまちづくり協議
会数

132団体
（H26年
度）

職
員

0.10

全137団体
の参加
（毎年
度）

35.0%
以上

（H32年
度）

55.2kg
（H32年
度）

207,886 14,150

1.20

239,790

470g以下
（H32年
度）

0.40

―

―

―

―3Rの意識の醸成

―

人

人

係
長

　平成28年8月に改定した循
環型社会形成推進基本計画に
基づき、循環型社会形成に向
けた取組みを推進していく。

　平成28年8月に改定した循
環型社会形成推進基本計画に
基づき、循環型社会形成に向
けた取組みを推進していく。

　市民1人一日あたりの家庭
ごみ量の平成29年度実績は集
計中であるが、毎年減少傾向
を維持しており、環境意識の
醸成及び地域コミュニティの
活性化につながっていると考
えられるため、「順調」と判
断。

順調

課
長

0.05 人

係
長

0.10 人

職
員

0.40 人

順調

　地域団体等が自主的
に活動する事業（剪定
枝リサイクル等）を支
援することにより、地
域における自主的な環
境活動の拡大と地域コ
ミュニティ活動の活性
化を図る。

循環
社会
推進
課

Ⅵ-1-
(1)-③ 
地域の環
境特性を
活かした
取組の推
進

13

地域特性型（メ
ニュー選択方
式）市民環境活
動推進事業

―

9,400 4,575
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環境局 

平成29年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

H28年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
施策番号
・施策名

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

人数

目
標

実
績

199万 人 106万 人

達
成
率

268.9 ％ 143.2 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

360 回 360 回

実
績

345 回 358 回

達
成
率

95.8 ％ 99.4 ％

目
標

130,000 人 130,000 人

実
績

131,690 人 135,008 人

達
成
率

101.3 ％ 103.9 ％

順調

順調

　エコライフステージの行事
数（目標：200行事、実績：
228行事）と参加者数のどち
らも目標を上回った。また、
10月に行ったシンボルイベン
トにおいては、中学校・高
校・地域団体等の出店による
様々な世代の環境活動の情報
発信の拡充、来場者参加型イ
ベントなど、幅広い取組みが
実施できたため、「順調」と
判断。

Ⅵ-1-
(2)-① 
交流の場
づくりと
連携の強
化

15

環境ミュージア
ム及び北九州エ
コハウス維持管
理業務

環境
学習
課

環境
学習
課

　北九州市の公害克服
の歴史を伝えるととも
に、世界の環境首都を
目指して市民の環境力
を高めるための環境学
習・環境活動・環境情
報の総合拠点である
「環境ミュージアム」
及び家庭での省エネ型
のライフスタイルを提
案する「北九州エコハ
ウス」等の管理運営及
び、様々なイベント、
企画等により、環境学
習や環境活動の場を提
供するもの。

14

　市民環境力の持続的
発展を目指し、環境モ
デル都市を推進する活
動への支援や、市民・
NPO、事業者など地域
社会を構成する各主体
が、情報を共有し、新
たな取組を生み出し、
発信・啓発する北九州
エコライフステージ事
業などを行う。

市民環境力支援
事業

74万人以上

環境ミュージアム
サポーターによる
出張ミュージアム
回数

360回
(H30年
度まで
毎年度)

140,000人
(H31年度)

142.4万人
（H24年
度）

エコライフステー
ジ参加者数（単年
度）

16,152

75,875 75,804

係
長

0.15

0.25

0.30

0.15

職
員

課
長

人

人

　利用者数が目標値および前
年度を上回っている。また、
環境ミュージアムスタッフと
環境学習サポーターの連携に
よるイベントや企画展の開催
件数（目標：180回、実績：
214回）、出張ミュージアム
の回数も概ね目標を達成して
いるため、「順調」と判断。

人

人

　民間企業、NPO等の協力を
得ながら、市民にエコなライ
フスタイルを浸透させる効果
的な事業のあり方を検討する
とともに、引き続き経費削減
に取り組む。
　また、環境ミュージアム及
び北九州エコハウス維持管理
業務については、近隣施設と
の連携や、環境ミュージアム
スタッフと環境学習サポー
ター、その他団体との協働等
により、活動の充実や拡がり
を目指す。

【評価理由】
　市民による環境活動が、高
い水準で継続して活発に行わ
れている。
　また、環境ミュージアム及
び北九州エコハウス維持管理
業務については、目標値を上
回る利用者が来館しており、
イベントや企画展、出張
ミュージアムも好評を得てい
る。
　以上のことから、交流の場
づくりと連携の強化に寄与し
ていると考えられるため、
｢順調」と判断。

【課題】
　市民による環境活動をさら
に広げるため、環境活動団体
の支援に加え、新たな取組み
を生み出す仕組みづくりが必
要である。
　また、環境ミュージアム及
び北九州エコハウス維持管理
業務では、環境ミュージアム
スタッフ・環境学習サポー
ター・他団体等との協働を進
めるなど、今後もさらに活動
の充実化を図る必要がある。

0.60 人

20,544 9,475

75,910

16,437

―

―

―

市民・企業・行政
等の交流による
ネットワーク構築
と拡大

―

74万人以上

―

――

74万人
以上

（H30年
度）

市民・企業・
行政等の交流
によるネット
ワーク構築と

拡大

環境ミュージアム
利用者数（単年
度）

134,124人
(H26年度)

係
長

人

0.70

80回
（H26年
度）

課
長

順調

9,225

職
員
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環境局 

平成29年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

H28年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
施策番号
・施策名

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

人数

目
標

9.0 ％ 10.0 ％

実
績

5.9 ％ 5.2 ％

達
成
率

65.6 ％ 52.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

5,500 人 5,500 人
課
長

0.15 人

実
績

3,185 人 4,320 人
係
長

0.30 人

達
成
率

57.9 ％ 78.5 ％
職
員

0.70 人

目
標

80 ％ 80 ％

実
績

66.8 ％ 67.1 ％

達
成
率

83.5 ％ 83.9 ％

目
標

60 ％ 60 ％

実
績

60.4 ％ 62.4 ％

達
成
率

100.7 ％ 104.0 ％

人

人

16,950

―

―

ESD活動支援事業

4.1%
（H23年

度)

12.0%
（H31年

度)

5,500人
（H30年
度）

　持続可能な社会の構
築を図るため、国連な
ど世界規模で進められ
ている「持続可能な開
発のための教育
（ESD）」を、北九州
ESD協議会を中心に、
市民、企業、大学等と
連携しながら推進す
る。
　具体的には、あらゆ
る人々が地域等におけ
る様々な課題に気付
き、つながり、既に実
践している活動等に
ESDの視点を加えて、
暮らしや社会のあり方
等を変えていく人づく
り・学びあいの場づく
りを進める。

環境
学習
課

16

60.0%
（H31年
度）

13,958

課
長

5,683

係
長

係
長

1.00

順調

　環境未来都市選定の認知度
は前年度の水準を維持してお
り、アンケート調査における
環境マスコットキャラクター
の認知度は前年度より上がっ
ているため、一定の効果が
あったものとし、「順調」と
判断。

【評価理由】
　環境未来都市選定の認知度
は維持しており、環境マス
コットキャラクターを活用し
た地道な活動が功を奏してき
ている。
　環境情報の収集・整備・提
供に寄与していると考えられ
るため、「順調」と判断。

【課題】
　環境マスコットキャラク
ターの認知度と環境未来都市
の内容に対する市民の認知度
がうまく連動していない。

　環境マスコットキャラク
ターを活用した更なるPR活動
や取組みを推進していく。

人

　平成29年度は「まなびと
ESDステーション」を市のESD
推進拠点に位置づけ、協議会
に全体コーディネーターを1
名配置する等、新しい活動支
援体制をスタートさせた。し
かしながら、認知度は依然と
して低調に推移していること
から、「やや遅れ」と判断。

人

0.30
課
長

0.30

0.30 人

職
員

15,828

認識の
向上と
活動の
普及

14,686

―

―

8,700

―

―

26,438

アンケート調査に
おけるESD認知度

Ⅵ-1-
(2)-② 
あらゆる
主体によ
る環境政
策への参
加の推進

Ⅵ-1-
(2)-③ 
環境情報
の収集・
整備・提
供

18

環境
学習
課

環境
学習
課

環境未来都市広
報事業

17

　市民一人ひとりが環
境との関わりを理解
し、より良い環境・地
域づくりへの意識を
もって行動を起こすこ
とのできる環境人財を
育むため、「環境首都
検定」をはじめとする
施策に取り組む。

環境人財育成事
業

北九州市環境首都
検定の受検者数

順調

アンケート調査に
おける環境未来都
市選定の認知度

アンケート調査に
おける環境マス
コットキャラク
ターの認知度

67.0%
（H27年
度）

80.0%
（H31年
度）

市民のESD活動の認
識の向上と活動の
普及

52.2%
(H27年
度)

5,622 4,823

順調

　一般受検者数は微減した
が、小学校受検が増加するな
ど、総受検者数は前年度の実
績を上回り過去最高となった
ため、「順調」と判断。

2,424人
（H26年
度）

―

9,975

27,796

順調

【評価理由】
　ESD活動支援事業について
は、依然として認知度は低調
に推移している。しかしなが
ら、平成29年度は「まなびと
ESDステーション」を市のESD
推進拠点に位置づけ、協議会
に全体コーディネーターを1
名配置する等、新しい活動支
援体制をスタートさせ、ESD
普及に向けて活動を着実に発
展させている。
　環境人材育成事業について
は、環境首都検定応援団数を
増加することができた。継続
的に学校関係を中心に 活動
を行った結果、小学校受検が
増加してきている。その結
果、総受検者数が前年度を上
回っており、市民が、より良
い環境・地域づくりへの意識
をもって行動を起こすことが
できるように環境人財を育む
ことに寄与していると考えら
れるため、「順調」と判断。

【課題】
　ESD活動支援事業について
は、SDGs未来都市に向けた人
材育成として、ESDに対する
市民への認知を高めることは
ますます重要であり、こうし
た専門用語の発信方法を整理
する必要がある。
　環境首都検定については、
パンフレットを活用した積極
的な 活動を行い、小学校受
検とともに一般受検者も増加
するように工夫する必要があ
る。

やや
遅れ

職
員

13,481

　世界の環境首都を目
指す取組や環境未来都
市、SDGs(持続可能な
開発目標)の認知度向
上などのため、環境マ
スコットキャラクター
「ていたん」も活用し
た環境広報・PRを継続
して行う。

　平成31年度は「北九州ESD
アクションプラン」の最終年
であり、平成28年度より段階
的にスタートした協議会の新
体制の集大成となる。
　SDGs実現という次のステー
ジに向けて、これまでの活動
をより発展させ、既存のESD
活動の継続・強化に加え、企
業への普及を積極的に展開す
る等、市民、企業等のあらゆ
る主体への働きかけを実施す
る。
　また、環境人材育成事業に
ついては、小学校受検者数の
更なる拡大を目指していく。
また、一般受検者についても
積極的に 活動を行い、受検
者数の増加を目指す。

人

0.30

0.60

96



環境局 

平成29年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

H28年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
施策番号
・施策名

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

人数

目
標

84,223 kl 83,327 kl
課
長

0.05 人

実
績

76,725 kl
係
長

0.20 人

達
成
率

108.9 ％
職
員

0.40 人

目
標

315,000
千
円

297,600
千
円

実
績

336,998
千
円

264,540
千
円

達
成
率

107.0 ％ 88.9 ％

目
標

70 件 62 件

実
績

61 件 50 件

達
成
率

87.1 ％ 80.6 ％

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.20 人

目
標

33 件 35 件
課
長

0.03 人

実
績

34 件 34 件
係
長

0.20 人

達
成
率

103.0 ％ 97.1 ％
職
員

0.30 人

環境未来技術開
発助成事業

次世代エネル
ギー設備導入促
進事業

順調

順調

順調4,595

8,000

112,588

52,32650,60022

　新規性、独自性に優
れた環境技術の研究開
発費の一部助成によ
り、中小企業をはじめ
とした地元企業等に技
術開発の機会を提供す
るとともに、本市にお
ける環境分野の技術の
集積を促す。

環境
産業
推進
課

地域
エネ
ル
ギー
推進
課

北九州市役所環
境・エネルギー
プロジェクト推
進事業

温暖
化対
策課

　工場や事業所におけ
る一層の省エネルギー
対策を推進するため、
省エネ設備や新エネ設
備、エネルギーの見え
る化設備を設置する市
内の中小企業等に対
し、設置費用の一部を
補助する事業を実施す
る。

Ⅵ-2-
(2)-② 
低炭素社
会に貢献
する技術
開発、製
品・サー
ビス提供
拠点の形
成

H32年度に
126万㌧
（△8%）
（温対計
画に掲げ
る目標）

集計中

37件
（H32年
度）

―

61件
（H28年

度)

CO2削減量（万㌧）

27件
（H26年
度）

本助成事業で助成
した研究開発の事
業化数（累計）

3,650

CO2削減量
18万㌧
（H26年
度）

336,998
千円

（H28年
度）

順調

　産業界においては、依然と
して研究開発意欲が高い。
　旺盛な研究開発ニーズに対
して効果的に助成を行うとと
もに国等の研究開発予算の活
用を進める。

【評価理由】
　累計事業化率が35％と他の
研究開発助成に比べ大変高い
数値であり、低炭素社会に貢
献する技術開発、製品・サー
ビス提供拠点の形成に寄与し
ていると考えられるため、
「順調」と判断。

【課題】
　次世代資源循環型産業拠点
形成は、「北九州市まち・ひ
と・しごと創生総合戦略」の
一つであり、今後、更に市内
企業等支援に注力していく必
要がある。

　平成29年度までの累計で助
成件数96件のうち、事業化し
た件数が34件で、事業化率は
35％だった。(一般的な研究
開発助成の事業化率は、10％
程度)
　また、採択状況も目標値を
超えている（目標：11件、実
績：13件）ため、「順調」と
判断。

人

【評価理由】
　北九州市役所環境・エネル
ギープロジェクト推進事業に
ついては、平成29年度実績を
集計中であるが、市有施設の
省エネ設備への更新等によ
り、CO2削減の成果が見込ま
れる。
　次世代エネルギー設備導入
促進事業については、中小企
業等の省エネ設備への更新は
着実に進んでおり、これまで
一定の成果を収めている。
　また、地球温暖化対策推進
事業については、温対計画に
掲げた目標の達成に向け、市
民・事業者向けの各種事業展
開を図っている。
　以上の理由から、総合的に
「順調」と判断。

【課題】
　低炭素社会の構築のために
は、さらに積極的な啓発等を
行っていく必要があるととも
に、次世代エネルギー設備導
入促進事業では、補助事業に
より高まった事業者の省エネ
意識を維持・向上させること
が課題である。

　補助金活用件数は目標に達
しなかったものの、交付決定
時の省エネ投資額は目標を上
回っていたことから、1件あ
たり投資額が大きく、省エネ
効果も高いことが見込まれ
た。
　最終的には、中止が5件あ
り、投資額も目標を下回った
が、目標を概ね達成している
ため、「順調」と判断。

人

人

係
長100,000

―

補助金活用件数
（件）

H32年度まで
にH22年度比

10%減
（エネルギー
使用量原油換
算80,639kl）

累計
1,000,000

千円
（H28～32
年度）

8,755

累計200件
（H28～32
年度）

市有施設のエネル
ギー消費原単位の
改善

省エネ投資額
（千円）

Ⅵ-2-
(2)-① 
市民・企
業などに
よるCO2
削減

21
地球温暖化対策
推進事業

H22年度総
エネルギー
使用量実績
（原油換算
89,599kl)

　平成29年度実績は集計中で
あるが、市有施設の省エネ機
器への更新を支援するととも
に、省エネチェックリストの
活用等により全庁的な省エ
ネ・節電活動の徹底を図っ
た。
　また、全職員を対象とした
省エネ研修会を実施し、更な
る省エネ・節電を進めた。
　これらのことから、「順
調」と判断。

0.30

順調

　国が進める「COOL
CHOICE」を旗印にした年間を
通じた啓発事業や大規模事業
所への訪問調査を開始するな
ど、一定の成果があったと考
えられるため、「順調」と判
断。

20

19

　平成28年8月に策定
した「北九州市地球温
暖化対策実行計画・環
境モデル都市行動計
画」（温対計画）に掲
げた目標の着実な達成
に向け、市民、事業
者、行政がこれまで以
上に計画的かつ効果的
に取組みを推進する必
要があるため、各種調
査及び啓発事業の強化
等を行う。

　環境モデル都市とし
ての市役所の率先垂範
を実践し、省エネ法及
び温対法の規制へ対応
するため、平成23年度
から実施している本事
業により市役所の環
境・エネルギー対策を
行い、更なる省エネ・
節電を推進する。

地域
エネ
ル
ギー
推進
課

順調

99,798

8,057

8,625

単年度目標
設定なし

―

44,036

―

0.20

職
員

　引き続き、市民や中小企業
等に対し、省エネ・節電の取
組について働きかけを行うと
ともに、市役所の省エネ推進
を全庁的に進める。

8,625

0.05
課
長

4,825

5,575

97



環境局 

平成29年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

H28年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
施策番号
・施策名

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

人数

目
標

実
績

36.7 kg

達
成
率

目
標

137
団
体

137
団
体

実
績

134
団
体

134
団
体

達
成
率

97.8 ％ 97.8 ％

目
標

実
績

26.3 ％

達
成
率

目
標

実
績

471 ｇ

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

471 ｇ

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.70 人

順調

　市民団体「生ごみコンポス
トアドバイザーの会」が生ご
みリサイクル講座を運営し、
より地域に根ざした活動が定
着してきている。また、新た
な地域での講座も開催してい
る。
　さらに、食品ロス削減の取
組み「残しま宣言」運動も
行っており、市民の環境意識
の醸成につながっていると考
えられるため、「順調」と判
断。

順調

25
循環型社会を形
成するための環
づくり支援事業

循環
社会
推進
課

　食品ロス削減の取組
「残しま宣言」運動の
普及・啓発や、生ごみ
リサイクル講座等の実
施によって、生ごみの
減量化・資源化を推進
する。

0.10 人

職
員

0.40 人

4,575

8,825

24

地域特性型（メ
ニュー選択方
式）市民環境活
動推進事業

循環
社会
推進
課

　地域団体等が自主的
に活動する事業（剪定
枝リサイクル等）を支
援することにより、地
域における自主的な環
境活動の拡大と地域コ
ミュニティ活動の活性
化を図る。

9,400 9,410

―

9,571

4,200 4,211 4,360

食品ロス削減市
民運動推進事業

順調

課
長

239,790 207,886196,702

アンケー
トの実施

3Rの意識
の醸成

─

3Rの意識の醸成

3,372 ―

0.05
課
長

506g
（H21年
度）

―

集計中

集計中

―

単年度目標
設定なし

循環
社会
推進
課

23
古紙・古着リサ
イクル推進事業

　一般廃棄物の減量
化・資源化促進のた
め、古紙・古着回収奨
励金の交付等を通じ、
市民団体による集団資
源（古紙・古着）回収
活動を支援する。

26

循環
社会
推進
課

55.2kg
（H32年
度）

単年度目標
設定なし

―

―

―

単年度目標
設定なし

―

単年度目標
設定なし

―

132団体
（H26年
度）

市民1人一日あたり
の家庭ごみ量

市民1人あたりの年
間古紙回収量

―

集計中

―

50.1kg
（H21年
度）

単年度目標
設定なし

―

一般廃棄物のリサ
イクル率

26.3%
（H26年
度）

単年度目標
設定なし

古紙回収に取り組
むまちづくり協議
会数

職
員

係
長

課
長

係
長

人

係
長

0.30

人

1.20

0.05

人

人

人

人

順調

　市民を対象としたアンケー
トの結果、食品ロス削減の取
組みを行っているとの回答が
半数以上と推進できていると
考えられるため、「順調」と
判断。

順調

　市民1人一日あたりの家庭
ごみ量の平成29年度実績は集
計中であるが、毎年減少傾向
を維持しており、環境意識の
醸成及び地域コミュニティの
活性化につながっていると考
えられるため、「順調」と判
断。

　1人あたりの年間古紙回収
量は集計中であるが、集団資
源回収として、古紙だけでな
く古着の回収も実施している
ことから、「順調」と判断。

　平成28年8月に改定した循
環型社会形成推進基本計画に
基づき、循環型社会形成に向
けた取組みを推進していく。

【評価理由】
　1人あたりの年間古紙回収
量は集計中であるが、市民1
人一日あたりの家庭ごみ量は
毎年減少傾向を維持してい
る。
　また、市民団体による生ご
みリサイクル講座や「残しま
宣言運動」の取組みも進んで
いる。
　以上のことから、市民環境
力による3R活動の推進に寄与
していると考えられるため、
総合的に「順調」と判断。

【課題】
　集団資源回収についての更
なる周知、事業実施団体の増
減による実施体制の検討及び
講座への参加人数の確保が必
要である。

市民1人一日あたり
の家庭ごみ量

470g以下
（H32年
度）

―

集計中

3Rの意識
の醸成

470g以下
（H32年
度）

─

0.70

― 8,825

職
員

Ⅵ-3-
(1)-① 
市民環境
力による
３Ｒ活動
の推進

全137団体
の参加
（毎年
度）

35.0%
以上

（H32年
度）

単年度目標
設定なし

―

―

14,150

―

実施

　循環型社会の形成に向け
て、重要な課題である食品
ロスを削減するため、平成
27年度から実施してきた
「残しま宣言」運動の更な
る普及を図るとともに、新
たに未就学児を対象とした
啓発活動を実施する。

―

―

3Rの意識の醸成

2,000

―

506g
（H21年
度）

―

――

―

アンケート調査に
おける食品ロス削
減するための取組
み実施

0.10

単年度目標
設定なし

0.40 人
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環境局 

平成29年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

H28年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
施策番号
・施策名

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

人数

目
標

実
績

471 ｇ

達
成
率

目
標

実
績

26.3 ％

達
成
率

目
標

3 件 3 件

実
績

4 件 4 件

達
成
率

133.3 ％ 133.3 ％

目
標

2 件 2 件

実
績

1 件 1 件

達
成
率

50.0 ％ 50.0 ％

目
標

7
億
円

7
億
円

実
績

55
億
円

9
億
円

達
成
率

785.7 ％ 128.6 ％

目
標

100,000 人 100,000 人

実
績

91,407 人 101,796 人

達
成
率

91.4 ％ 101.8 ％

順調

順調

順調

【評価理由】
　優良産廃処理業者の認定件
数が目標を達成しており、講
習会においては、環境省講師
による法改正に関する講演
や、消防局とタイアップして
防災の視点からの講演を行っ
た。
　適正処理・排出の普及啓発
を通して、産業廃棄物排出量
の減量化に寄与していると考
えられるため、「順調」と判
断。

【課題】
 優良産廃処理業者・排出事
業者の育成が必要である。ま
た、市内産業廃棄物動向の分
析については、費用対効果を
考慮し進める。

4件
（H26年
度）

100,332人
（H26年
度）

優良排出事業者の
認定件数（単年
度）

10,174

係
長

4,575

職
員

10,873

0.40

職
員

係
長

0.50

人

0.10

人

産業
廃棄
物対
策課

産業廃棄物処理
推進事業

　産業廃棄物の適正処
理・3Rを推進するた
め、優れた排出事業
者・処理業者への認定
やインセンティブ付
与、排出・処理動向や
将来見通しの分析・公
表、産業廃棄物3R・適
正処理講習会等を活用
した適正処理・3R情報
の普及啓発を実施す
る。

　本市では、「北九州
市循環型社会形成推進
基本計画」（本市の一
般廃棄物処理計画）を
策定し、ごみの減量
化・資源化、適正処理
の推進等を行ってい
る。
　本事業では本市のご
み処理に関する現状を
分析し、より効果的・
効率的な施策や啓発・
広報の方法の検討を行
う。

28

北九州エコタウ
ン事業

Ⅵ-3-
(1)-③ 
産業廃棄
物排出量
の減量化

　資源循環型社会の実
現に向けて、環境産業
の集積化と環境・エネ
ルギー技術開発の拠点
化を図るため、企業支
援や国等関係機関との
協議のほか、貸付用地
の維持管理を行う。

29

環境
産業
推進
課

Ⅵ-3-
(2)-① 
次世代資
源循環型
産業拠点
の形成

10万人
（毎年
度）

3件
（毎年
度）

市民1人一日あたり
の家庭ごみ量

エコタウン事業に
よる投資額（単年
度）

0.05

人

人

　優良産廃処理業者の認定件
数が目標を達成している。ま
た、北九州市産業廃棄物3R適
正処理推進講習会を開催する
とともに、市内産業廃棄物動
向を分析して、同講習会で産
業廃棄物処理業者に対して周
知することで、産業廃棄物の
適正処理・3Rに関する情報の
普及啓発という事業目的は達
成したと考えられるため、
「順調」と判断。

　平成29年度は視察者数、投
資額とも目標を上回ったた
め、「順調」と判断。

順調
　北九州エコタウン全体のさ
らなる発展を目指し、引き続
き事業を推進する。

【評価理由】
　平成29年度は視察者数が10
万人に回復し、投資額も目標
を上回ったため、「順調」と
判断。

【課題】
　環境未来技術開発助成や国
等の予算を活用しながら、次
世代資源リサイクル拠点の形
成を図っていく必要がある。

 引き続き、市内の産業廃棄
物処理業者・排出事業者に対
して適正処理・3Rの考え方に
ついての普及・啓発事業を行
うとともに、優良事業者の認
定・表彰については、制度見
直しを含めて推進する。

順調

　市民1人一日あたりの家庭
ごみ量が前年度以上に減少す
る見込みであることから、
「順調」と判断。

　引き続き、平成28年8月に
改定した循環型社会形成推進
基本計画に基づき、循環型社
会形成に向けた取組みを推進
していく。

人

3.00 人

人

35.0％
以上

（H32年
度）

単年度目標
設定なし

1.00

86 394

人

8,169

0.05

38,250

課
長7億円

（毎年
度）

職
員

13,600

948

9,775

係
長

課
長

0.10

人

課
長

30.4%
（H21年
度）

9億円
（H26年
度）

13,775

0.10

単年度目標
設定なし

Ⅵ-3-
(1)-② 
適正な廃
棄物の処
理

506g
（H21年
度）

集計中

―

単年度目標
設定なし

優良産廃処理業者
の認定件数（単年
度）

2件
（H26年
度）

エコタウン視察者
数（単年度）

2,325

―

470g以下
（H32年
度）

一般廃棄物のリサ
イクル率

2件
（毎年
度）

27

「北九州市循環
型社会形成推進
基本計画」推進
事業

循環
社会
推進
課

順調

【評価理由】
　市民1人一日あたりの家庭
ごみ量が前年度以上に減少す
る見込みであり、適正な廃棄
物の処理に寄与していると考
えられるため、「順調」と判
断。

【課題】
　事業系ごみの増加等により
リサイクル率が低迷してい
る。

単年度目標
設定なし

― ―

集計中
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環境局 

平成29年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

H28年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
施策番号
・施策名

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

人数

目
標

33 件 35 件
課
長

0.03 人

実
績

34 件 34 件
係
長

0.20 人

達
成
率

103.0 ％ 97.1 ％
職
員

0.30 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

603,000 本 670,000 本

実
績

678,186 本 704,724 本

達
成
率

112.5 ％ 105.2 ％

目
標

2,000 人 2,000 人

実
績

約2,000 人 2,000 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

　平成28年8月に改定した循
環型社会形成推進基本計画に
基づき、循環型社会形成に向
けた取組みを推進していく。

【評価理由】
　累計事業化率が35％と他の
研究開発助成に比べ大変高い
数値であり、環境分野におけ
る技術開発の促進に寄与して
いると考えられるため、「順
調」と判断。

【課題】
　次世代資源循環型産業拠点
形成は、「北九州市まち・ひ
と・しごと創生総合戦略」の
一つであり、今後、更に市内
企業等支援に注力していく必
要がある。

　産業界においては、依然と
して研究開発意欲が高い。
　旺盛な研究開発ニーズに対
して効果的に助成を行うとと
もに国等の研究開発予算の活
用を進める。

順調

ごみの減量やリサ
イクルなどの3R活
動の推進

―

単年度目標
設定なし 【評価理由】

　事業者への講習会の開催や
ガイドブッグの作成を通し
て、事業者や市民の日常生活
に3R活動が定着しており、環
境に配慮する消費者（グリー
ンコンシューマー）活動の推
進は進んでいると考えられる
ため、「順調」と判断。

【課題】
　今後も継続的な啓発活動が
必要である。
　また、一般廃棄物大量排出
事業者や大規模事業者などの
リサイクル向上を図るため、
引き続き事業所に対して必要
に応じて訪問調査等が必要と
考える。

1,130

30.4%
（H21年
度）

―

―

係
長

―

16,930

50,600

2,000人
（毎年
度）

2,000人
（毎年
度）

係
長

52,326

938

課
長

1.20

0.20

0.05

0.70

0.20

―

累計100万本
植樹

（H35年度）

環境首都100万本植
樹プロジェクト推
進（累計）

自然環境保全活動
参加者数（イベン
ト等の延べ参加者
数）

　新規性、独自性に優
れた環境技術の研究開
発費の一部助成によ
り、中小企業をはじめ
とした地元企業等に技
術開発の機会を提供す
るとともに、本市にお
ける環境分野の技術の
集積を促す。

環境未来技術開
発助成事業

環境
産業
推進
課

　事業所に対する一般
廃棄物の減量化等の推
進及び3R活動を行う団
体の表彰等により、3R
活動の推進を図る。

Ⅵ-3-
(3)-③ 
環境に配
慮する消
費者(グ
リーンコ
ンシュー
マー)活
動の推進

31 3R活動推進事業

生物多様性戦略
推進事業

Ⅵ-3-
(2)-② 
環境分野
における
技術開発
の促進

30

3R意識の
醸成

37件
（H32年
度）

27件
（H26年
度）

657,903本
(H27年度)

―

一般廃棄物のリサ
イクル率

―

人

【評価理由】
　自然環境保全に関する取組
に対し多くの人に参加しても
らうことが出来た。また、環
境首都100万本植樹プロジェ
クトによる緑化も順調に進ん
でいる。多様な自然環境・生
物多様性の保全に寄与してい
ると考えられるため、「順
調」と判断。

【課題】
　自然環境保全に関する活動
は、市民（特に団体）の自主
的な活動が不可欠であるた
め、市として継続的に支援し
活性化を図る。

順調

人

　自然環境保全に関する活動
は、市民とりわけ地域団体の
自主的な活動が不可欠である
ため、継続して市民やボラン
ティア団体などと協働して自
然環境保全活動を進めてい
く。

順調

　自然ネットだより等を活用
し、自然環境保全活動の周知
を行った結果、多くの人に活
動に参加してもらうことが出
来た。
　また、環境首都100万本植
樹プロジェクトによる植樹本
数について、平成29年度は
26,538本で、目標の67,000本
に届かなかったものの、プロ
ジェクト全体（累計本数）と
しては、順調に推移している
ため、「順調」と判断。

　平成29年度までの累計で助
成件数96件のうち、事業化し
た件数が34件で、事業化率は
35％だった。(一般的な研究
開発助成の事業化率は、10％
程度)
　また、採択状況も目標値を
超えている（目標：11件、実
績：13件）ため、「順調」と
判断。

　事業所へのごみ減量に関す
る講習会の実施やごみ分別・
処理ガイドブッグを作成する
ことにより、ごみ減量意識を
高める取り組みを行った。
　また、市民による3R活動推
進の輪が広がっており、3R意
識の向上が進んでいると考え
られるため、「順調」と判
断。

順調

4,595 順調44,036

人

人

課
長

7,825

職
員

16,300 人

職
員

順調

人

0.5015,817

994

―

16,708

　都市と自然との共生
「豊かな自然の恵みを
活用し　自然と共生す
るまち」を基本理念
に、生物多様性を保全
し、将来にわたって持
続可能な形で利用が可
能な都市づくりを目指
す。

32

Ⅵ-4-
(1)-① 
多様な自
然環境・
生物多様
性の保全

環境
監視
課

循環
社会
推進
課

単年度目標
設定なし

―

本助成事業で助成
した研究開発の事
業化数（累計）

集計中26.30%

35.0%
以上

（H32年
度）
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環境局 

平成29年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

H28年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
施策番号
・施策名

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

人数

目
標

603,000 本 670,000 本

実
績

678,186 本 704,724 本

達
成
率

112.5 ％ 105.2 ％

目
標

2,000 人 2,000 人

実
績

約2,000 人 2,000 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

2,000 人 2,000 人
課
長

0.15 人

実
績

約2,000 人 2,000 人
係
長

0.25 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.40 人

目
標

課
長

0.20 人

実
績

50 t 44 t
係
長

1.10 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.60 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

0 件 0 件

達
成
率

企業の法
令順守の
徹底

―

改善命令
0件

―

―

改善命令
0件

59,262

15,81716,708

48,476

16,930

現状の
環境を
保全

―

2,000人
(毎年
度)

160t
以下

廃棄物の不法投棄
量（単年度）

657,903本
(H27年度)

環境首都100万本植
樹プロジェクト推
進（累計）

―

2,000人
（毎年
度）

13,924

110ｔ以下
（H30年度
以降毎年

度）

160t
以下

2,000人
（毎年
度）

2,000人
（毎年
度）

環境
監視
課

環境
監視
課

生物多様性戦略
推進事業

Ⅵ-4-
(2)-① 
生活環境
保全対策
の推進

不法投棄防止事
業

37

響灘ビオトープ
運営等事業

　市内の産業廃棄物の不法
投棄の未然防止や拡大防止
を目的とし、監視パトロー
ル、監視カメラ整備、市民
通報員の活用により、早期
発見・早期撤去を進めると
ともに、警察と連携して実
行者へ厳しく対処する。

Ⅵ-4-
(1)-③ 
市民と自
然とのふ
れあいの
推進

　環境法令に基づき、大
気汚染や水質汚濁、騒
音・振動の監視測定（環
境モニタリング）などを
行い、環境質の現状を把
握し、維持・向上に努め
る。
　また、市内企業を対象
に、環境モニタリング結
果等を共有し、環境保全
を一層促進するため、環
境モニタリングの結果や
環境法令の概要、また不
適正事案の防止策等に関
するセミナーを実施す
る。

環境対策事業

産業
廃棄
物対
策課

大気汚染常時監
視システム整備
保守事業

　大気汚染防止法22条の規
定に基づく環境大気汚染状
況の常時監視を行うため、
公害監視センターと市内
21ヶ所に設置した常時監視
測定局から成る測定網を整
備する。常時監視結果を本
市の環境保全の推進に役立
てるとともに、大気環境の
現状把握に努める。

35

36

累計100万本
植樹

（H35年度）

―

―

―

－

―

―

―

― ―

大気環境
の適正な
把握

―

76ｔ
(H26年
度)

【評価理由】
　自然環境保全に関する取組
に対し多くの人に参加しても
らうことが出来た。また、環
境首都100万本植樹プロジェ
クトによる緑化も順調に進ん
でいる。身近な自然づくりに
寄与していると考えられるた
め、「順調」と判断。

【課題】
　自然環境保全に関する活動
は、市民（特に団体）の自主
的な活動が不可欠であるた
め、市として継続的に支援し
活性化を図る。

【評価理由】
　監視パトロール等の実施や
県警との連携による実行者の
特定等により、近年は不法投
棄事案も減少傾向にある。
　また、計画的なモニタリン
グ、正確な測定の継続実施に
より、生活環境の保全につな
がっていると考えられるた
め、「順調」と判断。

【課題】
　監視カメラの設置地点の見
直しが必要である。
　また、大気汚染常時監視測
定網の整備・保守を今後も継
続する必要がある。

　更新計画に基づき、効果的
に測定環境を整備し、正確な
測定を継続実施したため、
「順調」と判断。

【評価理由】
　響灘ビオトープにおいて、
市民の環境に対する意識を高
めるきっかけとなる場を提供
し、一定の参加があったこと
から、市民と自然とのふれあ
いの推進に寄与していると考
えられるため、「順調」と判
断。

【課題】
　指定管理者制度導入施設と
して、民間活力を利用し、環
境学習施設として内容の充実
を図る。

　自然ネットだより等を活用
し、自然環境保全活動の周知
を行った結果、多くの人に活
動に参加してもらうことが出
来た。
　また、環境首都100万本植
樹プロジェクトによる植樹本
数について、平成29年度は
26,538本で、目標の67,000本
に届かなかったものの、プロ
ジェクト全体（累計本数）と
しては、順調に推移している
ため、「順調」と判断。

順調

順調

　自然環境保全に関する活動
は、市民とりわけ地域団体の
自主的な活動が不可欠である
ため、継続して市民やボラン
ティア団体などと協働して自
然環境保全活動を進めてい
く。

　指定管理者制度による民間
活力を利用し、市民と自然と
のふれあいの場となる環境学
習施設として継続的な運営を
行うとともに生物の生息環境
の保全にも配慮する。

　前年度の取組（監視パト
ロール等）を継続して実施す
るとともに、不法投棄の未然
防止に向けた市民啓発を行
う。
　また、継続して測定網の保
守、計画的なモニタリングを
行い、環境質の現状把握、維
持・向上に努める。

順調

順調

　イベントの実施やガイドツ
アーの開催など、市民の環境
に対する意識を高めるきっか
けとなる場を提供し、目標ど
おりの参加があったことか
ら、「順調」と判断。

　廃棄物の不法投棄は、依然
としてあるものの、投棄量
（市による処理量）は減少し
ているため、「順調」と判
断。

　大気、水質、騒音、振動に
ついてモニタリング計画を立
て、測定を実施し、現状の環
境の保全につながっているた
め、「順調」と判断。

順調

職
員

0.10

人

人

6,075

職
員

1.20

人

16,300
係
長

61,533

17,657

13,184

人
係
長

15,550

順調

0.50 順調

人

7,225 順調

課
長

人

0.20

課
長

8,325

0.05

0.90

47,14746,813

自然環境保全活動
参加者数（イベン
ト等の延べ参加者
数）

自然環境保全活動
参加者数（イベン
ト等の延べ参加者
数）

環境
監視
課

―

―

―

―

大気環境の適正な
把握

17,657

14,017

61,923

17,657

企業の法令順守の
徹底

現状の環境を保全

　都市と自然との共生
「豊かな自然の恵みを
活用し　自然と共生す
るまち」を基本理念
に、生物多様性を保全
し、将来にわたって持
続可能な形で利用が可
能な都市づくりを目指
す。

33

　絶滅危惧種をはじ
め、500種類以上の動
植物が生息する環境を
保全しつつ、市民が見
て触れて、自然生態系
の仕組みや生物多様性
の重要性などが学習で
きる施設として響灘ビ
オトープの運営を行
う。

環境
監視
課

Ⅵ-4-
(1)-② 
身近に自
然を感じ
る都市づ
くり

34

101



環境局 

平成29年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

H28年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
施策番号
・施策名

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

人数

目
標

課
長

0.10 人

実
績

200 t 200 t
係
長

0.10 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

570 t 570 t
係
長

0.10 人

達
成
率

103.4 ％ 100.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

30 台 90 台

実
績

22 台 23 台

達
成
率

73.3 ％ 25.6 ％

目
標

35 t 106 t

実
績

26 t 27 t

達
成
率

74.3 ％ 25.5 ％

目
標

3
箇
所

3
箇
所

課
長

0.10 人

実
績

3
箇
所

3
箇
所

係
長

0.20 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

275 件 298 件
係
長

0.80 人

達
成
率

108.3 % 100.7 ％
職
員

4.00 人

　工場・事業場への立入検
査、測定などを継続実施する
ことで、事業者の環境管理の
取組を促進させる。

順調22,192 20,763

300件以下

　工場・事業場に対する立入
検査・測定を計画的に実施
し、公害に関する苦情・要望
件数は目標を達成している。
環境管理の促進という観点か
ら、成果を収めていると考え
られるため、「順調」と判
断。

26,059

【評価理由】
　工場・事業場に対する立入
検査、測定を実施するととも
に、事業者の環境法令遵守状
況を監視し、事業者の公害防
止に対する環境管理の取組を
促進しているため、「順調」
と判断。

【課題】
　公害に関する苦情・要望件
数は目標件数以下で推移して
いるものの、市民から継続的
に寄せられている。

環境
監視
課

300件以下

300件以下
（H30年
度）

243件
（H26年
度）

順調

温暖
化対
策課

　市内の工場・事業場
に対し、大気汚染防止
法・水質汚濁防止法等
に基づいて、立入検査
及び排ガス・排水中の
規制項目に関する測定
を実施し、事業者の環
境法令の遵守を監視す
るとともに、環境管理
の取組を促進するよう
促す。また、一般市民
からの公害関係苦情・
要望を受け、発生源指
導を行う。

42

Ⅵ-4-
(2)-③ 
事業者の
公害防止
に対する
環境管理
の強化

公害に関する苦
情・要望件数
（単年度）

38,575

4,650

3,650 順調

工場・事業場監
視事業

ノーマイカーデー
実施によるCO2削減
量（単年度）

200t
（H26年
度）

前年度水準
(200t)
を維持

前年度水準
を維持

前年度水
準を維持
（毎年
度）

600

Ⅵ-4-
(2)-② 
自動車環
境対策の
推進

38
ノーマイカー普
及戦略事業

温暖
化対
策課

39
エコドライブ推
進事業

　自動車から排出され
るCO2削減のため、企
業内でのエコドライブ
活動を支援するととも
に、市民へのエコドラ
イブの普及啓発を図
る。

　過度なマイカー利用
を抑制し、環境にやさ
しい公共交通機関の積
極的な利用を促進す
る。

順調

349 順調

4,650

【評価理由】
　自動車CO2対策について
は、新たに飲食店とタイアッ
プした取組を開始した。
　燃料電池自動車普及台数に
ついては、目標値を達成でき
なかったが、積極的に市内の
各種イベントで燃料電池自動
車の展示や外部給電デモンス
トレーションを行うなど、燃
料電池自動車普及へ機運を高
める取組を行った。
　以上のことから、自動車か
ら排出されるCO2削減を図る
ための、着実な自動車環境対
策が進んでいることから、
「順調」と判断。

【課題】
　限られた予算の中で、どの
ような手法がよいか引き続き
内容を精査していく必要があ
る。
　また、社会情勢、国の動向
を見ながらより一層の燃料電
池自動車の普及促進、水素ス
テーションの立地促進を並行
的に推進することが課題であ
る。

　自動車から排出されるCO2
削減を図るため、限られた予
算の中で、どのような手法を
用いれば、コストがかからず
効果的なPRが行えるのかを引
き続き検討していく。
　また、水素関連企業や自動
車関連企業と情報交換しなが
ら燃料電池自動車の普及と水
素ステーションの立地とを並
行的に推進していく。

順調

　国の設置状況（全国約100
個所開所）に対し、本市は先
行している。また、市内で普
及しているFCV（23台）に相
応な3箇所の水素ステーショ
ンが開所しているため、「順
調」と判断。

390 119 140

　ノーマイカー賛同企業（79
社）によるCO2削減量が目標
を達成しているため、「順
調」と判断。

232

エコドラ北九州プ
ロジェクト参加事
業者のCO2削減量
（単年度）

505t
（H26年
度）

前年度水準
(551t)
を維持

前年度水準
を維持

―

前年度水
準を維持
（毎年
度）

　エコドラ北九州プロジェク
ト参同事業者（101社）によ
るCO2削減量が目標を達成し
ているため、「順調」と判
断。

課
長

0.10 人

遅れ

3,650

H31年度
までに
354t

市内における燃料
電池自動車の普及
台数（累計）

―

Ｈ31年
度まで
に市内
で300台

燃料電池自動車へ
の転換によるCO2削
減量（累計）

0 5,00040
燃料電池自動車
導入助成事業

温暖
化対
策課

　燃料電池自動車
（FCV）を市内に普及
させるため、車両等導
入費の一部助成を行
う。また、災害時にお
ける電力供給協力を求
める。

5,000

　本市だけでなく、全国的に
も燃料電池自動車の普及が進
んでいない（H32年度までに
40,000台の目標に対し、約
2,500台）が、市内における
燃料電池自動車の普及台数は
目標値を未達成のため、「遅
れ」と判断。

係
長

0.20 人

職
員

0.20 人

41
水素エネルギー
社会構築推進事
業

温暖
化対
策課

　水素利用の拡大方
策、水素エネルギービ
ジネス実現に向けた仕
組みづくりの検討を行
う。
　また、水素エネル
ギーの社会への浸透を
目指し、「本市の先導
的な取組」や「水素エ
ネルギーが便利で身近
なものであること」を
市民に理解してもらえ
るよう啓発を実施す
る。

水素ステーション
の設置件数(累計)

1箇所
（H26年
度）

H32年度
までに
5箇所

5,027 4,474 4,950
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環境局 

平成29年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

H28年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
施策番号
・施策名

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

人数

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.60 人

目
標

7 件 7 件
課
長

0.10 人

実
績

6 件 7 件
係
長

0.10 人

達
成
率

85.7 ％ 100.0 ％
職
員

0.60 人

目
標

450 人 460 人
課
長

0.10 人

実
績

1,154 人 1,047 人
係
長

0.10 人

達
成
率

256.4 ％ 227.6 ％
職
員

0.30 人

目
標

6
都
市

6
都
市

実
績

6
都
市

6
都
市

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

―

　計画通り測定網を保守し大
気環境の適正把握に努めると
ともに、課題解決に向け、保
守の方法等について、適宜見
直しを行う。

17,657 17,657 6,075

【評価理由】
　大気環境の常時監視を行
い、結果を本市の環境保全の
推進に役立てており、「順
調」と判断。

【課題】
　大気汚染常時監視測定網の
整備・保守を今後も継続する
必要がある。

　更新計画に基づき、効果的
に測定環境を整備し、正確な
測定を継続実施したため、
「順調」と判断。

17,657 順調

― ―

大気環境
の適正な
把握

― ― 順調
大気環境の適正な
把握

44
戦略的環境国際協
力事業の件数
（累計）

6件
（H26年
度）

0 0

―

―

環境国際協力推
進事業

　中国におけるPM2.5
（微小粒子状物質）等
をはじめとする大気汚
染については、日本へ
の影響が懸念されてお
り、その対策を講じる
ことについては喫緊の
課題となっている。
　本市では、中国諸都
市と連携して中国にお
ける大気汚染への対策
を講じるため、国の事
業を活用し、平成26年
度から5ヵ年の予定
で、研修生の受入れ、
専門家の派遣、共同研
究等を実施する。

アジアの環境人
材育成拠点形成
事業

日中大気汚染・
省エネ対策共同
事業

　途上国技術者を受け入
れる国際研修や経験豊か
な市内企業技術者等を諸
外国都市に派遣し、現地
で相手都市も主体的に関
わった実践的な技術指導
を実施する。
　また、国内外の関係機
関と協働・連携した調
査、情報収集や発信を行
うとともに、各種都市間
ネットワークを活用した
プロジェクトを実施す
る。更には市内企業や国
際機関等と密に連携し
て、協力対象国や都市の
「緑の成長」にも資する
環境国際協力を目指す。

　大気汚染防止法22条
の規定に基づく環境大
気汚染状況の常時監視
を行うため、公害監視
センターと市内21ヶ所
に設置した常時監視測
定局から成る測定網を
整備する。常時監視結
果を本市の環境保全の
推進に役立てるととも
に、大気環境の現状把
握に努める。

環境
国際
戦略
課

　アジアの途上国やその
都市が自らの力で環境改
善の取組を進めることが
できるよう、JICA等国の
支援や連携により、実践
的な国際環境研修事業を
推進していく。
　海外からの研修員を受
け入れることにより、環
境問題解決の一助を担う
とともに、現地の環境改
善や海外諸都市とのネッ
トワーク構築、ひいては
環境国際ビジネスへの事
業展開に繋げる。

43

環境
国際
戦略
課

アジアの環境人材
育成のための研修
員等の受講者数
（単年度）

環境
国際
戦略
課

46

45

Ⅵ-4-
(2)-④ 
越境大気
汚染対策
の推進

大気汚染常時監
視システム整備
保守事業

環境
監視
課

1.00

15,950

都市間連携協力実
施都市数

現地の環境改善

Ⅶ-1-
(3)-① 
環境国際
協力の推
進

1,403

7件
（H30年
度）

3,000

―

課
長

4,400

6,650

H26～30年
度で4都市

61,220

　平成29年度は、1,000人を
超える研修員等の受け入れを
実施し、国内外での研修誘致
活動も5回実施した。目標の
研修受入460人、研修誘致活
動3回を大幅に上回ったた
め、「大変順調」と判断。

【評価理由】
　事業件数は目標を達成し、
研修誘致活動や研修員受入な
どは、目標を大幅に上回った
ため、環境国際協力の推進と
いう観点から、「大変順調」
と判断。

【課題】
　各国・各都市の状況や新た
なニーズに沿った、より高度
な訪日研修や専門家派遣を実
施する必要がある。

　引き続き、国や国際機関等
の補助事業を活用するととも
に、KITAやJICAなどの関係機
関との連携を図りながら事業
を推進していく。
　日中大気汚染・省エネ対策
共同事業は、平成30年度で事
業が終了する。平成31年度か
らは新たな枠組みで本事業を
継続する予定であり、今後、
関係機関（IGES等）と連携し
ながら、事業の方向性を決定
する。

職
員

　平成29年度までの累計で7
件の協力事業を実施し、計41
回の現地派遣を実施した。
　目標（現地派遣：40回）を
達成しているため、「順調」
と判断。

0.30

順調

係
長

大変
順調

大変
順調

1,780

1,209人
（H26年
度）

人

4都市
（H26年
度）

現地の環
境改善

31,156

人

　中国6都市との連携協力を
行った。また59名の研修員を
受入れ、135名の専門家を派
遣しており、目標（各20人）
を大幅に上回ったため、「大
変順調」と判断。

0.50

―

大変
順調

460人
（H30年
度）

8,500

1,062

人

―

― ―

―

―
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環境局 

平成29年度　行政評価の取組結果（環境局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

H28年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
施策番号
・施策名

主要事業
所管課名No.

人件費（目安）

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

人数

目
標

課
長

2.25 人

実
績

係
長

2.30 人

達
成
率

職
員

5.80 人

目
標

3 件 3 件
課
長

0.05 人

実
績

3 件 3 件
係
長

0.10 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.15 人

目
標

2 件
課
長

0.50 人

実
績

2 件
係
長

0.50 人

達
成
率

100.0 ％
職
員

1.50 人

アジア低炭素化
センター推進事
業

環境
国際
戦略
課

　アジア低炭素化セン
ターを中核として、環
境に関する多様な技術
や社会システム等を海
外に輸出することで、
地域経済の活性化を推
進する。

2005年度比
6%削減

(H32年度)

150%削減
（H62年
度）

47 順調

　CO2排出量の削減に向けた
各種プロジェクト推進数が目
標（145件）を上回る（164
件）とともに、獲得した外部
資金総額も増加し、さらに
は、様々な環境ビジネスにも
つながっているなど、アジア
地域の低炭素化に資する事業
を積極的に展開していること
から、「順調」と判断。

92,37524,821 28,152
アジア地域でのCO2
排出量を削減

31,469
1,635万ｔ
（H17年
度）

5件
（H26年
度）

49

アジアの“グ
リーン成長”推
進のためのプ
ラットフォーム
構築事業

3件
（H32年
度）

―

Ⅶ-2-
(1)-① 
アジア低
炭素化セ
ンターを
核とした
都市イン
フラビジ
ネスの推
進

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

海外での実証事業
等の進出数（単年
度）

環境
国際
戦略
課

　本市に蓄積された都
市環境インフラに係る
技術や行政ノウハウな
どを体系的に整理した
「北九州モデル」を活
用した都市環境インフ
ラビジネス推進事業の
成果を踏まえ、既存の
連携都市における取組
の深化、首都圏への横
展開を進めるためのプ
ラットフォーム構築、
さらにはグリーン成長
都市のネットワーク化
に取り組み、都市環境
インフラ輸出の推進を
図る。

順調

【評価理由】
　アジア低炭素化センターを
中心として、都市インフラビ
ジネスの推進に積極的に取り
組んでおり、目標を達成して
いることから、「順調」と判
断。

【課題】
　事業実施によって削減され
た温室効果ガス削減量の定量
化（見える化）の推進、国庫
補助事業の外部資金活用によ
る本市の経費削減及び中小企
業に加え、中堅企業への支援
方策の検討が必要である。

　今後もアジア地域の低炭素
化を推進するとともに、環境
国際ビジネスの展開による地
域経済の活性化を図る。
　これまでの東南アジア各国
へのインフラ輸出ビジネスの
成果を踏まえ、さらに他都市
への横展開を進め、市内企業
のビジネス支援を強化するこ
とにより、地域経済の活性化
を図る。

― ―

―

8,0358,03548
中小企業アジア
環境ビジネス展
開支援事業

環境
国際
戦略
課

　市内中小企業が所有
する既存の技術・製品
に関して、海外での
ニーズに合わせた現地
での事業可能性調査
（FS）や実証試験を行
うための費用の一部を
助成し、市内企業の海
外への技術輸出の推進
を図る。

8,037 2,700 順調

　これまでの7年間におい
て、実証枠13件、事業可能性
調査（FS）10件と、市内企業
のアジアにおけるビジネス展
開を支援している。また、申
請書のダウンロード数も高水
準を維持し、市内企業の海外
進出数も目標値を達成してい
るため、「順調」と判断。

12,000 11,051 ―

既存の都市及び首
都圏におけるパイ
ロット事業の着手
数（都市数）

― H31年度ま
でに8都市

22,000 順調

　既存2都市においてパイ
ロット事業に着手しており、
目標値を達成しているため、
「順調」と判断。
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産業経済局

平成29年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

1,200 人 1,200 人
課
長

0.13 人

実
績

1,122 人 1,231 人
係
長

0.45 人

達
成
率

93.5 ％ 102.6 ％
職
員

0.40 人

目
標

40 ％ 40 ％

実
績

31.0 ％ 31.9 ％

達
成
率

77.5 ％ 79.8 ％

目
標

75 ％ 90 ％

実
績

96.0 ％ 98.3 ％

達
成
率

128.0 ％ 109.2 ％

目
標

60 ％ 60 ％

実
績

95.8 ％ 97.6 ％

達
成
率

159.7 ％ 162.7 ％

目
標

60 社 60 社

実
績

60 社 63 社

達
成
率

100.0 ％ 105.0 ％

357,910

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

　（公財）北九州産業学術推
進機構の第5期中期計画
（2018～2022）を踏まえて、
これまで取り組んできた最先
端の研究開発を担う人材の確
保・育成に加えて、本市の生
産性向上に寄与する体制を整
える。

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

利用者の満足度

60％
（H30年
度）

829,593

1.00

0.40

人

人

人

人

0.05

0.20

866,894

0.30

学研都市の取り組
み評価（学研都市
内の大学や入居企
業・研究機関の評
価）

61社
（H27年
度）

313,827358,746

　アジアの中核的学術
研究拠点の形成と本市
の産業振興拠点として
の機能を高めるため、
北九州学術研究都市の
学術研究施設を一体的
に管理・運営すること
で、本市の産業を支え
る知的基盤の充実を図
る。

33％
（H32年
度）

60％
（H25年
度）

95％
（H32年
度）

32％
（H26年
度）

施設の稼働率

834,441

60社
（H30年
度）

　（公財）北九州産業
学術推進機構（FAIS）
が行う大学間連携事業
のほか、産学連携、半
導体技術拠点形成、技
術移転等の実施に対す
る支援等を行うことに
より、北九州学術研究
都市の研究開発拠点と
しての機能を高め、地
域における産業技術の
高度化と新たな産業の
創出を図る。

新産
業振
興課

新産
業振
興課

事業・取組概要
H28年度 H29年度

1,102人
（H26年
度）

施策番号
・施策名

No.

事業評価の成果指標（目標・実績） H28年度H29年度

13,800

7,325

係
長

課
長

係
長

人数

0.50

課
長

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

職
員

職
員

Ⅰ-1-
(4)-③ 
若者の自
立支援

1
若者ワークプラ
ザ北九州運営事
業

3

2

学術研究拠点推
進事業

学術研究都市管
理運営事業

Ⅰ-2-
(1)-① 
北九州学
術研究都
市の機能
の充実

Ⅰ-2-
(1)-③ 
最先端の
研究開発
を担う人
材の確
保・育成

雇用
政策
課

95％
（H24年
度）

　若年者の就業支援の
拠点として「若者ワー
クプラザ北九州」及び
「若者ワークプラザ北
九州・黒崎」におい
て、就業相談、セミ
ナー、職業紹介等を実
施し、若年者の就業を
促進する。

就職決定者数

新たな研究開発プ
ロジェクトに参加
した企業数

　平成30年3月の有効求人倍
率が1.5倍を超えるなど、求
職者有利の就職状況において
も、カウンセリング利用者数
は概ね目標を達成し（目標：
13,500人、実績：12,896
人）、成果指標の就職決定者
数は過去最高数値であること
から「順調」と判断。

71,800 71,469 77,272

1,200人
（H31年
度）

8,995

【評価理由】
　求職者有利の雇用情勢のた
め、相談窓口の利用者は減少
傾向にあるが、カウンセリン
グ件数は概ね、就職決定者数
は目標を達成していることか
ら「順調」と判断。

【課題】
　求職者有利の就職状況にあ
り、仕事を選ばなければ就職
することはできる状況にある
ものの、「希望する職種」と
「求人がある職種」のミス
マッチは存在している。若者
の自立支援の観点から、求職
者に対し、カウンセリングや
職場体験などを通じ、市内企
業で働く魅力を伝え、希望す
る職種・業種を増やす必要が
ある。

【評価理由】
　成果指標の目標を達成し、
一定の成果を収めているた
め、「大変順調」と判断。

【課題】
　学研都市を中心とした各種
産学連携事業、大学間連携事
業等の更なる効果的な実施が
必要である。

　若者の就職相談窓口とし
て、引き続き利用者の増加を
図るため、学生や第二新卒な
どの利用増加に向けた取組み
の強化や幅広く市内企業の魅
力を伝える取組みの実施が必
要である。

順調

大変
順調

順調

【評価理由】
　コスト削減を実行しながら
も、留学生向け通訳サービス
の導入を行うなど利用者の満
足度を向上させたことから
「順調」と判断。

【課題】
　成果指標である施設の稼働
率目標を達成できなかった。
魅力ある施設を実現するた
め、利用者ニーズを踏まえた
施設の利便性を高めつつ、
FAISが有する広範なネット
ワークを通じた産学連携施策
を促進することにより、更な
る稼働率の向上に努める必要
がある。

　情報通信ネットワークサー
ビスの見直しを行い、大幅な
コスト削減を図るとともに、
留学生向けに専門図書カウン
ターに多言語通訳サービスを
導入するなど利便性を高め、
利用者の満足度を向上させ
た。
　またひびきの小学校開校に
伴う子供目線の安全対策を迅
速に実施し、安全で適切な施
設管理を行ったため、「順
調」と判断。

順調

　学研都市の取り組み評価
（学研都市内の大学や入居企
業・研究機関の評価）が高
く、新たな研究開発プロジェ
クトに参加した企業数も目標
を超えており、「大変順調」
と判断。

　更なる施設・設備のコスト
削減を図ることにより、効率
的な管理運営を実施し、満足
度向上につなげていく。また
効果的なPRにより学術研究都
市の魅力や認知度を向上さ
せ、施設の稼働率を改善させ
ていく。

順調

大変
順調

人

人
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産業経済局

平成29年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H28年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.

事業評価の成果指標（目標・実績） H28年度H29年度

人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

目
標

実
績

21.3 ％ 22.4 ％

達
成
率

85.2 ％ 89.6 ％

目
標

230 人 260 人

実
績

223 人 226 人

達
成
率

97.0 ％ 86.9 ％

目
標

95 ％ 95 ％
課
長

0.05 人

実
績

88.6 ％ 80.0 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

93.3 ％ 84.2 ％
職
員

0.30 人

目
標

95 ％ 95 ％
課
長

0.05 人

実
績

88.6 ％ 80.0 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

93.3 ％ 84.2 ％
職
員

0.30 人

目
標

3,500 人 5,250 人

実
績

2,828 人 5,365 人

達
成
率

80.8 ％ 102.2 ％

目
標

111 名 116 名

実
績

115 名 120 名

達
成
率

103.6 ％ 103.4 ％

Ⅰ-2-
(2)-① 
成長産業
を支える
高度人材
の育成

地方創生イン
ターンシップ事
業

係
長

　講座数が減少（6回→4回）
したものの受講者人数は目標
に対して約83％、受講者アン
ケートによる役立ち度は目標
に対して約84％を達成してい
るため、「順調」と判断。

　企業の新卒採用意欲が高い
傾向にあり、東京圏の大手企
業等が地方大学生の獲得に積
極的であるなど、市内大学生
の市外就職が加速している。
　一方で、地元への愛着など
から市内就職を希望する学生
もいることから、学生が地元
のまちや企業への愛着を深
め、学生と企業とのマッチン
グ等を体系的に推進すること
で、若者の地元就職や地元定
着及び地元企業の人材確保に
つなげる。
　さらに、九州・山口一円の
学校訪問で入手した学生・教
員等のニーズをふまえ、市外
学生の市内企業へのインター
ンシップを促進する。

人

　今後も引き続き、市内中小
企業のニーズを充足しつつ、
より効率的に事業を実施する
ため、商工会議所その他支援
機関と協働・連携し、費用対
効果の高い事業運営に努め
る。

2,128

順調

順調

　技能伝承講座等について
は、中学校等からの講師派遣
依頼が減少していることか
ら、周知方法を見直すととも
に、活躍の場の開拓に引き続
き取り組む。

人

21.6％
(H24～27
年度累計)

課
長

職
員

H29～31年
度の累計

25％

8,604

【評価理由】
　時機を得たテーマ設定がで
きており、セミナー参加者の
満足度も高いことから、地元
企業の人材育成に対して一定
の効果をあげているため、
「順調」と判断。

【課題】
　より一層役立ち度の向上に
繋がるよう、セミナーの内容
充実に努める必要がある。

　インターンシップ実施企業
数は113社と前年度（115社）
と横ばいであり、参加人数も
目標人数を下回ったものの平
成28年度より3人増加してお
り、インターンシップ参加者
の地元就職率も着実に増えて
いることから「順調」と判
断。

0.15 人

0.15

92％
（H23年
度）

92％
（H23年
度）

Ⅰ-2-
(3)-② 
技術・技
能を継承
する人材
の育成

7
北九州技能伝承
推進事業

係
長

0.65

職
員

1,473人
（H26年
度）

105名
（H26年
度）

2,114 1,452

0.35

6,194

126名
（H31年
度）

2,114

7,452 5,927

95％
（毎年
度）

1,452

10,000

累計
25％

95％
（毎年
度）

2,128

217人
（H27年
度）

8,897

330人
（H31年
度）

　市内学生を対象とし
たインターンシップを
実施するほか、対象者
に東京圏の大学生を加
えたインターンシップ
の仕組みづくりや、学
生受入に向けた地元企
業への支援を実施す
る。

講演受講者と実技
指導受講者の合計
（累計）

雇用
政策
課

実学ナレッジセミ
ナー受講者アン
ケート（役立ち
度）の結果（％）

累計
25％

インターンシップ
参加人数

実学ナレッジセミ
ナー受講者アン
ケート（役立ち
度）の結果（％）

8,750人
（H31年
度）

0.05

3,200

中小
企業
振興
課

経営リーダー育
成支援事業

雇用
政策
課

Ⅰ-2-
(2)-② 
地域企業
の中核と
なる人材
の育成

Ⅰ-2-
(3)-① 
中小企業
の後継者
育成の支
援

5
経営リーダー育
成支援事業

6

　金属・機械・電気等
の工業系分野を対象と
した「北九州マイス
ター」と、暮らしに身
近な生活関連・サービ
ス産業なども含めた幅
広い分野を対象とした
「北九州技の達人」の
２つの制度において、
高度技能者を認定・表
彰する。
　認定された高度技能
者の協力の下、優れた
技能を次代に継承し、
地域産業の振興に貢献
するための技術継承活
動を推進する。

　戦略的思考力や果敢
な行動力を有する経営
リーダー、高度技術を
持った人材の育成な
ど、企業の経営革新に
大きな役割を担う中核
人材の創出・育成を図
るために必要な専門講
座を実施する。

中小
企業
振興
課

　戦略的思考力や果敢
な行動力を有する経営
リーダー、高度技術を
持った人材の育成な
ど、企業の経営革新に
大きな役割を担う中核
人材の創出・育成を図
るために必要な専門講
座を実施する。

マイスター及び技
の達人認定延べ人
数（毎年交互に認
定）

インターンシップ
参加者の地元就職
率

4 順調

【評価理由】
　雇用環境の好転や大企業に
よるインターンシップ実施の
増加などから学生の地元企業
での参加率が低下傾向にある
が、一定の成果を収めている
ため、「順調」と判断。

【課題】
　インターンシップがその後
の就職活動に大きく影響を与
えることから、大学1～2年生
へのアプローチを強化する必
要がある。

順調

順調

　今後も引き続き、市内中小
企業のニーズを充足しつつ、
より効率的に事業を実施する
ため、商工会議所その他支援
機関と協働・連携し、費用対
効果の高い事業運営に努め
る。

順調

【評価理由】
　受講者や中小企業から事業
承継に対する理解に役立った
との声も多く、ニーズに対応
した施策として一定の成果を
あげていることから「順調」
と判断。

【課題】
　より一層役立ち度の向上に
繋がるよう、セミナーの内容
充実に努める必要がある。

【評価理由】
　技能伝承講座等の受講者数
及びマイスターや技の達人の
認定数の目標をいずれも達成
しているため、「順調」と判
断。

【課題】
　技能伝承講座等の受講者数
について、目標を達成したも
のの、今後も実績数を確保す
るため、広報活動を積極的に
実施する必要がある。

3,825

15,400

3,825

課
長

0.65

人

順調

　講座数が減少（6回→4回）
したものの受講者人数は目標
に対して約83％、受講者アン
ケートによる役立ち度は目標
に対して約84％を達成してい
るため、「順調」と判断。

順調

人

人

　技能伝承講座等の受講者数
について、ゆめみらいワーク
事業や北九州イノベーション
ギャラリーとの連携により、
目標を達成した。
　マイスター及び技の達人の
認定については、積極的に募
集活動を行った結果、目標を
達成した。認定・表彰を通じ
て各分野の優れた技能者に光
を当てることで、ものづくり
の街北九州の社会的評価を高
め、まちの宝の存在を内外に
アピールできた。
　以上のことから「順調」と
判断。
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産業経済局

平成29年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H28年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.

事業評価の成果指標（目標・実績） H28年度H29年度

人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

目
標

課
長

― 人

実
績

0 人 0 人
係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

目
標

65 ％ 65 ％
課
長

0.02 人

実
績

83.3 ％ 68.4 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

128.2 ％ 105.2 ％
職
員

0.10 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

90 ％ 90 ％

実
績

98 ％ 100 ％

達
成
率

108.9 ％ 111.1 ％

目
標

95 ％ 95 ％

実
績

100 ％ 100 ％

達
成
率

105.3 ％ 105.3 ％

目
標

3 名

実
績

9 名

達
成
率

300.0 ％

目
標

3 件

実
績

4 件

達
成
率

133.3 ％

順調

人

人
81％

（H22年
度）

ロボット・IoT・
AIを活用した生
産性向上支援事
業

大変
順調

67％
（H22年
度）

67％
(H18年
度助成
実施分)

順調

【評価理由】
　設定した成果指標を概ね達
成しているため、「順調」と
判断。

【課題】
　多様化する中小･小規模企
業のニーズに効率的かつ効果
的に対応することが必要であ
る。

人

　市内中小･小規模企業の競
争力向上のために重要な施策
であることから、引き続き取
り組む必要がある。

　引き続き、地域企業と緊密
な情報交換を行い、ビジネス
展開を支援していく。
　局を横断する課題が発生し
た場合は連携を密にしなが
ら、課題解決に向け協議を進
めていく。

67％
（平成24年度
助成分・5年
経過後）

当該年度中の
目標設定なし

―

当該年度中の
目標設定なし

20,860 3,825

　成果指標における目標値を
上回ったため、「順調」と判
断。

0.10

0.20

0.10

中小企業支援セ
ンター特定支援
事業

4,171

中小
企業
振興
課

Ⅳ-1-
(1)-②
中小企業
の競争力
向上

　中小企業支援法第7条
に基づき、（公財）北九
州産業学術推進機構を指
定法人として、平成14年
度に北九州市中小企業支
援センター（以下「中小
企業支援センター」）を
開設し、市内中小企業の
ための窓口相談・専門家
派遣・情報提供など、専
門的かつ総合的なサービ
スを提供している。
　市は、これらの事業を
行うために必要な経費を
補助している。

中小企業技術開
発振興助成金

67％
（平成23年度
助成分・5年
経過後）

10
65％

（助成5
年後）

3件
（毎年
度）

90％
（毎年
度）

95％
（毎年
度）

―

職
員

0.20

係
長18,548

H28～32
年度の
累計4人

――

単年度目標
設定なし

―

11,280

0.02

　ロボット・IoT・AI等の新
技術の導入を目指す人材育成
事業(スクール事業)を実施、
のべ約500名が参加した。ま
た9名の指導者を育成し､「大
変順調」と判断。

人

　相談件数、アンケートによ
る満足度ともに目標を達成し
ており、経営支援等の役割や
相談機関としての役割を十分
果たしたと考える。
　以上のことから「順調」と
判断。

課
長

21,53523,980

24,499 20,563

8,841

―15,000

―

7,616

中小
企業
振興
課

製品化・実用化の
割合（％）

65％
（毎年
度）

係
長2,865

人

　今後の実用化・普及
が見込まれるロボッ
ト・IoT・AI等の新し
い技術に関して、地元
中小企業への積極的な
導入支援策を講じるこ
とで、生産性向上や競
争力の強化を図る。

新産
業振
興課

3名
（毎年
度）

単年度目標
設定なし

【施策の指標】
地域企業のビジネ
ス展開を推進する
組織横断的な体制
の整備による、雇
用創出数
（H28年度以降の累
計）

―

―

利用者アンケート
による満足度（窓
口相談）

カイゼンインスト
ラクターの育成

―
（H28年
度）

利用者アンケート
による満足度（専
門家派遣）

96％
（H25年
度）

―
（H28年
度）

ロボット・IoT・AI
導入事例の創出

Ⅳ-1-
(1)-①
地域企業
のビジネ
ス展開を
推進する
組織横断
的な体制
の整備

9
ビジネスチャン
ス拡大支援事業

　新技術・新製品開発に
取り組む中小企業に対す
る研究開発費の助成を行
うことにより、中小企業
の技術開発力の向上と高
付加価値企業への転換を
促進する。

【施策の内容】
　地域企業が本市で元
気に産業活動が行える
ように、日頃から企業
と情報交換を密にする
とともに、市役所全体
として推進体制を築
き、その環境整備に努
める。

　技術力はあるが営業経験
に乏しく、情報発信力も十
分ではない地元中小企業の
受注拡大・販路開拓の取組
みを支援するもの。
①大規模展示会等出展支援
②巡回指導・マッチング
コーディネート（公益財団
法人北九州産業学術推進機
構が実施）

中小
企業
振興
課

大規模展示会等出
展支援を行った企
業の中で、商談成
約に至った企業割
合

8

【施策評価のみ】
地域企業のビジ
ネス展開を推進
する組織横断的
な体制の整備

産業
政策
課

1,980

2,730

職
員

0.01

課
長

【評価理由】
　雇用創出にはつながってい
ないものの市内企業との交流
会、立地企業との情報交換会
や、市内企業への訪問を定期
的に行い、企業ニーズの把握
に努め、課題がある場合は個
別に解決に向けた取り組みを
進めていることから「順調」
と判断。

【課題】
　地域企業のビジネス展開を
支援することによる新規雇用
の創出が必要である。

　助成件数（目標：5件、実
績6件）、製品化・実用化の
割合ともに目標を達成してお
り、一定の成果が上がってい
ると考えられるため、「順
調」と判断。

順調

―

12

―

11

順調

―

人

順調
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産業経済局

平成29年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H28年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.

事業評価の成果指標（目標・実績） H28年度H29年度

人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

目
標

99 件 102 件

実
績

104 件 112 件

達
成
率

105.1 ％ 109.8 ％

目
標

20 社 21 社

実
績

21 社 23 社

達
成
率

105.0 ％ 109.5 ％

目
標

課
長

0.20 人

実
績

75.2 ％
係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

0.50 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

60.7 ％ 91.5 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

141.5 ％ 205.2 ％
職
員

0.30 人

目
標

26 件 26 件

実
績

27 件 33 件

達
成
率

103.8 ％ 126.9 ％

目
標

2 件 2 件

実
績

5 件 4 件

達
成
率

250.0 ％ 200.0 ％

目
標

60 ％ 60 ％

実
績

95.8 ％ 97.6 ％

達
成
率

159.7 ％ 162.7 ％

目
標

60 社 60 社

実
績

60 社 63 社

達
成
率

100.0 ％ 105.0 ％

人

順調

順調

人

企業
立地
支援
課

人

　より多くのベンチャー企業
の創出・育成を図るために、
ニーズに沿った支援メニュー
を検討し、効果的に事業を進
める。

　若い世代の地元企業の認知
度を高めていくため、地元の
大学と連携し、地元製品の展
示ブースの設置や、企業によ
るプレゼン、学生による業界
分析などを行い、シビックプ
ライドの醸成を図る。

【評価理由】
　IMによる財務、販路開拓等
の支援により支援対象企業が
売上を伸ばすなど、ベン
チャー企業の育成が進められ
ているため、「順調」と判
断。

【課題】
　数多くのベンチャー企業を
創出・育成するためには、イ
ンキュベーション施設入居企
業だけでなく、幅広いベン
チャー企業への支援を進める
必要がある。

【評価理由】
　市内の新産業の創出・育成
とアジアの研究開発の形成を
目指して、企業と大学の産学
交流の促進や産学連携による
研究開発を進めている。
　（公財）北九州産業学術推
進機構が行う、産学交流の促
進、研究会の運営、プロジェ
クトの創出といった一貫した
支援によって、研究開発プロ
ジェクト実施件数や事業化件
数等は目標を達成している。
　これらのことから「大変順
調」と判断。

【課題】
　市内の大学や企業が実施す
る研究開発の成果を出すた
め、より一層の選択と集中及
び事業の精査が必要である。
　また、学研都市を中心とし
た各種産学連携事業、大学間
連携事業等の更なる効果的な
実施が必要である。

　「北九州市新成長戦略」を
推進（地元企業の高度化・新
製品開発）するため、市内の
大学や企業が行う研究開発を
継続的に支援する。

【評価理由】
　地元製品に対する認知度の
目標指数を達成し、出展企業
からも評価を得ていることか
ら「大変順調」と判断。

【課題】
　更なる認知度向上、特に若
年層へのPRに取り組む必要が
ある。

人

956

0.15

14,776

北九州テレワー
クセンター管理
運営事業

20件
(H30年
度以降
毎年度)

108社
（H31年
度）

56,975

829

13,330

133,098

2件
（毎年
度）

60社
（H30年
度）

60％
（H30年
度）

産業
政策
課

産業
政策
課

　北九州テレワークセ
ンターを「日本一起業
しやすいまち」のシン
ボルとして市内全般の
創業を支援するネット
ワークの中心施設とす
る。

ベンチャー総合
支援事業

人

大変
順調

大変
順調

89,414

職
員

7,600

係
長

課
長　ベンチャー企業等に

対して、インキュベー
ションマネージャー
(IM)による創業期の経
営支援を重点的に実施
するとともに、「北九
州ベンチャーイノベー
ションクラブ
（KVIC）」の運営を通
じた交流促進等を行
う。

23社
（H31年
度）

90％
（H32年
度）

新たな研究開発プ
ロジェクトに参加
した企業数

11,050

課
長

0.50

　厳しい経済情勢の中で、
誘致活動と同様に地元企業
を支援し、将来にわたって
本市で事業を継続・発展し
てもらうため、アンケート
調査に基づき、「地元製品
街かどショールーム」等を
活用した地元製品のPRや認
知度向上、販路拡大に向け
た支援を行う。

平成25年
度(34.3%)
比25％向

上

学研都市の取り組
み評価（学研都市
内の大学や入居企
業・研究機関の評
価）

事業化件数

90社
（H25年
度）

売上高1億円企業の
輩出数（累計）

施設入居率

15社
（H25年
度）

72％
（H28年
度）

―
研究開発プロジェ
クト実施件数

市内インキュベー
ション施設の卒業
企業数（累計）

支援対象となる地
元企業製品の認知
度向上

84,454

59,94852,530

358,746

1,200

60％
（H25年
度）

―

34.3％
（H25年
度）

61社
（H27年
度）

13,463

―

H25年度
比35％
向上

（H30年
度）

平成25年
度比30％
向上Ⅳ-1-

(1)-④
地元製
品・サー
ビスの利
活用の推
進

Ⅳ-1-
(1)-③ 
ベン
チャー企
業の創
出・育成

地元製品街かど
ショールーム事
業

人0.50

大変
順調

0.30

0.05

0.40

人

人

人

係
長

0.20

5,400

課
長

職
員

0.50

11,050

順調

大変
順調

　入居率は平成28年度（現状
値）より上昇しており、「順
調」と判断。

　北九州市立大学で地元企業
製品の展示を行った。来場者
アンケートの結果、目標指数
を大幅に達成したことから
「大変順調」と判断。

大変
順調

　インキュベーションマネー
ジャーによる企業訪問件数、
インキュベーション施設卒業
企業数、売上高1億円企業の
輩出数はいずれも目標値以上
となっており、「順調」と判
断。

　学研都市の取り組み評価
（学研都市内の大学や入居企
業・研究機関の評価）が高
く、新たな研究開発プロジェ
クトに参加した企業数も目標
を超えており、「大変順調」
と判断。

職
員

係
長7,325313,827357,910

Ⅳ-1-
(1)-⑤
地元企業
の高度
化・新製
品開発支
援

17
学術研究拠点推
進事業

新産
業振
興課

　（公財）北九州産業
学術推進機構（FAIS）
が行う大学間連携事業
のほか、産学連携、半
導体技術拠点形成、技
術移転等の実施に対す
る支援等を行うことに
より、北九州学術研究
都市の研究開発拠点と
しての機能を高め、地
域における産業技術の
高度化と新たな産業の
創出を図る。

　研究開発プロジェクト実施
件数、事業化件数ともに目標
を達成したことから「大変順
調」と判断。

新成長戦略推進
のための研究開
発プロジェクト
事業

新産
業振
興課

　｢北九州市新成長戦
略｣を推進するため、市
内の大学や企業が実施
する「低炭素化技
術」、｢次世代自動
車｣、｢ロボット｣、｢医
療・介護」等の分野の
研究開発を支援する。

15

14

13

16

0.25
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産業経済局

平成29年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H28年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.

事業評価の成果指標（目標・実績） H28年度H29年度

人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

目
標

105 社 105 社
課
長

0.20 人

実
績

102 社 102 社
係
長

0.40 人

達
成
率

97.1 ％ 97.1 ％
職
員

0.40 人

目
標

50 人 52 人
課
長

0.30 人

実
績

59 人 64 人
係
長

0.30 人

達
成
率

118.0 ％ 123.1 ％
職
員

0.30 人

目
標

2 件 6 件
課
長

0.30 人

実
績

4 件 6 件
係
長

0.30 人

達
成
率

200.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

18 件 18 件

実
績

17 件 20 件

達
成
率

94.4 ％ 111.1 ％

目
標

4 社 6 社

実
績

4 社 5 社

達
成
率

100.0 ％ 83.3 ％

人

　製造現場における人手不足
への対応及び生産性向上のた
め、産業用ロボットの導入支
援を引き続き行う。

　引き続き、次世代自動車産
業を含む自動車産業の誘致、
研究開発及び実証の拠点化を
図るため、北九州学術研究都
市と連携して、関連企業の新
規参入・取引拡大に向け、企
業ニーズに即した支援を実施
する。

【評価理由】
　パーツネット北九州の企業
会員は横ばいであるが、東九
州自動車産業ネットワークを
推進してきた。また、自動運
転の実証実験に向け関係者と
の研究会を開催し研究者の集
積などの各指標が概ね目標を
達成したことから「順調」と
判断。

【課題】
　パーツネット北九州に関し
ては、人材育成などの参加企
業の新たなニーズに対応して
いく必要がある。引き続き効
率的な誘致活動を行うことに
努める。
　また、北九州学術研究都市
に自動運転の実証化に向けた
研究開発関連企業の集積にも
引き続き努める。

自動車産業新規
参入・取引拡大
支援事業

次世代自動車産
業拠点化事業

大変
順調

4件
（H28年
度）

6件
（H26年
度）

105社
（H30年
度）

新産
業振
興課

企業
立地
支援
課

　カーメーカーによる
更なる地場調達促進の
取組みや調達先の複数
化など部品サプライ
チェーンの再構築が進
められており、地元企
業にとって自動車産業
への新規参入・取引拡
大の契機となってい
る。
　自動車メーカーや部
品サプライヤーのニー
ズや取組みを捉え、地
元企業の技術力等の積
極的な情報発信をしな
がら、ビジネスマッチ
ングの機会拡大に取り
組んでいく。

　共同研究提案件数が目標を
上回っている（目標：50件、
実績：73件）こと、共同研究
も着実に増加していることか
ら「順調」と判断。

26,585

企業等との共同研
究（累計）

　新成長戦略の重点プ
ロジェクトである、我
が国をリードする「ロ
ボット産業拠点の形
成」を目指すなかで、
ロボット導入による地
元企業のものづくり力
の強化に取り組んでい
る。この一環として、
「産業用ロボット導入
支援センター」におい
て、生産性向上に意欲
的な地元企業へのロ
ボット導入を総合的に
支援する。

ロボット産業への
新規参入社数

8,700
自動運転関連研究
者集積

35人
（H26年
度）

57社
（H21年
度）

地元企業のロボッ
ト導入企業件数
（累計）

パーツネット北九
州会員数

順調

【評価理由】
　産業用ロボット導入支援セ
ンターの活動により、製造現
場等でのロボット導入は加速
化しており、「順調」と判
断。

【課題】
　産業用ロボット導入に資す
る専門人材（システムインテ
グレータ）の育成支援が必要
である。

人

1.00

順調

0.20

9,300

21,949

1,50710,346

4,5235,382

8,000

19,570

50件
(H25～
31年度)

7,668

56人
（H31年
度）

5,528

Ⅳ-1-
(2)-①
次世代自
動車産業
拠点の形
成

ロボットテクノ
ロジーを活用し
たものづくり力
強化事業

　世界的に注目される
自動運転の中核技術で
あるAIに関する研究を
加速し、研究開発・実
証拠点化を図るため、
関係団体との連携強
化、実証フィールドの
提供などの取り組みを
強化する。

10件
(H27～
31年度)

20,000

4,466

　北九州学術研究都市
における研究開発体制
を強化するため、産総
研・人工知能研究セン
ター等との連携によ
り、新たな研究開発プ
ラットフォームを構築
し、各大学の研究者の
研究シーズを自動車用
に開発・融合すること
により、人工知能を活
用した安全・安心なモ
ビリティシステムを構
築する。

2社
（H27年
度）

10社以上
(H27～31
年度)

　パーツネット北九州の会員
数は横ばいであるが、東九州
地域の自動車関連団体との連
携により、広域ネットワーク
の構築が進んでいるため、
「順調」と判断。

順調

企業
立地
支援
課

企業
立地
支援
課

Ⅳ-1-
(2)-② 
我が国を
リードす
るロボッ
ト産業拠
点の形成

21

18

19

順調

　市内企業の生産性向上への
関心は高く、産業用ロボット
の導入も増加傾向にあり、
「順調」と判断。

課
長

職
員

8,700

19,800

　自動運転関連研究者数が目
標を上回っているため、「大
変順調」と判断。

1.00 順調係
長

人

次世代自動車中
核技術研究開
発・実証拠点化
事業

20
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産業経済局

平成29年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H28年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.

事業評価の成果指標（目標・実績） H28年度H29年度

人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

目
標

855 人 855 人
課
長

0.20 人

実
績

499 人 542 人
係
長

0.20 人

達
成
率

58.4 ％ 63.4 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

0 件 0 件
係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.20 人

目
標

25 人 25 人

実
績

72 人 118 人

達
成
率

288.0 ％ 472.0 ％

目
標

5 社 5 社

実
績

17 社 16 社

達
成
率

340.0 ％ 320.0 ％

　重点誘致産業である素材・
部材の対象企業の本社への立
地（拡張・増設を含む）を促
進・支援することで、雇用の
創出拡大を目指し、地方創生
の観点による本社機能等の移
転・拡充等の支援と合わせ
て、市外企業の新規立地に向
けた誘致活動及び市内企業の
増設や事業拡張に向けた支援
を積極的に進めていく。

　引き続き、市内サービス事
業者の生産性向上に関する意
識向上を図るため、関係機関
と連携し、具体的な取組み支
援を行う。

　福岡県や福岡県航空機産業
振興会議との連携を図りなが
ら、航空機産業への参入に向
けた地元企業支援を行うとと
もに、MRJ生産拠点の誘致に
取り組む。

【評価理由】
　市内サービス事業者に対す
る取組み支援件数が目標を上
回り、生産性向上のための具
体的な活動支援を実施できた
ため、「大変順調」と判断。

【課題】
　個別具体的な取組みの支援
を通じて、生産性向上モデル
が継続していくようにフォ
ローアップしていく必要があ
る。

企業立地促進事
業（素材・部
材）

人

人

　福岡県と連携し、地元企業
の航空機産業への参入を促進
するため、セミナー開催や技
術力向上へ向けた支援を行
い、参入意欲のある企業も出
てきていることから「順調」
と判断。

3,576

新たな雇用創出数
（累計）

　セミナー、講座の参加人数
が目標の25人を大きく上回る
118人であったため、「大変
順調」と判断。

課
長

順調17,682

航空機産業の生産
拠点等の誘致件数

Ⅳ-1-
(2)-③ 
素材・部
材産業

Ⅳ-1-
(2)-④ 
航空機産
業の振興

単年度目標
設定なし

855人
(H25～
30年度)

―

210人
（H25年
度）

1件
(H34年
度まで
の累計)

0件
（H25年
度）

3,6501,382

3,234

0.60

0.20 人

0.40
大変
順調

職
員

10,800
係
長

30人
(H30年
度以降
毎年度)

7社
(H30年
度以降
毎年度)

2,559

1,000

27,31520,628

2,500 順調

大変
順調

航空機産業誘致
促進事業

25人
（H26年
度）

単年度目標
設定なし

市内サービス事業
者に対する取組み
支援件数

セミナー、講座の
参加人数（単年
度）

―

5社
（H26年
度）

Ⅳ-1-
(2)-⑤ 
知識サー
ビス産業
の振興

　サービス産業の生産
性向上のための啓発や
具体的な活動を支援す
ることにより、市内
サービス産業の競争力
向上を図る。

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

サービス産業振
興事業

24

企業
立地
支援
課

　本市への企業立地を
さらに促進するため、
素材・部材産業や情報
通信産業の重点誘致産
業を中心に誘致活動の
強化を図る。

　今後成長が期待され
る航空機産業の誘致促
進を図るため、「福岡
県航空機産業振興会
議」での取り組みを強
化するとともに、裾野
の広い航空機産業への
市内企業の参入に向け
た支援を行う。

企業
立地
支援
課

23

22 5,800 順調

　重点誘致産業である素材・
部材の市外企業の新規立地に
向けた誘致活動及び市内企業
の増設や事業拡張に向けた支
援（補助金交付等）を積極的
に進めたことにより、市外企
業の新規立地及び市内企業の
増設や事業拡張、雇用の創出
があったため、「順調」と判
断。

【評価理由】
　東京事務所や大阪事務所と
の連携を図り、市外企業の新
規立地及び市内企業の増設や
事業拡張、雇用の創出があっ
たため、「順調」と判断。

【課題】
　大型の立地案件が減少して
いるが、今後とも東京事務所
や大阪事務所との連携を図る
ことにより、市外企業の新規
立地及び市内企業の増設や事
業拡張、雇用拡大につなげ
る。

【評価理由】
　北九州空港におけるMRJ量
産機の飛行試験に向けた準備
が進んでいるほか、地元企業
への継続的な支援も進められ
ていることから「順調」と判
断。

【課題】
　航空機産業の誘致について
は、メーカーの生産体制の計
画や、今後の需要動向など周
辺環境の影響が大きい。また
地元企業に対しては、航空機
産業への参入に求められる技
術や品質管理資格を得るため
の長期継続的な支援が求めら
れる。

順調
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産業経済局

平成29年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H28年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.

事業評価の成果指標（目標・実績） H28年度H29年度

人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

目
標

2,700 人 2,700 人
課
長

0.20 人

実
績

2,785 人 3,423 人
係
長

0.20 人

達
成
率

103.1 ％ 126.8 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

0 人 5 人
係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.10 人

目
標

77 ％ 79 ％
課
長

0.20 人

実
績

75 ％ 75 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

97.4 ％ 94.9 ％
職
員

0.30 人

目
標

実
績

21.3 ％ 22.4 ％

達
成
率

85.2 ％ 89.6 ％

目
標

230 人 260 人

実
績

223 人 226 人

達
成
率

97.0 ％ 86.9 ％

　企業の新卒採用意欲が高い
傾向にあり、東京圏の大手企
業等が地方大学生の獲得に積
極的であるなど、市内大学生
の市外就職が加速している。
　一方で、地元への愛着など
から市内就職を希望する学生
もいることから、学生が地元
のまちや企業への愛着を深
め、学生と企業とのマッチン
グ等を体系的に推進すること
で、若者の地元就職や地元定
着及び地元企業の人材確保に
つなげる。
　さらに、九州・山口一円の
学校訪問で入手した学生・教
員等のニーズをふまえ、市外
学生の市内企業へのインター
ンシップを促進する。

　情報通信産業など、重点誘
致産業の本市への立地（拡
張・増設を含む）を促進する
ことで、雇用の創出拡大を目
指し、地方創生の観点による
本社機能等の移転・拡充等の
支援と合わせて市外企業の新
規立地に向けた誘致活動及び
市内企業の増設や事業拡張に
向けた支援を積極的に進めて
いく。
　また。響灘エリアについて
は、企業の集積に向け誘致活
動に取り組む。

【評価理由】
　雇用環境の好転や大企業に
よるインターンシップ実施の
増加などから学生の地元企業
での参加率が低下傾向にある
が、一定の成果を収めている
ため、「順調」と判断。

【課題】
　インターンシップがその後
の就職活動に大きく影響を与
えることから、大学1～2年生
へのアプローチを強化する必
要がある。

企業
立地
支援
課

21.6％
(H24～27
年度累計)

67％
（H25年
度）

分譲率27

雇用
政策
課

地方創生イン
ターンシップ事
業

　情報通信産業など、重点誘
致産業の市外企業の新規立地
に向けた誘致活動及び市内企
業の増設や事業拡張に向けた
支援（補助金交付等）を積極
的に進めたことにより、市外
企業の新規立地及び市内企業
の増設や事業拡張、雇用の創
出拡大につながっており、目
標を大幅に上回っているた
め、「大変順調」と判断。

4,200人
(H25～
30年度)

27,315
新たな雇用創出数
（累計）

H29～31
年度の
累計
25％

―

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

分譲率
100％

（H33年
度）

300人
（H32年
度）

――

インターンシップ
参加人数

インターンシップ
参加者の地元就職
率

10,000

累計
25％

8,897

5,653

7,477

22,615

【評価理由】
　東京事務所や大阪事務所と
の連携を図り、市外企業の新
規立地及び市内企業の増設や
事業拡張、雇用の創出につな
がった。
　響灘エリアの誘致について
は、進出候補企業との誘致に
向けた協議、および産業団地
開発に向けた協議を関係会社
と連携し実施しており、「順
調」と判断。

【課題】
　大型の立地案件が減少して
いるが、今後とも東京事務所
や大阪事務所との連携を図る
ことにより、市外企業の新規
立地及び市内企業の増設や事
業拡張、雇用拡大につなげ
る。
　響灘エリアの誘致について
は、環境訴求力の高い産業団
地形成に向けて、エネルギー
コストの削減、食品残渣等の
リサイクルシステム構築に向
けた検討を行う。

順調

順調

人

順調

大変
順調

職
員

累計
25％

17,682 20,628

0.15

順調

【評価理由】
　複数企業から問合せがあ
り、協議進行中であることか
ら「順調」と判断。

【課題】
　スムーズな土地の分譲を行
えるよう、関係各課との連携
を図り、スピード感を持って
取組む必要がある。

　複数企業から問合せがあ
り、協議進行中であることか
ら「順調」と判断。

　インターンシップ実施企業
数は113社と前年度（115社）
と横ばいであり、参加人数も
目標人数を下回ったものの平
成28年度より3人増加してお
り、インターンシップ参加者
の地元就職率も着実に増えて
いることから「順調」と判
断。

5,800

2,9003,500 3,500

237,293

係
長3,2008,604

課
長

6,550

0.15

0.05

217人
（H27年
度）

330人
（H31年
度）

人

　自動車関連企業の進出が決
定するなど、複数社の進出候
補企業と個別具体的な提案・
協議を行ったことから「順
調」と判断。

企業立地促進事
業

535人
（H21年
度）

Ⅳ-1-
(3)-③ 
人材供
給、住環
境整備な
どの立地
支援

28

　市内学生を対象とし
たインターンシップを
実施するほか、対象者
に東京圏の大学生を加
えたインターンシップ
の仕組みづくりや、学
生受入に向けた地元企
業への支援を実施す
る。

Ⅳ-1-
(3)-② 
効果的な
優遇制
度、産業
基盤など
の充実

北九州空港跡地
産業団地整備事
業

　北九州空港跡地産業
団地の整備を行う。

Ⅳ-1-
(3)-①
成長性、
経済波及
効果の高
い産業の
重点的誘
致

響灘エリア未利
用エネルギー活
用誘致事業

26

　本市への企業立地を
さらに促進するため、
素材・部材産業や情報
通信産業の重点誘致産
業を中心に誘致活動の
強化を図る。

新たなビジネスに
おける雇用人数

企業
立地
支援
課

企業
立地
支援
課

　若松区響灘エリアへ
の企業集積を促進する
ため、個別企業のニー
ズに対応した誘致活動
を行う。

人

順調

25

　必要な土地の造成工事を進
めていく。

順調
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産業経済局

平成29年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H28年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.

事業評価の成果指標（目標・実績） H28年度H29年度

人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

目
標

小倉
8.3
黒崎
16.8

％

小倉
8.2
黒崎
16.6

％

実
績

小倉
6.6
黒崎
16.7

％

小倉
7.2
黒崎
18.6

％

達
成
率

小倉
120.5
黒崎
100.6

％

小倉
112.2
黒崎
88.0

％

目
標

小倉
144,110
黒崎
16,369

人

小倉
145,536
黒崎

16,531

人

実
績

小倉
147,598
黒崎
15,974

人

小倉
156,926
黒崎

13,773

人

達
成
率

小倉
102.4
黒崎
97.6

％

小倉
107.8
黒崎
83.3

％

目
標

30 ％ 30 ％
課
長

0.05 人

実
績

27.7 ％ 26.8 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

92.3 ％ 89.3 ％
職
員

0.20 人

目
標

30 ％ 30 ％
課
長

0.05 人

実
績

27.7 ％ 26.8 ％
係
長

0.10 人

達
成
率

92.3 ％ 89.3 ％
職
員

0.20 人

目
標

30 ％ 30 ％

実
績

27.7 ％ 26.8 ％

達
成
率

92.3 ％ 89.3 ％

目
標

16.3 ％ 16.3 ％

実
績

14.8 ％ 16.6 ％

達
成
率

109.2 ％ 87.8 ％

0.206,150

0.05

0.40

課
長

6,360

【評価理由】
　専門家の知見の活用や情報
発信の強化など、商店街の課
題に対応した用途で活用され
ている。また、県の補助事業
との併用など効果的に事業を
進めており、「順調」と判
断。

【課題】
　従来型の賑わいづくりにと
らわれず、SNSの積極的な活
用や若者の取込みなど、商店
街をとりまく環境の変化に対
応した取組みを行うことが必
要である。

【評価理由】
　小倉地区は空き店舗率、歩
行者通行量とも目標値を上
回っている。黒崎地区は両成
果指標とも未達であったが、
平成28年度より地元商業者と
協議してきたイベントを実施
したため、「順調」と判断。

【課題】
　黒崎地区における空き店舗
率の増加傾向及び歩行者通行
量の減少傾向。

　引き続き商店街とのコミュ
ニケーションを密にし、地元
のニーズや社会環境の変化に
応じた支援メニューの提案な
ど、効果的な活用に努める。

　街を取り巻く環境の変化に
対応した街のにぎわいづくり
に向けて、街の関係者と活発
な意見交換を行うとともに、
事業の効果測定を定期的に行
う。

Ⅳ-2-
(1)-①
中心市街
地の商業
振興

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

街なか商業魅力
向上事業

係
長

25

職
員

0.10

係
長

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　商店街の空き店舗へ
出店する方に賃借料等
の一部を補助（開業支
援事業、店舗運営事
業）。
　また、商店街・市場
の組合が空き店舗をコ
ミュニティー施設に活
用する場合に賃借料の
一部を補助（コミュニ
ティー支援事業）。

24.5％
（H22年
度）

市民アンケートで
「商店街や市場
（スーパーを除
く）を週1回以上利
用する」と答える
割合

小倉及び黒崎地区
商店街エリアの歩
行者通行量（人/
日）

29

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

順調

4,309

市民アンケートで
「商店街や市場
（スーパーを除
く）を週1回以上利
用する」と答える
割合

市内主要商店街の
空き店舗率

3,075

　商店街が実施する賑
わいづくりのためのイ
ベント、ガイドマップ
作成等の情報発信、共
同宅配事業などのソフ
ト事業について、立上
げ時の経費の一部を補
助。

3,618

30％
（H31年
度）

5,765

16.3％
未満

（H31年
度）

30％
（H31年
度）

小倉
8.0％
黒崎
16.5％

(H31年度)

1,614

30％
（H31年
度）

4,666

5,29110,647

1,873

課
長

市民アンケートで
「商店街や市場
（スーパーを除
く）を週1回以上利
用する」と答える
割合

24.5％
（H22年
度）

小倉及び黒崎地区
商店街エリアの空
き店舗率（％）

小倉
8.4％
黒崎
16.8％

(H27年度)

小倉
142,683人

黒崎
16,207人
(H27年度)

順調

人

人

　黒崎地区の成果指標は目標
を下回っているが、小倉地区
の歩行者通行量は目標値及び
昨年度を上回っていることか
ら「順調」と判断。

0.20

0.10

順調

順調

3,075

3,0752,458

9,214

職
員

商店街空き店舗
活用事業

Ⅳ-2-
(1)-② 
がんばる
商店街へ
の支援

商店街活性化計
画づくり支援事
業

31
商店街賑わいづ
くりスタート支
援事業

30

32

16.3％
（H25年
度）

小倉
148,390人

黒崎
16,855人
(H31年度)

順調人

人

人

人

　商店街の活性化に向
けた個店の経営力強化
や販売促進等の勉強会
への専門家派遣（無
料）や、商店街の活性
化基本計画の策定な
ど、商店街（小売市場
含む）が自ら行なう活
性化の取組に対して、
経費の一部を補助。

　「北九州市新成長戦
略」の「街なかのにぎ
わいづくり及び中心市
街地活性化」に位置づ
けられた小倉・黒崎地
区の商店街の活性化を
支援するため、
・商業活性化懇話会運
営事業
・フォローアップ調査
事業
を実施。

24.5％
（H22年
度）

順調

　専門家の知見の活用などに
より、商店街の課題解決に貢
献している。また、市民アン
ケートにおける商店街等を利
用する人の割合も目標を概ね
達成していることから「順
調」と判断。

　商店街でのイベントの開催
のほか、ウェブサイトの構築
やSNSを活用した情報発信な
ど、効果的な活用がなされて
いる。また、市民アンケート
における商店街等を利用する
人の割合も目標を概ね達成し
ていることから「順調」と判
断。

　制度活用件数（目標：7
件）は結果として4件となっ
たが、このほか採択後に辞退
した2件も予定通り開業をし
ているため、ほぼ目標を達成
していること、また、市民ア
ンケートの回答もほぼ横ばい
であることから「順調」と判
断。
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産業経済局

平成29年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H28年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.

事業評価の成果指標（目標・実績） H28年度H29年度

人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

目
標

30 ％ 30 ％

実
績

27.7 ％ 26.8 ％

達
成
率

92.3 ％ 89.3 ％

目
標

70 ％ 70 ％

実
績

84.4 ％ 100.0 ％

達
成
率

120.6 ％ 142.9 ％

目
標

5 人 5 人

実
績

8 人 4 人

達
成
率

160.0 ％ 80.0 ％

目
標

3,000 人 3,000 人

実
績

1,904 人 2,450 人

達
成
率

63.5 ％ 81.7 ％

目
標

5 人 5 人

実
績

12 人 27 人

達
成
率

240.0 ％ 540.0 ％

目
標

3,000 人 3,000 人

実
績

1,904 人 2,450 人

達
成
率

63.5 ％ 81.7 ％

　企業、大学、医療・
福祉機関、行政などが
連携し、健康・介護、
女性・若者、子育て・
教育等に対応したビジ
ネスや市民生活の質の
向上に貢献するビジネ
スを振興するため、民
間事業者からのビジネ
スプランの公募による
助成や、北九州市健
康・生活産業振興協議
会を核に、企業間の交
流や個別企業への具体
的支援、複数企業によ
るサービスのパッケー
ジ化を通して、新たな
ビジネスと雇用の創出
を図る。

　イベントの来場者数や新
サービス創出の助成事業への
応募数（目標：10件、実績：
8件）は目標に届かなかった
が、達成率は80％を超えてお
り、「健康・生活支援サービ
ス」の創出に寄与した。
　あわせて、助成事業による
雇用創出数も目標の80％を達
成しているため、「順調」と
判断。

大変
順調

人

課
長

3,075

0.20 人

人

0.50

0.30

係
長

0.20

　市内企業へのヒアリングに
より情報を収集し、事業者間
のマッチングやセミナーの開
催等の多様な支援を行い、新
たなサービスの創出を図って
いく。

　引き続き魅力あるセミナー
を続けるとともに、さらに具
体的な経営課題に対応できる
よう、個別訪問などを含ん
だ、より踏み込んだ商業者育
成を図っていく。

受講者アンケート
で「満足」又は
「大変満足」と答
えた割合

63.0％
（H25年
度）

いきいき健康生
活応援！新サー
ビス創出事業

商業人材育成事
業

　市内の商業・サービ
ス業に対して、販促ノ
ウハウなどの商業セミ
ナー等の実施を通し
て、経営力の向上を支
援する。

市民アンケートで
「商店街や市場
（スーパーを除
く）を週1回以上利
用する」と答える
割合

　健康・生活産業振興協議会
の新規会員を増やし、また企
業間のマッチングやセミナー
を開催したこと等により、新
規雇用の創出の目標を大幅に
達成することができたため、
「大変順調」と判断。

人

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　市民の健康や生活を
支援するための多様な
ニーズに応える新たな
「健康・生活支援サー
ビス」の創出を目的
に、民間事業者からの
ビジネスプランの公募
による助成施策や、イ
ベント、展示会への出
展、セミナーの開催な
どによる支援を行い、
「健康・生活支援サー
ビス」の振興を図る。

【評価理由】
　セミナー等への来場者数の
目標が未達成であるが、新規
雇用者数や新たなビジネスの
創出数が目標を達成し、高齢
者を中心とした健康・生活支
援ビジネス等の振興ができた
ため、「順調」と判断。

【課題】
　創出された健康・生活支援
ビジネスの現状や課題を聞き
取り、事業継続に向けた支援
を行っていく必要がある。

5,274

健康・生活産業の
創出に向け取組実
績(イベント・セミ
ナー等への来場者
数)

健康・生活産業に
おける雇用の創出
数

健康・生活産業分
野での新たなサー
ビス事業の事業化
による雇用創出数

健康・生活産業の
創出に向けた取組
実績(イベント・セ
ミナー等への来場
者数)

課
長

0.10

5人
（毎年
度）

30％
（H31年
度）

70％
（H31年
度）

2,885

3,000人
（毎年
度）

3,000人
（毎年
度）

人

0.05

順調

順調

順調

人

人

係
長

職
員

課
長

2,007 2,421

Ⅳ-2-
(2)-① 
高齢者を
中心とし
た健康・
生活支援
ビジネス
の推進

Ⅳ-2-
(1)-③ 
次代を担
う新しい
商業者の
創出・育
成

33

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

35
健康・生活産業
振興事業

6,9002,561

職
員

5,298

24.5％
（H22年
度）

4,862

2,353人
（H25年
度）

5人
（毎年
度）

5人
（H26年
度）

人

人

係
長

0.10

0.20

0.50

5人
（H26年
度）

4,531

2,353人
(H25年
度)

6,295

【評価理由】
　目標に対する実績は好調で
あるため、「順調」と判断。

【課題】
　魅力ある個店を増やし、さ
らなる商業・サービス産業の
活性化につながる取組みを行
う必要がある。

順調

　商店街や市場を週1回以上
利用している割合は、目標を
やや下回ったが、受講者への
アンケート調査で「大変満
足」・「満足」と回答した参
加者の割合が、100％であっ
たことから「順調」と判断。

34 9,050

職
員
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産業経済局

平成29年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H28年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.

事業評価の成果指標（目標・実績） H28年度H29年度

人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

目
標

5 人 5 人

実
績

12 人 27 人

達
成
率

240.0 ％ 540.0 ％

目
標

3,000 人 3,000 人

実
績

1,904 人 2,450 人

達
成
率

63.5 ％ 81.7 ％

目
標

400 人 400 人

実
績

406 人 475 人

達
成
率

101.5 ％ 118.8 ％

目
標

100 人 100 人

実
績

276 人 388 人

達
成
率

276.0 ％ 388.0 ％

目
標

25 人 25 人

実
績

72 人 118 人

達
成
率

288.0 ％ 472.0 ％

目
標

5 社 5 社

実
績

17 社 16 社

達
成
率

340.0 ％ 320.0 ％

人

3,576

健康・生活産業
振興事業

サービス産業振
興事業

　企業、大学、医療・
福祉機関、行政などが
連携し、健康・介護、
女性・若者、子育て・
教育等に対応したビジ
ネスや市民生活の質の
向上に貢献するビジネ
スを振興するため、民
間事業者からのビジネ
スプランの公募による
助成や、北九州市健
康・生活産業振興協議
会を核に、企業間の交
流や個別企業への具体
的支援、複数企業によ
るサービスのパッケー
ジ化を通して、新たな
ビジネスと雇用の創出
を図る。

　ICTを活用して既存
産業の高度化や新規事
業の創出、地域経済社
会の発展に資すること
を目的に設立された
ヒューマンメディア財
団と連携し、ICT産業
の振興に寄与するため
の施策を実施する。

講座の受講者延べ
人数

　引き続き、市内サービス事
業者の生産性向上に関する意
識向上を図るため、関係機関
と連携し、具体的な取組み支
援を行う。

　市内企業へのヒアリングに
よりニーズを収集し、事業者
間のマッチングやセミナーの
開催等の多様な支援を行い、
新たなサービスの創出を図っ
ていく。

40,179

健康・生活産業の
創出に向けた取組
実績(イベント・セ
ミナー等への来場
者数)

5人
（H26年
度）

市内サービス事業
者に対する取組み
支援件数 職

員

セミナー、講座の
参加人数（単年
度）

2,353人
（H25年
度）

大変
順調

人

0.60 人

課
長

5人
（毎年
度）

121人
（H27年
度）

200人
（H30年
度）

7社
(H30年
度以降
毎年度)

30人
(H30年
度以降
毎年度)

3,000人
（毎年
度）

2,559
係
長10,800

100人
（毎年
度）

3,234

大変
順調

人

大変
順調

大変
順調

　セミナー、講座の参加人数
が目標の25人を大きく上回る
118人であったため、「大変
順調」と判断。

　ICT技術をはじめ、第四次
産業革命における先端技術
（IoT/AI/BDなど）の習得に
向けた人材育成講座の開催、
ならびに地域課題解決に向け
たビジネスマッチングを開催
し、成果指標を達成したこと
から「大変順調」と判断。

0.05

【評価理由】
　ビジネスマッチングや事業
紹介セミナー及び実践型ICT
人材育成講座を開催し、成果
指標を達成していることから
「大変順調」と判断。

【課題】
　近年、急速に発展するデジ
タル関連技術に対応した人材
育成講座やビジネスマッチン
グを開催する必要がある。

人

人
大変
順調

1,450

職
員

係
長

係
長

課
長

Ⅳ-2-
(2)-② 
ソーシャ
ルビジネ
ス創出の
支援

Ⅳ-2-
(2)-③ 
サービス
産業の高
付加価値
の推進及
び情報通
信産業の
集積

新産
業振
興課

36

Ⅳ-2-
(2)-④
サービス
産業への
支援の充
実

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

0.40

0.20

人

人

0.05

課
長

人

2,561 0.204,531

情報産業振興事
業

健康・生活産業に
おける雇用の創出
数

41,57843,330

409人
（H27年
度）

38

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

セミナーの参加者
数

25人
（H26年
度）

5社
（H26年
度）

37

　サービス産業の生産
性向上のための啓発や
具体的な活動を支援す
ることにより、市内
サービス産業の競争力
向上を図る。

0.05

0.10

　健康・生活産業振興協議会
の新規会員を増やし、また企
業間のマッチングやセミナー
を開催したこと等により、新
規雇用の創出の目標を大幅に
達成することができたため、
「大変順調」と判断。

6,9004,862

職
員

0.50

【評価理由】
　健康・生活産業における雇
用者数が目標を大幅に達成
し、ソーシャルビジネス等創
出の支援ができているため、
「大変順調」と判断。

【課題】
　創出されたソーシャルビジ
ネスの現状や課題を聞き取
り、事業継続に向けた支援を
行っていく必要がある。

　ICT技術をはじめ、第四次
産業革命における先端技術が
習得でき、企業の生産性向上
や新たなビジネス展開に向け
た施策に取り組んでいく。

大変
順調

【評価理由】
　市内サービス事業者に対す
る取組み支援件数が目標を上
回り、生産性向上のための具
体的な活動支援を実施できた
ため、「大変順調」と判断。

【課題】
　個別具体的な取組みの支援
を通じて、生産性向上モデル
が継続していくようにフォ
ローアップしていく必要があ
る。
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産業経済局

平成29年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H28年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.

事業評価の成果指標（目標・実績） H28年度H29年度

人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

目
標

3 人 3 人

実
績

1 人 1 人

達
成
率

33.3 ％ 33.3 ％

目
標

30 件 35 件

実
績

27 件 32 件

達
成
率

90.0 ％ 91.4 ％

目
標

15
億
円

15.7
億
円

課
長

0.20 人

実
績

15
億
円

18
億
円

係
長

0.40 人

達
成
率

100.0 ％ 114.6 ％
職
員

0.80 人

目
標

24 件 28 件

実
績

27 件 28 件

達
成
率

112.5 ％ 100.0 ％

目
標

26 ％ 27 ％

実
績

34.1 ％ 35.3 ％

達
成
率

131.2 ％ 130.8 ％

目
標

課
長

0.05 人

実
績

0 ha
係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.50 人

5,500

有毛浜田地区ほ
場整備事業

6次産業化推進事
業

直売所等の販売額
（億円）

　新たな農業従事者の
育成や、営農組織・認
定農業者等への経営診
断及び活動支援などを
行い、農業分野におけ
る担い手を育成・確保
する。

　若松区有毛浜田地区
において、農業の生産
基盤としてほ場整備を
行い、耕作放棄地の解
消や耕地集積・集約化
を進め、また担い手の
確保に取り組むととも
に、稲作等から高収益
作物への転換を行う。

6次産業化の取組に
よる雇用増（累
計）

3,724

6,325
基盤整備面積
（ha）

展示商談会出展に
おける商談成立件
数（累計）

10,303

―

10,486

本市目標所得を達
成した認定農業者
の割合

1件
（H25年
度）

16億円
（H32年
度）

40件
（H32年
度）

30％
（H32年
度）

4.5ha
（H32年
度）

14億円
（H23年
度）

35件
（H32年
度）

　市内の農林水産業の
応援団として、地産地
消サポーター制度を運
営する。生産者、消費
者、飲食・販売店、加
工・製造業の各サポー
ターへの情報提供を行
い、交流や連携の促進
を図り、地産地消を推
進する。
　また、イベント等で
積極的に市内産農林水
産物の消費宣伝を行う
とともに農林水産物や
直売所等をPRするパン
フレット等により、市
民への周知を図る。

　農林漁業者が「自ら
生産物の加工・販売」
を行う6次産業化や、
商工業者との連携によ
り新商品を開発する
「農商工連携」などに
より、生産物の付加価
値を向上させ、所得の
向上や地域の活性化を
図る取組みを支援す
る。

3人
（H32年
度）

5件
（H22年
度）

―

Ⅳ-2-
(3)-② 
農林水産
業の生産
基盤の整
備や担い
手の育成

8,954

9,046

―

4,235

11,600

20,584

　基盤整備を行うための基本
計画は予定どおり終了した。
　しかし、地元より平成30年
度に創設される別事業に移行
したいとの要望があったた
め、県や地元との協議に不測
の日数を要しており、「やや
遅れ」と判断。

順調

　雇用は目標に達していない
ものの、展示商談会出展にお
ける商談成立件数は9割の目
標達成となったことから「順
調」と判断。

順調

順調

人

0.50

42

人づくり担い手
対策事業

食の
魅力
創
造・
発信
室

Ⅳ-2-
(3)-① 
地元産品
の６次産
業化など
ビジネス
化の推進

41

職
員

係
長

【評価理由】
　展示商談会出展における商
談成立、さらに直売所の販売
額なども一定の成果を収めて
いるため、「順調」と判断。

【課題】
　生産者の生産業が忙しく、
6次産業までの経営拡大に繋
げる方がいない。

人

0.30 人

順調

やや
遅れ

0.10

0.20

　経営診断等の実施は、目標
を下回った（目標：36人、実
績：34人）ものの、達成率は
94.4％と良好であり、他の目
標も達成できているため、
「順調」と判断。

0.80

人

人

順調

　直売所等の販売額が目標を
上回っていることから「順
調」と判断。

9,150

課
長

課
長

人

地元いちばん・
地産地消推進事
業

農林
課

40

8.8％
（H22年
度）

0人
（H25年
度）

9,050

―

農林
課

食の
魅力
創
造・
発信
室

39

職
員

9,720

11,485

市内で新規就農し
た者

　イベント等での市内農林水
産物や6次産品の消費宣伝、
認知度向上を図る。
　また、セミナーや研修会等
を通じて、6次産業化の取組
みをPRする。

12,300

係
長

0.20

　人づくり担い手対策事業
は、農業者と密に連携して、
農業分野における担い手の育
成・確保について一層の推進
を図っていく。
　また、有毛浜田地区ほ場整
備事業については、効率の良
いほ場整備の実現に向け、平
成31年度に詳細設計を行って
いく予定である。

【評価理由】
　市内で新規就農した人数、
および目標所得を達成した認
定農業者の割合は、ともに目
標を達成した。
　また、有毛浜田地区ほ場整
備についても予定どおり基本
計画が完了したため、「順
調」と判断。

【課題】
　有毛浜田地区のほ場整備に
ついては、完成後のほ場の担
い手となる地元協議が課題と
なっている。地元地権者の
100％合意に向け、鋭意交渉
をすすめていく。
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産業経済局

平成29年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H28年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.

事業評価の成果指標（目標・実績） H28年度H29年度

人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

目
標

300 ｔ 300 ｔ
課
長

0.02 人

実
績

297 ｔ 300 ｔ
係
長

0.05 人

達
成
率

99.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.10 人

目
標

4,300 t 4,300 t
課
長

0.20 人

実
績

3,980 t
係
長

0.95 人

達
成
率

92.6 ％
職
員

1.35 人

目
標

320
千
人

320
千
人

実
績

353
千
人

285
千
人

達
成
率

110.3 ％ 89.1 ％

目
標

75 ％ 75 ％

実
績

77.2 ％ 73.3 ％

達
成
率

102.9 ％ 97.7 ％

4,069t
（H26
年）

総合農事セン
ター管理運営事
業

農林
課

　管理されていない竹
林の増加により、森林
景観の悪化や保水力の
低下による災害の危険
性が問題となってい
る。このような竹林の
拡大防止のため、管理
竹林への再生を行う。
さらに、竹の粉砕機を
市民に無料で貸し出し
を行っている。

放置竹林対策事
業

　総合農事センター
は、「農業の振興」、
「市民と農業の接
点」、「憩いの場の提
供」を基本方針とし
て、都市型農業の振興
を図るために農業に関
する試験研究や展示栽
培など営農問題の解決
の一翼を担うほか、市
民に農業を紹介し、学
び、理解を深める施設
として運営する。

人

人

400千人
（H34年
度）

21,925

1,480

38,25066,335

　人と自然が共生し、
豊かな水産資源と生物
多様性を持ち、市民が
海とふれあえる沿岸環
境を実現するため、
「里海づくり」を推進
する。藻場・干潟の再
生、漁場の整備、魚介
類の放流などを行い、
豊饒な海をつくり、漁
業経営の安定化を図る
とともに、市民に新鮮
で安全・安心な水産物
を持続的に供給する。

総合農事センター
の認知度

56,714

人

　成果指標の入場者数の減少
は、天候不順など外部要因に
よるもので認知度も含め昨年
度よりやや低下したものの、
試験研究等の課題数(目標：
20件、実績：22件）や職場体
験等の受入数(目標：600人、
実績：781人)は目標を達成し
たため、「順調」と判断。

―

400t
(H30年
度以降
毎年度)

総合農事センター
入場者数

4,300t
（毎年、
H28-H32）

市内水産物の年間
漁獲量

係
長

課
長

1.00

0.50

11月頃
公表予定

―

80.0％
（H32年
度）

72.4％
（H27年
度）

水産
課

活用された竹材量

312千人
（H23年
度）

6,000 5,124

59,050

111,786

　藻場の造成面積（目標：
103,273㎡、実績：105,742
㎡）や種苗放流数（目標：
1,400万匹、実績：1,480万
匹）は目標を達成しており、
漁獲量の達成率も92.6％（平
成28年度）であるため、「順
調」と判断。

順調

3.00

順調

職
員

117,387

総合
農事
セン
ター

44

45

Ⅳ-2-
(3)-④ 
農林水産
業と市民
との交流

順調

43

Ⅳ-2-
(3)-③
環境に配
慮した農
林水産業
の推進

92,022
里海づくり推進
事業

順調

順調5,377

　伐採された竹材量（目標：
300ｔ、実績：300ｔ）、竹粉
砕機の貸し出し件数（目標：
10回、実績：13回）及び活用
された竹材量が、目標を達成
したため、「順調」と判断。

【評価理由】
　放置竹林対策について、伐
採搬出された竹材量、および
その活用された竹材量ともに
目標値を達成できた。
　また、里海づくり推進事業
についても、藻場の造成面積
は目標を達成でき、水産物の
年間漁獲量もほぼ目標を達成
できたため、「順調」と判
断。

【課題】
　竹の搬出に関しては一定の
成果が得られたが、さらに安
定した集材システムの構築を
行い、民間ベースでの事業化
に結びつけることが必要とな
る。
　また、水産物の供給につい
ては、自然環境の変化による
漁獲量の減少や、魚種の変化
への対応が必要である。

　放置竹林対策については、
事業内容の見直しを行い、新
たな事業目標の達成に向け
「説明会の実施」や「周知活
動」に取り組み、より効率的
な対策を講じられるよう事業
を促進する。
　また里海づくりは、自然環
境の変化に左右されずに、市
民に安全・安心な水産物を安
定的に供給するため、藻場・
干潟の再生、漁場の整備、魚
介類の放流などを継続して取
り組んでいく。

　指定管理者制度の導入によ
り、にぎわいづくりを進め来
場者数の増加や認知度アップ
に向けた取組を指定管理者と
連携して進めていく。また、
制度導入による業務全体の見
直しを行いながら、試験研究
等については目標達成に向け
て充実を図る。

【評価理由】
　試験研究等の課題数や職場
体験の受入数は、確実に目標
を達成しており、成果指標の
低下も若干であるため、「順
調」と判断。

【課題】
　平成30年度から指定管理者
制度を導入した。試験栽培等
は今まで通り市直営で行う
が、園芸講座等は指定管理者
の業務に、また、成果指標の
うち入場者数は、指定管理者
の活動目標となるなど、今後
の評価方法について抜本的に
検討する必要がある。
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産業経済局

平成29年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H28年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.

事業評価の成果指標（目標・実績） H28年度H29年度

人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

目
標

4,300 t 4,300 t
課
長

0.25 人

実
績

3,980 t
係
長

0.25 人

達
成
率

92.6 ％
職
員

2.45 人

目
標

3,069
千
円

3,048
千
円

実
績

3,192
千
円

2,605
千
円

達
成
率

96.0 ％ 114.5 ％

目
標

600 件 600 件

実
績

1,294 件 864 件

達
成
率

56.0 ％

目
標

20.0 ％ 28.0 ％
課
長

0.10 人

実
績

56.0 ％ 48.4 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

280.0 ％ 172.8 ％
職
員

0.40 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.50 人

老朽ため池災害
対策事業

市民からの野生鳥
獣の相談件数

農作物生産振興
対策事業

有害野生鳥獣被
害対策事業

　漁業活動の効率化や
防災機能の強化を図る
ため、水産物供給基盤
（防波堤、岸壁、護
岸、航路、泊地、桟
橋、道路など）を整備
する。

水産
課

水産物供給基盤
整備事業（補
助）

―

60％
（H32年
度）

3,000

23,750359,173

978件
（H26年
度）

―

イノシシによる農
作物被害額

12,591

農作物の安全・安
心確保（GAP〔農業
生産工程管理〕に
取り組む生産組織
の割合）

　イノシシ･サルなど
の野生鳥獣による市街
地や農作物被害に対応
するため、わなや銃に
よる捕獲や追払いのほ
か、市民相談や現地対
応、市民啓発等を実施
する。

　農業者が農薬に関す
る正しい知識を理解
し、適正に使用し、安
全な農産物を生産する
状態にする。

　緊急性の高い市有ため池か
ら順次現況調査を実施した。
平成29年度は、当初の予定ど
おり50箇所の調査が完了した
ため、「順調」と判断。

　漁港施設整備累計延長は、
目標の2,100mに対して
100.8％（2,116m)まで達成し
ており、漁獲量も92.6％（平
成28年度）であるため、「順
調」と判断。

順調

順調

0.30 人

0.40

0.30

人

順調

大変
順調

ため池の利用状況
等現状調査の進捗
率（％）

312,321
市内水産物の年間
漁獲量

3,048千円
/年以下

(H30年度)

12％
（H27年
度）

―

4,069t
（H26
年）

係
長

2,950

6,150

課
長

246,700

9091,549

―

1000件/年
以下

(H32年度)

―

―

単年度目標
設定なし

7,252千円
(H22年度)

農林
課

　災害によるため池の
決壊を防止するため、
ため池の調査を実施
し、改修等の対策を講
じる。

農林
課

鳥獣
被害
対策
課

49
100％

（H31年
度）

1,865

13,63015,475

人

　相談件数は昨年度より減少
しており、農作物被害額及び
イノシシの捕獲頭数（目標：
700頭、実績：773頭）が、目
標を達成したため、「順調」
と判断。

　GAPに取り組む生産組織の
割合が目標を大幅に上回って
いるため、「大変順調」と判
断。

順調

職
員

9,700

4,300t
（毎年、
H28-H32）

48

46

Ⅳ-2-
(3)-⑤ 
農林水産
業の危機
管理体制
の確立、
防災機能
の強化

6,325

11月頃
公表予定

47

　水産物供給基盤整備事業
は、「漁港施設機能保全計
画」を基に、既存施設の長寿
命化、機能保全の推進を行
い、危機管理体制の確立、防
災機能強化に引き続き取り組
んでいく。
　また、有害野生鳥獣被害対
策事業については、イノシシ
等の捕獲や追い払いを継続し
て行くとともに、野生鳥獣に
対する理解をさらに高めてい
く。
　さらに、農作物生産振興対
策について、「GAP」は農作
物の消費者はもちろん、生産
者の安全・安心においても大
変重要な取り組みであるた
め、この継続と更なる普及を
図っていく。
　そして、老朽ため池災害対
策事業においては、平成31年
度にすべての市有ため池の調
査を完了させ、災害を未然に
防止する対策を講じる。

【評価理由】
　災害による「ため池」決壊
防止のための現況調査は、緊
急性の高い箇所から実施し、
当初の予定どおり50箇所が終
了した。
　また、水産物供給基盤整備
事業は、防災機能の強化にお
いて施設整備で一定の成果を
収めており、有害野生鳥獣対
策においても、農作物被害
額・捕獲頭数ともに目標を達
成している。
　さらに、農業生産工程管理
（GAP）の取り組みを行う生
産組織の割合も目標を上回っ
ているため、「順調」と判
断。

【課題】
　水産物の供給基盤の整備に
ついては、漁港施設の整備だ
けでなく、既存施設の維持管
理の推進が必要である。
　また、有害野生鳥獣対策に
ついては、市民に対して野生
鳥獣に対しての正しい理解を
高めるよう啓発活動を行って
いく必要がある。
　さらに、未調査の市有ため
池100箇所についても引き続
き調査を実施し、災害未然防
止に努める必要がある。
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平成29年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H28年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.

事業評価の成果指標（目標・実績） H28年度H29年度

人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

目
標

1,740 人 1,780 人

実
績

1,623 人 1,397 人

達
成
率

93.3 ％ 78.5 ％

目
標

354 人 350 人

実
績

175 人 331 人

達
成
率

49.4 ％ 94.6 ％

目
標

400 人 600 人 課
長

0.05 人

実
績

305 人 536 人 係
長

0.10 人

達
成
率

76.3 ％ 89.3 ％ 職
員

0.84 人

目
標

400 人 600 人
課
長

0.05 人

実
績

305 人 536 人 係
長

0.10 人

達
成
率

76.3 ％ 89.3 ％ 職
員

0.84 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

7 社 係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.20 人

単年度目標
設定なし

142人
（H27年
度）

ものづくり中小
企業・女性職場
環境改善支援事
業

―

　助成件数が目標値を上回っ
た（目標：6件、実績：7件）
ため、「順調」と判断。

18社
(H29～
31年度)

3,000

7,000

13,008

　地元企業情報の提
供・マッチングの機会
の創出、地元企業の若
年者採用支援を行い、
市内外の学生の地元企
業への就職と市内定住
の促進を図る。

　ものづくり分野での
女性の人材確保や定着
を支援するため、市内
の中小製造業者・建設
業者が女性専用設備
（トイレ、更衣室、休
憩室等）の設置など、
女性が働きやすい職場
環境の改善に取り組む
際に、必要な経費の一
部を助成する。

職
員

29,164

係
長

27,554

人

人

順調

1,682人
（H26年
度）

合同会社説明会
参加者数

　いわゆる「売り手市場」で
企業の人材確保が厳しい状況
の中、会社合同説明会参加者
数は目標値に達しなかったも
のの、一定の参加者数は確保
できた。
　バスツアー参加者数は目標
値にわずかに届かなかった
が、前年度より156人上回っ
たため、「順調」と判断。

0.05

順調

0.95

　学生を含む若い世代のU・I
ターン就職に向けた広報とし
て、ブログやライフシミュ
レーションを搭載したサイト
の閲覧数は目標を超えており
（目標：1,000,000pv、実
績：1,822,313pv）、過去最
高数値を記録したU・Iターン
就職者のうち、20代の数値は
前年度のほぼ倍となっている
ことから「順調」と判断。

人

課
長

順調

順調

順調 　中小企業をはじめとする企
業の人手不足感は引き続き高
い状況にある。市内外の求職
者、特に学生や第二新卒に市
内企業の情報を確実に届けら
れるように取り組む必要があ
る。
　ものづくり中小企業・女性
職場環境改善支援事業は、今
後も引き続き、市内中小企業
のニーズを充足しつつ、より
効率的に事業を実施するよう
に努める。

【評価理由】
　平成30年3月の有効求人倍
率が1.5倍を超え、企業の人
材不足は高まっている。会社
合同説明会の開催やU・Iター
ン事業でのマッチングにより
一定の成果はあがっている。
　また、ものづくり中小企
業・女性職場環境改善支援事
業については、事業件数が目
標を達成しているため、「順
調」と判断。

【課題】
　引き続き、求職者の希望す
る職種と人手不足の状況にあ
る職種のミスマッチは存在す
る。各取組みを通じて、求職
者の希望以外の企業の良さや
魅力を伝えらえるように取り
組む必要がある。
　ものづくり中小企業・女性
職場環境改善支援事業につい
ては、多様化する市内中小企
業のニーズに効率的かつ効果
的に対応することが求められ
る。

0.35

7,875

7,875

1,000人
(H27～
31年度)

1,000人
(H27～
31年度)

6,722

24,550

2,467 ― 3,075

426人
（H26年
度）

1,820人
（H31年
度）

142人
（H27年
度）

地元企業見学バス
ツアー参加者数

　本市へのＵ・Ｉター
ン就職希望者に対する
地元企業の求人情報の
提供や転職相談、職業
紹介等の支援を総合的
に実施する。
　また、若年人材等の
地元への還流を促進す
るため、学生等に対す
るＵ・Ｉターン就職活
動支援の拡充を図る。

雇用
政策
課

Ｕ・Ｉターン就職
者数（H27年度から
の累計）

Ｕ・Ｉターン就職
者数（H27年度から
の累計）

助成金を活用する
企業数

雇用
政策
課

雇用
政策
課

中小
企業
振興
課

53

　既存のＵ・Ｉターン
就職支援の取組みに加
え、ライフシミュレー
ションの作成や市内企
業PRブログの作成等に
より、本市で働きたい
方のＵ・Ｉターン就職
促進を図る。

17,97820,790

－

集まれ若者！キ
タキュー就職促
進事業

51

北九州で働こ
う！Ｕ・Ｉター
ン応援プロジェ
クト

Ⅳ-3-
(1)-① 
中小企業
の人材不
足への対
応

ハッピーライ
フ・ハッピー
ワーク事業

50

52

11,200

―

　20代のU・Iターン就職者数
は前年度よりも大きく伸びた
ことにより過去最高の231人
となった。U・Iターン事業登
録者数は就職決定者数が増加
すると減少するため、目標を
やや下回っている（目標：
1,000人、実績：927人）。
　しかしながら、就職決定者
の累計数が3年目までの累計
で約9割を達成したことから
「順調」と判断。
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産業経済局

平成29年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H28年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.

事業評価の成果指標（目標・実績） H28年度H29年度

人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

目
標

400 人 600 人 課
長

0.05 人

実
績

305 人 536 人 係
長

0.10 人

達
成
率

76.3 ％ 89.3 ％ 職
員

0.84 人

目
標

1,200 人 1,200 人
課
長

0.13 人

実
績

1,122 人 1,231 人
係
長

0.45 人

達
成
率

93.5 ％ 102.6 ％
職
員

0.40 人

目
標

400 人 600 人 課
長

0.05 人

実
績

305 人 536 人 係
長

0.10 人

達
成
率

76.3 ％ 89.3 ％ 職
員

0.84 人

目
標

実
績

21.3 ％ 22.4 ％

達
成
率

85.2 ％ 89.6 ％

目
標

230 人 260 人

実
績

223 人 226 人

達
成
率

97.0 ％ 86.9 ％

Ⅳ-3-
(1)-②
地域企業
のニーズ
に沿った
人材育
成・確保
の促進

ハッピーライ
フ・ハッピー
ワーク事業

24,550

7,000

71,469

29,164

10,000

1,000人
(H27～
31年度)

27,554

　既存のＵ・Ｉターン
就職支援の取組みに加
え、ライフシミュレー
ションの作成や市内企
業PRブログの作成等に
より、本市で働きたい
方のＵ・Ｉターン就職
促進を図る。

人

順調

　インターンシップ実施企業
数は113社と前年度（115社）
と横ばいであり、参加人数も
目標人数を下回ったものの平
成28年度より3人増加してお
り、インターンシップ参加者
の地元就職率も着実に増えて
いることから「順調」と判
断。

人

順調

職
員

【評価理由】
　求職者有利の雇用情勢のた
め相談窓口の利用者は減少傾
向にあるが、カウンセリング
利用者数は概ね、就職決定者
数は目標を達成していること
から「順調」と判断。

【課題】
　求職者有利の就職状況にあ
り、仕事を選ばなければ就職
することはできる状況にある
ものの、「希望する職種」と
「求人がある職種」のミス
マッチは存在している。求職
者に対し、カウンセリングや
職場体験などを通じ、市内企
業で働く魅力を伝え、希望す
る職種・業種を増やす必要が
ある。

0.05

Ｕ・Ｉターン就職
者数（H27年度から
の累計）

77,272

6,722 ―

8,897

インターンシップ
参加人数

係
長

課
長

　平成30年3月の有効求人倍
率が1.5倍を超えるなど、求
職者有利の就職状況において
も、カウンセリング利用者数
は概ね目標を達成し（目標：
13,500人、実績：12,896
人）、成果指標の就職決定者
数は過去最高数値であること
から「順調」と判断。

順調

順調

　20代のU・Iターン就職者数
は前年度よりも大きく伸びた
ことにより過去最高の231人
となった。U・Iターン事業登
録者数は就職決定者数が増加
すると減少するため、目標を
やや下回っている（目標：
1,000人、実績：927人）。
　しかしながら、就職決定者
の累計数が3年目までの累計
で約9割を達成したことから
「順調」と判断。

0.15

　学生を含む若い世代のU・I
ターン就職に向けた広報とし
て、ブログやライフシミュ
レーションを搭載したサイト
の閲覧数は目標を超えており
（目標：1,000,000pv、実
績：1,822,313pv）、過去最
高数値を記録したU・Iターン
就職者のうち、20代の数値は
前年度のほぼ倍となっている
ことから「順調」と判断。

71,800

1,000人
(H27～
31年度)

330人
（H31年
度）

累計
25％

217人
（H27年
度）

H29～31
年度の
累計
25％

8,604

8,995

累計
25％

インターンシップ
参加者の地元就職
率

142人
（H27年
度）

21.6％
(H24～27
年度累計)

　若年者の就業支援の
拠点として「若者ワー
クプラザ北九州」及び
「若者ワークプラザ北
九州・黒崎」におい
て、就業相談、セミ
ナー、職業紹介等を実
施し、若年者の就業を
促進する。

1,102人
（H26年
度）

Ｕ・Ｉターン就職
者数（H27年度から
の累計）

就職決定者数

雇用
政策
課

　市内学生を対象とし
たインターンシップを
実施するほか、対象者
に東京圏の大学生を加
えたインターンシップ
の仕組みづくりや、学
生受入に向けた地元企
業への支援を実施す
る。

142人
（H27年
度）

雇用
政策
課

　本市へのＵ・Ｉター
ン就職希望者に対する
地元企業の求人情報の
提供や転職相談、職業
紹介等の支援を総合的
に実施する。
　また、若年人材等の
地元への還流を促進す
るため、学生等に対す
るＵ・Ｉターン就職活
動支援の拡充を図る。

1,200人
（H31年
度）

0.15

人

順調

7,875

56

北九州で働こ
う！Ｕ・Ｉター
ン応援プロジェ
クト

54

若者ワークプラ
ザ北九州運営事
業

57

55

雇用
政策
課

地方創生イン
ターンシップ事
業

雇用
政策
課

7,875

　中小企業をはじめとする企
業の人手不足感は引き続き高
い状況にある。市内外の求職
者、特に学生や第二新卒に市
内企業の情報を確実に届けら
れるように取り組む必要があ
る。

3,200
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産業経済局

平成29年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H28年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.

事業評価の成果指標（目標・実績） H28年度H29年度

人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

目
標

1,200 人 1,200 人
課
長

0.13 人

実
績

1,122 人 1,231 人
係
長

0.45 人

達
成
率

93.5 ％ 102.6 ％
職
員

0.40 人

目
標

400 人 600 人 課
長

0.05 人

実
績

305 人 536 人 係
長

0.10 人

達
成
率

76.3 ％ 89.3 ％ 職
員

0.84 人

目
標

1,200 人 1,800 人
課
長

0.06 人

実
績

1,272 人 1,911 人
係
長

0.60 人

達
成
率

106.0 ％ 106.2 ％
職
員

0.60 人

目
標

200 件
課
長

0.10 人

実
績

244 件
係
長

1.20 人

達
成
率

122.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

200 件
課
長

0.10 人

実
績

244 件
係
長

1.20 人

達
成
率

122.0 ％
職
員

0.30 人

26,750

3,000人
（H27～
31年度
累計）

500件
（H31年
度）

61

60

　高年齢者就業支援セ
ンターを拠点として、
高年齢者に対し就業支
援を実施する。また、
就業に関連するセミ
ナーを実施する。

シニア活躍！セ
カンドキャリア
支援プロジェク
ト

雇用
政策
課

中高年齢者雇用
環境づくり事業

雇用
政策
課

62
シニアインター
ンシップ・お試
し転勤事業

　セカンドキャリア支
援に関するマッチング
を効果的に実施するた
めの仕組みづくりを行
う。

　若年者の就業支援の
拠点として「若者ワー
クプラザ北九州」及び
「若者ワークプラザ北
九州・黒崎」におい
て、就業相談、セミ
ナー、職業紹介等を実
施し、若年者の就業を
促進する。

―
500件

（H31年
度）

順調

順調

　中高年齢者のマッチング数
が目標に達しており、「順
調」と判断。

　20代のU・Iターン就職者数
は前年度よりも大きく伸びた
ことにより過去最高の231人
となった。U・Iターン事業登
録者数は就職決定者数が増加
すると減少するため、目標を
やや下回っている（目標：
1,000人、実績：927人）。
　しかしながら、就職決定者
の累計数が3年目までの累計
で約9割を達成したことから
「順調」と判断。

順調

首都圏等における
セカンドキャリア
転職希望者と市内
企業が求める人材
との年間仲介件数

71,469

34,873

9,700

2,000 ―

24,550

1,200人
（H31年
度）

就職決定者数

順調

　北九州市高年齢者就業支援
センターとシニア・ハロー
ワーク戸畑が連携し、引き続
き「シニア・ハローワーク」
として中高年齢層向けの求人
の掘り起こしや中高年齢者求
職者の経験・希望職種等の詳
細情報を共有し集約すること
で、効果的・効率的なマッチ
ングを図り、地元の中高年齢
者の転職や再就職の要望に応
えていく。
　また、セカンドキャリア支
援プロジェクトについては、
東京事務所を活用したセミ
ナーの実施、委託事業者の別
部門が実施している再就職者
支援の取り組みとも連携を図
る等、更なる事業推進が必要
である。

　若者の就職相談窓口とし
て、引き続き利用者の増加を
図るにあたり、学生や第二新
卒などの利用増加に向けた取
組みの強化や幅広く市内企業
の魅力を伝える取組みの実施
が必要である。

【評価理由】
　平成30年3月の有効求人倍率
が1.5倍を超え、企業の人材不
足は高まっている。会社合同説
明会の開催やU・Iターン事業で
のマッチングにより、若年者の
就業意識の啓発や能力開発・就
職活動への支援について、一定
の成果があがっていることから
「順調」と判断。

【課題】
　引き続き、求職者の希望する
職種と人手不足の状況にある職
種のミスマッチは存在する。各
取組みを通じて、求職者の希望
以外の企業の良さや魅力を伝え
らえるなど若年者の就職活動の
支援に取り組む必要がある。

【評価理由】
　景気好況により北九州市高
年齢者就業支援センターの延
べ利用者数が減少した。しか
しながら、シニア・ハロー
ワーク戸畑等の就業支援機関
との連携強化の取組みによ
り、就職決定者数が過去最高
となったことから「順調」と
判断。

【課題】
　高年齢者等の様々な就業
ニーズに応えていく幅広い就
業支援の効果が出ているもの
の、職種ごとの就職率につい
ては偏っており、今後、求職
者の希望する条件に沿った求
人ニーズを掘り起こすことが
重要である。
　また、セカンドキャリア支
援プロジェクトについては、
1つでも多くの成立を目指す
ために成功事例を活用したPR
など積極的な事業推進を実施
していく必要がある。

順調

順調

　首都圏等におけるセカンド
キャリア転職希望者と市内企
業が求める人材との年間仲介
件数が目標に達しており、
「順調」と判断。

順調

15,400

15,400

　平成30年3月の有効求人倍
率が1.5倍を超えるなど、求
職者有利の就職状況において
も、カウンセリング利用者数
は概ね目標を達成し（目標：
13,500人、実績：12,896
人）、成果指標の就職決定者
数は過去最高数値であること
から「順調」と判断。

7,875

77,272

Ｕ・Ｉターン就職
者数（H27年度から
の累計）

142人
（H27年
度）

―

雇用
政策
課

　本市へのＵ・Ｉター
ン就職希望者に対する
地元企業の求人情報の
提供や転職相談、職業
紹介等の支援を総合的
に実施する。
　また、若年人材等の
地元への還流を促進す
るため、学生等に対す
るＵ・Ｉターン就職活
動支援の拡充を図る。

Ⅳ-3-
(2)-③
能力や意
欲を活か
した中高
年齢者や
障害のあ
る人の就
業促進

566人
（H26年
度）

首都圏等における
セカンドキャリア
転職希望者と市内
企業が求める人材
との年間仲介件数

1,102人
（H26年
度）

中高年齢者のマッ
チング数
(累計）

27,554

1,000人
(H27～
31年度)

59

58

雇用
政策
課

雇用
政策
課

Ⅳ-3-
(2)-① 
若年者の
就業意識
の啓発や
能力開
発・就職
活動への
支援

北九州で働こ
う！Ｕ・Ｉター
ン応援プロジェ
クト

若者ワークプラ
ザ北九州運営事
業

53

24,024

　セカンドキャリア転職希望
者と市内企業が求める人材と
の年間仲介件数が目標を達成
していることや、求職者と企
業の面談が多く実施されてい
ることから、一定の成果が
あったものと考え、「順調」
と判断。

71,800

39,969 38,107 11,190

8,995

　「セカンドキャリア
支援プロジェクト」の
効果を高めるため、市
内企業での就労体験と
して「シニアインター
ンシップ・お試し転
勤」をモデル実地する
もの。

29,164
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産業経済局

平成29年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H28年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.

事業評価の成果指標（目標・実績） H28年度H29年度

人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

目
標

3

社
・
団
体

課
長

0.20 人

実
績

3

社
・
団
体

係
長

0.30 人

達
成
率

100.0 ％
職
員

0.40 人

目
標

264 件 276 件

実
績

286 件 307 件

達
成
率

108.3 ％ 111.2 ％

目
標

22
億
円

22
億
円

実
績

25
億
円

25
億
円

達
成
率

113.6 ％ 113.6 ％

目
標

2,460
万
人

2,460
万
人

実
績

2543.3
万
人

2532.4
万
人

達
成
率

103.4 ％ 102.9 ％

目
標

130
万
人

130
万
人

実
績

177.5
万
人

186.2
万
人

達
成
率

136.5 ％ 143.2 ％

係
長

職
員

0.60

職
員

2,460万人
(毎年)

人

1,000

130万人
(毎年)

134,429

300件
（H31年
度）

12,275

　北九州空港と定期便
のある首都圏や九州新
幹線・山陽新幹線の沿
線都市からの観光客誘
客を目的に、国内の旅
行エージェントへ旅行
商品造成の働きかけを
中心としたセールス活
動を行う。

国際会議等ＭＩ
ＣＥ事業の推進

　キーパーソン等へ本
市の優位性（アクセ
ス・施設・助成金）な
どをPRするなどの誘致
活動を展開することに
より、本市での国際会
議・大会等のMICE開催
を目指す。

有楽町で食べま
しょう～「食」
を通じた北九州
プロモーション
事業～

観光プロモー
ション推進事業

観光
課

64
MICE
推進
課

　「食の魅力」をより
効果的に発信していく
ため、市内での集客力
の高いイベントへ出展
し、市内外の来場者に
対し地元の魅力を伝え
る他、首都圏のＰＲ拠
点となる本市東京事務
所を活用し、全国でも
負けない個性的な食品
についての情報発信を
行う。

6社・団体
(H31年度)

183件
（H20年
度）

22億円
（毎年
度）

人

順調

人

0.70

　MICE開催件数、経済効果等
については目標値を達成し、
大規模な国際会議の開催に成
功するなど大きな成果を上げ
たため、「順調」と判断。

0.65

0.10

―1,289

経済効果

―

2,242万人
(H23年)

順調

【評価理由】
　国際会議等MICE事業の推進
については、MICE開催件数
等、目標を達成している。
　観光プロモーション推進事
業については、国内での観光
プロモーションの推進におい
て、一定の成果を収めている
ため、「順調」と判断。

【課題】
　国際会議等MICE事業の推進
については、MICEの大都市圏
への集中や、周辺他都市にお
ける展示場やコンベンション
施設の新増設など、今後ます
ます激化する都市間競争に打
ち勝つため、新たな誘致候補
案件を掘り起こすなど、積極
的な誘致活動への取組みが必
要である。
　観光プロモーション推進事
業については、観光客誘致に
繋げるため、セールス等を含
めたPR活動をより一層強化す
る必要がある。

順調

【評価理由】
　来場者数は目標に達しな
かったものの、東京事務所と
連携し、首都圏の顧客に対し
て北九州市の食の魅力を伝え
ることができたため、「順
調」と判断。

【課題】
　集客効果をより一層高める
ため、地元の個性的な食品に
ついて、更なる情報発信を行
う。

　北九州の「食の魅力」をよ
り多くの人に伝えるため、今
後も効果的な情報発信を行
う。

　国際会議等MICE事業の推進
については、引き続きMICE開
催助成金の効果的な活用と併
せ、本市のMICE誘致状況を分
析し、効果的な誘致戦略や活
動を行うことで、「国際MICE
都市北九州」を目指す。
　観光プロモーション推進事
業については、本市への観光
客誘致及び国際会議等の誘致
件数の増加に向け、継続的な
セールス活動を行う。

0.03

人

人

0.53

人

順調

課
長

係
長

　国内各地の旅行社（延べ
315社）に対し、旅行商品造
成の働きかけを中心とした
セールス活動を積極的に行っ
たことにより、観光客数及び
宿泊者数が目標値を上回った
ため、「順調」と判断。

順調

課
長

8,300

12,400

10,820

Ⅳ-4-
(3)-①
国内外か
らの観光
の推進

65

観光客数

Ⅳ-4-
(1)-①
北九州の
魅力づく
り

東京での出展企業
数（社・団体）

MICE開催件数

119万人
(H23年)

―

13,625

128,034

63

129,022

食の
魅力
創
造・
発信
室

　市内イベントの来場者数は
目標（50,000人）の約8割を
達成しており、東京での出展
企業数については目標を達成
しているため、「順調」と判
断。

18,811

観光客数のうち宿
泊者数
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産業経済局

平成29年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H28年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.

事業評価の成果指標（目標・実績） H28年度H29年度

人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

目
標

120 人 180 人

実
績

142 人 209 人

達
成
率

118.3 ％ 116.1 ％

目
標

4 件 4 件

実
績

11 件 10 件

達
成
率

275.0 ％ 250.0 ％

目
標

550,000 人 550,000 人
課
長

0.20 人

実
績

574,190 人 577,720 人
係
長

0.40 人

達
成
率

104.4 ％ 105.0 ％
職
員

0.60 人

目
標

7,000 人
課
長

0.10 人

実
績

5,524 人
係
長

0.30 人

達
成
率

78.9 ％
職
員

0.20 人

目
標

2,460
万
人

2,460
万
人

実
績

2543.3
万
人

2532.4
万
人

達
成
率

103.4 ％ 102.9 ％

目
標

130
万
人

130
万
人

実
績

177.5
万
人

186.2
万
人

達
成
率

136.5 ％ 143.2 ％

産業観光客数

リノベーションま
ちづくりにおける
事業化件数

夜景観賞クルー
ズ・ツアー等の夜
景観光客数

リノベーションま
ちづくり事業を通
じての新規創業
者・新規雇用者数
（累計）

300人以上
(H27～31
年度)

61,441

60万人
（H31年
度）

74,493

14,540

2件
(H30年
度以降
毎年度)

2,460万人
(毎年)

67
環境・ものづく
り観光推進事業

Ⅳ-4-
(3)-②
にぎわい
づくりに
よる集客
交流産業
の拡充

リノベーション
まちづくり推進
事業

68

若戸大橋ライト
アップによる北
九州都市圏魅力
向上事業

Ⅳ-4-
(3)-③
ホスピタ
リティの
向上

66

観光
課

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

69
観光振興対策推
進事業

　本市の観光情報発信
拠点である観光案内所
等でのおもてなしの向
上に努めることで、観
光客数の増加へ繋げる
もの。

　若戸大橋のライト
アップの整備を進め、
点灯イベントやモニ
ターツアーなどを実施
して、夜景観光の促進
を図る。

236,420人
(H23年度)

122人
（H26年
度）

119万人
(H23年)

7,000人
(H27年度)

13,000人
(H31年度) 順調

1.00

順調

人

　観光案内所等におけるおも
てなしの向上や情報発信に努
めたことにより、観光案内件
数が増加（平成28年度：
216,296件、平成29年度：
227,124件）し、目標値
（200,000件）を達成したた
め、「順調」と判断。

人

5,650

17,950

順調

係
長

課
長

　北九州に訪れた方が満足し
て再度訪れたいと思えるよう
観光案内所の充実化を図ると
ともに、引き続き、効果的な
情報発信を行う。

大変
順調

順調

　産業観光ガイド・工場夜景
ナビゲーター・世界遺産ガイ
ドの活用促進（目標：50人、
実績：133人）、産業観光旅
行商品造成（目標：25本、実
績：96本）、産業観光客数と
もに目標値を上回ったため、
「順調」と判断。

　リノベーションまちづくり
推進事業については、雇用や
にぎわいの創出に加え、市の
イメージアップにもつながっ
ている。現在の取組みが小倉
魚町地区から市内各地に広が
りつつあるため、これまで蓄
積したノウハウを活かしなが
ら、人材発掘等に取り組むと
ともに、事業主体に寄り添っ
た支援を行っていく。
　環境・ものづくり観光推進
事業については、産業観光客
数の増加を目指し、引き続
き、PR活動や産業観光ガイド
等の養成を行う。
　若戸大橋ライトアップによ
る北九州都市圏魅力向上事業
については、新たな夜景ス
ポットとして積極的にPR活動
やモニターツアー等を実施
し、夜景観光客の誘客に繋げ
たい。

0.70

　創業・雇用者数において
は、平成29年度の目標を上回
る成果が出せたほか、事業化
件数では目標を大きく上回る
ことができた。
　リノベーションまちづくり
の取組みは、市内各地へ広が
りつつあり、「大変順調」と
判断。

人

順調

職
員

係
長

0.03

10,800

人

職
員

0.20

10,640 12,282

130万人
(毎年)

10,705

観光客数

観光客数のうち宿
泊者数

4件
（H24年
度）

2,242万人
(H23年)

74,608

13,236

人

人0.30

　遊休不動産をリノ
ベーションの手法を活
用して再生させ、新規
創業者や新規雇用者を
創出する。今後は、他
地区展開を行うことに
より、小倉北区以外の
まちなかのにぎわいを
拡大させる取り組みを
推進する。

観光
課

観光
課

【評価理由】
　リノベーションまちづくり
推進事業については、創業・
雇用者数においては、平成29
年度の目標を上回る成果が出
せたほか、事業化件数では目
標を大きく上回ることができ
た。
　環境・ものづくり観光推進
事業については、昨年度と比
較して産業観光客数は減少し
たものの目標値は上回ってい
る。
　若戸大橋ライトアップによ
る北九州都市圏魅力向上事業
については、左記の理由によ
り、現状値（基準値）を一時
的に下回っているが、若戸渡
船以外の夜景観賞クルーズ・
ツアーの利用客は増加してい
るため、「順調」と判断。

【課題】
　リノベーションまちづくり
推進事業については、小倉魚
町地区を中心に実施してきた
取組みが市内各地へ広がりつ
つあるため、これまで蓄積し
たノウハウを活用して他地区
展開へとつなげていくことが
重要である。
　環境・ものづくり観光推進
事業については、今後も観光
客数を維持、増加できるよう
に、世界遺産の魅力の発信
や、協力企業との連携を図る
必要がある。
　若戸大橋ライトアップによ
る北九州都市圏魅力向上事業
については、より積極的な情
報発信及び魅力的なツアーの
実施により、夜景観光客数の
増加に努める。

0.10

課
長

　平成29年度は、市営若戸渡
船の戸畑桟橋の損壊及び
チャーター料金の値上によ
り、クルーズ・ツアー等の夜
景観光客数は現状値（基準
値）を下回ったが、若戸渡船
以外の夜景観賞クルーズ・ツ
アーの利用客は増加している
ため、「順調」と判断。

【評価理由】
　目標値を達成したため、
「順調」と判断。

【課題】
　引き続き、観光案内所の充
実化を図る必要がある。

15,078

67,414

90,000

　産業都市の特性を活
かした「産業観光」や
工場夜景を含む「夜景
観光」の推進を図ると
ともに、近代化産業遺
産などを活用した観光
客誘致を行うことで、
国内外からの集客及び
関連事業の振興を図
る。

2,845

―

122



産業経済局

平成29年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H28年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.

事業評価の成果指標（目標・実績） H28年度H29年度

人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

目
標

8.3 ％ 8.2 ％

実
績

6.6 ％ 7.2 ％

達
成
率

120.5 ％ 112.2 ％

目
標

144,110 人 145,536 人

実
績

147,598 人 156,926 人

達
成
率

102.4 ％ 107.8 ％

目
標

55,000 人 55,000 人
課
長

0.10 人

実
績

25,000 人 48,700 人
係
長

0.30 人

達
成
率

45.5 ％ 88.5 ％
職
員

0.20 人

目
標

16.8 ％ 16.6 ％

実
績

16.7 ％ 18.6 ％

達
成
率

100.6 ％ 88.0 ％

目
標

16,369 人 16,531 人

実
績

15,974 人 13,773 人

達
成
率

97.6 ％ 83.3 ％

小倉地区商店街エ
リアの歩行者通行
量（人/日）

人0.40

小倉地区商店街エ
リアの空き店舗率
（％）

人

【評価理由】
　平成28年度より地元商業者
と協議してきたイベントを実
施したため、「順調」と判
断。

【課題】
　空き店舗率の上昇及び歩行
者通行量の下降傾向にある。

　空き店舗率及び歩行者通行
量がいずれも前年度を下回っ
たが、平成28年度より地元商
業者と協議してきたイベント
を実施し、多くの参加者から
満足・大満足と回答があった
ため、「順調」と判断。

係
長

0.10

0.10

0.20

4,638

6,360

6,360

人

　街を取り巻く環境の変化に
対応した街のにぎわいづくり
に向けて、街の関係者と活発
な意見交換を行うとともに、
事業の効果測定を定期的に行
う。

55,000人
(毎年度)

3,910

148,390人
(H31年度)

8.0％
（H31年
度）

Ⅴ-1-
(2)-② 
文化・交
流、居住
機能を重
視した副
都心づく
り

街なか商業魅力
向上事業

Ⅴ-1-
(2)-① 
都心のに
ぎわいづ
くり

71

街なか商業魅力
向上事業

70

食の
魅力
創
造・
発信
室

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

北九州の「食」
のおもてなし促
進事業

72

　「北九州市新成長戦
略」の「街なかのにぎ
わいづくり及び中心市
街地活性化」に位置づ
けられた小倉地区の商
店街の活性化を支援す
るため、
・商業活性化懇話会運
営事業
・フォローアップ調査
事業
を実施。

8.4％
（H27年
度）

16,855人
(H31年度)

142,683人
(H27年度)

0.40

　空き店舗率及び歩行者通行
量共に、目標を達成している
ことから「順調」と判断。

順調

人

課
長

職
員

順調

職
員

16.5％
（H31年
度）

10,647 6,150

　本市および周辺地域
の食、グルメを集めた
イベントを小倉駅周辺
で開催し、市内外の人
へおもてなしとPRを行
い、また小倉駅周辺の
賑わいづくりを図る。

会場への来場者数

16,207人
(H27年度)

黒崎地区商店街エ
リアの歩行者通行
量（人/日）

　「北九州市新成長戦
略」の「街なかのにぎ
わいづくり及び中心市
街地活性化」に位置づ
けられた黒崎地区の商
店街の活性化を支援す
るため、
・商業活性化懇話会運
営事業
・フォローアップ調査
事業
を実施。

16.8％
（H27年
度）

順調

係
長

課
長

順調

人

　北九州マラソン関連イベン
トとして、2日間開催した。2
日間の来場者数48,700人、達
成率88.5％と、一定の成果を
収めているため、「順調」と
判断。

0.20

人

黒崎地区商店街エ
リアの空き店舗率
（％）

55,000人
(H27年度)

10,647

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

【評価理由】
　街なか商業魅力向上事業に
ついては、空き店舗率及び歩
行者通行量とも目標を達成し
ており、また、頻繁に勉強会
が開催されるなど、にぎわい
創出に係る議論が行われてい
る。
　北九州の「食」のおもてな
し促進事業については、来場
者数は目標に達しなかったも
のの、8割以上の集客を達成
しており、効果的なPRと賑わ
い創出につながったことから
「順調」と判断。

【課題】
　街なか商業魅力向上事業に
ついては、街をとりまく環境
の変化に対応した、にぎわい
づくりの取組みが必要であ
る。
　北九州の「食」のおもてな
し促進事業については、集客
効果を高めるため、より一層
魅力ある内容に取り組むこと
が必要である。

5,291

4,540

　街なか商業魅力向上事業に
ついては、街を取り巻く環境
の変化に対応した街のにぎわ
いづくりに向けて、街の関係
者と活発な意見交換を行うと
ともに、事業の効果測定を定
期的に行う。
　北九州の「食」のおもてな
し促進事業については、大規
模イベントでの北九州の食の
魅力を発信し、更なる知名度
の向上と賑わいの創出を図
る。

順調

5,291

5,650

6,150
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産業経済局

平成29年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H28年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.

事業評価の成果指標（目標・実績） H28年度H29年度

人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

目
標

120 人 180 人

実
績

142 人 209 人

達
成
率

118.3 ％ 116.1 ％

目
標

4 件 4 件

実
績

11 件 10 件

達
成
率

275.0 ％ 250.0 ％

目
標

77 ％ 79 ％
課
長

0.20 人

実
績

75 ％ 75 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

97.4 ％ 94.9 ％
職
員

0.30 人

目
標

710,000 人 710,000 人
課
長

0.40 人

実
績

685,640 人 718,783 人
係
長

1.50 人

達
成
率

96.6 ％ 101.2 ％
職
員

2.50 人

H28年度
有料施設
入館者数
685,640人

門司
港レ
トロ
課

　平成15年をピークに
観光客が伸び悩んでい
る門司港レトロ。
平成25年9月から、門
司港レトロの象徴的な
観光スポットである門
司港駅が5年半の保存
修理工事に入り、更な
る観光客の減少が見込
まれる。
この厳しい状況を打破
するため、新成長戦略
に沿った「門司港レト
ロリニューアル」を推
進し、5年間（平成25
～29年度）の観光客や
観光消費の増加を目指
す。

有料観光施設の利
用者数

247,416

人

【評価理由】
　前年度及び基準値・中期目
標値を上回る入館者数を達成
できたため、「順調」と判
断。

【課題】
　引き続き訪日外国人観光客
の誘致・集客を進めていくと
ともに、個人客も含めた観光
客の満足度を向上させ、リ
ピーターの増加につなげてい
く取組みが大きな課題とな
る。
　また、老朽化の進む施設の
機能を維持するため、効率
的・効果的な対策を進めるこ
とも必要となる。

0.70

115,833

6,550

38,350

順調順調

順調

0.30

　訪日外国人観光客数（特に
韓国の団体旅行客）が堅調に
推移した結果、目標値を上回
る集客数を得ることができ
た。また、今後の門司港レト
ロ地区のさらなる魅力づくり
に向けた取組み（地方創生推
進交付金事業による夜間景観
魅力向上事業・関門海峡
ミュージアム展示更新事業な
ど）を進めていることから
「順調」と判断。

順調

人

人

　雇用やにぎわいの創出に加
え、市のイメージアップにも
つながっている。現在の取組
みが小倉魚町地区から市内各
地に広がりつつあるため、こ
れまで蓄積したノウハウを活
かしながら、人材発掘等に取
り組むとともに、事業主体に
寄り添った支援を行ってい
く。

大変
順調

【評価理由】
　空き店舗など、これまで活
用されていなかった遊休不動
産の再生が進み、まちに新た
な賑わいが生まれた。
　創業・雇用者数において
は、平成29年度の目標を上回
る成果が出せたほか、事業化
件数では目標を大きく上回る
ことができたため、「大変順
調」と判断。

【課題】
　これまでは、小倉魚町地区
を中心に実施してきた。現在
では、ここでの取組みが市内
他地区での取組みにつながり
つつあるため、これまで蓄積
したノウハウを活用して他地
区展開へとつなげていくこと
が重要である。

71万人
（毎年
度）

260,700

2件
(H30年
度以降
毎年度)

分譲率
100％
(H33年
度)

10,705

300人以上
(H27～31
年度)

237,293

Ⅴ-1-
(2)-③
未利用地
等の活用

Ⅴ-1-
(3)-② 
産業拠点
の整備

Ⅴ-1-
(3)-④ 
広域観光
拠点の整
備

75

北九州空港跡地
産業団地整備事
業

門司港レトロリ
ニューアル事業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

73
リノベーション
まちづくり推進
事業

　創業・雇用者数において
は、平成29年度の目標を上回
る成果が出せたほか、事業化
件数では目標を大きく上回る
ことができた。
　リノベーションまちづくり
の取組みは、市内各地へ広が
りつつあり、「大変順調」と
判断。

大変
順調

係
長

1.00
職
員

課
長

5,65322,615

10,640 17,95012,282

　遊休不動産をリノ
ベーションの手法を活
用して再生させ、新規
創業者や新規雇用者を
創出する。今後は、他
地区展開を行うことに
より、小倉北区以外の
まちなかのにぎわいを
拡大させる取り組みを
推進する。

リノベーションま
ちづくり事業を通
じての新規創業
者・新規雇用者数
（累計）

分譲率

リノベーションま
ちづくりにおける
事業化件数

122人
（H26年
度）

4件
（H24年
度）

　北九州空港跡地産業
団地の整備を行う。

企業
立地
支援
課

　現在進めている施設のリ
ニューアルや魅力向上のため
の施策を継続・推進し、門司
港レトロ地区全体の活性化に
取り組む。
　また、施設の老朽化・安全
対策を計画的に進める。

【評価理由】
　複数企業から問合せがあ
り、協議進行中であることか
ら「順調」と判断。

【課題】
　スムーズな土地の分譲を行
えるよう、関係各課との連携
を図り、スピード感を持って
取組む必要がある。

　必要な土地の造成工事を進
めていく。

　複数企業から問合せがあ
り、協議進行中であることか
ら「順調」と判断。

67％
（H25年
度）

74
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産業経済局

平成29年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H28年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.

事業評価の成果指標（目標・実績） H28年度H29年度

人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

目
標

960 ha 1,124 ha

実
績

977 ha 1,124 ha

達
成
率

101.8 ％ 100.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

5 件 5 件

実
績

3 件 11 件

達
成
率

60.0 ％ 220.0 ％

目
標

1 件 1 件

実
績

1 件 0 件

達
成
率

100.0 ％ 0.0 ％

【評価理由】
　新成長戦略推進のための研
究開発プロジェクト事業の中
で低炭素化に資する技術開発
を支援しており、一定の成果
を収めているため、「順調」
と判断。

【課題】
　市内大学や企業が実施する
研究開発の事業化に向けた支
援が必要である。

順調56,975 59,948 0.40 人

職
員

課
長

人0.15

0.25

係
長

順調

人

順調

1件
（毎年
度）

7,600

　事業化件数は目標が達成で
きなかったが、研究開発プロ
ジェクト実施件数は目標を上
回ったため、「順調」と判
断。

64,516

Ⅵ-2-
(2)-② 
低炭素社
会に貢献
する技術
開発、製
品・サー
ビス提供
拠点の形
成

Ⅵ-2-
(1)-③ 
総合的な
緑化・森
林整備の
実施

荒廃森林再生事
業

0.05

0.40

0.20

課
長

人

5,575

人

人

職
員

係
長

0ha
（H29年
度）

5件
（毎年
度）

H34年度
までに
300ha
整備

H29年度
までに
1,124ha
整備

65,410
農林
課

【評価理由】
　事業説明会の実施（目標：
135回、実績：133回）、広報
活動の回数（目標：20回、実
績：20回）、及び成果指標の
目標をほぼ達成できたため、
「順調」と判断。

【課題】
　継続して、説明会の開催や
広報活動に取り組み、森林所
有者の理解と協力を得ること
が必要である。

　平成30年度以降の事業につ
いて、制度の見直しがあり、
新たに設定した目標の達成に
向けて、平成29年度に引き続
き、説明会の開催や広報活動
に取り組み、事業を推進す
る。

順調

　森林は、水を貯え、
土砂災害を防ぎ、二酸
化炭素を吸収するなど
の公益的機能の働きに
よって、市民の生活に
さまざまな恵みを与え
ている。しかし、長期
間手入れがなされず、
荒廃した森林が増え、
このような働きが低下
し、市民の生活に重大
な影響を及ぼすことが
懸念されている。この
ため、平成20年度に創
設された「福岡県森林
環境税」を活用し、荒
廃した森林の再生を推
進する。

52,530

64,516

平成30年度から平
成39年度の10年間
で公益的機能が発
揮できなくなる恐
れのある私有林の
スギ林やヒノキ林
の整備面積

271ha
（H23年
度）

77

事業化件数

新成長戦略推進
のための研究開
発プロジェクト
事業

　「北九州市新成長戦
略」を推進するため、
市内の大学や企業が実
施する「低炭素化技
術」、「次世代自動
車」、「ロボット」、
「医療・介護」等の分
野の研究開発を支援す
る。

新産
業振
興課

荒廃が進んでいる
私有林のスギ林や
ヒノキ林の整備面
積

76

―

研究開発プロジェ
クト実施件数

―

　「北九州市新成長戦略」を
推進（地元企業の高度化・新
製品開発）するため、市内の
大学や企業が行う研究開発を
支援する。

　成果指標である私有林の整
備面積は目標を達成できたた
め、「順調」と判断。
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産業経済局

平成29年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H28年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.

事業評価の成果指標（目標・実績） H28年度H29年度

人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

目
標

5 件 5 件

実
績

3 件 11 件

達
成
率

60.0 ％ 220.0 ％

目
標

1 件 1 件

実
績

1 件 0 件

達
成
率

100.0 ％ 0.0 ％

目
標

実
績

98 人 101 人

達
成
率

目
標

実
績

18 人 42 人

達
成
率

目
標

6 件 10 件

実
績

7 件 11 件

達
成
率

116.7 ％ 110.0 ％

目
標

85 ha 87 ha
課
長

0.10 人

実
績

88.84 ha 87.53 ha
係
長

0.20 人

達
成
率

104.5 ％ 100.6 ％
職
員

0.30 人

順調

35人
（H26年
度）

課
長

課
長

順調0.958,688

【評価理由】
　環境エレクトロニクス研究
所を開設、研究者、技術者の
集積、専門人材の輩出など進
めており、「順調」と判断。

【課題】
　地域企業や大学との共同研
究など連携を図る必要があ
る。

0.40

人

　面積目標を達成しているた
め、「順調」と判断。

人0.90

係
長

順調

7,600

5,400

職
員

　「北九州市新成長戦略」を
推進（地元企業の高度化・新
製品開発）するため、市内の
大学や企業が行う研究開発を
支援する。
　環境エレクトロニクス研究
所を中心に大学や企業等と連
携し、研究者の集積や人材育
成に努める。

順調

職
員

0.25 人

0.30

係
長

　事業化件数は目標が達成で
きなかったが、研究開発プロ
ジェクト実施件数は目標を上
回ったため、「順調」と判
断。

0.15

人

―
5件

（毎年
度）

事業化件数

新産
業振
興課

　「北九州市新成長戦
略」を推進するため、
市内の大学や企業が実
施する「低炭素化技
術」、「次世代自動
車」、「ロボット」、
「医療・介護」等の分
野の研究開発を支援す
る。 1件

（毎年
度）

52,53056,975 59,948

　研究者・技術者の集積、専
門人材の輩出及び企業との共
同研究ともに数値を伸ばして
いることから「順調」と判
断。

順調

人

新産
業振
興課

　低炭素社会の実現に
向け、キーテクノロ
ジーであるパワーエレ
クトロニクスを中心と
した環境エレクトロニ
クスについて研究開発
を推進し、研究者・技
術者の集積等を図る。

人

25件
（H27～
31年度
まで累
計）

200人
(H27～
31年度
まで累
計)

9,076

70,000

Ⅵ-3-
(2)-③ 
環境配慮
型製品・
環境関連
サービス
の集積

79

78

新成長戦略推進
のための研究開
発プロジェクト
事業

Ⅵ-3-
(3)-① 
環境に配
慮した農
林水産業
の推進

80

63,046

―

――

研究者・技術者の
集積

―

50人
(H27～
31年度
まで累
計)

専門人材の輩出 ―

― ―

90ha
（H32年
度）

環境に配慮した農
業に取り組んだ面
積

―

企業との共同研究
（累計）

―

生産環境保全対
策事業

農林
課

　地球温暖化防止や生
物多様性保全に効果の
高い営農活動に取り組
む農業者に対して助成
する。

―

環境エレクトロ
ニクス拠点化推
進事業

―

0ha
（H22年
度）

19,200

研究開発プロジェ
クト実施件数

6,675 6,520

　環境に配慮した農業は大変
重要であるため、今後も取組
の推進を行い、実施面積の拡
大を目指す。

【評価理由】
　面積目標を達成しているた
め、「順調」と判断。

【課題】
　環境に配慮した農業は大変
重要であるため、今後も取組
の推進を行い、実施面積の拡
大を目指す。
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産業経済局

平成29年度　行政評価の取組結果（産業経済局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H28年度 H29年度

施策番号
・施策名

No.

事業評価の成果指標（目標・実績） H28年度H29年度

人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

目
標

122 件 124 件

実
績

122 件 124 件

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

40 本 40 本

実
績

53 本 44 本

達
成
率

132.5 ％ 110.0 ％

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

目
標

1,500 件 1,500 件

実
績

1,562 件 1,507 件

達
成
率

104.1 ％ 100.5 ％

目
標

20 件 20 件

実
績

27 件 31 件

達
成
率

135.0 ％ 155.0 ％

目
標

1 件 1 件

実
績

0 件 2 件

達
成
率

0.0 ％ 200.0 ％

目
標

70 社 70 社

実
績

108 社 72 社

達
成
率

154.3 ％ 102.9 ％

　引き続き、ジェトロ等と連
携して、本市の投資環境をPR
するためのツールを活用しな
がら効果的な広報活動を行
い、海外企業に対して本市の
魅力をPRする。

係
長

0.25 人

0.11 人
課
長

職
員

　ジェトロ等と連携しながら
対日投資の促進に取り組んだ
結果、進出件数と受入企業数
が目標を達成したため、「順
調」と判断。

順調 順調

0.50

【評価理由】
　全ての指標について目標を
達成したことから「順調」と
判断。

【課題】
　海外向けの効果的な情報発
信に努め、視察受入企業数の
増加につなげる。

人

0.20 人

　共同研究件数が目標を達成
し、発表論文数は目標件数を
上回ったため、「順調」と判
断。

人

0.30

0.10

　海外派遣ミッションや海外
バイヤー招致を実施した結
果、商談件数及び成約件数が
目標件数を達成したため、
「大変順調」と判断。

課
長

係
長

2.16

0.22
課
長

5,357

7,515

職
員

35,330

2,150 212

6,207 5,636

1件
（毎年
度）

―

40本
（毎年
度）

7,144

1,888

国際
ビジ
ネス
政策
課

　海外企業の本市進出
や、地元企業との事業
連携等を促進するた
め、ジェトロ北九州や
県などの関係機関と連
携して、本市のビジネ
ス環境などのPRを積極
的に行うとともに、PR
に必要なツールの作
成・ 整備を行う。

本市への外国企
業・機関の進出件
数

1件
（H26年
度）

視察受入企業数

Ⅶ-2-
(3)-① 
アジアか
ら本市へ
の投資の
呼び込み

84
対日投資促進事
業

70件
（H24年
度）

70社
（毎年
度）

人

順調

　国際ビジネスに関する地域
企業のニーズを踏まえ、海外
の販路開拓、最適地調達を支
援するため、「北九州貿易・
投資ワンストップサービスセ
ンター」を中心に商談会の開
催、ミッションの派遣・受
入、セミナーの開催をはじ
め、貿易相談、海外展示会出
展助成などを行う。

係
長

1.66 人

【評価理由】
　精力的な商談活動により、
成約件数が目標件数を達成し
たため、「大変順調」と判
断。

【課題】
　更なる商談機会の創出に努
め、成約件数の増加につなげ
る。

人

大変
順調

大変
順調

23,347 15,154

1,500件
（毎年
度）

―

市内関連
企業への
聞き取り
調査を実

施

15社･団体

Ⅶ-2-
(1)-③ 
北九州発
ブランド
の海外ビ
ジネス支
援

83
国際競争力強化
支援事業

国際
ビジ
ネス
政策
課

　北九州市、ジェトロ
北九州、(公社)北九州
貿易協会の３機関で設
置している「北九州貿
易・投資ワンストップ
サービスセンター
（KTIセンター）」に
おいて、販路開拓、部
品調達など地元企業の
国際ビジネス推進を支
援することにより、企
業の国際競争力の向上
を図る。

外国企業との成約
件数

市内関連
企業への
聞き取り
調査を実

施

職
員

―

1,341件
（H23年
度）

17件
（H23年
度）

20件
（毎年
度）

単年度目標
設定なし

外国企業との商談
件数

112件
（H24年
度）

順調

人

　学研都市はアジアに開かれ
た学術研究拠点を目指してお
り、より一層本市の新産業の
創出・産業振興につながる取
り組みを検討していく。

【評価理由】
　目標を達成しているため、
「順調」と判断。

【課題】
　海外の大学等との共同研究
や交流の促進をさらに図り、
本市の新産業の創出・産業振
興につなげていく。

126件
（H30年
度）

新産
業振
興課

　海外の大学・研究機
関等と、学術研究都市
進出大学等との連携プ
ロジェクト等に対する
支援を行う事業。

共同研究による発
表論文数

―

共同研究件数（累
計）

8社･団体
(H25年度)

【施策の指標】
賛同するメンテナ
ンス関連企業数

Ⅶ-2-
(1)-② 
海外工場
のサポー
ト拠点の
形成

82
【施策評価のみ】
アジアものづく
りサポート推進

産業
政策
課

【施策の内容】
　本市のオペレーショ
ンやメンテナンス（O
＆M）技術集積の強み
を活かして、アジアへ
進出する我が国のもの
づくり企業の工場･製
造設備、ユーティリ
ティ等の運用･保守管
理などを本市企業が受
託できる仕組みづくり
を行う。

　施策を今後も推進すべきか
どうか再検討が必要である。
現在の経済環境を踏まえた市
内企業の意向を聞き取り調査
し、方向性を協議していく。

― ― ―

―

【評価理由】
　製造業の国内回帰や、生産
年齢人口の減少など経済環境
の変化により、アジアものづ
くりをサポートする企業にお
ける事業推進そのものの動機
が縮小している。今後の進め
方について市内関連企業への
聞き取り調査を実施している
ところであり、現時点では
「順調」と判断。

【課題】
　施策を今後も推進すべきか
どうか再検討が必要である。

順調

市内企業
の意向聞
き取り

(H30年度)

―

5,400

海外連携プロ
ジェクト助成事
業

Ⅶ-1-
(2)-① 
学術交流
の推進

81
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建設局

平成29年度　行政評価の取組結果（建設局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

18
公
園

20
公
園

課
長

0.05 人

実
績

22
公
園

23
公
園

係
長

0.10 人

達
成
率

122.2 ％ 115.0 ％
職
員

0.70 人

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

1.50 人

達
成
率

職
員

8.00 人

目
標

課
長

0.50 人

実
績

係
長

1.00 人

達
成
率

職
員

1.00 人

目
標

1
公
園

2
公
園

課
長

0.10 人

実
績

1
公
園

2
公
園

係
長

0.10 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.20 人

86,500

23,250

順調
　河川整備率（目標：85％、
実績：85％）が目標に達した
ため「順調」と判断。

H29年度

―

―

―

―

高齢者に配慮した
健康遊具の設置公
園数

― 順調
　計画通りの公園数を整備出
来ており「順調」と判断。

順調
累計
30公園

(H35年度)
18,000

Ⅱ-2-
(3)-④ 
個人の健
康づくり
を支える
環境の整
備

5
健康づくりを支
援する公園等整
備事業

緑政
課

　公園に高齢者の健康
増進に配慮した健康遊
具を設置し、運動教室
を開催して、利用者に
使い方を説明する。
　継続的にこの健康遊
具を利用することによ
り、高齢者の体力増進
に繋げる。
　また、ウォーキング
を通じた健康づくりを
サポートする路面表示
などを実施する。

―

3,65020,967 10,726

神嶽川（旦過地
区）の治水安全度
向上

―

―

―

浸水被害の低減 ― ―

【評価理由】
　高齢者の健康づくりに資す
る、身近な公園における健康
遊具の設置を計画通りに進め
ることが出来ており「順調」
と判断。

【課題】
　高齢者の健康づくりを促進
するため、環境整備を更に推
進する必要がある。

　今後も継続して高齢者の健
康づくりに資する環境整備に
取り組む。

―

―

―

旦過地区まちづ
くりに伴う河川
整備事業

―

―

―

―

2,652,009

H45年度に
河川毎に計
画している
降雨（１時
間で50～
70mm程度）
に対応でき
る状態

― ―― ――

―

―

522,390335,119326,000

――

―

2,494,475

順調

　計画通り2校区でワーク
ショップを開催でき、整備公
園数も目標を上回ったため
「順調」と判断。

Ⅰ-3-
(1)-②
教育関係
施設の連
携による
人材育成

2

【施策評価のみ】
到津の森公園に
よる学習プログ
ラムの提供

公園
管理
課

【施策の指標】
「市民環境力」を
高め、環境保全に
対する意識が高
まった状態

136,000 103,866 188,056 6,825

地域に役立つ公園
づくり事業による
整備公園数

― ―

H28年度

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度 H28年度
施策番号
・施策名

No.

　近年、ゲリラ豪雨や
都市化の進展に起因す
る浸水被害が増加して
いる。
　浸水被害を抑制する
ため、治水事業の根幹
となる河川改修を推進
する。

Ⅰ-1-
(1)-⑥ 
地域など
と行政の
連携・協
働による
子育て支
援の推進

　今後も継続して地域と行政
が連携し、魅力ある公園づく
りに取り組む。

【評価理由】
　地域と行政が連携して魅力
ある公園づくりを推進するた
め、整備の前にワークショッ
プを行うなど、地域のニーズ
を反映させるための取り組み
を推進している。
　計画通りに実施できており
「順調」と判断。

【課題】
　地域と行政が連携した魅力
ある公園づくりを更に推進す
る必要がある。

順調1
地域に役立つ公
園づくり事業

主要事業
所管課名

【施策の内容】
　小学生を対象とし
た、動物や自然とのふ
れあいを通して命の大
切さや自然環境の保護
の必要性を学ぶプログ
ラムの提供

みど
り・
公園
整備
課

　身近な公園の再整備
について、小学校区単
位で開催するワーク
ショップで地域住民の
意見を聞き、地域ニー
ズを反映した公園整備
を行うことで、これま
で以上に利用される公
園を目指す。
　計画段階から地域住
民が参加することで公
園への愛着を高め、地
域活動など公園利用の
活性化につなげる。計
画策定後は、翌年から
概ね2ヵ年で再整備を
行う。

神嶽
川旦
過地
区整
備室

事業・取組概要

　長年市民に親しまれ
ている旦過市場をさら
に魅力ある商業拠点と
するために、地元と協
働で旦過地区まちづく
り整備計画を策定し、
神嶽川の治水安全度を
高める、河川事業を推
進する。

4

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

　今後も継続して治水事業の
根幹となる河川整備を推進す
る。

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

―

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

Ⅱ-1-
(4)-④ 
総合的な
災害対策
の推進

【評価理由】
　頻発する局地的豪雨などに
よる浸水被害を抑制するた
め、計画的に河川の整備を推
進している。
　概ね予定通りに事業を推進
できており「順調」と判断。

【課題】
　計画的に河川整備を進める
必要がある。

順調

【評価理由】
　遠足等で到津の森公園を訪
れる小学生に対し、学習プロ
グラムの提供を継続してい
る。
　環境保全意識向上の機会を
提供できており「順調」と判
断。

　今後も継続して小学生への
学習プログラムを提供する。

順調

　平成30年度の事業着手に向
け地元関係者との協議を推進
できた。また、河川改修につ
いても計画通りに整備を進め
ることができたため「順調」
と判断。

順調

概ね50年に
一度発生す
る降雨にも
対応できる
よう、神嶽
川（旦過地
区）の治水
安全度向上

1,676,330
水環
境課

河川改修事業の
推進

3
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建設局

平成29年度　行政評価の取組結果（建設局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度H28年度

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度 H28年度
施策番号
・施策名

No. 主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

目
標

216
団
体

218
団
体

課
長

0.05 人

実
績

222
団
体

227
団
体

係
長

0.17 人

達
成
率

102.8 ％ 104.1 ％
職
員

0.95 人

目
標

1,160 団
体

1,160 団
体

課
長

0.24 人

実
績

1,190 団
体

1,183 団
体

係
長

0.45 人

達
成
率

102.6 ％ 102.0 ％
職
員

1.45 人

目
標

70
団
体

71
団
体

課
長

0.01 人

実
績

65
団
体

64
団
体

係
長

0.01 人

達
成
率

92.9 ％ 90.1 ％
職
員

0.03 人

目
標

592 団
体

601 団
体

実
績

566 団
体

571 団
体

達
成
率

95.6 ％ 95.0 ％

目
標

3,000 ㎡

実
績

5,584 ㎡

達
成
率

186.1 ％

目
標

18
公
園

20
公
園

課
長

0.05 人

実
績

22
公
園

23
公
園

係
長

0.10 人

達
成
率

122.2 ％ 115.0 ％
職
員

0.70 人

7

―

公園愛護会の結成
数

順調

136,000

9

「花やみどり」
による彩りと潤
いのあるまちづ
くり

順調

　身近な公園の再整備
について、小学校区単
位で開催するワーク
ショップで地域住民の
意見を聞き、地域ニー
ズを反映した公園整備
を行うことで、これま
で以上に利用される公
園を目指す。
　計画段階から地域住
民が参加することで公
園への愛着を高め、地
域活動など公園利用の
活性化につなげる。計
画策定後は、翌年から
概ね2ヵ年で再整備を
行う。

地域に役立つ公園
づくり事業による
整備公園数

0.10 人

6,825―

職
員

課
長

―

Ⅲ-1-
(2)-①
魅力ある
生活空間
づくり

103,866 188,056

55,550 44,408 123,790

みど
り・
公園
整備
課

　今後も継続して、街かどの
花壇整備や地域ニーズを反映
した公園整備など、魅力ある
生活空間づくりに取り組む。

係
長

0.70 人

順調

【評価理由】
　魅力ある生活空間をつくる
ため、街かどの花壇整備や地
域のニーズを反映した公園づ
くりを推進している。
　市民花壇活動団体は増加傾
向にあり、市民ボランティア
等との共同は着実に推進出来
ている。
　また、地域のニーズを反映
した公園整備についても計画
に沿って進捗しており「順
調」と判断。

【課題】
　高齢化社会が進む中で市民
花壇活動団体数の増加・維持
を図る必要がある。

　市民花壇活動団体数は、目
標にこそ達していないものの
増加傾向を維持しているため
「順調」と判断。

2.00 人

　計画通り2校区でワーク
ショップを開催でき、整備公
園数も目標を上回ったたため
「順調」と判断。

市民花壇活動団体
数

570団体
(H27年度)

―

23,150

特別緑地保全地区
の買収面積

―

628団体
(H32年度)

10

河川愛護団体数 ―
72団体

(H30年度)8

ボランティア
ネットワークの
推進（河川愛護
団体）

水環
境課

　都市景観の向上と潤
いのある街づくりを目
指し、花壇（公共花
壇）の整備を行うと共
に、市民花壇やスポン
サー花壇、うぇるっ
ちゃ！花壇といった、
市民ボランティアや企
業･団体と一体となっ
て美しく快適なまちづ
くりを推進する。

緑政
課

地域に役立つ公
園づくり事業

45,386

2,350

　今後も既存団体の支援や団
体数の増加・維持に取り組
む。

　会員の減少や高齢化により
解散する団体もあるものの、
全体としては目標の団体数を
達成できており「順調」と判
断。

　高齢化や後継者不足等によ
り活動の継続が困難な団体も
あるものの、新規に結成され
た団体もあり目標に近い団体
数が活動しており「順調」と
判断。

18,135 順調

440

9,400 順調

　高齢化や担い手不足によ
り、登録を解除する団体もあ
るものの、登録団体数は増加
しており「順調」と判断。

順調

順調

【評価理由】
　高齢化等の理由により解散
する団体もある一方で、新た
に結成された団体もあり、団
体数としては概ね目標を達成
できており「順調」と判断。

【課題】
　団体数の増加・維持に向け
た取り組みを推進する必要が
ある。

2,3102,250

ボランティア
ネットワークの
推進（公園愛護
会）

公園
管理
課

17,810

45,565

　市が維持及び管理す
る道路において、道路
清掃・美化などのボラ
ンティア活動を行う地
域の団体を対象に、清
掃用具や花苗の支給な
どにより支援する。

　10名程度の地域住民
で組織されるボラン
ティア団体で、公園の
美化活動・公園施設の
点検や禁止行為の連
絡・公園利用者のマ
ナーづくり・市民花壇
づくりなどを行い、活
動面積に応じて活動費
を助成している。

1,160団体
(毎年度)Ⅲ-1-

(1)-③ 
まち美化
活動の拡
充

6

ボランティア
ネットワークの
推進（道路サ
ポーター）

道路
計画
課

　地域の住民で構成す
る河川愛護団体に清掃
道具購入の費用等とな
る補助金を交付するこ
とにより、美化活動を
広げる。また、美化活
動に参加することによ
り、地域の河川を身近
に感じ、自分たちの川
として愛着を持つよう
な啓発活動へとつなげ
る。

220団体
(H30年度)

16,481
道路サポーター加
入団体数

―

15,240

46,062
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建設局

平成29年度　行政評価の取組結果（建設局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度H28年度

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度 H28年度
施策番号
・施策名

No. 主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

目
標

課
長

0.50 人

実
績

係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

2.00 人

目
標

91 ％ 91 ％
課
長

0.10 人

実
績

90 ％ 90 ％
係
長

1.00 人

達
成
率

98.9 ％ 98.9 ％
職
員

2.00 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

185
箇
所

145
箇
所

係
長

1.00 人

達
成
率

職
員

2.00 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

2.00 人

達
成
率

職
員

4.00 人

目
標

課
長

0.50 人

実
績

係
長

1.00 人

達
成
率

職
員

1.00 人

道路
計画
課

　登下校中の児童が交
通事故に巻き込まれ
ず、安全に安心して通
学できる環境を整える
ため、教育委員会や学
校関係者、警察と一体
となって、さらなる通
学路の安全対策を推進
する。

13

23,250

旦過地区まちづ
くりに伴う河川
整備事業

神嶽
川旦
過地
区整
備室

15 ――

―

順調

　小倉駅南北公共連絡通路の
リニューアルが、概ね計画通
りに進捗しており「順調」と
判断。

通学路の危険箇所
における対策完了
箇所数

―

―

529,800

―

―

―

歩いてみた
くなる歩行
空間の創出

歩いてみたくなる
歩行空間を創出

―

―

―

神嶽川（旦過地
区）の治水安全度
向上

―

―

―

―

―

―

【評価理由】
　市民に親しまれる水際線づ
くりを進めるため、環境に配
慮した護岸整備を計画通りに
推進出来ており「順調」と判
断。

【課題】
　治水と環境のバランスに配
慮して事業を推進する必要が
ある。

　今後とも限られた敷地で、
最大限生態系に配慮した整備
を推進する。

― 273,000

―

　環境に配慮した護岸整備延
長（目標：35,400m、実績：
35,900m）を計画通り進める
ことができたため「順調」と
判断。

順調

　都市内に唯一残され
た貴重な自然空間であ
る河川を、水際の植生
や自然な流れの復元な
どにより、生物の生
息・生育環境に配慮し
た整備を行うことに
よって、ホタルの飛翔
や緑の増加など、身近
に自然を感じる水辺環
境整備事業を行ってい
る。

環境に配慮した護
岸整備

―

―

―

―

372,500

95％
(H30年度)

生態系に配
慮した整備
を行うこと
で、自然を
身近に感じ
る状態

25,750 順調

Ⅲ-1-
(2)-③ 
市民に親
しまれる
水際線・
農山村風
景づくり

11
身近に自然を感
じる河川整備事
業

水環
境課

―

26,150874,000 1,297,124 763,089

― ―

主要駅周辺地区の
主要経路の整備率

　今後も誰もが安全で快適に
通行できる環境の整備を推進
する。

26,150871,500 1,082,154 849,665

61,500

Ⅴ-1-
(2)-① 
都心のに
ぎわいづ
くり 　長年市民に親しまれ

ている旦過市場をさら
に魅力ある商業拠点と
するために、地元と協
働で旦過地区まちづく
り整備計画を策定し、
神嶽川の治水安全度を
高める、河川事業を推
進する。

概ね50年に
一度発生す
る降雨にも
対応できる
よう、神嶽
川（旦過地
区）の治水
安全度向上

―

順調

335,119 522,390

　今後とも計画的に事業を進
める。

【評価理由】
　都心のにぎわいづくりに資
する小倉駅南北公共連絡通路
の整備、及び旦過地区のまち
づくりに伴う河川整備を概ね
計画通りに推進出来ており
「順調」と判断。

【課題】
　取り組みを継続する必要が
ある。

1,407,600 1,352,974

順調

　北九州市の玄関口と
なる小倉都心部と黒崎
副都心部の駅前におい
て、魅力的な都市環境
の創造につながる道路
環境整備を行い、まち
の賑わいを推進する。

326,000

―

順調

　「北九州市通学路安全プロ
グラム」に基づき、道路管理
者や警察、学校関係者が連携
して通学路の安全対策を実施
しており「順調」と判断。

　平成30年度の事業着手に向
け地元関係者との協議を推進
できた。また、河川改修につ
いても計画通りに整備を進捗
できたため「順調」と判断。

【評価理由】
　関係団体と協議しながら、
通学路の改善要望対応や、子
どもから高齢者まで誰もが安
心して通行できる環境整備を
概ね計画通りに推進出来てお
り「順調」と判断。

【課題】
　バリアフリーの道路整備等
のハード面の整備を推進する
とともに、取り組みの周知等
のソフト面の施策の充実も図
る必要がある。

12

道路
計画
課

通学路の安全対
策

順調

バリアフリーの
まちづくり

道路
計画
課

　高齢者や障害者な
ど、誰もが安全で快適
に通行できるよう、バ
リアフリーのまちづく
りを進める。具体的に
は、歩道の新設や拡
幅、段差解消、視覚障
害者誘導用ブロックの
設置などのバリアフ
リー化を行う。

Ⅲ-1-
(3)-② 
安心して
通行でき
る身近な
道路の整
備

順調

　関係団体と協議を行いなが
ら、概ね計画通りに整備を進
めることが出来ており「順
調」と判断。

14
小倉駅・黒崎駅
前の賑わいづく
りの推進

880,000
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建設局

平成29年度　行政評価の取組結果（建設局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度H28年度

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度 H28年度
施策番号
・施策名

No. 主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

2.00 人

達
成
率

職
員

4.00 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

2.00 人

達
成
率

職
員

5.00 人

目
標

課
長

3.00 人

実
績

係
長

6.50 人

達
成
率

職
員

15.70 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

2.00 人

達
成
率

職
員

5.00 人

目
標

課
長

3.00 人

実
績

係
長

6.50 人

達
成
率

職
員

15.70 人

小倉駅・黒崎駅
前の賑わいづく
りの推進

　北九州市の玄関口と
なる小倉都心部と黒崎
副都心部の駅前におい
て、魅力的な都市環境
の創造につながる道路
環境整備を行い、まち
の賑わいを推進する。

道路
計画
課

新門司地区～北九
州空港間の所要時
間

36分
（H21年
度）

―

―

　戸畑枝光線の整備が、概ね
計画通りに進捗しており「順
調」と判断。

3,729,482

36分
（H21年
度）

― ―

―

黒崎駅南北自由通
路利用者数

―

　主要な街路・道路事
業を重点的かつ速やか
に整備することで、市
内の渋滞対策、物流
ネットワークの強化、
地域間の連携・交流促
進を図る。

新門司地区～北九
州空港間の所要時
間

―

―

―

―

―

―

　概ね計画通りに進捗してお
り「順調」と判断。

―

28分
（H37年
度）

5,279,564

―

―

―

217,250

【評価理由】
　市民の交通利便性の向上と
産業活動の支援を実施してい
る。
　戸畑枝光線をはじめとした
主要な道路の整備を概ね計画
通りに推進出来ており「順
調」と判断。

【課題】
　取り組みを継続する必要が
ある。

―

6,425,581 4,557,726

―

順調

順調

69,000

道路
計画
課

43分
（H21年
度）

―

―

　主要な街路・道路事
業を重点的かつ速やか
に整備することで、市
内の渋滞対策、物流
ネットワークの強化、
地域間の連携・交流促
進を図る。

28分
（H37年
度）

13分
（H39年
度）

―

Ⅴ-2-
(2)-② 
市民の交
通利便性
の向上と
産業活動
の支援

20
主要な道路の整
備（恒見朽網線
など）

―

―

―

5,279,564 6,425,581 217,2504,557,726

順調

　概ね計画通りに進捗してお
り「順調」と判断。

順調

順調
　今後も計画的に道路整備を
進める。

【評価理由】
　広域物流ネットワークの強
化に向けた交通網の整備を実
施している。
　戸畑枝光線をはじめとした
主要な道路の整備を概ね計画
通りに推進出来ており「順
調」と判断。

【課題】
　取り組みを継続する必要が
ある。

　今後も計画的に道路整備を
進める。

―

―

3,729,482 順調
13分

（H39年
度）

Ⅴ-2-
(2)-① 
広域物流
ネット
ワークの
強化

18
主要な道路の整
備（恒見朽網線
など）

道路
計画
課

　港湾・空港・鉄道
ターミナルなど、拠点
間を結ぶ交通・物流
ネットワークの構築や
地域間の連携・交流促
進を図るため、環状放
射型自動車専用道路
ネットワークの整備を
推進する。

道路
計画
課

自動車専用道路
ネットワークの
整備

6,500人/
日

(H30年度)

4,500人/
日

(H24年度)
1,352,974

―

―

61,5001,407,600
　今後とも計画的に事業を進
める。

道路
計画
課

　港湾・空港・鉄道
ターミナルなど、拠点
間を結ぶ交通・物流
ネットワークの構築や
地域間の連携・交流促
進を図るため、環状放
射型自動車専用道路
ネットワークの整備を
推進する。

17

1,500,000 1,557,261

1,500,000 1,557,261

朝ピーク時の響灘
地区～東田地区間
の所要時間

　戸畑枝光線の整備が、概ね
計画通りに進捗しており「順
調」と判断。

朝ピーク時の響灘
地区～東田地区間
の所要時間

43分
（H21年
度）

880,000

69,000

― 順調

【評価理由】
　北九州市の玄関口となる小
倉都心部と黒崎副都心部の駅
前における、魅力的な都市環
境の創造につながる道路環境
整備を概ね計画通りに推進で
きており「順調」と判断。

【課題】
　取り組みを継続する必要が
ある。

16

Ⅴ-1-
(2)-② 
文化・交
流、居住
機能を重
視した副
都心づく
り

順調

　黒崎駅南北自由通路、黒崎
駅前ペデストリアンデッキ
ルーフの整備が、概ね計画通
りに進捗しており「順調」と
判断。

―

19
自動車専用道路
ネットワークの
整備
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建設局

平成29年度　行政評価の取組結果（建設局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度H28年度

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度 H28年度
施策番号
・施策名

No. 主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

目
標

課
長

0.75 人

実
績

係
長

1.50 人

達
成
率

職
員

4.50 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

2,000 人 2,000 人
課
長

0.03 人

実
績

2,440 人 2,260 人
係
長

0.04 人

達
成
率

122.0 ％ 113.0 ％
職
員

0.05 人

目
標

592 団
体

601 団
体

実
績

566 団
体

571 団
体

達
成
率

95.6 ％ 95.0 ％

目
標

3,000 ㎡

実
績

5,584 ㎡

達
成
率

186.1 ％

―

― ―

―

― ―

―

22

橋梁・トンネル
の長寿命化への
計画的な取り組
み

道路
維持
課

　市内には、約2，000の
橋梁と39本のトンネルが
あり、高齢化・老朽化の
進展が懸念されている。
そこで、従来の対症療法
型補修を改め、予防保全
型に移行するため、「北
九州市橋梁長寿命化修繕
計画」（H22.3）及び
「北九州市トンネル長寿
命化修繕計画」
（H25.2）を策定した。
本事業は、この計画をも
とに、予防保全が有効な
状態である健全度Ⅲ以上
の橋梁とトンネルを増加
させることで市民の安
全・安心を確保する。

主要橋梁の健全度
向上による市民の
安全・安心の確保

― ―

―

都市モノレール
長寿命化事業
（道路・街路）

道路
維持
課

　北九州モノレールは、
昭和60年に開業後、約30
年が経過しており、軌道
桁やそれを支える支柱等
について、経年的な劣化
が見られる。このため、
劣化対策（耐震対策も含
む）を行い、桁や支柱
等、構造物の長寿命化や
維持管理費の縮減を図
り、市民の重要な交通機
関であるモノレールの安
全性・信頼性の確保を図
る。

―

順調

【評価理由】
　モノレール、橋梁、トンネ
ル等の都市基盤の長寿命化を
概ね計画通りに推進出来てお
り「順調」と判断。

【課題】
　引き続き計画的に長寿命化
を実施する必要がある。

　今後も引き続き計画に従っ
て長寿命化を推進する。

　市民花壇活動団体数は、目
標にこそ達していないものの
増加傾向を維持しているため
「順調」と判断。

順調

【評価理由】
　市民花壇活動団体数は増加
傾向にあり、市民ボランティ
アとの協働は着実に推進出来
ているため「順調」と判断。

【課題】
　今後も継続して実施する必
要がある。

係
長

0.7023,150

課
長

0.10 人

55,550 44,060 123,790 人

職
員

2.00

特別緑地保全地区
の買収面積

― ―

市民花壇活動団体
数

570団体
(H27年度)

Ⅵ-2-
(1)-③ 
総合的な
緑化・森
林整備の
実施

24

「花やみどり」
による彩りと潤
いのあるまちづ
くり

緑政
課

2,674

　都市景観の向上と潤
いのある街づくりを目
指し、花壇（公共花
壇）の整備を行うと共
に、市民花壇やスポン
サー花壇、うぇるっ
ちゃ！花壇といった、
市民ボランティアや企
業･団体と一体となっ
て美しく快適なまちづ
くりを推進する。

628団体
(H32年度)

農業体験教室への
参加者数

― 2,000人
(毎年度) 順調2,674 2,674 1,120

Ⅵ-1-
(2)-② 
あらゆる
主体によ
る環境政
策への参
加の推進

23
長野緑地を利用
した農業体験教
室

公園
管理
課

　計画地内に複数の活
動エリアを設け、一年
を通してそれぞれのエ
リアで有機農業栽培管
理や花作りを体験する
市民参加による農地等
の整備、管理等に取り
組む。また、子どもた
ちが自然の中で遊び、
学ぶ場を提供したり、
収穫物を使用したイベ
ントなど、市民の参加
を拡大するイベント等
を開催する。

57,375

【評価理由】
　農業体験を通した環境政策
への市民参加を推進してい
る。
　多くの機会を提供し、目標
以上の多くの市民の参加を得
られており「順調」と判断。

【課題】
　今後も継続して実施する必
要がある。

順調

人

　農業体験教室の実施回数は
45回と目標の50回には満たな
かったものの、目標を上回る
参加者数があり「順調」と判
断。

順調

全主要橋梁
の健全度Ⅲ

以上
(H31年度)

　今後も継続して農業体験教
室を実施する。

　今後も継続して市民との協
働や街かどの整備など、総合
的な緑化を推進する。

Ⅴ-3-
(1)-② 
都市基
盤・施設
の適正な
維持管理

インフラ構造物の
長寿命化を実施す
ることで、モノ
レールの安全・安
心な運行を確保

　橋梁、トンネルのリニュー
アルについては、概ね計画通
り（目標：11箇所、実績：10
箇所）に進捗しており「順
調」と判断。

係
長

2.00 人

人

課
長

1.10 人

順調

― ―

740,850

―

― ―

完了
(H33年度)

― ―

職
員

9.00

― ―

100,1501,480,000

913,857 順調

　桁や支柱等の長寿命化に向
けた取り組みを概ね計画通り
に進捗出来ており「順調」と
判断。

全ﾄﾝﾈﾙの健
全度Ⅲ以上
(H33年度)

1,432,735 1,508,891

トンネルの健全度
向上による市民の
安全・安心の確保

―

21 677,750

132



建設局

平成29年度　行政評価の取組結果（建設局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題H29年度H28年度

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度 H28年度
施策番号
・施策名

No. 主要事業
所管課名 事業・取組概要

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

目
標

課
長

0.50 人

実
績

係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

2.00 人

目
標

592 団
体

601 団
体

実
績

566 団
体

571 団
体

達
成
率

95.6 ％ 95.0 ％

目
標

3,000 ㎡

実
績

5,584 ㎡

達
成
率

186.1 ％

目
標

2,000 人 2,000 人
課
長

0.03 人

実
績

2,440 人 2,260 人
係
長

0.04 人

達
成
率

122.0 ％ 113.0 ％
職
員

0.05 人

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

　今後も沿線自治体と協力・
連携して要望活動に取り組
む。

― ―

―

東九州自
動車道の
建設促進

―

―

―

―

順調

【評価理由】
　東九州自動車道沿線の自治
体と協力しながら、国に対し
て整備活動の要望を行ってお
り「順調」と判断。

― ― ― ―

【施策の指標】
東九州自動車道の
建設促進

―

1,120 順調

　農業体験教室の実施回数は
45回と目標の50回には満たな
かったものの、目標を上回る
参加者数があり「順調」と判
断。

Ⅶ-3-
(2)-①
東九州地
域との連
携

28

【施策評価のみ】
東九州自動車道
建設促進協議会
の要望活動

道路
計画
課

【施策の内容】
　東九州自動車道建設
促進協議会の要望活動

2,674 2,674 2,674

―

　計画地内に複数の活
動エリアを設け、一年
を通してそれぞれのエ
リアで有機農業栽培管
理や花作りを体験する
市民参加による農地等
の整備、管理等に取り
組む。また、子どもた
ちが自然の中で遊び、
学ぶ場を提供したり、
収穫物を使用したイベ
ントなど、市民の参加
を拡大するイベント等
を開催する。

農業体験教室への
参加者数

― 2,000人
(毎年度)

【評価理由】
　市民花壇活動団体数は増加
傾向にあり、市民ボランティ
アとの協働は着実に推進出来
ている。
　また、農業体験教室にも目
標以上の多くの市民の参加を
得られており「順調」と判
断。

【課題】
　今後も市民花壇活動団体数
の増加・維持を図る必要があ
る。

係
長

0.70 人

特別緑地保全地区
の買収面積

― ―

課
長

人

順調

　市民花壇活動団体数は、目
標にこそ達していないものの
増加傾向を維持しているため
「順調」と判断。

順調

職
員

2.00 人

44,060 123,790 23,150

0.10

55,550

公園
管理
課

市民花壇活動団体
数

570団体
(H27年度)

628団体
(H32年度)

生態系に配
慮した整備
を行うこと
で、自然を
身近に感じ
る状態

Ⅵ-4-
(1)-③ 
市民と自
然とのふ
れあいの
推進

26

「花やみどり」
による彩りと潤
いのあるまちづ
くり

緑政
課

　都市景観の向上と潤
いのある街づくりを目
指し、花壇（公共花
壇）の整備を行うと共
に、市民花壇やスポン
サー花壇、うぇるっ
ちゃ！花壇といった、
市民ボランティアや企
業･団体と一体となっ
て美しく快適なまちづ
くりを推進する。

27
長野緑地を利用
した農業体験教
室

―

―

順調

【評価理由】
　市民に親しまれる水際線づ
くりを進めるため、環境に配
慮した護岸整備を計画通りに
推進出来ており「順調」と判
断。

【課題】
　治水と環境のバランスに配
慮して事業を推進する必要が
ある。

―

―

372,500

　環境に配慮した護岸整備延
長（目標：35,400m、実績：
35,900m）を計画通り進める
ことができたため「順調」と
判断。

順調

Ⅵ-4-
(1)-② 
身近に自
然を感じ
る都市づ
くり

25
身近に自然を感
じる河川整備事
業

水環
境課

　都市内に唯一残され
た貴重な自然空間であ
る河川を、水際の植生
や自然な流れの復元な
どにより、生物の生
息・生育環境に配慮し
た整備を行うことに
よって、ホタルの飛翔
や緑の増加など、身近
に自然を感じる水辺環
境整備事業を行ってい
る。

273,000

　今後も継続して街かどの花
壇整備や農業体験教室など、
市民が自然に触れ合う場や機
会の提供を推進する。

環境に配慮した護
岸整備

―

―

25,750529,800―

　今後とも限られた敷地で、
最大限生態系に配慮した整備
を推進する。
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建築都市局

平成29年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

33 ％ 34 ％
課
長

0.60 人

実
績

33 ％ 34 ％
係
長

2.70 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

9.90 人

目
標

33 ％ 34 ％

実
績

33 ％ 34 ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

88 ％ 88 ％
課
長

0.05 人

実
績

87.9 ％ 88.7 ％
係
長

0.30 人

達
成
率

99.9 ％ 100.8 ％
職
員

1.60 人

目
標

50
件
／
年

50
件
／
年

課
長

0.05 人

実
績

30
件
／
年

26
件
／
年

係
長

0.35 人

達
成
率

60.0 ％ 52.0 ％
職
員

0.75 人

　市営住宅のマネジメント実
施計画に基づき、市営住宅の
バリアフリー化について、引
き続き計画的に取り組んでい
く。

　今後も引き続き、市民や事
業者に対する各種説明会・講
習会等での事業PRや住宅情報
誌などへの情報掲載、平成28
年度より実施している固定資
産税納税通知書への啓発チラ
シの封入などを通じ、効果的
な普及啓発活動を行っていく
とともに、SNSを活用した補
助制度の周知など引き続き新
たなPR手法の検討を行う。

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

　バリアフリー住戸の供給率
目標を達成することができた
ので、「順調」と判断。

順調1,384,679 順調

【評価理由】
　普及啓発活動は目標を達成
し（目標：30回、実績：32
回）、補助事業及び耐震化に
関する問合せ・相談回数につ
いても高い水準を維持してい
る。しかし、補助実績件数は
昨年度と同程度で目標の52％
に留まったため、「やや遅
れ」と判断。

【課題】
　熊本地震の発生後、建築物
の耐震化に関する関心は高い
ものの、補助申請件数には繋
がっていない。また、大規模
建築物に関しては、工事スケ
ジュールの長期化等により、
耐震化の進捗に影響を及ぼし
ている。

係
長

課
長

2.10 人

1,827,724 1,601,234

人

108,150

2,302,966

人

188,690

Ⅱ-1-
(4)-⑤ 
公共施設
などの耐
震化の推
進

4
民間建築物耐震
改修費等補助事
業

建築
指導
課

　民間建築物の耐震化
を促進するため、一定
の要件に該当する木造
住宅やマンション、多
数の市民が利用する特
定建築物等の耐震化に
要する費用の一部を補
助する。

2
市営住宅整備・
管理事業

住宅
整備
課・
住宅
管理
課

　本市では現在、約
33,000戸の市営住宅を
管理しており、老朽化
の著しい市営住宅の集
約建替や既存ストック
の有効活用を図りなが
ら、住宅に困窮する低
所得者及び高齢者、障
害者、子育て世帯等に
住宅を供給することに
より、市民の居住安定
の確保を図る。 ─

3
優良賃貸住宅供
給支援事業

　一定の基準を満たす
良質な賃貸住宅（特定
優良賃貸住宅、高齢者
向け優良賃貸住宅）へ
の入居者に対して家賃
補助を行うことによ
り、入居を促進し、入
居者の居住の安定確保
を図る。

住宅
計画
課

─

50件
／年

民間建築物を対象
とした耐震改修費
等補助実績

50件
（H26年
度）

Ⅱ-1-
(1)-③ 
子育て・
高齢世帯
などが混
在するコ
ミュニ
ティづく
り

1
市営住宅整備事
業

住宅
整備
課

　本市では現在、約
33,000戸の市営住宅を
管理しており、老朽化
の著しい市営住宅の集
約建替や既存ストック
の有効活用を図りなが
ら、住宅に困窮する低
所得者及び高齢者、障
害者、子育て世帯等に
住宅を供給することに
より、多世代共生の住
まいづくりを推進す
る。

―
36％

（H31年
度）

市営住宅のバリア
フリー住戸の供給
率（累計）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数

Ⅱ-1-
(1)-④ 
居住支援
の充実

高齢者ふれあい巡
回員の活動

―

1,859,922

特優賃及び高優賃
の入居率

80％
（H26年
度）

市営住宅のバリア
フリー住戸の供給
率（累計）

36％
（H31年
度）

─

―

183,525

─ ―

単身高齢者
が市営住宅
において安
心して暮ら
せる環境づ

くり

【評価理由】
　バリアフリー住戸の供給率
目標を達成することができた
ので、「順調」と判断。

【課題】
　市営住宅のマネジメント実
施計画に基づき、既存市営住
宅の改善により住宅のバリア
フリー化を進めていく必要が
ある。

やや
遅れ

9,700

【評価理由】
　市営住宅のバリアフリー住
戸の供給率については、バリ
アフリー住戸の供給率目標を
達成することができた。
　ふれあい巡回員の活動につ
いては、ふれあい巡回員によ
る65歳以上の単身高齢者への
訪問等により、高齢者への見
守りや悩みの相談等を行うこ
とができた。
　また、優良賃貸住宅供給に
ついては、特優賃及び高優賃
の入居率が、目標に達してい
るので、「順調」と判断。

【課題】
　市営住宅のバリアフリー化
については、市営住宅のマネ
ジメント実施計画と整合を図
る必要がある。
　ふれあい巡回員の活動につ
いては、見守りの対象となる
単身高齢者の増加により、き
め細かい対応が難しくなって
いる。
　また、優良賃貸住宅供給に
ついては、事業目標達成の安
定化を図るため、引き続き制
度のPR及び家賃補助の実施が
必要である。

　市営住宅のマネジメント実
施計画に基づき、市営住宅の
バリアフリー化について、引
き続き計画的に取り組んでい
くとともに、ふれあい巡回員
の活動については、増加する
単身高齢者へきめ細かい見守
りを実施するため、ふれあい
巡回員増員の検討を行う。
　また、優良賃貸住宅供給に
ついては、引き続き、家賃補
助及び同住宅のPR活動を行っ
ていく。

順調

　バリアフリー住戸の供給率
目標を達成することができ
た。
　また、市営住宅に入居する
単身高齢者が抱える悩みの聞
き取りや相談先の助言などを
行い孤立死や引きこもりを防
止するため、65歳以上単身高
齢者を対象としたふれあい巡
回員による訪問を行った。平
成29年度は、対象者 9,403人
に対して、延べ27,734回訪問
し、45,990件の相談等に応じ
た。
　これらについて概ね計画ど
おり事業を実施したため、
「順調」と判断。

順調

順調
　実績が目標を上回っている
ため、「順調」と判断。

245,400

　補助事業及び耐震化に関す
る問合せ・相談回数は高い水
準を維持しているが（H29年
度：397回）、補助実績件数
が目標の52％に留まったた
め、「やや遅れ」と判断。

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

人件費（目安）H29年度 H28年度

173,639

2,076,370

59,023146,200 33,952
やや
遅れ

─

6.30

職
員

21.10

80％以上
／年 15,575
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建築都市局

平成29年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

人件費（目安）H29年度 H28年度

目
標

67 件 74 件
課
長

0.05 人

実
績

64 件 74 件
係
長

0.40 人

達
成
率

95.5 ％ 100.0 ％
職
員

1.00 人

目
標

300 件 300 件

実
績

411 件 414 件

達
成
率

137.0 ％ 138.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

300 戸 480 戸
課
長

0.30 人

実
績

717 戸 1,083 戸
係
長

1.00 人

達
成
率

239.0 ％ 225.6 ％
職
員

2.00 人

目
標

100
世
帯

120
世
帯

実
績

32
世
帯

103
世
帯

達
成
率

32.0 ％ 85.8 ％

目
標

100
世
帯

100
世
帯

実
績

102
世
帯

114
世
帯

達
成
率

102.0 % 114.0 %

―
空き家等対策計画
の策定

　狭あい道路拡幅整備事業に
ついては、防災性に優れた安
全な市街地の形成や居住環境
の向上に向け、狭あい道路拡
幅整備事業を継続していく。
　老朽空き家対策について
は、空き家の予防・管理・流
通・転用などの総合的な取組
みを実施していく。
　老朽空き家等除却について
は、今後も適正に管理され
ず、周辺の居住環境に悪影響
を及ぼす老朽空き家等の増加
が続くことが見込まれるた
め、その対策の強化を図る。

【評価の理由】
　狭あい道路拡幅整備事業
は、年度目標数を達成してお
り、着実に安全な市街地形成
や居住環境の向上は進められ
ている。
　老朽空き家対策・老朽空き
家等除却についても、目標を
達成することができたので、
「順調」と判断。

【課題】
　狭あい道路拡幅整備事業
は、国の狭あい道路拡幅事業
制度を受けて実施している。
国の事業が平成30年度までの
事業とされていることから、
国の動向によっては、事業内
容の見直しを行う必要があ
る。
　老朽空き家対策について
は、引き続き普及啓発活動等
を実施するなどして、空き家
等の適正管理について、所有
者等の意識の向上を図る必要
がある。
　老朽空き家等除却について
は、老朽空き家対策を中心と
した取組みから一歩進んで、
空き家の利活用や放置予防な
どに積極的に取り組んでいく
ための体制や業務内容の検討
を行う。

課
長

0.25 人

89,458

　本市への定住・移住
を強力に推進するた
め、市外から移住する
世帯に対し、街なかの
住宅を取得又は賃借す
る費用の一部を補助す
る。
　また、「新卒者が
Ｕ・Ｉターン応援企業
等に就職するための転
居」、「市内居住の新
婚世帯による住宅取
得」及び「市内に建設
する社宅」について、
費用の一部を補助す
る。

8
住宅
計画
課

住むなら北九州
定住・移住推進
の取組み

7
老朽空き家等除
却促進事業

空き
家活
用推
進室

　人口減少や高齢化等
が進む本市において
は、今後も、適正に管
理されず、周辺の居住
環境に悪影響を及ぼす
老朽空き家等の増加が
続くことが見込まれる
ことから、平成28年に
制定した「空家等の適
切な管理等に関する条
例」及び同年策定した
「空家等対策計画」に
基づき、老朽空き家等
対策の強化を図る。

5
狭あい道路拡幅
整備事業

空き
家活
用推
進室

　幅の狭い市道に面し
た建築物の建て替えな
どをする際に、道路幅
を広げることを促すこ
とにより、防災性に優
れた安全な住宅市街地
の形成と居住環境の向
上を図る。

6
老朽空き家等対
策推進事業

Ⅲ-1-
(1)-① 
快適な住
環境の形
成

監察
指導
課

　倒壊や部材の落下の
おそれがあるなど危険
な空き家等の除却を促
進するため、家屋の除
却に要する費用の一部
を補助することによ
り、市民の安全で安心
な居住環境の形成を図
る。

164世帯
（H27～
28年
度）

老朽空き家等除却
促進事業の累計実
施件数

住宅取得補助世帯
数

―

550世帯
(H27～
31年
度）

59,147

大変
順調

　目標を大幅に上回る除却戸
数を達成したため、「大変順
調」と判断。

　平成31年度までの中期目標
の実現に向けて、引き続き積
極的にPRを行い、本市への定
住・移住を強力に推進する。

人

人

880戸
（H27～
31年
度）

策定
（H28年
度）

15,425 20,421 20,732

4,216

90,000 73,721

80件
（H30年
度）

40,550

課
長

0.70 人

係
長

1.00 人

職
員

3.00

大変
順調

4,817

28,450

人

11,221

　賃貸住宅補助世帯数につい
ては目標を下回ったものの、
住宅取得補助世帯数について
は目標を達成したため、「順
調」と判断。

係
長

0.50 順調

順調

　平成29年度は、予定してい
た10件の狭あい道路の拡幅整
備が完了し、当初の目標数を
達成しており、安全な市街地
形成と居住空間の向上を図る
とした事業の目的は達成され
ており、「順調」と判断。

Ⅲ-1-
(1)-② 
定住促進
や地域活
性化のた
めの環境
づくり

順調

【評価理由】
　定住・移住に一定の成果が
出ているため、「順調」と判
断。

【課題】
　認知度向上のため、平成29
年度から新たに設けたメ
ニューについても積極的にPR
を行い、本市への定住・移住
を強力に推進する必要があ
る。

2.00
職
員

500世帯
(H27～
31年
度）

82,300 38,188 22,875

賃貸住宅補助世帯
数

47世帯
（H27～
28年
度）

202戸
（H26年
度）

167件
（H26年
度）

空き家に関する相
談・通報件数

狭あい道路の拡幅
整備完了件数（累
計）

　目標を達成し、老朽空き家
の適切な管理を推進すること
ができたので、「大変順調」
と判断。

―

公表

12,075 順調

300件
（H30年
度）
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建築都市局

平成29年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

人件費（目安）H29年度 H28年度

目
標

70 ％ 70 ％
課
長

0.05 人

実
績

69.4 ％ 69.6 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

99.1 ％ 99.4 ％
職
員

0.40 人

目
標

課
長

4.00 人

実
績

係
長

8.00 人

達
成
率

職
員

18.00 人

目
標

80 ％

実
績

80 ％

達
成
率

100.0 ％

目
標

24 ％

実
績

21.9 ％

達
成
率

91.3 ％

目
標

6 ％

実
績

2.4 ％

達
成
率

40.0 ％

単年度目標
設定なし

6,590,333

単年度目標
設定なし

―

38,403

52,386

2,271戸
（H34年
度）

40,000

単年度目標
設定なし

1,898 戸

―

順調

【評価理由】
　住宅市街地総合整備事業に
ついては、（仮称）城野駅北
地区第1期建設工事の工事が
完了している。また、（仮
称）八幡高見地区S街区第1期
建設工事の進捗が当初の予定
に達することはできなかった
ものの、目標とする住宅供給
戸数の整備に向けて、事業は
進んでいる。
　折尾地区総合整備事業につ
いては、平成37年度の事業完
了に向け、着実に事業を推進
できているため、総合的に考
え、「順調」と判断。

　住宅市街地総合整備事業に
ついては、民間の建設資金を
活用し、良好な市街地居住環
境の整備を行うもので、その
一部を助成することで良質な
住宅ストックを形成するもの
であることから、引き続き事
業の推進を図る。
　折尾地区総合整備事業につ
いては、今後も、平成32年度
の鹿児島本線切替及び新駅舎
の開業に向けて、事業の推進
を図る。

　平成37年度の事業完了に向
け、着実に事業を推進できて
いるため、「順調」と判断。

69,720 0.20

順調

順調

順調

261,000

0.60
係
長

人

4,805,500

―

―

80％
（H32年
度）

6％
（H32年
度）

―

人1.20
職
員

課
長

人0.10

職
員

課
長

0.50

9,143,025

1,760 戸

―

―

―

―

―

事業完了
（H37年
度）

―

―

―

10

12
環境首都総合交
通戦略の推進

Ⅴ-1-
(1)-① 
生活支援
施設の立
地誘導や
「街な
か」居住
の促進

11

Ⅴ-1-
(1)-② 
まちづく
りと連携
した商業
機能の活
性化

住宅市街地総合
整備事業

―
学園都市にふさわ
しい地域拠点の形
成

―

Ⅲ-1-
(2)-② 
風格のあ
る都市景
観づくり

折尾
総合
整備
事務
所

　折尾駅周辺の鉄道の
立体化により踏切を除
去するとともに、一帯
の幹線道路整備や鉄道
跡地を含む土地区画整
理事業等の面整備を総
合的に実施することに
より、交通渋滞の解
消、住環境の改善、ま
ちの一体化、回遊性の
向上などを図り、折尾
地区を魅力ある学園都
市として、また、広域
交通拠点として整備す
る。

折尾地区総合整
備事業

9
魅力ある街並み
形成

　本事業は、個性的で
魅力的な都市景観の形
成を目指し、景観アド
バイザー制度の活用に
よる公共施設や大型民
間施設等の魅力向上を
図り、市民が誇りと愛
着を持てる街並みづく
りを推進する。

　住宅市街地整備計画
を策定し、この計画に
位置づけられた事業を
行う事業者に対し、市
街地住宅等の調査設計
計画費や共同施設整備
費等の一部を補助し、
事業の進捗を図る。

実
績

1,760戸
（H26年
度）

都市
景観
課

住宅市街地総合整
備事業における住
宅供給支援戸数
（累積）

達
成
率

目
標

個性的で魅力的な
都市景観の向上
(景観が良くなった
と思う人の割合)

70％
（H26年
度）

再開
発課

　環境首都総合交通戦
略は、本市での望まし
い交通体系を構築する
ため、既存の公共交通
機関を有効活用し、そ
の維持や充実・強化を
図る。
　過度なマイカー利用
から地球環境にやさし
い公共交通や徒歩・自
転車への利用転換を図
り、市民の多様な移動
手段が確保された交通
体系を構築することを
目指す。

自家用車CO2排出量
の削減（H17年度
比）

市内の公共交通人
口カバー率

基準値
80％

（H17年
度）

基準値
69.7万
ｔ-CO2
（H17年
度）

基準値
20％

（H17年
度）

　交通事業者等と連携しなが
ら、公共交通の利用促進に向
けた取り組みを継続して実施
する。
　また、超高齢化社会に対応
するため、高齢者が利用しや
すいように施設や車両のバリ
アフリー化を推進し、公共交
通の利用を促すモビリティマ
ネジメント等を行う。

人0.10

順調

【評価理由】
　交通事業者等と連携し、イ
ベントへの出展や公共交通
マップを作成するなど、まち
づくりと連携した公共交通利
用促進の啓発活動に努めたこ
とから、「順調」と判断。

【課題】
　公共交通の利用促進に向け
た更なる啓発活動が必要であ
る。

　各種イベントへの出展及び
公共交通マップの作成・更新
について、予定通り進めてい
ることから、「順調」と判
断。

係
長

95,135 6,900

　引き続き、景観アドバイ
ザー制度の活用による公共施
設や民間施設等の魅力向上を
推進するとともに、本制度の
周知を図る。

人

人

順調

　（仮称）八幡高見地区S街
区第1期建設工事について
は、工法の変更等を行ったこ
とにより、当初の予定より工
事は進捗しなかったものの、
供給される住宅戸数に変更は
なく、目標とする成果は達成
する見込みである。
　また、（仮称）城野駅北地
区第1期建設工事について
は、予定どおり工事を完了
し、住宅戸数の増加に寄与し
た。
　両地区の進捗率等を総合的
に考え、「順調」と判断。

市内の公共交通分
担率

都市
交通
政策
課

16,150

【評価理由】
　本市の魅力ある街並み形成
に寄与していると認められる
ため、「順調」と判断。

【課題】
　景観アドバイザーの助言が
協議案件に反映できるよう、
事業の充実を図り、都市景観
の向上につなげる。

　景観アドバイザー制度が活
用されており、市民アンケー
ト結果も概ね目標を達成して
いるため、「順調」と判断。

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

33,338

順調5,575

70％
（毎年
度）

1,880 787

24％
（H32年
度）

746
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平成29年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

人件費（目安）H29年度 H28年度

目
標

100 戸

実
績

119 戸

達
成
率

119.0 ％

目
標

3,000 ㎡

実
績

3,000 ㎡

達
成
率

100.0 ％

目
標

課
長

1.25 人

実
績

係
長

4.00 人

達
成
率

職
員

12.00 人

目
標

50 戸 350 戸

実
績

84 戸 402 戸

達
成
率

168.0 ％ 114.9 ％

目
標

100 ％ 100 ％

実
績

100 ％ 100 ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

1,179,972

497,895

144,375

1.00

0.10

10,650

―

3,000㎡
（H31年
度）

―

1,390,044

30,696

0.25

1.00 人

―

―

100戸
（H31年
度）

―

―

―

―

―

Ⅴ-1-
(3)-① 
研究・開
発拠点の
整備

14
北九州学術・研
究都市北部土地
区画整理事業

小倉駅南口東地
区市街地再開発
事業

再開
発課

13

Ⅴ-1-
(2)-①
都心のに
ぎわいづ
くり

　本市の玄関口である
小倉駅の小倉城口にふ
さわしい都市機能の集
積と土地の高度利用を
図るため、都市計画道
路博労町線の拡幅整備
とあわせた市街地再開
発事業を行う施行者に
対して、事業費の一部
を補助し、事業の推進
を図る。

―

　ＪＲ城野駅北側の未
利用国有地やＵＲ城野
団地を中心とする城野
地区（約19ha）におい
て、エコ住宅や創エ
ネ・省エネ設備の設置
誘導、エネルギーマネ
ジメントによるエネル
ギー利用の最適化、公
共交通の利用促進な
ど、様々な低炭素技術
や方策を総合的に取り
入れて、ゼロ・カーボ
ンを目指した住宅街区
を整備する。

保留床として売却
する住宅戸数

長期優良住宅等の
認定件数の割合

―

―

57,000

100％
(H27年
度～）

680,128

―

550戸
（H33年
度）

5,000人
（H32年
度）

―

―

　各事業者と締結した基本協
定に基づき、持続可能な低炭
素型のまちづくりを誘導す
る。

順調

　純増住宅戸数及び長期優良
住宅等の認定件数割合が目標
を達成しているため、「順
調」と判断。

順調

【評価理由】
　土地区画整理の事業進捗率
は若干下回っているが、平成
30年6月に換地処分を行い、
保留地分譲も好調であり、
「順調」と判断。

【課題】
　事業を完了させるための進
捗管理が必要である。

人

 保留地の処分など事業完了
に向けて事務を進める。

　保留床として売却する住宅
及び業務床については、全て
処分先が決定した。
　また、施設建築物工事につ
いても、予定どおり進捗して
いるため、「順調」と判断。

　本事業については、平成31
年度完成予定であることか
ら、事業完成まで引き続き支
援を行っていく。

【評価理由】
　住宅及び保留床も全て処分
先が決定しており、建物本体
工事も予定通り事業進捗が図
られていることから、「順
調」と判断。

2.00

学
術・
研究
都市
開発
事務
所

　北九州学術研究都市
を知的基盤の中核とし
て、周辺の自然環境を
活かしながら、複合的
なまちづくりを進めて
いくための基盤整備事
業で、「施行者：北九
州市、事業期間：平成
14年4月から平成30年6
月、施行面積：約
135.5ヘクタール」の
国から認可された土地
区画整理事業として整
備を進めている。

保留床として売却
する業務床面積

―

北九州学術・研究
都市北部地区にお
ける地区内人口

―

Ⅴ-1-
(4)-① 
省エネル
ギー（ネ
ガワッ
ト）の推
進

15
住宅街区のス
マート化促進事
業

区画
整理
課

純増住宅戸数

職
員

係
長

職
員

課
長

27,875

係
長

課
長

697,265 648,018

667,000 0.20 人 順調

人

順調

　土地区画整理の事業進捗率
は若干下回っている（目標：
100％、実績：98.1％）が、
ほぼ目標どおりの成果が現れ
ており、事業全体の進捗は、
「順調」と判断。

順調

【評価理由】
　純増住宅戸数及び長期優良
住宅等の認定件数割合は目標
を達成した。
　また、低炭素型のまちづく
りの誘導により、低炭素ス
マート化住宅設置率100％を
達成した。
　よって、事業全体として
「順調」と判断。

【課題】
　各事業者と締結した基本協
定に基づき、持続可能な低炭
素型のまちづくりの誘導を引
き続き行う必要がある。

順調

人

人

137



建築都市局

平成29年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

人件費（目安）H29年度 H28年度

目
標

80 ％

実
績

80 ％

達
成
率

100.0 ％

目
標

24 ％

実
績

21.9 ％

達
成
率

91.3 ％

目
標

6 ％

実
績

2.4 ％

達
成
率

40.0 ％

目
標

8
か
所

8
か
所

課
長

0.10 人

実
績

8
か
所

8
か
所

係
長

0.60 人

達
成
率

100.0 % 100.0 %
職
員

1.20 人

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

0.80 人

　既運行地区におけるおでか
け交通を維持するため、事業
主体に対する側面支援による
運行の継続を行う。

38,403

8か所
（H32年
度）

―

―

80％
（H32年
度）

―

Ⅴ-2-
(3)-② 
おでかけ
しやすい
移動手段
の確保

17

環境首都総合交
通戦略の推進
（おでかけ交通
事業）

都市
交通
政策
課

　おでかけ交通事業
は、バス路線廃止地区
やバス路線のない高台
地区、高齢化率が市の
平均を上回る地区など
において、地域住民の
交通手段を確保するた
め、採算性の確保を前
提として、地域住民、
交通事業者、市の三者
がそれぞれの役割分担
のもとで連携して、マ
イクロバスやジャンボ
タクシー等を運行す
る。

基準値
69.7万
ｔ-CO2
（H17年
度）

　今後も公共施設を長期に渡
り安全に維持していくため、
中長期的な視点で適切に改修
等を行う「予防保全型の維持
管理」の推進を図っていく。

順調

順調

6％
（H32年
度）

24％
（H32年
度）

13,300

40,000 33,338

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

―

単年度目標
設定なし

市有建築
物長寿命
化計画の
充実

―

―

―

　交通事業者等と連携しなが
ら、公共交通の利用促進に向
けた取り組みを継続して実施
する。
　また、超高齢化社会に対応
するため、高齢者が利用しや
すいように施設や車両のバリ
アフリー化を推進し、公共交
通の利用を促すモビリティマ
ネジメント等を行う。

【評価理由】
　交通事業者等と連携し、イ
ベントへの出展や公共交通
マップを作成するなど、公共
交通利用促進の啓発活動に努
めたことから、「順調」と判
断。

【課題】
　公共交通の利用促進に向け
た更なる啓発活動が必要であ
る。

順調

　各種イベントへの出展及び
公共交通マップの作成・更新
について、予定通り進めてい
ることから、「順調」と判
断。

人

0.10

1.20

既運行地区におけ
るおでかけ交通の
維持

8か所
（H25年
度）

市内の公共交通人
口カバー率

基準値
80％

（H17年
度）

Ⅴ-2-
(3)-①
公共交通
の利便性
の向上

16
環境首都総合交
通戦略の推進

都市
交通
政策
課

Ⅴ-3-
(1)-② 
都市基
盤・施設
の適正な
維持管理

施設
保全
課

18
公共施設予防保
全マネジメント
推進事業

　「公共施設マネジメ
ント実行計画」に基づ
き、予防保全による施
設の長寿命化を計画的
に進めるため、長寿命
化計画の策定及び推進
を図る。

　環境首都総合交通戦
略は、本市での望まし
い交通体系を構築する
ため、既存の公共交通
機関を有効活用し、そ
の維持や充実・強化を
図る。
　過度なマイカー利用
から地球環境にやさし
い公共交通や徒歩・自
転車への利用転換を図
り、市民の多様な移動
手段が確保された交通
体系を構築することを
目指す。

市内の公共交通分
担率

―

自家用車CO2排出量
の削減（H17年度
比）

基準値
20％

（H17年
度）

―

市有建築
物長寿命
化計画の

策定

市有建築
物長寿命
化計画の
充実

市有建築物長寿命
化計画の策定・推
進

職
員

係
長16,150

課
長

16,932 13,273

33,33840,000 38,403

【評価理由】
　目標どおり長寿命化計画の
充実を図ることができたた
め、「順調」と判断。

【課題】
　市有建築物長寿命化計画に
基づき、施設の計画的な予防
保全と実施に向けた仕様･工
法等、具体的な検討を行い、
長寿命化計画の推進を図る。

人

0.60

順調

【評価理由】
　事業者に対して運行に要す
る費用の一部助成などの側面
支援を実施し、安定・安全運
行を図ることができたので、
「順調」と判断。

【課題】
　おでかけ交通を存続させて
いくため、更なる三者の連携
による利用者増を図ることが
不可欠である。

　三者（地域住民、交通事業
者、市）で逐次調整・協議を
行い、安定・安全運行の確保
に努め、運行の維持ができた
ので、「順調」と判断。

順調

　施設の機能維持に不可欠な
特定重要設備の現地調査を行
い、仕様等の基礎的な情報を
整理し、保全マネジメントシ
ステム（BIMMS）のデータを
更新する等、長寿命化計画の
充実を図ることができたた
め、「順調」と判断。

人

順調

16,150

20,000

市有建築
物長寿命
化計画の

策定

長寿命
化計画
の推進
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平成29年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

人件費（目安）H29年度 H28年度

目
標

4,225 戸 4,425 戸

実
績

4,239 戸 4,485 戸

達
成
率

100.3 ％ 101.4 ％

目
標

7,630 戸 8,052 戸

実
績

7,413 戸 7,780 戸

達
成
率

97.2 ％ 96.6 ％

目
標

15 件 15 件
課
長

0.01 人

実
績

29 件 22 件
係
長

0.05 人

達
成
率

193.3 ％ 146.7 ％
職
員

0.05 人

目
標

50 戸 350 戸

実
績

84 戸 402 戸

達
成
率

168.0 ％ 114.9 ％

目
標

100 ％ 100 ％

実
績

100 ％ 100 ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

人

1,482,693

職
員

―
約4,800戸
（H31年
度）

15件
（毎年
度）

Ⅴ-3-
(2)-① 
都市基
盤・施設
の有効活
用

19

550戸
（H33年
度）

100％
（H27年
度～）

―

21
住宅街区のス
マート化促進事
業

6,605戸
（H27年
度）

耐震改修工事累計
戸数

北九州市建築物総
合環境性能評価制
度（CASBEE北九
州）の届出件数

市営住宅のバリア
フリー化工事（す
こやか改善事業）
累計戸数

純増住宅戸数

長期優良住宅等の
認定件数の割合

区画
整理
課

　ＪＲ城野駅北側の未
利用国有地やＵＲ城野
団地を中心とする城野
地区（約19ha）におい
て、エコ住宅や創エ
ネ・省エネ設備の設置
誘導、エネルギーマネ
ジメントによるエネル
ギー利用の最適化、公
共交通の利用促進な
ど、様々な低炭素技術
や方策を総合的に取り
入れて、ゼロ・カーボ
ンを目指した住宅街区
を整備する。

Ⅵ-2-
(1)-① 
環境に配
慮した良
質な住
宅・建築
ストック
の形成

20
民間建築物指導
業務（CASBEE北
九州の普及）

建築
指導
課

　建築物は、エネル
ギーの消費や廃棄物の
発生など環境に対し
様々な影響を与えてい
る。また、地球温暖化
対策をはじめとする環
境問題に対し、建築分
野での取り組みは大き
な役割を担っている。
CASBEE北九州（北九州
市建築物総合環境性能
評価制度）は延床面積
2,000㎡以上の建築物
の新築等を行う建築主
が建築物の環境性能を
自己評価し、その結果
を市に届出る制度であ
り、この制度の普及に
より、環境配慮型建築
物の整備促進を図る。

―

課
長

27,875680,12830,696

990

人

人

人

95,250

　民間建築物指導業務につい
ては、平成20年10月の本格実
施から一定年数が経過し、建
築士事務所等の制度への理解
は進んでいるが、引き続き建
築主等に対し個別に制度の概
要についてPRするなど、届出
を促す普及啓発活動を実施す
る。
　住宅街区のスマート化促進
事業については、各事業者と
締結した基本協定に基づき、
持続可能な低炭素型のまちづ
くりを誘導する。

順調

人

　純増住宅戸数及び長期優良
住宅等の認定件数割合が目標
を達成しているため、「順
調」と判断。

大変
順調

1.00

2.00

　市営住宅を耐用年数まで有
効に活用するため、安全性確
保を引き続き推進する。

係
長

課
長

0.50 人

順調

　平成29年度における市営住
宅バリアフリー化工事の目標
（目標：200戸、実績：246
戸）を達成することができる
など、概ねスケジュールに
沿って事業を進捗することが
できた。
　市営住宅の耐震改修工事
は、概ね9割(目標：422戸、
実績：367戸)の進捗である。
　よって、「順調」と判断。

2.20

係
長

職
員

順調

【評価理由】
　民間建築物指導業務につい
ては、目標を超える届出件数
であった。
　住宅街区のスマート化促進
事業については、純増住宅戸
数及び長期優良住宅等の認定
件数割合が目標を達成した。
　また、低炭素型のまちづく
りの誘導により、低炭素ス
マート化住宅設置率100%を達
成した。
　よって、事業全体として
「順調」と判断。

【課題】
　民間建築物指導業務につい
ては、届出を促す効果的な普
及啓発活動を実施することが
必要である。
　住宅街区のスマート化促進
事業については、各事業者と
締結した基本協定に基づき、
持続可能な低炭素型のまちづ
くりの誘導を引き続き行う必
要がある。

【評価理由】
　市営住宅バリアフリー化工
事、耐震改修工事ともに、成
果指標を概ね達成することが
できたので、「順調」と判
断。

【課題】
　市営住宅バリアフリー化工
事については、中期目標の達
成に向け、引き続き事業を推
進する必要がある。
　耐震改修工事については、
市営住宅のマネジメント実行
計画に基づき、耐震改修促進
計画の目標達成に向け、引き
続き事業を推進する必要があ
る。

順調

9.00

0.25

　実績が目標を上回ったの
で、「大変順調」と判断。

109

1,224,376 1,668,066

205 104

市営住宅既存ス
トック整備事業

住宅
整備
課・
住宅
管理
課

　既存の市営住宅の居
住水準および安全性を
確保する為、住戸のバ
リアフリー化（すこや
か改善事業）や耐震性
の低い住棟の耐震改修
を行い、既存ストック
の有効活用を図る。

15件
（H26年
度）

約9,200戸
（H32年
度）

57,000
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建築都市局

平成29年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度

人件費（目安）H29年度 H28年度

目
標

80 ％

実
績

80 ％

達
成
率

100.0 ％

目
標

24 ％

実
績

21.9 ％

達
成
率

91.3 ％

目
標

6 ％

実
績

2.4 ％

達
成
率

40.0 ％

目
標

1 回 1 回
課
長

― 人

実
績

3 回 3 回
係
長

― 人

達
成
率

300.0 ％ 300.0 ％
職
員

― 人

【施策の指標】
早期実現のための
要望活動を共同で
実施

基準値
69.7万
ｔ-CO2
（H17年
度）

1回
（H28年
度）

Ⅶ-3-
(2)-④
広域連携
に資する
社会基盤
の整備に
向けた取
組の推進

23

【施策評価のみ】
下関北九州道路
にかかる要望・
提案活動の実施

都市
交通
政策
課

【施策の内容】
　地域連携に資する社
会基盤の整備に向けた
取り組みの一環とし
て、下関北九州道路を
推進するため、国や関
係機関に対して要望・
提案活動を実施する。

Ⅵ-2-
(1)-② 
環境に配
慮した都
市基盤・
施設の整
備・維持
管理

22
環境首都総合交
通戦略の推進

都市
交通
政策
課

　環境首都総合交通戦
略は、本市での望まし
い交通体系を構築する
ため、既存の公共交通
機関を有効活用し、そ
の維持や充実・強化を
図る。
　過度なマイカー利用
から地球環境にやさし
い公共交通や徒歩・自
転車への利用転換を図
り、市民の多様な移動
手段が確保された交通
体系を構築することを
目指す。

基準値
80％

（H17年
度）

市内の公共交通人
口カバー率

16,150

6％
（H32年
度）

市内の公共交通分
担率

基準値
20％

（H17年
度）

24％
（H32年
度）

自家用車CO2排出量
の削減（H17年度
比）

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

　国家プロジェクトとしての
下関北九州道路の整備に向
け、引き続き、要望活動や調
査検討に取り組む。

人

―
大変
順調

【評価理由】
　国や関係機関に対して、予
定を上回る要望・提案活動を
実施しており、さらに具体的
な検討に入ったため、「大変
順調」と判断。

【課題】
　下関北九州道路の早期実現
に向けて、調査検討を進め、
要望に反映させる。

　各種イベントへの出展及び
公共交通マップの作成・更新
について、予定通り進めてい
ることから、「順調」と判
断。

　交通事業者等と連携しなが
ら、公共交通の利用促進に向
けた取り組みを継続して実施
する。
　また、超高齢化社会に対応
するため、高齢者が利用しや
すいように施設や車両のバリ
アフリー化を推進し、公共交
通の利用を促すモビリティマ
ネジメント等を行う。

38,403

― ― ―― ―

40,000 順調

【評価理由】
　交通事業者等と連携し、イ
ベントへの出展や公共交通
マップを作成するなど、地球
環境にやさしい公共交通利用
促進の啓発活動に努めたこと
から、「順調」と判断。

【課題】
　公共交通の利用促進に向け
た更なる啓発活動が必要であ
る。

順調

1回
（H32年
度）

―

―

―

―

―

―

80％
（H32年
度）

33,338

0.10
課
長

人

人

1.20
職
員

0.60
係
長
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港湾空港局

平成29年度　行政評価の取組結果（港湾空港局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.10 人

目
標

課
長

0.20 人

実
績

50.3 ％ 49.2 ％
係
長

0.25 人

達
成
率

96.0 ％ 97.8 ％
職
員

0.60 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.20 人

市民が、北九州市
の海辺や港につい
て満足している割
合

1,407

78,128

　H23年5月に策定した
「新・海辺のマスター
プラン」（H28年11月
中間見直し）における
2つの目標（「利用で
きる海辺を増やす」
「親しまれる度合いを
高める」）を実現する
ための様々な取り組み
について、その検証及
びプランの進捗管理等
を行う。

10,000

市民が海辺と親し
み憩うための緑地
整備

整備
保全
課

　水際線において、海
辺の眺望や親水空間を
備えた緑地を整備する
ことにより、市民に安
らぎや憩いの空間を提
供する。

単年度目標
設定なし

9,300

130,613

新・海辺のマス
タープラン推進
事業

Ⅲ-1-
(2)-③ 
市民に親
しまれる
水際線・
農山村風
景づくり

4
港湾施設整備事
業（緑地整備）

3
計画
課

―

平成27年度
（52.4％）

比増

単年度目標
設定なし

1,115

3地区の
緑地整備
(H33年度）

1,217

75％
(H32年
度)

―

―

臨海部防災拠点を
構成する耐震強化
岸壁の整備（西海
岸地区）

―

― ―

― 2,900―

単年度目標
設定なし

35.6％
(H23年
度)

200,000 0 0 遅れ

　工事の支障物件に関わる関
係者との合意形成に時間を有
し、工事着手に至っていない
ため、「遅れ」と判断。

Ⅱ-1-
(4)-⑤ 
公共施設
などの耐
震化の推
進

2
国直轄事業負担
金（耐震強化岸
壁整備）

計画
課

　大規模震災時にも物
資等の海上輸送機能を
確保するため、耐震強
化岸壁を整備する。

　本市の高潮対策の重要性を
継続して国に伝え、予算の確
保に努める。今後も継続して
護岸を整備し、施設の早期完
成を目指す。

係
長

0.15 人
やや
遅れ

114,171 5,650

人

― ―

白野江地区護岸整
備による後背地防
護面積

―

―

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

―

―

Ⅱ-1-
(4)-④ 
総合的な
災害対策
の推進

1
海岸（高潮）事
業

整備
保全
課

　災害に強い都市づく
りの一環として、高潮
等の災害から市民の生
命や財産を守るため
に、臨海部において護
岸整備を行う。

新門司北地区北護
岸整備による後背
地防護面積

人数

H29年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

単年度目標
設定なし

―

H28年度

単年度目標
設定なし

―

―

―

平成28年度
比増

―

―

防護面積
14ha

(H31年度)

単年度目標
設定なし

89,173

防護面積
51ha

(H31年度)

92,000

耐震強化
岸壁の整備
(H31年度)

3,650

0.10

職
員

　新門司北地区は、目標
（0m）に対し、153m整備でき
たものの、白野江地区の整備
が目標に達しなかった(整備
延長目標：60m、実績：
13m)。また、全体的に見ると
平成31年度の中期目標に対し
て事業進捗が遅れ気味である
ことから、「やや遅れ」と判
断。

順調

　市民意識調査で、市民が、
北九州市の海辺や港について
満足している割合（49.2％）
が、前年度の割合(50.3％)と
同水準で推移しており、中間
見直しにより、市民のニーズ
にあった事業を実施すること
で、その効果が見込めること
から、「順調」と判断。

　響灘南緑地(整備延長目
標：300m、実績：178m)の整
備を計画的に進めているた
め、「順調」と判断。

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

遅れ

人

順調

0.40

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人件費（目安）

順調

【評価理由】
　市民が北九州市の海辺や港
について満足している割合
が、前年度と同水準で推移し
ている。また、平成23年度か
ら整備を開始した響灘南緑地
の整備については、計画的に
進んでいることから、「順
調」と判断。

【課題】
　「新・海辺のマスタープラ
ン」中間見直しにより、追
加・強化施策に、今後重点的
に取り組み、市民ニーズに
合った事業を行っていく必要
がある。
　また、緑地の整備について
は計画どおりに事業を進める
ため、事業費の確保と関係者
との調整が必要である。

　「新・海辺のマスタープラ
ン」中間見直しにより、追
加・強化施策に重点的に取り
組み、市民ニーズにあった事
業を実施することで本プラン
をさらに推進する。
　また、市民に安らぎや憩い
の親水空間を提供するため、
引き続き緑地整備を行う。

【評価理由】
　本市では、耐震強化岸壁を
5箇所に整備する計画であ
り、すでに2箇所の整備が完
了している。平成29年度は、
整備を計画中の西海岸地区の
工事着手に至っていないこと
から、「遅れ」と判断。

【課題】
　残る3箇所のうち、西海岸
地区を含む2箇所は、国が事
業主体となることから、国と
の連携を密にし、適正な事業
の進捗を図る必要がある。

　平成31年度の工事着手を目
指し、関係者との合意形成を
図るとともに、国との連携を
密にし、事業の進捗を図る。

【評価理由】
　平成31年度の中期目標に対
して事業進捗が遅れ気味であ
ることから、「やや遅れ」と
判断。

【課題】
　本事業は国の補助事業で実
施している。東日本大震災以
降、国は、津波対策に重点的
に予算を配分し、高潮対策へ
の配分は少ない状況である。
本市においても、市予算額に
対し国予算配分額が小さい状
況が続いており、事業進捗に
支障が生じている。

やや
遅れ

課
長
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港湾空港局

平成29年度　行政評価の取組結果（港湾空港局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

目
標

18 件 22 件
課
長

0.30 人

実
績

20 件 29 件
係
長

0.80 人

達
成
率

111.1 ％ 131.8 ％
職
員

1.50 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

1 人 6 人

達
成
率

目
標

18 件 22 件
課
長

0.30 人

実
績

20 件 29 件
係
長

0.80 人

達
成
率

111.1 ％ 131.8 ％
職
員

1.50 人

目
標

10 回 45 回
課
長

0.80 人

実
績

12 回 36 回
係
長

1.00 人

達
成
率

120.0 ％ 80.0 ％
職
員

2.00 人

Ⅳ-4-
(3)-① 
国内外か
らの観光
の推進

クルーズ船の誘
致

8

　コンベンションへの
出展や、代理店や船社
への情報提供による、
国内外のクルーズ船の
寄港を促進する。ま
た、クルーズ船寄港時
にはおもてなしイベン
ト等を展開する。

ク
ルー
ズ・
交流
課

1,339

―

8,000 4,215 11,622

8,201

1,339

105,900

2,452

【評価理由】
　外的要因による減少の一方
でクルーズ船の寄港回数が平
成28年度の3倍に増加してお
り、平成30年度以降のひびき
コンテナターミナルにおける
寄港回数の増加が見込めるた
め、「順調」と判断。

【課題】
　関係機関との連絡調整を行
いつつ、寄港数増加に対応す
るとともに、寄港地観光に繋
げられるような誘致活動を行
う。

　平成29年度は、4件の目標
に対し、9件の誘致、累計で
も22件の目標を大幅に達成し
たことから、「大変順調」と
判断。

臨海部産業用地へ
の企業立地件数
（平成26年度以降
の累計）

風力発電関連施設
の立地

―

年間寄港回
数：12回
（H28年
度）

クルーズ船の寄港
数

4件
（H26年
度）

4件
（H26年
度）

エネ
ル
ギー
産業
拠点
化推
進課

響灘洋上風力発
電拠点化推進事
業

物流
振興
課

臨海部産業用地へ
の企業立地件数
（平成26年度以降
の累計）

風力発電関連産業
の新規雇用

5

Ⅳ-1-
(2)-① 
次世代自
動車産業
拠点の形
成

7
企業誘致活動事
業

6

Ⅳ-1-
(3)-① 
成長性、
経済波及
効果の高
い産業の
重点的誘
致

　港湾空港局では、響
灘地区のポテンシャル
を活かし、平成22年度
より風力発電関連産業
の集積を図る『グリー
ンエネルギーポートひ
びき』事業を進めてお
り、本事業の更なる推
進にあたっては、今後
拡大が見込まれる洋上
風力発電に対応した環
境整備が急務である。
　そこで、響灘洋上ウ
インドファームの形成
をインセンティブに関
連産業の集積を進め、
国内における“風力発
電関連産業の総合拠
点”の形成を目指す。

　臨海部産業団地の分
譲を促進するため、充
実した港湾インフラや
「環境未来都市」「グ
リーンアジア国際戦略
総合特区」など本市の
強みを活かすことので
きる企業に対し、積極
的に誘致活動を行う。

企業誘致活動事
業

　臨海部産業団地の分
譲を促進するため、充
実した港湾インフラや
「環境未来都市」「グ
リーンアジア国際戦略
総合特区」など本市の
強みを活かすことので
きる企業に対し、積極
的に誘致活動を行う。

―

単年度目標
設定なし

―

―

110人
（H31年
度）

単年度目標
設定なし

選定計画に
沿った、関
連施設の設
置に向けた

協議

―

93,140

8,201

4件増
（毎年
度）

22,700

実施済実施済

2,452

50,300

4件増
（毎年
度）

―

洋上風力発
電施設の設
置に向けた
公募実施

34,200

係
長

職
員

課
長

14,866

1.20

22,700

大変
順調

大変
順調

　船社における九州全体の寄
港調整による減少など外的要
因による影響があったため、
クルーズ船の寄港数は目標を
下回ったものの、コンテナ
ターミナルでの受け入れが開
始され、二つの港でクルーズ
船の受入ができるようになっ
たことと、船社や旅行社への
積極的な情報提供の結果、前
年度を大幅に上回ったため、
総合的に考え、「順調」と判
断。

大変
順調

順調

1.70 順調

　響灘洋上風力発電施設の設
置・運営事業者公募において
選定された事業者により、事
業は順調に実施されている。
　また、雇用の人数も増えて
おり、「順調」と判断。

人

　戦略的な企業誘致活動を継
続し、更に多くの企業誘致を
推進する。

　平成29年度は、4件の目標
に対し、9件の誘致、累計で
も22件の目標を大幅に達成し
たことから、「大変順調」と
判断。

　引き続き風力発電関連産業
の拠点の形成を目指し、確実
な事業の進捗を図っていきた
い。
　また、公募において選定さ
れた事業者と共に、洋上風力
発電事業や関連産業の集積が
円滑かつ確実に実施されるよ
う、既存事業のあり方や新規
事業について検討を行いた
い。
　あわせて戦略的な企業誘致
活動を継続し、更に多くの企
業誘致を推進する。

人

【評価理由】
　風力発電関連産業の総合拠
点の形成に向け、事業の進捗
が図られていることや、港湾
インフラなど本市の強みを活
かすことのできる企業へ積極
的に訪問し、臨海部産業用地
への企業立地件数が目標に達
したため、「順調」と判断。

【課題】
　関係者等との調整・連携の
上、洋上風力発電事業や産業
集積を確実に進めていく必要
がある。
　また、企業誘致活動におい
ては誘致件数を増やすことに
加え、用地売却による収入増
も図る必要がある。

順調 順調

物流
振興
課

人2.60

　ひびきコンテナターミナル
の利用状況を注視しつつ、今
後も海外でのクルーズ博覧会
出展やセミナー開催などを積
極的かつ効率的に行い、ク
ルーズ市場の情報収集及び船
社・旅行社への情報提供を実
施する。

【評価理由】
　港湾インフラなど本市の強
みを活かすことのできる企業
へ積極的に訪問し、臨海部産
業用地への企業立地件数が目
標を大幅に達成したため、
「大変順調」と判断。

【課題】
　誘致件数を増やすことに加
え、用地売却による収入増も
図る必要がある。

45回
（H32年
度）
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港湾空港局

平成29年度　行政評価の取組結果（港湾空港局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

目
標

80
%
以
上

80
%
以
上

実
績

97 ％ 98 ％

達
成
率

121.3 ％ 122.5 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

18 件 22 件
課
長

0.10 人

実
績

20 件 29 件
係
長

0.20 人

達
成
率

111.1 ％ 131.8 ％
職
員

0.50 人

目
標

21,000 t 24,000 t
課
長

0.30 人

実
績

8,451 t 4,880 t
係
長

0.90 人

達
成
率

40.2 ％ 20.3 ％
職
員

0.90 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.40 人

目
標

課
長

1.05 人

実
績

係
長

3.40 人

達
成
率

職
員

9.20 人

課
長

人8,650

0.10

0.60

5,150

0.30
北九州港市民Ｐ
Ｒ事業

219,879

順調

　老朽化した施設を重点的に
点検実施し、緊急度の高い施
設から補修を行うことで、施
設利用の安全性・利便性を維
持していることから、「順
調」と判断。

順調

やや
遅れ

やや
遅れ

順調

　響灘西道路は概ね計画通り
に進んでいるものの、太刀浦
地区の道路改良は地元調整の
難航等により現地着工できて
おらず、全体的には「やや遅
れ」と判断。

　広く市民に港や海に親しん
でもらい、北九州港の賑わい
を創出するため、引き続き、
北九州港内におけるイベント
を開催し、北九州港の周知・

を行う。

　戦略的な企業誘致活動を継
続し、更に多くの企業誘致を
推進する。

　平成29年度は、4件の目標
に対し、9件の誘致、累計で
も22件の目標を大幅に達成し
たことから、「大変順調」と
判断。

人

【評価理由】
　港湾インフラなど本市の強
みを活かすことのできる企業
へ積極的に訪問し、臨海部産
業用地への企業立地件数が目
標を超えたため、「大変順
調」と判断。

【課題】
　誘致件数を増やすことに加
え、用地売却による収入増も
図る必要がある。

大変
順調

人

521,067

39,041

258,022

93,769

30,000t
（H32年
度）

―

―

11

12

Ⅳ-4-
(3)-② 
にぎわい
づくりに
よる集客
交流産業
の拡充

9

ク
ルー
ズ・
交流
課

Ⅴ-1-
(3)-② 
産業拠点
の整備

空港
企画
課

Ⅴ-1-
(3)-③ 
物流拠点
の整備

響灘及び新門司
埋立地整備等事
業

整備
保全
課

―

―

整備
保全
課・
物流
振興
課

単年度目標
設定なし

―

―
企業立地の促進
（平成26年度以降
の累計）

イベント参加者の
満足度

―
安全・安心なイベ
ントの実施

単年度目標
設定なし

80％以上
（H26年
度）

港湾施設の安全性
確保及び利便性の
維持・向上

単年度目標
設定なし

航空貨物取扱量

―

12,270

―

―

港湾施設
の安全性
確保及び
利便性の
維持・向

上

―

―

―

14,706

―

港湾施設
利用者の
安全性確
保及び利
便性向上

―

　企業立地の円滑化を
図るため、響灘東及び
響灘西、並びに新門司
臨海部土地造成事業計
画に基づき、基盤整備
等を行う。

　24時間運用や税関・
検疫空港の指定など、
北九州空港の特性を活
かし、開港以来、貨物
拠点化に向け、福岡県
や苅田町などの自治体
及び地元経済団体と協
力して空港機能強化の
ための活動を行ってい
る。また、空港機能強
化の根拠となる大型貨
物機の就航実績を示す
ため助成制度等を活用
し、航空会社への路線
誘致や貨物利用運送事
業者への集貨促進、空
港機能強化等を行う。

―

　岸壁や道路等の老朽
化した港湾施設につい
て、適切な改良を加
え、機能の維持・強化
を行うことにより、施
設利用者の安全性確保
及び利便性向上を図
る。

港営
課

係
長

　広く市民に港や海に
親しんでもらい、北九
州港の賑わいを創出す
るため、北九州港内で
開催される花火大会等
の支援や、各種イベン
トを実施する。

単年度目標
設定なし

12,316

―

職
員

6,90073,200 17,926

イベント
参加者の
満足度の
向上

4件増
（毎年
度）

　事故なくイベントが実施で
き、イベント参加者に実施し
たアンケートによる満足度も
98％と非常に高いものであっ
たため、「順調」と判断。

順調

　平成29年度貨物取扱量が
4,880トン（達成率20.3％）
であるが、新規貨物定期路線
の誘致に力を入れ、平成30年
度早期の就航が決定したた
め、「やや遅れ」と判断。

【評価理由】
　花火大会におけるイベント
参加者が95万人とにぎわいを
創出したことに加え、事故な
く安全に実施できた。また、
イベント参加者の満足度も向
上しているため、「順調」と
判断。

【課題】
　引き続きイベントを事故等
なく実施し、イベント参加者
の安全や満足度を確保する必
要がある。

大変
順調

19,200116,599

241,050

115,075

78,948

204,456245,344

【評価理由】
　航空貨物については、目標
年次の貨物取扱量に達してい
ないが誘致への取り組みによ
り、平成30年度から新規定期
路線が就航する。
　港湾施設の整備について
は、平成29年度に関しては難
航しているが、事業期間全体
としては計画通り進んでい
る。また、老朽化した施設が
多数であり、予防保全的な対
応にまでは至っていないもの
の、安全性・利便性を維持し
ている。
　物流基盤の整備に向けた事
業を着実に実施できたことか
ら、「順調」と判断。

【課題】
　航空貨物については、平成
30年より定期貨物便が新規就
航することから、これまで以
上に集貨に努めるとともに、
貨物が集積しやすい環境づく
り・空港の機能強化が必要で
ある。また、旅客便を利用し
た航空貨物輸送の利用促進に
ついても、積極的な取組みを
行う必要がある。
　港湾施設の整備について
は、関係者との調整等が必要
である。また、施設の老朽化
が進んでおり、利用者である
港運事業者等からも要望が多
数寄せられていることから、
適切な維持管理をさらに推進
していく必要がある。

　福岡県とともに取り組んで
きた「北九州空港将来ビジョ
ン推進強化期間（H28～
H30）」により「就航路線数
の増」、「空港利用者数の過
去最高更新」、「貨物定期路
線新規就航（平成30年6
月）」等の成果が得られた。
　これらの成果を生かし、訪
日誘客支援空港認定など、今
後大きな役割を求められてい
る北九州空港の利用促進に向
けた取組みを、福岡県とより
一層緊密に連携しながら継続
する。
　貨物については、平成30年
6月より国際貨物定期便が新
規就航し、これまで以上に広
範囲の集貨や、更なる需要の
掘り起こしに取り組み、北九
州空港の特長を最大限に活か
して、貨物拠点化の推進を積
極的に進めていく。
　港湾施設の整備について
は、港湾施設利用者の安全性
確保及び利便性向上を図るた
め、引き続き港湾施設の機能
の維持・強化を行う。また、
老朽化が進む港湾施設につい
て、引き続き健全な状態を維
持し、北九州港の利便性を向
上させるため、施設点検を着
実に実行するとともに、適切
な補修を行う取組みを拡大さ
せていく。

港湾施設整備事
業（岸壁、物揚
場、道路、橋梁
等整備）

　老朽化が進む北九州
港の港湾施設につい
て、維持管理を効果的
かつ効率的に行うこと
で、物流基盤の機能を
維持し、北九州港の競
争力確保を図る。

10

13
競争力のある港
づくり関連事業
（維持管理等）

北九州空港航空
貨物拠点化事業

港湾施設利用者の
安全性確保及び利
便性向上
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港湾空港局

平成29年度　行政評価の取組結果（港湾空港局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

1 人 6 人

達
成
率

目
標

21,000 t 24,000 t 課
長

0.30 人

実
績

8,451 t 4,880 t 係
長

0.90 人

達
成
率

40.2 ％ 20.3 ％
職
員

0.90 人

目
標

1
路
線

4
路
線

実
績

3
路
線

3
路
線

達
成
率

300.0 ％ 75.0 ％

目
標

3
路
線

3
路
線

実
績

2
路
線

3
路
線

達
成
率

66.7 ％ 100.0 ％

2.60

人

課
長

1.70

係
長

響灘洋上風力発
電拠点化推進事
業

30,000t
（H32年
度）

4,215 順調

　響灘洋上風力発電施設の設
置・運営事業者公募において
選定された事業者により、事
業は順調に実施されている。
　また、雇用の人数も増えて
おり、「順調」と判断。

【評価理由】
　風力発電関連産業の総合拠
点の形成に向け、事業の進捗
が図られていることから、
「順調」と判断。

【課題】
　関係者等との調整・連携の
上、洋上風力発電事業や産業
集積を確実に進めていく必要
がある。

　平成29年度貨物取扱量が
4,880トン（達成率20.3％）
であるが、新規貨物定期路線
の誘致に力を入れ、平成30年
度早期の就航が決定したた
め、「やや遅れ」と判断。

3.60

4.30

順調

人

人

【評価理由】
　航空貨物については、目標
年次の貨物取扱量に達してい
ないが誘致への取り組みによ
り、平成30年度からの新規定
期路線が就航する。
　旅客の路線数については、
全体では目標値を下回った
が、前年度からは増加してお
り、北九州空港利用者数は過
去最高を記録している。
　以上のことから空港全体と
して、「順調」と判断。

【課題】
　航空貨物については、平成
30年より定期貨物便が新規就
航することから、これまで以
上に集貨に努めるとともに、
貨物が集積しやすい環境づく
り・空港の機能強化が必要で
ある。また、旅客便を利用し
た航空貨物輸送の利用促進に
ついても、積極的な取組みを
行う必要がある。
　旅客については、新規に就
航した那覇線の利用促進・定
着を図るとともに、既存路線
の安定化やさらなる新規路線
の誘致に取り組む必要があ
る。

順調

78,948

選定計画に
沿った、関
連施設の設
置に向けた

協議

―

110人
（H31年
度）

実施済― 実施済

―

国際定期路線の維
持・拡大

―

航空貨物取扱量

4路線
（H32年
度）

6路線
（H32年
度）

Ⅴ-1-
(4)-② 
再生可能
エネル
ギー・基
幹エネル
ギーの創
出拠点の
形成

14

Ⅴ-2-
(1)-① 
北九州空
港の機能
拡充

16

15

洋上風力発
電施設の設
置に向けた
公募実施

―

―

　北九州市民の利便性
向上のため、国内・国
際定期便の新規就航及
び既存路線の定着を図
ることを目標に、路線
誘致・利用促進活動を
行う。

　24時間運用や税関・
検疫空港の指定など、
北九州空港の特性を活
かし、開港以来、貨物
拠点化に向け、福岡県
や苅田町などの自治体
及び地元経済団体と協
力して空港機能強化の
ための活動を行ってい
る。また、空港機能強
化の根拠となる大型貨
物機の就航実績を示す
ため助成制度等を活用
し、航空会社への路線
誘致や貨物利用運送事
業者への集貨促進、空
港機能強化等を行う。

―

単年度目標
設定なし

空港
企画
課

国内定期路線の維
持・拡大

8,000

職
員

　福岡県とともに取り組んで
きた「北九州空港将来ビジョ
ン推進強化期間（H28～
H30）」により「就航路線数
の増」、「空港利用者数の過
去最高更新」、「貨物定期路
線新規就航（平成30年6
月）」等の成果が得られた。
　これらの成果を生かし、訪
日誘客支援空港認定など、今
後大きな役割を求められてい
る北九州空港の利用促進に向
けた取組みを、福岡県とより
一層緊密に連携しながら継続
する。
　貨物については、平成30年
6月より国際貨物定期便が新
規就航し、これまで以上に広
範囲の集貨や、更なる需要の
掘り起こしに取り組み、北九
州空港の特長を最大限に活か
して、貨物拠点化の推進を積
極的に進めていく。
　旅客については、既存路線
の利用促進・安定化に努める
とともに、平成30年度新規就
航の国際定期路線（務安・襄
陽・台北）を含め、国内外の
定期就航路線の拡大・安定化
に取り組んでいく。

順調

　引き続き風力発電関連産業
の拠点の形成を目指し、確実
な事業の進捗を図っていきた
い。
　また、公募において選定さ
れた事業者と共に、洋上風力
発電事業や関連産業の集積が
円滑かつ確実に実施されるよ
う、既存事業のあり方や新規
事業について検討を行いた
い。

係
長

1.80

19,200

　平成29年度より季節定期便
として那覇路線が就航した。
　また、北九州空港利用者数
も過去最高を更新した。
　以上のことから、「順調」
と判断。

やや
遅れ

人

88,950

50,30011,622

人

課
長

職
員

185,777

1.20

人

93,769

372,625 370,632

116,599

単年度目標
設定なし

―

エネ
ル
ギー
産業
拠点
化推
進課

　港湾空港局では、響
灘地区のポテンシャル
を活かし、平成22年度
より風力発電関連産業
の集積を図る『グリー
ンエネルギーポートひ
びき』事業を進めてお
り、本事業の更なる推
進にあたっては、今後
拡大が見込まれる洋上
風力発電に対応した環
境整備が急務である。
　そこで、響灘洋上ウ
インドファームの形成
をインセンティブに関
連産業の集積を進め、
国内における“風力発
電関連産業の総合拠
点”の形成を目指す。

―

―

北九州空港航空
貨物拠点化事業

北九州空港新規
路線就航促進事
業

空港
企画
課

風力発電関連施設
の立地

風力発電関連産業
の新規雇用
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港湾空港局

平成29年度　行政評価の取組結果（港湾空港局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

目
標

課
長

1.00 人

実
績

9,853 万t 10,150 万t
係
長

1.40 人

達
成
率

99.2 ％ 103.0 ％
職
員

4.00 人

目
標

6
航
路

課
長

0.05 人

実
績

5
航
路

4
航
路

係
長

0.20 人

達
成
率

100.0 ％ 66.7 ％
職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.20 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

9,853 万t 10,150 万t
係
長

1.40 人

達
成
率

99.2 ％ 103.0 ％
職
員

4.00 人

―

前年
(5航路)比

増加

前年比増加

―

Ⅴ-2-
(1)-③ 
環境配慮
型物流の
推進

20
北九州港集貨航
路誘致事業

　国内外の荷動きや物
流事業について、企業
訪問などにより情報収
集を行うとともに、セ
ミナーの開催や様々な
媒体を利用してのPR及
び官民一体となった
ポートセールス活動な
どを通じて、北九州港
への集貨・航路誘致を
行う。

順調

【評価理由】
　海上出入貨物取扱量は前年
比3％（297万t）増の1億150
万tとなった。また、コンテ
ナ貨物量は前年比5.6％増、
過去最高の546,182TEUとなっ
た。
　国際RORO航路については、
平成28年度の5航路から4航路
に減少したが、貨物取扱量は
大幅に増加した。
　平成23年度から整備を行っ
ている太刀浦埠頭のコンテナ
ヤード舗装補修については、
概ね計画どおり進んでおり、
以上のことから、「順調」と
判断。

【課題】
　北九州港への集貨・航路誘
致を進めるため、民間の新規
ニーズにも柔軟に対応しつ
つ、港湾施設のさらなる利活
用促進を図る必要がある。
　また、荷役作業の安全性確
保と効率化を図るため、関係
者等との調整が必要である。

物流
振興
課

2航路
（H26
年）

9,998万t
(H23年)

10,900万t
(H31年)

前年比増加

6航路
（H30
年）

Ⅴ-2-
(1)-② 
港湾の国
際競争力
の強化

180,753158,877

28,790

9,000 3,734

66,185

　引き続き、官民一体となっ
たポートセールス活動を通じ
て、物流事業者や荷主企業、
船社等に対してPRを行うこと
で、新規航路の誘致やモーダ
ルシフトを推進し、北九州港
の利用促進を図る。
　中古車輸出に対応するため
の誘致を継続するとともに、
アジア地域との国際RORO航路
の誘致を推進する。
　また、荷役作業の安全性確
保と効率化を図るため、引き
続きコンテナヤード等の整備
を実施する。

順調

　市内外におけるイベント実
施、企業訪問など官民一体と
なってポートセールスを行っ
た結果、新規コンテナ航路の
開設など新たな北九州港利用
につながる効果が認められ
た。
　その結果、海上出入貨物取
扱量は前年比3％（297万t）
増の1億150万tとなった。ま
た、コンテナ貨物量は前年比
5.6％増、過去最高の
546,182TEUとなったため、
「順調」と判断。

　荷役作業安全性確保と効率
化を図るためのコンテナヤー
ド舗装補修が概ね計画通りに
進んでいる(目標：12,300
㎡、実績：10,900㎡)ことか
ら、「順調」と判断。

順調　国際RORO航路数は、平成28
年度の5航路から4航路に減少
したが、貨物取扱量は大幅に
増加したため、「順調」と判
断。

順調

3,650

55,500

4,825

28,790

200,000

5,378

順調

前年
(9,933万
ｔ)比増加

10,900万t
(H31年)

55,500

　引き続き、官民一体となっ
たポートセールス活動を通じ
て、物流事業者や荷主企業、
船社等に対してPRを行うこと
で、新規航路の誘致やモーダ
ルシフトを推進し、北九州港
の利用促進を図る。

66,185

―

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

9,998万t
(H23年)

　国内外の荷動きや物
流事業について、企業
訪問などにより情報収
集を行うとともに、セ
ミナーの開催や様々な
媒体を利用してのPR及
び官民一体となった
ポートセールス活動な
どを通じて、北九州港
への集貨・航路誘致を
行う。

　太刀浦コンテナター
ミナル内の舗装の損傷
が著しい箇所について
補修を行うとともに、
未舗装の荷さばき地、
野積場について舗装を
行うことで、荷役作業
の安全性確保と効率化
を図る。

国際RORO航路数

北九州港海上出入
貨物取扱量

荷役作業の安全性
確保と効率化

整備
保全
課

物流
振興
課

― ―

コンテナ
ヤード等
の整備

(H31年度)

前年
(9,933万
ｔ)比増加

太刀浦埠頭用地
整備事業

物流
振興
課

31,793 順調

【評価理由】
　海上出入貨物量は前年比
3％（297万t）増の1億150万t
となった。また、コンテナ貨
物量は前年比5.6％増、過去
最高の546,182TEUとなり物流
の推進を着実に実施できてい
ることから、「順調」と判
断。

【課題】
　北九州港への集貨・航路誘
致を進めるため、民間の新規
ニーズにも柔軟に対応しつ
つ、港湾施設のさらなる利活
用促進を図る必要がある。

　市内外におけるイベント実
施、企業訪問など官民一体と
なってポートセールスを行っ
た結果、新規コンテナ航路の
開設など新たな北九州港利用
につながる効果が認められ
た。
　その結果、海上出入貨物取
扱量は前年比3％（297万t）
増の1億150万tとなった。ま
た、コンテナ貨物量は前年比
5.6％増、過去最高の
546,182TEUとなったため、
「順調」と判断。

31,793

　完成自動車の輸出や
自動車部品輸入等の
シームレス物流に必要
な国際RORO航路を誘致
し、臨海部における自
動車関連産業等の物流
拠点化の促進及び北九
州港の取扱量拡大を図
る。

国際ＲＯＲＯ航
路誘致事業

北九州港集貨航
路誘致事業

北九州港海上出入
貨物取扱量

19

18

17
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港湾空港局

平成29年度　行政評価の取組結果（港湾空港局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

目
標

1
路
線

4
路
線

実
績

3
路
線

3
路
線

達
成
率

300.0 ％ 75.0 ％

目
標

3
路
線

3
路
線

実
績

2
路
線

3
路
線

達
成
率

66.7 ％ 100.0 ％

目
標

課
長

1.00 人

実
績

9,853 万t 10,150 万t
係
長

1.40 人

達
成
率

99.2 ％ 103.0 ％
職
員

4.00 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

人

人

職
員

人
係
長

4.30

2.50

係
長

職
員

1.50

人

39,500

課
長

0.50

3.60

―

前年比増加

物流
振興
課

　北九州港内の航路・
泊地の整備及び維持か
ら発生する浚渫土砂、
市民生活や市内中小企
業の産業活動から発生
する廃棄物等を最終的
に処分する海面処分場
（響灘東地区処分場)
を整備する。

Ⅵ-3-
(1)-② 
適正な廃
棄物の処
理

23

土砂処分場の確保

北九州空港新規
路線就航促進事
業

　国内外の荷動きや物
流事業について、企業
訪問などにより情報収
集を行うとともに、セ
ミナーの開催や様々な
媒体を利用してのPR及
び官民一体となった
ポートセールス活動な
どを通じて、北九州港
への集貨・航路誘致を
行う。

　北九州市民の利便性
向上のため、国内・国
際定期便の新規就航及
び既存路線の定着を図
ることを目標に、路線
誘致・利用促進活動を
行う。

単年度目標
設定なし

―

廃棄物処分場の確
保

単年度目標
設定なし

―

―

―

―

単年度目標
設定なし

順調

66,185

1.80
課
長

839,533 順調

人

88,950

人

372,625

55,500

国際定期路線の維
持・拡大

国内定期路線の維
持・拡大

―
6路線

（H32年
度）

31,793 28,790

浚渫土砂
の受入開

始
(H35年度)

廃棄物の
受入開始
(H34年度)

―

4,994,2851,238,000

―

10,900万t
(H31年)

前年
(9,933万
ｔ)比増加

185,777

　平成29年度より季節定期便
として那覇路線が就航した。
　また、北九州空港利用者数
も過去最高を更新した。
　以上のことから、「順調」
と判断。

単年度目標
設定なし

― ―

　福岡県とともに取り組んで
きた「北九州空港将来ビジョ
ン推進強化期間（H28～
H30）」により「就航路線数
の増」、「空港利用者数の過
去最高更新」、「貨物定期路
線新規就航（平成30年6
月）」等の成果が得られた。
　これらの成果を生かし、訪
日誘客支援空港認定など、今
後大きな役割を求められてい
る北九州空港の利用促進に向
けた取組みを、福岡県とより
一層緊密に連携しながら継続
する。
　旅客については、既存路線
の利用促進・安定化に努める
とともに、平成30年度新規就
航の国際定期路線（務安・襄
陽・台北）を含め、国内外の
定期就航路線の拡大・安定化
に取り組んでいく。
　北九州港集荷航路誘致にお
いても、引き続き官民一体と
なったポートセールス活動を
通じて、物流事業者や荷主企
業、船社等に対してPRを行う
ことで、新規航路の誘致や
モーダルシフトを推進し、北
九州港の利用促進を図る。

　処分場の護岸築造工事（目
標：190m、実績：280m)を計
画的に進めていることから、
「順調」と判断。

370,632

4路線
（H32年
度）

北九州港海上出入
貨物取扱量

―

Ⅴ-3-
(2)-① 
都市基
盤・施設
の有効活
用

9,998万t
(H23年)

響灘東地区処分
場整備事業

整備
保全
課

空港
企画
課

順調

順調

　市内外におけるイベント実
施、企業訪問など官民一体と
なってポートセールスを行っ
た結果、新規コンテナ航路の
開設など新たな北九州港利用
につながる効果が認められ
た。
　その結果、海上出入貨物取
扱量は前年比3％（297万t）
増の1億150万tとなった。ま
た、コンテナ貨物量は前年比
5.6％増、過去最高の
546,182TEUとなったため、
「順調」と判断。

順調

【評価理由】
　旅客の路線数については、
全体では目標値を下回った
が、前年度からは増加してお
り、北九州空港利用者数は過
去最高を記録している。
　また、海上出入貨物量は前
年比3％（297万t）増の1億
150万tとなった。また、コン
テナ貨物量は前年比5.6％
増、過去最高の546,182TEUと
なった。
　以上のことから都市基盤・
施設の有効活用が進んでいる
ため、「順調」と判断。

【課題】
　旅客については、新規に就
航した那覇線の利用促進・定
着を図るとともに、既存路線
の安定化やさらなる新規路線
の誘致に取り組む必要があ
る。
　また、北九州港への集貨・
航路誘致を進めるため、民間
の新規ニーズにも柔軟に対応
しつつ、港湾・空港施設のさ
らなる利活用促進を図る必要
がある。

【評価理由】
　処分場の護岸築造工事に着
手し、計画通りの工程で進ん
でいるため、「順調」と判
断。

【課題】
　既存処分場が満杯となるま
でに、確実に整備する必要が
ある。

　計画通りに事業を進めるた
めに、各工程について遅滞の
ないよう進捗管理を行う。

北九州港集貨航
路誘致事業

21

22
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港湾空港局

平成29年度　行政評価の取組結果（港湾空港局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

目
標

課
長

0.20 人

実
績

50.3 ％ 49.2 ％
係
長

0.25 人

達
成
率

96.0 ％ 97.8 ％
職
員

0.60 人

目
標

課
長

0.20 人

実
績

50.3 ％ 49.2 ％
係
長

0.25 人

達
成
率

96.0 ％ 97.8 ％
職
員

0.60 人

目
標

21,000 t 24,000 t 課
長

0.30 人

実
績

8,451 t 4,880 t 係
長

0.90 人

達
成
率

40.2 ％ 20.3 ％
職
員

0.90 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

9,853 万t 10,150 万t
係
長

1.40 人

達
成
率

99.2 ％ 103.0 ％
職
員

4.00 人

1,1151,407

35.6％
(H23年
度)

平成28年
度比増

　H23年5月に策定した
「新・海辺のマスター
プラン」（H28年11月
中間見直し）における
2つの目標（「利用で
きる海辺を増やす」
「親しまれる度合いを
高める」）を実現する
ための様々な取り組み
について、その検証及
びプランの進捗管理等
を行う。

75％
(H32年
度)

平成28年
度比増

35.6％
(H23年
度)

計画
課

Ⅵ-4-
(1)-② 
身近に自
然を感じ
る都市づ
くり

24

―航空貨物取扱量

市民が、北九州市
の海辺や港につい
て満足している割
合

平成27年度
（52.4％）

比増

平成27年度
（52.4％）

比増

前年比増加

66,185 28,790

93,769 78,948

1,407 1,115

75％
(H32年
度)

1,217

30,000t
（H32年
度）

　市民意識調査で、市民が、
北九州市の海辺や港について
満足している割合（49.2％）
が、前年度の割合(50.3％)と
同水準で推移しており、中間
見直しにより、市民のニーズ
にあった事業を実施すること
で、その効果が見込めること
から、「順調」と判断。

　市民意識調査で、市民が、
北九州市の海辺や港について
満足している割合（49.2％）
が、前年度の割合(50.3％)と
同水準で推移しており、中間
見直しにより、市民のニーズ
にあった事業を実施すること
で、その効果が見込めること
から、「順調」と判断。

順調1,217

　「新・海辺のマスタープラ
ン」中間見直しにより、追
加・強化施策に、重点的に取
り組み、市民ニーズにあった
事業を実施することで本プラ
ンをさらに推進する。

　「新・海辺のマスタープラ
ン」中間見直しにより、追
加・強化施策に、重点的に取
り組み、市民ニーズにあった
事業を実施することで本プラ
ンをさらに推進する。

【評価理由】
　市民が北九州市の海辺や港
について満足している割合
が、前年度と同水準で推移し
ていることから、「順調」と
判断。

【課題】
　「新・海辺のマスタープラ
ン」中間見直しにより、追
加・強化施策に、今後重点的
に取り組み、市民が身近に自
然を感じられるような事業を
行っていく必要がある。

順調9,300

【評価理由】
　航空貨物については、目標
年次の貨物取扱量に達してい
ないが誘致への取り組みによ
り、平成30年度から新規定期
路線が就航する。
　海上出入貨物取扱量につい
ては前年比3％（297万t）増
の1億150万tとなった。ま
た、コンテナ貨物量は前年比
5.6％増、過去最高の
546,182TEUとなった。
　充実した物流基盤を活用し
た物流振興の実現に向けた成
果が見られている。
　以上のことから、「順調」
と判断。

【課題】
　航空貨物については、平成
30年より定期貨物便が新規就
航することから、これまで以
上に集貨に努めるとともに、
貨物が集積しやすい環境づく
り、空港の機能強化が必要で
ある。また、旅客便を利用し
た航空貨物輸送の利用促進に
ついても、積極的な取組みを
行う必要がある。
　また、北九州港への集貨・
航路誘致を進めるため、民間
の新規ニーズにも柔軟に対応
しつつ、港湾施設のさらなる
利活用促進を図る必要があ
る。

　福岡県とともに取り組んで
きた「北九州空港将来ビジョ
ン推進強化期間（H28～
H30）」により「就航路線数
の増」、「空港利用者数の過
去最高更新」、「貨物定期路
線新規就航（平成30年6
月）」等の成果が得られた。
　これらの成果を生かし、訪
日誘客支援空港認定など、今
後大きな役割を求められてい
る北九州空港の利用促進に向
けた取組みを、福岡県とより
一層緊密に連携しながら継続
する。
　貨物については、平成30年
6月より国際貨物定期便が新
規就航し、これまで以上に広
範囲の集貨や、更なる需要の
掘り起こしに取り組み、北九
州空港の特長を最大限に活か
して、貨物拠点化の推進を積
極的に進めていく。
　北九州港集貨航路誘致につ
いては、引き続き、官民一体
となったポートセールス活動
を通じて、物流事業者や荷主
企業、船社等に対してPRを行
うことで、新規航路の誘致や
モーダルシフトを推進し、北
九州港の利用促進を図る。

順調9,300

【評価理由】
　市民が北九州市の海辺や港
について満足している割合
が、前年度と同水準で推移し
ていることから、「順調」と
判断。

【課題】
　「新・海辺のマスタープラ
ン」中間見直しにより、追
加・強化施策に、今後重点的
に取り組み、市民が自然とふ
れあえるような事業を行って
いく必要がある。

順調

順調

順調

　市内外におけるイベント実
施、企業訪問など官民一体と
なってポートセールスを行っ
た結果、新規コンテナ航路の
開設など新たな北九州港利用
につながる効果が認められ
た。
　その結果、海上出入貨物取
扱量は前年比3％（297万t）
増の1億150万tとなった。ま
た、コンテナ貨物量は前年比
5.6％増、過去最高の
546,182TEUとなったため、
「順調」と判断。

やや
遅れ

　平成29年度貨物取扱量が
4,880トン（達成率20.3％）
であるが、新規貨物定期路線
の誘致に力を入れ、平成30年
度早期の就航が決定したた
め、「やや遅れ」と判断。

19,200

55,500

116,599

31,793
10,900万t
(H31年)

市民が、北九州市
の海辺や港につい
て満足している割
合

　国内外の荷動きや物
流事業について、企業
訪問などにより情報収
集を行うとともに、セ
ミナーの開催や様々な
媒体を利用してのPR及
び官民一体となった
ポートセールス活動な
どを通じて、北九州港
への集貨・航路誘致を
行う。

北九州港海上出入
貨物取扱量

物流
振興
課

26

Ⅵ-4-
(1)-③ 
市民と自
然とのふ
れあいの
推進

　H23年5月に策定した
「新・海辺のマスター
プラン」（H28年11月
中間見直し）における
2つの目標（「利用で
きる海辺を増やす」
「親しまれる度合いを
高める」）を実現する
ための様々な取り組み
について、その検証及
びプランの進捗管理等
を行う。

Ⅶ-2-
(2)-① 
充実した
物流基盤
を活用し
た物流振
興

25

北九州港集貨航
路誘致事業

新・海辺のマス
タープラン推進
事業

計画
課

　24時間運用や税関・
検疫空港の指定など、
北九州空港の特性を活
かし、開港以来、貨物
拠点化に向け、福岡県
や苅田町などの自治体
及び地元経済団体と協
力して空港機能強化の
ための活動を行ってい
る。また、空港機能強
化の根拠となる大型貨
物機の就航実績を示す
ため助成制度等を活用
し、航空会社への路線
誘致や貨物利用運送事
業者への集貨促進、空
港機能強化等を行う。

27

新・海辺のマス
タープラン推進
事業

前年
(9,933万
ｔ)比増加

9,998万t
(H23年)

空港
企画
課

北九州空港航空
貨物拠点化事業
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港湾空港局

平成29年度　行政評価の取組結果（港湾空港局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題人数

H29年度

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性

人件費（目安）

目
標

3,640
万
人

3,645
万
人

実
績

3,553
万
人

達
成
率

97.6 ％

目
標

177
万
人

178
万
人

実
績

218
万
人

達
成
率

123.2 ％

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

　北九州都市圏域は多様な観
光資源等、高いポテンシャル
を有しているが、その魅力が
まだ認知されていない。
　地方創生推進交付金事業と
しては、平成30年度で終了予
定であるが、事業によって得
られた成果を生かしながら、
圏域の魅力発信を行い、空の
玄関口である北九州空港の利
用促進につなげていく。

人

順調

　北九州都市圏域内への観光
客数及び宿泊者数は集計中で
はあるが、北九州空港の利用
者数が過去最高を更新したた
め、事業に一定の成果があっ
たと考えられる。
　以上のことから、「順調」
と判断。

順調

【評価理由】
　北九州都市圏域内への観光
客数及び宿泊者数は集計中で
はあるが、北九州空港の利用
者数が過去最高を更新したた
め、事業に一定の成果があっ
たと考えられる。
　きりんエリアのPRによっ
て、県内周辺市町との広域連
携の推進が図られている。
　以上のことから、「順調」
と判断。

【課題】
　北九州都市圏域は多様な観
光資源等、高いポテンシャル
を有しているが、その魅力が
まだ認知されていない。圏域
の魅力発信を行い、空の玄関
口である北九州空港の利用促
進につなげていく必要があ
る。

人

人

Ⅶ-3-
(1)-① 
県内周辺
市町村と
の広域連
携推進

28

北九州空港を利
用した「きり
ん」エリアの魅
力発信事業

空港
企画
課

　北九州空港を基点と
した北九州都市圏域の
魅力を発信するため、
周遊マップの作成、プ
ロモーション、ファム
ツアーを実施する。

178.6万人
（H31年
度）

3,658万人
（H31年
度）

―20,000

0.10

0.10

職
員

課
長

0.10

係
長

　首都圏～関西までのいわゆ
る「ゴールデンルート」など
国内の他の人気の観光地か
ら、できるだけ北九州をはじ
めとした九州地域に目を向け
てもらえるよう、引き続き近
隣の他空港と連携して、北九
州空港の利用促進活動を行っ
ていく。

順調

―

―

2,900

―

―

―

―

集計中

―

―

20,000

集計中

― ―

北九州都市圏域内
の宿泊者数

―

―

【評価理由】
　台湾・高雄からのインバウ
ンドチャーター便において、
鹿児島空港発着便との連携を
行ったため、「順調」と判
断。

【課題】
　他空港とは、集客面で激し
く競争を繰り広げており、連
携するにはハードルがある。―

― ――― ―

北九州都市圏域内
への観光客数

―

Ⅶ-3-
(2)-③
九州地域
の空港の
連携

29
【施策評価のみ】
九州地域の空港
の連携

空港
企画
課

【施策の内容】
　北九州空港の集客力
と来訪者の回遊性を向
上させるため、九州地
域の各空港との連携強
化を図る。
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消防局

平成29年度　行政評価の取組結果（消防局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

40,000 人 40,000 人
課
長

0.13 人

実
績

43,054 人 40,854 人
係
長

0.50 人

達
成
率

107.6 ％ 102.1 ％
職
員

1.85 人

目
標

課
長

0.13 人

実
績

係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

1.85 人

16,573

応急手当講
習の受講者
数の増加

2,075

17,778 17,576

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

20,370

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

順調
　応急手当講習の受講者数の
目標値を達成できたため、
「順調」と判断。

順調

　救急救命士の処置拡大及び
資格取得養成の増強は計画的
に進められており（目標：資
格取得6名、追加講習13名、
実績：資格取得7名、追加講
習16名）、救急現場における
高度かつ安全確実な救命処置
の技術向上に一定の成果があ
るものとして、「順調」と判
断。

順調

【評価理由】
　応急手当講習者数について
は、目標値を上回る市民が受
講しており、また救急救命士
の資格取得者数も計画的に増
加している。
　当事業による救命効果を直
接計ることはできないが、奏
功事例により市民の尊い命が
助かるケースもあり、応急手
当の必要性に対する市民の意
識や協力体制は向上している
ものと考える。
　以上のことにより、「順
調」と判断。

【課題】
　救急現場における更なる事
故防止のため、救命処置を行
う救急救命士の充実強化を行
う必要がある。

　突然の病気や怪我等により
傷病者が発生した場合でも、
そばにいる市民が適切な応急
手当を行うことができるまち
を目指し、普及啓発活動を継
続する。
　救急体制の充実強化につい
ては、救急救命士の資格取得
への取組強化を継続して実施
する。

施策番号
・施策名

No. 事業・取組概要

人件費（目安）H29年度 H28年度

人数

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

20,370

高度かつ
安全確実
な救命処
置の実施

3,4161,814

　突然の病気や怪我等
により傷病者が発生し
た場合に、そばにいる
市民が適切な応急手当
を行うことで、救命効
果は向上する。また、
AEDの使用が一般的に
認められたことで、さ
らに市民の応急手当に
よる救命効果の向上が
期待されている。
　そこで、AEDの取扱
いも含め、市民に対す
る応急手当の普及啓発
活動を推進する。

　救急救命士の処置が
拡大されたことに伴う
追加講習を受講させる
とともに、救急体制の
充実強化のため、救急
救命士の資格取得養成
を計画的に増強し、安
全確実な救命処置に取
り組む。

―

Ⅱ-1-
(2)-① 
医療・救
急体制の
充実

2
救急体制の充実
強化

救急
課

1
応急手当の普及
啓発活動の推進

救急
課

応急手当講習の受
講者数

―

―

―

―

43,054人
(H28年度)

高度かつ安全確実
な救命処置の実施

―

―

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度
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消防局

平成29年度　行政評価の取組結果（消防局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

施策番号
・施策名

No. 事業・取組概要

人件費（目安）H29年度 H28年度

人数

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

193

地
区
・
回

193

地
区
・
回

課
長

0.20 人

実
績

193

地
区
・
回

193

地
区
・
回

係
長

0.20 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

81.2 ％ 81.7 ％
課
長

0.80 人

実
績

83 ％ 85 ％
係
長

0.80 人

達
成
率

102.2 ％ 104.0 ％
職
員

1.00 人

目
標

1
施
設

1
施
設

実
績

0
施
設

2
施
設

達
成
率

0.0 ％ 200.0 ％

目
標

94.5 ％ 95.0 ％

実
績

95.9 ％ 94.5 ％

達
成
率

101.5 ％ 99.5 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

住宅用火
災警報器
の設置率
向上

全193地
区・回
(毎年度)

―

地域防災
力の向上

新庁舎・
実施設計

Ⅱ-1-
(4)-③ 
総合的な
消防防災
体制の構
築

消防団の充実強
化

消防
団・
市民
防災
課

　老朽化した消防団施
設を計画的に整備する
とともに、消防団の装
備を改善し、消防団の
充実強化を図る。

【評価理由】
　全193の市民防災会が防災
訓練、防災講演会等の市民防
災行事に参加する（年1回以
上）ことで地域防災力の向上
が図られており、計画的に事
業が推進されている。
　また、住宅用火災警報器の
設置率（85％）は全国平均設
置率（81.7％）を上回る状況
となっており、住宅火災にお
いて一定の被害軽減につなが
るものと考える。
　消防団活動の充実強化、消
防署所及び消防団施設の整備
状況については、各消防署の
建築年数及び耐震性等を考慮
し、概ね合理的・計画的に進
行しており、「順調」と判
断。

【課題】
　消防団施設整備について
は、地域防災拠点として、市
民の安全・安心を守るために
必要な事業であるため計画的
に実施していくための用地確
保が必要である。

人

0.03 人

　事業の一部は平成30年度に
繰り越したものの、事業全体
としては順調に進んでいるた
め、「順調」と判断。
　引き続き、適正なスケ
ジュール管理を行い、事業を
推進していく。

　消防団施設については、昨
年度の実施予定分も含めて整
備できた。
　また、消防団員の充足率
は、昨年度と比較し、新規入
団者数が減少し、退団者数は
同程度であったことから、充
足率は前年度同月から1.4％
減少したものの、目標値95％
に対し実績94.5％であるた
め、「順調」と判断。

職
員

順調

順調

人

　住宅用火災警報器の設置率
は、昨年度から2％上昇して
いるとともに、全国の平均設
置率を3.3％上回っているた
め、「順調」と判断。

順調

順調

　目標の全193地区が市民防
災推進行事へ参加したため、
「順調」と判断。

順調

係
長

課
長

係
長

職
員

5,470

0.50

　地域防災力の向上を目的に
自主防災組織「市民防災会」
の育成指導を推進するととも
に、住宅用火災警報器の設置
率を向上させ、住宅火災によ
る死者防止を目指す。
　消防団施設及び装備等を計
画的に整備し、地域防災の要
である消防団活動の向上を図
る。
　消防庁舎は大規模災害時に
おいて、防災基盤となる施設
であることから、今後も耐震
化と併せて整備を進める。

人

0.03

42,244163,034

5,800

24,700

96.0％
（H31年
度）

1,530
予防
課

5

　福祉関係者・地域住
民等からのあらゆる情
報を活用し、高齢者・
障害者等の訪問活動を
行い、防火・防災啓発
の普及を図るととも
に、火災及び焼死事故
等の防止に努める。

3

4

自主防災活動の
推進

消防
団・
市民
防災
課

住宅防火対策の
推進

　地域防災力の向上を
目的に自主防災組織で
ある「市民防災会」の
育成指導を行う。

全193地区における
市民防災推進行事
への年1回以上の参
加

―

―

8211,791

6,596 6,5136,502

毎年度算出
される全国
の平均設置

率
H29：
81.7％

―

旧庁舎・
解体工事

完了

109,130

新庁舎・
基本設計

完了

0.10

消防団員の充足率

0.55

―

新庁舎・
基本設計

H29.4.1
現在の
充足率
95.9％

課
長

住宅用火災警報器
の設置率

消防団施設整備に
よる地域防災力の
向上

八幡東区の消防機
能の強化

人6
消防署所の適正
配置・整備

人事
課

　人口動態及び都市構
造の変化、災害の大規
模化など、消防を取り
巻く環境の変化に対応
した消防力（消防署所
の開設や消防隊の配
置）を整備。また、市
民サービスの公平性の
観点から、消防署所の
適正配置や効率・効果
的な部隊運用を推進。

9,470

旧庁舎・
解体工事

0.55 人

649,738

―

320,062 179,702

H28年
開署

新庁舎・
実施設計

新庁舎・
実施設計

完了

―

―

新庁舎・
実施設計

建築工事

建築工事

八幡西区の消防機
能の強化

―

門司区の消防機能
の強化

―

H32年
開署

H31年
開署
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消防局

平成29年度　行政評価の取組結果（消防局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

施策番号
・施策名

No. 事業・取組概要

人件費（目安）H29年度 H28年度

人数

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

2
施
設

実
施

2
施
設

達
成
率

100.0 ％

目
標

実
施

達
成
率

85.7 ％ 100.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

0.01 人

実
績

係
長

0.05 人

達
成
率

職
員

0.05 人

7,323

―

稼動数
3,221台
受信数
2,512件
出動数
996件

―

稼動数
3,546台
受信数
2,749件
出動数
1,069件

(H28年度)

―

稼動数
3,546台
受信数
2,749件
出動数
1,069件

緊急通報システム
の稼動数・受信
数・出動数

―

―

消防署所
の施設
耐震：24
未耐震：4
(建替：4)
H29.4現在

高齢者等の安全・
安心な生活の実現

消防団施設
耐震：69
未耐震：26
H29.4現在

8,900

火災や重大
事故発生の
未然防止

8,428

―

―

消防署所施設耐震
化

H35年度中
に消防団施
設の補強工
事完了

―

―

―

　今後も高齢者等がより安全
で安心して在宅生活ができる
よう継続して各事業を実施し
ていく。

43,004

　女性消防団による年間訪問
世帯数（目標：2,464世帯、
実績：2,396世帯）の達成率
は97.2％であり、かつ、平成
29年4月1日現在の女性消防団
員139人から算定した、訪問
予定世帯数2,224世帯を上回
ることができたため、「順
調」と判断。

順調

課
長

　緊急通報システムにより、
火災やガス漏れ、救急などの
緊急事案の早期発見・早期通
報が可能となり、被害の低減
を図ることができていること
から、高齢者等の安全・安心
な在宅生活へ十分に寄与した
ものといえる。
　また、平成29年11月9日よ
り、民間事業者への業務委託
により、24時間体制での健康
相談や、警備員による駆け付
けサービスなどが付加された
「あんしん通報システム」事
業を開始したため、「順調」
と判断。

順調

人

0.50

990

9,050

高齢者等
の安全・
安心な生
活の実現

― 7,866

50,134

―

47,257

【評価理由】
　緊急通報システムにより、
火災やガス漏れ、救急など緊
急事案の早期発見、早期通報
が可能となり、被害の低減を
図ることができていることか
ら、高齢者等の安全・安心な
生活へ十分に寄与したものと
いえる。
　また、女性消防団による年
間訪問世帯数は、実員数
（139人）で訪問可能な世帯
数（2,224世帯）を上回るこ
とができたため、「順調」と
判断。

【課題】
　緊急通報システムについて
は高齢化の進展に伴い、相談
体制の拡大、通報装置の老朽
化等の課題が挙げられる。
　また、あんしん通報システ
ムへの速やかな移行が求めら
れる。

0.09

順調

人

順調

人

人11,285

人

人

0.20

　未耐震の消防団施設の耐震
化については、目標の施設数
において補強計画が完了して
いるため、「順調」と判断。

35,222

1.10

係
長

職
員

9,261

職
員

係
長

0.30

0.20

　介護職員初任者研修
修了者を中心とした女
性消防団員が、一人暮
らし高齢者世帯等を訪
問し、防火・防災指導
や簡単な身の回りのお
世話を行うとともに、
福祉に関する相談を関
係機関につなぐなど、
安心感の向上を図る。

火災や重大事故発
生の未然防止

Ⅱ-2-
(1)-③ 
住み慣れ
た地域で
の生活支
援

9
いきいき安心訪
問

消防
団・
市民
防災
課

8

―

課
長

　災害発生時において
防災拠点となる消防施
設の耐震化を促進する
ため、耐震診断の結果
に基づき、耐震補強計
画及び耐震補強工事を
計画的に実施する。

　高齢者や重度身体障
害者がいる世帯の火災
やガス漏れ、救急要請
などの緊急通報を消防
指令センターで直接受
信し対応することによ
り、火災・救急による
被害の低減を図るとと
もに、高齢者等が住み
慣れた地域で安心して
生活できるよう支援す
る。

予防
課

7

緊急通報
システム
の稼動数
の向上

―

緊急通報システ
ム

消防団施設の耐
震化

総務
課、
消防
団・
市民
防災
課

―

―

工事3施設
計画2施設

―

―

工事3施設
計画2施設

実施設計
7施設

消防団施設耐震化

建替予定施
設を除き、
耐震補強工
事はH28年
度で完了

実施設計
6施設
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消防局

平成29年度　行政評価の取組結果（消防局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

施策番号
・施策名

No. 事業・取組概要

人件費（目安）H29年度 H28年度

人数

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

課
長

― 人

実
績

2 名 23 名
係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

目
標

2 回 2 回

実
績

1 回 2 回

達
成
率

50.0 ％ 100.0 ％

目
標

150 回 150 回

実
績

156 回 157 回

達
成
率

104.0 ％ 104.7 ％

目
標

課
長

― 人

実
績

2 名 23 名
係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

アジア地域
からの研修
員受け入れ

継続

― ―

―

受入

―

2回開催
(毎年度)

受入 受入

アジア地域
からの研修
員受け入れ

継続

音楽を通した安全
安心の提供及び防
火・防災普及啓発

1回開催
(H28年度)

156回
(H28年度)

アジア地域
からの研修
員受け入れ

継続

―

【施策の指標】
アジア地域からの
研修員受け入れ継
続

【施策の指標】
アジア地域からの
研修員受け入れ継
続

アジア地域
からの研修
員受け入れ

継続

――

受入

0.15
係
長8,646

―

7,524

　引き続き、国際協力機構
（JICA）と連携し、更にアジ
ア地域の研修員が増加するよ
う呼び掛け等を行う。

【評価理由】
　本事業は、毎年8～10名の
研修生を受け入れており平成
29年度は研修生を30名受け入
れ、そのうち23名はアジア地
域からの研修生であったた
め、「大変順調」と判断。

【課題】
　継続的な研修生の受け入れ
ができるよう、国際協力機構
（JICA）へ協力を求めていく
必要がある。

大変
順調

――

　今後も継続してホームペー
ジの更新、市政だより等を活
用した音楽隊の広報を行い、
消防音楽隊の知名度の向上を
図るとともに、音楽隊演奏活
動を通して児童の健全な育成
につなげたい。

【評価理由】
　警察音楽隊との合同演奏回
数や消防音楽隊出演回数か
ら、音楽を通して「安全・安
心」や「防火・防災」を市民
に十分にPRできていると判断
でき、ホームページのアクセ
ス数に関しては、前年度を上
回るアクセス数になっており
音楽隊への関心の高さが表れ
ていると考えられるため、
「順調」と判断。

【課題】
　今後、ホームページの積極
的な更新を行い、さらなる知
名度の向上を図る。

順調

―――

4,615

―

―

8,359

　音楽隊の出演回数及び警察
音楽隊との合同演奏回数（目
標：2回、実績：2回）に関し
ては、目標値を達成できた。
　ホームページアクセス件数
については、目標の30,000件
を下回る28,100件だったが、
昨年度のアクセス件数から
5,127件増加となっているた
め、「順調」と判断。

人

―

訓練
研修
セン
ター

【施策の内容】
　アジア地域の消防関
係者を受け入れ、北九
州市消防局の消防・防
災に関する技術移転を
行う。

　引き続き、国際協力機構
（JICA）と連携し、更にアジ
ア地域の研修員が増加するよ
う呼び掛け等を行う。

【評価理由】
　本事業は、毎年8～10名の
研修生を受け入れており平成
29年度は研修生を30名受け入
れ、そのうち23名はアジア地
域からの研修生であったた
め、「大変順調」と判断。

【課題】
　継続的な研修生の受け入れ
ができるよう、国際協力機構
（JICA）へ協力を求めていく
必要がある。

大変
順調

12

訓練
研修
セン
ター

10

Ⅶ-1-
(3)-②
上下水
道、消
防、交通
などの分
野におけ
る国際協
力の推進

【施策評価のみ】
アジアの消防
リーダーとして
の国際協力

消防音楽隊によ
る文化活動

11

Ⅲ-2-
(2)-② 
市民の文
化芸術活
動の促進

Ⅱ-3-
(4)-②
国際協
力・交流
の推進

【施策評価のみ】
アジアの消防
リーダーとして
の国際協力

0.01
課
長

0.40

順調

職
員

人

人

消防音楽隊出演回
数

消防音楽隊
出演回数の

増加

【施策の内容】
　アジア地域の消防関
係者を受け入れ、北九
州市消防局の消防・防
災に関する技術移転を
行う。

訓練
研修
セン
ター

　市主催の式典や消防
の各種行事等に出演
し、市民参加向上の役
割を担うとともに、音
楽隊の演奏やカラー
ガード隊の演技を通じ
て、市のPR活動や防
火・防災啓発活動を実
施する。
　併せて、児童の健全
な育成等に寄与するこ
とを目的に、教育機関
と連携し、積極的に児
童教育に貢献する。

152



上下水道局

平成29年度　行政評価の取組結果（上下水道局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

課
長

0.80 人

実
績

係
長

2.70 人

達
成
率

職
員

17.20 人

目
標

課
長

0.04 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ 職
員

0.42 人

目
標

5.8 ％ 8.8 ％
課
長

0.06 人

実
績

5.8 ％ 7.1 ％
係
長

0.25 人

達
成
率

100.0 ％ 80.7 ％
職
員

1.00 人

目
標

課
長

0.60 人

実
績

係
長

2.30 人

達
成
率

職
員

2.20 人

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

17,891

　日明浄化センター（ビジ
ターセンター）やウォーター
プラザなどの国際戦略拠点を
活用しながら、技術研修や視
察などを受入れ、効果的な国
際技術協力事業を実施する。

　水道施設について、引き続
き、計画どおり耐震化を実施
していく。
　下水道施設について、単年
度契約を複数年契約へ見直し
たり、工区割りを見直したり
するなどして、入札不調対策
を行いながら確実に耐震化を
進めていく。　平成29年度は入札不調によ

り耐震工事の工程に遅れが生
じているが、目標に対して
80％以上の達成率であったた
め、「順調」と判断。

【評価理由】
　中期目標に対して概ね順調
に耐震化が進んでいるため、
「順調」と判断。

【課題】
　下水道施設について、ポン
プ場を稼動しながらの工事と
なるため、施工時間・期間に
制限があり、工事の難易度が
高い。そのため、入札不調が
おきており、今後、入札不調
対策を行う必要がある。

【評価理由】
　研修や視察の受入れを積極
的に実施しているだけではな
く、この協力事業を通じ、開
発途上国の技術力向上、本市
のPRやイメージアップにも寄
与していることから、「順
調」と判断。

【課題】
　今後も国等関係機関のス
キームを利用するなど本市の
コスト削減とともに効率的、
効果的な事業実施を図る必要
がある。

35,258 順調

　世界各国から研修生を継続
的に受入れ（目標：255人、
実績：410人）、上下水道技
術の向上を図っているため、
「順調」と判断。

順調

Ⅱ-3-
(4)-② 
国際協
力・交流
の推進

4
上下水道技術の
国際協力

海外
事業
課

　アジアを中心とした
国や地域（カンボジ
ア、ベトナム国ハイ
フォン市、ミャンマー
国マンダレー市、イン
ドネシアなど）への職
員派遣や海外からの研
修員受入れなどによ
り、本市の浄水技術や
漏水削減などの技術の
移転、下水道の計画づ
くりや維持管理等に関
する指導を行うこと
で、海外の技術者の育
成を進め、世界の水環
境改善に貢献する。
　併せて、国際技術協
力を通じ、技術の継承
や実務能力の向上な
ど、本市職員の育成に
も寄与する。

浄水
　33.2％
配水池

　48.3％

― 発展途上国
の技術向上

―

―

―

―

浄水
　33.2％
配水池

　48.3％ 浄水施設
耐震化率
59.2％
配水池耐
震施設率
54.1％
（H32年
度）

10,690

Ⅱ-1-
(4)-⑤ 
公共施設
などの耐
震化の推
進

2
地震対策事業
（水道施設）

計画
課

　大規模な地震が発生
した場合においても、
最低限の下水処理が行
えるように下水道施設
の耐震化を実施するも
の。

　今後も整備箇所ごとの現場
の状況に応じた最も経済的な
方法を検討し、整備を行って
いく。

―

―

【評価理由】
　雨水整備が予定どおり進
み、浸水被害の抑制に寄与し
ていると考えるため、「順
調」と判断。

【課題】
　浸水対策と合流改善を併
せ、一体的に取り組むなど、
効率的な整備を行う必要があ
る。

0.0％
(H26年
度)

浄水
　33.2％
配水池
　51.7％

順調

順調1,040,329

165,200

　雨水整備率について、目標
どおり達成した（目標：
72.1％、実績：72.1％）た
め、「順調」と判断。

　大規模な地震が発生
した場合においても、
安全で安定的な給水を
確保するため水道施設
の耐震化を実施するも
の。

3
地震対策事業
（下水道施設）

施設
課

18.2％
(H36年
度)

事業・取組概要
H29年度

3,600,000 順調

―

人件費（目安）

3,785,504 3,865,844

Ⅱ-1-
(4)-④ 
総合的な
災害対策
の推進

1 浸水対策事業
下水
道計
画課

　近年、集中的な豪雨
に起因する浸水被害が
増加している。
　浸水被害を抑制する
ため、公共下水道の整
備を進め、流域全体の
浸水に対する安全度の
向上を図る。

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度 人数

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度

813,795

浸水被害
の抑制

H28年度

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

―

348,868 4,610 順調

　平成29年度の目標である水
道施設耐震化箇所（3箇所）
を予定どおり発注し、耐震補
強を進めているため、「順
調」と判断。

順調

454,443

46,400

浸水被害の抑制 ―

―

―
国際技術協力でア
ジアの発展に貢献

―

―

耐震補強対象施設
整備率

24,526

131,945 127,735

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

浄水施設
耐震化率

0％
配水池耐
震施設率
33.6％
（H26年
度）

下水道施設の耐震
化率（ポンプ場、
浄化センター水処
理施設）

浄水
　33.2％
配水池
　51.7％
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上下水道局

平成29年度　行政評価の取組結果（上下水道局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

事業・取組概要
H29年度

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度 人数

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度 H28年度

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

5.10 人

達
成
率

職
員

31.15 人

目
標

163 校 165 校
課
長

0.05 人

実
績

164 校 166 校
係
長

0.05 人

達
成
率

100.6 ％ 100.6 ％
職
員

0.25 人

目
標

課
長

0.60 人

実
績

係
長

1.75 人

達
成
率

職
員

12.90 人

目
標

課
長

0.01 人

実
績

係
長

0.01 人

達
成
率

職
員

0.15 人

目
標

98.0 ％ 99.0 ％
課
長

1.00 人

実
績

98.9 ％ 98.8 ％
係
長

2.33 人

達
成
率

100.9 ％ 99.8 ％ 職
員

12.33 人

順調

　既設水力発電設備について
平成27年度から更新工事に着
手し、予定通り平成29年度に
完了したため、「順調」と判
断。

318,120

【評価理由】
　予定どおり、水力発電設備
機器の工事が完了し、問題な
く稼動しているため、「順
調」と判断。

【課題】
　再生可能エネルギーに関す
る国の制度が毎年のように変
わるので、引き続き、国制度
の動向を見極めていく必要が
ある。

　再生可能エネルギーの有効
利用を念頭に、引き続き、国
制度の動向を見極めて対応し
ていく。

― ― 1,340 順調0393,471

再生可能エ
ネルギー有
効利用の推

進

再生可能エネル
ギーの有効利用

―

― ―

― ―

8
小水力発電設備
設置事業

浄水
課

　水道施設における再
生可能エネルギーを有
効に利用するため、小
水力発電の整備推進を
図るもの。

― ―

1,944,614 1,824,806 順調

【評価理由】
　汚泥燃料化施設が年間を通
して稼動し、概ね目標に近い
資源化率を達成出来たため、
「順調」と判断。

【課題】
　汚泥燃料化施設の安定稼動
により、資源化率を維持する
必要がある。

127,275 順調

　汚泥燃料化施設が年間を通
して稼動し、概ね目標に近い
資源化率を達成出来たため、
「順調」と判断。

　引き続き、下水道資源を有
効利用していく。

1,695,838

95.0％
（H21年
度）

Ⅴ-1-
(4)-② 
再生可能
エネル
ギー・基
幹エネル
ギーの創
出拠点の
形成

　合流改善達成率について、
目標どおり達成した（目標：
54.5％、実績：54.5％）た
め、「順調」と判断。

下水汚泥の資源化
率

3,134,892

Ⅵ-3-
(3)-④ 
下水汚泥
などの循
環利用

9
下水道資源の有
効利用

施設
課

―

　下水汚泥のバイオマ
スエネルギーとしての
燃料化や、さまざまな
資源の有効利用を行
う。

―

順調

【評価理由】
　対策が目標どおり進み、合
流式下水道の改善が進んだた
め、「順調」と判断。

【課題】
　浸水対策と合流改善を併
せ、一体的に取り組むなど、
効率的な整備を行う必要があ
る。

　今後も整備箇所ごとの現場
の状況に応じた最も経済的な
方法を検討し、整備を行って
いく。

― 順調
合流改善
の達成

3,349,438

順調4,200,000

学校直結化数
※対象学校数は平
成28年度は201校、
平成29年度以降は
202校。

順調4,654

5,092,335

― ―

　水槽式給水の小中学
校等では、近年の児
童、生徒数減による使
用水量の減少や、休日
に水を使用しないこと
などにより、貯水槽内
に水が滞留し、水のお
いしさが低減する状況
にある。そこで、上下
水道局では市立小中学
校等の直結式給水への
切替えを推進するた
め、直結化の支援を行
う。

296,125

121,1502,300,000

2,950

配水
管理
課

　平成29年度目標である配水
管更新目標50kmに対し、50km
の配水管更新工事を終えてい
るため、「順調」と判断。

順調

安全で安定的な給
水の確保

―

153校
(H26年
度)

―

―

Ⅲ-1-
(3)-① 
安全で安
定してお
いしく飲
める水道
の整備

5 配水管更新事業
計画
課

　老朽化した配水管を
計画的に更新すること
により、漏水、赤水、
不出水の解消や管破損
事故を防止し、安全で
安定的な給水を確保す
る。

6

アクアフレッ
シュ事業（学校
の直結式給水の
推進）

　配水管更新事業について、
第5期更新計画に基づき、計
画どおり更新を実施してい
く。
　アクアフレッシュ事業（学
校の直結式給水の推進）につ
いて、給水管の増口径が必要
な学校も助成の対象として事
業を継続することとし、今後
も、教育委員会と協議しなが
ら確実に直結化を実施してい
く。

―

Ⅲ-1-
(3)-③ 
快適で良
質な生活
環境をつ
くる下水
道の整備

―

7
合流式下水道改
善事業

下水
道計
画課

　合流式下水道で整備
された地区は、大雨時
に雨水で希釈された未
処理下水の一部が川や
海に流れ出ることがあ
る。
　放流先の汚濁負荷を
分流式下水道並みに軽
減するため、合流式下
水道の改善に努め、良
好な水環境をつくる。

良好な水環境の実
現

― ―

166校
以上

(H32年
度)

99.0％
（H32年
度）

7,006

H32年度ま
でに40年以
上経過した
普通・高級
鋳鉄製の配
水管がない

状態 【評価理由】
　事業が予定どおり進んでい
るため、「順調」と判断。

【課題】
　アクアフレッシュ事業（学
校の直結式給水の推進）につ
いて、学校の改築等に併せて
直結化（増口径）を実施する
こととしており、教育委員会
と協議をする必要がある。　設定した目標を上回るペー

スで実施できているため、
「順調」と判断。

4,932,367

16,000
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上下水道局

平成29年度　行政評価の取組結果（上下水道局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

事業・取組概要
H29年度

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度 人数

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度 H28年度

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

目
標

課
長

0.60 人

実
績

係
長

2.30 人

達
成
率

職
員

2.20 人

目
標

実
績

46,100
千
円

14,539
千
円

達
成
率

目
標

実
績

0
千
円

2,175
千
円

達
成
率

上下水道技術の
国際協力

10

　世界各国から研修生を継続
的に受入れ（目標：255人、
実績：410人）、上下水道技
術の向上を図っているため、
「順調」と判断。

順調
海外
事業
課

―

46,400
発展途上国
の技術向上

―

―

―

―

下水道に関するビ
ジネス案件の受注

―

―

　現在カンボジアやベトナムを
中心に進めている国際技術協力
を通して築いた信頼関係を土台
に、官民一体となり、海外水ビ
ジネス案件や北九州市海外水ビ
ジネス推進協議会会員企業への
受注に繋げている。
　実績として、平成29年度はカ
ンボジア、ベトナムでビジネス
案件を6件受注したため、「順
調」と判断。

　成果の状況は以下のとおり

・シェムリアップ上水道拡張事
業
（入札補助・施工管理）
・タクマウ事業権無償
（情報収集・確認調査業務）
・スバイリエン・プルサット無
償拡張事業
（準備調査業務）
・ベトナム地方6都市U-BCF実証
実験（中小企業海外展開支援事
業）
・カンボジア民営水道事業配水
管実施設計照査（技術アドバイ
ザー）
・下水道台帳整備業務（ベトナ
ム・ハイフォン）

係
長

海外水ビジ
ネスを通じ
た地元企業
の振興と国
際貢献

人

職
員

順調

課
長

1.40

3.80 人

人3.7081,600

海外水ビジ
ネスを通じ
た地元企業
の振興と国
際貢献

―

―

―

―

海外
事業
課

　上下水道分野などの
海外水ビジネスは、
2025年には約87兆円規
模の市場に成長するこ
とが見込まれ、国の
「未来投資戦略」にお
いてもアジアを中心と
した水インフラ分野の
海外展開が主要分野に
位置づけられている。
本市では、平成22年に
「北九州市海外水ビジ
ネス推進協議会」を設
立。官民が有する技術
力やノウハウを結集
し、計画づくりから設
計、建設、維持管理、
事業運営まで、地場企
業による水ビジネス案
件の受注を目指して事
業を展開。併せて、
「ウォータープラザ北
九州」を中核施設とし
た水ビジネスの国際戦
略拠点づくりを進め
る。

　アジアを中心とした
国や地域（カンボジ
ア、ベトナム国ハイ
フォン市、ミャンマー
国マンダレー市、イン
ドネシアなど）への職
員派遣や海外からの研
修員受入れなどによ
り、本市の浄水技術や
漏水削減などの技術の
移転、下水道の計画づ
くりや維持管理等に関
する指導を行うこと
で、海外の技術者の育
成を進め、世界の水環
境改善に貢献する。
　併せて、国際技術協
力を通じ、技術の継承
や実務能力の向上な
ど、本市職員の育成に
も寄与する。

35,258

96,342

17,891 24,526

11
海外水ビジネス
の推進

60,690

上水道に関する水
ビジネス案件の受
注

　国際協力事業については、
日明浄化センター（ビジター
センター）やウォータープラ
ザなどの国際戦略拠点を活用
しながら、技術研修や視察な
どを受入れ、効果的な国際技
術協力事業を実施する。
　海外水ビジネスについて
は、北九州市海外水ビジネス
推進協議会との連携を深めな
がら、国際戦略拠点を活用
し、本市及び本市内企業の上
下水道に係る技術や製品をア
ジアを中心としたビジネス対
象国に発信し、受注拡大を目
指す。

―

―

順調

【評価理由】
　国際協力事業については、
研修や視察の受入れを積極的
に実施しているだけではな
く、この協力事業を通じ、開
発途上国の技術力向上、本市
のPRやイメージアップにも寄
与している。
　海外水ビジネスについて
は、引き続き北九州市海外水
ビジネス推進協議会を軸にし
て、カンボジア、ベトナムな
どでビジネス案件を受注して
いることから、「順調」と判
断。

【課題】
　国際協力事業については、
今後も国等関係機関のスキー
ムを利用するなど本市のコス
ト削減とともに効率的、効果
的な事業実施を図る。
　海外水ビジネスについて
は、今後も協議会と連携し、
事業に取り組むことで地元経
済の活性化を図る。

125,703

Ⅶ-1-
(3)-② 
上下水
道、消
防、交通
などの分
野におけ
る国際協
力の推進

国際技術協力でア
ジアの発展に貢献

―

―

―

―
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上下水道局

平成29年度　行政評価の取組結果（上下水道局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

事業・取組概要
H29年度

人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H28年度 人数

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度 H28年度

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

目
標

実
績

46,100
千
円

14,539
千
円

達
成
率

目
標

実
績

0
千
円

2,175
千
円

達
成
率

　現在カンボジアやベトナムを
中心に進めている国際技術協力
を通して築いた信頼関係を土台
に、官民一体となり、海外水ビ
ジネス案件や北九州市海外水ビ
ジネス推進協議会会員企業への
受注に繋げている。
　実績として、平成29年度はカ
ンボジア、ベトナムでビジネス
案件を6件受注したため、「順
調」と判断。

　成果の状況は以下のとおり

・シェムリアップ上水道拡張事
業
（入札補助・施工管理）
・タクマウ事業権無償
（情報収集・確認調査業務）
・スバイリエン・プルサット無
償拡張事業
（準備調査業務）
・ベトナム地方6都市U-BCF実証
実験（中小企業海外展開支援事
業）
・カンボジア民営水道事業配水
管実施設計照査（技術アドバイ
ザー）
・下水道台帳整備業務（ベトナ
ム・ハイフォン）

―

海外水ビジ
ネスを通じ
た地元企業
の振興と国
際貢献

― 　北九州市海外水ビジネス推
進協議会との連携を深めなが
ら、国際戦略拠点を活用し、
本市及び本市内企業の上下水
道に係る技術や製品をアジア
を中心としたビジネス対象国
に発信し、受注拡大を目指
す。

順調

―

【評価理由】
　引き続き北九州市海外水ビ
ジネス推進協議会を軸にし
て、カンボジア、ベトナムな
どでビジネス案件を受注して
いることから、「順調」と判
断。

【課題】
　今後も協議会と連携し、事
業に取り組むことで地元経済
の活性化を図る。

海外水ビジ
ネスを通じ
た地元企業
の振興と国
際貢献

―

―

下水道に関するビ
ジネス案件の受注

1.40 人

職
員

3.70 人

3.80 人

125,703 60,690 96,342
係
長81,600

課
長

Ⅶ-2-
(1)-① 
アジア低
炭素化セ
ンターを
核とした
都市イン
フラビジ
ネスの推
進

12
海外水ビジネス
の推進

海外
事業
課

　上下水道分野などの
海外水ビジネスは、
2025年には約87兆円規
模の市場に成長するこ
とが見込まれ、国の
「未来投資戦略」にお
いてもアジアを中心と
した水インフラ分野の
海外展開が主要分野に
位置づけられている。
本市では、平成22年に
「北九州市海外水ビジ
ネス推進協議会」を設
立。官民が有する技術
力やノウハウを結集
し、計画づくりから設
計、建設、維持管理、
事業運営まで、地場企
業による水ビジネス案
件の受注を目指して事
業を展開。併せて、
「ウォータープラザ北
九州」を中核施設とし
た水ビジネスの国際戦
略拠点づくりを進め
る。

上水道に関する水
ビジネス案件の受
注

―

―

順調

―

―

―
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病院局

平成29年度　行政評価の取組結果（病院局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

6 ％ 60 ％

実
績

6 ％ 31 ％

達
成
率

100.0 ％ 51.3 ％

目
標

実
績

7,652 人 7,778 人

達
成
率

運営体制の
確保・充実

―

　全国的な医師不足の状況で
あるが、必要な医師の確保や
医療器械の更新などにより、
医療体制（24時間体制）の確
保に努める。
　なお、出生数の低下や働き
方改革による医師の負担軽減
に留意する。

順調

運営体制の
確保・充実

運営体制の
確保・充実

医療体制の
確保・充実

小児救急センター
の医療体制（1次
（初療）から3次
（重篤）までの小
児救急医療体制
（24時間体制）の
確保・充実

―

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

6％
（H28年
度）

―

運営体制の
確保・充実

運営体制の
確保・充実

運営体制の
確保・充実

―

入院84％
外来88％
（H28年
度）

救命救急セン
ター、小児救急セ
ンター受入れ患者
数の増加

7,652人
（H28年
度）

入院87％
外来86％

工事の進捗率

―

職
員

単年度目標
設定なし

入院84％
外来88％

―

総合周産期母子
医療センターの
運営・小児救急
センターの運営

小児救急センター
の医療体制（1次
（初療）から3次
（重篤）までの小
児救急医療体制
（24時間体制）の
確保・充実

28,450

単年度目標
設定なし

患者満足度の向上

2

【総合周産期母子医療
センター（市立医療セ
ンター内）】
・出生前から出産後ま
で母子に対する専門的
な医療を24時間体制で
提供する。
【小児救急センター
（市立八幡病院に併
設）】
・1次（初療）から3次
（重篤）までの救急医
療を24時間体制で提供
する。

2,408,423

職
員

1,807,565

課
長

運営体制の
確保・充実

医療体制の
確保・充実

運営体制の
確保・充実

―

運営体制の
確保・充実

1 1,807,565

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

Ⅰ-1-
(1)-③ 
母子が健
康に生活
できる環
境づくり

経営
課

総合周産期母子
医療センターの
運営・小児救急
センターの運営

運営体制の
確保・充実

―

総合周産期母子医
療センターにおけ
る医療体制（24時
間体制）の確保・
充実

運営体制の
確保・充実

人

―

運営体制の
確保・充実

人

運営体制の
確保・充実

係
長

【総合周産期母子医療
センター（市立医療セ
ンター内）】
・出生前から出産後ま
で母子に対する専門的
な医療を24時間体制で
提供する。
【小児救急センター
（市立八幡病院に併
設）】
・1次（初療）から3次
（重篤）までの救急医
療を24時間体制で提供
する。

―

2,417,703

―

【評価理由】
　必要な医師の確保や必要な
医療器械の更新などを行った
ことで、総合周産期母子医療
センターにおいては24時間体
制での周産期医療の提供、小
児救急センターにおいては24
時間体制での小児救急医療の
提供を行うことができている
ため、「順調」と判断。

【課題】
　出生数の低下や働き方改革
による医師の負担軽減の必要
性などに留意する必要があ
る。

人

人

人

順調

　総合周産期母子医療セン
ターでは、24時間体制での周
産期医療の提供、ハイリスク
分娩患者の優先的な受入を行
うことができた。
　また、小児救急センターで
は、24時間体制での小児救急
医療の提供を行うことができ
たため、「順調」と判断。

順調

課
長

　全国的な医師不足の状況で
あるが、必要な医師の確保や
医療器械の更新などにより、
医療体制（24時間体制）の確
保に努める。
　なお、出生数の低下や働き
方改革による医師の負担軽減
に留意する。

【評価理由】
　必要な医師の確保や必要な
医療器械の更新などを行った
ことで、総合周産期母子医療
センターにおいては24時間体
制での周産期医療の提供、小
児救急センターにおいては24
時間体制での小児救急医療の
提供を行うことができてい
る。
　また、概ね工程通りに進ん
でおり、「順調」と判断。

【課題】
　出生数の低下や働き方改革
による医師の負担軽減の必要
性などに留意する必要があ
る。
　また、八幡病院の移転、建
替えを行うことで患者満足度
を向上させ、受入患者数を増
やす必要がある。

順調

　成果指標である工事の進捗
率は、支払額により算出して
いるので、当初予定していた
目標よりも実績が小さくなっ
たものの、実際の工事は概ね
工程通りに進んでいるため、
「順調」と判断。

1.00

人

係
長

人

受入れ患者
数11,992人
(H42年度)

総合周産期母子医
療センターにおけ
る医療体制（24時
間体制）の確保・
充実

運営体制
の確保

運営体制
の確保

運営体制の
確保・充実

―

Ⅱ-1-
(2)-① 
医療・救
急体制の
充実

八幡病院移転改
築事業

3

　昭和50年代に建設さ
れ、老朽化や狭隘化が
進み、一部が新耐震基
準を満たしていないな
ど、施設面に課題があ
る市立八幡病院の移
転・建て替えを行う。

経営
課

経営
課

― 人

―

0.30

2.00

運営体制の
確保・充実

運営体制の
確保・充実

―

医療体制の
確保・充実

2,417,7032,648,529

事業評価の成果指標（目標・実績）

運営体制
の確保

運営体制
の確保

H28年度

679,779

順調

90％
(入院・
外来)
（H31年
度）

3,168,0976,106,724

完成
（H30年
度）

―

2,648,529

H29年度H28年度

人数

　総合周産期母子医療セン
ターでは、24時間体制での周
産期医療の提供、ハイリスク
分娩患者の優先的な受入を行
うことができた。
　また、小児救急センターで
は、24時間体制での小児救急
医療の提供を行うことができ
たため、「順調」と判断。

課
長

人―

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度 人件費（目安）

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

No.

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

職
員

係
長

―

医療体制の
確保・充実

2,408,423
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教育委員会

平成29年度　行政評価の取組結果（教育委員会）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

93 ％ 94 ％

実
績

85.2 ％ 95.5 ％

達
成
率

91.6 ％ 101.6 ％

目
標

86 ％ 87 ％

実
績

78.4 ％ 87.7 ％

達
成
率

91.2 ％ 100.8 ％

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

54.6 ％ 56.6 ％

実
績

50.5 ％ 50.8 ％

達
成
率

92.5 ％ 89.8 ％

目
標

61.5 ％ 63.5 ％

実
績

54.0 ％ 56.8 ％

達
成
率

87.8 ％ 89.4 ％

Ⅰ-1-
(2)-② 
確かな学
力と体力
を向上さ
せる教育
の充実

1

　児童生徒に主体的な
学習の仕方を身に付け
させ、基礎的・基本的
な学力の確実な定着を
図るため、小学校3年
生から6年生、中学校3
年生を対象に、放課後
等を活用した学習機会
を提供する「子どもひ
まわり学習塾」を実
施。

子どもひまわり
学習塾

学
力・
体力
向上
推進
室

3

59.0%
（H30年
度）

66.0%
（H30年
度）

小3:80.8%
中1:50.8%
(H25年度)

授業以外で（月～
金）1時間以上勉強
している児童の割
合（小学校6年生）

小6:100.0%
中3:101.1%

授業以外で（月～
金）1時間以上勉強
している生徒の割
合（中学校3年生）

55.5%
（H25年
度）

49.6%
（H25年
度）

小6:96%
中3:96%

(H25年度)

小3:91.5%
中1:65.0%

前年度
(小6:96%

　中3:95%)
以上

前年度以上

小3:88.5%
中1:63.0%

小3:87.0%
中1:68.3%

小3:78.7%
中1:55.4%

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度

79.3%
（H25年
度）

95.0%
（H30年
度）

88.0%
（H30年
度）

　「小1プロブレム」
や「中1ギャップ」と
いった課題に対応する
ため、小学校2年生及
び3年生並びに中学校1
年生において35人以下
学級編制を実施（※現
行の国の基準は40人以
下学級、平成23年度か
ら小1のみ35人以下学
級）また、平成27年度
から、小学校4年生及
び中学校3年生、さら
に平成29年度から、小
学校5年生、小学校6年
生及び中学校2年生に
おいて、学校長の裁量
による35人以下学級の
実施。

H28年度
事業・取組概要

87.9%
（H25年
度）

H28年度

143,791194,478

課
長

185,214 3,650
係
長

35人以下学級編
制の実施

先生たちは子ども
をよく指導してく
れると回答した保
護者の割合（中学
校1年生）

先生たちは子ども
をよく指導してく
れると回答した保
護者の割合（小学
校3年生）

教職
員課

北九州スタン
ダードの推進

勉強をして新しい
ことを知りたいと
思う児童生徒の割
合（小学校3年生
中学校1年生）

全国学力・学習状
況調査の結果（対
全国平均）

7,800135,125170,000

0.20
職
員

　全国学力・学習状況調査に
ついては、全国平均正答率に
は達していないものの、前年
度と比較すると改善傾向にあ
る。
　「北九州市学力状況調査」
の対象学年・科目を拡充する
とともに、新たに各種調査や
テストの採点について、リア
ルタイムに集計・分析できる
システム「学力定着サポート
システム」を導入するなど、
児童生徒一人一人の学力を継
続的に把握・分析し、よりき
め細やかな指導の充実を図っ
た。
　以上のことなどから、「順
調」と判断した。

0.10

142,202

職
員

0.10

順調

人

人

順調

　先生たちは子どもをよく指
導してくれると回答した保護
者の割合は、小学校3年生、
中学校1年生ともに目標値に
達している。
　本市独自で実施している小
学校2～3年生並びに中学校1
年生の35人以下学級編制を実
施するとともに小学校4～6年
生及び中学校2～3年生におい
ては、校長裁量制による35人
以下学級編制などに取り組ん
だ。
　以上のことなどから、「順
調」と判断した。

人

人

H31年度予算要求に向けた 
施策の方向性

人数

人件費（目安）

0.30

順調

人

0.20

課
長

【評価理由】
　全国学力・学習状況調査の
結果は、全国平均正答率には
達していないものの、前年度
と比較すると改善している。
　各学校では、スクールプラ
ンを策定し、「北九州市学
力・体力向上アクションプラ
ン」に沿った具体的な取組み
を定め、学力向上に取り組ん
だ。
　「北九州市学力状況調査」
の対象学年・科目を拡充する
とともに、新たに「学力定着
サポートシステム」を導入す
るなど、児童生徒一人一人の
学力を継続的に把握・分析
し、よりきめ細やかな指導の
充実を図った。
　「子どもひまわり学習塾」
を拡充し、小学校100校、中
学校62校を対象に実施した。
　「新・北九州市子ども読書
プラン」に基づき各種施策を
実施するとともに、子どもの
読書活動の推進拠点となる
「子ども図書館」の設置に向
けて、改修工事等に着手し
た。
　全国体力・運動能力、運動
習慣等調査の結果は、小・中
学校男女ともに前年度から大
きく改善した。体力合計点に
おいても、小学生が男女とも
に初めて全国平均を上回るな
ど、体力向上に向けた「北九
州市学力・体力向上アクショ
ンプラン」に沿った取組みに
より効果を上げることができ
た。
　以上のことから、「順調」
と判断した。

【課題】
　全国学力・学習状況調査の
結果、いずれの学年・教科と
もに全国平均を下回ってい
る。　授業以外で（月～金）1時

間以上勉強している児童生徒
の割合は、目標値には達して
いないものの、小学校6年
生・中学校3年生ともに前年
度を上回った。
　ひまわり学習塾は学習習慣
の定着に向けた事業のひとつ
として、着実に実施してお
り、参加した児童生徒に対し
て行った確認テストやアン
ケートでは、小中学生とも、
学習習慣の定着や学習意欲の
向上が確認できた。
　以上のことなどから、「順
調」と判断した。

人

人

係
長

人

係
長

0.10

0.40

人

順調

職
員

2 74,636

小3:88.9%
中1:87.9%

小3:95.1%
中1:105.1%

小6:102.1%
中3:101.0%

目
標

　確かな学力の定着と
全国平均水準到達を目
指し、教育課程の編
成、学習教材の開発、
授業づくりの支援など
の事業を実施するとと
もに、全小、中学校が
学力向上プランを作
成・実行する。
　全国学力・学習状況
調査等を実施し、児童
生徒一人一人の課題や
施策の効果を明らかに
するとともに、各学年
の指導方法の工夫・改
善を行う。

指導
第一
課
学
力・
体力
向上
推進
室

76,061

小6:100%
中3:100%
(H30年度)

小3:93.0%
中1:66.0%
(H30年度)

小6:96%
中3:96%

57,085 4,150

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

0.20

小6:98%
中3:97%

　「北九州市学力・体力向上
アクションプラン」に沿った
取組みを実施することで、教
員の指導力向上や家庭での生
活習慣・家庭学習習慣の充実
などを図り、子どもたち一人
一人の学力向上につなげてい
くとともに、運動の好きな子
ども、運動量の豊富な子ども
を育て、体力の向上と豊かな
スポーツライフの実現を図
る。
　「全国学力・学習状況調
査」、「北九州市学力状況調
査」を中核として、指導方法
改善のためのサイクルを確立
する。
　「教科等コアスクール事
業」や「アクティブ・ラーニ
ング推進事業」を通して、本
市の教科等教育の拠点校をつ
くり、授業力向上等を目指す
とともに、教科等教育の充実
を図るための体制づくりに努
める。
　「新・北九州市子ども読書
プラン」に基づき、子ども図
書館の設置など、本市の子ど
もたちが読書に親しむことが
できる環境整備を進め、家
庭、地域、学校、図書館など
が一体となって子どもの読書
活動を推進していく。
　東京2020オリンピック・パ
ラリンピック（以下「オリ・
パラ」）大会開催に向け、推
進指定校において、一流ス
ポーツ選手と直接触れ合うこ
となどを通して、スポーツの
素晴らしさや、国際的なマ
ナー、人権等について理解を
深める「オリ・パラ教育」を
進める。

課
長

0.00
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教育委員会

平成29年度　行政評価の取組結果（教育委員会）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度H28年度
事業・取組概要

H28年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

58
施
設

66
施
設

実
績

95
施
設

107
施
設

達
成
率

163.8 ％ 162.1 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

201 校 201 校
課
長

― 人

実
績

201 校 201 校
係
長

― 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

― 人

小:100.0%
中:100.0%

201校
(H25年
度)

小5男子
 :1項目
小5女子
 :0項目
中2男子
 :3項目
中2女子
 :0項目

(H25年度)

「ノーテレビ・
ノーゲーム・読書
の日」の実施率

全国体力・運動能
力、運動習慣等調
査の実技結果全国
平均値以上の項目
数

【施策の指標】
食育の取組実施校
数（小・中・特別
支援学校）

95施設
(H28年度)

小:100.0%
中:100.0%

小:36.6%
中:13.1%

―

前年度以上
(小5男子、
小5女子、
中2男子、
中2女子)

小:100%
中:100%

小:100%
中:100%

小:36.6%
中:13.1%
(H28年度)

小:65.0%
中:37.0%
(H25年度)

小:39.1%
中:18.5%

小:100%
中:100%

小:91.6%
中:36.5%
(H25年度)

小:93.9%
中:29.0%

小:38.0%
中:14.0%

小5男子
：3項目
小5女子
：2項目
中2男子
：9項目
中2女子
：5項目

小:100%
中:100%

―

前年度
(小5男子:1項目、
小5女子:0項目、
中2男子:4項目、
中2女子:1項目)

以上

小5男子
：5項目
小5女子
：5項目
中2男子
：9項目
中2女子
：6項目

小:93.9%
中:58.0%

小:41.0%
中:18.0%

週に1回以上、市立
小・中学校におけ
る「10分間読書」
を実施する学校の
割合

「早寝・早起き・
朝ごはん・読書
カード」事業への
認定こども園、幼
稚園、保育所参加
数

1,376

―

小:100%
中:50%

(H32年度)

小:50.0%
中:30.0%
(H32年度)

2,536

小:95.4%
中:102.8%

529,415

小:21.0%
中:39.0%

体育の授業以外で
計画的な取組をし
ている学校の割合

子どもの読書活
動の推進

【施策評価のみ】
学校における食
育推進事業

　子どもたちの知育、
徳育を支える基盤と
なっているのは体力で
ある。子どもたちの体
力向上のために、小中
学校において、ダンス
を中心とした、体力
アップのための取組を
行っている。

指導
第一
課
教育
セン
ター

指導
第一
課
学
力・
体力
向上
推進
室

　子ども読書プランに
基づき「読書好きな子
ども日本一」を目指
す。「学校における読
書活動推進事業」の充
実を図り、各学校の学
校図書館の整備充実を
一層推進する。また、
指定中学校区を拡充
し、学校図書館の開館
時間の延長や読書冊数
等の観点で、適正な担
当校区数なども含めた
事業の効果を高める。
学校図書館主任に学校
図書館教育講習会を実
施し、読書活動の活性
化への意識と、学校図
書館運営の中核として
リーダーシップをとる
ことについての意識を
高めるとともに、「学
校における読書活動推
進事業」の効果につい
ての周知を図る。

4

子ど
も図
書館
準備
室
学事
課
指導
第一
課
中央
図書
館奉
仕課

5
体力アップ推進
事業

6

90施設
(H32年度)

H30年度ま
でに全項目
について全
国平均値を
上回る。

小:18.0%
中:35.0%
(H32年度)

小:96.3%
中:93.6%

100%
（H30年
度）

全小・中・
特別支援学校

201校
（毎年度）

平日に家庭で全く
読書をしない児童
生徒の割合（小学
校6年生・中学校3
年生）

小:23.7%
中:39.1%
(H25年度)

小:100%
中:50%

小:24.2%
中:41.9%

小:98.6%
中:95.6%

職
員

0.00

0.20

240,369

小:84.8%
中:92.6%

小:100.0%
中:96.3%

小:100%
中:41.9%

小:100%
中:43.5%

小:22.0%
中:40.5%

小:22.3%
中:42.3%

【施策の内容】
　子どもが発達の段階
に応じて、食に関する
知識や食を適切に選択
する力を身につけると
ともに、調理に関する
基本的技能を習得し、
健全な食生活を実践す
ることができるよう体
系的な食育を推進す
る。

5,000

―

385,503 順調

人

　平日に家庭で全く読書しな
い児童生徒の割合は目標に達
していないものの、「早寝・
早起き・朝ごはん・読書カー
ド」事業に参加する施設数が
増加するなど、子どもたちの
読書習慣の定着を目指した取
組みにおいて一定の成果が得
られた。
　また、子どもの読書活動の
推進拠点となる「子ども図書
館」の設置に向けて、改修工
事が順調に進んでいる。
　以上のことなどから、「順
調」と判断した。

0.10

係
長

人

―

人

0.10

係
長

人
　全国体力・運動能力、運動
習慣等調査の結果、全国平均
と同等又は上回っている種目
は、小学校5年生は8種目のう
ち、男子5種目、女子5種目、
中学校2年生では9種目のう
ち、男子全種目、女子6種目
となり、小・中学校男女とも
に前年度から大きく改善し
た。
　体力合計点においても、小
学生が男女ともに初めて全国
平均を上回るなど、体力向上
に向けた「北九州市学力・体
力向上アクションプラン」に
沿った取組みは効果を上げて
いることから、「大変順調」
と判断した。

人

― ―

大変
順調

3,150

―

5,400

課
長

0.20

課
長

人

0.30
職
員
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教育委員会

平成29年度　行政評価の取組結果（教育委員会）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度H28年度
事業・取組概要

H28年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

目
標

20 回 20 回

実
績

22 回 24 回

達
成
率

110.0 ％ 120.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

130 校 131 校

実
績

130 校 131 校

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

小6:91.2%
中3:83.5%
(H25年度)

「自分にはよいと
ころがある」と回
答した児童生徒の
割合

―

―

環境学習の実施校

小：73.5%
中：68.1%

小6:72.2%
中3:64.2%
(H25年度)

―

―

達
成
率

―

小6:87.9%
中3:72.8%
(H25年度)

小6:90.5%
中3:83.5%

小6:97.3%
中3:94.9%

小6:98.5%
中3:91.1%

小：95.5%
中：101.6%

―

小6:94.0%
中3:89.0%

小：77.0%
中：67.0%

8

環境教育推進事
業

10

―

22,912

―

小:100.0%
中:100.0%

―

課
長

課
長

人

0.00

人

22,31828,894

小：75.9%
中：69.9%

小：78.0%
中：68.0%

小6:80.0%
中3:70.0%
(H30年度)

小6:92.6%
中3:81.1%

環境に対し主体的
に行動する実践的
な態度や能力の育
成

小6:93.5%
中3:86.5%

小6:93.0%
中3:88.0%

小6:97.3%
中3:105.8%

人権教育視聴覚教
材の活用（学校平
均活用回数）

人に対し、思いや
りの心をもって接
することができる
と回答した児童生
徒の割合（小6、中
3）

【施策の指標】
地元企業等を知る
体験活動（職場見
学、職場体験、企
業講話）を全小中
学校で実施

【施策評価のみ】
発達段階に応じ
たキャリア教育

【施策の内容】
　学校生活から社会生活
へ円滑に移行できるよう
に、小・中学校で連携し
ながら児童生徒の発達の
段階に応じたキャリア発
達を支援し、学校教育活
動全体を通して児童生徒
が社会的・職業的自立に
向けて必要とされる基礎
的・汎用的能力を育成す
る。また、地元企業等を
知ってもらうための職場
体験等の取り組みを充実
していく。

　幼児児童生徒が人権
に関する知的理解を深
めるとともに、自他の
大切さを認めることが
できるような人権感覚
を身に付けさせ、自他
の人権を守ろうとする
意識・意欲・態度が実
践力につながるような
指導の実施。そのた
め、教師自身が人権に
関しての理解認識を一
層深めるための研修を
実現。

指導
第一
課

―

小：97.3%
中：102.8%

指導
第一
課

心の教育推進事
業

指導
第一
課
指導
第二
課

人権教育推進事
業

9

7

指導
第一
課

環境に対する
気付きを深

め、主体的に
環境に係る児
童生徒の育成
を目指す。

小:132校
中:62校

小:100.0%
中:100.0%

小6:95.0%
中3:90.0%
(H30年度)

課
長

0.10

小6:92.0%
中3:83.0%

近所の人に会った
ときは、あいさつ
をすると回答した
児童生徒の割合

小6:93.4%
中3:106.9%

20回
（毎年
度）

小6:85.9%
中3:88.7%

　伝統文化や異年齢・
地域交流など豊かな体
験を通して、児童生徒
が自己の生き方につい
ての考えを深める道徳
教育を教育活動全般を
通じて推進。また、感
受性の豊かな中学生に
対して、芸術性の高い
演劇・音楽・美術等の
鑑賞を通して、豊かな
情操を養う。

9,150

3,15020,600

人

30,090

17,765

―

　北九州道徳郷土資料のさら
なる活用など、一層の道徳教
育の充実を図るとともに、学
級活動や児童会・生徒会活動
等、児童生徒の自発的・自治
的な活動をより充実させ、児
童生徒のコミュニケーション
や人間関係づくりを促す。
　「北九州市中学生文化芸術
祭」や関係部局と連携した取
組みなどを通して、子どもた
ちのシビックプライド醸成に
努める。
　「北九州子どもつながりプ
ログラム（北九州市対人スキ
ルアッププログラム）」の各
学校での有効な活用に向け
て、年間指導計画に確実に位
置づけるとともに、各種人権
教育研修会等で研修を推進す
る。

　「環境アクティブ・ラーニ
ング」（小学校4年生対象）
では、自然関連施設、環境関
連施設等での環境体験学習に
終わらせず、自ら問題意識を
もち、主体的に問題解決する
プログラムを実施した。
　ユネスコスクールの登録校
数は小学校6校、中学校4校
で、2校が加盟申請中であ
る。市内15校のユネスコス
クール推進指定校では各校の
実情に応じたESD教育の推進
を図った。
　以上のことなどから、「順
調」と判断した。

―

順調

順調

順調

　人に対し、思いやりの心を
もって接することができると
回答した児童生徒の割合は、
中学生で目標を超えた。
　また、児童生徒の好ましい
人間関係づくりのための小中
9年間を見通した「北九州子
どもつながりプログラム（北
九州市対人スキルアッププロ
グラム）」を全校で実施して
いることなどから、「順調」
と判断した。

順調

　「環境アクティブ・ラーニ
ング」を体験活動に終わらせ
ず、自ら問題意識をもち、よ
り主体的に問題解決する取組
みとするため、関係施設との
更なる連携を図り、充実した
プログラム開発を進める。
　地元企業等との連携を図っ
たキャリア教育を進めるた
め、関係部局や関係団体と協
力した取組みを進める。

　「自分にはよいところがあ
る」と回答した児童生徒の割
合は、小・中学生ともに前年
度より増加した。
　また、「北九州市中学生文
化芸術祭」を実施し、中学生
の文化活動の充実を図り、豊
かな情操を育むとともに、市
立美術館と連携した新たな取
組み（美術鑑賞教室「ミュー
ジアム・ツアー」）などを通
して、子どもたちのシビック
プライドの醸成に努めた。
　以上ことなどから、「順
調」と判断した。

Ⅰ-1-
(2)-③ 
心の教育
の推進

【評価理由】
　「環境アクティブ・ラーニ
ング」では、自ら問題意識を
もち、主体的に問題解決する
プログラムを実施した。
　市内15校のユネスコスクー
ル推進指定校では各校の実情
に応じたESD教育の推進を
図った。
　キャリア教育については、
職場見学や職場体験などの体
験的な活動や、社会人による
講演会等を開催することで、
児童生徒が社会的・職業的に
自立するために必要な基礎
的・汎用的能力の育成を図る
ことができた。
　以上のことから、「順調」
と判断した。

【課題】
　「環境アクティブ・ラーニ
ング」について、関係施設と
の更なる連携を図り、充実し
たプログラム開発を進める。
　また、関係部局や関係団体
等と連携し、キャリア教育の
充実を図る。

【評価理由】
　心の教育の推進について
は、芸術性の高い演劇・音
楽・美術などの鑑賞（スクー
ルコンサートや中学生芸術鑑
賞教室など）を通して豊かな
情操を培うことができた。
　「北九州市中学生文化芸術
祭」を実施し、中学生の文化
活動の充実を図り、豊かな情
操を育むとともに、市立美術
館と連携した新たな取組みな
どを通して、子どもたちのシ
ビックプライドの醸成に努め
た。
　また、児童生徒の好ましい
人間関係づくりのための小中
9年間を見通したプログラム
を全校で実施した。
　以上のことから、「順調」
と判断した。

【課題】
　あいさつをする児童生徒の
割合、思いやりの心をもって
接する児童生徒の割合を高め
ることが必要である。

Ⅰ-1-
(2)-④ 
北九州市
の特性を
活かした
教育の充
実

　環境未来都市としての
北九州市の独自性を活か
し、環境ミュージアムや
エコタウン等関連施設で
の体験的な学習および環
境教育に関する研究を推
進。また、小・中9年間
を見通した系統的なカリ
キュラムの編成や教材開
発を行うとともに、学
校、地域、行政、企業な
どとの連携を目指した教
育を推進。北九州市環境
リサーチ隊とユネスコス
クール推進事業の推進を
行い、本市における環境
教育の充実を目指す。

小:131校
中:62校

―

小:131校
中:62校

小132校
中62校
(毎年度)

全小学校
（小131校･
分校除く）
（毎年度）

小:132校
中:62校

17,38722,894

― ― ―

職
員

係
長

係
長

係
長

0.27

職
員

0.80

職
員

人

人

人

人

人

人1.02 順調

0.20

0.00

小6:91.0%
中3:91.5%

小6:95.0%
中3:90.0%
(H30年度)

24,475

0.10

0.10

14,055
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教育委員会

平成29年度　行政評価の取組結果（教育委員会）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度H28年度
事業・取組概要

H28年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

38 ％ 44 ％

実
績

41.8 ％ 43.7 ％

達
成
率

110.0 ％ 99.3 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

85 ％ 90 ％

実
績

71.6 ％ 70.4 ％

達
成
率

84.2 ％ 78.2 ％

目
標

88 ％ 90 ％
課
長

0.30 人

実
績

88.6 ％ 88.1 ％
係
長

0.50 人

達
成
率

100.7 ％ 97.9 ％
職
員

0.10 人

目
標

90 回 90 回
課
長

0.10 人

実
績

111 回 155 回
係
長

0.80 人

達
成
率

123.3 ％ 172.2 ％
職
員

0.00 人

―
中学校卒業段階
で、英検3級程度以
上の生徒の割合

ICTを活用した授業
ができる教員の割
合

92.0%
（H30年
度）

Ⅰ-1-
(2)-⑤ 
子どもの
特性を伸
ばす教育
の充実

指導
第一
課
学事
課

英語教育の充実

14

―

―

情報教育の推進

幼児教育連携推
進事業

―

―

　子どもを健やかに育
むために、保育所
(園)・幼稚園・認定こ
ども園の保育環境から
小学校の学習環境への
円滑な接続を図り、小
1プロブレムの解消を
目指す。また、公立・
私立の市内全ての保育
所(園)・幼稚園・認定
こども園が学び合う体
制づくりを行い、就学
前教育の充実を図る。

918,275

90,943

901,642

0.10

9,900

課
長

9,150

0.50

9,150

係
長

課
長

人

職
員

355,989

人間尊重の精
神やコミュニ
ケーション能
力など、異な
る文化をもっ
た人々と共に
生きていくた
めの資質や能
力が高まった

状態

情報活用能力の向
上

指導
第一
課

　中学校・高等学校の
英語教育の充実を図る
ために、中学校・高等
学校に外国語指導助手
を適切に配置。外国語
を通じてコミュニケー
ションの素地を養うた
めに小学校への外国語
指導助手を配置し、効
果的な活用を図り、小
学校外国語教育を推
進。

保育所（園）、幼
稚園、認定こども
園等、小学校から
訪問依頼数

　各教科等の目標を効
果的に達成するため、
ICTの積極的な活用を
推進。
　また、児童生徒に必
要な情報活用能力を育
成するため、学校の教
育活動全体を通した情
報教育を推進。

―

―

部活動振興事業13
指導
第二
課

―

児童生徒のコミュ
ニケーション能力
の向上

―

指導
第一
課

326,124

77,478

949,243

100回
（H30年
度）

9,285

68,166

児童生徒に思
考力、表現力
等、高度情報
化社会に必要
な能力が身に
ついた状態

12,865 10,776

順調

　幼児教育推進員3名によ
る、モデル小学校区への訪問
に加え、新たに現役の保育
所・幼稚園長からなる幼児教
育アドバイザー6名によるモ
デル小学校区以外への訪問、
助言・指導を実施し、訪問依
頼数は155回となり、目標を
超えた。また、接続カリキュ
ラムの作成やリーフレット等
による情報発信などを図った
ことから、「大変順調」と判
断した。

12

11

【評価理由】
　英語教育に関する様々な取
組みの結果、「中学校卒業段
階で英検3級程度以上の生徒
の割合」は、前年度から向上
し、全国平均も超えるなど、
成果を上げることができた。
　また、新学習指導要領での
英語教育の早期化、指導内容
の質の向上を見据え、英語教
育リーディングスクール4校
において指導方法の工夫・開
発を進めた。
　情報教育については、ICT
リーディングスクール3校に
おいて、ICTを活用した授業
研究を推進し、子どもたちの
学習意欲や教員のICT活用能
力の向上を図った。
　部活動については、部活動
指導員を15名配置した結果、
教員の負担軽減につながっ
た。
　幼児教育の推進体制構築事
業において、幼児教育推進員
や幼児教育アドバイザーによ
る、保育所・幼稚園・小学校
への訪問、指導・助言のほ
か、接続カリキュラムの作成
などを行った。
　以上のことから、「順調」
と判断した。

【課題】
　新学習指導要領での英語教
育の早期化、指導内容の質の
向上への着実な対応が必要で
ある。

　中学校卒業段階で英検3級
程度以上の生徒の割合は
43.7％は（全国平均40.7％）
となり、前年度から向上し、
全国平均を超えた。
　英語教育リーディングス
クール指定校（小2校、中2
校）にALTを常駐配置すると
ともに、指定校の小学校2校
には日本人外国語指導助手を
配置するなど、新学習指導要
領での英語教育の教科化・早
期化、中学校における指導内
容の質の向上を見据えた指導
方法の工夫・開発を行った。
　以上のことなどから、「順
調」と判断した。

　「より多くの生徒が入
ることができる部活動」
「指導者が余裕と意欲を
もって指導できる部活
動」という観点から、指
導者及び生徒間の良好な
人間関係の下、科学的根
拠に基づく部活動指導及
び運営の充実を図り、生
徒の健全な心と体を育
む。また、顧問教員の負
担軽減を図りつつ、部活
動を活性化させるため、
外部講師・部活動指導員
の配置や環境を整えるた
めの備品購入等を行う。

100%
（H30年
度）

―

――

82.1%
（H25年
度）

―

部活動生徒の部活
動に対する満足度

―

69.6%
（H25年
度）

50%
（H30年
度）

―

―

　部活動生徒の部活動に対す
る満足度は88.1％と前年度と
ほぼ横ばいであるが、高い水
準にある。平成29年度から新
たに、顧問教員に代わって土
日祝日の部活動指導や練習試
合等の引率等の業務を行う部
活動指導員を15名配置した。
その結果、配置した部活動の
顧問教員の土日祝日の在校時
間が3～5割減少する等、教員
の負担軽減につながったこと
などから、「順調」と判断し
た。

　新学習指導要領における小
学校英語教育の教科化・早期
化に対応するため、これまで
の外国人ALTに加え、日本人
外国語指導助手を配置すると
ともに、中学校外国語科教諭
を専科教員として小学校に配
属するなど、外国語指導の質
の向上を図る。
　ICTリーディングスクール
については、平成30年度か
ら、新たに1校（高見小）を
追加指定しており、本市の
ICT教育を牽引するリーダー
校として、学習指導における
効果的な指導方法の開発を行
う。
　部活動指導に関する教員の
負担軽減や、生徒の健康維持
等の観点から、各学校におい
て、部活動休養日が適切に設
定されるよう指導していくと
ともに、部活動指導員の配置
を進める。
　引き続き、幼児教育の推進
体制構築事業を実施し、幼児
教育の更なる質の充実、幼児
教育と小学校教育の円滑な接
続を図る。

職
員

順調

人

　ICTを活用した授業ができ
る教員の割合は、年次目標に
達していないものの、ICT
リーディングスクール指定校
（小1校、中2校）において、
タブレット端末等のICT環境
の中で、子どもたちが学び合
う協働学習などの学習形態を
取り入れた実践を通して、子
どもたちの学習意欲や教員の
ICT活用能力の向上を図っ
た。
　以上のことなどから、「順
調」と判断した。0.50

0.80

9,200

335,493

0.00

大変
順調

人

人 順調

順調

人

人
係
長

0.10
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教育委員会

平成29年度　行政評価の取組結果（教育委員会）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度H28年度
事業・取組概要

H28年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

1,150 人 1,180 人

実
績

1,242 人 1,266 人

達
成
率

108.0 ％ 107.3 ％

目
標

188 校 196 校

実
績

188 校 185 校

達
成
率

100.0 ％ 94.4 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

22 ％ 19 ％

実
績

16.2 ％ 12.7 ％

達
成
率

126.4 ％ 133.2 ％

目
標

課
長

0.12 人

実
績

係
長

0.12 人

達
成
率

職
員

0.00 人

Ⅰ-1-
(2)-⑥ 
特別支援
教育の充
実

16

　障害のある児童生徒
がきめ細やかな適切な
指導と必要な支援を受
けるために、少人数の
指導や個別の指導を中
心に行う特別支援学級
の設置や生活や学習上
の困難を改善克服する
ための自立活動を行う
通級指導教室を整備す
る。

特別
支援
教育
課
企画
調整
課
施設
課

特別
支援
教育
課
教職
員課

―

特別支援教育相談
センターまたは、
特別支援学校のセ
ンター的機能を活
用した相談支援の
実施校数

164校
（H25年
度）

―

特別支援教育支援
員の配置や外部人
材の活用

―

―

―

―

―

319,134 295,852

課
長

人

係
長

31,500
係
長

2.00

0.00

5.00

0.00

人

人

職
員

人1.00

43,523

特別支援教育を
推進する全市的
な相談支援体制
の整備

　特別支援教育の体制
を整備して、障害のあ
る幼児児童生徒に対す
る支援体制や保護者や
教職員への支援を充実
させ、共生社会の実現
に向けて、障害の有無
にかかわらず住みやす
い北九州市を目指す。

特別支援教育を
行う場の整備

特別支援教育を
推進する人の配
置

特別
支援
教育
相談
セン
ター

　障害のある児童生徒
に対する多様な学びの
場での適切な指導や必
要な支援の充実を図る
ため、特別支援教育支
援員の配置や外部人材
の積極的な活用を行
う。

―

―

―

―

―

―

特別な教育的支援
が必要な児童生徒
の教育環境の改善

15

17

　「北九州市特別支援教育推
進プラン」に示された5つの
視点に基づく取組を確実に実
施し、関係各課と連携して特
別支援教育の一層の充実を図
る。
　小池特別支援学校や小倉総
合特別支援学校の整備を進め
るなど、全市的な視野に立っ
た特別支援教育を行う場の整
備を進める。
　特別支援教育補助講師や特
別支援学級補助講師などの特
別支援教育を推進するための
人の配置を適切に行い、子ど
もや学校の状況に応じて学習
や生活への支援を効果的に行
う。
　就労支援コーディネーター
や進路アドバイザーの配置・
活用や、雇用促進セミナーの
開催などを通して、高等部生
徒の就労支援を推進する。
　市民・学校・企業との連携
による教材・教具・作品づく
りや「心のバリアフリー推進
事業」を通して、障害者理解
を推進する。

課
長

41,263

1.00

職
員

61,500

就学相談と通級相
談の申込数（実
数）

39,877

547,109652,054

298,882 2,580

教育上特別な
支援を要する
幼児児童生徒
への適切な支
援が図れる状

態

大変
順調

【評価理由】
　「北九州市特別支援教育推
進プラン」において整理し
た、幼児児童生徒の状況に応
じた段階的支援（三段階の支
援）に基づき、特別支援教育
相談センターと特別支援学校
のセンター的機能がそれぞれ
の役割を分担し、情報共有し
ながら、個々のニーズに応じ
た具体的な支援を行うことが
できた。
　特別支援学級について、児
童生徒の障害の状況や地域的
な設置状況を踏まえながら、
必要に応じて適切に設置する
とともに、小池特別支援学校
改築に向けた基本計画の策定
や、小倉総合特別支援学校に
ついて、実施設計を行うな
ど、特別支援教育の場の整備
を進めた。
　特別支援教育補助講師や特
別支援学級補助講師などを適
切に配置し、子どもや学校の
状況に応じて学習や生活への
支援を効果的に行うことがで
きた。
　新たに配置した進路アドバ
イザーによる実習支援や、就
労支援コーディネーターによ
る新規の実習先や就労先の開
拓など、高等部卒業生の就労
支援を行った。
　市民や企業、近隣の学校と
特別支援学校との共同による
教材・教具・作品づくりや
「心のバリアフリー推進事
業」などを通して、障害者理
解を推進した。
　以上のことなどから、「大
変順調」と判断した。

【課題】
　特別支援教育へのニーズの
増加を踏まえた、体制の整備
が必要である。

　特別支援教育補助講師及び
特別支援学級補助講師などを
適切に配置し、子どもや学校
の状況に応じて学習や生活へ
の支援を効果的に行うことが
できた。
　特別支援教育支援員（介助
員、学習支援員）について
は、指導主事が配置校を訪問
し、適切に業務が遂行できる
よう、個別に指導助言を行っ
た。
　以上のことなどから、「順
調」と判断した。

　特別支援学級の新設に当
たっては、児童生徒の障害の
状況や地域的な設置状況を踏
まえながら、必要に応じて適
切に設置した。その結果、居
住地の校区外の特別支援学級
に通学している対象児童生徒
の割合は12.7％となり、前年
度より減少した。
　また、平成29年度は小池特
別支援学校改築に向けた基本
計画を策定するとともに、小
倉総合特別支援学校につい
て、総合療育センター移転後
の施設を活用した実施設計を
行うなど、特別支援教育の場
の整備を進めた。
　以上のことなどから、「大
変順調」と判断した。

　「北九州市特別支援教育推
進プラン」において整理し
た、幼児児童生徒の状況に応
じた段階的支援（三段階の支
援）に基づき、特別支援教育
相談センターと特別支援学校
のセンター的機能がそれぞれ
の役割を分担し、情報共有し
ながら、個々のニーズに応じ
た具体的な支援を行うことが
できたことから、「順調」と
判断した。

順調

―

―

15.0%
（H30年
度）

―

居住地の校区外の
特別支援学級に通
学している対象児
童生徒の割合

特別な支援が
必要な児童生
徒の教育環境

の改善

人

大変
順調

413,851

人

順調

1,200人
（H30年
度）

201校
（H30年
度）
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教育委員会

平成29年度　行政評価の取組結果（教育委員会）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度H28年度
事業・取組概要

H28年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

700 社 750 社

実
績

615 社 652 社

達
成
率

87.9 ％ 86.9 ％

目
標

97 ％ 98 ％

実
績

97 ％ 97 ％

達
成
率

100.0 ％ 99.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

300 人 350 人

実
績

420 人 490 人

達
成
率

140.0 ％ 140.0 ％

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

2.00 人

達
成
率

職
員

0.00 人

　特別な支援を要する
児童生徒に専門的な見
地から適切な指導がで
きる教職員の育成を目
指している。

―

8,080

市民の方の「合理
的配慮」に関する
理解を促進し、障
害者理解の推進

―

―

―

―

職
員

0.12

就労支援コーディ
ネーターによる実
習先・就労先の新
規企業開拓（累
計）

―

―

教職員の専門性

―

2,036 31,500

795
係
長

人
課
長

人0.00

0.67

1.00
係
長

人0.05

0.00

―

―

―

―

特別
支援
教育
課

　障害のある子どもと
障害のない子ども、あ
るいは様々な年齢層の
地域の方々との「交流
及び共同学習」の機会
を組織的・計画的・継
続的に設けて、相互理
解・障害者理解の一層
の促進につなげる。

19

特別
支援
教育
課

就労支援事業18

20

教職員の専門性
の向上

11,811

特別支援教育コー
ディネーター養成
研修修了者数（累
計）

―

―

―

―

順調

順調

10,575

　障害のある幼児児童
生徒の自立と社会参加
に向けた主体的な取組
みを支援し、早期から
家庭及び地域や関係機
関と連携した進路指導
の充実を図る。また、
特別支援学校高等部卒
業生の社会参加や職業
的な自立を推進する。

676951

8,555

人

人

職
員

人

9,414

課
長

7,500

障害があって
もなくても、
自分らしく生
活できる地域
社会の実現

800社
（H30年
度）

100%
（H30年
度）

　北九州中央高等学園に新た
に配置した進路アドバイザー
が、ジョブコーチとしての実
習支援を行うとともに、就労
支援コーディネーターの積極
的な企業訪問により、新規の
実習先や就労先の開拓を行っ
た。また、生徒雇用促進セミ
ナーを開催し、41社の企業の
参加があった。就職希望者の
能力や可能性について実態把
握を行い、できる限り本人の
希望する職種や作業内容の就
労に結び付くよう、企業への
働きかけを行った結果、就職
希望者の就業率は97％と高い
水準を維持したことなどか
ら、「順調」と判断した。

　市民や企業、近隣の学校と
特別支援学校との共同による
教材・教具・作品づくりを2
校で拡充実施（前年度1校）
するとともに、新たにスポー
ツや文化・芸術を通して障害
のある子どもと障害のない子
どもが交流する「心のバリア
フリー推進事業」を実施する
など、障害者理解を推進する
ことができた。
　また、これらをテレビ番組
で紹介したり、フェイスブッ
ク等で広報する等、特別支援
教育への理解・啓発を図るこ
とができた。
　以上のことから、「順調」
と判断した。

　平成26年度から実施してい
る特別支援教育コーディネー
ター養成研修については、平
成29年度は70人が修了し、累
計修了者数は490人となっ
た。また、市立小・中・高等
学校の特別支援教育コーディ
ネーターを対象に、特別支援
コーディネーター連絡会議を
開催するなど、教職員の専門
性の向上を図った。
　今日的な課題に応じた研修
になるよう更に内容の充実に
努めるとともに、特別支援教
育コーディネーターとしての
質の向上を図る必要がある。
　以上のことなどから、「順
調」と判断した。

高等部卒業生のう
ち就職希望者の就
業率

関わる教員が
より高い専門
性をもち、幼
児児童生徒へ
の適切な指導
ができる状態

400人
（H30年
度）

特別
支援
教育
課

障害者理解の促
進

―

順調683
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教育委員会

平成29年度　行政評価の取組結果（教育委員会）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度H28年度
事業・取組概要

H28年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

93 ％ 94 ％

実
績

85.2 ％ 95.5 ％

達
成
率

91.6 ％ 101.6 ％

目
標

86 ％ 87 ％

実
績

78.4 ％ 87.7 ％

達
成
率

91.2 ％ 100.8 ％

目
標

93 ％ 94 ％

実
績

85.2 ％ 95.5 ％

達
成
率

91.6 ％ 101.6 ％

目
標

86 ％ 87 ％

実
績

78.4 ％ 87.7 ％

達
成
率

91.2 ％ 100.8 ％

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

1.50 人

達
成
率

100.8 ％ 101.3 ％
職
員

0.00 人

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

24

【施策評価のみ】
防災・安全教育
の推進

指導
第一
課、
指導
第二
課

【施策の内容】
　小中学校が義務教育9年
間の教育課程や教育活動を
一体的に捉え、学力向上、
体力向上、中1ギャップの
解消など中学校区の状況を
踏まえた教育目標を設定
し、一貫した考えを共有し
ながら連携を行う「小中一
貫・連携教育」を推進す
る。

　「小1プロブレム」や
「中1ギャップ」といっ
た課題に対応するため、
小学校2年生及び3年生並
びに中学校1年生におい
て35人以下学級編制を実
施（※現行の国の基準は
40人以下学級、平成23年
度から小1のみ35人以下
学級）また、平成27年度
から、小学校4年生及び
中学校3年生、さらに平
成29年度から、小学校5
年生、小学校6年生及び
中学校2年生において、
学校長の裁量による35人
以下学級の実施。

教職員研修の充
実

教育
セン
ター

　社会の変化に伴う新
たな教育に対応して、
教職員の資質能力の向
上を図るための基本的
な研修に加え、教職員
のニーズに応じた専門
的な研修を行う。

―

【施策の内容】
　児童生徒が、日常生活の
安全確保のために必要事項
を実践的に理解するととも
に、自他の生命尊重を基盤
として進んで安全で安心な
社会作りに参加し、貢献で
きる資質や能力を培うため
の支援や指導などの取組み
を推進する。

指導
第一
課

3.85

―

―

143,791

先生たちは子ども
をよく指導してく
れると回答した保
護者の割合（中学
校1年生）

3,650

人

人0.10

―

教職
員課
学事
課

25

23

学校における事
務処理の効率
化・負担の軽減

【施策評価のみ】
小中一貫・連携
教育の推進

22

21
35人以下学級編
制の実施

教職
員課

79.3%
（H25年
度）

先生たちは子ども
をよく指導してく
れると回答した保
護者の割合（中学
校1年生）

―

振り返りシートに
おける、研修に対
する受講者評価（4
段階評価）

各中学校区の課題
解決による教育的
効果

――

3.8

3.83

87.9%
（H25年
度）

―

―

先生たちは子ども
をよく指導してく
れると回答した保
護者の割合（小学
校3年生）

【施策の指標】
各校の実情に応じ
た避難訓練を学期
に1回以上実施

小学校
90.7%
中学校
35.4%

87.9%
（H25年
度）

88.0%
（H30年
度）

3.8以上
（毎年
度）

人

係
長

課
長

69,050

―

係
長

10,017

194,478

88.0%
（H30年
度）

人

16,150

　教育委員会及び学校が一体
となって、「学校における業
務改善プログラム」に基づく
取組みを実施し、教員が子ど
もと向き合う時間の確保や負
担感の軽減を図る。
　35人以下学級編制を、これ
までどおり実施する。
　「北九州教師みらい塾」を
引き続き実施し、採用前に力
量を高め、質の高い新規採用
者の確保を目指す。
　教職員用WEBサイトについ
ては、資質の向上に資する
「WEB研修動画」、「授業づ
くり動画」の更なる充実を図
り、教員の指導力向上を図
る。
　教職員研修の充実について
は、「北九州市立学校の校長
及び教員としての資質の向上
に関する指標」の育成指標に
示されたキャリアステージご
とに求められる教員の資質の
向上に資する研修が効果的・
効率的に実施されているかど
うかを検証するとともに、分
類・整理、体系化を図る。
　防災・安全教育の推進につ
いては、引き続き、関係機関
や地域・保護者との連携を重
視しながら、各学校の実情に
応じた避難訓練を実施する。

順調

順調

順調

―

55,624

人
職
員

185,214

―

　教員が子どもと向き合う時
間の確保や負担感の軽減を図
るため、「学校における業務
改善プログラム」に沿った取
組みを進めた。
　新たに、顧問教員に代わっ
て部活動指導や引率等の業務
を行う部活動指導員を配置し
た結果、教員の負担軽減につ
ながった。
　35人以下学級編制を、小学
校1～3年生及び中学校1年生
において実施するとともに、
小学校4～6年生及び中学校2
～3年生においては、校長の
裁量によって実施した。
　採用前に力量を高め、質の
高い新規採用者の確保を目指
し、「北九州教師養成みらい
塾」を開講し、大学生104
名、講師60名が参加するな
ど、本市教員採用試験の受験
の啓発及び教職員の資質向上
につながった。
　新たに教職員用WEBサイト
「kitaQせんせいチャンネ
ル」を開設し、「WEB研修動
画」や「授業づくり動画」、
OJT（校内での人材育成）や
SD（自己啓発）に資する資料
を提供した。初年度のアクセ
ス数は43,305回（教員1人あ
たり10回）であり、若手教員
の資質向上や、OJTを推進す
る管理職や中堅教員の負担軽
減につながった。
　「北九州市教育委員会人材
育成方針」を踏まえて、平成
29年10月に「北九州市立学校
の校長及び教員としての資質
の向上に関する指標」を策定
し、キャリアステージごとに
求められる教員の資質の明確
化を図り、これらに対応した
研修を再構築して実施した。
　小中一貫・連携教育につい
ては、各中学校区において統
括校長を決め、管理職及び小
中連携教育推進リーダーを中
心に取組んだ。普及・啓発に
ついては平成27～28年度まで
行ったモデル事業の取組みに
ついて紹介した。
　前年度に引き続き、全小中
学校で、学期に1回以上（年3
回以上）の防災避難訓練を実
施するなど、災害発生時に自
主的に行動し、自らの命を守
ることができる思考・判断及
び行動力の育成に取組んだ。
　以上のことから、「順調」
と判断した。

【課題】
　教員が子どもと向き合う時
間の確保や負担感の軽減を図
るため、「学校における業務
改善プログラム」を更に推進
する必要がある。

―

各中学校区の
課題解決でき

る状態

　先生たちは子どもをよく指
導してくれると回答した保護
者の割合は、小学校3年生、
中学校1年生ともに目標値に
達している。
　本市独自で実施している小
学校2～3年生並びに中学校1
年生の35人以下学級編制を実
施するとともに小学校4～6年
生及び中学校2～3年生におい
ては、校長裁量制による35人
以下学級編制などに取り組ん
だ。
　以上のことなどから、「順
調」と判断した。

―

　振り返りシートにおける研
修受講者評価（4段階評価）
は、3.85と目標値を超えた。
　「北九州市教育委員会人材
育成方針」を踏まえて、平成
29年10月に「北九州市立学校
の校長及び教員としての資質
の向上に関する指標」を策定
し、キャリアステージごとに
求められる教員の資質の明確
化を図り、これらに対応した
研修を再構築して実施した。
　以上のことなどから、「順
調」と判断した。

順調

　教職員が子どもと向き合う
時間を確保するために、シス
テムの改修や人の配置などさ
まざまなことに取り組んだ。
校務支援システム・校納金会
計システムにおいて、安定し
た動作環境とヘルプデスク等
サポート体制を提供し、教職
員の校務事務処理にかかる事
務負担の軽減に寄与したこと
などから、「順調」と判断し
た。

10,128

58,134

―

――

11,820

3.8

　校務支援システムや
校納金会計システムを
活用して、小・中・特
別支援学校及び幼稚園
における事務処理の効
率化、見直し・縮減を
行い、業務の負担軽減
を行うことで、教職員
が子どもと向き合う時
間を確保する。

95.0%
（H30年
度）

先生たちは子ども
をよく指導してく
れると回答した保
護者の割合（小学
校3年生）

79.3%
（H25年
度）

小:100%
中:100%

小:100.0%
中:100.0%

小:100.0%
中:100.0%

小学校
100%
中学校
100%

(毎年度)

― ――

人4.35

3.10
職
員

0.10
課
長

0.20

0.20

Ⅰ-1-
(2)-⑦ 
信頼され
る学校・
園経営の
推進

55,626

95.0%
（H30年
度）

小:100%
中:100%

小:100%
中:100%

小:100%
中:100%
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教育委員会

平成29年度　行政評価の取組結果（教育委員会）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度H28年度
事業・取組概要

H28年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

41 校 42 校
課
長

0.10 人

実
績

62 校 42 校
係
長

0.40 人

達
成
率

151.2 ％ 100.0 ％
職
員

1.00 人

目
標

2 校 5 校
課
長

0.40 人

実
績

2 校 5 校
係
長

2.50 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

7.00 人

目
標

120,000 人 120,000 人
課
長

0.05 人

実
績

116,813 人 110,358 人
係
長

0.10 人

達
成
率

97.3 ％ 92.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

52 校 57 校

実
績

47 校 50 校

達
成
率

90.4 ％ 87.7 ％

目
標

52 校 57 校

実
績

52 校 57 校

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

100 校 132 校

実
績

100 校 132 校

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

80 ％ 80 ％

実
績

88.4 ％ 96.2 ％

達
成
率

110.5 ％ 120.3 ％

16,658

　スクールヘルパーの延べ活
動人数は、目標人数を下回っ
たものの、11万人を超えてお
り、引き続き、高い水準で推
移していることから、「順
調」と判断した。

人

人

　学校支援地域本部設置校を
当初計画どおり、前年度の52
校から57校に拡大し、各実施
校からは、それぞれの目的に
沿った効果が事業報告書等で
挙がっており、地域をあげて
学校の教育活動を支援する機
運が高まったことなどから、
「順調」と判断した。

順調

順調

29

学校支援地域本部
事業実施校数

42校
（H26年
度）

スクールヘル
パーの配置

全中学校区
に配置

(H30年度)

学校支援地域本
部事業

25,000

指導
第二
課

42校
（H26年
度）

教育的効果が得ら
れた実施校教

5,575

　実施校は、運営委員
会、地域コーディネー
ター、学校支援ボラン
ティア等で構成される
「学校支援地域本部」
を設置。そして、地域
コーディネーターが学
校のニーズに応じたボ
ランティアを地域等か
ら発掘し、活用につな
げることで、地域の協
力のもと学校の教育活
動を支援する体制づく
りを推進。

2,317,860

57,18675,258 61,003

26

指導
第二
課

　保護者や地域の方な
どを「スクールヘル
パー」として学校に登
録し、様々な知識や経
験を生かしながら、学
校教育の場においてボ
ランティアとして教育
活動支援を行う。

28

施設
課

施設
課

　既存の学校施設を安
全で安心な状態で維持
管理していくために、
計画的に老朽化対策を
行う。

Ⅰ-1-
(2)-⑧
教育環境
の充実

27
学校施設老朽化
対策事業

82,100

0.05

626,105974,000

課
長

人

職
員

0.40

スクールヘルパー
延べ活動人数

13校
（H25年
度）

大規模改修工事実
施校数

指導
第二
課

経済界との連携
による学校支援
事業

　「北九州市学校施設長寿命化
計画」に沿って、計画的に学校
施設の老朽化対策を進めてい
く。

　良好な学習環境を確
保するため、小中学校
等の普通教室にエアコ
ンを整備する。

経済界との連携に
よる学校支援対象
校数

エアコン設置校数
小中学校等空調
設備整備事業

　企業がもつ人材や経
営のノウハウなどを学
校教育に生かすため、
地元企業を中心とした
「北九州の企業人によ
る小学校応援団」と連
携しながら、学校支援
を行う仕組みづくりを
実施する。

9校
(H26年
度)

30

122,056人
(H25年度)

全中学校区
（62校）
(H30年度)

20,000

　スクールヘルパーについて
は、引き続き学校教育支援や
子どもの安全確保のため、積
極的に各学校において地域の
人材を活用していくととも
に、「ブックヘルパー」や
「学校支援地域本部事業」な
ど、学校のニーズに応じた対
応をしていくことにより、ス
クールヘルパー活動の充実を
図る。
　経済界との連携による学校
支援事業は、引き続き全小学
校（132校）を対象校として
実施し、学校支援を行う仕組
みづくりを進める。また、参
加企業数や支援メニュー数の
増加などに取り組む。

順調

―

4,500

7～10校
（毎年
度）

　スクールヘルパーの延べ活
動人数は、目標人数を下回っ
たものの、11万人を超え、引
き続き、高い水準で推移して
おり、スクールヘルパーを活
用した学校支援が進んだ。
　そのほかにも様々な市民ボ
ランティアと連携しており、
「子どもひまわり塾」や「特
別支援学校での教材・教具づ
くり」の拡充など、地域人材
との連携を一層進めた。
　「学校支援地域本部事業」
を52校から57校に拡大して実
施するとともに、「北九州市
の企業人による小学校の応援
団」の事業対象校を100校か
ら全小学校（132校）に拡大
し、出前授業等の件数は212
件と前年度（203件）から増
加しており、実施校からは、
高評価であり、成果が認めら
れた。
　以上のことから、「大変順
調」と判断した。

【課題】
　学校の教育に参加する人が
さらに増えるような取組みの
工夫が必要である。

大変
順調

　大規模改修工事については
5校の工事を実施したほか、
外壁改修など学校施設の老朽
化対策に着実に取り組んだ。
また、国の補正予算を活用し
て、早期着手を図ることがで
きたことなどから、「順調」
と判断した。

【評価理由】
　小中学校等空調設備整備事
業は、国の補正予算も活用
し、平成28年度から平成29年
度にかけて当初の予定を前倒
ししながら、小学校104校の
設置工事を完了した。
　大規模改修工事について5
校の工事を実施したほか、外
壁改修など学校施設の老朽化
対策に着実に取り組んだ。
　学校施設の長寿命化と年度
毎の費用の平準化を図るた
め、平成30年3月に「北九州
市学校施設長寿命化計画」を
策定した。
　以上のことなどから、「順
調」と判断した。

【課題】
　学校施設の老朽化対策を計
画的に実施していく必要があ
る。

　平成28年度夏季までに全中
学校の普通教室等への設置工
事を完了させている。国の補
正予算も活用し、平成28年度
から平成29年度にかけて小学
校104校の設置工事を完了し
た。
　以上のことなどから、「順
調」と判断した。

年間
120,000人
程度を維持
(H30年度)

Ⅰ-1-
(3)-①

学校の力
の発揮

各実施校に対して
行ったアンケート
の結果「本事業が
順調に進んだ」
「ある程度うまく
いった」と回答し
た学校の割合

2,114,795

全小中学校の
普通教室にエ
アコンを設置
(H30年度)

―

12,650

全小学校
(H30年度)

5,500

0.30

3,658

16,992

2,872,587

80%
（毎年
度）

0.20

課
長

　事業対象校数を、前年度の
100校から全小学校（132校）
に拡大し、事業実施数は前年
度から増加した。事業実施後
のアンケートによれば、児童
を対象とした出前講演、教員
及び保護者を対象とした研
修、全てにおいて高評価で
あったほか、出前授業等を通
して、地元企業を知るととも
に、キャリア教育の側面から
も成果が認められたことか
ら、「大変順調」と判断し
た。

人

大変
順調

係
長

順調

0.05

係
長

3,825

人

順調

0.305,825

職
員

人
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度H28年度
事業・取組概要

H28年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

実
績

734 件 1,028 件

達
成
率

128.8 ％ 59.9 ％

目
標

100 ％ 100 ％

実
績

88.0 ％ 86.5 ％

達
成
率

88.0 ％ 86.5 ％

目
標

120,000 人 120,000 人
課
長

0.05 人

実
績

116,813 人 110,358 人
係
長

0.10 人

達
成
率

97.3 ％ 92.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

100 校 132 校

実
績

100 校 132 校

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

80 ％ 80 ％

実
績

88.4 ％ 96.2 ％

達
成
率

110.5 ％ 120.3 ％

目
標

0 人 0 人

実
績

0 人 0 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

552 件 532 件

実
績

232 件

達
成
率

158.0 ％

3,658

職
員

児童生徒のシン
ナー等乱用での検
挙・補導数の減少

保護者が参加する
ネットトラブル研
修の実施率

係
長

課
長

0.80

0.25

前年度よ
り減少
（毎年
度）

―

　「ネットトラブル等
防止及び啓発・研修事
業」や「保護者と学ぶ
児童生徒の規範意識育
成事業」等により、子
どもたちがインター
ネットを通じたトラブ
ルに巻き込まれること
を予防する。

91.6%
(H25年
度)

スクールヘルパー
延べ活動人数

指導
第二
課

ネット上の不適切
な書き込みの発見
件数

暴力行為発生件数

　企業がもつ人材や経
営のノウハウなどを学
校教育に生かすため、
地元企業を中心とした
「北九州の企業人によ
る小学校応援団」と連
携しながら、学校支援
を行う仕組みづくりを
実施する。

　北九州市いじめ・非
行防止連絡会議におい
て、いじめや非行防止
等に関係する機関及び
団体との連携を図ると
ともに、学校警察連絡
協議会による補導や、
薬物乱用防止教室、規
範意識育成事業等の実
施により、児童生徒の
健全な育成を図る。

34

33

指導
第二
課

全小学校
(H30年度)

年間
120,000人
程度を維持
(H30年度)

前年度よ
り減少

13校
（H25年
度）

122,056人
(H25年度)

経済界との連携
による学校支援
事業

520件
（H25年
度）

経済界との連携に
よる学校支援対象
校数

　保護者や地域の方な
どを「スクールヘル
パー」として学校に登
録し、様々な知識や経
験を生かしながら、学
校教育の場においてボ
ランティアとして教育
活動支援を行う。

人

5,300

職
員

人

0.00

852 10,875

4,500

順調

　非行防止に係る啓発活動の
実施により、児童生徒のシン
ナー等乱用での検挙・補導数
は0人であったことなどか
ら、「順調」と判断した。

　ネットトラブルへの対応に
ついて教員の技術的サポート
を行うとともに、具体的なト
ラブルの事例や児童生徒への
指導について研修会を開催す
る。また、SNSや無料通話ア
プリ等への書き込み等につい
ては、巡回・監視を実施する
ことができないため、児童生
徒・保護者への啓発に取り組
む。
　スクールヘルパーについて
は、引き続き学校教育支援や
子どもの安全確保のため、積
極的に各学校において地域の
人材を活用していくととも
に、「ブックヘルパー」や
「学校支援地域本部事業」な
ど、学校のニーズに応じた対
応をしていくことにより、ス
クールヘルパー活動の充実を
図る。
　経済界との連携による学校
支援事業は、引き続き、全小
学校（132校）を対象校とし
て実施し、学校支援を行う仕
組みづくりを進める。また、
参加企業数や支援メニュー数
の増加などに取り組む。

【評価理由】
　有害情報から子どもを守る
事業として、全校を対象とし
たインターネット上のサイト
等の巡回・監視を実施し、発
見した有害情報については、
学校に報告するなど適切な対
応を行った。また、SNSや無
料通話アプリ等を利用した
ネットトラブルなどについ
て、教職員への研修や児童生
徒、保護者を対象としたリー
フレットの配布などを通し啓
発に取り組んだ。
　スクールヘルパーの延べ活
動人数は、目標人数を下回っ
たものの、引き続き、高い水
準で推移しており、スクール
ヘルパーを活用した学校支援
が進んだ。
　そのほかにも様々な市民ボ
ランティアと連携しており、
「子どもひまわり塾」や「特
別支援学校での教材・教具づ
くり」の拡充など、地域人材
との連携を一層進めた。
　「北九州市の企業人による
小学校の応援団」の事業対象
校を100校から全小学校（132
校）に拡大し、出前授業等の
件数は212件と前年度（203
件）から増加しており、実施
校からは、高評価であり、成
果が認められた。
　以上のことから、「大変順
調」と判断した。

【課題】
　学校の教育に参加する人が
さらに増えるような取組みの
工夫が必要である。

　事業対象校数を、前年度の
100校から全小学校（132校）
に拡大し、事業実施数は前年
度から増加した。事業実施後
のアンケートによれば、児童
を対象とした出前講演、教員
及び保護者を対象とした研
修、全てにおいて高評価で
あったほか、出前授業等を通
して、地元企業を知るととも
に、キャリア教育の側面から
も成果が認められたことか
ら、「大変順調」と判断し
た。

　引き続き、関係部局・機関
と連携を図りながら、学校に
おける非行防止活動を展開し
ていく。

【評価理由】
　子ども家庭局と連携した非
行防止教室や薬物乱用防止教
室等を小中学校、市立高校等
で実施した結果、シンナー等
乱用少年検挙補導者数は平成
25年度から引き続き0人で、
取組みの効果が現れている。
　以上のことなどから、「順
調」と判断した。

【課題】
　今後も継続して関係機関と
連携しながら取組みを進める
必要がある。

順調

 これまでどおり全校を監視
対象校とし、不適切な書き込
みが多い中学校・高校のネッ
トパトロールを強化するなど
パトロール体制を見直したこ
とにより、発見件数は増え
た。
 なお、発見した案件につい
ては、教職員が生徒に対し聞
き取りを行い、早期対応がで
きた。
　また、学校への技術的なサ
ポート、教職員への研修等に
より、児童生徒によるネット
上のトラブルの未然防止や早
期解決が図られていることか
ら、「順調」と判断した。

大変
順調

0.30

順調

　スクールヘルパーの延べ活
動人数は、目標人数を下回っ
たものの、11万人を超えてお
り、引き続き、高い水準で推
移していることから、「順
調」と判断した。

大変
順調

人0.05

0.27

900 737

指導
第二
課

有害情報から子
どもを守る事業

100%
（毎年
度）

前年度
(1,031件)
より減少

係
長

5,825

職
員

係
長5,500

人

61,003

課
長

3,8804,7724,714

0.30

0.07

人

人

人

Ⅰ-1-
(3)-③ 
地域全体
が教育を
支える社
会の実現

31

32

350件
（H30年
度）

各実施校に対して
行ったアンケート
の結果「本事業が
順調に進んだ」
「ある程度うまく
いった」と回答し
た学校の割合

―

9月に全国
一斉公表

―

0人
（H25年
度）

非行防止活動の
推進

指導
第二
課

スクールヘル
パーの配置

Ⅰ-1-
(4)-① 
青少年の
健全育
成・非行
を生まな
い地域づ
くり

0人
（毎年
度）

80%
（毎年
度）

75,258 57,186

課
長

3,825 順調

0.05

人

人
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平成29年度　行政評価の取組結果（教育委員会）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度H28年度
事業・取組概要

H28年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

71.5 ％ 80.3 ％

実
績

72.2 ％

達
成
率

101.0 ％

目
標

56.9 ％ 63.9 ％

実
績

57.6 ％

達
成
率

101.2 ％

目
標

1.42 ％ 1.33 ％

実
績

2.10 ％

達
成
率

52.1 ％

目
標

100 ％ 100 ％

実
績

99.1 ％

達
成
率

99.1 ％

目
標

100 ％ 100 ％

実
績

97.1 ％

達
成
率

97.1 ％

目
標

課
長

0.15 人

実
績

96.8 ％ 97.6 ％
係
長

0.25 人

達
成
率

職
員

0.35 人

目
標

495 人 550 人

実
績

557 人 568 人

達
成
率

112.5 ％ 103.3 ％

目
標

実
績

230 人

達
成
率

―

220,672

係
長

人

0.2540,670

職
員

0.35

0.50

係
長

159人
（H25年
度）

7,425

6,850

―

126,862

242人
（H30年
度）

124,062125,978

9月に全国
一斉公表

217,519

―

9月に全国
一斉公表

―

―

―

9月に全国
一斉公表

38
指導
第二
課

人

課
長

0.20

Ⅰ-1-
(4)-② 
いじめや
不登校な
どの問題
を抱えた
子どもへ
の支援

　いじめの状況把握、
分析及び調査研究並び
に関係機関やスクール
カウンセラー、スクー
ルソーシャルワーカー
等との連携等により、
いじめ問題の解決を図
る。

指導
第二
課

支援対象児童生徒
数

スクールカウンセ
ラー活用に関するア
ンケートにおいて
「大変機能的に活動
している」もしくは
「特に問題なく活動
している」と回答し
た割合

72.0%
（H30年
度）

―

100%
（H30年
度）

―

100%
（毎年
度）

97.7%
（H25年
度）

55,093

393人
(H25年
度)

605人
（H30年
度）

65,800

スクールソーシャ
ルワーカーによる
解決・好転者数

いじめの解消率(年
度間)（中学校）

いじめの解消率(年
度間)（小学校）

スクールソー
シャルワーカー
活用事業

　スクールソーシャル
ワーカーを活用して、
不登校や暴力行為など
児童生徒の問題行動等
の背景にある家庭環境
の問題に働きかけた
り、学校・園や学校・
園の枠を越えた関係機
関との連携を強化した
りすることにより、課
題等の解消、改善を図
る。

207,239

204,104
いじめ対策の充
実

9月に全国
一斉公表

1.28%
（H25年
度）

9月に全国
一斉公表

51.1%
（H25年
度）

中1不登校生徒数の
割合

40.2%
（H25年
度）

不登校児童生徒の
復帰・好転率（中
学校）

1.25%
（H30年
度）

課
長

100%
（毎年
度）

0.05 人

235,544

職
員

　不登校児童生徒に限らず、
長期欠席の早期解消を図るた
め、関係機関やスクールソー
シャルワーカー、スクールカ
ウンセラーとの連携を図りな
がら、学校復帰につながるよ
う取り組んだ。また、小中連
携SUTEKIアンケート北九州版
を全中学校区（62校）で実施
するとともに、月7日又は累
計15日以上欠席した児童生徒
について、学校と教育委員会
で情報を共有し、組織的に対
応することで、不登校を含む
長期欠席の未然防止・早期解
決に取り組んだことなどか
ら、「順調」と判断した。

191,276

人

人

人

人

順調

順調

人

【評価理由】
　不登校などの児童生徒の課
題解決にあたる社会福祉士等
の資格を持つスクールソー
シャルワーカーを3人増員し
て12人配置し、学校訪問・家
庭訪問・関係機関訪問等を行
い、的確に実態を把握し、き
め細やかな対応により、問題
の解決に取り組んだ。
　小中連携SUTEKIアンケート
北九州版を全中学校区で実施
するとともに、月7日又は累
計15日以上欠席した児童生徒
について、学校と教育委員会
で情報を共有し、組織的に対
応することで、不登校を含む
長期欠席の未然防止・早期解
決に取り組んだ。
　いじめについては、「北九
州市いじめ防止基本方針」に
基づく施策を推進するととも
に、「いじめの認知」の判断
基準について周知を図り、学
校において、いじめを的確に
把握するとともに、早期対応
を図った。
　以上のことなどから、「順
調」と判断した。

【課題】
　いじめや不登校などの問題
に対して、関係機関やスクー
ルソーシャルワーカー、ス
クールカウンセラー等と連携
しながら、未然防止、早期対
応、早期解決に向けて取り組
むことが必要である。

順調

　中学校にスクールカウンセ
ラーを配置し、校区の全小学
校へも派遣する等、相談環境
を整え、適切に児童生徒等の
相談に応じていること、学校
からの評価アンケート結果は
良好なことなどから、「順
調」とした。

　9月に全市一斉のいじめに
関する実態調査（アンケート
調査・面談）を実施し、この
実態調査によって認知された
いじめについては全て解消し
た。「いじめの認知」の判断
基準について周知し、学校に
おけるいじめの把握と早期対
応が図られている。また、児
童生徒の好ましい人間関係づ
くりのための小中9年間を見
通した「北九州子どもつなが
りプログラム」を全校で実施
したことなどから、「順調」
と判断した。

　スクールソーシャルワー
カーを3名増員し12名体制
で、568人の児童生徒を対象
に、学校訪問、家庭訪問等の
活動を通じて、きめ細やかな
対応を行うことができたこと
から、「順調」と判断した。

順調

　平成29年11月に改定された
「北九州市いじめ防止基本方
針」に基づき、各学校で「学
校いじめ防止基本方針」の見
直しを行っており、これに基
づき、未然防止、早期解決に
向け、様々な取組みを行う。
併せて、「北九州市いじめ問
題専門委員会」を運営し、い
じめの防止等のための調査研
究等、有効な対策を検討して
いく。
　各学校におけるいじめの正
確な認知について、継続して
周知を図り、的確に実態を把
握するとともに、未然防止、
早期対応に取り組んでいく。
　「北九州子どもつながりプ
ログラム」の各学校での有効
な活用に向けて、研修を推進
する。
　スクールソーシャルワー
カーについては、支援対象者
数や学校・関係機関等への訪
問回数など活動状況を考慮し
つつ、更なる体制充実につい
て検討し、支援を必要とする
児童生徒に対し、より一層の
働きかけを行っていく。

0.05

順調

人

課
長

8,825

0.50

職
員

0.45

0.45

係
長8,825

100%
（H25年
度）

不登校児童生徒の
復帰・好転率（小
学校）

90.0%
（H30年
度）

―

指導
第二
課

37
スクールカウン
セラーの配置

　スクールカウンセ
ラーを活用して、不登
校や暴力行為など児童
生徒の問題行動等の未
然防止や早期発見、早
期解決を図るために、
「心の専門家」である
スクールカウンセラー
を配置する。

指導
第二
課

　児童生徒の人間関係
づくりや小中連携によ
る取組を推進すること
により、長期欠席・不
登校の未然防止を図る
とともに、関係機関や
スクールソーシャル
ワーカー、スクールカ
ウンセラーと連携した
対応により、長期欠
席・不登校の解消を図
る。

長期欠席・不登
校対策の充実
（旧：不登校対
策の充実）

36

35
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H29年度H28年度
事業・取組概要

H28年度
H31年度予算要求に向けた 

施策の方向性
人数

人件費（目安）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度

目
標

90 ％ 90 ％
課
長

0.15 人

実
績

99.0 ％ 98.7 ％
係
長

0.15 人

達
成
率

110.0 ％ 109.7 ％
職
員

0.00 人

3,225240

「人権文化のまち
づくり講演会」の
参加者の満足度

― 244770

90%
（毎年
度）

　学習ニーズを踏まえ、人権
教育の機会拡大につながる効
果的な研修となるよう、テー
マや開催方法などを工夫して
実施していく。

順調

　ゲストティーチャーによる
特別人権授業は目標どおり1
回実施することができ、ま
た、「人権文化のまちづくり
講演会」参加者アンケートに
よる満足度も目標を上回るこ
とができたことから、「順
調」と判断した。

順調

【評価理由】
　学校との協働による特別人
権授業を目標どおり1回実施
し、地域の人権学習を指導す
る人材の育成にかかる「人権
文化のまちづくり講演会」の
満足度も目標を上回ったこと
から、市民の人権問題の正し
い理解と認識、学習意欲の向
上につながった。
　以上のことから、「順調」
と判断した。

【課題】
　人権教育の機会の拡大を目
指し、学校や参加者の学習
ニーズを踏まえた継続実施が
必要である。

人権学習講座

　「人権文化のまちづ
くり」に向けて、市民
の人権問題についての
正しい認識と理解の促
進を図ることを目的
に、市民の多様な学習
ニーズに応えるととも
に、人権学習を企画・
実施する際にヒントと
なるような講座を実施
する。

企画
調整
課

Ⅱ-3-
(1)-① 
すべての
市民の人
権の尊重

39
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